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平成10年度国立環境研究所年報の発刊に当たって   

国立環境研究所の平成10年度の年報ができあがりました。地球規模から地域の身近な  

環境問題に至るまで，マクロの大気循環からミクロの食物連鎖網まで，多岐にわたる研究  

が報告されているのがお判りと思います。   

平成10年度はまた，行政改革という重要な動きがあった年でもありました。国立環境  

研究所は，平成2年度に国立公害研究所から国立環境研究所へと全面的組織改革を行い，  

プロジェクト研究を行う総合研究部門と独創的かつ原理的な基礎研究を行う基盤部門とを  

分け社会的要請に応える努力を続けてまいりましたが，2001年には独立行政法人として改  

組され新発足することになります。またその頃までには「環境ホルモン総合研究棟・（仮  

称）」や「地球温暖化対策国際研究棟一（仮称）」が発足し，社会の関心が向けられている問  

題への新しい取り組みが始まります。もとよ町環境研究は「市場」の原理によって左右さ  

れる営利を目的としたものではありません。環境という公共性の高い分野では，研究も技  

術開発も国が社会に対して責任をもって行うサービスという性質がつよく，研究者の創  

意，努力も最終的にはそのような形になって現れます。   

環境研究でなにが明らかにされつつあるのか。その展開する前途を見ますと，私たちの  

環境における一つの事象が他のすべての事象となんらかの連り，関係を持つことを示唆す  

るように思われます。今や環境問題では加害者は被害者であり，被害者も加害者だといわ  

れます。エルニーニョ現象の有無により世界の各地の気候が影響を受けるのはもはや衆知  

の事実ですが，長江で洪水が起こると九州，四国や日本海の海水の性状が大きく変化しま  

す。水銀やPCBなどの環境汚染物質ヤすっかり有名になった食物連鎖は，実は食物連鎖  

網と呼ばれるべき複雑な網の目構造を形成してます。人間自身もこの地球環境の生態系の  

連鎖網にしっかり組み込まれております。人間生存はこういった「相互依存」の網の目構  

造をいかに大きくゆがめることなく維持できるかにかかっているのが示唆されるのではな  

いでしょうか。   

本研究所が今後歩みつづけるためにも一層の御支持と御鞭達をたまわりたくお願い申し  

あげます。  

平成11年8月  

国立環境研究所   

所 長 大 井  玄   

‾ 111‾  
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1．概   況  

成9年8月7日）」を踏まえて，平成10年12月には「国  

立環境研究所研究評価実施要領」を策定した。  

（2）組織・定員   

平成2年度に機構改革を実施し，研究部門として，社  

会ニーズに対応したプロジェクト研究を行う総合研究部  

門（地球環境研究グループ及び地域環境研究グループ）  

とシーズ創出や総合研究部門の支援のための研究を行う  

基盤研究部門（6部）を設置した。また同時に，環境情  

報センタ【，地球環境研究センター及び環境研修セン  

ターの3センターを設置し，幅広い活動を行っている。   

また，定員については，平成10年度には研究部門で  

1名の増員を囲l），平成10年度末で270名となってい  

る。（平成9年度末：272名，定員削減：2名）  

（3）予 算   

平成10年度当初予算では，研究所の運営等に必要な  

経費として8，386百万円．施設の整備等に必要な経費と  

して348百万円が計上されたほか，国立機関公害防止等  

試験研究費として51百万円，海洋開発及地球科学技術  

調査研究促進費（科学技術庁）として28百万円，国立  

機関原子力試験研究費（科学技術庁）として69百万円  

が計上された。   

さらに，年度途中の移し替え経費として，環境研究総  

合推進費1，460百万円，科学技術棍興調整費（科学技術  

庁）655百万円等が計上された。  

（4）施 設   

国立公害研究所発足準備以来，施設について順次拡充  

に努めている。   

平成10年度には，環境ホルモンに係る総合的な評  

価・解析のための環境ホルモン総合研究棟（仮称）及び  

地球温暖化防止のための地球温暖化対策国際研究棟（仮  

称）の建設に係る作業に着手したほか，老朽化対策とし  

て空調関係の更新等を行った。  

（5）研究活動   

地球環境研究グループ及び地域環境研究グループが中  

心となって，社会ニーズに対応したプロジェクト研究を  

実施している。また，主として基盤研究部門において，  

新しい研究手法の開発等研究所の基盤となる科学・技術  

的知見の蓄積を因っている。さらに，科学技術全般から  

国立環境研究所は．昭和49年3月15日に国立公害研  

究所として筑波研究学園都市に設立された。本研究所の  

特色は，研究者の専門分野が物理学，化学，生物学，工  

学，医学，薬学さらに人文・社会科学分野と幅広い構成  

となっていること，大学の研究者や地方公共団体公害研  

究機関の研究者等所外の専門家の参加も得て，研究を学  

際的に実施していること，及び第一級の環境研究を実施  

するために必要な大型実験施設を駆使し，野外の実験調  

査研究と併せ，研究をプロジェクト化して総合的に実施  

していることにある。   

創立以来，組織の充実，施設の整備を進めつつ，研究  

体別の強化に努め，多くの研究成果を蓄積してきたとこ  

ろであるが，①人間の健康保護や自然生態系保全のため  

の目的指向型研究の充実 ②環境研究の中核的機関とし  

ての役割の発揮 ③環境データ等の蓄積と提供のための  

研究・業務の充実（む国際的な貢献度の向上と国際研究  

交流の推進 ①大型実験施設及びフィールド施設の活用  

という役割を果たすため ①総合研究部門の創設等研究  

体制の充実 ②複合的な研究機構への発展 ③国際研究  

交流の促進 ④研究員流動性の確保方策の整備 ①研究  

運営の改善を基本的方向として組織・運営を進めていく  

こととし，平成2年7月，大幅な組織改編を行い，名称  

を「国立環境研究所」と改め．研究業務活動の充実に努  

めてきた。平成7年度には組織改編後5年が経過すると  

ころとなり，国立環境研究所評議委員会のもとに専門委  

員の参加を得て研究活動評価専門委貝会を設置し，今後  

の研究活動について提言を受けた。   

国立環境研究所の平成10年鹿における主な活動は次  

のとおりである。  

（1）研究活動評価   

上記の国立環境研究所評議委員会より平成8年2月に  

示された研究所の研究活動に関する提言では，今後の研  

究推進の基本的な方向性として，①研究課題の戟略的選  

定と重点化 ②環境研究の総合化 ③活力ある研究環境  

の創出（動画際的リーダーシップの発揮 ①研究成果の  

社会的還元の5項目が示されている。   

さらに，内閣総理大臣決定「国の研究開発全般に共通  

する評価の実施方法の在り方についての大綱的指針（平  
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みて重安と考えられる共通基盤的研究についても環境分  

野と関連の深いものについて，他省庁や大学等の研究機  

関との連携のもとに積極的に参画している。   

①プロジェクト研究として，環境研究総合推進費 特  

別研究費，重点共同研究費，革新的環境監視計測技術先  

導研究費及び環境修復技術開発研究費による研究を実施  

した。   

環境研究総合推進費（地球環境研究総合推進費）によ  

る研究として，オゾン層の破壊，地球温暖化の現象解  

明・影響・対策．酸性雨，海洋汚染，熱帯林の減少，生  

物多様性の保全，人間・社会的側面からみた地球環境問  

題等の研究を行った。これら地球環境研究総合推進費に  

よる課題別研究．総合化研究及び先駆的地球環境研究の  

総数42課題のうち37課題の研究に参画するとともに，  

課題検討調査研究（F／S）7課題について実施した。   

環境研究総合推進費（未来環境創造型基礎研究推進費）  

による研究として，「亜熱帯城島峡の生態系保全手法の  

開発に関する基礎研究」をはじめ2課題について継続実  

施した。   

特別研究として，「廃棄物埋立処分における有害物質  

の挙動解明に関する研究」，「環境中の化学物質総リスク  

評価のための毒性試験系の開発に関する研究」．「都市域  

におけるVOCの動態解明と大気環境質に及ぼす影響評  

価に関する研究」の3課題について新規に開始するとと  

もに，6課題について継続実施した。   

国際的連携のもとに実施する重点共同研究として，  

「流域環境管理に関する国際共同研究」を継続実施する  

とともに，「干潟等遅地生態系の管理に関する国際共同  

研究」を開始した。   

革新的環境監視計測技術先導研究として，「大気有害  

化学物質監視用自動連続多成分同時計測センサー技術の  

開発に関する研究」を継続実施した。   

新たに環境修復技術開発研究として，「海域の油汚染  

に対する環境修複のためのバイオレメディエーション技  

術と生態系評価手法の開発」を開始した。   

②経常研究として，各研究部・グループ等において，  

シーズ創軋 プロジェクト研究に対する支援等の観点か  

ら研究を実施した。   

③開発途上国環境技術共同研究4課題について継続実  

施した。   

④国立機関公害防止等試験研究4課題について実施し  

た。  

⑤国立機関原子力試験研究費による研究6課題につい  

て実施した。   

⑥科学技術振興調整費による研究のうち，総合研究と  

して，「炭素循環に関するグローバルマッピングとその  

高度化に関する国際共同研究」をはじめ計7課題に参画  

した。生活・社会基盤研究では，「内分泌撹乱化学物質  

による生殖への影響とその作用機構に関する研究」をは  

じめ5課題に参画した。また，知的基盤整備推進制度に  

よる研究1課題，国際共同研究12課題，重点基礎研究  

7課題について参画又は実施するとともに．重点研究支  

援協力員制度による研究2課題について実施した。   

⑦海洋開発及び地球科学技術調査研究促進費による研  

究については，地球環境遠隔探査技術等の研究1諜爵，  

地球科学技術特定調査研究2課題について参画した。   

⑧災害対策総合推進調整費による調査研究1課題につ  

いて実施した。   

⑨文部省科学研究費補助金による研究56課題につい  

て実施した。   

⑬地方公共団体環境・公害研究機関との共同研究を引  

き続き実施した。   

⑪地球観測衛星「みどり（ADEOS）」に搭載された  

センサーILAS，RISのデータ処理運用及びデータ利用  

研究並びにILASの後継機のfLAS－Ⅱの開発研究を引  

き続き実施した。   

⑫戦略的基礎研究推進事業等の公募型研究について引  

き続き実施した。  

（6）環境情報センター   

環境情報センターは，環境の保全に関する国内及び国  

外の資料の収集，整理及び提供並びに電子計算機及びそ  

の関連システムの運用を行っている。   

平成10年度には，国立環境研究所WWWサーバの  

運用及び提供情報の更新追加等の管理，環境情報源情報  

データベース等の整備充実，文献情報データベースのオ  

ンライン検索システムの運用等を実施した。   

また，環境情報提供システム（EICネット）について  

は．パソコン通信サービスによる情報提供（平成10年  

12月終了），インターネットを利用したWWW（World－  

WideWeb）による情報提供に加え，ファックス通信に  

よる情報提供サービスの運用を開始した。  

（7）地球環境研究センター   

地球環境研究センターは，地球環境の保全に閲し，国  

際的な協力のもと学際的，省際的な地球環境研究の総合   
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ガスのモニタリング等を継続して実施したほか，新たに  

北海道陸別町において，名古屋大学太陽地球環境研究所  

と共同で．我が国北域における成層圏オゾン等を総合的  

に観測する「北域成層圏総合モニタリング」を開始した。  

（8）環境研修センター   

環境研修センターは，環境庁所管行政に関する職員等  

の養成及び訓練を行っている。平成10年摩には，行政  

関係研修19コース，国際関係研修4コース．政策研究  

研修1コース，分析関係研修9コース，海外協力研修1  

コースを実施した。  

化を回るとともに，データベース等の研究支接体制を充  

実させ．また．地球環境の長期的モニタリングを行う  

等，地球環境研究の推進に幅広く貢献していくことを目  

的として活動している。   

平成10年匿には，地球環境研究者交流会議の開催，  

総合化研究の推進，スーパーコンピュータシステムの利  

札 UNEP（国連環境計画）／GRID（地球資源情報デp  

夕べース）の協力センター（GRIDつくば）としての  

データ提供等の業務．地球環境モニタリングステーショ  

ン一波照間，落石岬や航空機や船舶を利用した温室効果  
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2．調査研究   

2．1概  要  

2．1．1地球環境研究グループ   

人間活動の急速な拡大が種々の地球規模での環境問題  

を生起している。その原田，影響，対処についての要因  

はきわめて編棒しており，研究には既存草間分野を組み  

合わせての問題指向型取り組みが必須である。当研究グ  

ループは，1990年の発足時より，地球環境の諸問題ご  

とにチームを結成し，中核の研究を自ら推進するととも  

に，地球環境研究総合推進費を中心として，内外の研究  

を組織化しながら，環境保全に有効な科学的知見の集積  

と利用に努めてきた。   

本年度は，1997年に合意された京都議定書に対応す  

べく当グループで開発された「気候変動に関する競合評  

価モデルAIM」を用いて，先進国における数値目標達  

成のコスト，並びに発展途上国の国際協力による対策の  

可能性について分析した。削減手段に吸収源が含まれた  

ことから，再び炭素サイクルの研究が重視されるように  

なったが，当グループでもシベリア温室効果ガス吸排出  

観測，北大乎洋二酸化炭素収支観測がまとまりつつあ  

l），今後の炭素循環論議に一石を投じるであちう。な  

お，1999年1月に国立環境研究所主催で第2回「海洋  

と二酸化炭素」匡‖祭シンポジウムを開催した。海洋炭素  

循環に関する最新研究成果が討論された中，当グループ  

を中心とした北太平洋研究が注目された。   

地球観測衛星「みどり」が太陽電池系統の故障で機能  

を停止した1997年6月までの8カ月間に，オゾン層観  

測センサーILAStま6700地点以上の観測データを蓄積  

した。これらの観測データは極域高層大気の変動状況を  

極めて明掛二示しており，本年度もなお解析アルゴリズ  

ムの改訂研究を行って，より精度の高いデータの導出を  

行い，世界の研究者に提供を行っている。これと並行し  

てオゾン層チームは，1997年と1998年に顕著であった  

北極域オゾン層の減少に着目した地上観測，モデリング  

を強化している。   

西暦2000年の酸性雨国際学会つくば開催ならびに東  

アジア酸性雨観測ネットワークの構築の決定に相応し，  

酸性雨研究チームは航空機観測・大気移流モデル・生態  

系影響評価等の研究を強化している。海洋研究チームで  

は，商船利絹の観測や水中画像取得により，アジア海域  

の海洋生態系変動や微量有害化学物質分布の状況，サン  

ゴ礁生態系変質状況の把握を続けている。   

森林減少・砂漠化研究チームでは熱帯林の保全・研究  

管理を目指して，択伐などが森林の機能にどのような影  

響を与えるかについて調査を行っている。マレーシア半  

島部のパソ保護林内の天然林と択伐後約40年経過した  

二次林との間で．森林組成，構造等の比較を行ったとこ  

ろ，二次林では，熱帯林の特徴である突出木層の復活が  

見られず，林冠高，林冠の表面積において天然林と大き  

な隔たりがあることがわかった。生物多様性保全の分野  

では，絶滅過程の解析などとともに，多様性の価値につ  

いての研究へと拡大しつつある。   

自然の解明をさらに進めると同時に，これをペースに  

して人間社会がどう持続可能な発展の道筋をつけるかが  

模索される段階に入った。人間側面研究チームでは，ア  

ジア地域の水資源・農業生産面での環境安全保障，アジ  

ア地域特有の環境保全意識や行動を政策に反映させるた  

めの調査研究を進めている。  

2．1．2 地域環境研究グループ   

地域環境研究グループは‘◆保全対策”と“リスク評  

価’’の2分野について9課題の特別研究を12チームに  

よって実施した。また，4言果題の“開発途上国環境技術  

共同研究”を4チームによって実施した。それら成果の  

要点を研究チームごとにまとめると以下のようである。   

海域保全研究チームは浅海域における，物質循環と浅  

海城の機能に関する研究を行い，水産資源にとって重要  

な生態系機能を明らかにした。播磨灘や浅海・干潟域に  

おける物質フラツクス，原生動物，原索動物を介した食  

物連鎖系の解明が進んだ。   

湖沼保全研究チームは湖水中の有機物の特性・起源を  

適切に把握する手法を確立し．湖水中での簸分解性有機  

物濃度上昇の原因を解明し，さらに湖水有機物の質的・  

量的変化が湖沼環境・水道水源としての湖沼水質に及ぼ  

す影響を評価した。霞ケ浦を調査した結果，トリハロメ  

タン前駆物質として，フミン物質よりも親水性成分の重  
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要性が認められた。   

都市大気保全研究チーム及び交通公害防止研究チーム  

は，VOCによる大気汚染および光化学スモック等の二  

次的汚染の解明のために，走行中の自動車からの排出量  

調査などを行って発生状況の把掛こ努めるとともに，  

データ解析プラソトフォームとしてのGISシステムの  

開発を行った。また，公共交通，自動車交通，電気自動  

車等の次世代交通システムのLCA等による比較評価を  

行い，今後の交通システムのあり方に関する検討を進め  

た。   

有害廃棄物対策研究チームは，有害物質の環境に対す  

る影響を評価する上で不可欠な化学物質の環境濃度を測  

定するために，最新の物理・化学的分離分析手法の適応  

性の拡大をはかり，さらにこれを標準化するとともに，  

埋立処分に関する暴露量評価手法，侵出としての溶出挙  

動と毒性のモニタリング法を提示した。   

水改善手法研究チームは，今日の社会を特徴づける  

「人やモノの流れ」を支える技術である自動畢交通量の  

輸送システム及び廃棄物処理・リサイクル等の循環シス  

テムを対象とした具体的な事例研究を軸にして，環境負  

荷及びこれによる環境影響を総合的に評価する手法を開  

発した。   

環境リスク評価を対象としている分野では，4つの特  

別研究が行われた。研究内容は，健康リスク評価と生態  

系リスク評価とに大別できる。   

新生生物評価研究チームは，汚染土墳・地下水の浄化  

に有用な浄化微生物を探索し，浄化機構を解明するとと  

もに，土壌環境中において浄化能を発揮できる環境浄化  

型微生物を創生する。さらに，浄化微生物の検出法並び  

に微生物による汚染土境・地下水の浄化効果の試験方  

法・本技術のリスク評価手法を開発した。特にトリクロ  

ロエチレン等の塩素化炭化水素の分解や水銀の除去に成  

果をあげている。   

化学物質健辟リスク評価研究チームは，環境中のホル  

モン緑化学物質の子（次世代）への影響，とりわけ生殖  

能力への影響は人類の存続にかかわる問題であり，これ  

らの影響のリスク評価は，重要かつ緊急に対処すべき課  

題である。   

都市環境影響評価研究チームは，人間個体レベルのリ  

スクを評価するため，ヒトを対象とした低レベル電磁界  

暴露実験動物及び培養和胞系を用いた，低一高レベル電  

磁界暴露実験を行った。本研究では主としてダイオキシ  

ンをとりあげそのリスク評価のための基礎的データを得  

ることができた。またヒト集団における暴露レベルを6  

世帯における1年間の長期連続測定や送電線近接の20  

世帯の測定により解析した。   

大気影響評価研究チームは，気管支ぜん息ヤアレル  

キー性鼻炎が本当にディーゼル排気の吸入によって発症  

するのかどうか．発症するとしたらどのような濃度で発  

症するのかどうか，また肺がんの発症はどのようなメカ  

ニズムによるのか，ヒトはどの程度ディーゼル排気に暴  

露されているのかなどを明らかにし，これらの疾患の予  

防対策を講じるために有効なデータを得た。   

化学物質生態影響評価研究チームは，生態系の実態を  

十分配慮した，化学物質の生体影響評価のためのバイオ  

モニタリング手法を開発し，その適用を桜川において  

行っている。   

バイオアツセイ環境リスク評価研究チームは，環境中  

の化学物質の総リスク評価のために，各種のバイアッセ  

イを組み合わせ環境試料への適用性を含めて，有害性総  

合指標を目指して，その評価と標準化を開始した。   

開発途上国健康影響研究チームは，中国におけるフッ  

素汚染及び浮遊粉塵汚染による健康影響について，国際  

共同調査を行うとともに，当研究所の暴露チャンバーを  

用いて，フッ素及び浮遊粉塵暴露による生体影響を実験  

的に明らかにし，健康影響の予測と健康被害の予防のた  

めの手法を確立した。   

開発途上国環境改善（水質）研究チームは，開発途上  

国における生活排水等の処理方法としては，多大な施設  

とエネルギー消費が伴う処理ではなく，有用生物を活用  

することによって，自然の浄化能力を強化し，効率化し  

た水処理技術が求められている。またその技術は我が国  

における水質改善手法の多様化を計る際において基礎と  

なるものであり，適正手法の開発を究明した。   

開発途上国生態系管理研究チームは，揚子江流域とい  

う特有の地域を事例として，広〈湖沼の生態系管理手法  

としての汎用性のある施策の提唱を目的とし，調査を実  

施し，また国内において霞ヶ浦に設定した隔離水界を用  

いて，食物網の構成要素，水界透明度等について検討し  

た。   

開発途上国環境改善（大気）研究チームは，大きさの  

異なる人為由来の大気エアロゾルと土壌起源（黄砂）エ  

アロゾルとの通年同時観測を中国各地で行い，その結果  

をもとに大気環境保全に寄与するような化学的解明を行  

ー 6 －   



門家の役割について検討した。また，主任研究官によ  

り，環境計画との関連で，景観評価について，従来の研  

究成果をとりまとめ，さらに自然風景地利用行動の計測  

方法に関する調査を行った。   

種々の環境システムのデータや情報を的確に解析し，  

その構造や変動に関する有用な新たな科学的知見を得る  

ためには，効率的な解析手法の開発が不可欠である。情  

報解析研究室で実施している2つの経常研究課題では，  

一つが人工衛星．地図，写真等による地理・画像データ  

の解析手法の開発であり，他の一つは種々の環境システ  

ムの評価に資するモデル化ヤシミュレーション手法，特  

に線型計算手法の開発を行った。特に境界要素法による  

数値計算の精度改良を行い，音場におけるシミュレー  

ションモデルを改良した。なお，本年度は奨励研究とし  

て，温室効果ガス（CO2）の吸収源（シンク）に関する  

問題を取り上げ，その比較制度分析を行った。   

一方，当部における上記の経常及び奨励研究課題の多  

くは，総合部門の地球・地域環境研究グループで行われ  

ている多くのプロジェクト研究課題の一部，及び地球環  

境研究センターの絶合研究課題とも関連して実施してい  

る。このため，上記の個別の経常研究課題の実施に当  

たっては，これらとの連携を十分配慮して研究の方向づ  

けを行っている。  

うために，精密化学分析と鉱物分析を行った。  

2．1．3 社会環境システム部   

環境問題は，すべて人間活動が原因であり．人の自然  

外囲である大気．水，土．生物等の環境を介して，ふた  

たび人間の生存，生活，社会経献言動等に回帰してくる  

問題であるといえる。それゆえ，環境間趨は一面すぐれ  

て社会的な問題でもある。社会環境システム部では，こ  

うした問題意識のもとに．システム分析等の手法により  

環境保全に関する政策科学的及び情報科学的な基礎研究  

を行うことにしている。   

本年度は，上席研究官及び環境経済，資源管理，環境  

計画及び情報解析の4研究室，及び主任研究官が，それ  

ぞれ基幹となる合計11の広範な経常研究課題を選定し  

実施した。そのうち，2つの奨励研究課題を資源管理及  

び情報解析研究室で各1課題ずつ実施した。   

上席研究官を中心として環境の認識構造にかかわる基  

本的研究課題を実施した。この中で，東京湾横断道路や  

瀬戸大橋の各地域住民に対して，自由記述法等による環  

境意識調査結果から，大規模開発に関して，その回答か  

ら両岸地域で意識の対照が見られることを示した。   

環境経済研究室で行う程骨研究課題の1つは，引き続  

き，炭素税の導入が日本のエネルギーミックス変化で経  

済に及ほす影響を分析し，17の産業部門モデルへ改良  

した。また他の研究課題では，気候変動枠組条約に関す  

る国際交渉をとりあげ，2000年以降の締約国間の具体  

方策に閲し，特に1997年採択の京都論定書の内容につ  

いて，国際協調の観点から詳細な検討を行った。   

資源管理研究室で行う2つの軽骨研究課題では，水資  

源と水環境との関係について調査及び検討を行った。ま  

た，廃棄物減量化とその影響に関連し，ライフサイクル  

によるトータルな環境負荷の算定に重要となるライフサ  

イクル・アセスメント（LCA）手法の確立のため，具  

体の事例解析を行った。なお，奨励研究では，現在，見  

直しや導入が求められているリターナブル容器に着目  

し，その異なるものに射しLCAを実施し，競合する容  

器と比べてどのような環境負荷削減効果があるか，また  

各容器の選択行動に与える要田の分析を行った。   

囁境計画研究室では，国の環境基本法及びこれに基づ  

く環境基本計画の策定や最近の地球温暖化防止対策推進  

法の成立を受け，自治体レベルでの計画策克が進んでい  

ることに鑑み，その策定プロセスにおける問題点や，専  

2．1．4 化学環境部   

新たな汚染が顕在するたびに，化学物質汚染は複雑化  

し，その実憩や汚染機構の解明のための．高感度で信締  

性のある環境計測法や新たなリスク管理が求められてい  

る。これらの課題を解決するため，化学環境部では．各  

種環境汚染物質の計測・監視や毒性評価方法の開発と汚  

染物質の環境動態の解明に関する研究を実施した。   

計測技術研究室では，大気中の有害化学物質の自動連  

続多成分同時計測センサ【の開発を行い，前年度作成し  

た装置のフィールド試験を行うとともに，この装置では  

分析が難しいアルデヒドの計測システムの開発を行っ  

た。また，国際的に取り組みが求められる環境残留性有  

機化学物質の土壌や底質中での挙動の解明を行った。   

計測管理研究室は，内分泌腐乱化学物質の高感度分析  

法を開発するとともに，魚等に発現するタンパク質や  

RNAをバイオマーカーとして内分泌撹乱作用を検出す  

る検定法の開発を行った。また，各種プラスチックの溶  

出試験により浸出水中のビスフェノールAの起源を調  
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ベた。   

動態化学研究室では，状態分析法を用いてヒ素などの  

動態を解明する研究を進めた。また．タンデム加速器質  

量分析システムの測定条件の調整を進め，炭素14の標  

準試料について0，3％台にまで繰り返し精度を上げた。   

化学毒性研究室では，アオコの毒物質の解明及び処理  

法の開発を進めるとともに，発光細菌を利用した簡便な  

環境変異原の検索手法を開発した。また，培養細胞を用  

いた内分泌撹乱化学物質の検出法の研究を開始した。   

スペシメンバンキングの研究では，昨年からの作業に  

加え，ウミネコを用いアルキルスズ化合物汚染の時系列  

変化を調べた。環境標準試料の研究ではダイオキシン類  

の湖沼底質試料を作成するとともに，プライアソシュ中  

のダイオキシン類の保証値の検討を行った。   

また，バイカル湖の底泥を用い地球環境の変動を解析  

する研究を始め．各種プロジェクト研究を進めるととも  

に，地球・地域環境研究グルー7dが実施するプロジュタ  

ト研究にも多くのメンバーが参加した。  

行った。   

環境有害因子の毒性には酸化的ストレスが関与する場  

合が多いが，そのメカニズムの解明のためにノックアウ  

トマウスを用いた皮膚がんに関する研究が行われた。ま  

た，遺伝子改変したゼブラフィッシュを作成することに  

よる，環境水中の変異原の検出のための研究を行った。   

さらに，メチル水銀投与ラットにおける血γ血状態  

でのNMRによる機能測走法，及び環境ホルモンによる  

次世代影響について行動毒性による検出法に関する研究  

も行った。   

本来の目的である人間集団を対象とした研究として，  

幹線道路沿いの大気汚染と個人暴霜量との関係，国保レ  

セプト及び人口動態統計などによる環境保健指標の開  

発，ダイオキシン類に関して地理情報システムを用いた  

研究が行われた。  

2．l．6 大気圏環境部   

大気圏環境部では．地球温暖化，成層圏オゾン層破  

壊，酸性雨といった地球規模の環境問題や，都市の二酸  

化窒素問題に代表される地域的な環境問題を解決するた  

めの基礎となる研究を推進している。本年度は17課題  

の程常研究と2課題の奨励研究が行われたほか，地球環  

境研究グループ（温暖化現象解明．オゾン層，酸性雨，  

衛星観測各チーム），地域環境研究グループ（都市大気  

保全チーム）の準構成員として，さらには地球環境研究  

センターの併任または協力研究者としてプロジェクト研  

究推進への協力も行われた。   

大気物理研究室では気象力学・流体力学を基礎とした  

大気循環についての研究が行われた。具体的には，気象  

変動にかかわる気候モデルの開発と応用（大気海洋結合  

大循環モデルを用いた温室効果ガスおよびエアロゾル増  

加に伴う気候変化のシミュレーション，熱帯域での積雲  

対流活動の解析，大気・陸面での熟・水蒸気輸送過程の  

数値モデル化など），100km程度の地域スケールの大気  

循環と物質輸送のシミュレーション研究，極中心をとり  

まく大気の渦運動に関する研究が行われた。   

大気反応研究室では，気相の化学反応論を基礎とした  

大気圏での物質の反応の研究が行われた。レーザー誘起  

蛍光法を用いた酸素原子とオレフィンとの反応によるピ  

ノキシ型ラジカルの検出ヤ，光イオン化質量分析法を用  

いたアルキルラジカルと酸素原子の反応速度の測定を  

行った。また光化学チャンバーを用いて，α－ピネン型  

2．1．5 環境健康部   

環境健康部においては，環境有害因子（窒素酸化物・  

ディーゼル排気ガス等の大気汚染物質，ダイオキシンや  

環境ホルモンなどの有害化学物質，重金属，花粉，紫外  

線等）がいかにヒトの僚廉に影響を及ぼすかに関する実  

験的・疫学的研究を行っている。これらの基礎研究は，  

健韓リスクアセスメントを行うための要素となるもので  

ある。これら環境有害因子の空間的広がりにより，地域  

規模での環境問題と地球規模の環境問題に分けられる  

が，それぞれ総合研究部門の地球環境研究グループ及び  

地域環境研究グループの研究チームと連携をとりなが  

ら，「地球環境研究総合推進費」，「特別研究」，「特別経  

常研究」の研究も行われた。さらに，環境リスク評価の  

ために，重金属，大気汚染物質，紫外線，ダイオキシ  

ン・環境ホルモンなどの文献レビューも行った。本年度  

は，経常研究12課題，奨励研究2課題が行われた。   

大気汚染物質（ディーゼル排ガス粒子，オゾン，花粉  

など）が免疫系など生体防御機能に与える影響を解明す  

るために，実験動物や培養細胞を暴露環境下で育て，肺  

を構成している細胞ヤアレルギー・炎症に関与する細胞  

への影響を検討に関する基礎的研究を行った。気道への  

影響のメカニズムの解明のため，炎症細胞の遁走・活性  

化 丁細胞の増殖分化についての検討を開発等の検討を  
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の環状炭化水繋とオゾンとの反応による過酸化物，ギ酸  

の収率を求め，その反応樅構を推定した。対流圏化学に  

関連した炭化水素やNOlの野外観測に関する研究も行  

われた。   

高層大気研究室では，レーザーレーダーなど大気の能  

動遠隔計測手法の開発とこれを用いた観測研究が行われ  

た。．ミ一散乱レーザーレーダー等を用いてエアロゾルと  

雲の継続的掛則を行い，統計的な解析を行った。また，  

ADEOS搭載RISの成果を補完するための地上レーザげ  

長光路吸測定実験によるフロン12の測完感度の評価や  

静止軌道衛星を用いるシステムの検討を行った。   

大気動態研究室では，温室効果気体および関連物質の  

動態を調べるため，濃度の長期観測や同位体上ヒの測定を  

行っている。波照間島と箔石岬のモニタリングステー  

ションで継続中の観測でメタン，亜酸化窒素混直の増加  

率ヤ季節変化に関するデータを得た。また二酸化炭素の  

安定同位体比の季節変動を観測した。これらに加えて，  

廃坑を利用した人二仁質実験を行い，雲粒の生成機偶に関  

する知見を得た。  

水環境工学研究室では，水循環研究として，河川流出  

の物理モデルと確率モデルの融合を図り，物質循環研究  

では水田から河川を総て湖沼までの農薬流出特牲につい  

ての詳細な観測を行った。また，今後の水環境修復技術  

開発を目的として生態工学利剛こよるビオトープ，エコ  

トーンの保全に関する基礎的研究を行った。   

土壌環境朝究室では，土壌中での重機汚染物質，有機  

汚染物質，及び微生物の挙動についての基礎的研究を  

行った。また，酸性雨の土壌影響についても調査，研究  

を行った。   

地下環境研究室では，粘性土の圧縮性状，岩盤内の地  

下水の流動特性，地盤沈‾F観測システムの開発と観測に  

ついての研究を行った。  

2．し8 生物圏環境部   

生物圏短境部では分子レベルから生態系レベルまでの  

生物にかかわる基礎・応用研究を推進している。本年度  

は奨励研究を含めて15課題の経常研究を行った。科学  

技術振興調整費による研究ではグローバルリサーチネッ  

トワーク等4課長乱 未来環境創造型基礎研究1課題が推  

進された。   

環境相物研究室では，植物の気孔反応の三次元的計測  

と，葉のガス交換の測定を同時に行う装置の開発を行っ  

た。この装置により，通常の生育状態にある植物の気孔  

反応とガス交換速度の同時計測が可能となった。また，  

中国の乾燥地域で採取した植物の耐塩性を調べた結果，  

塩性地域に分布する植物使は，非塩性地域に分布する植  

物性に比べ，塩性条件下での生存率が大幅に高いことが  

わかった。さらに，高山植物の野外調査を行い，キクダ  

ケソウ生育地の土壌特性ヤオンタデのフユノロジーなど  

を調べた。   

環境微生物研究室では，水界生態系で重要な役割を果  

たしているシアノバクテリアの種レベルでの多様性め形  

態学的，分子系統学的解析を行った。緊急に保護を必要  

とされている車軸藻類について，日本各地の湖沼におけ  

る分布・生育状況の継続調査を行うとともに，絶滅危惧  

桂であるキヌフラスコモの培養技術を確立した。無色の  

ベン毛篠ノhねⅢ神川肌及びC浦山眈ひ川が有毒アオコ  

を摂食するが，毒性の弱いアオコを選択的に摂取するこ  

とが判明した。   

生態機欄間究皇では，尾敵沼に偉人した帰化植物コカ  

ナダモの分布調査，尾蘭ケ原の7カシポの分布・生産及  

2．1．7 水土壌圏環境部   

水土壌国環境闇では地球温暖化，酸性雨，海洋汚染，  

砂漠化といった地球環境問題及び湖沼・海域の水環境保  

全やバイオテクノロジーを周いた水質改善などの地域環  

境問題に関して現象解明．影響評価，予測手法，環境改  

善手法等の基礎的研究を行っている。本年度は地球環境  

研究3課題，重一軒共同研究2課題，経常研究11課題，  

奨励朝究1課題，特別経常研究1課乱 地球環境モニタ  

リング1諷乳 特別研究3課題，環境修複技術開発研究  

1課題，国立機関公害障止等試験研究による研究1課  

題，環境基本計画推進調査釦二よる研究1課鼠．科学技  

術振興調整費による国際共同研究l課題，災害対策総合  

推進調整儀（国土庁）による研究1課題，重点基礎研究  

1課題，国立機瀾原子力試験研究凱こよる研究1課題，  

文部省・科学研究費補助金による研究9課題，特殊法人  

等による公募型研究として戟略基礎研究弓削二よる研究1  

誹粗 地域結集型共同研究費による研究1課題，重点研  

究支接制動二よる研究1課題を行った。   

水環境質研究室では，漂着韮油，有機塩素化合物．リ  

グニン酸，フミン醍，重金属等の環境汚濁物質の生成・  

分解工僕愕一する生物およびそれらの代謝・変換品等につ  

いて研究を行った。  
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見を提供する「政策研究」 ②「課題別研究」として分  

野ごとに研究プロジェクトが推進される地球環境研究に  

対し，これらの個々の分野にまたがる研究領域や共通す  

る研究領域を体系的かつ集中的に解析する「横断的研  

究」 ③個々の研究領域の並安性を地球環境問題の解決  

という観点から総合的に評価する 「リサーチ・オン・リ  

サーチ」の三つの役割を有している。本年度は以下の3  

課題を実施した。「持続可能な国際経僑社会に向けた環  

境経済崩合分析手法の開発に関する研究」では，多国間  

経済汎用モデルの基本設計及びハイブリッド型経済モデ  

ルを多国間モデルへ拡張し，中国などのアジアの発展途  

上国における経済発展と地球環境問題の発生の関イ系につ  

いて検討を行った。「地球温暖化問題にかかわる気候数  

値モデルと影響・対策評価数値モデルの統合化に関する  

予備的研究（FS）」においては，地球温暖化を定量的に  

推定するため及びその影響を定量的に推完するためのサ  

ブモデルの調査．また，本研究所と東京大学気候システ  

ムセンターで開発した気候モデルと，本研究所で開発し  

たアジア太平洋地域における温暖化対策統合評価モデル  

の結合について検討した。「インドネシア森林火災の地  

球環境に与える影響及び生態系修復のための予備的研究  

（FS）」においては，各分野の専門家からなる検討会を  

組織し，予備的現地調査や国際共同研究のあり方の検討  

等を行った。いずれの研究も地球環境研究センターの併  

任研究員，客員研究員等の研究者の協力を得て遂行して  

いる。  

び生育環境の多様性を調べた。ゲンジボタルの生息する  

渓流の砂防流路工工事の影響調査を行った。7ユノプカ  

ルナを暴露した実験水路において流水性のカゲロウ類幼  

虫の羽化に対する影響を調べた。貧栄養瀾である一卜和田  

湖のユスリカ相を明らかにした。伊豆大畠・三宅畠・八  

丈島など島換地域の河川において底生生物調査を行っ  

た。岩醒潮間帯，泥干潟，礁原砂干潟，汽水湖など多様  

な立地における海草類のバイオマスや分布の変動を追跡  

した。   

分子生物学研究室では，シロイヌナズナを材料とし，  

環境ストレス耐性に関与する遺伝子の単経と，その生理  

穣能解明のための研究を進めた。これまでに選抜した，  

オゾンや低温に対する感官性の高い突然変異系統群につ  

いて，二酸化硫黄や紫外線などの，異なるストレス源に  

対する感受性を調べた。その結果，オゾンや低温に特異  

的に感受性の高いものから，複数のストレス源に対して  

高感受性のものなど様々な系統の存在が明らかとなり，  

原田遺伝子も様々であることが示唆された。  

2．1，9 地球環境研究センター   

地球環境研究センターでは，地球環境朝究総合推進費  

における総合化研究を推進している。総合化研究の研究  

領域は，分野別に実施されている個々の研究プロジェク  

トと異なり，①個々の研究プロジェクトの成果を集約し  

つつ，程活字，社会工学的手法を含む観点から総合的か  

つ体系的に検討を行い，政策の具体的な展開に著する知  

ー10一－   



2．2 経常研究  

2．2．1地球環境研究グループ  

研究課題1）野生動物の個体群構造に関する基礎的研究  

〔担当者）椿 宜高・高村健二・永田尚志  

〔期 間〕平成3－10年度（1991－1998年度）  

〔目 的〕野生軌物の牛鶴糾給成，性比，悪乾，恨体変異  

などの個体群構造と生息環境との関連を把握し，個体群  

の遺伝的多様性がどのように維持されているかを明らか  

にし，野生動物保全に役立てることを目的とする。鳥類  

および昆虫類の自然個体群を選び、各個体群ごとの個体  

群密度，生存率，性比，産卵放などを測定し，繁殖成功  

度を比較することにより個体群内の形質変異および遺伝  

的多様性の維持機構を解析した。  

〔内 容〕霞ヶ浦の9カ所のヨシ原で繁殖するオオヨシ  

キリを調査し，ヨシ原の面積および昆虫密度が繁殖成功  

に与える影響を解析した。ヨシ原の面積と餌密度は相関  

しなかったが，′トさいヨシ原では繁殖成功率が低く，ほ  

とんど雛逐巣立たせることはできなかった。また，翌年  

の成鳥の帰還率も小さいヨシ原では低く繁殖分散を行っ  

ていた。3つのマイクロサテライト遺伝子塵を調べた結  

果，小さいヨシ原では連鎖平衡が成立しておらず，シン  

クハビタットであることが明らかになった。  

〔発 表〕a38，50～52，h－2ユ．22  

データ処理アルゴリズムの検討を行った。1L入Sデータ  

処理での経験を踏まえた改良を検討した。地上検証実験  

については，lLASでの地上実験の実績の評価に基づい  

て，ILAS－1lへの基本的な考え方を整理し，基本計画を  

策完した。  

〔発 表〕K20，A－18－26．46，a－24．3ト37，′16  

研究課題 3）衛星搭載大気計測用光学センサーの精度  

評価手法高度化の研究  

〔担当者〕鈴木 睦  

〔期 間〕平成6～10年度（1994－】998年度）  

〔目 的〕ILAS及び1LAS一皿はともに，大気吸収のス  

ペクトル線幅に比較して，低い分解能の分光計を用い  

る。このような低分解掛1！l慌では，分光器の装置間致，  

特に中心波長位置の決完が，正確かつ高精度のデータ処  

理に欠かせない。本研究では，分光儲の波動光学的数値  

計軌こよる手法と，実データを説明する探索的手法によ  

l），装置関数を高精度決定し，lLAS及びIL＾S－Ilデー  

タ処理の定量的精度を実現することを目的とする。  

〔内 容〕可視分光器の装置関数決定の検討を行った。  

光学理論に基づき計算された装置間故の中心波長と半値  

半幅をもとに，実掛二IIJASによって観測された大気透  

過率と理論計算による透過率との残差二■新平方和が重小  

になるように装置間数を決めた。このとき，単一・の層の  

残差のみを最′ト化するのではなく，多層における残差を  

最小化する方法を開発し，これを剛、た。また，装置間  

数決完において，異なる2つの酸素Aバンドの吸収線  

デr夕べースを利用した。それらを剛－て気温高度分布  

導出を行った結果は，以前のデータベース値を用いた場  

合は，これまでと同様に15～20℃ほど気温が高めに導  

出された。一方最新の値を用いたとき．参照とした英国  

気貌局の客観解析データの気温高度分布によく一致する  

ことが示された。  

〔発 表〕K－20，A－18，36．略a－34．鳩   

研究課題 2）ADEOS－Ⅰ衛星搭載大気センサー  

（lLAS－Ⅰ）の開発に関する基礎的研究  

〔担当者〕笹野泰弘・鈴木 睦・中島英彰・  

横田達也＊l・神沢 博＊2  

（＊1地球環境研究センター，  

＊りく気圏環境部）  

【期 間〕平成8～10年度（1996－1998年度）  

〔目 的〕環境庁が開発を進めているオゾン層観測セン  

サーIl－AS－Ilは．成層圏オゾン及びオゾン層破壊関連  

物質等の糾ii！りを行うよう設計されている。本研究では  

IL八S－11で取得されるデータについて，データ処理7ル  

ゴリズムの検討を行い，データ処理運用システムの開発  

に反映させる。また，地上検証実験・データ利川等の予  

備調査を行い，本格運用に欄える。  

〔内 容〕ltJ八S－Llの機器特性をもとに，牛＝二太陽両村  

引潮完データ，中間赤外領域データの利付について，  



研究課題 4）ADEOS一Ⅱ衛星搭載大気センサー  

（虻AS一Ⅱ）の観測データの地上分光  

（FT旧）データを用いた検証解析に関する  

基礎的研究  

（担当者〕中島英彰  

〔期 間）平成9－11年度（1997－1999年度）  

〔目 的〕環境庁では，2000年庶にADEOS一口衛星に  

搭載予完の大気センサー1LAS」忙の開発を行ってい  

る。このILAS［は，オゾン層破填に関連した0‥う，  

HNO二う，NO2，CLONOコなどの微量気体成分を鰍則する  

大気センサーである。衛星データを科学的な解析に用い  

るためには，地上からの衛星データの検証が不可欠であ  

るc 当研究では，地上7pリエ変換赤外分光器（FTIR）  

を糊いて1LASデータの検証を行うことをその目的とす  

る。  

〔内 容〕FTIRは，太陽を光源に用い，地球大気によ  

る赤外線の吸収スペクトルを高分解能で測定する観測器  

である。その吸収線の形から，非躁型逆変換繰返最少二  

乗法を用いることにより，各種微量和本成分の鉛直カラ  

ム彙及び高度分布を導出することが可能となる。本研究  

では，スウェーデン・キルナで得られたFTIRスペクト  

ルの解析を行い，0＝～の高度分布を導出し1LASデータ  

と比較し，良好な一致を見た。また，0‥う，IINO＝う，NO2  

については気柱全量の導出も行い，lLASデータとの比  

較検討を行った。今回確立した手法は，1LASⅢの検証  

解析にも使用する予定である。  

〔発 表〕A」8，ZO，21、41，43－45，a－45”47  

いことが，また，エアロゾル層増加による紫外線変動の  

影響は一般に小さいことがわかった。  

〔発 表〕a－2  

研究課題 6）植物群落内の光環境の時空的不均質性に  

関する研究  

〔担当者〕唐 艶鴻・奥田故紙  

〔期 間〕平成6－10年度（1994－1998年度）  

〔目 的〕赤道に近い熱帯地域では太陽からの放射量は  

年間を通じてあまり変化がない。しかし，雲量や他の大  

気要因の影響によって植物群落上層部に到達する光合成  

光量子密度は「季節」によってかわる可能性がある。一  

方，植物群請の下層臥 と〈に林床では，上層部の葵量  

の変化によって変化することもあり得る。そこで，本研  

究は熱帯林林内の光環境と林道に到達する光合成光量子  

密度を測定し，その年内変動について検討した。  

〔内 容〕52メートルのタワー，およぴギヤ■ップと林  

床で光合成光量子密度をユ分間間隔で一年以上にわたっ  

て測定した。その結果：（1）タワー重頂部で測定した  

日積算光合成光量子密度は年間を通してわずかながら二  

つのピークをもつ変動パターンを示した。また，この変  

動パターンは日射時間と関係していることがわかった。  

（2）林床における日積算光合成光量子密度の「季節」  

変化は明瞭ではなかった。林床の光合成光量子密度は林  

冠のそれと比べ約1％であった。一方，ギャップの光量  

子密度は明らかな「季節」変動を示した。  

〔発 表〕A5，6，a7”10  

研究課題 5）成層圏光化学一放射一力学結合過程の基  

礎的研究  

〔担当者〕秋吉英治  

〔期 間〕平成6－10年度（199‘ト1998年度）  

〔目 的〕成層圏オゾン層破壊は，成層圏の温度分布を  

変えて気候に影響を及ほし，一方地球温暖化はオゾン層  

に影響を及ぼす。本研究では，上記のような相互作用を  

含めた成層圏のモデル化を行う。  

〔内 容〕0．，HOr，NOr，CIlOr，ClO．．．Bl・O，，の気  

軸反応牒びN205，ClONO2，BrONO2の硫酸エ7ロゾ  

ル上での不均一反応を導人した鉛直1次元光化学一枚肘  

結合モデルで，ピナツポ火山爆発起瀾の成層圏エアロゾ  

ルの増加とオゾン減少の関係を調べた。オゾン全量の変  

動に「張】Lては，エアロゾル層の気温の影響がかなり大き  

研究課題 7）大気化学に係わる気相化学反応の速度論  

的研究  

〔担当者】今村隆史  

〔期 間〕平成9－12年度（1997－2000年度）  

〔目 的〕下部成層圏／′上部対流圏での重要な1IO．ラジ  

カル源と考えられているアセトンの消失過程に対する不  

均一反応の寄与の見積もりを行う。  

〔内 容〕回転可能な濡れ壁反応管を用いてアセトンの  

硫酸溶液への取り込み過程を測定した結果，取り込みは  

可逆的な溶解が支配的で，反応性取り込みの寄与は′トさ  

いこと，溶解度は温度及び酸濃度に強く依存することが  

わかった。  

〔発 表〕A－2，3，F1．a－5、6，ト3   
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研究課題 9）衛星センサー（ルAS）データ処理にお  

けるエアロゾル及び非ガス成分の寄与評価  

に関する研究  

〔担当者〕中島英彰・笹野泰弘  

〔期 間〕平成Hトー‖・年度（】998～柑99年度）  

〔目 的〕人工衛星ILASのデータ処理による正しいガ  

ス濃度の導出のためには，ガス以外の成分の寄与である  

「非ガス成分補正」が非常に重要である。この非ガス成  

分補正の中には，オフセット分．およびエアロゾルタイ  

プそれぞれに特徴的なスペクトルをもった消散係数に比  

例した分とが含まれる。本研究では，これら非ガス成分  

補正の手法について詳細に検討を行い，1LASデータか  

らのより正確なガス濃度の導出を行うことを目的とす  

る。  

〔内 容〕本年度は，1LASのデータ処理で重要となっ  

てくる，非ガス成分補正のために必要なパラメータの導  

出に必要な検討を行った。具体的には，実験室における  

いくつかの特徴的なエアロゾル及びPSCの消散係数ス  

ペクトルと，実際にILASによって扇動則された窓チャン  

ネルにおける赤外消散係数スペクトルとの比較を行っ  

た。その結果，冬季低温下の極城における，PSCのも  

のと思われる赤外消散係故スペクトルの特徴を同左する  

ことに成功した。今後は，‖一ASデータにこれら非ガ、ス  

成分補正をもっとも効率よく行なえる手法を考案し，  

lLASデータからのガス濃度のより正確な導出へと応用  

していく予完である。  

〔発 表〕K－20，A－18．24，46，a－4ト43  

研究課題 8）植物の光をめぐる競争関係および群落の  

動態の解析  

〔担当者〕竹中明夫  

〔期 間〕平成10”12年度（1998－2000年度）  

柑【的〕植物二とって光は生存・成長する上で必須の  

エネルギー源である。植物群落のなかでの個々の植物の  

生活を理解するためにも，また，個体間の相互作川の結  

果として現れる群落の動態を理解するためにも．光をめ  

ぐ■る個体聞の競争関係を理解することが必要となる。本  

課題の目的は，個体間の地上部の相互作用を光の奪い合  

いのプロセスに注目して解析すること，個体剛の相互作  

問に基づいて群落の動態を再構成するシミュレーション  

モデルを構築することの2点である。  

【内 容〕森林動態の個体べ～スモデルを構築Lた。こ  

のモデルは，森林内のすべての樹木のサイズと位置を明  

示的に扱う。個々の木のサイズと，木の間の位置関係か  

ら，それぞれの木が周囲の木によってどれだけ光を遮ら  

れるかを計算することができる。これに基づいて各個件  

の成長量，種子生産量，死亡確率を決める。このモデル  

により，高木の死亡によって林内の光環傾が改善し，若  

齢個体の城長が促進されて高木の死んだあとを埋めてい  

くなど，現実的な森林のダイナミクスが再現できた。  

〔発 表〕A－：う8～40．a－39  
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2．2．2 地域環境研究グループ  

研究課題1）外因性内分泌ほ鱈L物質に関する基礎的研究  

〔担当者〕森田昌敏  

〔期 間〕平成10～12年度（1998－2000年度）  

〔目 的〕人間と外因性内分泌撹乱物質とのかかわりに  

ついて，社会地球朴学的立場からの分析を試みる。  

〔内 容〕タ＝去‖生内分泌撹乱物質が人口，食撞，栗源，  

エネルギー，社会生活上の価値観等とどのようにかかわ  

るかについての分析を加え，その持つ意味について考察  

する⊂  

〔発 表〕B上62  

布の特徴を把捉することを研究の目的としている。  

〔内 容〕フィールド観測結果，大気汚染常時監視デー  

タ，発生源データ等を総合的に解析し，都市域における  

二酸化窒素汚染 光化学大気汚染，エアロゾル汚染など  

の二次生成大気汚染の特性を摘出するとともにこれらの  

特性を的確に予測・評価できるモデルを構築する。この  

モデルを用いて大都市地域における大気汚染の比較評価  

を行う。本年度はVOCの発生源モデルの検討，並びに  

束京首都圏地域とメキシコシティとの比較を行った。  

〔発 表〕B191－193，1）－30ト305  

研究課題 4）沿道大気汚染の簡易予測手法に関する研究  

〔担当者〕上原 掃  

【期 間〕平成9－11年度（ユ997－1999年度）  

〔目 的〕大都市における沿道大気汚染は，沿遺周辺の  

建物が作り出す複雑な7－了街地気流の影響を受ける。本研  

究の目的は市街地気流分布とそれに及ぼす大気安定度の  

影響を温度成層風洞を用いた実験によって明らかにし，  

さらに汚染濃度分布との関連を調べることによって沿道  

大気汚染の簡易予測手法を検討することである。  

〔内 容〕沿道大気汚染濃度を交通量と風速データなど  

から簡易に予測する方法について検討する。   

本年度は温度成層風洞によってストリートキヤニオン  

内部の流れ場と濃度場に及ほす道路幅の影響を調べ，  

種々の形状のストリートキャニオン内の平均濃度や濃度  

分布を推定する方法を検討した。  

〔発 表〕B41，b119～1Zl  

研究課題 2）環境負荷低減のための都市規模と移動手  

段のあり方に関する研究  

〔担当者〕近藤美則  

〔期 間〕平成川←14年夜（1998－20D2年度）  

〔目 的〕人が自動車等の交通手段を利用Lて移動する  

ことに伴って，地域規模および地球規模の環境に与えて  

いる負荷は非常に大きい。これら環境への負荷を低減す  

るためには，移動日的を考慮しつつ現在の移動手段をそ  

の賂動距灘別に役割分担させ，効率的な利用を図る必要  

がある。そこで本研究では，雇済的，社会的な障害を念  

頭に置きつつ地域の規模と利用日的に合致した移動手段  

およびその実現に必要な要件を見いだすことを昌的とす  

る。  

〔内 容〕研究の内容は，まず現在の移動手段の利鞘状  

況を移動目的とともに文献調査により収集・整郡する。  

つぎに地域の規模別に必要な移動手段を掟示するととも  

に，それの実現に当たっての問題点を整理する。そして  

移動手段の変更による環境負荷低減量について完造的評  

価を行うとともに，望ましい都市規模と都市のあり方に  

ついての検討を行う。   

本年度は．移働手段別の環境負荷原単位の推計および  

移動手段の利用状況について文献調豪せ行った。  

研究課題 5）内湾秘こおける底生生物の動態  

〔担当者〕中村泰男・木幡邦男  

〔期 間〕平成10－12年度（1998－2000・年度）  

〔目 的）海底には様々な生物が生息している。富栄養  

化した内㈲ニおいては，底生生物の現存量が多く，水質  

や物質循環に大きな役割を果たしていると思われる。本  

研究では，底生生物の摂食・増殖を 水中の一次生産と  

あわせて解析することで，彼らが内湾での物質循環に果  

たす役割を定量的に明らかにする。  

〔内 容〕蘭戸内海において．夏季に海洋環境調査を  

行った。海水中で植物プランクトンにより生産される有  

機物が海底に移行するフラックスを求め，同時に．底生  

生物が水中から供給される有機物を摂食する速度を明ら  

かにした。  

研究課醍 3）都市域における大気汚染現象のモデル化  

に関する研究  

〔担当者〕若松仲司  

〔期 間〕平成7－12句三度（ユ995－2000年度）  

【目 的〕都市域における大気汚染と発生源のl関連性を  

定量的に明らかにするために気象と反応を含んだモデル  

の構築を行う。これを基に大気汚染の経年変化や地域分  
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〔発 表〕B－88，b209  研究諌題 8）水生生物の内分泌撹乱並びに生殖機能障  

害に関する研究  

【担当者〕堀口敏宏  

〔期 間〕平成10～14年度（199計－2002年度）  

〔目 的〕い〈つかの化学物賃引二より生物の内分泌及び  

生殖の撹乱が引き起こされることが知られており，一部  

の野生生物においてはすでに異常が顕在化している。し  

かし，国内の生軌二おける内分泌撹乱や生殖機能障害及  

びそれに起因する個体数減少については不明な部分が多  

い。ここでは外因性内分泌撹乱化学物質（環境ホルモ  

ン）の影響を最も受けやすい生物群と考えられる水生生  

物を対象に内分泌撹乱の実態把應と原因究明及び機構解  

明を行う。  

〔内 容〕イポニシを対象に全国調査と定期野外調査を  

実施し，個体群動態の解析，産卵生態の観察，インポ  

セックス症状の調査及び体内有機スズ含有量の測定を  

行った。美保湾を除く日本海側ヤ茨城，外房域などでは  

正常な雌が採集されるようになったものの，インポセッ  

クスの出現率は全国的になお高率であり，輸卵管の閉塞  

した産卵不能個体もなお全国的に分布し，体内有機スズ  

濃度の比較的高い海域が依然認められるなど，改善は不  

十分であった。  

〔発 表〕B－119～124．126－138，b－220～226，228〝232  

研究課題 6）自然水系中における溶存フミン物質に関  

する研究  

〔担当者〕今朝眉雄  

〔期 間〕平成リーほ年度（1997－2000年度）  

〔目 的〕溶存7ミン物質ほ自然水中の潜存有様物の  

30～80％を占める。フミン物質は鉄等の徴螢必須金属  

と安㍍な錐体を形成し，その存在状掛こ大きな影響を与  

える。金属の存在状態は生物利用可能性と密接に関係し  

ているため，鉄等の金属と7ミン物質との錯化反応を売  

品化する必要がある。本研究ではその手法の開発を目指  

す。  

（内 容〕潜存フミン物質と鉄等の籍化反応における安  

先度完寮と錯化容量を電気化学的手法（ポルタメト  

リー）により測堰する手法を検討した。  

研究課題 7）室内環境における悪臭物賀の発生横構の  

解明に関する研究  

〔担当者〕安原昭夫  

【期 間〕平成9～13年度（1997～2001年度）  

〔目 的〕近年の悪臭苦情の多くが室内現場に由来する  

汚染物貫から発生しており，加熱兵や腐敗臭が代衣的な  

ものである。この研究では加熱調理や台所での生ゴミの  

僻地臭なとに宕l］し，どのような物質が悪奥の原闇であ  

るかをGCル1Sで分析し，またそれらの物質の生成機構  

を明らかにするとともに，脱臭対策の方法を検討する。  

また，代表的な悪臭成分については微鼠分析法を開発  

し，実際の汚染実態調査を行う。  

〔内 容〕野菜，魚．肉などを混合したものを腐らせ，  

悪臭成分の発生状況を調べた。最初は生臭い匂いが強  

く，1週間を過ぎる頃からぬかみそ様の悪臭に変わっ  

た。アルデヒド頒は腐敗の進行とともに濃度が低下する  

のに対し，アンモニア，アミン類，イオウ化合物の濃度  

が大きく増加していった。しかし，これらの悪臭成分美  

けではぬかみそ様の臭気を説明することはできず，脂肪  

酸とそのエステルの生成状況を把捉することがホ可欠と  

判明した。  

〔発 表〕B－17ノト176．b－28l，282  

研究課題 9）有機微量汚染物質の環境中動態の解析  

〔担当者〕桜井健郎  

〔期 間〕平成10－12年度（1998－2000年度）  

〔目 的〕環境に放出され，また人間や生柳二摂取され  

ている数多くの人為担源の化学物質の健康リスクに対処  

する上で，発生源から暴露に至る環境中での動態の情報  

は有用である。本研究では，環境中動態の把握が不十分  

であるような有機微量汚染物賞について．数理モデル等  

による環境動態解析によって新たな情報を得るための手  

法の検討と，その適用を行うことを目的とする。  

〔内 容〕関東地方の水系を対象とし，環境中（主に水  

域底質および土壌）に存在するダイオキシン頬の．主要  

な起源の推完と起胡ほ－らの寄与率の推算とを試みた。ダ  

イオキシン規の異性体分析データに，多変量解析手法を  

適mした。さらに，この結果に基づき，ダイオキシン頬  

の発生推定量と環境中存在推完長の比較を，起源ごとに  

行った。その結見 地域や起源によって水域底質への流  

速準が異なることが示唆された。  
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〔発 表〕Br70．b－160～163  研究課題12）人，家畜と野生動物の共生，生存に閲す  

する基礎的研究  

〔担当者〕鈴木 明・高橋憤司＊l  

（＊l地域環境研究グループ）  

〔期 間〕平成9～11年度（ユ997－1999年度）  

〔目 的）発展途上国においては．放牧地が広域化し，  

野生動物の保護地区の近辺まで及んでいる。そこでは，  

人が持ち込んだ家畜と野生動物が混在している。家畜と  

野生動物の混在は共通伝染病を広げ，経済的損失を起こ  

すことから，世界的に重要な間避となっている。そこ  

で．本研究の目的は，人，家畜及び野生動物が共生，共  

存できる基礎的条件を検索することにあり，この基礎嚢  

料は開発途上国の家畜および野生動物のリソースの保持  

に必要である。  

〔内 容〕前年度に引き続き，ザンビア大学獣医学部は  

レーチェ（大型のカモシカの仲間：K．k．Lechllre）と国  

立公債】近在の牛から採血し，ブルセラ症の血清学診断と  

国立公図のアンケート調査を行った。本年度は特に，そ  

のリスクの主たる要因について考察した。その結果，  

（1）貧困のため柵が作れない。（2）乾季に水と牧草  

を確保できないなど，家畜と野性動物の共存形態を取ら  

ざるを得ない開発途上国に共通の問題が指摘された。  

研究課題10）飲料水の含有成分と関連の示唆される健  

康像の地域差に関する予備的研究  

【担当者〕兜 其徳・今井秀樹・新田裕史  

〔期 間〕平成8～10年度（1996～1998年度）  

〔目 的〕日常的に摂取Lている飲料水の含有成分（各  

種金属や有害物質）は，疾病発生の地域差をもたらす可  

能性のある最も大きな環境国子の1つと考えられる。本  

抑究では，飲料水中の各種重金嵐トリハロメタン等と  

胃がん及びその前駆状態である慢性萎給性胃炎，膀胱が  

ん，直腸がん等との関連性について，別途進行中の厚生  

科学（指定）多目的コホート研究の一部として検討す  

る。  

〔内 容〕国内11保健所管内地域において飲料水を系  

統的にサンプリング，各種含有成分を測定し，各種がん  

死亡率との生態相関について検討する。平成10年虔  

は，新たにトリハロメタンの測定機器の導入，測完法に  

ついての基礎的検討を行った。  

研究課題 ‖）ダイオキシン，環境ホルモン等の健康影  

響評価に係わる疫学研究の方法論に関する  

基礎研究  

〔担当者〕兜 真徳・琶根秀子・米元純三  

〔期 間〕平成10－12年度（1998－2000年度）  

〔目 的〕ダイオキシンや環境ホルモン等による高濃度  

汚染地域では健康影響に関する不安が増大しており，予  

想される健麻影響の直接的な評価が望まれている。しか  

し，暴露評価にとって測定感度（したがって測定喜呉差）  

ヤ複合影響評価の問題が大きな障害となっている。した  

がって，超低濃度暴露による生体側の反応指標（バイオ  

マーカー）の疫学への応剛二関する研究が必碩であり，  

本研究ではそのための基碇的研究を行う。  

〔内 容〕上記汚染物質にはその作用メカニズムを示唆  

するAhレセプターヤp450－1Al（CYPIAl）など  

の】llRNA発現，新生児の甲状腺ホルモン．エストロ  

ジェンの尿中代謝物への影響などが動物実験によって示  

されている。平成10年度は，協力の得られる住民を対  

象とした詞凰 あるいは新生児スクリーニングの情報調  

査を行うなど，これらバイオマーカー候補の応用可能性  

について基標的検討を開始した。  

研究課題13）有害大気汚染物質と心・循環横能について  

〔担当者〕鈴木 明  

〔期 間〕平成8～10年度（1996－1998年度）  

〔目 的〕近年，疫学的調査から大気浮遊微粒子（PM  

2，5）が心・循環・血管系に影響を及ぼすことが推測さ  

れている。このことは，有害大気汚染物質は心臓機能を  

低下させ，心，循環機能障害を引き起こすことを推測さ  

せる。そこで．本研究は，これらの心，循環機能への影  

響を解明するための基曜的藁科を提供することを目的と  

する。  

〔内 容〕前年度までに，NO2吸入ラットで，心拍数の  

変動を分析し，NOヱ暴詣は．暴露初期に一時的な交感祁  

経緊張後，副交感神経優位を示し，A－Vブロックの異  

常心電図を発現することが判明した。そこで，本年度で  

は，NOJ，SO，，CO2等の混合ガスを含むディーゼル排  

気ガス（DE）と心循環機掛二ついて，電気生理学的に  

検索した。DEP投与により，一・時的な房室ブロックま  

たは断続的な心室性早期興奮が出現し，これらの異常心  

電図は，アトロビンの投与により消失した。その作用機  
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序には，心臓，血管への在接作用および自律神経反射を  

介した間接作用があることが示唆され，副安感神経系の  

閲うが重要であると推測された。  

〔発 表〕b－166  

【目 的）実験動物に投与される化学物質の荒は実際の  

ヒト暴露長に比較し一万低から百万倍と高い。生体影響  

の動物からヒトへの外挿をより精度の高いものにするた  

めには，実際のヒト暴露品により近いレベルでの研究が  

望まれる。そのため．遺伝的背景の特徴を持った動物や  

遺伝子導入動物を健辟リスク評価に利用するため，これ  

ら特殊動物の遺伝的背景とそれに伴う生理作用を明らか  

にすることを目的とする。  

（内 容〕本年度はLECラットにリポーター遺伝子で  

ある1aclを導入した遺伝子改変動物におけるゲノム不  

安定性と化学物質感受性の関連を調べた。その結果，肝  

炎の発症とともにリポーター遺伝子である1acl追伝千  

の変異辛が増加した。このラットは肝発がん物質に対し  

て通常より10倍高い感受性を示すことから．肝炎によ  

る遺伝子の不安完性が感受性を修飾していることが示唆  

された。  

研究課題14）環境化学物質の精子運動能におよぽす影  

響に関する基礎的研究  

〔担当者〕水元純三  

〔期 間〕平成10”12年麿（1998－2000年蝮）  

〔目 的〕環境化学物質の雄性生殖横取 特に絹子運動  

能への影響をCASA（Coml）uteI－ Assiste〔t SenlCm  

Allこl】〉・SeI一）を用いて評価するための基礎的検討を行  

い，内分泌摘乱作用のある化学物質について精子運動能  

への影響を検討する。  

〔内 容〕ラット摘果上体からの精子のサンプリング方  

法，培養条件の検討を行った。この検討の結果得ちれた  

条件を用いて，妊娠期ラットにTCDDを投与し，生ま  

れてきた雄について生後，63日齢，120日齢に絹某上体  

精子の連動能を調べた。その結果，いずれのステージで  

も精子の直進性に用量に依存した減少傾向が認められ  

た。他のパラメータヘの影響は認められなかった。  

〔発 表〕l）－300  

研究課題17）バイオモニタリングに効果的な水生生物  

の開発に関する研究  

〔担当者〕畠山成久  

〔期 間〕平成7”11年度（1995－1999年度）  

〔目 的〕バイオモニタリングに用いる試験生物として  

は，室内で繁殖が可能なこと．生態系での機能がわかっ  

ていること，環境水（あるいは，底質）に連続暴露でき  

ることが重要である。これまで，致穫の水草，ヌカエ  

ビ，魚（2牲）などを，バイオモニタリング施設内で河  

川水に連続暴露し．その生物反応をモニターしてきた。  

水生生物実験棟において，短期間で繁殖への影響が評価  

できる試験生物をさらに開発・検索することとした。  

（内 容〕ヨコエビ2桂（つくば市採集）の数種殺虫剤  

に対する感受性と試験生物化の検討を行った。これら2  

種は欧米で試験生物化されているヨコエビ，オオミジン  

コよりも数杜殺虫剤に高い感受性を示した。しかし，長  

期間の飼育が可能であったが，室内繁殖できるには至っ  

ていない。短期間（2i坦間）で繁殖への影響評価が可能  

であるナカイエカは．生長が早く狭い空間でも羽化・産  

卵するため河川水連続暴露によるバイオモニタリングの  

試験生物として有効と考えられた。  

研究課題15）水中微量化学物質の分析方法に関する研究  

〔担当者）高木博夫  

【期 間〕平成9～12年度（1997－2000年度）  

〔目 的〕現在の湖沼，河川水中の微量化学物質の分析  

法では，化学物質濃度は採水時の瞬時値しか得ることが  

できないため，流出した総量を求めることは簡単でほな  

い。本研究では，吸着剤の一定時間暴露による化学物璽  

の精算吸着量から総流出量を求める方法について検討す  

る。  

【内 容〕本年度は，河川等に流山する農薬等の総量を  

評価する手法として，フィルター聖＝射日吸着剤を用いた  

方法について検討する。河川水が一定流量で流れている  

水槽に フィルター型固相を水の流れと平行に設置し，  

流凰 付着生物量などの影響を検討する。  

研究課題16）動物の遺伝的背景の特徴をいかした毒性  

礫構の解析に関する研究  

〔担当者〕曽根秀子  

〔期 間〕平成7～11年度（1995”1999年俊）  

研究課題18）セスジュスリカを用いた底質試験法の検討  

〔担当者）菅谷芳雄  

〔期 間〕平成10”14年度（1998”2002年度）   
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〔目 的〕oECDで検討されている底質試廉宜では，  

l‡」本件浣のセスジュスリ力も試験生物として認められ  

た。ところが，本俸を使っての底質試駒の研究例は多く  

なく間選げの把握が十分でない。同ガイドラインに沿っ  

て⇒ミ用試験に入る前に他の推奨桃との比較検討を行う必  

要がある。本研究では，ガイドラインに沿って底質中の  

化学物質の毒性評価を行う際の問題点を検討すると同時  

に，セスノユスリカの生物特性に合った試験法のl甘党を  

行う。  

（内 容〕新たに別売されようとしているユスリカを用1  

いたOECL）ガ’イドライン（底掌fへの添加試験と上層水  

へのi．た加試験の2規格）においては日本特産建のセスジ  

ュスリ力も使用生物として認められようとしている。本  

年度は，生物学的な基礎チータを過去の飼育実績からと  

りまとめた（当該委員会に送付）。また，殺虫剤による  

試験を再検討し本棟抵抗性系統と感受性系統の組み合わ  

せによる試験が有効であることが示された。  

研究課題 20）セイヨウオオマルハナバチの野生化によ  

る在来種の遺伝子汚染モニタリングに関す  

る研究  

（担当者〕五箇公一・  

〔期 間〕平成10年度（1998年度）  

〔目 的〕ハウストマトの花粉媒介昆虫として導入され  

ているセイヨウオオマルハナバチの野生化に仲う日本在  

来マルハナバチの遺伝子汚染モニタリングのためのマー  

カー及び，在来種の榔但・販売に伴う在来種の乱獲と放  

飼が各地域個体群の遺伝子組成に及ぼす影響を評価する  

ための遺伝的マーカーを開発し，野外におけるマルハナ  

バチの遺伝的変異および遺伝子汚染の実態をとらえるこ  

とを目的とする。  

〔内 容〕マルハナバチを野外より採集して7ロザイム  

およびDNAを柑出して変異を解析した。  

（1）橙閉差を識別するためのマーカーとしてアロサイ  

ム変異を電気泳動法により検出する方法の確立 （2）  

種内変異を解析するためのマーカーとしてDNAのマイ  

クロサテライト領域の分析方法の確立 （3）野外より  

採集した個体の上記マーカーの変異検川。  

研究課題19）藻類群集におよぽす紫外綿の影響  

〔担当者〕笠非文絵  

〔期 間）平成托ト」3年度（1998－2001年度）  

〔目 的〕オゾン層の減少による有害な紫外線の増加  

は，極地方ばかりでなく温帯域でも大きな問題になりつ  

つある。紫外線は，例えば現在のレベルでも植物プラン  

クトン群酎二村して，生産量の抑制，祉組成の変化，生  

化学的構成威力の変化を起こし，食物網の緋耶即削二大  

きな彩管を及ぼすと考えられている。本研究では，紫外  

線の菜類群集に及ぼす影響を，それを糾とする動物プラ  

ンクトンとの関係からとらえる。  

〔内 容〕瀾の表層と5nl層から採取した植物プランク  

トン群集む すべての太陽光，UV－B除去，UV－Bと  

U＼′一A除まの3条件下で培養し，光合成速度に及ぼす  

紫外線の影響を調べた。10／川1以‾下▲のサイズ分画とそれ  

以上の分画を比較したところ，末層および5m層とも紫  

外線を除ました場合の光合成速度の増加がサイズの小さ  

い分画でより錘署であった。また，表層より5nl層の群  

架の方が紫外線に感そ性が高かった。  

〔発 表〕b122  

研究課題 21）微生物分解機能を活用した環境汚染の評  

価に関する研究  

〔担当者〕矢木修身・岩崎一弘  

〔期 間〕平成8－12年庶（1996”2000年度）  

〔目 的〕テトラクロロエチレン（PCE），トリクロロ  

エチレン（TCE），トリクロロエタン（TCA）等の揮発  

性有機塩素化合物による土壌汚瀦が問題となっている。  

汚染環境における．汚染物質濃度，汚染物質分解微生物  

の桂ヨ風 致，分解能の関係を調べ，汚染状況と分解微生  

物の関連を明らかにすることにより．汚染程度を評価す  

る手法を開発する。  

〔内 容〕各地の汚染土壌等をTTJいて，PCE，TCE及  

びTCAの分解微生物のスクリーニングを実施した。好  

気的にPCEを分解できる微生物を見いだすことができ  

なかったが，プロパンを唯一の炭素源として増植し，同  

時にTCEを分解するWcobacteriz川TCE28株を分推  

した。TCE28株はプロパン以外にメタン，エタン，ブ  

タン．メタノール，エタノール，プロ′リール，ブタノー  

ル等の種々の炭素源を資化でき．同時にTCEを分解し  

た。  
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できた。さらに完還的（重確値）PCR法を応用し，M  

株の高感度迅速計数法を開発した。さらに地下水試料中  

からのM件検出を試みたところ，試料中の揮発性有様塩  

素化合物が計数を阻害することが示唆された。  

研究課題 22）植物の気孔開度に及ぼす環境要因の受容  

と伝達に関する研究  
〔担当者〕中嶋信莫・佐治 光  

〔期 間）平成8－12年度（1996～2000年度）  

〔目 的〕植物は乾燥ストレスにさらされると，それに  

対抗するため様々な代謝変化が起こることが知られてい  

る。本研究ではソラマメ礼辺細胞に浸透圧ストレスを与  

えるとリンゴ酸の蓄積が見られることを明らかにした。  

本・年度は浸透圧ストレスの応答して礼辺細胞内のリンコ  

酸の㈲狛二どのような変化が起こるかを検討することを  

目的として研究を行った。  

〔内 容〕ソラマメの気孔孔辺細胞の浸透圧ストレス  

（乾燥）に対する応答を調べるため，ソラマメの柔から  

表皮をはく離し，0．4Mマンニ トール溶液に表皮を浸し  

処理を行った。その結果，浸透圧ストレスによって気孔  

が間組すること，礼辺細胞にリンゴ酸，スクロースが苔  

枯すること，呼吸活性が低下すること等が明らかになっ  

た。ソラマメ孔辺細胞が浸透圧ストレス（乾燥）に応答  

してリンゴ酸を蓄積する代謝着き路を明らかにするため，  

‖c・Nal▼ICO．っをソラマメの葉のはく離表皮に与えた。  

その結果，浸透圧ストレスによってリンゴ酸へのラベル  

の取り込みが上昇Lたことから，浸透圧ストレスによっ  

てホスホエノールピルビン酸カルポキシラーゼとマレー  

トデヒドロゲナーゼによるリンゴ酸合成経路が活性化さ  

れた可胎l告が高いことが示唆された。  

研究誌題 24）シロイヌナズナのアスコルビン筋合成遺  

伝子の環境ストレス下における発現に関す  

る研究  

〔担当者〕玉置雅紀  

〔期 間〕平成10～12年度（1998－2000年度）  

〔目 的〕種々の環境ストレスにより引き起こされる植  

物への被害は，ストレスにより生じる油性酸素によって  

引き起こされている。アスコルビン酸はその抗酸化作用  

により活性酸素の泊まに重要な働きを持つと考えられる  

が，植物におけるその合成過程及び合成に関与する遺伝  

子の発現についてはほとんど研究が行われていない。本  

研究ではモデル植物として塀繁に研究に用いられている  

シロイヌナズナよりアスコルビン酸合成酵素をコードし  

ている遺伝子を単離し，大気汚染ストレス下での発現解  

析を行う。  

〔内 容〕シロイヌナズナより7スコルビン酸合成経路  

の最終ステップを触媒する酵素をコードする遺伝子の  

cDNA，Ⅰ／Gatactono－I．ニICtOnCDchydrogen21Se（G工．DH）  

を得るため，既に単粧されているカリフラワーの  

GLDH遺伝子のcDNAをRT－PCRにより単推し，これ  

をブロープとしてシロイヌナズナの実生cDNAライブ  

ラリーをスクリvニングした。その結果 GLDH遺伝  

子のCDNAクロpン，ALGLl）1を単離することができ  

た。ALGLDlはカ1）フラワーのGl．DHのアミノ酸配列  

と90％の相同性が見られたことからシロイヌナズナの  

GLDHをコードするcDNAであると考えられた。この  

遺伝子の乗における発現量を3時間おきに24時間解析  

したところ，AtGLDlの発現還は午前中は変化せず，  

12：00から18：00にかけて上昇し，その後減少するこ  

とが明らかになった。さらに，植物巾のアスコルビン酸  

含量も同様な変動パターンを示した。以上の結果から，  

AtGLDlの党規がアスコルビン酸の合成の律速になっ  

ていること，また，午後におけるAtGLDlの発現長の  

上昇が光合成による光酸素傷害の軽減に関与している可  

能性が示唆された。  

研究課題 23）環境中における微生物遺伝子の挙動に関  

する研究  

〔担当者〕岩崎一弘  

〔期 間〕平成7～11年度（1995－1999年度）  

【目 的〕これまで環境微生物の研究対象は．分維・培  

蕃が可能な株に限られていた。近年，こうした欠点虻補  

うため，分子生物的な手法により微生物生態を解明する  

試みがなされてきている。本研究は環境中の特定微生物  

の遺伝子を解析するために，PCR（ポリメラーゼ・チェ  

イン・リアクション）法によるトリクロロエチレン  

（TCE）分解遺伝子の環境試料中からの検出・定義法  

の開発を試みた。  

（内 容）TCEを好気的に分解するメタン酎ヒ性菌M  

件のTCE分解遺伝子の一部を特異的にPCR法で増幅  

するプライマーを設計し，合成DNAを作成した。この  

プライマーを用いてM株のみを検出できることが確認  
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研究誌題 25）環境科学研究用に開発した実験動物の有  

用性に関する研究  

（担当者〕高橋慎司  

〔期 間〕平成10～平成12年度（ユ998～2000年度）  

〔目 的ユ国立環境研究所実験動物開発では，環境汚廃  

物質の生体影響研究用実験動物としてウズラ及びハムス  

ターを用いて開発してきたが，本年梗は実験劫物として  

の有用性についてさらに検討する。  

【内 容〕（1）ニューカッスル柄ウイルス不活化ワク  

チンに対する抗体産生能（ND＼トトII抗体産生罷と略）  

の高及び低系ウズラの選抜を53世代へと進め．両系ウ  

ズラを遺伝的に純化することができた。また，ハムス  

ターでは兄妹交配による近交化を行い，これまでに2家  

系を】9世代まで継代した。（2）NDl／寸‖抗体定盤能  

の†蛙系に出現した羽装突然変異を固完することができ  

た。また，低系の繁殖能力は高系と比較して良好な成績  

を示L．絶滅の危機を回避できることがわかった。  

（3）ウズラ籍育印を用いて環境中粍留化合物の毒性試  

験手法を開発した。  

〔発 表〕B81－83，b169  

総テストステロン，総T4および給T3濃度はRIA法  

により測完した。TBT，TPTおよびTMTのいずれを  

投与した場合にも血欒中のテストステロン，T4および  

T3漉度は対照群と比較して一過性に低下した。T～IT  

に比較LてTBTおよぴTPTの方がT4とT3濃度の  

変化に対する効果は大きかった。  

研究課題 27）神経毒性指標としての脳アンキリンの分  

子生物学的解析に関する研究  

〔担当者〕国本 学・石畳正美・足立達美  

〔期 間〕平成10～12年度（1998－2000年歴）  

〔目 的〕細胞膜裏打ち構造を構成するタンパク質の一  

つ脳アンキリン（ankyrinB）にはオルターナティブス  

プライシングによって生ずる分子量440kDと220kl）  

の少なくとも2種類のイソ型が存在する。特に，胎児・  

新生児期に発現のピークを迎える440kD ankyrinB  

は，神経突起の伸展，ミエリン膜の形成等への関与のほ  

か．神経細胞傷害の高感度マーか一としての利用の可能  

性も明らかになりつつある。本研究では，このankyrinB  

の脳神経系における生理学的意義を分子生物学的手法を  

用いてさらに解析する。  

〔内 容〕培養神経阻軋 あるいは実験動物（ラット，  

マウス）の脳神経系を対象として，ank）rrinBの発現を  

分子生物学的手法を用いて人為的に変化させることによ  

り引き起こされる神経細胞あるいは脳神経系の機能的・  

形態的変化を解析することにより，ankyrinBの生理的  

意薙を明らかにする。具体的には，アンチセンス  

DNA，リボザイムの設計と培養神経細胞への導入，さ  

らには遺伝子改変動物の作成などを試みる予定である。   

本年度は，ank）′rinB結合タンパク質とされている神  

経接着分子Llの細胞質部分のみをコードした発現ベク  

ターを培養神経細胞に導入し，細胞の形態及びank）rrinB  

の党規様式に対する影響について解析した。  

〔発 表〕B－52，55  

研究課題 26）有機スズの中枢神経毒性に関する神経内  

分泌免疫学的研究  

〔担当者〕今井秀樹・兜 其徳  

〔期 間〕平成8－10年度（1996～1998年度）  

〔目 的〕トリメチルスズ（TMT）は脳内の海馬を特  

異的に偽書し，記憶障害やけいれんを引き起こすことが  

知られている。最近我々は，ラットにTMTを投与した  

後、瓢急性的（投与3－4EI後）に血璧中コルナコステ  

ロン濃度が一過性上昇を示すこと，また，ニの上昇がイ  

ンターロイキンー1受谷体桔抗物質の前投与によって抑  

制されることを観察した。本年度は，トリブナルスズ  

（TBT），トリフユニルスズ（TPT）およぴTMTによ  

るラットの血禁中のテストステロン，サイロキシン（T  

4）およびトリヨードサイロニン（T3）濃度に及ぼす  

欝三啓を経口的に観察した。  

〔内 容〕6適齢雄Sp】一agl】e－Daw】e）′ラットにTBTお  

よびTPTは50mg／kg，TMTは8nlg／kgの用量で1  

回経口投与し，投与直前と投与後1，3．4，5，7お  

よぴ14日目に断頭卜殺して血液を採取した。TBT投与  

群およびTPT投与群の対照詳にはオリーブオイルを，  

Tト1T投与群の対照群には蒸留水を投与した。血柴中の  

研究課題 28）環境健康リスク評価のための呼吸器系生  

体影響指標の開発  

【担当者〕平野婚史郎・山元昭二・安藤 満  

〔期 間〕平成6年度－11年度（1994－1999年度）  

〔目 的〕開発途上国においては，化石燃料の燃焼に伴  

い，大気汚染物質の呼吸器への影響が深刻化しつつあ  

る。本研究では，肺胞艦内に沈着した粒子状物質を倉食  
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していると考えられている肺胞マクロファージや．肺の  

炎症時に肺胞腔内に浸潤してくる好中球の細胞機能の変  

化に関する研究を行い，大気汚染物質の呼吸器に及ぼす  

健康影響評価を行うための指標を開発することを目的と  

する。  

〔内 容〕呼吸器内に吸入された粒子状物質に対する肺  

胞マクロファージの貪食作用を解明するため，マクロ  

フ7－ジのプラスチック表面への非特異的接着機構を調  

べた。免疫沈降法を招いて，接着に伴いS〉′kキナーゼ  

がテロシン燐酸化を受けていることを明らかにした。ま  

た，肺の炎症に伴い浸潤してくる好中球の動態について  

速度論的に解析するとともに，－・酸化窒素を吸入した  

ラットにおける好中球の肺浸潤過程についても調べた。  

〔発 表〕b210，214  

物質を高度処理するためのハイブリッド型処理プロセス  

を開発するとともに．毒性試験による処理性能評価を行  

うことを目白勺として推進する。  

〔内 容〕浸出水において高輝度，高濃度に検出され発  

がん性を有する1，4－ジオキサンは前段生物処理のみで  

は除去率50％であるが，ハイプ■トノド型処理プロセス  

することによF）99％以上除去可能であり，本プロセス  

は1，4－ジオキサンの処理に有効であることがわかっ  

た。また，h′1icrotox試験による結果，浸出水は発光細  

菌に対する影響が認められ，その彩響は窒素成分や重金  

属類ではなく，有機物によることが示唆され，生物活性  

炭処理で除去可能であることが明らかとなった。  

〔発 表〕b42叫牲77．96，100  

研究課題 31）生物・物理・化学的手法を活用した汚水  

および汚泥処理に関する研究  

〔担当者〕稲森悠平・水諸元之・松重一夫・徐 開放＊】  

（＊1水土壌凶環境部）  

〔期 間〕平成7－12年度（1995－2000年度）  

〔日 的〕有用微生物を活用した生物処理と物理化学処  

理との組み合わせにより汚濁の進行した湖温 海域，内  

湾，河川，地下水等の汚濁水，生活排水，事業場排水，  

埋立地浸J．11水等の汚水およびこれらの処理過程で発生す  

る汚泥を，生物・物理・化学的に効率よく分解・除去あ  

るいは有用物質を回収する手法を集結培養，遺伝子操作  

等の技術と生態学的技術を活用して確立する検討を行う  

ことを巨用勺として推進する。  

〔内 容〕汚水からの生物学的窒素除去で椀めて重安な  

役割を演ずる硝化細菌の，リアクターへの大量安定完着  

化と，活性向上のための検討を行った。その結果．硝化  

細菌の活性の維持・向上のためにはFeの存在が極めて  

重安であること，また厳寒灘はよび高流人負荷時の硝化  

活性低下への対応が必要不可欠であることが明らかと  

なった。さらに．これらの窒葉隠表徴生物の高密度培養  

時には．特に酸素供給の効率化が重安であることも明ら  

かとなった。  

〔発 表〕B－15，40，G－4，5，8，b－32，33，79，242  

研究課題 29）温熱と環境汚染物貿の複合暴露が免疫系  

に及ぼす影響に関する研究  

〔担当者〕山元昭二・安藤 満  

〔期 間〕平成5～10年度（1993～1998年度）  

〔目 的〕環境汚染物質による健康影響を考える場合，  

気候因子の大きな変化は，環境汚染物質の生体影響を修  

飾する重要な要素の～つとなることが予想される。しか  

しながら，気候因子と環境汚染物貿を組み合わせた生体  

影響に関する検討は十分でない。本研究では，環境温度  

に着目し，特に温熱と環境汚染物賓の複合暴露が生体の  

感那方御紬二及ほす影響について検討する。  

〔内 容〕温熱と03の複合影響を明らかにするため  

に，本年度は，黄色ブドウ球菌に対するマウスの肺の殺  

菌活性と肺胞洗浄液中細胞成分等への影響について検討  

した。その結見35℃7日間十0．5ppm O‥i2‘l時間暴露  

マウスの肺の殺菌活性（黄色ブドウ球菌任用）は，各々  

の単独暴露時の抑制的影響に比べてより一層抑制され，  

高混負荷による相加作用が認められた。  

〔発 表〕B－179，b－293  

研究課題 30）埋立地浸出水の高度処理に関する研究  

〔担当者〕稲森悠平・水落元之  

〔期 間〕平成7－12年度（1995～2000年度）  

〔目 的〕埋立処分地から発生する浸山水には，微量で  

も敵性の高い様々な化学汚染物質が含有される。生物処  

理としての生物活性炭法，活性炭複合担体法に中間物理  

化学処理としてオゾン酸化法を机み込んだ微炭化学汚染  

研究課題 32）水質改善効果の評価手法に関する研究  

〔担当者〕稲森悠平・水落元之・徐 開欽＊l  

（＊1水土壌圏環境部）  

【期 間〕平成7～t2年僅（1995－2000年度）  
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〔目 的〕汚濁水城の水質を改善するための生物・物  

理・化学的各種排水処理手法の導入が水域生態系の改善  

にいかなる効果を有するか，また，水域に流人した各種  

化学物禦が水域生態系にいかなる韓壬響を及ほすかについ  

て，生産者（灘簸）・捕食者（搬′ハ動物）・分解者（細  

菌姉）から構成されたマイクロコズムシステムで検討を  

行い，その有効性を検証するとともに，評価対象に適応  

したマイクロコズムシステムを構築するための検討を行  

うことを目的として推進する。  

〔内 容〕高次捕食者としての魚類（グッピー）を導入  

したマイクロコズムシステムの作成に成功した。また，  

．このシステムを周いて化学物質としての3種（LAS，  

AE，NPE）の界面活性剤の生態影響を調べた結果，  

LASl．On】g／ノ，AE3．Omg／ノ，NPE5，Omg／上の濃度でグッ  

ピーーの捕食還が減少し，それ以上の濃度で死滅が確認さ  

れた。生態系の捕食連鎖における高次捕食者への影響を  

みる上で魚類導入マイクロコズムシステムのさらなる解  

析が必要であることが明らかとなった。  

〔発 表】B－37，39，G－4，5，8，b－61－6ニi，70，72，73  

〔目 的〕生態系を構成する最小単位として流域（集水  

域）を想定する必要性が指摘されている。特に日本のよ  

うに地形が急峻なために分水嶺が明白で，かつ各流域面  

積が比較的′トさな国では，龍城ごとに生態系管理を行う  

ことが望ましいと考える。本研究では今まで別個に研究  

の対象とされてきた河川・湖沼の生物と，それらをとり  

まく流域の動植物との相互関係を先登的に把捉し解明す  

ることを目的とする。  

〔内 容〕（1）河川に生息する水生生物（魚頒や水生  

昆虫）の生息環境構築に果たす湖畔林の役割を定量的に  

把握する。（2）流域の植生（湖畔林），河川の地形，魚  

類の生息環境の相互関係を解明する。（3）昨今，建設  

省が押し進めている「多自然型川づくり」を生態学的に  

見直し，治水と生態系保全の両立をはかる代替策を模係  

する。  

研究課題 35）霞ケ浦の生物資源保護に果たす役割に関  

する研究  
〔担当者〕春日清一  

〔期 間〕平成8－12年度（】996－2000年度）  

〔目 的）霞ケ浦の生物学的．物理学的，また化学的現  

象を記銘し，その種牛変化を明らかにし，その変動要因  

を検討し，環境保全管理や彙源管理のための基礎食料を  

得る。  

〔内 容〕霞ケ浦湖岸植生帯の定期的写真掘影，色艶  

昆虫類，鳥類調査等を定期的に行い，霞ケ浦の物理化学  

的環境変化，また生物問の関係を検討した。霞ケ浦の植  

生帯は水位上昇により退行速度を増した。霞ヶ浦に発生  

するユスリカは近年著しく減少L．それに伴い，これを  

餌とするユリカモメ，ムナグロ等の鳥類は影響を受け  

た。また霞ケ捌こ飛来するカモ矧ま，霞ケ浦欄内で採食  

する海カーモ煽が減少している。  

研究課題 33）湖沼沿岸域の生物多様性と生態系機能に  

関する基礎的研究  

〔担当者〕福島路生・高相典子・上野隆平＊1・  

野原精一＝（机生物圏環境吾に）  

〔期 間〕平成9～10年髄（1997～】998年度）  

〔目 的）貧栄養湖や富栄養湖の沿岸域での生物多様性  

と生態系株能の関係を明らかにするための基礎的研究を  

行う。また，生態系機能を評価するための方法論の検討  

を行う。  

〔内 容〕絃栄華湖のモデルとして十和m湖の沿罵±域，  

富栄養湖のモデルとして霞ヶ浦や魚が生息しない国立環  

境研究所にある生物実験地を対象として，沿岸域の底生  

生物群倶構造と環境（底許条件．波，沈殿物 水生伯物  

品1五甘食者）との師系を調べた。不安完な環境である波  

打ちF祭の底生生物群集の多様性は高く，洲二向かって，  

密度粟配があることがわかった。また，底生生物群集の  

分布が底生魚に大きく左右されていることがわかった。  

研究話題 36）環境データ解析のための統計的手法に関  

する研究  

〔担当者〕松本幸雄  

〔期 間〕平成7～11年度（1995－】999年度）  

〔月 的〕環境データから構造的情報雇用漉するには，  

偶然要因の効果を分離する統計解析手法が必要であると  

同時に，分推が可能なデータの聯尊がなされていなけれ  

ばならない。   

本研究は．（り環境データ解析のための統計的手法  

研究課誼 34）流域をユニットとした水生生物の生息環  

境と生態系保全に関する研究  

〔担当者〕福島路生・高相典子  

〔期 間〕平成1ト15年度（1999－2003年鶴  
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の開発，および（2）解析の基礎となるモニタリングや  

調査などのデータ取得の方法論について情報理論的見地  

から検討することが目的である。主な対象ほ，大気汚染  

に関する環境データと生体影響データである。  

〔内 容〕（1）長期的な時間的データをトレンド，季  

節変動，偶然変動の各成分にわける方法として赤池によ  

り提唱されたペイズ型季節変動調節モデルを用い，我が  

国の約25年間にわたる大気汚染常時監視データに適用  

を試みた。これにより，年次変化だけでなく，季節変  

動，偶然変動の成分の大きさの経年的な変化を定量的に  

評価できる。（2）環境データの分布における極値（試  

い値）の出現確率と平均値の関係をモデル化した。  

〔発 表〕B140，141，b240，241  

ホースとなることを目的とする。  

〔内 容〕課題1．空中浮遊微粒子（PM2．5）の吸入に  

よる心血管系機能に及ほす影響の解明に関する研究：①  

心電図による心筋および循環機能異常に関する電気生理  

学的解析では，DEPの静脈内投与により，用量に依存  

した一過性の血圧下降が認められた。また，DEP投与  

により，一時的な房室ブロックまたほ断続的な心室性早  

期興奮が出現し，これらの異常心電図は，副交感神経の  

遮断により消失した。よって，DEP作用は血圧下降を  

主徴とL，その作用機序には，血管への直接作用および  

自律神経反射を介した間接作用があることが示唆され  

た。②心血管系の病理組織学的異常の解析では，静脈に  

DEPを投与したモルモットの肺では，肺胞の毛細血管  

内には，DEPが多量に認められたが，沈着は認められ  

なかった。肺全体的に高度なうっ血があり，水腫はな  

かったことから，死医＝ま心臓停止によると考えられた。   

課題2 ．P九′Ⅰ2．5（DEP）の心血管系機能異常に及ほ  

す作用機序の解明に関する研究：①DEP（PM2．5）中  

の成分の過度の薬理学的作用による心血管系機能異常の  

解析では，DEPをモルモットに静脈内投与すると，完  

全房室ブロックの後に心停止を起こすことが判明した。  

その致死量はDEP132mg／kgであった。②培養細胞系  

による心筋および血管内皮細胞等に及ほす傷害作用の解  

析では，培養した肺動脈血管内皮細胞数の増加は，  

DEPの計量に依存して減少した。SODおよびカタラー  

ゼを単独あるいは複合して加えたDEPの細胞毒性は  

DEP単独よりも減少した。③免疫系を介した組織傷害  

作用の解析では，3nlg／m3のDEPを7カ月暴露したマ  

ウスの肺胞マクロファージはサイトカイン産生，NO産  

生ともに低下し，DEPが感染抵抗性および免疫能を低  

下させ，感染による組織傷蕃を起こしやすくすることが  

判明した。   

課題3．ディーゼル排気微粒子（DEP，Ph′Ⅰ25）の  

心肺機能傷害の長一反応関牒の解析に関する研究   

本課題は，特別研究の期間中に行う予定であるので．  

本年度は資料の収集宜行った。  

〔発 表〕E－31－43  

研究課題 37）空中浮遊微粒子（PM2．5）の心肺循環  

系に及ぼす傷害作用横序の解明に関する実  

験的研究（奨励研究B）  

〔担当者〕嵯峨井勝・鈴木 明・藤巻秀和♯1・  

古山昭子＊1（＊l環境健廉部）  

〔期 間〕平成10年度（1998年度）  

〔目 的〕今日，日本をはじめ世界中の大都市部の大気  

汚染は改善の兆しがみられず，特に．浮遊粒子状物質  

（SPれ′り の汚染は深刻である。このSPⅣⅠ中の大部分を  

占めるDEP（PM2．5粒子）が肺がんヤアレルギー性鼻  

炎を起こすことはよく知られている。また，我々は先の  

特別研究で，DEPが実験動物の気管支にぜん息様病態  

を引き起こすことを明らかにした。一方，最近になっ  

て，粒径が2．5FLm以下のSPM，すなわちPM2．5と心  

疾．凱二よる死亡率との間に非常に高い相関性が存在する  

ことがアメリカやイギリスの多くの疫学研究によって示  

され，その健靡影響の重大性がにわかにクローズアップ  

されてきた。しかし，この両者間の因果関係の実験的証  

明はまだなされておらず，その証明はこれからの研究に  

かかっている。   

そこで本研究では，平成11年度から開始予定の同タ  

イトルの特別研究の～部として，日本の大都市部の  

PM2．5の大部分を占めるDEPを対象物質としてディー  

ゼル排気の暴露実験と組織培養等を含むi7川i血の実験  

を組み合わせることによりその中のどのような物質がピ  

のような機序で心血管系に傷害を及ぼしているかを明ら  

かにし，これまで疫学的研究によって得られている両者  

の間の関連を実験的に証明し，環境保全のドライビング  

研究課題 38）化学物質が生物の個体群動態および遺伝  

的変異に及ぼす影響評価のための基礎研究  

（奨励研究B）  

【担当者〕五箇公一・菅谷芳雄・笠井文絵  
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〔期 間〕平成10年度（1998年度）  

〔目 的〕これまでの化学物質の生態系影響評価はいく  

硬かの標準生物による毒性試験結果の外挿であり，代表  

種の感受性のみに重きをおいた方法であった。しかし，  

これからは生物種の絶滅・存続への彫響を祖麿に人れて  

試論する必要がある。生物種の絶滅とはすべての個体群  

の絶滅であり，その絶滅プロセスの重要な決定安国は個  

体群横道と遺伝的多様性である。遺伝子交流のある個体  

群の集まりであるメタ個体群の構造が健全に維持されて  

t－るかどうか．遺伝的変異が豊富であるか否かによって  

絶滅速度は大きく変化する。   

したがって個体群という単位で瞳を考え，化学物質に  

よる個体群構造の撹乱や遺伝的変異の変動を定量的に予  

測することが重安であり，それにより，化学物質による  

種の絶滅への貸‡響虔を評価できると考えられる。そこで  

本研究では個体群レベルでの化学物質の影響評価方法の  

確立のため．実験個体群を用いて個体群動態および遺伝  

的変異を完還的に把握する技術の開発を目的とする。  

〔内 容】これまでの生物唖の絶滅に関する研究は，す  

でに個体数が減少した危惧種や希少種を扱ったものが多  

いが，本研究では短期でのデータの蓄積を優先し，世代  

期間が短〈，飼育が容易な普通種のハダニ類，ユスリカ  

類，藻類を授った。  

（1）遺伝的マーカーの探索   

個体群の遺伝的構造および個体群間の遺伝子流動を定  

量的にとらえるためには遺伝的マーカーが必要となる。  

それぞれの実験材料種について，電気泳動法，PCR法  

などの遺伝学的手法を用いて，有効なマーカーの探索し  

た結果，ハダニ，ユスリカ，藻類において有効なアロサ  

イムマーカーの検出に成功した。  

（2）薬剤抵抗性変異の調査   

柳本群の適応形質変異として，化学物針二対する抵抗  

性（薬剤祇抗性）という形酎二注目し，各矢板材料株に  

ついてその変異を調査した。また，仏体群実験のための  

抵抗性系統および感一乏性系統の選抜を試みた。その結  

果，ハダニ，ユスリカにおいて高度抵抗性系統を野外よ  

り見いだし，その遺伝的変勘二ついても明らかにした。  

（3）野外個体群の実態調査一失験フィールドの探索   

各与絹気付枯枝の野外個体群を採取し，遺伝的て－か一  

変異および薬剤抵抗性変異を調査した。個体群間の遺伝  

子流動せ把嫁し，メタ個体群構造を解析した。各地域に  

おける化学物質の使用データから菜利抵抗性の発達・分  

布拡大過程を解釈した。  

（4）実験個体群の構築   

メタ個体群を実験的に再現し，遺伝的変異量および遺  

伝子流動を操作し，化学物質による局所個体群の絶滅と  

メタ個体群構造による個体群の回復プロセスを追跡調査  

できる系の設計を試みた。その結鼠 ハダニにおいて室  

内レベルでのメタ個体群の系をつくることに成功した。  

研究課題 39）地域住民の健康に関する1次情報収集の  

ための調査研究の試み（特別経常研究）  

〔担当者〕新田裕史・黒河佳香・小野雅司＊】・  

吉川麻衣子＊t（＊l環境性東部）  

〔期 間〕平成6～10年度（1994－1998年度）  

〔目 的〕長期的な環境凛化が人口集団の憶断二どのよ  

うな影響を与えるかを検討するためには，住民個人の健  

康に関する1次情報を収集するための具体的な手法を提  

示し，そのための場を環境の異なる地域に設定すること  

が不可欠である。そこで，茨城県高萩市と東京都杉並区  

内の各－・地域を選定し，地域内の学売を対象とした各種  

疾患への信忠状況の調査，血液生化学検査等の継続調査  

を実施するために，自治体間係部局，学校関係者，保護  

者との情報交換・調査内容の説明・協力依頼を行い．関  

係者の協力・承諾が得られ，実施可能な項目について，  

1次情報を収集した。  

〔内 容）本年度はこれまで5年間の調査の結果を総合  

的に解析Lた。   

ぜん息様症状を有する者の割合は高萩では男女ともほ  

とんど年次変化がみられか－のに対して，杉並では男女  

ともやや増加傾向にあることが認められた。学年ごとの  

有症率の違いには一定の傾「司は認められなかった。ぜん  

息様症状有症率は杉並の男子が他の3群（杉並・女．高  

萩・男女）に比べて高くなっていた。   

非特異的tgE高値群（2501U／nlりユ上）の割合につい  

ては明確な年次傾向はみられず．杉並の男・チでその割合  

が特に高い傾向もみられなかった。両地域ともIgE高  

値群のぜん息様症状有症率は低値群に比べて非常に高く  

なっているが，杉並・男子ではその傾向が押著であっ  

た。平成10年度の成措をみると，杉並・男子の1gE低  

値許のぜん息有症率が1．0％に対して，lgE高値群では  

29．8％であった。杉並・女子ではIgE低値群のぜん息有  

症率は1．2‰】gE高値群は15．4％であり，高萩・男子  

ではそれぞれ0．7‰13．3％であり．高萩・女子ではそ  
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れぞれ2．0％，13，2％であった。他の年度についてもこ  

の傾向はかわらず，杉並・男子のぜん息様症状有症率が  

高いことは非特異的1gE高値群での有症率が高いこと  

が反映しているものと考えられた。   

ダニ特異IgE抗体陽性率の年次変化については両地  

域とも明確ではなかった。平成10年度のダニIgE陽性  

宰は高萩・男子45．5％，高萩・女子3：与．2％，杉並・男子  

56．5‰ 杉並・女子36．4％であり，地域差，性差がみ  

られた。   

次に，全対象者のうち4回以上調査を行った対象者に  

ついて解析を行った。ぜん息様症状についてはl匝】でも  

ぜん息様症状（現在）のカテゴリーに分類されたものは  

ぜん息「あり」とし，全年度で症状なしのものはぜん息  

「なし」，それ以外の場合は変動群と分類した。その結  

果，昭和58－63年生のぜん息「あり」群の割合は高萩  

では年次間で大きな違いはみられないが，杉並ではやや  

増加傾向がみられた。IgE抗体検査の結乳1回でも陽  

性であった者は陽性．すべて陰性であった者は陰性，そ  

の他を偽陽性として解析した。ダニIgE陽性率につい  

ては両地域とも生年群間でほとんど差が見られなかっ  

た。  

〔発 表〕b197－200  
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2．2．3 社会環境システム部  

研究課題1）環境の認識構造にかかわる基礎的研究  

〔担当者〕大井 紘・須賀仲介  

〔期 間〕平成10～12年度（1998～2000年度）  

〔目 的〕環境認識のあり方の問題として，意味論的な  

環積観の立場の理論的整備を行う。また，自然保護，環  

境教育，環境倫理にかかわって，自然の意味について検  

討する。さらに，生活者における環境認識の形成と構造  

を明らかにしようとするとともに，そのための調査法を  

開発しようとする。  

〔内 容〕（1）内海域における開発に関して，東京湾  

横断道露と瀬戸大橋とについて，各地域住民に対して，  

自由記述式，あるいは選択肢法も併用した意識調査結果  

から，開発行為を環境問題として位置づける際に，相対  

する両岸地域では，一般論的に考えるか自己の利害その  

ものとして位置づけるかの対照が見られることを示し  

た。（2）公害苦情の発生件数が人口密度とは関係せ  

ず，土地利用形態に密接に関係することを明らかにし  

た。  

〔発 表〕K22，C19，C2－4  

〔目 的〕地球環境問題の解決には，匡潤モ協言札 とりわ  

け先進匝卜途上国間の協調が不可欠であるが，遥」二国で  

は章済成長が優先的課題となっており，地球環境問題の  

優先度は低い。本研究では，地球温暖化問題を姉川上  

げ，国際協調の形成過程，経済発展と環境保全の両立を  

可能とする方策，及び先進国と途上国の環境政詭の比較  

や，その背景にある政治経済的状況の比較を行うことに  

より，地球全体の持続的発展の経路の検討を目的とす  

る。  

〔内 容〕1997年12月に採択された京都試売雷の内省  

につき，国際協調という観点からの意義三と残された課題  

を指摘した。また，議定書採択に至る主要先進国の政策  

決窪過程に関するアンケート調査を実施し，我が国の政  

策決定過程の特徽と問題点を明らかにした。また，京都  

議定書に関する課題の中でも重税されている排甘量取  

引，共同実施，クリーン開発メカニズム（CD九′T）のあ  

り方について，具体的な検討を行うと同時に効果分析を  

行った。  

〔発 表〕K－19，C9～14．c－5－9  

研究課題 4）水資源の開発に伴う環境影響の解析  

〔担当者〕乙間末席・森 保文  

〔期 間〕平成7～11年度（j995～1999年度）  

〔目 的〕環境資源の開発が自然・社会に与える影響に  

ついてデータを収集し，将来環境に配慮した開発を行う  

ための予測モデルヤ政審支援システムの構築に資するこ  

とを目的とする。また環境影響データの新しい収集法と  

して，市民参加型の環境モニタリングを抑り上げ，その  

利用方法などを検討する。具体的にほ，水資源開発と水  

環境の関係について調査研究を実施する。  

〔内 容〕水貸源開発と水環境の関係について調査研究  

を実施した。富栄養化した水源から水を取水し，広域に  

水を分配する事業では，（1）用水システム内での水質  

の変化 （Z）汚濁した水を受け入れる農地への駁撃  

（3）地域の水環境の変化などが問題となる。これらに  

ついて調査検討した。また市民参加型の環境モニタリン  

グにおける情報伝達ツールについて調査検討した。  

〔発 表〕C36  

研究課題 2）環境政策が経済に及ぼす影響の分析  

〔担当者〕森田恒幸・円引 聡  

〔期 間〕平成9～13年度（1997～2001年檻）  

〔目 的〕これまで開発したモデルは，エネルギー部門  

を詳細に分割した10部門モデルであi），炭素税の導入  

が日本のエわレギーミックスの変化等を通して，経済に  

及ぼす影響．特に，産業への算‡響をより詳細に分析する  

ために，これまで開発した程清モデルを改良した。  

〔内 容〕これまでの部門分割をさらに詳細に分割し，  

モデルを改良した。具体的には，農林水産業，石油工  

業，石炭鉱業，天然ガス鉱業，紙・パルプ製造業，鉄鋼  

業，セメント工業，化学工業，非鉄金属工業，石油製品  

製造業，石炭製品製造業，その他製造業，都市ガス，乾  

九 貨物輸送，旅客輸送，その他サービス業の17部門  

に分割したモデルに改良し，基準ケースを設定した。  

〔発 表〕C33”35，C－25，31，32  

研究課題 3）地球環境保全のための国際協調に向けた  

制度・方策の検討  

〔担当者〕森肝恒幸・川島麻子  

〔期 間〕平成9－11年度（1997－1999年度）  

研究課題 5）物質循環社会に向けた環境負荷の評価と  

施策に関する研究  

〔担当者〕後藤典弘・乙間末廣・森 保文・寺圃 淳   
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〔期 間〕平成9－t3年度（1997－2001年度）  

〔目 的〕I売薬物の増加に伴う様々な影響が顕在化しつ  

つある日」で，廃棄物の排山抑制，再任柑・再利札リサ  

イクルによる物質循環型社会への転換が求められてい  

る。本研究では，環境負荷低減のためにモノの流れがピ  

うあるべきかを，ライフサイクル・アセスメントを含む  

評価手法によって探り，施策に生かすことを目的とす  

る。  

〔内 容〕環塙負荷低減のためにモノの流れがどうある  

べきかを，ライフサイクル・アセスメントを含む評価手  

法によって探る事例研究に着手した。事例として自動販  

売機を月笑り上げ，生産，使用，庵棄にかかわる環境負荷  

を酢析，検討した。またライフサイクル・アセスメント  

手法の簡略化及びインパクトアセスメントについて検討  

した。  

〔発 表〕B－151．C－8．15．17，26．27，37，C－11，22～  

25，3：う，3‘l  

研究課題 7）地理・画像情報の処理解析システムに関  

する研究  

〔担当者〕田村正行・須賀仲介・清水 明・山形与窓掛  

〔期一間】平成7～10年度（199卜1998年度）  

〔目 的〕地球温暖化や森林減少のように広域化，多様  

化している環境問題に対処するためには，観測点におい  

て得られるキ勿乳 化学．生物等に関する数値情報に加え  

て，人工衛星データ．地形データ，地図データなどの地  

理・画像情報を有効に活用して面的分布情報を得ること  

が重要である。本研究では，様々な地理・画像情事艮を利  

用して，環境を解析し評価するための手法及びシステム  

を開発することを目的とする。  

〔内 容）平成10年度は以下のように地理・画像情報  

を用いた環境解析手法の開発を行った。（1）NOAA／  

AVIIRR衛星データから得られる植生指数と地表面温度  

を用いた湿原域の摘出手法 （2）衛星データと地理情  

報データを用いた大型希少渡り鳥の重要生息地の袖山手  

法 （3）先端的衛星センサを用いた植生バイオマスの  

推売手法 （4）NOAA／AVl一IRR衛星データによる広  

域の植生指数分布【到作成手法。  

〔発 表〕C－22，24，52，53  

研究課題 6）地域特性を考慮した環境計画の基本モデ  

ルに関する研究  

〔担当者〕原沢英夫・青木陽二・高橋 潔  

〔期 間〕平成7～‖年度（1995－1999年度）  

〔目 的）自治体レベルの環境基本計画づくりでは，地  

域特性を活かし，住民参加による計画づくりが課題と  

なっている。本年度は，地域レベルで地球温暖化にいか  

に対処するかについて問題点を把捉するとともに．解決  

に向けての調査・研究などの取組の方向性について検討  

する。  

〔内 容〕地域レベルで地球温暖化などの対策に取り組  

むためには，地球温暖化防止対策推進法によって規定さ  

れているように国や自治体における排出削減計画の策定  

と評価が中心となる。しかしながら現在のところ各自治  

体では，（1）基本となる排出量に関する情報の不憫  

（2）排出量を把接し積算する標準的な方法の不憫  

（3）地域特性をどのように計画に活かすかの方針がな  

い等の′l封二おいて知見が乏しいのが現状である。環境科  

学会年会においてこうした由二ついて国・自治体職員，  

大学研究者を交えて議論を行うとともに，地域レベルの  

温暖化対策の要点についてまとめた。  

研究課題 8）環境評価のためのモデリングとシミュ  

レーション手法に関する研究  

（担当者）須賀仲介・田村正行・清水 明・山形与志樹  

〔期 間〕平成7－10年度（1995－1998年度）  

〔目 的〕環境を完是的に評価する立場から，環境問題  

に対するモデルの構築及びシミュレーションに関する基  

礎的研究を行う。本年度は特に，環境現象のモデル解析  

に関連する数値シミュレーション手法，統計的データ解  

析手法について検討を行う。  

〔内 容〕（1）境界要素法による音場のシミュレー  

ションモデルを改良した。特に，複雑な形状の防音壁を  

想定した問題でも精度のよい数値計算が可能なシステム  

を開発した。また，（2）環境データの解析における確  

率解析的手法の有効性について文献調査を行った。さら  

に，（3）シミュレーション結果を可視化するためのシ  

ステムを開発した。  

研究課題 9）人間社会的尺度から見た景観価値の解明  

〔担当者〕青木陽二・藤子己康実＊1  

（＊1地球環境研究センター）   
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択行動に関する事例であり，もう1つは学校給食用牛乳  

容器の使用実態に関するものである。  

〔内 容〕（1）リターナブルびんと競合容器に対して  

LCAを実施した結果，回収率と輸送距離において一定  

の条件を満たせば，リターナブルびんは競合容器に対し  

て環境負荷が小さかった。廃棄物の質，水質汚濁ヤ有害  

化学物質など既存の研究で評価されなかったものを加味  

しても，この結果は変わらないか，さらにリターナ70ル  

びんの評価は相対的に高まると考えられた。（2）一般  

の消費者が飲料容器の選択を行う際に．「価格」「利便性  

（重量や回収場所）」「環境（環境情報の提示）」の中で  

どの因子の寄与が大きいかを知るために，コンジョイン  

ト分析を行った。その結果，因子別の寄与率は価格が最  

も大きく，重量（容器の種類）や回収場所が続き，環境  

情報の提示については小さかった。また，びんの軽量化  

の効果や，回収場所に対する抵抗感のような，因子内の  

各レベルの効用についても定量的数値を得ることができ  

た。得られた寄与率や効用などの情報を用いることに  

よって，リターナブルびんに関してどの国子を優先的に  

向上させるべきかなど，必要な施策を検討することがで  

きる。（3）牛乳消費量の大きい学校給食に関して，自  

治体ごとに牛乳容器が選択される背景を知るために全国  

の市教委に対して牛乳容器の使用実態に関するアンケー  

ト調査を行った。現状では紙パックを使用する市が多い  

が，市に容器の決定権がある場合はガラスびんも同数以  

上使用されていることがわかった。取扱いの利便性を重  

視する市では紙パックを使用しているが，使用済みの容  

器の処理はメーカーに依存しており，ごみ問題の逼迫既  

に応じてガラスびんの利点が再認識されることが推察さ  

れた。  

〔期 間〕平成8～12年度（1996～ZOOO年度）  

〔目 的〕景観評価という現象は，ある環境条件から得  

た視覚を中心とした刺激に対する，人それぞれの価値付  

けである。環境計画で，良好な景観を計画の対象として  

取り扱うには，この景観価値がどのように決まるのかを  

解明する必要がある。知覚によって把握される景観は．  

景域の気候や地形などの自然条件のほかに，社会文化的  

や歴史的背景にも影響される。このような性質を持つ景  

観価値の人間社会的側面について明らかにする。  

〔内 容〕本年度は．1995年までに報告された欧文の  

景観評価研究について，年代順にレビューし英国の景観  

研究に発表した。明治に来訪した外国人の日本の風景に  

対する評価を分析し，環境情報科学に発表した。風景評  

価と行動の関連を明らかにするため，奥日光湯元スキー  

場の利用行動を分析し，ランドスケープ研究誌に発表し  

た。南アルプスの多様な植生景観の分類結果について森  

林文化研究に発表した。  

〔発 表〕c－1”6，C－1  

研究課題10）リターナブル容器導入による環境負荷削  

減効果の評価（奨励研究A）  

〔担当者〕寺園 淳  

〔期 間〕平成10年度（1998年度）  

【目 的〕容器包装のワンウェイ化が進み，容器包装廃  

棄物が家庭系一般廃棄物の容積比約60％を占めるなか  

で，1997年4月より容器包装リサイクル法が施行され  

た。しかしながら，同法は必ずしも循環型のリサイクル  

を前提としていないことや自治体の負担が大きいことな  

どの問題点が指摘されており，リターナブル容器の見直  

しや導入が求められている。一方で，り夕一ナプル・ガ  

ラスびんは重さや価格及び返却の手間の点で不利であ  

り．リターナ70ル・プラスチックボトルも内分泌撹乱化  

学物質の溶出が懸念されるなど，普及には課題も多い。   

本研究は，リターナブル容器に対してLCA（ライフ  

サイクルアセスメント）を実施することにより，競合す  

る容器と比べて，どのような環境負荷削減効果があるか  

を示し，環境面から見た容器選択の判断材料を提供する  

ことを目的とする。   

また，このような環境情報が購入時の容器選択に活か  

されるようにするために，2つの事例研究によって，容  

器の選択行動に与える要因の分析を行う。1つは牛乳や  

ビールなどの商品を対象とした，一般の消費者による選  

研究課題 ‖）シンク（吸収源）の取り扱いに関する比  

較制度分析（奨励研究A）  

〔担当者〕山形与志樹  

〔期 間〕平成10年度（1998年度）  

〔目 的〕COP3において，シンクによる温室効果ガ  

スの吸収量を，各国の排出削減割り当てから差し引くこ  

とが合意された。しかしながら京都議定書の3粂3項に  

おいて．「新規植林，再植林，森林減少」と記述されて  

いる吸収掛舌動の解釈については，各国ごとに定義が異  

なっているのが実状である。吸収源活劇にかかわる各種  

定義や吸収量の算出方法については，今後の国際交渉に  
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おいてCOP6をめどとして議論が継続する予完であ  

り，各国間の利害対立が予想されている。そこで本研究  

では．京都議完寄における「新規植林，再植林，森林減  

少」に関する制度オプションを，人為活動が与える森林  

生態系における炭素ストノク変動の視点から評価し，環  

境の視点からの問題点を明確にし，望ましい吸収源活儲  

の評価にかかわる制度についての検討を実施することを  

目的とした。  

〔内 容）（＝ 京都議定書における「新規植林，再植  

林，森林減少」の解釈に関する制度オプションとして，  

lPCCタイプ及びFAOタイプの完義を整理した。（2）  

それぞれの制度オプションについて，排出基準年（1990  

年），及び約束期間（2008～2012年）に前後して実施さ  

れる様々な「新規植林，再植林，森林減少」活動ケース  

として設定した。（3）それぞれの活動ケースについて  

の約束期間における森林生態系炭素ストック変化を，森  

林生態系の炭素循環を記述したモデルによってシミュ  

レーションした。（4）吸収源活動が森林生体の炭素ス  

トックの変化に与える影響の視点から，制度オプション  

の比較制度分析を実施した。  
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2．2．4 化学環境部  

研究課題1）塩素系有機化合物の新しい測定法の開発  

：超音速自由噴流の利用  

〔担当者〕藤井敏博  

〔期 間〕平成2－10年度（1990～1998年度）  

〔目 的〕気体計料分子を超音速自由噴流法により1～  

20ビV程度迄高速化し，これを固体表面に彿突させる系  

において， この試料分子が電子励起からイオン化へと進  

む過程の機構解明と，農薬・トリクレン等の塩素系有機  

化合物のための，このイオン化過程を利用した高感度で  

確度の高い測完法の開発を行う。  

〔内 容〕試料分子／水素系でseedcd nlOlecし11a】一beanl  

超音速自【1川和魔法により1～20eV程度までの高速分子  

流を作り，固体表面に祐実させる系において，試料分子  

として種々のアセナール誘導体を検討した。それらの負  

イオン化を利鞘した，GC，GC／MS法が確立できた。  

〔発 表〕D－36，37，d－38  

ものである。高分子量の有機塩素化合桝二ついて，定  

性・定量的な情報を得る方法はきわめて少ない。この研  

究ではこのような嵩分子量の物質の分析に閲し，当面分  

子量分布に着目して分析法の開発を行う。  

〔内 容〕埋立処分場浸出水等に比較的高濃度で検出さ  

れるビスフェノールAについて塩素処理を行い，その  

挙動を調べた。塩素処理により．芳香環が塩素化されて  

塩素化ビスフェノールA（塩素数1から4）が生成し，  

続いてフェノール性水酸基のパラ位が塩素化されること  

で結合が切断され，2，4，6－トリクロロフェノール等の  

低分子量の有機塩素化合物が生成することが確認され  

た。  

研究課題 4）タンデム加速器分析法の環境研究への応  

用に関する研究  

〔担当者〕柴田康行・漸山春彦・田中 致・米田 積・  

久米 博・植弘崇崩岩】＊l・森田昌敏＊2  

（＊l国際室，＊2地域環境朝究グループ）  

〔期 間〕平成7－11年度（1995－1999年度）  

〔∃ 的〕平成7年度に設置されたタンデム加速器分析  

施設（NIESrTERRA）の環境研究への応用にあたって  

必要となる運転技術，試料採Ⅰ軋 前処理技術などの習  

得，確立を図るとともに，適用範囲を広げるためのハー  

ド，ソフト両面の改良，新しい分析手法の開発などを行  

い，今後の研究の発展の基礎作りを行う。  

〔内 容〕測定精度のさらなる向上を目指して加速管  

ターミナル部分のストリッパーカナルの口径を8mmか  

ら11mmに拡大したことに伴い，現代炭素レベルの炭  

素14試料の測定精度と光学系変動の影響解析を行い，  

口径拡大前と比較した。磁場や電場など各光学系要素の  

数値を変えてもどーム強度が下がらない，いわゆるフ  

ラットトップ領域が拡大し，ビームの通りの良くなった  

ことが確認できた。また，標蒋試料についての繰り返し  

精度も0，3％台まで下がるなど，当初の予想通りの成果  

が得られた。また．前年度の検討結果を踏まえて微小試  

料の調製のための新たなグラファイト化システムを試作  

した。  

〔発 表〕d－47  

研究課題 2）環境汚染物実の測定技術および測定手法  

に関する研究  
〔担当者〕相馬悠子・横内陽子・久米 博・藤井敏悼  

〔期 間〕平成2～10年度（1990～1998年度）  

〔且 的〕従来，イオウの乾性沈着長の測定に関して  

は，イオンクロマト法が用いられている。しかし，この  

方法には，前処理が複雑で，測定に時間がかかりすぎる  

欠点がある。そこで，より迅速な測定ができ，乾性沈着  

状況の高時間分解能情事紬‡得られる測定法を確立するこ  

とを目的とする。  

〔内 容〕フィルター上に収集されたエアロゾル中のイ  

オウ濃度をPIXE法を川いて測定する。収集時間とイオ  

ウ濃度との関係を求め，どの程度まで収集時間を短縮で  

きるかを検討する。また，必要に応じて，蛍光エックス  

線分析法との比較を行う。  

〔発 表〕D40，d－24  

研究課題 3）塩素処理で生成する有機塩素化合物の分  

子量分布に関する研究  

〔担当者〕lLl本来士  

〔期 間〕平成9～11年度（1997～1999年度）  

〔目 的〕塩素処理に伴って有害な有様塩射ヒ合物が生  

成することはよく知られているが，同定・売品された物  

質は．生成した有機塩酎ヒ合物のうちの分子量の小さい  

研究課題 5）環境中／生態系での元素の存在状態並び  

に動態に関する基礎研究  

【担当者〕柴田康行・瀬山春彦・田中 敦・米田 積・  
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】UBe／2GAl年代決定法の研究，データベースの準備を分  

担した。（3）測定結果を結合し解析を行うために，プ  

ロジェクトの当面の目標を設定し，科学技術振興調整費  

総合研究の障‖大】零課題の充実に努めた。  

吉永 淳＊1・ 堀l二」敏婆さ＊1  

（＊l地域環境仰究グループ）  

〔期 間〕平成S～Ⅰ2年度（】996－2000年度）  

〔目 的〕汚染元素・物質の環境循環，生態系循環の解  

明や，毒性等の詔価のためには，それぞれの元素の存在  

状態．′化学形態や局所的な存在／蓄積部位に関する情報が  

必要である。－▲▲方，元素の同位体比は，元素・物質の起  

源を探り，環堤動態を追跡し，さらに生態系における汚  

染物質－の蓄桔む偶明する上で重安な手がかりを与えてく  

れる。本経常用便でほ，そのための基提研究を実髄す  

る。  
〔内 容〕標準試判の候補試料を用いて，これまで報告  

のあると莱の化学形態分析法数桃の比較柏討を行った。  

主成分であるアルセノベタインの先遣結果については相  

互にオ店のない瀦深が得られたが，一部の条件では複数  

の異なった化合物に由来するピークの相互分離ができ  

ず，詳細な克㌫に問題のあることがわかった。また，こ  

れらの手法の比摸検討をもとに，ヒト尿の分析において  

問匙となる共存塩素イオンの妨害を避けるために重連な  

t1PLC条件の探′ノ手書を行った。  

〔発 表〕D－12．16  

研究課題 7）発光細菌を利用した簡便な環境変異原の  

検索手法に関する研究  

〔担当者〕白石寵明・白石不二雄  

〔期 間〕平成‡）－11年度（1997－1999年度）  

〔目 的〕水中に存在する有害物質の評価を総合的に行  

うためには，機器分析で測7Eされる個々の物質の濃度の  

みならず，水質全体を表わす総合指標が必要である。化  

学物窓による布告性の評偶においては，バイオアツセイ  

法が，毒性物質を総合的に把握するのに適していると考  

えられる。本研究は，操作に熟練を要しないバイオアツ  

セイ法の確立を目指して，試験生物として発光バクテリ  

アを選び，英際の環境水の毒性評価に応用できる簡便な  

試験法の開発を目指す。  

（内 容〕前年度に確立した96ウエルマイクロブレ【  

トを用いる発光細菌による遺伝毒性（変異原性）試験法  

（MBG）を廃棄物埋立地の浸出水試料こ適用を試み  

た。固葎肘由出ディスク（C18）で浸出水の抽出・濃縮を  

行い，NIBGにより試験を試みたところ，浸出水の全試  

料から強い遺伝確性作用を検出した。トIBGを用いるこ  

とにより，汎用されている変異原性試験のエームステス  

トでは殺菌作用のため遺伝毒性の検出が閑雅であった浸  

～1．1水のような発生源試料についても，環境試朴と同様に  

阻便に かつ感度よ〈遺伝毒性作用が検出できることが  

示された。  

〔発 表〕d17，18  

研究課題 6）パイカル湖の湖底泥を用いる長期環境変  

動の解析に関する国際共同研究  

〔担当者〕河合崇欣・柴田康行・田中 致・胤l封広子・  

高松式次郎＊】・功刀正行＊2・森田昌敏＊3  

（半1水土壌国環境部  

＊2地球環境研究グループ  

＊3地域環境研究グループ）  

〔期 間〕平成7－11年度（1995～1999年度）  

【月 的〕環境ぺ変化が生物位の保存，絶滅や進化に与  

える賛う響を検討・評価するために．約3000万年と言わ  

れるバイカル湖の環境変化及びその地域で生存した生物  

層の変化を，バイカル湖底質柱状試料の古陸水学的解析  

によって調べる、  

〔内 容〕（＝ バイカル湖底質柱状試料の綜根を行  

い，性質の異なる350nl柱状試料採取に成功した。  

（2）200，600m柱状試料について国際的・国内的に  

分析チームを碓殺し，項目ごとに分担して測定美行っ  

た。500～川00フ丁年の気候蛮風を解析できる潮完・分析  

の結果が馴責さjtた。本研究所では他に主として無機元  

素の分布の測定と水位変動 光合成色素の分布，  

研究課題 8）底質，土壌中の有機化含物の存在状態及  

び化学変化に関する研究  

〔担当者〕相．1！；悠子  

〔期 間〕平成10－12年度（1998－2000年度）  

〔目 的〕環境汚染に関する有機化合物の底軋土壌に  

おける存在状乳化学変化の反応機構を調べ，環境汚染  

物質の環境における挙動を明らかにする。  

〔内 容〕湖沼堆積物中に残留する汚染有機化合物の年  

代変化をみる目的で，本年度はパックブランド地域の流  

人河川のない湖で底塑性状試料を採取し，有機塩素化合  

物（DDTおよびその分解物 BHC）の分析を行ったo  
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そして大気から長距離輸送により日本各地でどのくらい  

負荷量があったかを推定した。  

〔発 表〕d－21，25，26  

ルマイクロプレートを用い，細胞数を化学発光法で測完  

できるように改良を行った。しかしながら，／ラーエスト  

ラディオールでも対照の3－5倍程度の低い増殖率であ  

り，また培蕃期間が1週間と長いためにばらつきも大き  

く完量性に問題があることが指摘された。  研究課題9）プラスチック製晶からのビスフェノール  

Aの溶出に関する研究  

〔担当者〕山本黄土・安原昭夫  

〔期 間〕平成10－11年度（1998－1999年度）  

〔目 的〕ビスフェノールAはポリカーポネート樹脂  

等の原料や安定剤として使用されているが，内分泌撹乱  

作用が懸念されており．j里立処分場浸出水や環境水から  

検出されたことから問題となっている。浸出水や環境水  

中のビスフェノールAの給源や動態については，研究  

報告が少ないためよ〈わかっていない。本研究では，環  

境中のビスフェノールAの給源としてプラスチック製  

品を想雇L，ビスフェノールAの溶出について実験を  

行う。  

〔内 容〕水中ビスフェノールAの分析法を開発した。  

溶媒摘出後，GCルISで定量する方法で，検出下限は  

0．51．r瑠／Jであった。この分析法によって，塩化ビニル  

製品からのビスフェノールAの溶出量を求めたとこ  

ろ，最大38．1ノ′ノg／gの溶出が確認された。溶出量の多  

かったものは，電線被覆やコード類，玩具等の軟質塩化  

ビニル製品であった。塩化ビニル製のホースからの溶出  

も確認された。  

〔発 表〕d－41，42  

研究課題1り インドネシ ア森林火災（バイオマスバー  

ニング）によって発生する揮発性有横化合  

物の全分析（奨励研究A）  

〔担当者〕横内陽子  

〔期 間〕平成10年度（1998年度）  

〔目 的〕森林火災（バイオマスバーニング）によって  

放出される揮発性有機化合物の中には塩化メチルのよう  

に地球環境に重要な役割を果たしているものヤアルデヒ  

ドのように人体に悪影響を及ぼすものが多く含まれてい  

る。本研究の目的は，インドネシアの森林火災により発  

生するガス中の有機物組成を調べ，その特徴を把握する  

ことである。  

〔内 容〕平成10年3月にスマトラ島で採取した森林  

火ジミ時の大気サンプルをGC／れ1Sにより分析した結果，  

高濃度のベンゼン，アセトンが検出された。また，反応  

性の高いオレフィン化合物ヤプロバナールなどのアルデ  

ヒドも数多く含まれており，これらの光化学反応によっ  

て生成されるオゾンやエアロゾルも森林火災発生時の大  

気質に大きな影響を与えている可能性が高い。  

〔発 表〕D－41  

研究課題】2）環境分析の精度管理に関する研究  

〔担当者〕白石寛明・伊藤裕廉・山本貴士・中杉修身  

〔期 間〕平成7－11年度（1995－1999年度）  

〔目 的〕環境の状況の正確な把握のためには，適切な  

サンプリング計画と高精度の計測法が必要である。本研  

究では有効な精度管理を実現するために，検討すべき各  

種袈因を明らかにし，環境分析におけるサンプリング  

法，計測法の高精度化を実現する。  

〔内 容）各種分析法における精度管理の現状を整理  

し，問題点を明らかにするために，外因性内分泌撹乱化  

学物質調査暫定マニュアル．食品および作物残留分析法  

など広く利用される分析法のデータベース化に着手し  

た。作成したデータベースの一部を本研究所の化学物質  

データベースでインターネット上に公開するとともに，  

前処理法などの分析の個別要素ごとに分頒を行うための   

研究課題10）外因性内分泌税乱物質の培養細胞を用い  

たバイオ・アツセイ系の基礎的研究  

〔担当者〕白石不二雄・佐野友春・彼谷邦光  

〔期 間〕平成10年度（1998年度）  

〔目 的〕環境中に排出される化学物質は生態系への影  

響のみならず，ヒトヘの性ホルモン作用としての影響が  

危供されている。これまで，培養細胞を用いた女性ホル  

モン様物質の検出システムが数種類開発されているが，  

問題点も多く，環境試料のバイオ・アソセイ系としては  

改良が必安とされている。本研究では，開発されている  

培養細胞による検出システムをバイオ・アッセイ系とし  

て伐用するための基礎的研究を行う。  

〔内 容〕ヒト乳がん細胞株MCF－7細胞を用いて，細  

胞増殖を指標としたバイオ・アツセイ系の検討を行っ  

た。試料を多数かつ迅速に処理できるように，96ウェ  
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データベース設計を行った。ダイオキシンの分析法の精  

度管理を含めた標準化を行うために標準分析法を作成  

し，地方自治体の研究機関（8機関）と共同研究を実施  

した。  

〔発 表〕D－13  

研究課題14）スペシメンバンキングによる環境の時系  

列変化の保存並びに復元に関する研究  

（特別経常研究）  

〔担当者〕柴田麻行・田中 放・米田 穣・  

森田昌敏＊1・田逮 潔＊l・吉永 淳＊」・  

堀口敏宏＊1・向井人史＊2  

（＊1地域環境研究グループ．  

＊2地球環境研究グループ）  

〔期 間〕平成7～1ユ年度（1995”1999年度）  

〔目 的〕人間活動によって環境中に放出される物質は  

膨大な致にのほり，そのすべてを分析，監視し続けるこ  

とは不可能である。また副生成物の混入や流通・処理過  

程での有害汚染物質の発生など，予見できないような汚  

染事例も増えている。こうした化学物質汚染の監視体制  

をより効果的なものにし，なるべく早期に適切な対応を  

とれるようにするための一つの手段として，モニタリン  

グで集めた試料の一部を低温で長期保存し，新たな汚染  

がみつかった段階で過去にさかのほった分析を行ってそ  

の歴史的経緯の把握や起源の早期発見を可能にするスペ  

シメンバンキング（環境試料保存プログラム）が有効と  

考えられる。本研究では，特にバックグラウンド地域の  

監視と試料保存に着目しながら，分析試料の収集と保  

存，並びに保存性試験などの基礎研究を行う。  

（内 容〕平成10年度は環境賀を代表する試料（日本  

沿岸各地の二枚貝，世界の外洋のイカ，大陸からの影響  

をモニターする島根県隠岐の大気粉塵，東京湾の二枚貝  

や鳥など）の収集・保存と分析作業を継続した。また．  

前年度に引き続き，平成9年1月に起こったナホトか骨  

法没事故に伴う福井県三国から能登半島北東部にかけて  

の重油汚染実態調査と試料収集を継続した。内分泌撹乱  

物質研究の推進にあわせて，スペシメンバンクに保存さ  

れていた鳥類試料（ウミネコ）を用いて過去の汚染の時  

系列変化を調べた。保存性試験データのあるトリプチル  

スズとより安定性の高いトリフユニルスズ，及びそれぞ  

れのジアルキル体について分析した結果，いずれも現在  

より80年代の汚染の方が甚だしく，90年前後を境に減  

少傾向が認められた。しかしながら，トリプチルスズと  

その分解産物であるジブチルスズの変動傾向は一致せ  

ず，ジブチルスズにトリプチルスズ以外の大きな寄与の  

あることが示唆された。  

〔発 表〕D－10，d－6  

研究課題】3）化学形態分析のための環境標準試料の作  

成と評価に関する研究（特別経常研究）  

〔担当者〕伊藤裕廉・柴田麻行・山本薯士・田辺i架り  

安原昭夫＊】・吉永 浮＊1・堀口敏宏＊l・  

森田昌敏＊1（＊】地域環境研究グループ）  

〔期 間〕平成7～11年度（1995－1999年度）  

〔内 容〕環境標準試料NIES CRh′INo．t7「フライ  

アッシュ抽出物」（平成8年度作製）に含まれるダイオ  
キシン頬（ジベンゾp－ジオキシン類とジペンゾフラン  

穎）の共同分析をし，保証値を検討した。NIES CR～l  

No．18「ヒト尿」（平成8年度作製）は，予備分析とし  

て，仝セレンと全ヒ素の分析を共同分析機関を行い，ト  

リメチルセレノニウムイオン，ジメチルヒ素，7ルセノ  

ベタインについて現在共同分析継続中で保証値を検討し  

た。また，NIES CRM No．L9「フライアッシュ粉末体  

試料」（平成9年度作製）に含まれるダイオキシン類の  

共同分析をし，保証値を検討した。   

平成10年度の標準試料は，近年，ダイオキシン類汚  

染が社会問題となっているため，ニーズに応えることを  

考え，NIESCRM No．20は，「湖沼底質試料」を作製し  

た。大学．公的機関とダイオキシン頬の共同分析をし，  

保証値を検討している。   

平成11年度に作製予定のNIES CRM No．21候補と  

して，土壌，水質，生体試札 廃棄物関係等が上げら  

れ．分析対象物質は，特に要望の多いダイオキシン類，  

PCB，クロルデン．等有機化合物が考えられている。  
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2．2．5 環境健康部  

研究課題1）環境有害因子の健康影響評価に関する研究  

〔担当者）遠山寸一番・小林隆弘  

〔期 間〕平成7－1（）・年度（1995－1998年度）  

〔目 的】環境有害化学物質の催耕第三瞥に関するリスク  

評価および計測手法のための文献収集およびレビュー並  

びに基験的検討を行った。  

〔内 容）ダイオキシン・環境ホルモン，重金属，党が  

ん物欝などに関するリスク評価に関してレビューを行  

い，実験的椀討も行った。また，直径乙51】川1以下の粒  

子（PM2．5）の健康影響，計測手法および成分分析に関  

する文献収集應よびレビューを行った。  

〔発 表〕E－1．2，9．16～18，e40～44  

ている。本研究は，T細胞分化への環境汚染物質の影響  

を感度よ〈スクリーニングし評価するための方法やマー  

カーの閲発を目的とする。  

〔内 容〕われわれが開発した抗Gl）1c抗体を抗原刺激  

の前，同時，あるいは後にマウスに投与してT細胞依  

存反応を測完した。Th2依存抗体の産生の増強が同  

時，あるいは後で投与した群でみられた。J烏t直往での  

サイトカイン産生においても，インターロイキン4とイ  

ンターフェロンγの克進，インターロイキン2の抑制が  

抗体と抗原の同時投与，あるいは彼の投与群でみられ  

た。これらの結果から，GDIc発現丁細胞が初期のTh  

l／Th2分化の過程に関与している可能性が示唆され  

ノニ  

r発 表〕E－2卜23，e－52，53  

研究課題 2）炎症細胞の遊走に関する基礎研究  

〔担当者）′ト林隆弘  

〔期 間〕平成6～10年度（1994－1998年度）  

〔目 的〕ぜん息，花粉症なとへの大気汚染物質の影響  

の機構を解析する際に抗原抗体反応および大気汚染物質  

による炎症細胞の浸潤および浸潤した細胞の相互作用に  

ついて検討することが重要である。そこで，抗原抗体反  

rいこより浸潤してくる好酸球と好中球の相互作間および  

オゾン暴露による炎症過程における抗原提示細胞の挙動  

などについて検討することをに川勺とする。  

〔内 容〕オゾンおよび抗原に暴露された場合ラットの  

気道において抗原提示細胞が掛寺的にどのような挙動を  

とるか免疫染色を行い肺，気管について検討した。肺，  

気管のいずれにおいても抗原提示細胞赦はオゾンと抗原  

の単独暴詣の場合に比し，オゾン暴露下に抗原を暴露し  

た場合，有意に増加することが見いだされ，炎症下に抗  

原がくると抗原提示がされやすくなることが示唆され  

た。  

〔発 表〕E－7，8，e－18－25  

研究課題 4）環境因子の生体影響を評価するための遺  

伝子導入動物を用いた／くイオアッセイ手法  

の開発  

〔担当者〕青木麻展・松本 理・佐藤雅彦・大迫誠一郎  

〔期 間〕平成9－11年度（1997～ユ999年度）  

〔目 的〕環境因子に対して高感受性の遺伝子導入動物  

あるいは環境因子をモニターするための遺伝子を導入し  

た動物を開発する。これらの動物を用いて，環境中に存  

在する化学物質や紫外線などの低濃度・長期暴露に起因  

する生体影響を評価する手法を確立する。  

〔内 容〕本年度は次の研究を実施した。（1）環境水  

中の変異原物質の検出に用いる遺伝子導入ゼブラフィッ  

シュの系統を確立し，この魚を用いて，各種の変異軌二  

よる影響が検出できるか否かを検証した。その結果，紫  

外線B波，ベンツビレンなどの作用による変異の検出が  

可能であった。（2）活性酸素橙を消去するタンパク質  

であるメタロチオネイン（MT）の遺伝子を欠指させた  

マウスでは野生種に比べて，Dh／IB＾とTPAの二段階  

発がん実験において，皮膚の腫瘍形成が著し〈増強さ  

れ，MTが生体内抗発がん因子として重要な役割を果た  

していることが示唆された。  

〔発 表〕E－11，e－8～10，28，29．37，38  

研究課題 5）NMRによる生体の無侵襲診断手法の研究  

〔担当者〕三森文行  

〔期 間〕平成8～12年度（1996～2000年度）  

〔目 的）んγfγ。Nれ′lRの手法を用いて，従来の諸方  

研究課題 3）T細胞分化の解析法に関する基礎研究  

〔担当者〕野原恵子・藤巻秀和  

〔期 間〕平成9－11年度（1997－］999年度）  

〔目 的〕′r細胞は唖々のサブセットに分化することに  

よってそれぞれ異なった機能をもつようになり，免疫反  

応を調節している。近年環境中の汚染物質がT細胞サ  

ブセットの分化に影響を及ぼして免疫機育巨を変化させ，  

アレルギーの増加などに関与している可能性が示唆され  
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城住民の汚染物質への暴露量評価手法を確立することを  

ド柑勺に，それにかかわる様々な要因（地域特性一幹線道  

路との距離など，家屋構造，対象者の刷生，個人の生活  

パタ㌦ン等）の寄与を明らかにする。また，従来から研  

究の行われてきた二酎ヒ窒繁だけでなく，浮遊粒子状物  

質や有害化学物質等についても簡易測定法等を利用した  

調査を行い，知見の収集に努める。  

〔内 容〕過去数年間にわたって実施してきた環境調査  

（大阪市内，東京都内の幹線道路沿適の家屋及び居住  

者）で得られた，二酸化窒素，浮遊粒子状物質，さらに  

は有害化学物質濃度に基づいて，個人暴露濃度にかかわ  

る諸要因の解析を行った。幹線道路届辺における道路か  

らの距離による濃度減衰や屋内外濃度の寄与のほか，個  

人暴露濃度に及ぼす要因に関しても，季節変化，地域特  

性が見られることを明らかにした。  

〔発 表〕B－97  

法ではアプローチできない．生きている生体内臓器の代  

謝機能等を無俊襲的に解析する方法の開発を行うことを  

目的とする。生体内の臓器の機能を評価するための  

N九IR分光法，イメージング法の開発を行い，それを右日  

用して．各種化学物質fや．物理的環境要因が臓器の代謝  

機絶に及ぼす影響を明らかにすることをめぎす。  

〔内 容〕ラット脳機能のひとつの指標として脳内の水  

分子の拡散速度の測定と解析を行った。低強度の拡散強  

調を賦与した場合には拡散は単一成分で近似できたが，  

抑揚勾配強度をあげ高度の拡散強調をかけた場合には，  

水分子の拡散は2成分を示すようになった。前年度の研  

究で，水銀中毒ラットにおいてみられた変化はこの2成  

分のうち，速い拡散を示す成分の変化によると考えられ  

る。現在，この2成分の遠いが何に由来するか検討を  

行っている。  

〔発 表〕E－30，e－62－70，72  

研究課題8）環境保健指標の開発に関する研究  

〔担当者〕小野雅司・蕾川麻衣子・吉原裕一  

〔期 間〕平成10～14年度（1998～2002年度）  

〔目 的〕環境汚染による非特異的あるいほ遅発的な疾  

病の発生に関する監視が必要となり，今日新たな環境保  

健榊票の開発が要請されている。本研究では，利用可能  

な既存情報，各種の健根調査及び健康診断データ等を統  

合し，疫学研究のための環境保健指標の開発，疫学研究  

デザインの開発・検討を行い，地域性腑状況監視システ  

ム，環境汚染の健康影響評価法の開発を試みる。  

〔内 容〕国保レセプトデータの収集・解析，救急搬送  

データ（名古屋苗，大阪市），人口動態死亡統計につい  

て検討を行った。救急搬送データに関しては，気象変動  

と救急搬送音数の関連について検討を，死亡統計に関し  

ては，気温，湿度など日別気象データとの関連，大気汚  

染物質濃虐との関連，さらには，疏近大きな社会問題と  

なっているダイオキシン汚染との関連について，地理情  

報システム（GIS）を活用した解析を行った。  

〔発 表〕E－Z8  

研究課題 6）マウスにおける行動毒性試験法の確立に  

関する研究  

〔担当者〕梅津豊司  

〔期 間】平成9－12年度（1997～2000年度）  

〔目 的〕環境化学物質の生体影響の評価を行う上で［P  

枢神経系への影響を評価することは重要であるが，その  

ための方法論については現在のところ未整備の状況にあ  

る。本課題では，環境化学物質の中枢神経系への影響を  

個体レベルで軽俊襲的に評価するために，行動科学的手  

法の体系をマウスで確立することを目指す。  

〔内 容〕vogel法のマウスヘの適用を試みた。抗不  

安菜であるジアゼパムを用いて，この薬物の抗コンフリ  

クト作用を検出するための，マウスにおけるVogel法  

の各種実験条件について検討した。次いで，種々の向精  

神薬の作用を検討した。結果，その実験条件下では，ジ  

7ゼバムとベントパルビタールという，ヒトにおいて明  

確な抗1、安作用を党規する薬物のみが．マウスVogel  

法で抗コンフリクト作用を示すことが明らかとなった。  

〔発 表〕E－3，‘1，e14～16  

研究課題 9）ヒトのダイオキシン類暴露と子宮内膜症  

に関する疫学的研究  

（担当者〕宮原裕一  

〔期 間〕平成10～14年度（1998～2002年度）  

〔目 的〕動物実験の結果から．ダイオキシン頒がヒト  

研究課臨 7）大気汚染物質の個人暴露評価法に関する  

研究  

〔担当者〕小野稚司  

〔期 間〕平成8－10年度（1996－1998年度）  

〔目 的〕大気汚射二よる健康影響評価に不可欠な，地  
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近緑のサルに子宮内膜症を誘発することが明らかとなっ  

ている。また，近年子宮内膜症の患者の増加が示唆され  

てきている。そこで，ヒト子宮内膜症とダイオキシン類  

暴露との因果関係を明らかにすることを目的とした。  

〔内 容〕本年度は．共同実験者である東京大学医学部  

産婦人科より供与された，子宮内膜症患者の脂肪組織試  

料中のダイオキシン類含立を測定した。現在のところ，  

統計的な処理をするには症例がまだ少なく，両者の因果  

関係を明らかにするには至っていない。  

異なる5種＝煩のフリーラジカル誘起物質（パラコート．  

アセトアミノフェン，エタノール，シスプラチンおよび  

X線）をそれぞれ投与（全身照射）して，各物質による  

標的組織での毒性発現に及ぼすメタロチオネインの影響  

を検討した。その結果，メタロチオネイン遺伝子欠損マ  

ウスでは．パラコートによる肺毒性，アセトアミノ7エ  

ンヤエタノールによる肝毒性．シスプラチンによる腎毒  

性並びにX線による骨髄障害が野生型マウスに比べて  

著しく増強し，これらのフリーラジカル誘起物質の恩性  

毒性の発現に内因性メタロチオネインが防御的な役割を  

果たしていることが明らかとなった。一方，メタロチオ  

ネイン誘導剤である硫酸亜鉛をあらかじめ1日1回，2  

日間投与した野生型マウスでは，腎臓ヤ骨髄中のメタロ  

チオネイン濃度が有意に増加し，シスプラチンによる腎  

毒性およびX線による骨髄障害がともに軽減された。   

しかし，メタロチオネイン遺伝子欠損マウスでは，亜  

鉛前投与によってこれらの組織中メタロチオ看、インは誘  

導合成されず検出限界以下であり．野生型マウスのよう  

な軽減効果は認められなかった。従って，亜鉛の前校与  

が示すシスプラチンの腎毒性および放射線の骨髄障害の  

軽減効果は，あらかじめ腎臓や骨髄中で誘導合成された  

メタロチオネインによるものであることが示唆された。  

以上の結果より，メタロチオネインは生体内において酸  

化的ストレスに対する防御因子として重安な役割を果た  

していることが示唆された。  

〔発 表〕E15．e－26，28，31，32，36  

研究課題10）メタロチオネイン遺伝子欠損マウスを利  

用した酸化的ストレスに対するメタロチオ  

ネインの毒性学的役割に関する研究  

（奨励研究A）  

〔担当者〕佐藤雅彦  

〔期 間〕平成川年度（1998年度）  

【目 的〕紫外線や放射線をはじめ環境汚染物質の中に  

はフリーラジカルを産生することによって障害を引き起  

こす物質が数多〈存在し，酸化的ストレスが生体へ及ぼ  

す影響は極めて大きい。生体内で産生したフリーラジカ  

ルはスーパーオキシドデイスムターゼなどの酵素ヤグル  

タチオンなどによって除去されるが，最近，これらに加  

えて金属結合タンパク質として知られるメタロチオネイ  

ンがフリーラジカル除去効果を示すことが玩l府Ⅷの実  

験で報告されている。しかしながら，生体内での酸化的  

ストレスに対するメタロチオネインの役割については不  

明確な点が多い。ごく最近，遺伝子工学的手法（ジーン  

ダーゲッティング法）によりメタロチオネインの亜型で  

あるⅠ型およびⅢ型の発現を抑えたメタロチオネイン遺  

伝子欠損マウスが作製され，メタロチオネインの生理機  

能を解明するための実験モデルとして広く利用され始め  

ている。本研究では，このメタロチオネイン遺伝子欠損  

マウスを利用して，生体内での酸化的ストレスに対する  

メタロチオネインの防御効果を明確にすることを巨‖旨し  

た。  

〔内 容〕メタロチオネイン遺伝子欠損マウスおよびそ  

の正常（野生型）マウスはDr．A．Choo（オpストラリ  

ア，王立小児病院マードック研究所）より供与を受け．  

動物菟験施設内トランスジェニソク動物飼育室で繁殖・  

維持しており，両マウスともに生理的並びに行動面での  

異常は観察されない。このようなメタロチオネイン遺伝  

子欠撞マウスおよび野生型マウスに，毒性の標的組織が  

研究課題 川環境化学物質の行動毒性試験法の体系の  

確立に関する研究：特に環境化学物質の経  

世代的毒性の評価法の摸索（奨励研究A）  

〔担当者〕梅津豊司  

〔期 間〕平成10年度（1998年度）  

〔眉 的〕内分泌指乱物質による環境汚染とその健康影  

響は深刻な問題である。胎児はこのような化学物質に対  

して脆弱であり，母親が影響を受けないレベルでもその  

胎児は影響を受け得る。従って，内分泌撹乱物質の生体  

影響を評価する上で重要なことは，継世代的な悪影響を  

的確に検出することである。内分泌撹乱物質は中枢神経  

系へも影響を及ぼし得るが，その影響評価のために動物  

の行動は極めて有用な指標と成り得る。本課題では内分  

泌楕乱物質が中枢神経系に及ぼす継世代的な有害作用を  

検出するための行動指標を探索する。  
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〔内 容〕甲状腺ホルモン合成阻害薬であるプロピルチ  

オウラシル（PTU）を用いて，甲状腺ホルモンを柁乱し  

た場合の影響を検討した。妊娠15E＝］より離乳までの  

間，水道水あるいは5，25あるいは125ppmのPTU  

溶液を母親マウスに与え，その子供について検討した。  

いずれの濃度のPTUによっても産仔数，性比及び出生  

後の成長過程に大きな影響は認められなかった。記憶・  

学習能力を評価するために受動的回避反応とシャトル型  

射牛回避反応について検討した。受動的回避反応はいず  

れの群においても良く習得された。シャトル型条件回避  

反応の習得の成績はユ25ppnl群でむしろ良好であっ  

た。移所運動活性は水道水群に比べ，125ppm群は低く  

い値を示した。N～IDAアンタゴニストであるMK牒01  

の感受性を移所連動活性を指標にして検討した。生理的  

食塩水投与時と比較した場合，PTU125ppnl辞では  

MK－801による移所運動活性増加の比率は，水道水群よ  

りも著しく大きかった。  

〔発 蓑〕E－3，4，e14～16  
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填関連気体，エアロゾル等の大気微量成分の物質循環  

は，気候変動，地球環境にとって重要な要素である。  

〔内 容〕温室効果気体であり，かつ，オゾンおよびオ  

ゾン破壊関連気体である亜酸化豊泉 メタン，水蒸気等  

の長寿命の大気微量成分につき．主に極域成層圏を対象  

として，人工衛星，地上観測等によって得られたデータ  

を解析し，また，全球気象データを解析し，これらの物  

質循環の様相を明らかにしうるデータ質をそれらのデー  

タが備えているかどうかの検討を行った。  

〔発 表〕F－4．7．9，12，14，17，f13，17．23，24  

2．2．6 大気圏環境部  

研究課題1）光イオン化質量分析法によるクラスター  

分子及びフリーラジカルの研究  

〔担当者〕鷺洲申明  

〔期 間〕昭和60年度～平成10年度（1985－1998年度）  

ほ 的）光イオン化質量分析法はフリーラジカルの直  

接検出や，クラスターの分子内イオン反応の研究に適し  

ている。本研究は光イオン化質量分析法を用いて，大気  

中の光化学反応かかわりの深いフリーラジカル反応の速  

度・機構の研究を行う。  

【内 容〕光イオン化質量分析計の検出感度を従来の常  

識の100倍に向上することに成功した。そのために，フ  

リーラジカル反応研究に新しい展開が可能となった。本  

年度はNOrソースの一つであるアンモニアの酸化反応  

や大気中の硫黄化合物の代表であるH2Sの酸化反応速  

たと反応機構に関する研究を行った。  

〔発 表〕ト52～54，卜109，112  

研究課題 4）熱帯積雲対流活動の地球規模効果につい  

ての基礎的研究  

〔担当者〕高薮 緑  

〔期 間〕平成7～11年度（1995－1999年度）  

〔目 的〕熱帯域積雲姉充満動は，エネルギー・水の輸  

送過程を介して地球規模の大気循環及び放射過程に影響  

を及ぼす。本研究では，個々には小スケールである積雲  

対流活劇と，グローバルスケールの現象とが，いかなる  

械構で結合するかを解明することを目的とする。  

〔内 容〕熱帯降雨観測衛星（TR旺症巨塔戦陣雨レー  

ダーデータを処理し，熱帯域全域における降雨特性の解  

析を行うことができるようになった。初期解析の結見  

陸域においては，大規模の擾乱の通過には比較的影響さ  

れない対流性の日変化降雨が卓越するのに射し，海洋上  

では，対流性降雨と層状性降雨が組織化された，数千  

knl・数日～数十日のスケールの大規模降雨システムに  

伴う降水が圧倒的に多いことが示された。  

〔発 表〕F－28．卜48，51〝53，55  

研究課題 5）低気圧性渦におけるラグランジュ的流体  

運動の数値的研究  

〔担当者〕菅m誠治  

〔期 間〕平成8－11年度（1996～1999年度）  

〔目 的〕対流圏中緯度における大気塊の南北運動を調  

べると．多くの南北運動は数日以下の短い時間スケール  

を持つ単振動的運動であり，より長い時間スケ【ルで見  

て実質的な南北物質輸送が活発に起きるのは限られた経  

度苛であり，かつその位置は大陸性気団の位置と強い関  

係があることがわかっている。本研究では，低気圧のラ  

イフサイクルおよび大陸性気団と活発な経度帯との関イ系  

を調べることを目的とする。  

研究議題 2）極渦の変動に関する基礎的研究  

〔担当者〕中根英昭  

〔期 間）平成10～14年圧（1998～2002年庶）  

【目 的）モントリオール議定書とその改訂を中心とし  

た国際的な取り決めに基づく協力によって，フロン等か  

ら放出される塩素の成層圏濃度は2000年頃をど－クと  

して徐々に減少することが見込まれるに至った。成層圏  

オゾン層が成層圏塩葉濃度に追随して回復するか否かを  

決完する大きな安国の一つに極渦の強度がある。この数  

十年間の極渦の変動を解明することが本研究の目的であ  

る。  

〔内 容〕NCEP等の三次元気象デp夕などから，極渦  

の強度を記述する手法を開発し，極渦の強度がこの数十  

年間に系統的に変化するか，どのような年々変動が見ら  

れるかについて検討する。本年度は．NCEP再解析デー  

タから渦位を計算するとともに，年ごとの極渦の特徴を  

抽出する手法の開発を開始した。  

〔発 表〕f－62．67  

研究課題 3）大気中における物質輸送・循環の研究  

〔担当者〕神沢 博  

〔期 間〕平成10－19年度（1998～2007年度）  

〔目 的〕地球大気中における物質の輸送および物質循  

環の研究を行う。温室効果気帆 オゾンおよびオゾン破  
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度で数値積分し，モデル大気中の大規模場に見られる2  

次元乱流的な構造について解析を行った。得られた結果  

を水平2次元の球面非発散モデルによる結果と比較し，  

両者の差異について考察を加えた。  

〔発 表〕卜7  

〔内 容〕中緯度域での高低気圧周辺でのトレーサー輸  

送を調べた。日本域冬季の南北輸送と東西輸送の関係に  

ついて調べたところ，冬型の気圧配置が強い時期は実質  

的南北輸送が強いが東西軸謎は弱い。一方移動性高低気  

圧が活発な時期には東西輸送が強いが南北輸送が弱い。  

英際のトレーサー輸送はこの東西南北の両者の輸送を交  

互にせけているイメージで起きていることがわかった。  

〔発 表〕F17  

研究課題 8）エアロゾルの気候影響評価に関する研究  

〔担当者〕日暮明子  

〔期 間〕平成10～14年度（1998～2002年）  

〔目 的〕エアロゾルの気候影響の重要性が認識されは  

じめてきている。しかし，その気候影響評価に十分な全  

球でのエアロゾル特性は明らかになっていないのが実状  

である。本研究では，衛星データを利用し，全球でのエ  

アロゾル光学特性の把握を行うとともに．得られた結果  

からエアロゾルの気候影響評価を試みる。  

〔内 容〕衛星搭載放射計の可視・近赤外データによる  

エアロゾルの光学的厚さと粒径分布指標の推定アルゴリ  

ズムを，NOAA／AVIIRRセンサーに適用し，1989年か  

ら1993年までの期間の全球解析を行った。光学的厚  

さ，粒径分布指数ともに全株規模でピナツポ火山起源エ  

アロゾルの影響を強く受け，その影響はおよそ2年にお  

よんでいた。しかし，対流圏エアロゾルに関しては，セ  

ンサ】劣化の影響がみられ，センサーの検定定数の検討  

の必要性が示された。  

〔発 表〕F－42～44，f－90～95  

研究課題 6）陸面大気開の水循環的相互作用の研究  

〔担当者〕江守正多  

〔期 間〕平成9～12年度（1997～2000年度）  

〔目 的〕陸上の降水がどのような条件により規定され  

ているかを明らかにすることは，気候変動における降水  

量干潮などと密接に関連しており重要である。この間題  

には，陸面の状態が降水により変化し．逆に降水過程が  

陸而の状態に依存するという相互作用が重安な役割を果  

たしでいると考えられる。本研究では，陸上の乾湿の状  

態と降水過程との相互作用が陸上の降水最をいかに規定  

しているかを解明することを目的とする。  

〔内 容〕様々な空間スケールと複雑さを持つ大気陸面  

システムの数値モデルせ用いた実験を行い，土壌水分量  

とその空間分布が陸上の降水過程に及ほす影響，降水過  

程による土壌水分の変軌 およびその結果として形成さ  

れる相互作用について解析した。これに伴い．陛面の乾  

湿の状態を適切に表現しうる陸面過程の数値モデルの構  

築，大気モデルによる降水過程の再現性の検証とモデル  

の改良などを行った。  

〔発 表）F－2．3，f7”11  

研究課題 9）反応性大気微量成分の動態に係わる生  

成・変換過程の研究  

〔担当者〕酒巻史郎  

〔期 間〕平成5－11年度（1993～1999年度）  

〔目 的〕対流圏大気中に存在する様々な微量成分のう  

ちで炭化水素や窒素髄化物は，太陽光の作剛二よって一  

連の光化学反応を引き起こし，対流閻オゾンや酸性蘭牒  

困物質の生成に密接に関係する。本研究ではこれら反応  

性気体である炭化水素や窒素酸化物の動態解明の基礎的  

知見を得るために，これらの大気中での分布を調査L，  

その生成・変換過程について検討する。  

〔内 容〕バックグランド地域での炭化水素や窒素酌化  

物の測定を行い．それらの濃度分布とその変動について  

の基礎的知見を蓄積した。また，それらの濃度変動げ嘱  

閣を解明するために，大気の動態や発生源地域との関係  

について検討した。  

研究課題 7）大気・海洋の大規模運動の乱流的性質に  

関する研究  

〔担当者〕野沢 徹  

〔期 間〕平成10～13年度（1998－2001年度）  

〔目 的〕大気・海洋の大規模運動は本来3次元空間内  

の運動であるが，地球が自転していることと流体が安完  

成層していることにより，近似的に水平2次元の乱流運  

動とみなすことができる。本研究では，大気・海洋の大  

規模運動が本質的に持つ2次元乱流的な特徴を調べ，そ  

れらが気候システムにおいて果たしている役割について  

解明する。  

〔内 容〕全球3次元の大気大循環モデルを様々な解像  
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〔発 表〕f－26－28  研究課題12）静止軌道衛星を利用したレーザー長光路  

大気微量分子監視システムのための狭帯域  

赤外波長可変レーザーの基礎的研究  

〔担当者〕杉本伸夫  

f期 間）平成8～ユ0年度 り996－ユ998年度）  

〔目 的〕人工衛星に搭載した分光計と地上から発射す  

るレーザー光を用いた長光路吸収法による大気観測シス  

テムは，対流圏の種々の大気微量分子の観測に有効であ  

る。本研究では，このシステムを実現するた捌二必要と  

なる分光手法と狭帯域赤外波長可変レーザー手法につい  

て理論的および実験的検討を行う。  

〔内 容〕計測システムの実現のための課題を明確にす  

るため，分光計測手法と必要なレーザーの仕様，技術的  

な可能性，達成される測完感度等の性能，科学的な要求  

について評価した。技術的な検討の結果，新しい赤外波  

長光源として半導体レーザーの一種である量子カスケー  

ドレーザーの利用の可能性が最も注目されることがわ  

かった。  

〔発 表）f－32  

研究課題10）FT旧を用いたラジカルの反応機構に関  

する研究  

（担当者〕猪俣 敏  

〔期 間〕平成10～12年度（1998～2000年度）  

【且 的）大気中においてラジカルは極めて反応性が高  

いために様々な反応に関与しており．このラジカル反応  

の機構を明らかにすることは，大気中での様々な現象を  

理解するうえで必要となる。本研究においては、光化学  

チャンバーを用い，検出にFTIRを用いてラジカル反応  

の機構を解明することを目的とする。  

〔内 容〕炭化水素／NOノ空気十んレ系において温度  

変化がオゾン生成にもたらす彫響に注目した。炭化水素  

としてプロピレン，トルエン，α一ピネンを用い，温度  

を30℃，70℃と変化させたところ．三者で顕著な遠い  

が見られた。温度が上昇するにしたがって．オゾン生成  

の速度が速くなる点は共通であったが，生成するオゾン  

の最大濃度はプロピレンではほぼ変化しないのに対し  

て，トルエンでは温度が上昇すると減少し，α－ピネン  

では増加する傾向があることがわかった。  

〔発 表〕F50，f1，2，110，111  

研究課題13）ミ一散乱レーザーレーダーによるエアロ  

ゾルおよび空の観測iこ関する研究  

〔担当者〕松井一郎  

〔期 間〕平成10”12年度（1998－2000年度）  

〔目 的〕大気中エアロゾルの放射特性および雲の生成  

にかかわる二次的な効果に関する情報を得るためのレー  

ザーレーダー（ライダー）観測手法および解析手法につ  

いて研究する。  

〔内 容〕小型レーザーレーダ∵によるつくばにおける  

長期連続観測データを用いてエアロゾルの分布と雲の分  

布の関連について考察した。また．小型レーザーレー  

ダーに偏光解消度測定チャンネルを増設し，偏光解消度  

も連続して観測できるよう改良した。多波長ライダーネ  

フェロメーターによって．雲底付近の雲粒の径を遠隔計  

測する手法について，シミュレーション計算を行い有効  

であることを示した。  

〔発 表〕卜39．4り03，106  

研究課題14）レーザー長光路吸収法によるフロン12  

の測定に関する研究  

〔担当者〕古閑信彦  

〔期 間〕平成川年度 り998年度）  

研究課題11）レーザー分光法や質量分析法による大気  

化学に関わるラジカル反応の研究  

〔担当者）古林 仁  

〔期 間〕平成6－10年度（1994－1998年度）  

柑 的〕大気中で起こる様々な化学反応においては，  

種々のラジカル化学種が反応機構・速度を支配している  

場合が多い。本研究では，酸素原子十フッ素置換エチレ  

ン反応系等で見出されたレーザー誘起蛍光スペクトルの  

発光種帰属に関する問題（CH2CFOか．あるいはFCO  

か）に決着をつけることを目的とした。  

〔内 容〕酸素原子＋フッ素置操エチレン反応系と同じ  

レーザー誘起蛍光スペクトルを与えるCH3CFOの光分  

解を利用し，重水素化したCD3CFOを用いてスペクト  

ルの測定を行った。その結果，スペクトルにH／D同位  

体シフトが明瞭に観測されたこと，基準振動数に対する  

H／D同位体効果が理論計算から予想される程度のもの  

であったことから，発光稜がCH2CFO／CD2CFOである  

と結論できた。  

〔発 表〕F－47，f－iO9，i12  
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〔目 的〕地上の屋外の光路を用いたフロン12の長光  

路吸収測定について実験的研究を行い，測定感度を制限  

する雑音特性などを明らかにする。  

〔内 容〕炭酸ガスレーザーを光源として，約8km離  

れた地上のタワーに設置したレトロリフレクターを用い  

てフロン12の長光路吸収測定実験を行った。サンプル  

セルを用いてフロン12の有効差分吸収断面積を求め，  

信号の変動から測定限界を評価した。この結鼠 3分間  

の測定で10pptの測定感度を得た。また，長光路吸収  

法全般に共通するレーザービームの揺らぎや大気揺らぎ  

などの誤差要因を明らかにした。  

〔発 表〕ト37  

その効果を調べた。その結果，界面活性剤は雲粒の濃度  

や大きさに顕著な影響を及ぼさないことがわかり，ラ  

ウール効果が室生成過程においてあまり重要でないこと  

が裏付けられた。  

〔発 表〕f－6．99  

研究課題17）モニタリングステーションにおける大気  

中のメタンと亜酸化窒素の連泰売観測  

〔担当者〕遠嶋喪徳  

〔期 間〕平成9－10年度（1997～1998年度）  

〔目 的〕落石岬および波照間島にあるモニタリングス  

テーションにおいて，温室効果気体であるメタンおよび  

亜酸化窒素の大気中濃度の長期連続観測を行う。得られ  

た結果から，それらの大気中濃度の増加率や季節変動の  

様子を明らかにする。  

〔内 容〕波照間・落石におけるメタン濃度の1996年  

から1998年の間の平均増加率はそれぞれ年間5ppbと  

4ppbであった。一九波照間の亜酸化窒素の平均増加  

率は同じ期間で年間0．66ppbであった。メタンの季節  

変動成分の振帽は波照間の方が落石に比べて大きかっ  

た。これは，波照間に流入する大気が冬季には大陸から  

夏季には太平洋からと明瞭に分かれることで説明でき  

る。N20の変動には明瞭な季節変動が認められない。  

〔発 表〕f－56，58  

研究課題15）大気中における微小粒子分散系の生成，  

時間発展および沈着に関する研究  

〔担当者〕福山 力  

〔期 間〕平成9－14年度（1997－2002年度）  

〔目 的〕微量大気成分から気相一凝縮相転移によりエ  

アロゾル粒子や微小水滴が生成し，粒子一気体および粒  

子一粒子相互作用を経て沈着により除去される過程を調  

べ，多相系としての大気の物理・化学的特性を明らかに  

する。  

〔内 容）探さ430mの立坑内に人工蒜を発生させ，坑  

頂に連なる横坑に高分子吸水材の械似葉を付けた模型樹  

木をおいて微小水滴沈着速度を測定したところ，約5  

cnl／sという値が得られた。この値は重力沈降速度より  

はるかに大きく，微小水滴沈着は慣性衝突によって支配  

されることが裏付けられた。  

【発 表）ト45，卜5，96，100  

研究課題18）大気中の温室効果気体に関する基礎的研究  

〔担当者〕高橋善幸  

〔期 間〕平成8～10年度（1996－1998年度）  

〔目 的〕大気中に存在する温室効果気体の挙動を知る  

ためには，その発生源あるいは吸収源が何処にどのくら  

いの大きさで存在しているのかという点を十分に把握す  

る必要がある。本研究では，二酸化炭素とメタンの高精  

度な分析方法を確立し，その同位体分析を行うための手  

法を確立することを目的とする。  

〔内 容〕前年度作成した，大気二酸化炭素精製装置を  

用い，英際に大気試料から二酸化炭素を抽出・精製し安  

定同位体比の分析を行った。その結果，各場所での大気  

中の二酸化炭素の安完同位体比に明瞭な季節変動が観察  

された。また，季節変動の振幅が，各場所によって異な  

ることが観察された。  

研究課題16）多相雲化学過程に関する基礎的研究  

〔担当者〕内山政弘  

〔期 間〕平成9－14年度（1997－2002年度）  

〔目 的〕雲の物理・化学特性および過程は大気中の  

様々な過程と深くかかわっている。例えば酸性物質の沈  

着，大気中の成分の酸化過程，大気放射過程などであ  

る。票と大気中の他の成分（エアロゾルヤガス）との相  

互作用を定量的に把握すること目的とする。  

【内 容〕深度430mの立坑において上昇気流により人  

工雲を発生させ，坑底で凝結核を添加して書生成の変化  

を観測した。本年度はとくに凝結核に界面活性剤を混入  

することにより微小水滴の表面張力を実質的に0として  
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研究課題19）地域気候モデルにおける土壌水分量の推  

定とその降水シミュレーションヘのインパ  

クト（奨励研究A）  

〔担当者〕江守正多  

〔期 間】平成10年度（1998年度）  

〔目 的】気候モデリングにおいて土壌水分をいかに取  

【）扱い，いかに結果を検証するかは困難な問題である。  

Bou山er et al，（1993）はシミュレーション中で土壌  

水分量を人為的に調節することにより地表付近の温度，  

湿度から土壌水分量を推定する方法を提案した。本研究  

では．上記の方法で土壌水分量を推定し，この推定値を  

用いて地域気候モデルにおける土壌水分が束アジア域の  

降水のシミュレーションに与えるインパクトを調べる。  

〔内 容〕地表気温と湿度の土壌水分量への感度を見積  

もり，地表気温と湿度のバイアスから土壌水分量を調節  

する簡便な実験式を作った。土壌水分の調節により，地  

表気温のバイアスは±2K程度以内に．相対湿度のバイ  

アスは±10％程度以内に押えることができた。推定され  

た土壌水分分布を用いた場合と，土壌を全体に湿潤，乾  

燥にした場合とで地域気候モデル計算を行い，降水量分  

布を比較した。その結果，平野部での対流性の降水に土  

壌水分が重要であること，気候的に乾燥地帯になってい  

るところでは土壌を湿潤にしても降水は増加しにくいこ  

とが示された。  

〔発 表〕F－2，3，卜9－11  

〔期 間〕平成10年度（1998年度）  

〔目 的〕人為起源物質の増加に伴う気候変動を高い信  

頼性で予測するためには，予測に用いる気候モデルの信  

頼性を向上させる必要がある。モデルに含まれる物理過  

程のなかでも，降水過程は気候変動を支配する最も重要  

な物理過程の一つである。降水過程に伴う潜熱の解放・  

吸収は，大気の熱力学的な構造を支配するだけでなく，  

大気中に波動を励起することによi），大気大循環の駆動  

源にも成り得る。本研究では．気候モデルにおける降水  

過程を担う積雲パラメタリゼーションの検証および改良  

を行い，モデルによる気候変動予測の信頼性を向上させ  

ることを目的とする。  

【内 容）大気大循環モデルに導入されているArakawa－  

Schubertの積雲パラメタリゼーションの診断テストを  

行い，モデルによる予測と客観解析データ・観測データ  

とを比較・検討した結果，モデルによる降水量が過大評  

価となっている領域では，実際には対流圏中・上層にお  

ける水蒸気量が少ないことがわかった。このような領域  

では，積雲が周囲の空気を取り込む効果（エントレイン  

メント）がよく働き，背の高い積雲対流は発達しにくい  

ことが予想されるため，対流圏中・上層の平均的な相対  

湿度に応じて積雲中の質量フラックスを調整するように  

変更を加えた。修正後の積雲パラメタリゼーションを導  

入した大気大循環モデルを用いて気候再現実験を行い，  

積雲パラメタリゼーションの改良に伴って再現された気  

候がどのように変化するかを調べた結果，特に夏季の東  

アジア域における降水量分布が改善されることがわかっ  

た。  

〔発 表〕f－69  

研究課題 20）積雲パラメタリゼーションの改良が気候  

モデルに与える効果に関する研究  

（奨励研究A）  

〔担当者〕野沢 徹  
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2．2．7 水土壌圏環境部  

研究課題1）環境汚濁物質の水土壌環境中における挙  

動に関する基礎的研究  

〔担当者〕内山裕夫・冨岡典子・徐 開欽・越川 海  

〔期 間〕平成9－13年度（1997～2001年度）  

〔目 的）水土壌環境中において環境汚染物質の挙動お  

よび生態影響を明らかにするために，これらの生成およ  

び分解にかかわる生物を検索し，また汚染物質の代謝・  

変換還等を計測・予測することを目的とする。本年度の  

研究では，有機物汚染土填の土着微生物による自然削ヒ  

能の評価手法として炭素安定同位体比を利用した手法の  

検討を行った。  

〔内 容〕潮汐を再現した海浜シミュレータ（砂4．5kg  

含）を構築し．砂に付着した天然有機物分解に伴うCO2  

の発生速度およびその同位体比（∂13c）を20日にわ  

たって毎日測定した（対照系）。さらに有機汚染物質と  

してC重油10gを加えた系において同様な測定を行っ  

た（抽濁系）。CO2発生逮夜は両系でほとんど差がな  

く，本実験条件においてはCO2発生速度から油分解速  

度を評価するのは困難であった。一方∂13c値はCO2発  

生源の同位体比に影響を貴けて両系で有意に異なり，同  

位体の保存関係から油分解速度の評価が可能であること  

が示された。  

ある瀾沼川流域と，局所的には保全されつつも，流域を  

通じた形で人間活動の影響が徐々に現れてきている釧路  

湿原を含む釧路川流域を対象に開発した水環境管理モデ  

ルの適利生の検証のための現地観測を個沼川・釧路川両  

流域で行った。  

研究課題 3）衛星リモートセンシング，地上実測及び  

地理情報による蒸発等の水文・環境解析に  

関する研究  

〔担当者〕宇都宮陽二期・藤沼康実り  

（＊1地球環境研究センター）  

〔期 間〕平成10－12年度（1998～2000年度）  

〔巨 的〕水文・熱環境解析システムの構築のため，地  

表温度と植被の関係解明，画像と地理情報とのリンクに  

関する研究を実施する。さらに，地理情報を分析し空間  

概念や地球観の変遷の解明を試みる。  

〔内 容〕衛星情報と地上英側．地理情報のリンクによ  

る環境・防災関連情報ベースとGIS構築に関する鑑果  

を報告した。自然環境基礎調査，国土数値情報に海陸境  

界城における自然・人文に係る災害情報を加え，GISの  

利活用法を検討した。また，実験圃場における微気象観  

測を継続するとともに，内外特に西欧の歴史的な地理空  

間情報を調査した。  

〔発 表〕g25  

研究課題 2）流域水環境管理モデルに関する研究  

〔担当者〕村上正吾・井上隆信・林 誠二・牧 秀明  

〔期 間〕平成8－15年度（1996～2003年度）  

〔目 的〕河川流域の持続的発展のためには治水・利水  

に加えて生態系を含む水環境の管理・保全が必須条件と  

なるが，これらはトレードオフの関係にあり，その最適  

解を求めることは容易ではない。本研究では，流域全  

軋 上流から下流への水と物質の輸送過程の物理・化学  

的モデル化を進め、治水・利水・水環境の質と量にかか  

わる個々の物理化学的機構の解明を行っている。次に，  

これらの個々の機構が全系として影響を与える水界生態  

系，陸上生態系を含む形で，流域の水環境の理解を進  

め，水・物質・エネルギーの効率的な配分と生態系横能  

の適切な管理を可能にする流域環境手法の開発を目的と  

Lている。  

〔内 容〕日本の場合，河道沖積他に人間の生産社会活  

動が集中し，特に底平地における水の輸送現象の理解が  

重安である。本年度は開発が進行する低平な農業地帯で  

研究課題 4）衛星，地上実測及び地理情報による東ア  

ジア地士引こおける水文等の環境解析に関す  

る研究  

〔担当者〕宇都宮陽二朗・藤沼麻美＊l  

（り地球環境研究センター）  

〔期 間〕平成8－10年度（1996～1998年度）  

〔目 的）中国東北部を中心とした東アジア地域の衛  

星、地上観測及び地理空間情報による熱及び水文環境の  

広域解析を行う。  

〔内 容〕中国東北部を中心とした熱及び水文解析のた  

め，NOAA等の衛星情報，地上におけるモニタリング  

及び地理空間情報により研究を進めるため，中国側研究  

者と情報交換を継続した。  
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研究課題 5）土壌中における無機汚染物質の挙動に関  

する研究  

〔担当者〕高松武次郎・越川昌美  

〔期 間〕平成8－12年度（1996－2000年度）  

〔目 的〕酸性降下物に含まれるイオウは陸水域の酸性  

化の原因となる。しかし，イオウは環境中で生物の働き  

や化学反応によって容易に形態変化し，プロトンの放出  

ヤ固定を伴うので，負荷されたイオウの影響く酸性化の  

程度）は，その形態変化過程に依存する。中でも，硫酸  

還元や有機化の過程が重要である。ここでは，底泥中に  

おけるイオウの有機化反応を明らかにすることを目的と  

した。  

〔内 容〕琵琶湖で底泥コアを採取し，表層と下層から  

腐植酸とフルポ酸を抽出して，含有イオウの形態を分析  

した。イオウは表層より下層の有機物に多く含まれ，特  

に，下層のフルボ醍でのエステル硫酸の富化が特徴的で  

あった。また，S／C比も明らかに下層で増大した。下層  

の有機物中では，∂34s値の低下が見られなかったの  

で，硫酸還元よりはむしろ，生物遺骸の分解に由来する  

イオウ化合物が下層の有機桝二眼り込まれたと考えられ  

る。  

〔目 的）酸性降下物による土壌の酸性化が問題となっ  

ている。土壌中の重金属の多くは不活性の形態で存在し  

ているが，土壌が酸性化すると可溶化し土壌微生物や植  

物に影響を及ぼすことが予想される。本研究は，土壌の  

酸性化が土壌中の各種重金属の形態変化に及ぼす影響を  

明らかにし，さらにそれらの重金属の形態変化が土壌微  

生物や植物に及ほす影響を明らかにすることを鋸勺とし  

ている。  

〔内 容〕汚泥を連用し．汚泥由来の重金属が蓄積した  

火山灰土壌に，硫酸アンモニウム（硫安）を連用して，  

土壌pHを低下させた。この土壌と硫安無添カロの対照土  

壌にコマツナを栽培し，その元素組成を比較した。その  

結果，硫安連用土壌ではコマツナの根の鋼濃度が対照に  

比べて約2倍と高く，茎葉部の亜宴㌫農度も対照の約2倍  

であった。また，マンガン濃度も対照に比べてやや高  

かったが，逆にリン濃度は裸部でやや低かった。  

研究課題 8）地盤と地下水の環境に関する物理・化学  

的研究  

〔担当者〕陶野郁雄・土井妙子・稲葉一校  

〔期 間〕平成9－11年度（1997”1999年度）  

〔日 的〕地盤と地下水に関する環境問題について，物  

理的・化学的な手法を囲いてその実悪を把握し，それを  

解明することを目的として研究を行うものである。  

〔内 容〕（1）新潟県上越市や六日町に設置した新た  

に開発した観測装置を用いて経常的な観測を続け，デー  

タの蓄積をはかった。また，六日町に設置した観測井の  

井戸の中に細い鉄管を挿入し，この管頭の抜け上がり量  

とアラミド繊維による地層の収縮量の変化との整合性を  

比較検討した。その結果，1日ごとの変位量は高い相関  

性を示しており，長期的にも計測機器の測先誤差範囲内  

に常に収まっていた。このようなことなどからアラミド  

繊維を用いた地層の収縮豊潤定方法の有効性を実証する  

ことができた。（2）非破壊ガンマ線計測による210pb  

年代別走法を用いて，ロシアのバイかレ湖湖底堆積物の  

堆積速度を実甘した。  

〔発 表〕G－31，36，g－3ト39  

研究課題 6）土壌中における微生物の挙動に関する研究  

〔担当者〕向井 菅  

〔期 間〕平成8－12年度（1996～2000年度）  

〔員 約〕前年度においては，土壌をオートクレープ処  

理すると少なからぬ量のCOが発生し，その発生量は  

オートクレープ処理回数を多くすると増大することを明  

らかにした。そこで，このCO発生源を探ることを目的  

として，土壌のCO発生量と数種の土壌有轢成分含量と  

の関係を調べた。  

〔内 容〕土壌の全炭素含量，水溶性全有機物量，水沼  

性ヘキソース量を測定し，これらの量とCO発生量との  

関係を調べた。その結果，オートクレープ処理を1回及  

び3匝卜施した場合にも，CO発生量と上記の有機成分含  

量，とくに水溶性全有機物量との間に極めて高い相関関  

係が認められた。  

〔発 表】g43  

研究課題 9）降水・大気中の天然放射性核種の挙動に  

関する研究  

〔担当者〕土井妙子  

〔期 間〕平成8－10年度（1996－1998年度）   

研究課題 7）土壌の酸性化が土壌生態系に及ぼす影響  

〔担当者〕服部浩之  

〔期 間〕平成8－10年度（1996－1998年度）  



〔目 的〕地表土壌と大気中に存在する地殻起源天然放  

射性核種の2】npbと主に成層圏を起源とする宇宙線生成  

接性の7Beの降水・降下物及び大気中濃度から，これら  

の核種の挙動を明らかにして，環境汚染物質の輸送・拡  

散のメカニズムの解明を行う。  

〔内 容〕平成9年度に引き続き中国大陸の気団が日本  

へ及ぼす影響を知るために，中国大陸の北京でエアロゾ  

ル試料中の210pb濃度のレベルと濃度変動パターンを観  

測した。濃度レベルは0．7～3、7mBq／m3で．つくば市の  

観測値0．48n－Bq／m3より高く，中国大陸内陸部（烏魯  

木斉・蘭州・包頭）のレベルに近く，変動パターンも大  

陸内陛部の変動パターンと類似していたが，中国大陸内  

陸部と異なり春季の濃度増大が観測された。このため北  

京はソウルと同様に本邦と中国大陸内陸部の両方の特徴  

を持っていると考えられる。   

また，ソウルにおける2】Opb濃度の一時的な上昇が  

1991年12月と1992年1月に観測された。この濃度の  

上昇は．同時期のつくば市での観測と類似しており．  

フィリピンのビナツボ火山の1991年の噴火に起因した  

成層圏内が10pbとこの噴火で成層陸＝二送り込まれたエ  

アロゾルの降下によるものと推定された。  

研究課題11）水環境中における界面活性剤の挙動の解  

明とその共存汚染化学物質の挙動や毒性に  

及ぼす影響の研究  

〔担当者〕稲葉一穂∵矢木修身＊］  

（＊1地域環境研究グループ）  

〔期 間〕平成10－14年度（1998－2002年度）  

〔目 的〕合成洗剤による水環境汚染は，排出量が大量  

であること，分解により環境ホルモン物質が生成するこ  

と，さらには水に不溶の物質を可溶化してその挙動を変  

化させることなど様々な問題を含んでいる。このような  

諸問題点を検討するために，合成洗剤の主成分である界  

面活剤の挙動を支配する吸着性や移動性，微生物分解性  

などを測定するとともに，水中及び底泥中の界面活性剤  

が共存化学物質の挙動にどのような影響を与えるかを検  

討する。  

〔内 容〕都市河川の汚染に及ぼす生活系排水の影響を  

検討するために埼玉県草加市付近の綾瀬川においてアル  

キルベンゼンスルホン酸（LAS）をプロープとして調  

査・解析を行った．その結果，今回の調査地械では夏季  

以外ではLASを生活排水のブロープとして使用でき，  

河川水中に占める生活排水の水量や生活排水由来の化学  

物質の挙動の解析にも利用できることが明らかになっ  

た。  

〔発 表〕G－10，g－2  

研究課題10）浅海域における熟および物質の輸送機構  

に関する研究  

〔担当者〕竹下俊二・木幡邦男  

〔期 間〕平成8－10年度（1996～1998年度）  

〔員 的〕東京湾奥の海底に存在する堆積物は物質の分  

子および乱流拡散に基づ〈浴出のほかに，運動量（移  

流）の乱流拡散に基づく表層への輸送がある。この高濃  

度の有機汚濁物質を含む低層の貧酸素水塊が熱と風に  

よって表層に上昇するメカニズムを数値シュミレーショ  

ン，室内実験および現地観測によって検討，明らかにす  

る。  

〔内 容〕風速・風温 水温・塩分成層強さを初期・境  

界条件として，SOLA法を用いて上昇流を規定する鉛直  

2次元流れの数値計算を行った。結果は水温より低い凪  

が連吹すると，表層に生成した冷水塊が下降し，鉛直混  

合を繰り返しながら水温・塩分躍層の位置を低下させ温  

度・塩分成層を破壊するため，水温以下の碓岸風の下で  

は底層の貧酸素水塊は粒子状汚濁物質を同伴しながら上  

昇することを示し．実験及び現場観測結果を十分に一致  

した。  

研究課題12）水環境における微生物の多様性解析手法  

開発に関する基礎的研究（奨励研究A）  

〔担当者〕冨岡典子  

〔期 間〕平成10年度（1998年度）  

〔目 的〕近年海洋，湖沼，河川等の水環境は水資源と  

しての重要性のほかに．地球生態系の重要な要素とし  

て．その生態系の解明に多くの興味が持たれている。し  

かしながら．原核微生物の形態は多様性に乏しく．環境  

による変動も大きいことから，その群集の構造解析はこ  

れまで困難であった。近年，PCR法等の分子生物学的  

手法が，微生物群集を解析する手法としても応用されつ  

つある。そこで本研究では，これら新しい手法を用いた  

水環境における微生物の多様性解析手法の開発を試み  

る。  

〔内 容〕採水後水冷保存し，孔径3／Jmのフィルター  

によってろ過した霞ケ浦湖水20～30mJから，礼径0．2  

〃mのフィルターを用いて，微生物菌体を回収し，菌体  
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地域の実態を把握するためには地下水を揚水している帯  

水層（砂礫層）のすぐ下に存在する雉透水層（粘性土  

層）までの地盤・地下水の情報を得る必要がある。しか  

も，地盤沈下の将来予測ヤ対策をはかるためには，1回  

限りの調査ではなく，長期間経緯して情報を得る必要が  

ある。そこで，地盤沈下地域の地盤・地下水情報を得る  

ことを目的として調査研究を行うものである。  

〔内 容〕ポーリング調査を行って，地盤沈下地域の地  

盤構成および地下水の実態を把握する。なお，ポーリン  

グ調査は隔年に行っている。前年度は行わなかったの  

で，本年度は佐賀県の有明海に隣接した白石町遠ノ江に  

おいて深度125mまでポーリング調査を行った。その結  

果，深度3．7nlまでがクリークを埋め立てた土，16．2m  

までが有明粘土層，19，9mまでが蓮地層下部．21．75m  

までが三田川層，27．93mまでが阿蘇－4，50．23mまで  

が中原層，それ以深が川副層と思われる。  

からDNAを摘托した。得られたDNA試料に含まれる  

真正細閉の16S rRNA遺伝子を，PCRを用いて増幅，  

クローニング．シークエンシングを行い，試料中に存在  

した微生物の多根性の解析を試みた。その結果，湖水中  

の微生物相は海水中の微生物相とは異なり，土壌細菌近  

柁の微生物が多く含まれ，浅い湖の生態系が流人土壌等  

の影響を一受けていることが示唆された。  

研究課題13）地盤沈下地域の地盤調査  

（特別経常研究）  

〔担当者〕陶野郁雄  

（期 間〕平成5～12年度（1993～2000年度）  

〔目 的〕地下水を揚水すると，おおかれすくなかれ地  

盤は収縮する。ある地域内で，複数の井戸で地下水を揚  

水すると，地盤沈下を生じたところがある程度の面積に  

達し．地盤沈下地域が形成される。このような地盤沈下  
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2．2．8 生物圏環境部  

研究課題1）富栄養湖沼における藻類毒の挙動に関す  

る研究  

〔担当者〕渡遵 信・広木幹也・彼谷邦光り・  

佐野友香＊1・稲森悠平＊2  

（＊1化学環境弧  

＊2地域環境研究グルー70）  

〔期 間〕平成7～11年度（1995－1999年度）  

〔内 容〕本研究は，有毒藻類及びそれが産生する毒素  

の同産を行うとともに，環境水中に最も高濃度に存在す  

る毒手ミクロシスチンの自然界での挙動を有毒操頬の分  

角孝・捕食過程を踏まえて明らかにすることを目的とする。  

本年度は有毒アオコの代表的な種であるMicれ）草∫ri5を  

捕食する無色のベン毛藻類であるAt血ぐOm川α52種と  

C肌油旬仰3種の毒性の強さが異なる〟血桝押頂に対  

する曙好性を調べた結取 Cβ肋dic伊0叩ゆdγぶgtJαm10払わ川l  

のみに嗜好性が確認されなかったが，他の桂はすべて毒  

性の弱い腑血町血沌よく摂取することが判明した。  

毒性の強い〟血叫匹厄が優占する要因のひとつとして  

捕食者の時好性が関与していることが示唆された。  

（発 表〕H21，28，31，34，38，h－33．34，37，39，43  

研究課題 3）緊急に保護を必要とする車軸藻類の分布  

と培養の研究  

〔担当者〕渡蓮 信・野原精一  

〔期 間〕平成6～11年度（1994－1999年度）  

〔内 容〕本研究は，車軸藻類の現段階での分布を明ら  

かにし，過去のデータと比較して車軸藻類の客観的な現  

状を明らかにするとともに，維滅の危機に瀕する車軸藻  

類を分離培蕃し，培養下での保全を行うことを目的とす  

る。本年度まで40湖沼での調査を完了し，そのうち28  

湖沼で車軸藻類は消滅し，残りの12湖沼でもわずか1  

－3種類の車軸藻類が確認されただけであった。また，  

絶滅危倶種に指完されているキメフラスコモ（〃如上Jα  

g和Ciヱβ柑5）の培養に成功し，その栄養体及び卵胞子の形  

態を詳細に観察した。その結果，本種はⅣノ加悦血と  

は形態的に全く異なった種であることが判明し，本種を  

凡ルγr〟Jd Subsp．8γ膵柑fαJ盲ざとする見解が否完され  

た。  

〔発 表〕H－20．22，h－41，44  

研究課題 4）植物の生理生態轢能の画像診断法に関す  

る研究  

〔担当者〕大政謙次・戸部和夫  

〔期 間〕平成7－11年度（1995－1999年度）  

〔日 的〕植物の生理生態機能（光合成，蒸散，含有成  

分，生物季節等）を非破壊で画像計測し，診断する手法  

の開発を行う。さらに，開発した手法を用いて，植物の  

生長過程や環境変化に対する影響を調べる。  

〔内 容〕前年度までに開発した三次元カラー光学顕徴  

綻を改良し，植物葉のCO2交換速度と蒸散速度を計測  

すると同時に棄面の気孔開度を計潮することの可能な装  

置の開発を行った。さらに，この装置を用いて，通常の  

生育条件下にある植物の東面の気孔開度の日周変化を画  

保として取り込んで解析するとともに．気孔開度の変化  

に伴うCO2交換速度ヤ蒸散速度等の経時変化を追跡し  

た。  

〔発 表〕H－3，8－10，18，h－5～8，10  

研究課題 2）微生物の多様性に関する研究  

〔担当者〕渡通 信・広木幹也・河地正伸  

〔期 間〕平成6－11年度（1994－1999年度）  

【内 容〕本研究ほ，微細諏頬及び土壌微生物における  

種レベル及び遺伝子レベルでの多様性を明らかにする手  

法を開発するとともに，その長期的保存法を確立するこ  

とを目的とする。本年度は16S rRNA塩基配列情報の  

頬似性から同社と考えられた淡水産浮遊性シアノバクテ  

リア胴元和り血厄の形態種5種について，全ゲノムDNA  

のホモロジーをDNADNA交雑試験から求めた結果，  

同様の基準とされている70％以上の値を得た。この結  

果から，形態種5種は分類学的に同種であることを結論  

づけることができた。また，23S－16S rRNAITSの塩  

基配列情報の解析の結果区分された3つの遺伝的グルー  

プは種内変異であることがわかった。  

〔発 表〕H－21，23～30，32，33，35－37，39，40，  

h－31～33．35～40，42，43  

研究課題 5）中国の半乾燥地掛こ生育する植物の生理  

生態機能に関する研究  

〔担当者〕大政謙次・戸部和夫  

〔期 間〕平成7－11年度（1995－1999年度）  

〔目 的〕中国の半乾燥地域に生育している植物の生命  
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日光・湯の湖の夜深事業が1996年に終了した。ところ  

が漢深によっていかに損なわれ再び回復し，元の水革帯  

に生態系が回摸するかという夜深の生態系影響の事後評  

価が十分ではない。また．尾蘭沼に1980年代に繁茂し  

た帰化植物コカナダモが，近年忽然と大部分の純群落が  

消え．移行帯の砂漠化が見いだされた。そこで，撹乱さ  

れた湖沼移行帯に今後シヤジクモ等がいかに回復し，元  

の生態系に複元するかモニターを行い，シヤジクモ等の  

回復に必要な条件を見いだすことを目的とする。  

〔内 容〕環境変動の著しく，シヤジクモ類の残存して  

いる尾瀬沼で水草帯の回復を明らかにする研究を行っ  

た。以下のような項目について調査を実施した。（1）  

尾瀬沼での水草帯の回復調査（2）安定同位体を用いた  

移行帯の底泥環境の解明（3）移行帯の種の分布拡大過  

程及び生物多様性の把握（4）全国主要湖沼の水草帯の  

現況調査  

〔発 表〕H20，h－25，30  

維持機構や砂漠化による植生の破填を回復させるための  

基礎的知見を得るために，植物実験施設を用いて，これ  

らの植物の性子発芽や耐乾性，耐塩性などの生理生態機  

能を明らかにする。また，現地で採取した植物の系統保  

存や実験植物化の技術についても検討する。  

（内 容〕土壌の塩性化した地域への植物の適応機構を  

調べるため，中国の乾燥地域の非塩性地域に生育する  

肋わり，J川♪βr5血†ルと塩性および非塩性地域の双方に生  

育する〃．α〃川10dβ乃d仰1の塩に対する適応性を比較し  

た。その結果，400mh′ⅠのNaClを含む水耕液で約3カ  

月間栽培した且♪gγ∫血刑および〃．αm肌Odg71（血71の  

生存率は，それぞれ11％および82％であり，〃．α刀牛  

ナ拘Od川血相は〟J椚扇川側に比べ高い塩適応性を示すこ  

とがわかった。  

〔発 表〕Ii－19，h－23  

研究課題 6）高山域に分布する植物の環境適応性に関  

する研究  

〔担当者〕名取俊樹  

〔期 間〕平成7～11年度（1995－1999年度）  

〔目 的〕前年度までの結果から，富士山ではおおよそ  

2，500m以上に分布が限られているオンタデは，国立環  

境研究所の実験ほ場（海抜おおよそ20m）では，フェ  

ノロジーが多少変化して生育できることがわかった。そ  

こで．生育場所によるオンタデの7ユノロジーの変化を  

さらに確かめるため，小浅間山（長野県）に生育するオ  

ンタデのフユノロジーを調べた。  

（内 容〕小浅間山（長野県）の1，630m付近に生育す  

るオンタデについて．6月から9月まで月1回の割合で  

野外調査を行い，生育の様子を調べた。その結果，5月  

初旬に成長を開始し．7月には葉数の増加及び伸長成長  

が停止して，生殖成長期に入り，すでに結実期をむかえ  

ていた。この結果は富士山で既に得られている結果とほ  

ほ同様な結果であり，小浅間山と富士山との間で明確な  

フユノロジーの差が認められなかった。  

〔発 表〕h－24  

研究課題 8）環境指標生物としてのホタルの現況とそ  

の保全に関する研究  

〔担当者〕宮下 衛  

〔期 間〕平成8－11年度（1996－1999年度）  

〔目 的〕豊かな自然環境，うるおいのある自然環境の  

指標として親しまれているホタルおよぴホタルを含めた  

絶滅のおそれのある生物の生息する自然環境の保全と再  

生について調査研究することを目的とする。  

〔内 容〕ゲンジボタルの生息する渓流環境の保全を書  

的として行われている砂防流路工工事の影響調査を行っ  

た。第1期工事については，すでに汚染された下流域で  

あることから底生動物および藻矧二村する影響としては  

認められなかった。なお，上流側の第2期工事区間に，  

絶滅危惧種の藻類カワッルモおよび水生昆虫カタツムリ  

トビケラの生息が確認されたことから，生息環境を保全  

するための工法等についての検討が必要である。  

研究課題 9）河川底生生物群集に及ぼす化学物質の影響  

〔担当者〕多田 満  

〔期 間〕平成9～10年度（1997～1998年度）  

〔目 的〕河川は多種多様な化学物質で汚染されている  

が，それらの環境中での動態や生態系影響に関する知見  

は限られた範囲にとどまっている。これまでの研究から  

化学物質は致死濃度以下のレベルでも生物相互作用系を  

研究課題 7）撹乱された移行帯生態系の修復過程に関  

する研究  

〔担当者〕野原精一・矢部 徹・佐竹 潔・上野隆平  

〔期 間〕平成9－10年度（1997－1998年度）  

〔目 的〕人為的栄養塩負荷の解消のために行われた奥  
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〔期 間〕平成10～13年度（1998～2001年度）  

〔目 的】河川生物群集の主要な構成種であるカゲロ  

ウ．カワゲラ，トビケラなどの底生動物については，種  

名が決定されていなかったり．その生息環境との関係が  

十分に耶明されていない場合が多い。このような状況  

は，種々の影響評価をあいまいなものにし，よF）高度な  

実験的解析を困難にしている。そこで，本研究では底生  

動斗如こ関する基礎的な知見を蓄積・整理することを目的  

としている。  

〔内 容〕本年度は，底生動物の調査が行き届いてない  

島換地域の河川において調査を行った。伊豆諸島の伊豆  

大島・三宅島では安定した地表流がほとんど観察され  

ず，わずかに見られる底生動物相も貧弱なものであっ  

た。一方，八丈島では島の南都や東部の河川で，オナシ  

カワゲラ．コカクツツトビケラなどのトビケラ類．プ  

ユ・ユスリカなどの双剋臥 ミズムシを採集することが  

できたが．カゲロウ類を採集することができず，その生  

物相の特殊性が明らかになった。  

柁乱し，生態系に予測し難い間接的影響を及ほすことが  

明らかになってきた。本研究ではこれまでのデータに基  

づき化学物質による底生生物群集の挙動を統合的な解析  

手法により明らかにする。  

〔内 容〕流水性のカゲロウ類幼虫を実験水路に保持し  

て，カーバメイト系殺虫剤，7ェノブカルプの個体群レ  

ベルでの羽化に対する生態影響を調べた。羽化個体数  

は，エルモンヒラタカゲロウの対照区で，始めの30日  

で緩やかな増加を示し，60日呂にはほほすべての個体  

が三月イヒした。また，煎終的な死亡率も3％程度であっ  

た。1～2ノ“g／～の低濃度では，始めの20日目までは羽  

化敬が増加するが．その後は羽化が抑制された。  

【発 表〕H」3，14，h－ユ9，20  

研究課題10）湖沼沿岸帯に生息する底生生物の生息環  

境に関する研究  

〔担当者〕上野隆平・高村典子＊1  

（＊1地域環境研究グループ）  

〔鶴 間）平成7－11年度（1995年佐一1999年反）  

〔目 的〕水草常などの湖沼沿岸帯の保全のためには，  

怪聞関係などの生物学的な環境構造を把握することが不  

可欠である。しかし，無脊椎動物など小型の生物，特に  

底生生物の生態については不明な部分が多い。本研究で  

は，湖沼沿岸帯の底生生物の生息環境の基礎的なデータ  

を蓄積することを目的とする。  

〔内 容〕本研究所内の実験他の底生動物について食性  

を調査した結果．優占桂である7タバカゲロウヤー部の  

ユスリカはデトリタス食看であり，各生息場所に豊富な  

藻類またはデトリタスを利用でき，餌選択性が低いこと  

が確認された。   

貧栄養湖である十和田湖のユスリカ相を明らかにし  

た。水探23mまでのZカ所の沿岸帯で採集されたもの  

については桂数と水深との関係ははっきりしなかった  

が，より遠浅の地点の方が種致が多かった。また，別に  

調査された水深5－40mまでの4地点でのデータで  

は，5nlでの9種から40mでの2種まで水探の増加に  

伴って種数は減少した。  

〔発 表〕h－3  

研究課題12）浅水域に生育する大型植物の個体群動態  

評価手法に関する研究  

〔担当者〕矢部 徹  

〔期 間〕平成9－12年度（1997～2000年度）  

〔目 的〕埋め立て，護岸工事や油の流出事故は浅水域  

の生物相に重大な影響を及ぼす。生物影響をバイオマス  

など量的指標をもちいて評価する際に，それら量的指標  

は通常期においても変動が大きく非定常的なため，工事  

や事故の影響によるものかどうかが識別しにくい。本研  

究では潮間帯や干潟をはじめ浅水域の大型植物のさまざ  

まな個体群動態から定常的な量的指標の抽出や非定常的  

変動の把握などを行う。  

【内 容】岩礁潮間帯，泥干潟，礁原砂干潟，汽水湖な  

ど多様な立地において個体群を成立させている海草類の  

形態特性 バイオマスや分布の変動を追跡した。東京湾  

内の木更津盤洲干潟と富津干潟上にひろがるコアマモ藻  

場では黄身長，莱鞘長，剰昌，乗数などの形態特性に個  

体群間差がみられた。－・方航空写真を利用Lてパッチ個  

体群のサイズ分布を分析した結果，両者には大きな差は  

みられなかった。コアマモの形態の差は干潟における覆  

砂や養貝といった人為的撹乱に大きく影響されており，  

覆砂区では特に節開成長が卓越していた。これらの結  

果，コアマモは漁業やレクリエーションにワイズユース  

研究課題11）河Jtlに生息する底生動物の分類及び生態  

に関する基礎的研究  

【担当者〕佐竹 潔  
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されている都市域の干潟に適応的な特性をもつ種である  

ことが示唆された。  

〔発 表〕h－29  

体群の環境変動に対する適応と維持に関する遺伝的メカ  

ニズムを理解するための重安な知見となるとともに，植  

物の環境保全への利用においても有益な情報となる。こ  

のように，突然変異体を用いた研究は環境研究の面から  

も注目される。本研究における課題は．複雑な環境スト  

レス耐性機構の解明を試みるために，多くの種類の突然  

変異体を選抜することと，突然変異体の解析を進めるこ  

とである。  

〔内 容〕シロイヌナズナの野生系統に突然変異を起こ  

す処理を行った植物（9万5千個体の連中性千綿照射系  

統，8万5千個体のメタンスルホン酸エチル処理系統及  

び延べ1万7千系統のT－DNAタギング系統）を選抜に  

用いた。オゾン暴露（0．2ppnl），低温処理（5℃），強  

光照射（生育時の6倍の光強度）などのストレス処理を  

行い，野生系統に比べて耐性が変化した植物を選抜した  

結果，19系統のオゾンに弱い突然変異体，11系統の低  

温に弱い突然変異体が得られた。また，強光に弱い突然  

変異体の候補も得られている。環境ストレスに弱い突然  

変異体は，環境ストレス耐性のために働いている遺伝子  

に欠陥があるものと考えられる。次に，選抜した突然変  

異体の一部について，様々なストレス（オゾン，二酸化  

イオウ，紫外線B，低温，強光など）に対する耐性を調  

べた。オゾン耐性が増加した突然変異体がひとつあった  

が，他の16系統は，環境ストレスに弱くなったもので  

ある。この中には，複数のストレスに弱くなったものが  

7系統含まれている。このことは，遺伝子の中には複数  

の環境ストレスに対する耐性のために働いているものが  

あることを示唆しており，一見無関係に見える様々な環  

境ストレスに一部共通の耐性機構が存在すると考えられ  

る。また，ある環境ストレスヘの耐性のために働いてい  

る遺伝子は複数あることが示唆された。最後に，オゾン  

に弱い突然変異体のうち4系統について，オゾンに対す  

る防御に働いていると考えられているアスコルビン酸の  

含量を測定した。その結果，その中のひとつのアスコル  

ビン離合量のみが野生型の植物に比べて有意に低く，ア  

スコルビン酸含量の低下がオゾンに弱い原因である可能  

性が示唆された。他の3系統がオゾンに弱いのは別の要  

因によると考えられる。以上のように，植物の環境スト  

レス耐性にかかわる突然変異体の選抜と解析により，環  

境ストレス耐性機構に関する情報が得られた。  

〔発 表〕h－14，16  

研究課題13）植物の環境ストレス耐性に関与する遺伝  

子の探索と横能解析  

〔担当者〕佐治 光・久保明弘・青野光子  

〔期 間〕平成10～14年度（1998～2002年度）  

〔目 的〕植物は環境保全に必須であり，大気汚染や紫  

外線などのストレス安田が植物に及ぼす影響やそれらに  

対する植物の耐性機構を明らかにすることは，基礎・応  

用の両面において重安である。特に環境ストレス耐性機  

構については植物の様々な遺伝子が関与していると考え  

られるため，それらの遺伝子の同定と機能の解明を巨け旨  

す。  

〔内 容〕シロイヌナズナを用いた分子遺伝学的解析を  

行うための基礎情報を得るために，外国及び我が国由来  

のシロイヌナズナの野生系統について，オゾン感合性を  

調べた。その結果，外国由来の系統では，Col，RLD，  

Sf－2のオゾン感受性が低く，Cvi，Ler，Wsなどのオ  

ゾン感受性が高いことがわかった。また，我が国由来の  

系統では，NGが低感受性で，AK∴町oto－1が高感受  

性であることがわかった。  

〔発 表〕h－14，16  

研究課題14）植物の環境ストレス耐性機構解明のため  

のシロイヌナズナ突然変異体の選抜と解析  

（奨励研究A）  

〔担当者〕青野光子・久保明弘  

〔期 間〕平成10年度（1998年度）  

〔目 的〕突然変異体とは，遺伝子の変異によって通常  

とは異なる性質を示す個体であり，従来から遺伝学の研  

究に用いられてきた。近年，植物の突然変異体から変異  

を受けた遺伝子を単柾する技術が急速に発展してきてお  

り，注目されている。植物の環境ストレス耐性にかかわ  

る突然変異体を選抜し，解析することによって，以下の  

ようなことが期待される。（1）環境ストレス耐性にか  

かわる未知の有用な遺伝子右単離することができる。特  

に，発現量が非常た少ないが重要な機能を有する遺伝子  

の単離が可能になる。（2）突然変異体の生理的・遺伝  

的および分子生物学的解析により，植物の環境ストレス  

耐性機構に関する情事帥ミ得られる。これは，植物の桂個  
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の撮影留意点が明らかになった。以上の条件を満たす日  

中干潮時に低空撮影を行った。根影画像は幾何補正およ  

び色調補正を施したのち画像解析と目視判読による詳細  

処理を行った。識別されたパッチ状個体群の構成種と形  

状特性や面構および周囲長を計算した。   

大潮干潮時には現地調査を行い画像判読結果との整合  

性を高めた。植物ベントスのうち海草コアマモについて  

は現地でサンプリングを行い．形態の特徴を示す項目と  

して棄身長・葉鞘長・葉鞘幅・乗数を測荒した。   

その結果，盤洲干潟の俸占桂はコアマも 7オサ，オ  

ゴノリであり，富津干潟ではアマモ，コアマモ．オゴノ  

リ，アオサであった。各種とも面積20m2以下の小型の  

パッチ状個体群が90％以上を占めていた。地下茎によ  

る栄養繁殖を盛んに行う海草コアマモは500m2以上の  

大型パッチを多く形成していた。特定区域では中規模個  

体群が欠指している事例が見られた。これは耕運などア  

サリ漁場整備事業による定期的撹乱の影響であることが  

推測された。   

地域間の差は葉身長に検出され，盤洲干潟のコアマモ  

は富津干潟のものよりも長かった。富津干潟は波浪が強  

いため老化した葉身先端の脱落が促進されたものと推測  

された。葉鞘長にほ地域内差が検出され，とくにアサリ  

漁場整備の覆砂処理区において棄鞘が著しく伸長してい  

た。   

本研究の結果，海草・海藻の侵入定着を観測および予  

測するに埠航空写真を用いたパッチサイズ解析が有効  

であること，海草コアマモは漁業やレクリエーションに  

ワイズユースされている都市域内湾の干掛こおける人間  

活動とそれに伴う撹乱に適応的な特性をもつ種であるこ  

とが示唆された。  

研究課題15）海草藻場におけるパッチ状個体群の地理  

的配置とサイズに関する研究  

し奨励研究A）  

〔担当者）矢部 徹  

〔期 間〕平成10年度（1998年度）  

〔目 的〕干潟等砂泥性潮間帯に生育する海草コアマモ  

や海藻オゴノリといった植物ベントスの群集は藻場と総  

称され，干潟の単調な構造に空間的多様性を与えてい  

る。また，藻場内部の波浪低下効果や隠れ場効果により  

椎魚および′ト型生物の住み場所になる。藻場のセデイメ  

ントトラップ効果に植物ベントス自身の枯死物も加わり  

有機物の安定供給も行う。これらの特徴は藻場内の生物  

多様性を高めるだけでな〈藻場外の漁場育成効果も持つ  

ため，藻場造成の事業化も進められている。その一方で  

大量に播種しても侵入先が確定できないこと，侵人後も  

定着するとは限らず維持管理にコストがかかることが問  

題視されている。   

本研究では，広域の藻場内におけるパッチ状個体群の  

サイズ解析や形状特性および一定期間を経たパッチ状個  

体群の変化の解析を通じて，植物ベントス各種の侵入走  

者過程の特徴を検出することを主目的とする。隣接する  

藻場臥 藻場内のパッチ状個体群間，パッチ内の個体間  

でみられるサイズ特性の変化についても言及する。  

〔内 容〕東京内湾に残存する2つの干潟，千葉県′ト盤  

洲干潟と富津干潟に点在する比較的健全な海草藻場を調  

査対象とした。過去に撮影された該当地域の垂直航空写  

真に関する撮影情報と推定潮位から植物ベントスのパッ  

チ状個体群の判読が可能な写真解像度を検討した。その  

結果，縮尺は1／5000～1／6000程度である必要があるこ  

と，日中干出期（3－9月）は太陽高度も高くハレー  

ションを起こしやすいこと，夏以降は雲も多いことなと  
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2．2．9 地球環境研究センター  

研究課題1）温室効果気体の高度分布観測の技術開発  

〔担当者〕井上 元  

〔期 間〕平成10－t5年度（1998－2003年度）  

〔目 的〕温室効果気体を始め大気微量成分の放出・吸  

収の多〈は地表面でおこるが，それが大気中を輸送され  

たものが大気観測で把握される。大きな発生／吸収源の  

ある陸域では大きな高度分布変化があり，それには地表  

面プロセスと輸送プロセスが反映されている。高度分布  

を測完するシステムは，観測のプラットフォーム，計測  

装嵐 データの収集と解析から成り立つ。観測のプラッ  

トフォームと計測装置とは密接な関連があり，軽量・少  

エネルギーのセンサーは気球などで上空に運べるが，大  

型の装置は航空機や衛星などにしか搭載できない。ま  

た，観測の範囲・頻度も重要なパラメータである。様々  

な方法を比較検討し温室効果気体の観測に最適な方法を  

探る。  

〔内 容〕プラソトフォームとしてGPS制御模型飛行  

機案，気球ゾンデ案，成層圏飛行船などからのドロップ  

ゾンデ案を検討し，また，′」、型のセンサーが必要な精度  

を持ちうるか，そのためにはどのようなシステムである  

必要があるかなどを検討した。   

GPS制御模型飛行機としては，グライダー型が軽量  

で飛行性能が高いが横風に弱く着地に問題がある。ハン  

グライダー型は飛行性能は劣るが安定性があり，飛行船  

などからの回収型ドロップゾンデとしても使用できる。  

着地はネットで受けとめる案が有力である。飛行船は夙  

に弱くサイズも大き〈なる欠点があるものの，凪がない  

ときには着陸時の危険性が少なく，取り扱いに熟練を要  

しないプラットフォームである。これらの特徴を勘案し  

て目的に最適なものを選ぶことになる。  

率の良い処理手法について研究する。  

〔内 容）本年度は，赤外チャンネルから気体濃度分布  

を導出する際の誤差要因の調査として，気温・気圧にお  

ける誤差の影響の調凰 標嘩大気モデルの影響の調査，  

使用案子データによる結果の差異の検討を行った。ま  

た，衛星センサーILASのデータ処理7ルゴリズムにお  

ける誤差要因として，収束残差に基づく誤差のほか．に，  

気温の誤差，初期値高度分布データやエアロゾルスペク  

トルパターンの近似に基づく誤差などの研究を行った。  

そのほか，lLASの美観測スペクトルとデータ処理上の  

理論計算スペクトルとの差の安国について検討を継続し  

た。  

〔発 表〕i19，2ト26  

研究課題 3）衛星観測データによる大気微丑成分の気  

候値データベースに関する研究  

〔担当者〕横田達也・笹野泰弘＊1・中島英彰＊l  

杉田考史＊1・中根英昭＊2・神沢 博＊2・  

松本幸雄＊3  

（＊1地球環境研究グループ．  

■2大気圏環境部，  

＊3地域環境研究グループ）  

〔期 間〕平成9－13年夜（1997〝2001年度）  

〔目 的〕地球規模のすゾン層等の大気環境を把握する  

ために，人工衛星により大気微量成分の高度分布が測定  

されている。これらのデータを集約した「気候値データ  

ベース」の情報は，大気パラメータの時間的・空間的変  

動の特徴の把握に関する研究や，データ解析手法の妥当  

性の検討に有用である。本研究では．国内外の衛星セン  

サーによる英側データを中心に，統計的手法等を利用し  

て．気候値データベースの作成と利用方法に関する研究  

を行う。  

〔内 容〕本年度は，米国UARS衛星に搭載されてい  

るIIALOE，CLAES及びMLSセンサーの最新バp  

ジョンの観測データを入手し，これまで作成した気候値  

データベースの改訂を行った。また．改訂後のデータを  

利用した場合のADEOS衛星搭載センサpILASのデー  

タ処理結果の変化量について検討を行った。さらに，  

lLASのデータ処理結果（Ver．3，47）における同様の気  

候値データとその極渦内外別の気候値データの作成を行  

い，基本統計量（平札標準偏差，順序統計量）間の関  

係を調査した。  

研究課題 2）地球大気成分の衛星観測データ処理アル  

ゴリズムに関する研究  

〔担当者〕横田達也  

〔期 間〕平成7－11年度（1995～1999年度）  

〔目 的〕地球環境における大気内の成分変動を把握す  

るために，人工衛星によって観測されたデータから，必  

袈な情報を精度良く抽出するための計算アルゴリズムを  

研究開発する。従来のアルゴリズムには，高速な簡便計  

算法を用いるものや大量の厳密計算を行うものがあー）．  

本研究ではそれらを比較検討して，要求精度を満たす効  

－52－   



〔発 表〕i－20  環境反応性を実験的に解析し，環境指標としての有用性  

について検討する。  

〔内 容〕奥日光森林地域の倒木コドラート上の植生遷  

移を継続的に調査するとともに，これまで調査記録して  

きた同地域のフロラについて，データベース化を行っ  

た。植物命名規約で認められた有効な種名（ラテン名）  

を基本として．各分類群（門・綱・目・科・属等）や和  

名，生育基物等をデータベースとしてまとめた。また，  

これまで調査実験等で得られた生理活性や生長データに  

関しても，データベース化を進めた。  

〔発 表〕卜11  

研究課題 4）温帯林野生植物の環境反応性に関する研究  

〔担当者〕清水英幸  

〔期 間〕平成7～11年度（1995－1999年度）  

〔目 的〕地球環境変動等の自然生態系への影響が懸念  

されているが，蘇苔類等の体制の単純な植物は種々の環  

境要因の影響を受けヤすく，環境影響評価の植物指標と  

して有用である。本研究では，奥日光地域を主な対象地  

域とし，野生植物の生理活性や生長など生理生態的特性  

と環境要因との関係を調査解析する。また，野生植物の  
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2．3 環境研究総合推進費による研究（地球環境研究）  

2．3．1オゾン層の破壊に関する研究  

〔担当者〕  

地球環境研究グループ：今村隆史・秋吉英治・笹野泰弘・  

鈴木 睦・中島英彰  

化 学 環 境 部：横内陽子・久米 博・柴田康行  

環 境 健 康 部：遠山千春・藤巻秀和・野原君子・  

青木廉展・佐藤雅彦・小野雅司・  

本田 靖  

大気圏環境部：鷺田仲明・中根英昭・神沢 博・  

菅田誠治・猪俣 敏・古林 仁・  

杉本伸夫・松井一郎  

生 物 圏 環境部：佐治 光・久保明弘・青野光子  

地域環境研究グループ：森田昌敏・中嶋信美・松本幸雄  

地球環境研究センター：横田達也  

科学技術特別研究員：長浜智生  

客員研究員 34名，共同研究員 7名  

F線ほ研究代表者を示す  

〔目 的〕北半球中高緯度においては，1980年代後半  

からオゾン減少傾向が顕著になってきた。特に，1995  

年，1996年，1997年の冬季一春季に，北極極洞内での  

オゾン層破壊が大きく進むなど，最近極域から中緯度に  

かけてのオゾン層破壊が深刻化している。フロンを主と  

するオゾン層破壊物質の成層圏大気中濃度は今世紀中に  

ピークを迎え，健ゃかな減少に向かうとされているが，  

臭化メチル等の最近その影響がクローズアップされてき  

たオゾン層破頓物質に関しては，その動態，対策ともに  

不明な点が多く，研究が急務である。さらに，極城成層  

圏の寒冷化傾向が続〈ならば，オゾン層破壊の回復が遅  

れる可能性があり，観測に基づいてオゾン層破壊の動向  

と憐情を解明するこ とが求められている。1996年に打  

ち上げられた国産の地球観測衛星「みどり（ADEOS）」  

は1997年6月30日に停止したが，1997年春季の大規  

模なオゾン層破壊について1LAS等により詳細な観測  

データが得られた。これらの衛星データを活用するとと  

もに，地上からの遠隔計机 気球観測を組み合わせた総  

合的な観測により，オゾン層破壊の機構を解明しモデル  

化する研究を進めること及びこのように深刻化したオゾン  

層破壊が人の健康や生物・生態に及ほす影響．その事桟の  

影響等に関する研究を進めることが本研究の目的である。  

〔内 容〕  

（1）衛星データ等を活用したオゾン層破壊機構の解明  

とモデル化に関する研究  

ILASデータ等を用いたオゾン層破壊における極渦変  

動の影響の解明，東シベリア及び日本における地上から  

の観測による極渦が中緯度のオゾン層変動に及ぼす影響  

の解明，統計的手法によるオゾン層変動の力学的・化学  

的要因の関連性の解明，化学一枚射一力学結合モデルに  

よる極渦の物理・化学過程の解明，オゾン層破壊にとっ  

て重要な塩素分子・ラジカルの不均一反応機構の解明，  

中層大気における力学・光化学結合過程の解明を行う。  

（2）臭化メチル等の環境中挙動の把握と削減・代替技  

術の開発に関する研究   

臭化メチルの環境中挙動を把握するための，その起源  

と大気中の分布・反応の研究，放射性炭素同位体比測定  

による臭化メチルの起源の研究，臭化メチル及び代替物  

質の人への暴露実態と影響の評価に関する研究を行う。  

（3）衛星利用大気遠隔計測データの利用実証に関する  

研究   

大陽掩蔽法大気センサーによるオゾン層破壊関連物質  

及び温暖化関連物質などの測定データ処理手法に関する  

研究を行う。また，衛星ライダーの観測計画や計測デー  

タ処理手法に関する研究も行う。  

（4）紫外線の増加が人の健厳に及ほす影響に関する疫  

学的視点を中心とした研究   

ライフスタイルを考慮した標的部位における紫外線有  

効暴露量評価手法の開発，白内障の実態把握ならびに白  

内障発症と紫外線暴露との関連性，人の紫外線暴露に対  

する退伝的感受性決定安臥 発がん物質への複合暴露に  

よる発がん過程に及ほす修飾因子に関する研究を行う。  

（5）紫外線増加が生態系に及ぼす影響に関する研究   

紫外線増加が野生植物に与える影響の評価に関する研  

究を行う。  

【成 果〕  

（1）衛星データ等を活用したオゾン層破壊機構の解明   

及びモデル化に関する研究  

極洞内のオゾン及びオゾン層破墳関連物質の変動を明  

らかにするために，南極昭和基地で地上からのオゾンゾ  
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ンデ観測を行うとともに，1LASによって得られたデータ  

の解析を行った。ILASを中心とするこれらのデータの解  

析から，1996／1997年の冬／春の北極城のオゾン破壊速度  

の高度分布・時間変化を求めることに成功した。また脱窒  

（diniLrification）が重要であることを確認した。第三回欧  

州オゾン集中観測（THESEO）の一環として，東シペ1）ア  

のヤクーツク及び北海道母子里でオゾンゾンデ閣渕を継続  

した。また，極渦の変動が極域オゾン層破壊に大きな影響  

を及ほし，さらに中緯度に影響を及ぼすため，極渦の変動  

特性の変化を摘出する手法，オゾン変動への影響を把握す  

る手法を開発した。さらに，過去と現在の衛星観測データ  

に見られる統計情報量の比較検討，衛星に基づくオゾンや  

一酸化塩素の年々変動の解明，温度場による極域成層圏区  

も（PSC）の出現確率の衛星データ間の比較を行った。   

化学輸送モデルに関しては，CCSR／NIES大気大循環  

モデルにPSC上での不均一反応系を組み込み，南極オ  

ゾンホールの再現を再現したClO∫系を組・み込み，この  

モデルとNCEP客観解析データを同化した。同時に．  

極域成層圏雲上の不均一反応を含んだトラジェクトリー  

ボックスモデルを三次元ラグランジュモデルに発展させ  

た。濡れ壁反応管を用いて，アセトンの硫酸溶液への取  

り込み過程について調べた結果，取り込みは可逆的溶解  

過程であり，最近示唆されているような不均一反応の重  

安性に関しては，その寄与は′トさいことを見いだした。  

また，レーザーレーダーから得た気温鉛直分布から鉛直  

方向の波動構造の特性を明らかにした。  

〔発 表）A－2，3，20－23，F5～11，3ト45，a一ト3，  

41～49，f1～3，60～68  

呆があることが報告されているプロパルジルブロマイド  

に関して，光化学チャンパーを用いて大気寿命及び光化  

学反応生成物の測定を行った。その結果，MTICは光分  

解が主な消失過程であり．主生成物としてSO2を生成  

することがわかった。一方プロパルジルブロマイドに関  

してはOHラジカルやハロゲン原子の反応が主な消失源  

であることがわかった。   

加速器質量分析法による微量試料測売手法の検討を，固  

体イオン源及びガスイオン源それぞれについて継続し，測  

定手法の比較検討を行った。前年度製作した捕集装置の運  

転経験に基づき，可搬式の小型捕集装置を作製し，海外を  

含む現場での臭化メチルの捕集，精製作業を進めた。  

〔発 表〕D－9，10，39，42，F51～54，a－4，5，d－10，  

43－46，r－109－112  

（3）衛星利用大気遠隔計測データの利用実証に関する  

研究   

オゾン層の監視・研究のための環境庁センサーILAS  

の後継機であるILAS－［は．成層圏オゾン層観測はも  

とより．温暖化関連物質分布の導出の可能性が指摘され  

ており，その手法の開発を行うことが重要である。さら  

に，ll．AS一口後継機では本格的に温暖化関連物賀の測定  

を目指すことから，その測定並びにデータ処理手法の確  

立を早急に行う必要がある。このことから，本研究で  

は，太陽掩蔽法大気センサーによる温暖化関連物質など  

の測定データ処理手法を，シミュレーション等に基づい  

て確立することを目的とする。   

また，宇宙開発事業団は，雲・エアロゾルの全球観測  

のためのライダー技術実証衛星を2000年代初頭に打ち  

上げる。衛星ライダーデータから雲の分布やエアロゾル  

の分布等の地球物理量を摘出する手法，気候モデルヘ導  

入するための手法等を確立することが重要かつ緊急の課  

題となっている。そのため．この研究では，計測データ  

から地球物理量（雲エアロゾルの分布情報）への変換，  

雲の光学的特性の導出のためのアルゴリズムを確立す  

る。また，衛星ライダーによる有効な観測計画立案手  

法，観測した雲の全球分布データを気候モデルへ導入す  

るための手法の基礎を確立する。   

このため，ILASでの処理アルゴリズム開発の成果  

と，実データ処理での経験のフィードバックを基に，  

lLASLⅢ及びその後継機に向けて，二酸化炭素等の温室  

効果気体濃度導出アルゴリズムの基礎検討を進め，シ  

（2）臭化メチル等の環境中挙動の把握と削減代替技術  

の開発に関する研究   

大気中臭化メチルについて南東アジア海域束インド  

洋一両大洋における2匝Ⅰの航海（KH－96－5及び39次南  

極観測航海）から得られた観測値と1996－1998年の北  

極域・北西太平洋・亜熱帯域におけるモニタリング結果  

を合わせて解析し．全株規模の緯度分布を明らかにし  

た0臭イヒメチルの人為的発生量（約35Cg）を上回ると  

見積もられている自然起源の臭化メチルについて熱帯域  

に大きな発生源のあることが示唆された。   

臭化メチル代替品の大気質への影響を評価するための  

研究の一環として，前年度のクロロビクリンに続いて．  

メチルチオイソシアネート（MTIC）及び叢近くん蒸効  
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修飾要因に関する実験的研究」においては油性酸素種を  

除去するタンパク質であるメタロチオネインを欠損した  

マウスに7，12一ジメチル（a）アントラセンとBは紫外線  

を複合暴露した。その結果，メタロチオネインを欠損し  

たマウスでは皮膚の腫瘍や潰瘍が発生しやすいことが明  

らかとなった。紫外線の発がん促進作用について今後検  

討する必要がある。  

〔発 表〕B－7，E－11，28，29e－2－10  

ミュレーションで評価した。また，地上ライダー観測に  

より雲の光学的性雲酎二間する検証データを取得した。こ  

れまでに蓄積されたデータを用いて雲分布等の統計的な  

モデルを作成について検討した。さらに，衛星ライダー  

のシミュレーションデータを作成し，多重散乱を含む  

雲・エアロゾルのライダー信号の解析アルゴリズムにつ  

いて計算機シミュレーションによる評価を行った。  

〔発 表〕A15－23，26，27，F－18－27，a－22－29．41－  

49i19～21  

（5）紫外線増加が野生植物に与える影響の評価に関す  

る研究   

白山のアキノキリンソウのうち山頂部の集団（ON）  

と登山口の集団（BD）に，UVBを照射したときの生  

理的な影響を検討した。1週間UV－B照射した場合BD  

では棄面積成長阻害とUV－B照射量との間に負の相関  

が，ONでは葉面積成長阻害及びアントシアニンの蓄積  

とUVB照射量との間にそれぞれ負および正の強い相  

関が認められ，BDよりも一定量のUV－Bに対して大き  

〈反応する傾向があった。以上の結果から，BDとON  

ではUV－Bに対して応答性が異なると考えられる。   

札幌及び西表島において太陽光紫外線をキュウリ子葉  

に暴露しDNA損傷産物の形成が起こるかどうか検討し  

たところ，札幌より西表島での損傷産物量の方が多い傾  

向が見られた。さらに西表島において太陽放射によって  

形成されるDNA損傷量を追跡した結果，野外における  

太陽紫外線は，植物のDNAに損傷を与えるレベルであ  

り，オゾン層破壊によってDNA指傷量が増加する可能  

性があることが確認された。   

ホウキモロコシ芽生えの光回復酵素についても検討し  

た。その結果，ホウキモロコシ芽生えにはCPD及び6，  

4－PPに対する別々の光回復酵素が存在し，CPD回緩酵  

素の誘導は光により制御されていることが示唆された。  

光回復酵素活性の作用スペクトルを求めると400－420  

nmにピークが認められたが，この結果はこれまでに報  

告されている作用スペクトルとは異なり，高等植物の  

CPD光回復酵素は，他の生物とは異なるクロモフォー  

を持つ可能性が示唆された。紫外線によるフラボノイド  

合成の制御機構を解析するため，紫外線によってシロイ  

ヌナズナの2つのACCaseのうちどちらが紫外線で誘  

導されるかを検討した。その結果，aCClが主要な紫外  

線応答遺伝子であることを見いだした。  

〔発 表〕H－6，11．b－184，h－14－17  

（4）紫外線の増加が人に及ぼす影響に関する研究   

「ライフスタイルを考慮した，標的部位における紫外  

線有効暴露量評価手法の開発に関する研究」において  

は，マネキンモデルを使った実験を行い，各種防御対策  

の効果について検討した。眼鏡の着用は服部への紫外線  

暴露の防止に極めて大きな効果を持つことが明らかに  

なった。また，帽子の着用も服部あるいは顔上部への紫  

外線暴露に対して一定の効果を持つことが明らかになっ  

た。異なる条件下での実験により，実験結果の再現性等  

について検討中である。また，匡内外で実施した眼科検  

診受診者を対象に，戸外活動時間，帽子，眼鏡の着用と  

いったライフスタイルに関する実態調査を行い，これら  

の要因を考慮した暴露量推定を試みた。   

「白内障の実態把握並びに，白内障発症と紫外線暴露  

との関連性解明に関する国際比較研究」においては，紫  

外線照射量の大きく異なるシンガポール，アイスラン  

ド，能登で地域住民を対象に眼科検診を行い，白内障発  

症，水晶体混濁と紫外線暴露との関連について検討し  

た。水晶体混濁有所見率はシンガポール，能登，アイス  

ランドの順に高く，また，年齢との関係でみると3地区  

間でおよそ10才のズレ（能登を基準として，シンガポー  

ルは10才早く，逆にアイスランドは10才遅い）が観察さ  

れた。紫外線暴露との関連について解析を進めている。   

「人の紫外線暴露に対する遺伝的感受性決完要因の解  

明に関する実験的研究」においては，1ISV－チミジンキ  

ナーゼ遺伝子を導入したラット細胞を用いて紫外線に  

よって引き起こされる突然変異の線量率依存性を調べ  

た。その結果，同じ線量のUV300nnlを照射した際に  

は，線量率を低下させるに従い，変異の発生率が上昇す  

ることがわかった。日常的に暴露を受けている線量率で  

の変異の発生率を今後調べていく必要がある。   

「発がん物質への複合暴露による発がん過程に及ぼす  
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2．3．2 地球の温暖化現象解明に関する研究  

〔担当者〕  

地球環境研究グループ：野尻幸宏・竹中明夫・向井人史・  

よる気候変動の定量的評価に関する研究」であり，その  

手法は，グローバルスケールのモデル化である。精密な  

気候モデルの開発と気候シス・テムの諸過程を解明する研  

究を行った。   

気候変動フィードバックの研究にあたるものが課題  

（2）の「西シベリアにおける温室効果気体の収支推定  

と将来予測に関する研究」である。アジア地域での  

フィールド観測による物質循環プロセス研究でもある。  

シベリア地域の自然湿地，凍土地帯，天然ガス田等から  

のメタン発生量，タイガの森林の炭素貯留量，陸上植生  

の自然変動などの調査観測と，物質輸送モデリング，リ  

モートセンシングの手法を用いた気候変動応答予測研究  

を行った。   

主たる温室効果気体である二酸化炭素循環過程の研究  

として，その大気・海洋間移動プロセスを扱う研究が課  

題（3）の「北太平洋の海洋表層過程による二酸化炭素  

の吸収と生物生産に関する研究」であり，地球環境研究  

モニタリングと連携して，生産性の高い北太平洋高緯度  

海域での，二酸化炭素の交換過程を解析する研究を行っ  

た。我が国として重要な太平洋地域研究にあたる。   

温室効果気体研究として反応性がある温室効果気体を  

扱う研究が課題（4）の「地球温暖化に係わる対流圏オ  

ゾンと大気微量成分の変動プロセスに関する研究」であ  

る。ここでは．温室効果気体である対流圏オゾンの観測  

研究，その大気中濃度を制御する因子である大気微量成  

分を含む対流圏化学反応解明研究を行った。  

町田敏暢・今村隆史  

社会環境システム部：田村正行  

化 学 環 境 部：横内陽子・田中 敦  

大気 圏 環境部：常田伸明・神沢 博・高薮 緑・  

菅田誠治・江守正多・野沢 徹・  

日暮明子・酒巻史郎・猪俣 敏・  

奥貰華美・古林 仁・遠嶋康徳・  

高橋善幸  

水土壌圏環境部：内山裕失  

地き求環境研究センター：井上 元  

科学技術特別研究員 2名，客員研究員 20名，  

共同研究員 4名  

下線は研究代表者を示す  

【目 的〕地球の温暖化，あるいは，人間活動による気  

候変動が．人間活動に起因する温室効果気体の放出量の  

増加によって引き起こされることが予測されている。温  

暖化現象は，地表気温上昇のみならず．降水量変軌 海  

氷，陸水の減少，海面上昇，生態系の破壊などの現象  

が，同時に引き起こされる可能性を含む。   

温暖化現象解明研究は  

（1）温室効果気体の研究  

（2）大気成分変化でもたらされる気候変動の研究  

（3）気候変動フィードバックの研究  

のような大分類カテゴリーに分けられ．温暖化対策に必  

要な科学的知識を与えることを目的とするものである。  

温室効果気体の大気濃度が人為的，あるいは，自然的要  

因によって変動し，それが気候変動と密接に関係してい  

るという事実は，既に認められているものである。従っ  

て，そのような温室効果気体の大気濃度を規雇する広義  

の地球物質循環全職の解明研究が，温媛化現象解明研究  

の範断と認めることができる。   

地球環境研究総合推進費では，このような温暖化現象  

解明研究のうち，飛が国がアジア・太平洋地域にあるこ  

とを踏まえたフィールド研究，グローバルスケールの現  

象解明に対する知見を与える研究，グローバルスケール  

のモデIjングを行う研究に亜点をおいて課題が設定され  

ている。  

〔内 容〕大気成分変化でもたらされる気候変動の研究  

にあたるものが課題（1）の「気候・物質循環モデルに  

〔成 果〕  

（1）気候・物質循環モデルによる気候変動の定立的評  

価に関する研究   

地球温暖化に伴う気候変動の気候モデルによる予測  

が，影響評価・対策に－1一分に活かせるものとなるには，  

気候変動評価の不確完性の幅を明らかにするとともに，  

東アジア・日本といった地域スケールでの気候変動の評  

価を行う必要がある。また地球環境変動の研究の推進の  

ためには，現在の気候モデルに欠けている物質循環ヤ生  

態系との相互作用を取り入れて総合化した気候モデルを  

開発する必要がある。そこで本研究課題では，1）人為  

起源エアロゾル，雲，地表水文過程などによってもたら  

される気候変動の不確定性を明らかにすること 2）全  

球気候モデルの結果を，森林生態系など各棟地表面の影  

響を取り入れつつ，地域スケールでの気候変動評価に胡  
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訳すること 3）気候変動と対流圏物質循環，森林生態  

系間の相互作用を含めた総合的なモデルの基礎を確立す  

ることという3点を主な目的とする。   

サブテーマ「全球規模の気候変動におけるエアロゾ  

ル・水の効果の定量化に関する研究」では．全球規模の  

気候変動予測における不確実性を減少するため，  

CCSR／NIES全球気候モデル（大気海洋結合大循環モデ  

ル）を用いた数値実験および現実データを用いた解析研  

究により，気候にもたらすエアロゾルと水の効果を調べ  

る。1995年のIPCC第2次レポートにおいても，これ  

らの点についての研究の必要性が強く指摘されている。  

本年度の成果は，以下のとおりである。1）衛星データ  

から得た雲の分布から地表面における雲の放射効果を推  

定するとともに，世界基準放射観測ネットワークに指定  

された観測点での高精度地上放射観測データを用い，太  

陽放射および赤外放射に対■する雲とエアロゾルの放射効  

果の毎時の時系列を1年間を通じて求めた。2）CCSR／  

NIES大気大循環モデルを基に開発した3次元エアロゾ  

ル輸送モデルを用いて，対流圏に存在する主要なエ7ロ  

ゾルと考えられている土壌性・硫酸塩・炭素性・海塩の  

4種類のエアロゾルの同一モデル内での3次元シミュ  

レーションを行った。これにより，NOAA衛星の  

AVHRRデータから推定されたエアロゾルの光学的厚さ  

や粒径指標の全球分布との比較が初めて可能になった。   

サブテーマ「エアロゾル生成モデルのためのSO＝i生  

成・消滅過程に関する研究」では．硫酸エアロゾルの生  

成に重要な化学反応過程の研究を行う。対流圏のエアロ  

ゾルの中で最も重要なものは硫酸エアロゾルであり，そ  

の前駆体は化石燃料の燃焼によって放出されるSO2に  

加えて，生物起源あるいは火山活動などによって放出さ  

れる硫黄化合物（H2S，CH3SH，CH3SCH3，CH3S  

SCH＝う，CS2，COS）の大気中での光酸化により生成する  

SO2である。本年度は，＝ 前年度に非常に速い反応で  

あることが判明したSOとパーオキシラジカルとの反応  

について，その反応速度定数の決定を行った。2）NO∫  

存在下でのDMS（CH3SCH3）の光酸化反応によるSO2  

の生成収率の温度依存性として室温及び50℃で収率測  

定を行った。その結果，SO2の収率は温度の上昇に伴っ  

て増大することがわかった。測定された温度依存性は  

DMSの光酸化の第一ステップであるOHラジカルの反  

応機構の温度依存性では説明ができず，光酸化プロセス  

で生成するCH3SO∬ラジカル類の熱的安定性に強くか  

かわっているものと考えられる。   

サブテーマ「地域規模の気候変動評価に関する研究」  

では，地域スケールの気候変化の影響を高精度で評価す  

るため，束アジア地域に焦点を当て，地域気候モデルの  

開発を行う。前年度の研究によりモデルの積雲対流過  

程，陸面過程に問題があることが示されたため，本年度  

はこれらの過程の改良を行った。モデルの積雲対流過程  

に様々な条件を加えて全様気候モデルによる実験を行  

い．対流璃中層の乾燥空気が亜熱帯海上の高気圧におけ  

る対流の抑制に重要な役割を果たすことを示した。この  

条件を地域気候モデルの積雲対流過程に組み込むことに  

より，梅雨季の降水量の分布が著しく改善された。陸面  

過程については，植生，積雪，凍土，斜面流出などの効  

果を適切に取り込んだ陸面過程モデル 仙1ATSIRO）を  

新たに構築した。このモデルに全球の大気状態の観測値  

を与えて積分することにより，現実的な水収支を再現で  

きることを検証した。また，束アジア域のモンスーン気  

候において重安な役割を果たすと考えられるチベット高  

原を対象にして，地妓気候モデルの適用性を検証した。  

〔発 表〕F－3，4，f3－6，63，97，98，100，101  

（2）西シベリアにおける温室効果気体の収支推定と将  

来予測に関する研究   

シベリアは，自然による温室効果気体の発生／吸収の  

規模が本来大きい。さらに，高緯度であるため温暖化に  

よる気温の上昇が強く現れる可能性が高いので，温暖化  

の影響は，自然の発生／吸収へのフィードバックのみな  

らず，脆弱な生態系への影響もあり得る。そのため，温  

暖化を含む地球規模の環境問題における重要な研究対象  

である。   

メタン発生量の自動測定装置の開発により．西シベリ  

アの大低地からのメタン発生については極めて質の高い  

データを長期に得ることができた。メタン発生量は地温  

に対する直線関係にあり，その係数は場所によって異な  

ることが明らかになった。また，二酸化炭素とメタンの  

発生量には，場所や地温によらず一定の直線関係にある  

ことがわかった。このことは，衛星画像データによる地  

ま面温度と植生指数とからメタンの発生量を推定できる  

可能性を示唆する。   

前年度までの研究で，NOAA／AVl・1RRデータから求  

めた植生指数と地表面温度を用いれば．渥原城を森林や  

草地など他の土地被覆タイプから区別できることを明ら  
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プル方式平衡器を同時運転し，その間の偏差を求めた。  

その結果，バブル方式平衡器が0，8％低い測定値を与え  

ることが明らかになった。結果を用いて，定期貨物船で  

の逆転結果を詳細に検討した。日加航路完期貨物船では  

1995－1997年度の3年間，バブル方式とシャワー方式  

の同時運転を，1998年度はタンデム方式とシャワー方  

式の同時遁転を行った。実験で得た補正係数を用いる  

と，1997年度と1998年度の2年間にわたって．バブル  

もしくはタンデム方式とシャワー方式間に偏差は見られ  

なかった。このことは，補正係数の確からしさ及び複数  

方式の測定装置が適切に運転されていたことを示す。し  

かし，1995－1996年度の船上測定は，方式間偏差が見  

られ．測定の不確かさの程度が大きい。   

サブテーマ「高頻度観測データを利用した北太平洋域  

の海洋表層二酸化炭素分庄の時空間分布のモデル化に関  

する研究」では，本研究所地球環境研究センターで行っ  

ている定期貨物船による北太平洋高緯度域の二酸化炭素  

分庄観測データを解析した。二酸化炭素フガシティ  

（fCO2）の季節関数と，海域の生物生産の関係を検討  

した。高緯度北太平洋では，春から夏にかけて栄養塩  

（硝酸，リン酸，ケイ素）の濃度が低下するが，秋から  

冬にかけては鉛直混合のために増加する。fCO2を温度  

補正して，測定地点の平均水温時に換算すると，硝酸濃  

度変化と極めてよい直線関係を示した。春から夏にかけ  

ては．生物生産で海水のfCO2が低下する。ただし，夏  

の水温上昇はfCOzを上昇させるので，夏の生物生産が  

続いてもfCO2は必ずしも低下しない。しかしながら，  

温度補正したfCO2と硝酸の関係が直線的であり．なお  

かつその比が植物体のC／N比に近いということから，  

高緯度太平洋ではfCO2変化が主として生物生産で支配  

され，ガス交換や水平移流項の影響が小さいことがわ  

かった。また，アラスカ湾，ベーリング海，西部北太平  

洋という海域間で比較した生物生産の大きさの遠いも明  

らかになった。   

サブテーマ「大気，海洋の二酸化炭素の同位体測定に  

よる炭素循環の解明に関する研究」では，太平洋上の大  

気中二酸化炭素の炭素及び酸素の同位体比を測定し，そ  

のトレンドを検討することによって，その動態の解析を  

行った。同位体比の測定精度は炭素で0．01パーミル前  

後であった。二酸化炭素濃度の変動と同位体比の変動を  

比較した結果，季節変化による二酸化炭素の大きな濃度  

変化は植物の光合成や呼吸による同位体効果に合致して  

かにした。本年度は，この方法が西シベリア湿原の他の  

地点でも一般的に使用可能かどうかを確かめるために，  

前年度のテストエリア（東経830，北緯570）よりも  

北の二つのサイトー（東経800，北緯620）及び（東  

経720，北緯650）－で解析を行った。その結果，植  

生指数と表面温度の二つの指数は，これら二つのサイト  

においても湿原械の抽出に有効であることが確かめられ  

た。   

メタンの発生量はメタン生成細菌の活性と強い相関が  

予想される。メタンの生成と酸化の速度を各深度で測定  

することが，ネットのフラックスの変動を理解する上で  

重要である。本観測では湿原植生の各代表地点で深度方  

向の酸化還元電位を測定し，溶存メタン・溶存酸素およ  

びメタン生成活性との関係を明らかにするとともに物理  

化学的環境要因を明らかにした。また．メタン生成細菌  

の深度分布を蛍光鐸微続観察法にて測定しその概容を把  

握したが，未だその精度には改善の余地があるため，手  

法の検討を行いたい。   

シベリアの永久凍土地帯に成立している針葉樹林帯で  

は，夏季の土壌の融解期間と融解深度が高水の成長を制  

限する重要な要因のひとつである。北緯64度のカラマ  

ツ林で調査を行った結果，長期にわたって山火事を経験  

していない林分の融解深が30～50cmにとどまるのに対  

し，山火事により地表面のコケ，地衣，植物遺体の層が  

消失してカラマツの若木が旺盛に成長している場所の融  

解探は100～150cmに達することを見いだした。  

〔発 表〕c－20，2l．23．24，C－15，g－27－30  

（3）北太平洋の海洋表層過程による＝酸化炭素の吸収  

と生物生産に関する研究   

海水／大気の二酸化炭素濃度（分圧）差と気象安素か  

らは，海域の二酸化炭素吸収量が算定できる。この研究  

課題では，海洋表層の二酸化炭素分圧測走法の標準化と  

観測データのデータベース化のために，測定方法の高度  

化，観測データのモデル化の方法論とその応用．さらに  

は，同位体地球化学的手法による大気・海洋・陸域生態  

系間の二酸化炭素交換収支推完に関する研究を進めた。   

サブテーマ「海洋表層二酸化炭案分庄測定の高度化に  

関する研究」では，海水中二酸化炭素分圧測定の正確さ  

を高めるために，測定装置間の比較英験を行った。水産  

庁水産工学研究所の大型室内海水プールを用いて，開発  

したタンデム方式平衡器と定期貨物船で長期運転したバ  
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いた。結果を陸域植物の同位体分別と海洋の同位体交換  

を表す簡単なモデルに入力して解析したところ．1997～  

1998年にかけてのエルニーニョで，陸と海の吸収が大  

きく変化したことが推定された。  

し．温室効果の精度向上および将来予測に貢献する。   

本研究所では以下の3つのサブテーマを担当して研究  

を行った。  

1）対流圏オゾン分布の地域特性，季節変動要因の解  

析に関する研究   

ノボシビルスク（北緯550，東経β20）で1998年‖  

月から1999年3月の期間，航空機を用いたオゾン濃度  

の鉛直分布の定期観測を行い．オゾンの高度分布や各高  

度でのオゾン濃度の変動要因を解析した。03観測網の  

一環として，モンゴルの奥地のモンデイー，タイ，波照  

間等で地上03を測定し，その季節変動を解析した。   

2）対流圏オゾン濃度変動にかかわる化学反応に関す  

る研究   

地球温暖化による光化学オゾンヘのフィードバックを  

調べるため，炭化水素／NOノ空気十れソ系で炭化水素を  

いくつか変えて、光化学反応で達成する0．？濃度の温度  

依存性を測定した。これに関連してオゾン生成にかかわ  

る気相ラジカル反応の速度・機構の決定を行った。ま  

た，海洋上での低濃度オゾンの原因を明らかにするた  

め，海洋上の有機・無機ハロゲン化合物の濃度測定を行  

い，さらに光化学オゾンに対するハロゲン分子の添加効  

果について調べた。   

3）対流圏物質循環モデルによる対流圏オゾンの分布  

ヒ動態の解析に関する研究   

メソスケール気象モデルとのリンクを目的とした，化  

学反応スキームを含む対流圏物質循環モデルを確立し，  

1987年5月に観測された日本域の高濃度03のモデルシ  

ミュレーションを行った。その要因として，成層圏起源  

のオゾンの沈降，及び．光化学反応によるオゾン生成の  

寄与率を各々見積もった。また成層圏からのオゾン沈降  

に関する時間スケールを，トラジェクトリー解析から見  

積もった。  

（発 表〕A－3，D－42，F－】7，d43－45  

（4）地球温哩化に係わる対流圏オゾンと大気微量成分  

の変動プロセスに関する研究   

大気中微量成分の中にはCO3，N20，CFCなどに代  

表される対流圏において非反応性の気取CH右 03，  

NO．，，VOC，DMSなどに代表される対流圏で反応する  

気体，さらにエアロゾルなどの微量物質がある。反応性  

微量気体の代表である対流圏オゾン（03）は地球温暖化  

に対して将来大きなインパクトを与える可能性の高い気  

体として，今後の研究の重要性が1994年のIPCC報告  

において指摘されている。   

対流圏03には成層圏からの輸送混入によるものと，  

CO，NO．ー，非メタン炭化水素など多くの短寿命の前駆  

体から生成する光化学反応起源のものがある。CFCに  

よる上部成層圏03の減少に伴い下部成層圏0＝うが増加  

し，また，温室効果により大気の大循環が変動し，成層  

圏・対流圏の混合の速度が変化する可能性が指摘されて  

おり，成層圏起源の対流圏03が変動する可能性があ  

る。他方，光化学反応による03生成は，その前駆体が  

北半球の化石燃料の消費や莱林火災など人為的に放出さ  

れるので，主として北半球の中低緯度で生成する。これ  

らの現象は多分に地域的・比較的短期的な現象であり，  

北半球では産業革命以来25ppbの増加があり，南半球  

では増加がなく極域ではむしろ減少していると言われて  

いるが，その実態は十分把握されていない。   

本研究は対流圏03の地域分取 高度分布，日変化  

季節変動などの濃度測定とその解帆 関連する他の微量  

成分の測定，化学反応，対流圏モデルなどにより成層圏  

および光化学起源の対流臨03の実態を総合的に把握  
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2．3．3 地球の温暖化影響・対策に関する研究  

〔担当者〕  

地球環境研究グループ：西岡秀三・森野恒幸・  

甲斐沼美紀子・増井利彦  

地域環境研究グループ：近藤美則・森口祐一・稲森悠平・  

水落元之・安藤 満・山元昭二  

社会環境システム部：後藤典弘・日引 聡・  

青柳みどり・川島麻子・  

乙間末広・森 保文・寺閲 淳・  

原沢英夫・高橋i架  

環 境 健 康 部：小野稚司  

生物圏 環境部：大政謙次・戸部和夫  

地球環境研究センター：藤沼康実・清水英幸  

客員研究員19名  

ド線は研究代表者を示す  

〔目 的〕地球温暖化問題の未解明点は大きく3つあ  

る。第一は，地球温暖化のメカニズムであり，大気中の  

温室効果ガス濃度の変化とそれによる地球の気候変動の  

仕組みについて．多くの不確実な点が残されている。第  

二は，地球温暖化の防止対策についてであり，各種の対  

策技術ヤ政策の有効性を評価する上で，関連する技術シ  

ステムや社会経済システムの体系的解明とそのモデル化  

が必要不可欠になってきている。第三は，地球温暖化の  

影響であり， 気候変動やそれに伴う自然条件の変化に  

よって，自然環境や社会経胤こどのような影響が生じる  

かについて．不解明な点が多く残されている。本研究プ  

ロジェクトは，地球温暖化の影響と対策，すなわち，第  

二と第三の未解明点について．現地調査，実験．データ  

解析，モデリング，具体的なシステム設計等を通じて，  

総合的に明らかにすることを目的としている。  

〔内 容〕平成10年度においては，次の8つの研究を  

実施した。  

（1）地球温暖化の防止対策に関する研究  

1）予測モデルの開発：中国，インド，韓国の研究所  

と共同して，温暖化対策メニューを検討するとともに，  

普及版AIMモデルを開発した。また国際プログラムを  

通じて．京都議定書による経済影響を分析した。   

2）メタン等の対策技術の開発：メタンガスや亜酸化  

窒素の排出を削減するため，生活廃水対策及び湿地帯か  

らのCIll発生抑制手法について検討した。  

3）温室効果ガス排出源・吸収源の研究：COP3にお  

いて取ij上げられた温室効果削減対策ガスの排出・吸収  

目録を改善するための提案について検討した。   

4）都市圏の温暖化防止対策技術の研究：熱要素を配  

慮した都市システムの設定を行うとともに，未利用エネ  

ルギーの利用によって期待できる省エネルギー量及び二  

酸化炭素削減の推計を行った。   

5）低環境負荷型都市交通手段の研究：次世代型電気  

自動車の走行試験を行うとともに，低環境負荷型交通シ  

ステムの検討を行った。  

（2）地球温暖化の影響に関する研究  

1）植物影響の研究：エルニーニョ年とラニーニヤ年  

におけるソメイヨシノの開花乱 写筈を解析するととも  

に，中国における温暖化による植生気候を検討した。   

2）健康影響の研究：気候変動の直接的・間接的影響  

を推計するため，夏季の温熱ストレス分析，猛暑の影響  

解明のための疫学調査，デング熱流行にかかわる諸要因  

解明のための調査を実施した。   

3）社会経済的影響の研究：1994年，1995年の夏の  

猛暑時の影響，温暖化の日本への分野別影響に関する成  

果をもとに，温暖化の影響検出の指標についての検討を  

行った。  

〔成 果〕  

（1）地球温暖化防止対策技術の総合評価に関する研究  

1）アジア太平洋地域における温暖化対策統合評価モ  

デル（AIM）の適用と改良に関する途上国等共同  

研究   

AIMは，温室効果ガスの排出・気候変化・その影響  

といった一連のプロセスを統合して分析できる「統合評  

価モデル」である。この統合モデルは，各国や地域の経  

済活動と地球規模の気候変化を結びつけて検討できるだ  

けでなく，地球規模の気候変化が国や地域の社会経済に  

どのような影響を及ぼすかについても検討できるため，  

各種の対策を総合的に評価することが可能である。   

本年度は，アジア地域の4つの研究機関と共同して．  

AIM国別モデルを用いた影響のシミュレーションケー  

スをさらに増ゃし，各国の問題を明確化するとともに対  

策メニューを体系的にデザインした。これらの機関は，  

中国エネルギー研究所，韓国エネルギー経済研究院及び  

サンミュン大学，及びインド経官研究所である。また，  

日本モデルを最新のデータによって更新，改良し，エネ  

ルギー技術の進展が二酸化炭素排出量削減に及ばす効果  

を分析するとともに，各種の程済的手段の基での二酸化  
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を行った。これにより，N20の生成は負荷条件および嫌  

気・好気の運転条件の変動によるアンモニア酸化活性と  

亜硝酸酸化活性との差に大きく依存することが，また，  

これらに対する水温の影響が非常に大きなことが明らか  

になった。さらに脱窒時においては微量のCu2十の添加  

がN20放出抑制に非常に効果的であることが示され  

た。また，湿地帯からのCH√l発生抑制手法について  

は，実際の湿地から単離し，集積培養したメタン酸化細  

菌の生態系での活用を図る上で重要な，これらのメタン  

酸化活性を明らかにした。さらに湿地からのN20放出  

特性を検討し，植生の遠いの放出量に対する影響が示さ  

れた。なお，東北アジア地域での温室効果ガス発生抑制  

手法としては，これまで大きなN20放出源となり得る  

と考えられたこれらの地域に広く適用されている土壌処  

理方式について，これまでの実験結果をもとに，排水か  

らの窒素・リン除去も考慮した省エネルギー型2段式の  

実証化に向けた装置を設計 設置し，N20の放出抑制の  

みならず，窒素・リン除去に関しても有効な手法である  

ことが明らかになった。   

3）温室効果ガスの人為的な排出源・吸収源に関する  

研究   

COP3において，CO2，CIl車 N20，HFC，PFC，  

SF6が温室効果削減対象ガスとなl），2008－2012年を  

目標期間とする削減目標が設定された。本研究では温室  

効果ガスに係るデータを集約し，排出係数，排出・吸収  

源のアクティビティ，よF）適切な推計手法などの各事項  

について我が国の温室効果ガス等の排出吸収日録を改善  

するために．現状において特に知見が不十分と考えられ  

るガスおよびカテゴリーについて具体的な改善方法の提  

案を行うための検討を行った。その結果，我が国の現状  

の日録についてはエネルギー・農業・廃棄物等のすべて  

の分野においてCH－l，N20の推計精度が著しく低いこ  

とが明らかになった。特に，廃棄物の埋立．家畜の糞尿  

管理および下水処理に伴うCIi。，N20については推計  

精度のみならず．推計範囲が非常に狭く，当該分野での  

今後の研究の重点化の必要性が示された。一方，燃料燃  

焼からのN20および水田からのCH4についてはIPCC  

ガイドラインヘ提言可能な排出係数が得られつつあるも  

のと判断された。HFC，PFC，SF6については工業プ  

ロセスからの排出が主であるが，これまではポテンシャ  

ル排出量による推計であり，今後は各生産工程等からの  

排出実態を基にした推計が必要であることが示された。  

炭素排出の削減可能性について検討した。さらに，リサ  

イクルによる脱マテリアル化とそれに伴うマクロ経済影  

響を分析するモデルの開発に着手した。   

また，エネルギー需要の変化，エネルギー技術シェ  

ア，省エネルギー技術の導入効果等の分析が簡単に行え  

るようにするために，A抽Ⅰ／排出モデルを簡略化した普  

及版A仙Ⅰモデルの第一次バージョンを完成させた。さ  

らに，AIM／世界モデルを改良して，lPCCシナリオの  

定量化を行うとともに，対策の導入による気候安完化シ  

ナリオをシミュレートして，地域及び地球全体の排出量  

や影響を推定した。特に土地利用モデルについては，新  

たな世界モデルを開発した。一方，国際共同プログラム  

に参加して種々の分析を行った。国際応用解析研究所  

（ⅠIASA）と共同して，温室効果ガス排出量を推定する  

ための土地利用変化モデルを改良した。また，温室効果  

ガス排出シナリオをIPCCのプロジェクトを通じて比較  

評価し，さらにエネルギー・モデリング・フォーラム及  

びOECl）のプロジェクトを通じて京都議定書の経清影  

響，限界費札 排出権取引価格などを比較評価した。ま  

た，エコアジア・プロジェクトにおいて，最新のデータ  

をもとにエネルギー消費量，硫黄酸化物排出量，二酸化  

炭素排出量，土地利用の変化等の予測を修正した。   

なお，以上の研究成果を基に，アジア地域の共同研究  

者が一同に会した国際ワークショップを開催するととも  

に，アジア太平洋ネットワーク・プログラムの一環とし  

て，Alhイモデル普及のためのトレーニングを中国及び  

インドで実施した。   

2）地球温暖化抑制のためのCH4，N20の対策技術  

開発と評価に関する研究   

CH4，N20抑制のための生活系緋水のバイオ・エコエ  

ンジニアリングシステムによる対策技術および東北アジ  

ア地域におけるCHl，N20抑制のための汚水・汚泥の  

適正処理技術の確立を目的として，これからさらに温室  

効粟ガスの発生量の増加が予想される′ト規模生活排水処  

理施設への対応，畜産排水などの高濃度排水処理施設等  

のバイオエンジニアリングシステムおよび生活系排水等  

の汚濁水の流人する湿地帯をはじめとするエコエンジニ  

アリングシステムの最適システム化の検討を推進した。  

生活排水対策としてはこれまでのCHl，N20抑制試験  

の知見をもとに生活排水のみならず畜産排水等での生物  

学的窒素除去に対する操作条件の最適化のためにN20  

発生を考億したモデルの構築を図るための実験的な解析  
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示することを目的としている。次世代型電気駆動自動車  

の普及に当たっては．まず車の実利用時の走行性能を明  

らかにし，つぎにその性能に合致した利用実態を見いだ  

し，その分野に導入するための方策を検討することが必  

要である。そこで，試験車の走行性能を見極めるため  

に，テストコースおよびシャシダイナモメータ上で走行  

試験を行った。さらに，前年度一部開発を完了していた  

電気駆動自動車用性能評価システム（基本計測版）に，  

多次元データ収集および電池性能評価を可能とするモ  

ジュールの開発と追加を行い，よ畑総合的な電気駆動自  

動車の性能評価が可能なようにシステムを改修した。ま  

た，低環境負荷目標達成のための都市交通システムの再  

構築に関する研究においては，交通部門からの近年の二  

酸化炭素排出量の増加要因を解明するとともに，  

OECD／ESTプロジェクトヘの参加を通して低環境負荷  

型交通システムの国内外の施策事例の収集を行うととも  

に，施策の効果を推計するためのモデルについて，その  

構造設計を行った。  

また，抜が国の森林のCO2吸収量の推計については森  

林面積の誤差，蓄積量の誤差，幹材桔から炭素量への変  

換時の誤差の大きさが指摘され，今後の研究課題として  

示された。さらに，アジア地域の開発途上国においては  

粍が国の推計手法をそのまま適用することが困難な分野  

が多いものの．我が国の研究者が核となった密接な連携  

によi）推計精度が確保される可能性が示された。   

4）都市圏の資源・エネルギー循環と都市構造にかか  

わる温暖化防止対策技術に関する研究   

本調査の目的は，都市静脈系未利用エネルギーのうち，  

賦存熱量等の観点から有望と考えられる河川水，下水の温  

度差エネルギーおよび清掃工場廃熱の未利用エわレギーを  

対象にその利用可能量と省エネルギー性をライフサイクル  

的視点から明らかとすることにある。このため，総合的な  

省エネルギー効果の推計を目指して事例研究を行った。   

東京都都市部よi）業務地区と居住地区を事例研究の対  

象エリアとして想定し，土地・建物状況，人口・産業構  

成などの基本データを作成するとともに，同エリアにお  

けるエネルギー需要に関して，利用用途別・月別・時間  

帯別の推計を行った。   

対象地区におけるごみや下水の排出量等について調査  

し，未利用エネルギーの賦存量（ごみの焼却廃熱の胱存  

熱鼠 下水・河川水温度差エネルギーの利用可能熱量）  

を推計した。   

未利用エネルギー利用技術のモデル化により仮想的な  

エネルギーシステムを構築し，システムのエネルギー収  

支を定量的に評価することでその運用段階におけるエネ  

ルギー消費量を明らかとするとともに，その建設段階に  

おける投入エネルギー量を併せて推計することでインベ  

ントリーデータの作成を行った。   

以上総合的に考慮し，事例研究対象地区における熱需  

要に配慮した仮想システムの設完を行うとともに，併せ  

て比較基率としての従来型（未利用エネルギー非活用  

型）システムを設完し，未利用エネルギーの利用によっ  

て期待できる省エネルギー量及び二酸化炭素削減量の推  

計を行った。   

5）低環境負荷遡都市交適手段に関する研究   

次世代型電気自動車の普及に当たっての問題の解明と  

その対応萱糾二関する研究では，平成8年度に開発した電  

気自動車を一つの試験車として取り上げ，次世代型電気  

駆動自動車の普及を想定した場合に発生するであろう  

様々な問題点を明らかにするとともに，その対応策を提  

（2）地球温暖化の影響に関する研究  

1）アジア太平洋地域における地球温暖化の局地植生  

への影響とその保全に関する研究   

エルニーニョ年とラニーニヤ年におけるソメイヨシノ  

の開花日の解析を行った結軋 エルニーニョ年には開花  

が早まる傾向があり，この傾向は北緯380以南で顕著で  

あること等が明らかになった。また，エルニーニョ年と  

ラニーニヤ年における雪害を解析した結果，エルニー  

ニョ年ではラニーニヤ年に比べ，雪害の発生件数が1桁  

少ない傾向があること，森林の雪害面桧はエルニーニョ  

年に大きくなること等が明らかになった。さらに，気象  

研究所で開発された大気大循環モデル（MRlCGCM）  

を用いて，西部乾燥域を除く中国全土の50－100年後の  

温暖化による植生気候を検討した結果，1PCC報告の予  

想値（約2℃）よりも，本地域の温暖化による年平均気  

温の増加は大きかった。100年後の「暖かさ指数」や  

「有効積算気温」の増加率は南部では絶対値は大きいも  

のの約10％の増加しか認められないが，・北部では約  

50％もの温暖化影響が予想された。また，中国の主要樹  

木4種類を用いて，温風 水ストレス（相対湿度），CO2  

濃度の変化に対する生長や水利用効率の反応を環境制御  

室を用いて実験した。その結果，4種の樹木の環境要因  

に対する反応は異なり，生育地の環境条件の変化によっ  
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ては，その影響により，主要樹木の生育．ひいては樹種  

構成に影響が起きることが予想された。   

2）地球温暖化によるアジア太平洋城社会集匝＝二対す  

る影響と適応に関する研究   

気候変動の直接的間接的影響を推計するため，夏季の  

温熱ストレスの分析，猛暑の影響解明のための疫学調  

査，デング熱流行にかかわる諸要解明のための調査を実  

施した。   

暑熱による感染防御能への影響についてはモデル実験  

を実施し，ウイルス抗原に対する有意な低位が認められ  

た。一方，循環系への影響に関しても，今後詳細な検討  

を必要とするが，脳血液循環系の機能低下が予想され，  

社会集団における感染症や循環系への影響が示唆される  

実験結果が得られた。   

猛暑の影響を解明するための疫学調査において内分泌  

系や感染防御系への影響の解析と循環系疾恩の発生動向  

の解析を行った結果，気温と内分泌系疾患の間には明確  

な相関関係が見いだされ．閥値温度を越えると患者数が  

指数開放的に増加する結果が得られた。また，救急患者  

の中で肺炎患者の発生と気温との関係について解析した  

結果．肺炎患者の発生と気温の間には明確な相関関係が  

見いだされ，開催温度を越える熱ストレス下では患者数  

が指数関数的に増加する結果が得られた。また，循環系  

障害のひとつである脳梗塞についても，救急患者の発生  

数と気温との関係を解析したところ，脳梗塞患者の発生  

数も閥値温度を越える熱ストレス下で指数関数的に増加  

する結果が得られた。脳血管系の疾患については，気温  

の低い日に患者数が多い傾向が認められているが，暑熱  

の著しい日にも脳血管系の患者数が増加することが明ら  

かとなり，循環系が夏季の高温に強〈影響され社会集団  

の健康リスクを考える上で注目する必要のあることが判  

明した。   

デング熱流行にかかわる諸要因解明のための調査にお  

いては，過去の流行に関する資料の収集解析とともに，  

現地研究機関と協力して気温と媒介蚊の成長，生存との  

関係解明のための調査研究（野外実験並びに実験室実  

験）を実施した。   

中国海南省，北部タイ（チェンマイ市周辺）におい  

て，デング熱媒介蚊の発生状況調査を実施し，環境要因  

との関連を解析した。   

また，中国南部から60地区を選び．過去10年間の気  

象データ（気温，降雨量他），デング熱悪者発生数，デ  

ング熱媒介蚊（ネックイシマカ，ヒトスジシマカ）生息  

密度等に関する各種データを収集・解析した。収集デー  

タの解析により，デング熱媒介蚊の発生消長並びにデン  

グ熱発生は，気温，降水量と密接な関係のあることが明  

らかになった。現在デング熱発生の開催温度について解  

析中である。   

3）温暖化の社会・程済的影響の評価と検出に関する  

研究   

本研究は，1994年及び1995年の夏の猛暑の実態を気  

象データをもとに解析するとともに，社会・経済活動に  

与えた影響及びその対応について広範匪＝二情報を収集  

し，猛暑と影響の因果関係を明らかにし，さらに日本の  

温暖化影響に関する研究の知見を分野ごとに体系的にレ  

ビューし，温暖化の影響とその検知に資する指標と体系  

化を行い，指標を用いた影響の検出について検討を行う  

ことを目的としている。   

最終年度においては，これまでの1994年．1995年の  

夏の猛暑時の影響，温暖化の日本への分野別影響に関す  

る成果をもとに，温暖化の影響検出の指標についての検  

討を行った。温暖化影響の検出の手法について，気温を  

用いた温暖化検出の手法を参考にして検討した。生物季  

節を対象とした傾向変動のマン検定を用いた方法，湖沼  

水質を対象とした隣接年比較を行う方法を考案し，具体  

的事例に適用した。その結果，桜，梅などの開花日，満  

開日が地域的には相違があるが，全般的に早まる傾向に  

あること。しかし樹種によって傾向が異なるが，典型的  

な温暖化の現象である気温上昇のみでは表すことができ  

ない総合的な温暖化検出の指標となることがわかった。  

また隣接年比較法を霞ケ浦に適用した結果．1℃気温が  

上昇すると，化学的酸素要求量（COD）で約1ppm上  

昇することがわかった。これらの事例と，詣外匡＝二おけ  

る温暖化検出の研究事例をもとに，温暖化検出の指標の  

体系の提案を行った。  

〔発 表）A7～10，B－4．5．7，8，14，15，18，32，34，  

40，59，150，15l，C26，27，29－31，38”50，E‾5，H▼4，  

5．a－12－18，64～68，b－8．11．18－20，31－33，80，83・  

142－149，242，243，245，246，253，C－22，26，28，34・35  

′－・一36  
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2．3．4 酸性雨に関する研究  

（担当者〕  

地球環境研究グループ：佐什研→・相野健太郎・  

森田恒幸・向井人史  

地域環境研究グループ：笠井文絵・西川雅高  

化 学 環 境 部：南山春彦・横内陽子・田中 敦  

大 気 圏 環境部：畠山史郎・福山 力・酒巻史郎  

水土壌国環境部：高松武次郎・服部浩之・  

井上隆信  

生 物 圏 環境 部：上野隆平  

客員研究員 55名．共同研究員 5名  
‾卜‾線は研究代表者を示す  

〔目 的〕酸性雨に関する研究は次の3課題から構成さ  

れている。すなわち，（1）東アジアの環境酸性化物質  

の物質収支解明のための大気・土壌総合化モデルと国際  

共同観測に関する研究 （2）酸性・汚染物質の環境一  

生命系に与える影響に関する研究 （3）東アジアにお  

ける酸性雨原因物質排出制御手法の開発と環境への影響  

評価にl関する研究である。これらの研究の目的は以下の  

とおりである。  

（1）東アジア地域の大気汚染物質の放出量とその将来  

の増加屋を把握し，環境酸性化物質の収支解明のため大  

気・土壌総合化モデルの開発を進め．モデルの検証．ま  

たは物質収支把握のために，韓臥 中国を含む領域での  

国際共同観測，さらに乾性沈着量測定を行う。  

（2）酸性物質の生態系影響の解明のため，生物地球化  

学的研究手法の検討・開発を行い森林生態系の物質循環  

において重安な役割を果たしている微生物への影響，土  

壌，陸水酸性化に伴い溶出する有害金属アルミニウムの  

化学形態と分布そして日本の陸水酸性化の予測手法の開  

発に基づく酸性化予測と魚類影響を明らかにすること。  

（3）主に中国を対象として，酸性雨原因物質の排出制  

御手法の開発とその環境への影響を評価すること。特  

に，1）民生用の石炭燃料からの効果的な脱硫手法の普  

及，開発及び乾式選炭技術の開発。2）民生用の燃料使  

用に対する酸性雨原因物質の制御手法が実施され，普及  

した際の環境への影響の評価。  

〔内 容〕（1）酸性雨の原因物質である二酸化硫黄，  

窒素酸化物等の大気中への放出量はヨーロッパ，北米大  

陸に次いで東アジア地域が多いが，今後東アジア地域で  

はそれらの排出量が飛躍的に増大するであろうことは議  

論の余地がない。欧米では国際共同研究プログラムとし  

て欧州での多数の国々間での越境汚染に関するコンセン  

サスを得るためのモデル構築（レインズ（RAINS）モ  

デル：Regional Aeidifieation Information and  

Simulation）も行われた。このモデルをアジアに応用し  

で地域の酸性雨とその影響を総合的に記述したレインズ  

7ジアが構築されている。日本としても匹敵するモデル  

の開発の必要性があり，このためこれまでモデュールと  

して開発された越境汚染，酸性雨の影響等のモデルの総  

合化を進めている。また，モデルの検証のため，この地  

域特有の気象条件等を含んだ汚染物質の空間分布，変質  

過程のフィールド研究を行った。また，これらの地域で  

は湿性沈着のデータは多いが，乾性沈着のデータが国内  

を含めて不備であるため，乾性沈着の測定も進めた。  

（2）1）酸性雨は生態系に様々な影響を与えると考え  

られているが，その一つに土壌の酸性化に伴い溶出する  

Alの動植物に対する毒性が挙げられる。Alの毒性はそ  

の化学形態に強く依存することが知られており，Alの  

化学形態別分析，すなわち，スペシューションを行うこ  

とが環境分析化学の大きな課題となっている。本研究で  

はこれまで，ポストカラム蛍光検出HPLC法，あるい  

は抽出速度法と蛍光検出HPLC法を組み合わせた方法  

などにより，土壌摘出液中のAlのスペシューションを  

試みてきたが．本年度は，関東地方においてもその衰退  

が問題となっている杉林に着目した。特に杉葉にはシュ  

ウ酸カルシウムが多量に含まれることから，杉林中の土  

壌試料に含まれるAlとシュウ酸について蛍光検出  

rIPLC法及び1C法を用いて測定を行い，それらの挙動  

を検討した。2）我が国の陸水の酸性化現象は山地渓流  

河川から生じると考えられるため，段階別中和能力測定  

手法を用いた山地渓流河川の酸性化の予測評価手法につ  

いて検討を行い，日本各地で渓流河川の調査を実施し評  

価を行った。  

（3）小規模な一般民生用燃料使用に対して利用可能な  

簡易脱硫技術（バイオプリケット）が開発され，その現  

地化・広域普及の可能性が明らかにされた。後者に関し  

ては既にテストプラントが建設されて試験生産が始ま  

り，対象家庭を選んで配布，使用後のアンケート調査等  

も行われている。使用後の感想は上々であり，経済的な  

問題も十分クリアされ得ることが明らかとなった。ま  

た，汚染ガス排出制御技術が普及したとき周辺の環境に  

どのような好影響を及ぼすかは興味の持たれるところで  

ある。人間の健康や，植物，材料への被害が軽減される  
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ものと期待される。材料の腐食から見ると．高汚染地域  

では金属製や大理石製の文化財，建造物，材料の備食が  

激し〈，経済的な損失もまた無視できないものである。  

左しているからであり，やや過大推計の恐れも否めな  

い。次いで農薬廃棄物等のバイオマス燃焼からの排出も  

多く2割を占めている。塗札 石油化学．石油製品取扱  

い等の蒸発固定発生源からの排出は1．2Tgと′トさかった。   

本研究課題のもとで開発された長距純綿送モデルによ  

るシミュレーションの結果は，低気圧や高気圧の移動に  

伴って，アジア大陸から我が臥二巨大な汚染気塊が輸送  

されてくることを示している。本年度の航空様観測の結  

果は，このようなモデルの結果を裏付けるものとなっ  

た。観測は平成11年2月2，4，6日の3回行われ  

た。観測領域は五島列島福江島の西方沖東シナ海上空で  

ある。一回の飛行につき，高度約500mと約2，500m付  

近をそれぞれ1時間ずつ一定高度で観測飛行した。2月  

1～2日にかけて日本列島南岸を低気圧が通過し．特に  

2［］には強風が吹いた。この低気圧に引きずられるよう  

にして，大陸の汚染気塊が輸送されたものと考えられ  

2日には10ppbを越える高濃度のSO2が観測された。  

この日のSO2は境界層内でも自由対流圏内でも同様に  

高濃度であった。これに比較して2月4，6日の観測で  

はいずれもSO2の濃度は低く，特に自由対流圏内では  

Ippb以下と濃度が低かった。   

また2月2日の観測では，これまで本プロジェクトの  

中で観測されたことのない高濃度のNOyとPANが検  

出された。1991年度より1997年度までの観測で検出さ  

れたNOJ＊は最高濃度でも4ppb弱，高度5子フィート  

以上の自由対流層ではおよそ1ppb以下であったのに対  

して．今回は3千及び8千フィートの2高度とも全航路  

で3ppb以上の漉度を示し，最高で8ppbを越える  

NOy濃度を示した。他の2回の観測結果が従来と同程  

度の濃度レベルを示したこと，PAN濃度もこの日の濃  

度のみが0．7－1．6ppbと他の観測日の結果に比べて数倍  

から十倍高いことから，2日に高濃度汚染気塊をとらえ  

たことは明らかである。   

さらに，拡散スクラバー／イオンクロマトグラフ法で  

観測された大気中の HCl，IINO：う，SO2，11CHO，  

Cl・Ⅰ3CHOの平均濃度（n＝12）亡ま，それぞれ，0．25，  

1，90，8．14，1．札0．48ppbvを示し，やはり2月4日お  

よび6日に比較して2－8倍高い濃度が観測された。こ  

れらの変化は上記の低気圧の移動に大きな影響を受けた  

ものと考えられ，モデルの結果を裏付けるものである。   

越境大気汚染を把握するために北西の季節風が強まる  

冬季と比較のために夏季に，九州北部地域の西端にある  

〔成 果〕  

（1）東アジアにおける環境酸性化物資の物質収支解明  

のための大気・土壌総合化モデルと国際共同観測に  

関する研究   

長距離輸送モデルの開発に関しては，3次元長距離輸  

送モデルに雲，降水過程を組み込んだ結果，乾性沈着屋  

と温性沈着量を計算することが可能になった。二酸化硫  

黄の乾性沈着屈は発生量が大きい．中国の東シナ海沿岸  

域のきわめて狭い地域で高かった。また，硫酸塩の乾性  

沈着畳も中国の東シナ海沿岸域で高いが，二酸化硫安よ  

tjは酉側へ広がっていた。湿性沈着量は降水量と降水中  

i農度の積であり，それを観測値と比較したが．陸上では  

分布的にはほほ一致したが，絶対値は異なっていた。冬  

型の気圧配置で日本海側では降水量が多く，それに伴い  

日本海側で硫酸イオンの湿性沈着量が多いことがシミュ  

レートされた。また，湿性沈着量は東シナ海上で高く，  

これまで観測で明らかにされていなかった点を明らかに  

した。このために，従来の研究に見られるように陸上の  

降水量を単純に海上へ内挿するのではなく，海上の降水  

過程を表現できる気象モデルの利用が不可欠であること  

が明らかとなった。   

長距離輸送モデルの基礎データとなる発生源インベン  

トリー研究では，中国のNMVOC排出量推計を行っ  

た。中国でのNMVOC排出量についてはこれまで信綿  

できる推計がなかったが，燃焼系，蒸発系の固定，移動  

発生源について排出量を推計した。推計に当たって中国  

の発生源で実測された排出権数が得られればより信頼で  

きる推計が可能であるが，NMVOCに関しては実測事  

例の報告は得られていない。次善の策としてEU，USA  

の，あるいは日本の排出係数資料から中国での排出条件  

に近いと考えられる排出係数を適用して推計した。排出  

係数の想定によって推計結果はかなり異なってくるが，  

今回の推計結果によれば，中国の全人為発生源排出量は  

14．8TgNMVOCである。うち燃焼系発生源が9割を占  

めており，蒸発系発生源が8割近くを占めている日本と  

は好対照である。特に中国では石炭燃焼からの排出寄与  

が大き〈5割以上を占めているが，これは′ト規模燃焼機  

葦で還元雰囲気で燃焼しNMVOCが発生しやすいと想  
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長崎県の五島列島の国設五島酸性雨測完所（以下五島）  

及び九州本島の内陸部の福岡県太宰府市にある福岡県保  

健環境研究所（以下太宰府）において，ガス・エアロゾ  

ル等の観測を実施した。観測期間は，1998年7月18～  

31日の夏季の13日間，1999年1月27日一2月15日の  

冬季の19日間であり，ガス，エアロゾルを6時間ごと  

に捕集．エアロゾルを24時間ごとに粒径別捕集した。  

・1998年夏季の調査結果   

エアロゾルの酸性度は五島で平均13．Oneq／m3，太宰  

府で6．5neq／m3であった。ニの結果は，前臥1997年  

1月及び12月の冬季に実施した五島の酸性度，29．Z  

neq／m3，24，4neq／m3と比べて低かったが，夏季でもエ  

アロゾル酸性度が強い現象が確認できた。夏季の  

nss－SO42rの平均濃度は五島で213neq／m3，太宰府で  

190neq／nl：うと，五島でわずかに高く，濃度推移は互い  

に良く対応したが，五島でのnssSO，12濃度が太宰府の  

それより2倍ほど高い期間が観察された。NO3‾及び  

NH。＋の平均濃度は，各々，五島で29，188neq／m3，太  

宰府でこう6，192neq／m3であり，両地点のNO3▼，NH4＋  

濃度は同程度であった。SO2，NH3濃度は各々，五島で  

43，130neq／m3，太宰府で143，217neq／m3であり，太宰  

府での濃度が高かった。   

エアロゾル成分の粒径分布はいずれの成分とも，五  

鼠 太宰府で類似していた。NO3は冬季の調査結果と  

は異なさ），五島，太宰府ともに，粗大粒子側での寄与が  

高かった。  

・1999年冬季の調査結果   

エアロゾル酸性度は五島で90neq／n13，太宰府で6．O  

neq／mこうであり，五島での酸性度は太宰府のそれと比べ  

てわずかに高かった。この結果は，前回の冬季に実施し  

た五島の酸性度と比べて非常に低かった。五島では  

nss－SO42L濃度が高い期間にnss－Ca2十，K十の濃度が高  

く，その期間のエアロゾル酸性度ほ弱かった。この結果  

から，五島での酸性度低下は黄砂砂じんによ机酸性エア  

ロゾルが中和された結果であることがわかった。  

nss－SO。2の平均濃度は五島で130neq／m3，太宰府で  

139neq／m3とほぼ等しく．濃度推移も類似しており，  

nssSO12‾が広域的な汚染であることが推測された。  

NO3‾及びNHヰ＋の平均濃度は，各々，五島で50，105  

neq／m3，太宰府で91、184neq／n13であり，NOa∴NH′、＋  

ともに太宰府で高く，近傍汚染の影響が認められた。   

エアロゾル成分の粒径分布は，NO3‾以外の成分につ  

いては，五島，太宰府ともに類似していた。NO3▲は，  

五島で粗大粒子側で寄与が高く，太宰府では粗大粒子及  

び徴′ト粒子の両方の寄与が認められた。  

〔発 表〕A－63－73  

（2）酸性・汚染物資の環境一生命系に与える影響に関  

する研究  

1）蒸留水で調整した土壌抽出液中の錯化している  

Al（AILx≦＋2）を測定した結果，56．4′′∠M（1．52．′ノg／mJ）  

（表層），28，2／∠M（0．76／ノg／mJ）（表層より深さ10cnl），  

15．9／Jh4（0．43／∠g／nlJ）（20cれ1），2．97〃M（0．08一瑠／nり）  

（30cm），2．60〆M（0．07〃g／nlJ）（40cm）と，サンプリ  

ングの深さが増すにしたがって．錯化Alの濃度は減少  

していくという傾向が見られた。また，有機物含有の指  

標とされる240nmでの吸光度も同様な減少が見られ  

た。従って，籍化Alの濃度が減少したのは配位子であ  

る有機物の量が減少したためと考えられる。また，IC  

法を用いてシュウ酸を測定した結果，19．2〃hヰ（表層），  

4．90／∠M（表層より探さ10cm），1．62／∠れⅠ（20cm）（30，  

40cmの深さでは検出されず）と，サンプリングの深さ  

が増すにしたがって，シュウ酸の濃度は減少していくと  

いう傾向が見られた。平衡計算からは，土壌抽出液中の  

ほとんどのシュウ酸がAlと錯体を形成している可能性  

が示唆された。すなわち，最大で10－30％の錯化Alの  

配位子がシュウ酸である可能性が存在する。残りの錯化  

Alの配位子として，フツ化物イオンや他の有機酸，フ  

ミン酸．フルボ酸などが考えられる。   

2）樹木から採取した環境の酸性化の影響をうける生  

物間相互作用の結果として，中性環境よりも酸性環境で  

より高い増殖を示す樹木腐朽菌であるナラタケについて  

培養同定試験を行い，実際に樹木枯損のみられる地域に  

分布するナラタケが．活性の高い生木に侵人しこれらを  

枯らしてしまうナラタケでなく，樹木の衰弱の見られる  

場合に樹体に侵入し枯損させるものに分類されることを  

明らかにした。   

3）酸性雨によるpHの低下が懸念される渓流河川の  

調査を本年度は近畿北西部（兵庫県，京都府）で実施し  

た。96河川のpHは6．2～7．9の範囲であり，酸中和能  

は，試水100mJに0．001nNの酸を1mJ添加した場合  

は5．6～7且 0．01Nの酸を1mJ添加した場合は4．2－7，4  

になり，酸中和能の低い河川が存在した。   

さらに，今までの研究結果をもとに，酸中和能を用い  
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た渓流河川の酸性化の予測手法について検討を行った。  

魚類等の陸水生態系への影響や今後の酸負荷還の推移等  

を考慮し．段階別酸中和能力測定の中で，0．001Nの酸  

添加でpIlの値が6．0以下の場合は酸性化の可能性があ  

る河肛0．01Nの酸添加でpHが6，0以下になった場合  

は酸性化が懸念される河川とすることにし，今まで調査  

を実施してきた下北半島，近淡北西部，国東半島，九州  

中部，屋久島地域の渓流河川の評価を行った。その結  

果，屋久島の渓流河川では31地点のうち11地点で酸性  

化の可能性があり，他の地点も酸性化が腰念されると判  

断された。屋久島は，今後のpHの経年変化を注意する必  

要がある。下北半島では27地点のうち10地点，九州中部  

では詣地点のうち12地点，近畿北西部では％地点のう  

ち12地点の渓流河川が，今魔の酸性化が懸念される。  

〔発 表〕A28～35  

実用化し得るバイオプリケソトの製造技術，燃焼技術を  

確立することを目標としている。同時に，亜慶市低品位  

原炭における静電気方式による乾式選炭技術の実用化に  

ついて調査・研究も実施した。現在，乾式選炭実験装置  

を現地に供与し，静電気方式を主とするセパレータによ  

り日中共同実験を進めている。それぞれ適応する石炭の  

粒度範囲は異なるものの，各セパレータの持つ選炭特性  

からそれらの組み合わせによって広い桂皮範囲にわたる  

石炭の乾式選炭について，その可能性に対する知見が得  

られつつある。今後，これらの結果をもとに，高硫黄分  

の石炭燃焼からの酸性雨原因物質排出の総量規制と，水  

質登源保護のための総合的な対策技術として，バイオプ  

リケソトの製造技術と組み合わせる乾式選炭システムの  

要素技術に関する研究開発を進める。   

2）評価手法の確立：金属材料の腐食は酸性雨影響の  

よい指標となり得る。従来より鋼材料の腐食試験につい  

て多くの検討がされてきたが，その多くは自然環境での  

長期暴露実験か，または極めて厳しい条件下（強い酸性  

下または多量の塩共存下）での検討であった。このよう  

な検討結果から材料の相対的な耐腐食性を評価すること  

は可能であるが，絶対的な耐久年数を推定することはで  

きない。また．水溶液に浸漬した場合と，湿潤・乾燥の  

繰り返しである実際の自然環境では，表面に生成する生  

成物が全く異なることが多い。そこで，本研究では，実  

際の大気中で生じる腐食の，再現可能な加速腐食試験を  

捜すために以下の5試験を種々の条件下で行い，その結  

果を比較検討した。  

（∋酸性水溶液による銅材料の溶出試験  

②超音波による溶出加速試験  

③酸性ガスによる腐食試験  

④人工酸性雨によるサイクル試験  

①自然環境下での長期暴露実験   

自然環境下での長期暴露試験結果と比較検討したとこ  

ろ，江戸時代中期から現在まで，約300年間暴露された  

銅板は，緻密な塩基性硫酸銅および亜酸化銅で層状に覆  

われていて，数眉年大気にさらされた鋼表面には塩基性  

硫酸銅の生成が多く見られるのに対し，人工酸性雨の偏食加  

速試験による表面には，亜酸化銅と酸化銅しか検出されず，  

実現墳中のものとは異なることが明らかとなった。また，  

ガス腐食試験では．鋼表面に塩基性硝酸銅が形成された。オ  

ゾンは腐食の促進効果の大きいことを確認した。  

〔発 表〕A64，69，73   

（3）東アジアにおける酸性雨原因物質排出制御手法の  

開発と環境への影響評価に関する研究   

中国西南部の最大都市，重慶市では，硫黄含有率の高  

い石炭（約2～6％）が主要燃料として使用され，市民  

の生活と密接に関連している小規模石炭燃焼低層大気汚  

染源（中小工場ボイラー，民生用焼炉）及び産業活動に  

よる石炭燃焼からのSO2によって著しい酸性雨被害が  

発生している。このため，都市部におけるSO2と粉塵  

に大きく影響する小規模石炭燃焼低層大気汚染源および  

高硫黄分の石炭からの硫黄酸化物と粉塵の排出抑制対策  

が酸性而原因物質の排出抑軋 住民の健康保護の点から  

急務となっている。また，適切な排出削減対策がとられ  

たときに，その効果を評価するための有効な指標が必要  

であり，対策技術と同時進行的に，その評価手法を確立  

しておく必要がある。このような観点から，対策技術の  

開発と評価手法の確立に関して以下の研究が行われた。   

1）対策技術の開発：バイオプリケソトの性状・成分  

分析，賃料収集及び現地調査を行い，中小工場，民生用  

燃料として上記の原材料によるバイオプリケソト化，そ  

の強度，硫黄固定効率およびエネルギー効率を評価する  

とともに，日本から供与した高圧成形装置により試作し  

たバイオプリケツトと現在の重慶市販成形炭との比較実  

験を行った。その結果，バイオプリケソトの高い性能が  

明らかとなり，さらに．これまでの成果をもとに試験製  

遇と現地住民による試用を通じ，バイオプリケツト製造  

技術の最適化 酸性雨原因物質の80－90％排出抑制，  
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2．3．5 海洋汚染に関する研究  

〔担当者〕  

地球環境研究グループ：原島 省・功刀正行・原田茂樹  

地域環境研究グループ：木幡邦男・中村泰男  

化 学 環 境 部：柴田康行・堀口敏宏  

水土壌圏環境部：渡辺正孝・村上正吾・牧 秀明・  

内山裕夫・徐 開欽・越川 海・  

高松武次郎・越川昌美  

生物圏環境部：濾過 信・広木幹也・河地正伸  

下線は研究flこ衣者を示す  

〔目 的〕人類の作り出した化学物質は総数1800万経  

ともいわれるが，これらは，大気や河川を経由して黄終  

的にはすべて海洋に流入する。また，本来生物活動に必  

須で親生物元素と呼ばれるリンや窒素なども，沿岸海域  

に過剰に負荷されているため生態系の変質を招いてい  

る。特にアジア大陸に隣接する東シナ海・南シナ海など  

の海域苛で顕著である。   

一方で，海洋は，植物プランクトンを基礎とする海水  

中の生物群集やサンゴ礁，マングローブ帯などの豊富な  

生態系を内包しており，本来これらの揚が地球環境を安  

定化する役割を果たしているが，近年それらが喪失しつ  

つあることが問題になっている。   

これらの問題は本来的に国際間の問題であるため，ア  

ジアの他の国との協同による海洋環境保全策を確立する  

ことが課題となっている。ただし，欧米諸国において行  

われているような海洋の共同研究は．アジア域において  

は，国情の違いや研究課題が非常に多様なことから，短  

期間で達成されるものではなく，今後長期的な展望のも  

とに立案・実行する必要がある。   

このような背景から，アジア大陸に隣接した海域の海  

洋生態系の機能への人為的影響を検知することを目的と  

し，揚子江河口域における集中実験と，定期航路船舶に  

よるアジア大陸隣接海域帯の海洋観測を軸にしつつ，ア  

ジア各国との連携をはかることを目標とする。  

〔内 容〕以上のような研究ニーズや国際的な動向を考  

慮し．地球推進費による省庁横断的な体制により，以下  

のような3つの研究課題をたて，他の国立研究所，大学  

全体との共同体別により研究を遂行した。  

（1）「制海・東シナ海における河川経由の環境負荷が  

海洋生態系に与える影響評価手法に関する研究」（平成  

8－10年度）では，日中の共同研究プロジェクトとし  

て，特に陸海相互作用の大きい揚子江河口域において，  

物質フラツクスとその海洋生態系への影響を明らかにす  

るプロセス研究を行った。隔離水塊（メソコスム）実  

験，セデイメントトラップによる海底堆積過程の実験な  

どの手法を用いている。  

（2）「東アジア海域における有害化学物質の動態解明  

に関する研究」（平成7－11年度）は，有害化学物質の  

動態把握を行うことを中心とし，平成7～9年度の課題  

を2年間延長したもので，平成10年度はその4年次め  

にあたる。特に海水に希釈された低濃度の化学物質を広  

域的に検知するため，フェリー搭載型連続試料濃縮捕集  

システムを開発した。この装置をフェリーに搭載し，時  

間的空間的に頻度の高い観測を実施した。航路上におい  

て採取したすべての試料から，極低濃度ではあるが  

HCH頼やクロルデンなどの残留農薬を検出し，その分  

布が物質によって異なることおよび気象要因などによっ  

て変動していることを明らかにした。  

（3）「アジア大陸隣接海域帯の生態系変動の検知と陸  

域影響抽出に関する研究」（平成8－10年度）では．温  

帯域から熱帯域に拡がる東アジア大陸隣接海域帯の栄養  

塩変動と．それに対応した植物プランクトン生態系の変  

動を検知する手法の確立をめぎす。具体的には，人為影  

響による窒素とリンが，自然風化によるケイ素に対して  

相対的に増加することによl′），潜在的に有害性をもつ渦  

ベン毛藻類が出現することを把握・評価することを目的  

とする。さらにこれを軸にしてアジア各国との連携をは  

かる。前年度より継続したコンテナ船アリゲ一夕ホープ  

（日本一香港航路）に設置した連続取水系により1998  

年度には神戸一香港間で計測を行った。これらの生物化  

学量の変化を南シナ海の流動の数値シミュレーションモ  

デルと比較し，環境要素との関連を評価した。  

〔成 果〕  

（1）潮海・東シナ海における河川経由の環境負荷が海   

洋生態系に与える影響評価手法に関する研究  

1998年5月13－18日にかけて長江河口域での海洋観  

測を行い，昨年の観測結果を踏まえて，河口域における  

汚濁物質の組成・循環と微生物を中心とした海洋生態系  

の優占構成種・現存量を詳しく調査した。長江河口域に  

おける主安元素および微量元素の供給源を調べるため  

に，海水中の懸濁粒子を採取し，ICP－AESおよび中性  

子放射化分析を用いて34元素の組成を分析した。その  

結果．ほとんどの元素は陸から天然の鉱物として供給さ  
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長江で予測されるリン負荷の増大に対応したリン添加実  

験を行った。この結果を1997年10月に行った同様の実  

験と比較すると，本海域の制限栄養塩であるリン添加に  

よって両年とも植物プランクトンブルームが観測され，  

また両年とも珪酸塩が豊富であるにもかかわらず，1998  

年5月の実験においては珪藻ではな〈渦ベン毛藻が卓越  

した。   

沿岸域における船舶からの油流出は頻繁に発生してお  

りプランクトン生態系への影響は無視できない。本課題  

では生態系隔離実験系（海洋メゾコズム）を船舶往来の  

盛んな海域である長江河口域に設置し．人為的に船舶油  

を添加し．生態系への影響をモニタリングする実験を7  

日間にわたって行った。  

1998年5月26日に2つのメゾコズムにほほ同じ水塊  

を隔離し．生物生産の制限因子となっているリン酸塩を  

添加した。2日間にわたってメゾコズム生態系の初期条  

件を観察した後，片方のメゾコズムにディーゼル油の水  

溶性画分を投入した。水溶性画分は主にレジン，アス  

ファルテン分で構成され，投入後の油初期濃度は1．6  

ppmであった。泊添力‖及びコントロールメゾコズムの  

プランクトン構造の変化の観察とともに，一次生産者あ  

るいは細菌から上位生態系への炭素伝達を測定するため  

に，潜存有楓 無機の13Cトレーサを用いたわlぶ血培  

養実験を行った。   

泊添加前のプランクトン組成は両方のメゾコズムで類  

似していた。植物プランクトンとして渦ペン毛藻  

（Pγ0和どの伽1肌亡8γ血J祝〝1），捕食者として従属栄養性渦  

ベン毛藻（∧bc仙1rα5仁王71古川α叩5），マイクロサイズの有  

鐘繊毛虫が倭占していた。ただし細胞数あるいは個体数  

はコントロール系の方が若干大きかった。カイアシ類な  

どの動物プランクトンは両方で規似していた。渦流加  

後，コントロール系に比較して凡5C油仙71∫及び有鐘  

繊毛虫の明らかな減少が観察された。一方でP．cor  

血Jl州やカイアシ類の現存量の変化は，コントロール  

系に比較して大きくなかった。13Cトレーサ実験による  

と細菌あるいはu次生産者から上位捕食者へのトレーサ  

伝達は，浦添加メゾコズムにおいて相対的に低下してい  

ることが観察された。この結果から，繊毛虫および〃．  

別府止川ね旧がディーゼル油の水溶性画分に対して影響を  

受けやすいことが示唆された。特に繊毛虫は渦ペン毛藻  

の優占する系においては重要な植物プランクトン捕食者  

であるから，繊毛虫の油による衰退は植物プランクトン  

れるが，Mn，Caは底泥から，Zn，Baなどはプランク  

トンから供給されることが明らかとなった。   

長江河口域における物質循環を調べるために，セデイ  

メントトラップ係留実験を4回実施した。その結果，現  

場の水塊構造と沈降粒子量との間には高い相関がみられ  

た。すなわち成層時には表層において生物活動の影響を  

強く受けた粒子が多く，底層（躍層下）では表層堆積物  

から再懸濁した粒子が非常に多い傾向を示した。また鉛  

直混合時には表層堆積物の再懸濁が表層近くまでおよ  

び，水塊全体で沈降粒子量が高くなる傾向がみられた。   

長江神海域の9測点（Cl，C3，C5各サイトの表層，  

中層．底層）において，16S rRNA遺伝子情報に基づ  

いた細菌群集の多様性解析を行った。この結果，サイト  

ごとに細菌相が異なり，特に沿岸に近いClサイトは特  

異的で長江からの流入水の影響が示唆された。また，い  

ずれのサイトにおいても表層は中層，底層と異なる細菌  

相を示した。このうちClサイト表層より得られた約70  

クローンについて16S rDNA塩基配列を解析した結果，  

ar，γ－Proteobaeteria，Cytophaga－Flexibacter－  

Bacteroidesを主体とした多様性に富んだ細菌群集が認  

められた。また，培養可能な細菌についても表現型に基  

づく多様性解析を行った結果，光合成経路の一部を有し  

寓栄養域に多く見られるRoseobactcrを主体とした比  

較的偏った多線性が観察された。   

植物プランクトンの中でもピコサイズの種に関する多  

様性調査と解析は立ち後れているのが現状である。従来  

法による多様性解析と併せて．ピコサイズ種にも注目し  

て調査を行った。前年度までの調査から，ピコ植物プラ  

ンクトンの検出に有効だったフローサイトメトリー  

（FCM）法を用いて，調査海区10地点，3層の水深か  

ら採取したサンプルについて解析したところ，長江河口  

域の沿岸側では細胞密度が極端に低く（200－7，000  

cells／mJ），最も高い値を示した外洋側の地点（16β00  

cells／nlJ）でも他の海域からの報告値（100，000～500，000  

cells／nlJ）と比較して低いことが判明した。ピコサイズ  

植物プランクトンの分布が長江河口由来の水塊の分布と  

関連する可能性のあることが示唆された。また培養法を  

用いたピコ植物プランクトンの多様性調査からは，全世  

界的に広く海洋に分布することが確認されている4属4  

種の極を検出できた。   

ユ998年5月18～26日にかけて長江河口域で上海より  

100km程沖合の曝潤列島に海洋メゾコズムを設置し，  
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の濃度は異なっている。こうした詳細な動態は今まで明  

らかにされておらず，本研究によってはじめて明らかに  

されたものである。  

〔発 表〕A－11．a－19、20  

に対するtop－down制御機能を大きく抑制する可能性が  

あると考えられた。このように油添加実験においては，  

動物・植物プランクトンの硯存量，植物プランクトンの  

光合成活性に著しい負の影響が計測された。   

これらの海洋メゾコズム実験結果から，将来予測され  

る東シナ海へのリン負荷量の増大あるいは油滴汚染に伴  

う海洋環境変化の予測に関する重要な知見を得ることが  

できた。  

〔発 表〕G－25  

（3）アジア大陸隣接海域帯の生態系変動の検知と陸域  

影響抽出に関する研究   

南シナ海の流動を，1／4度格子，7層位の数値シミュ  

レーションモデルにより明らかにし，南シナ海の循環  

が，モンスーンの風応力に応答する吹送流としての性格  

が強いことを確認した。また，中国大陸に沿って大陸沿  

岸水が流入してくること，夏の南西モンスーン季に，ベ  

トナム沖に湧昇流が起こることが判明した。南シナ海で  

は海水流動のデータが少ないことから，このシミュレー  

ション結果が後述のモニタリングデータを解釈する上で  

重要となる。モデルの風応力は気候値（永年の月別平均  

値）によったが．上記の結果からは，モンスーンにエル  

ニーニョ等の変動が現れると，南シナ海の流動も影響を  

貴けることが考えられる。   

また，観測面では，1997年度には，日本一マレーシ  

ア間のコンテナ船アリゲ一夕ホープへの第1回便乗調査  

を行った。その後，東南アジア各国の経済不潤により，  

同コンテナ船が香港一日本一北米航路に変更された。こ  

のため，1998年度には，神戸一番港往復航路で5回の  

計測を行った。   

方法としては連続海水取水系によjr），栄養塩分析用，  

光合成色素分析用，マイクロプランクトン分析用および  

ナノ・ピコプランクトン分析用の各サンプルを採取す  

る。プランクトン分析用サンプルは静置沈殿濃縮の後，  

DAPlおよびFITCで二重染色を行い，光学顕微鏡およ  

び落射蛍光顕微鏡で計数・サイズ計測・分類群判別を行  

う。これらの集計結果から，Strathmarln（1967）の経  

験式によi），細胞形状別に炭素バイオマス量に換算し  

た。そして，プランクトン種ごとの細胞数を乗じ，プラ  

ンクトン種別（a）渦ベン毛藻（b）珪藻（c）ハブト藻  

（d）微小ペン毛藻（クリプト頂，ブラシノ藻，黄金色操  

類を含む）（e）シアノバクテリア（トリコデスミウ  

ム）（f）ピコシアノバクテリア（球形粒子状のシネコ  

コツカス）の炭素換算バイオマス量を求めた。   

南シナ海および東シナ海では，沿岸域を除いては基本  

的に栄養塩濃度が低く，このため，植物プランクトン濃  

度は低かった。種組成としては，東シナ海では低いバイ  

（2）東アジア海域における有害化学物質の動態解明に  

関する研究   

有害化学物質による海洋汚染の動態寺巴握に資するため  

に完斯フェリー「くろしお」を用いた観測体勢の確立を  

行い，従来得られなかったダイナミックな変動の様子を  

とらえることができた。さらに観測範囲を拡大するため  

に，様々なタイプの商船ヤ観測船に随時搭載可能な新た  

な捕集システムを開発し，フェリー「さんふらわああい  

ほi）」に搭載して試運転を実施した。新たに開発した捕  

集システムは，カラム5本ごとにユニット化したシステ  

ム構成となっており，このユニットを積み重ねることに  

より目的にあった観測が可能である。各ユニットは小型  

化されており設置面積も従来に比較して狭くなっている  

ために，設置場所が限定される貨物船やコンテナ船など  

にも搭載可能である。さらに，制御部もユニット化して  

おりパソコンによる自動制御により任意の時間や間隔で  

捕集可能とした。   

完成した新しい捕集システムを，海水中の有害化学物  

質のより詳細な動態解明に資することを目的として，  

フェリー「さんふらわああいほl）」に搭載し，ほほ月】  

回の観測を開始した。また，前年産までの観測の結果で  

は大気からの負荷の可能性が強く示唆されているので，  

フェリーにハイポリュームウレタンフォームサンプラー  

を搭載し，同時観測を開始した。まだ年を通しての観測  

結果は得られていないが，α1▼lCliは各海域であまり大  

きな変化はないが，大阪湾の150pg／Jから別抑二向か  

うにしたがってわずかながら低くなる傾向がみられた。  

一万，βHCIlは大阪湾で370pg／Jと最も高濃度であ  

るが，他の海域では比較的変動があり，最も低いところ  

では大阪湾のほほ半分程度の160pg／Jであった。さら  

に，クロルデン類も全海域で観測され，その濃度は10  

－25pg／Jであり，かつクロルデン類は行きと帰りでそ  
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ムには有害性はなく．良好な基礎生産に寄与する。これ  

に射し，南シナ海の場合，年間を通じて混合が下層（臨  

界層深度）まで到達しないため，貧栄養であっても，か  

えって非珪藻葉引こ有利な条件となるのであろうと推測さ  

れる。   

つまり，南シナ海は全体として，渦ベン毛藻類が出現  

しやすい構造になっているといえるだろう。したがっ  

て、南シナ海に画した沿岸域は、もしそこに窒素，リン  

が負荷されれば，温帯以北の沿岸域に比べて有害藻類が  

出現しやすい，すなわち，基本的に脆弱な海洋生態系で  

あるといえよう。事実，香港近傍で，季節依存的に渦ベ  

ン毛藻類が出現したデータが得られている。以上の観測  

的事実は，まだ回数が少ないため，考えられる環境変動  

シナリオに関する仮説を立てる段階にある。したがっ  

て．さらに持続的にデータを蓄積する必要がある。   

以上により，コンテナ船等の定期航路船舶をプラット  

フォームとして継続的にモニタリングを行うことの有効  

性が確認できた。さらにこのモニタリングを軸にして各  

国間の協力体制を形成することが望まれる。このことか  

ら，1998年1月にアジア各国専門家を招へいして第1  

回のCoMEMAMS（Cooperative Marine Environ－  

mcntalMonitoringin the Asian MarginalSeas）の  

会合を催した。この会合での総合討論の結果を受けて，  

4＿Lh Session ofIOCWESTPAC（第4国政府間海洋  

学委員会西太平洋地域委員会，1999年3月にソウルで  

開催）において，このプログラムをGOOS－HOTO（全  

球海洋観測システムー海洋の健康度モジュール）の一環  

として位置づけ，今後10Cの事業として実行するよう  

提案を行った。  

〔発 表〕K－39，73，A－59，61，a58－61  

オマスのうち（f）の相対割合が高く，南シナ海では（a）と  

（f）が高かった。香港近傍とマラッカ海峡では栄養塩濃  

度が高くなっていた。香港近傍では，この高い栄養塩に  

よって，7bランクトン量が多かったが，季節により，珪  

藻類が卓越する場合と渦ベン毛藻類が卓越する場合が  

あった。マラッカ海峡に関しては1997年1回の観測の  

範囲内ではあるが，（b）王圭蕉が卓越していた。ベトナム  

潮則点でも（b）がみられた。   

上記の〔目 的〕で述べたシナリオ，すなわち，  

「（N，P）／Si比が人為影響で増大し，このため非珪  

藻類／珪藻類の比が増大する」という作業仮説を観測結  

果と比較すると，このシナリオが南シナ海全体について  

そのまま単純にあてはまるものではない。南シナ海全体  

について見れば栄養塩濃度が低く人為影響は見かけ上小  

さいようにも見える。   

ところが，南シナ海で，バイオマス量としては小さい  

ものの，相対比としては，渦ベン毛藻類やその他の非珪  

藻類が卓越していることが観測された。また海洋構造か  

らすると，南シナ海は閉鎖性の海盆である。バシー海峡  

を経由して黒潮の上流部分が流入するが，その流量のほ  

とんどが再びループ状に太平洋側に洗出してしまう。ま  

た．上記数値モデルで明らかになったように，大陸の沿  

岸水が南下流入している。これはSeaWiFS衛星クロロ  

フィル画像からも推測される。したがって，徐々にでは  

あるが人為的負荷が蓄積されつつあることが考えられ  

る。   

また，温帯城以北の海では，冬季に鉛直混合があり，  

下層の窒素，リン，ケイ素がほぼレッドフィールド比を  

保って上層に補給される。このため年に一度上層海水の  

更新が行われ，珪藻類がブルームを起こす。このブルー  

－ 72 一   



2．3．6 熱帯林の減少に関する研究  

〔担当者〕  

地球環境研究グループ：奥田敏耗・膚 艶鴻・足立直樹・  

高村健二・永田尚志  

生物 圏 環境部：椿 宜高  

科学技術特別研究員：梁 乃伸・小沼明弘・山田佗弘  

下組は研究代表者をオす  

〔目 的〕近年，熱帯林保全へ向けた持拭的管理の手法  

が様々な地域で模索されているが，森林の減少速度に歯  

止めがかからない。この原因として，森林の持つ生態  

的，社会的，文化的なサービス機能・価値が客観的に評  

価されていないことが指摘されている。しかしながら，  

それ以前の問題としての森林の機能や動態の解析が十分  

に行われていない限りは．森林の持続管理に向けた的確  

な指針が与えられないばかりか，人類の遺産である森林  

資源の枯渇を招くことにつながりかねない。例えば．森  

林の炭酸ガス吸収機能が注且され，排出権売買が現実の  

ものとなりつつあるが，そもそも森林が構造的，組成的  

に安完したものか，またその動態にかかわる要因は何か  

についても十分な知見が得られているとは言いがたい。  

そこで，本研究課題では熱帯林の保全管理のための手法  

を確立することを目的として（1）熱帯環境林保続のた  

めの指標策定に関する研究 （2）熱帯環境保全林にお  

ける野生生物多様性と維持管理のための指標に関する研  

究 （3）熱帯林環境保全機能の評価に関する研究を  

行った。なお，本課題の一部はマレーシア森林研究所  

（UPM），マレーシアプトラ大学．東京都立大学，京都  

大学，奈良女子大学，自然環境研究センターなどの協力  

を得て行った。  

〔内 容〕  

（1）熱帯環境林保続のための指標策定に関する研究   

熱帯林の修復過程における椎樹の生態特性を把握する  

ために1996年8～9月に20種以上の樹木の種子を採集  

し，発芽させた。実生苗は同じ年の12月まで同じ環境  

条件1ミで栽培し，UPM構内のゴム林伐採跡地に植栽し  

た。植栽地には伐採されずに残っていたゴムや遷移初期  

に出現するマカランガ等の樹高10nl程度の樹木があ  

ー），そのような樹木の下にも植栽を行った。樹木によっ  

て被陰された場所を遮光区．被隠されていない場所を裸  

地区とし，各々の区に樹種構成ができるだけ均等になる  

ように植栽した。一方，勲満杯構成橙の更新過程に伴い  

生態生理特性を明らかにする目的で，異なる更新段階の  

仇直川椚呵肌＝1止血け机汀hhばの葉の光合成特性と乗の形  

態特徴を測定した。  

（2）熱帯環境保全林における野生生物多様性と維持管  

理のための指標に関する研究  

1）熱帯林におけるほ乳類及び鳥額群集構造と多様性  

の維持機構に関する研究   

熱苛林におけるほ乳類の群簾構造を明らかにするため  

に，択伐後約40年を経た二次林とそれに近接した一次  

林，および低湿地という遷移段階と生息環境が異なるハ  

ビタットにおいて，捕獲法により小型ほ乳類群集の環境  

題好性を調査した。また，熱帯林の孤立化による鳥類群  

集への周緑効果の影響を評価するために，パソ森林保護  

区の周縁械と中心部でかすみ網による標識再捕調査と保  

護区外のアブラヤシ農園でライントランセクトセンサス  

を行い鳥類群集を調査した。   

2）動植物種の種特異的共生関係に基づく生物種の生  

態特性の指標化に関する研究   

これまで，実生や稚樹の成長特性ヤ生理活性の比較研  

究が多く行われてきたが，樹木の更新には森林構造や生  

物間相互作用が複雑にかかわっているため，共存機構の  

解明には至っていない。しかし，生物間相互作用の一つ  

に動物や菌類による植物の損傷があり．これらの損傷か  

ら逃れるため，植物は物理的・化学的・時間的に様々な  

防御機構をもつ。特に熱苗植物は温帯植物に比べて強固  

な晰卸機構を発達させており，動物や菌類と密接にかか  

わりながら生存，世代交代していることが推測される。  

そこで，本研究は果実の量的防御物質と結実7ユノロ  

ジーとの関係を検討した。  

（3）熱帯林の環境保全機能の評価に関する研究   

1）熱帯林における撹乱が土壌形成及び土壌構遂に及  

ほす影響の評価に関する研究   

シロアリは土壌形成過程の一環である植物遺体分解を  

担っているが，伐採による撹乱がシロアリに対して引き  

起こす影響を把握するために，マレーシア半島部の低地  

熱雨林の自然林と柘伐再生林とでシロアリ分布の比較調  

査を行った。各林内に100m四方の調査地各1個を設定  

し，立ち木の樹径・位置を記録Lて標識を付けた上で，  

立木上で地衣・コケ・課頬などを探餌するホスピタリテ  

ルメス罵のシロアリの巣外行進活動を記録した云巣のあ  

る立木と探餌場である立木の樹径を集計し，全立木の樹  

往分布と比較し，これらシロアリの生息条件を検討し  

た。  
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〔成 果〕  

（1）熱帯環境林保続のための指標策定に関する研究   

ユ）二次林への植栽実験   

植栽後約300日と約600日におけるフタバガキ科樹種  

の生残率は，被険区で高かったが，裸地区でも高い生残  

率を示すβゆ′βγOCαゆ15COn11止恨のような樹種もあっ  

た。裸地区での生残率は，初期の椎樹の高さによって影  

響を受け，高さが高い維樹ほど生残率が高かった。しか  

し，被陰区ではこのような傾向は観察されず，生残率は  

椎樹の高さではなく，もっぱら樹種間差によっているこ  

とが明らかになった。植栽後約300日における全植栽樹  

種の生残率は裸地区で57‰ 被陰区で71％，また，植  

栽後600日では各々40％と61％で，被陰区の方が生残  

率は高かった。しかし，伸長速度と初期の椎樹高との間  

には有意な相関はなかった。   

Z）林床環境下における椎樹の生理生態的反応   

最大光合成速度と光【光合成飽和点は，同じ樹種につ  

いても．葉の位置の高さによって大きく異なることがわ  

かった。実生，若木，林冠と上層木における最大光合成  

速度は，それぞれ2．54，3．11，5，88および4．21／ノmOJ  

CO2／m2／sであった。一方，葉のクロロフィル含量は高  

い位置にある葉ほど高くなることがわかった。上層木の  

葉は林床の椎樹の棄に比べて単位面積の窒素含量は約3  

倍の値を示した。本研究から，熱帯林樹木の光合成速度  

の垂直の変化は葉の窒素含量による可能性が示唆され  

た。  

られなかった。中心部から周辺部にいくにしたがい，地  

上性昆虫食のチメドリ類が減少し，果実昆虫食者のヒヨ  

ドリ類が増加Lた。保護区の周りのアブラヤシ農園には  

熱帯林の鳥類は全〈生息していなかった。パソ森林保護  

区において行った人工巣を用いた捕食実験の結果，地上  

の方が樹上より捕食庄が高く，チビオマングース，コモ  

ンツパイ，イノシシ．ブタオザルなどの地上性動物が捕  

食者であることが自動撮影装置によって確認された。ま  

た，卵の消失速度は周縁部が一番速く，保護区の中心部  

に向かって捕食庄が減少していく傾向がみられた。捕食  

による周縁効果によって地上佳昆虫食のチノドリ類が減  

少し，鳥類群集構造が変化したと考えられる。鳥類群集  

は林緩から約1kmの地点まで高い捕食圧にさらされて  

いて．周縁効果が及ばない地域は2，500haのパソ森林  

保護区の中心部の約900haにすぎないと推完された。  

また，パソ森林保護区には1から2つがいのクロサイ  

チョウやカワリクマタカが生息しているに過ぎず，大型  

のサイチョウ類やワシタカ類にとってパソ森林保護区は  

小さすぎて，東南アジアの熱帯林本来の鳥類群集を維持  

できないことが予測された。   

2）動植物種の種特異的共生関係に基づく生物種の生  

態特性の指標化に関する研究  

（D天然林内における林冠ギャップの形成とその影響に  

に関する研究   

マレー半島のパソ保護林の50haの永久調査区におい  

て，空中写真をもとに林冠ギャップの動態を，特に個々  

のギャップの消長に着目して解析した。解析の対象は  

1995年5月と1997年2月の二時期に共通して樹高分布  

図を作成することができた東側38ha部分であり，樹冠  

高が15m未満のところをギャップと定義し．認識可能  

な最′トサイズである6．3m2（＝1セル）以上のすべての  

ギャップの消長を解析した。その結果，2年間という短  

い期間で個数ベースでは58％のギャップが消滅してい  

たが，これらのほとんどは面積63m2以下のごく′J、さな  

ギャップであり，188m2を越えるような大型のギャッ  

プは完全に閉じることはなかった。また大きなギャップ  

ほど，二つ以上のギャップに分割するものの割合も高  

かった。また，新しくできたギャップのほとんどは最小  

サイズのものであり，新しく大きなギャップができるこ  

とは比較的まれな現象であり．ごく小さなギャップが生  

じては塩期間に消滅しているのが大多数であることがわ  

かった。個々のギャップの面積の増減も調べたところ，  

（2）熱帯環墳保全林における野生生物多様性と維持管  

理のための指標に関する研究  

1）熱帯林におけるほ乳類及び鳥類群集構造と多様性  

の維持桟橋に関する研究   

保護区の中心部では7年間で3，356日・網の，アブラ  

ヤシ農園との境界にあたる周縁部では3年間で963日・  

網の標識再捕調査を行った。同時に，捕食圧を検出する  

ために．毎月，地上と樹上に2巣1組として10カ所，  

合計862個の人工巣を設置し，奥の中にウズラの卵2個  

を放置して，卵の捕食経過を4－5日間調べた。パソ森  

林保護区の中心部では，現在までに別5個体，81種が  

捕獲されたのに対して．周縁域では，323個体．45種類  

が捕獲されたにすぎない。鳥類の相対的な生息密度は，  

中心部で0．23～0．38個体／日／網であるのに対して，周縁  

部では0．36個体／日／網であり．生息密度には差は認め  
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森林全体でのギャップ面構の拡大と縮小には，新規生成  

のギャップヤギヤップの消滅と同様に，既存のギャソフ  

の拡大と縮小の貢献が同程度に大きいことが明らかに  

なった。   

②種子・椎樹走者過程における草食動物の影響と柏物  

の被食に対する防御機能   

動軌 菌類による実生の傷害と葉の特性の柱間比較の  

結果，葉内に量的防御物資として知られるフェノール物  

質を高濃度に蓄積する樹種ほど食害の割合が低いことが  

明らかになった。この結果は，案内フェノール化合物の  

蓄積により成熟葉の傷害の拡大を回避している可能性を  

示唆する。さらに，食害と葉の形質に対する光環境の影  

響を野外実験によi）検討した結果，明るい環境下では案  

内フェノール星が増加したにもかかわらず，食害率は暗  

い環境下のものと有意差がないことが明らかになった。  

以上から，フタバガ、キ科樹種ではフェノール型タンニン  

が化学的防御物質として働き，その作用は生育地の光環  

境によって変化することが示された。   

③林冠ギヤプ形成と動物の行動パターンに関する研究   

ハビタットの環境要因は，一次林と比較して，二次林  

では果実生産量が小さく，結実種の多様性が低い傾向が  

認められた。また二次林ほ．単純な林冠構造，疎らな低  

層部の植生，林冠ギャップと林床における倒木の密度が  

小さいという特徴を持ち，垂直・水平方向ともに環境の  

多様性が極めて低かった。低漫地は，樹冠の高さが低  

く，林冠の階層構造は単純であったが，果実生産品とそ  

の多様性は一次林と二次林の間に位置していた。小型ほ  

乳類はハビタット選好性により四つのグループに類別さ  

れた。第一のグループは一次林を選好する種群で，解析  

の対象となった13種のうち，コモンツパイ，ハイガシ  

ラリス，バナナリス．ミスジャシリス，ハナナガリス，  

チビオスングリス，チャイロスンダトゲネズミ，および  

ホワイトヘッドスンダトゲネズミの計8唖を含んでい  

た。この種詳は，解析の対象となった小型ほ乳頬のうち  

昼行性の6種すべてを含んでいた。ツパイ類およびリス  

類は，半樹上性の種が多く，樹上または倒木中に営巣す  

ること．果実食性または昆虫食性が強いことなどから．  

‾次林の複雑なハビタット構造と豊かな餌黄源が高い環  

境取巻力を提供していると推察された。第二のグループ  

はオナガコミミネズミとアカスンダトゲネズミからなる  

二次林せ選好する校群であった。これらのネズミ類は，  

地1ごに坑道をつくり営巣するので，営巣のための資源と  

して林床の倒木等に依存することがないと考えられる。  

第三のグループは，比較的大型の種であるジムヌラとネ  

ズミヤマアラシからなる低湿地を選好する種群であっ  

た。ジムヌラは，水生動物を餌とすることが報告されて  

おり，ハビタット選好性と食性との関係が示唆された。  

第四のグループはマレークマネズミ1種を含むハビタッ  

ト選好性を示さない種群であった。これは，個体がホー  

ムレンジを持たないという本性の社会システムと関係し  

ていると推察された。  

（3）熱帯林の環境保全轢能の評価に関する研究  

1）熱帯林における撹乱が土壌形成及び土壌構造に及  

ぼす影響の評価に関する研究   

シロアリの抹餌活動が見られた巣の数は，初回から自  

然林の方が多く，1997年11月の3回目までは7巣から  

11巣が確認された。－・方，同時期に再生林では多くて  

5巣までしか確認されなかった。しかし，1998年4月  

の4回目調査時以降は再生林での確認数が増加し自然林  

と変わりがなくなった。調査を重ねるにしたがって巣の  

給確認数は増加し，自然林で20巣，再生林で12巣が確  

認された。自然林での絶確認数は，最近2回の調査では  

現打ちになっており，調査区内のほほすべての巣が見つ  

け出されたものと考えられる。一方の再生林では，最近  

2回の累積確認数の伸びが著しく，すべての・巣を見つけ  

出していないか．あるいほ，再生林で頗近見つけ出され  

た巣の一部は，極めて小規模の行進しか見られなかった  

ことから，これらの巣は定着したばかりで成長途上であ  

る可能性が考えられる。採餌場所は，胸高直往80cmを  

越える立木から太さ致cmのツルや巣のある壕の上まで  

広範囲にわたっていた。現存樹木の樹径組成が記多読され  

ている自然林調査区で，ツルや塚を除いた立木上の採飼  

観察例を立木の胸高直往別に傾度分布にして集計する  

と，30cnl以下の例が半数以上を占めるが，50－70cnl  

の立木での例も1／4近くを占めた。同じ調査区内でのす  

べての立木の輝度分布は20cm以下にピークがあり，直  

径が大きくなるとともにほほ等比級数的に本数が減少し  

ていた。従って，探餌場所は比較的直往の大きい立木に  

偏ることがわかった。再生林では大往木の比率が自然林  

に比べて小さい傾向があるので，大経木の少なさがホス  

ピタりテルメス届シロアリの少なさと関連している可能  

性がある。  
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2．3．7 生物多様性の減少に関する研究  

〔担当者〕  

生物 圏環境部：椿 宜高  

様性の評価指標として適していると考えられるからであ  

る。  

（3）生物多様性保全の観点から見たアジア地域におけ  

る保護地域の設完・評価に関する研究   

本研究では，1）生物多様性データベース作成  

2）自然保護地域モデル地区調査を行った。データベー  

スについてほ，平成9年度に引き続きマレーシア国タマ  

ンネガラ（Taman Negara）保誇区及び中華人民共和  

国雲南省シpサンバンナ（Ⅹishuangbanna）地区メン  

ヤン（丸4engyang）保護区で，主にアジア象の生息地域  

の地形条件などについて検討した。モデル地区の調査に  

ついては，択伐後約40年を経た二次林とそれに近接し  

た一次林，および低温地という遷移段階と生息環境が異  

なるハビタットにおいて，小型ほ乳類群集の環境選好性  

を調査した。  

（4）サンゴ隠は、海の熱帯林と呼ばれるほど生物多様  

性に富んだ系である。近年，世界各地で人為影響による  

サンゴ礁生態系の変質・破壊が問題になり，国際サンゴ  

礁イニシアチブ（ICRI）などの国際共同事業が始めら  

れている。サンゴ礁において特徴的なことは．サンゴの  

成長によF）形成された3次元空間梓還がさらに二次的な  

生息空間を形成することであり，これが生物多様性を維  

持する要因の一つとなっている。この過程を、水中3次  

元画像として取得し，長期的な解析を行うための保存  

データ（アーカイブ）とすることを目的とする。  

地球環境研究グループ：奥田故紙・原島 省・高相健二・  

永田尚志・唐 艶鴻・足立直樹  

社会環境システム部：田村正行・須賀伸介・清水 明  

下線は研究代表者を示す  

〔目 的〕地球上には様々な生態系が広がっており，そ  

こには1000－3000万の生物が存在していると言われて  

いる。このような生物多様性は生命の誕生以来，40倍  

年をかけた進化によって形成されたものであり，人類の  

生存の基盤をなす重要なものである。   

このため，1992年6月の地球サミットにおいて署名  

された生物多様性条約は1993年12月に発効され，戟が  

因も1993年3月に同条約を受儲し，締結国となった。  

さらに，我が国では1995年10月に地球環境保全に関す  

る関係閣僚会吉義において生物多様性国家戦略が決完され  

た。   

地球環境研究総合推進費による生物多様性減少分野の  

研究では生物多様性減少の機構解明，野生生物の生息地  

内外の保全手法の開発，アジア地域熱帯林の減少に伴う  

生物多様性への影響解明，野生生物の保護地域の設完基  

準の検討，サンゴ礁の生物多様性維持機構の解明を通  

し，生物多様性の保全に資する研究を行っている。  

〔内 容〕  

（1）野生生物集団の絶滅プロセスに関する研究   

野生生物が絶滅に至るのは，多くの場合その生息地が  

人聞活動によって破壊され消失するためであるが．その  

過程で集団がごく小さくなったときには生物集団特有の  

機構が働いて絶滅が加速されたり，あるいは逆に絶滅が  

回避されると考えられている。この機構を解明し，それ  

が働〈条件を明らかにすることによって，野生生物保全  

の施策への提言を行うことを目標とする。  

（2）アジア・太平洋地域における湿地性渡り鳥の移動  

経路と生息環境の解析及び評価に関する研究   

本研究では，衛星リモートセンシングを用いて湿地の  

分布と環境特性を計測する手法の開発を行う。さらに，  

街星無線追跡を用いて湿地性渡り鳥の繁殖地，中継地，  

越冬地を摘出し，湿地の環境特性と渡り鳥の生息状況と  

の関連性を明らかにする。特に渡り鳥に着目するのほ，  

鳥類が多くの生態系の食物連鎖の頂点に位置し．しかも  

大陸レベルの移動を行うことから，地球規模での生物多  

【成 果〕  

（1）野生生物集団の絶滅プロセスに関する研究  

1）イリオモテヤマネコの遺伝的多様性   

アジア大陸から数十万年前に隔離されて′ト集団化して  

現在に至っているイリオモテヤマネコについて集団内の  

遺伝的多様性とその維持機構の解明を試みた。前年度ま  

でに，機能的に中立なマイクロサテライトDNA領域遺  

伝子と免疫機能を左右するMflC（主要組織適合遺伝子  

複合体）クラスト遺伝子を用いて電気泳動速度の変異を  

目安に遺伝子多型解析を行ったところ，いずれの遺伝子  

も多型が極めて乏しかった。本年度は，後者の遺伝子に  

ついてDNA塩基配列を解読して．その配列に対応する  

アミノ酸配列まで解析を行い，多型の検出を試みた。そ  

の結果，ルIHCクラスl遺伝子の中の免疫粍能的に重要  

なα1領域の配列において多型が数多く見いだされた。  

その変異が中立的な遺伝子のそれを凌駕することから，  
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イリオモテヤマネコ野生集団中に作用している機構につ  

いて保全上貴重な知見が得られた。   

2）霞ケ浦のオオヨシキリにおける左右対称性のゆら  

ぎと個体の遺伝的形質   

オオヨシキリは，霞ケ浦のヨシ原で繁殖する夏鳥であ  

る。霞ケ浦で繁殖しているオオヨシキリの遺伝的形質と  

左右対称性のゆらぎ（FA）との関倖を解析した。ま  

ず，オオヨシキリの翼長とふしょ長の左右対称性のゆら  

ぎを計測した。その結果，左右対称性のゆらぎには雌雄  

差は認められなかったが，巣内雛の左右対称性のゆらぎ  

は成鳥より有意に大きかった。ヨシ原間に左右対称性の  

ゆらぎの程度に差が認められたが，ヨシ原の形質とは相  

関せず，桑ごとのばらつきが大きかった。次に，巣内育  

晩期の雛の栄養条件が左右対称性のゆらぎに与える影響  

を，平均体重からの残差をもちいて栄養条件を標準化し  

解析した。その結果．左右対称性のゆらぎが餌量などの  

環境条件によってではなく，遺伝的形蜘こより生じてい  

る可能性が示唆された。さらに，3つのマイクロサテラ  

イト領域遺伝子座を使って左右対称性のゆらぎとの関係  

を解析したところ、ヘテロ接合になっている個体ほど左  

右対称性のゆらぎが大きくなるという逆説的な結果を得  

た。そのため，オオヨシキリでは．遺伝的不和合性で左  

右対称性のゆらぎが生じている可能性がある。   

3）イトヨ地域個体群の縮小と形態的・遺伝的変異と  

の関連   

イトヨ地域個体群の小集団化に伴う遺伝的多様性及び  

外部形態の左右対称性の変化を追跡し，地域個体群の絶  

滅過程における集団の属性変化の解明を試みた。前年度  

までに遺伝的多様性の評価に用いていたマイクロサテラ  

イト領域に加えてTaylor et al，（1998）報告のマイク  

ロサテライト領域も有効であることがわかり，これらの  

韻城を用いてイトヨの保存標本から過去の遺伝的多様性  

を評価するために，ホルマリン液に保存されている標本  

からのDNA抽出と遺伝子増幅の手法を検討・開発し  

た。用いた領域の有効性には優劣があり．今後有効な領  

域に絞って多様性評価を行うことが適当であることがわ  

かった。一方，鱗枚数の左右対称性を同一群について過  

去と現在で比較したところ．個体数の減少した群では左  

石非対称個体の割合が増加しており，個体数の減少に伴  

い左右対称性に示される個体の質が低下していることが  

推測された。  

〔発 表〕A－49，50，74，H－15－17，a38，50－53，77，  

78，h－21，22  

（2）アジア・太平洋地域における湿地性渡り鳥の移動  

経路と生息環境の解析及び評価に関する研究  

1）衛星データを用いた湿地生態系の分布と環境状悪  

の計測   

NOAA衛星の可視，近赤外バンドから計算した正規  

化植生指数（Nl）Vl二Normalizcd Difference Vegeta－  

tionIndex）と熱バンドから計算した地表面温度を用い  

て，滝原分布を摘出する手法を開発した。NOAA衛星  

の正午近くのデータにおいて，湿原域では，周園の森林  

城に比べてNDVI値は低いが，表面温度は逆に高いと  

いう傾向があった。Nl）VI値が低いのは，湿原植生のス  

ペクトル反射特性に起因しており，表面温度が高いのは  

渥原と森林における蒸発散量の差違あるいは植生と気流  

との相互作用の違いに原因があると思われる。NOAA  

衛星データのこのような特徴を用いて，シベリア湿原城  

とその他の土地被覆形態との区分を行った。得られた分  

類結果を，高分解能衛星（SPOT／HRV）画條データに  

よる分類結果及び地上探査による分類結果と比較したと  

ころ，これらの結果は良く一致し，本手法の有効性が確  

かめられた。   

タンナョウやコウノトリの重要な繁殖地である，極東  

ロシアのアムール川流域における植生・土地被覆分布の  

現状を詳細に把握するために，高分解能傭星センサであ  

るLANDSAT／TMデータを用いて土地被覆分蘭を行っ  

た。分類手法としては教師付き分類手法を使用し，ト  

レーニングデータとしては1998年の6－7月にかけて  

実施した現地調査の結果を用いた。出力結果として，ア  

ムール川北岸の東経127D から13lO の範囲の土地被閣  

分類囲を作成した。   

2）渡り鳥の移動経路選択及び生息地環境特性  

1998年の6～7月にかけて，アムール川北岸の極東  

ロシア湿原地帯において，タンナョウとコウノトリそれ  

ぞれ6羽を捕獲し，NOAA衛星ARGOSシステム軽緑  

追跡用送信機を装着した。これは，東京大学，国立環境  

研究所，及びロシア社会経済連合アムール支所の共同作  

業であった。これらのうち送信機が良好に作動したのは  

タンナョウ3羽，コウノトリ3羽であった。これらの6  

羽について，越冬地までの渡りのルート及び渡りの中継  

地に関する無線追跡データを収集し，NOAA衛星画像  

上にプロットした。3羽のタンチョウのうち，2羽は潮  
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海及び黄海沿岸域を経由して帽子江流域の越冬地まで移  

動したが，1羽は朝鮮半島の非武装地帯に移動した。一  

九 コウノトリは3羽とも制海沿岸域を経由して掲子江  

流域に移動した。渡り鳥の種によってまた個体によって  

権りの提路に差違はあるが，新海沿眉のロワン何の河口  

地域は，6羽のうち5羽が中継地として利用しており，  

タンナョウ及びコウノトリの双方にとって渡りの途中の  

重要な休息地になっていることが判明した。   

タンナョウとコウノトリの繁殖地における行動パター  

ンを把握するために．ARGOS無線追跡で得られた鳥の  

位置情報を，l．ANDSAT／TMによるアムール川北岸城  

の土地被覆分類臥ヒにプロットした。その結果，タン  

ナョウは主に湿原域内で行動するのに対し，コウノトリ  

の行動範囲は瀾原に限定されず農地，森林などにも及ぶ  

ことがわかった。また，月ごとにわけて烏の位置情報を  

プロットした結見 タンナョウでは月ごとに主要な行動  

範囲が変化する様子が見られた。  

〔発 表〕C－21，23，C－17，18  

昨年に引き続き収集した。また，現地において象の生息  

地域の植生や地形の状況を調査し，アジア象の生息状況  

およびその生息条件の解析に必要な行政区や保護区の位  

置，アジア象の分布，標高．水系，土地利用，植生，土  

壌，降水量．蒸発量などに関する情報を収集した。   

2）自然保護地域モデル地区調査   

本研究では，択伐後約40年を経た二次林とそれに近  

接した一次林，および低湿地という遷移段階と生息環境  

が異なるハビタットにおいて．捕獲法により小型ほ乳類  

群集の環境還好性を調査した。ハビタットの環境要因  

は，一次林と比較して，二次林では果実生産量が′トさ  

く，結実種の多様性が低い傾向が認められた。また二次  

林は，単純な林冠構造，疎らな低層部の植生，林冠  

ギ1・ツプと林床における倒木の密度が′トさいという特徴  

を持ち，垂直・水平方向ともに環境の多様性が極めて低  

かった。低温地は，樹冠の高さが低〈，林冠の階層構造  

は単純であったが，果実生産量とその多様性は一次林と  

二次林の間に位置していた。小型ほ乳類はハビタット選  

好性により四つのグループに類別された。第一のグルー  

プは一次林を選好する種群で．解析の対象となった13  

種のうち，コモンツパイ，ハイガシラリス，バナナリ  

ス，ミスジャシリス，ハナナガリス，チビオスングリ  

ス，チャイロスンダトゲネズミ，およびホワイトヘッド  

スンダトゲネズミの計8種を含んでいた。この種群は，  

解析の対象となった′ト型ほ乳類のうち昼行性の6種すべ  

てを含んでいた。第二のグループはオナガコミミネズミ  

とアカスンダトゲネズミからなる二次林を遥好する種群  

であった。第三のグループは，比較的大型の種であるジ  

ムヌラとネズミヤマアラシからなる低湿地を選好する櫨  

群であった。第四のグループはマレークマネズミ1種を  

含むハビタット選好性を示さない種群であった。これ  

は，個体がホームレンジを持たないという本種の社会シ  

ステムと関係していると推察された。  

〔発 表〕A－5．6，a－7－11  

（3）生物多様性保全の観点から見たアジア地域におけ  

る保護地域の設定・評価に関する研究   

1）アジア地域生物多様性データベース   

本研究ではリモートセンシングデータ，数値地図デー  

タ，野生動物の生息データなどを収集し．これらのデー  

タを地理情報システムで解析して，野生動物の潜在的な  

生息可能地域の推定方法を確立する。平成10年度は，  

平成9年度に引き続きマレーシア固タマンネガラ保護区  

及び中華人民共和国雲両省シーサンパンナ地区およぴメ  

ンヤン保護区を対象とし，主にアジア象の生息地域の地  

形条件などについて検討した。   

タマンネガラ保護区では，平成9年度に作成した5万  

分の1地形図4面分の数値データを用いて，地理情報シ  

ステムによる野生動物の生息地域の持つ地形条件と水系  

条件などを解析し，標高に関する数値データをもとに，  

メッシュサイズの異なる25nlメッシュと100nlメッ  

シュの数値標高モデルを用いて地形解析を実施Lた。地  

形解析では，対象地域の標高，傾斜，起伏分布などを明  

らかにして，それぞれを分類して標高別，傾斜別，起伏  

別の面積を整理し．現地の地形特性を明らかにした。   

メンヤン保誇区は中国の南部に位置し標高差の激しい  

L】ト岳地域である。中国の共同研究者により行われたアジ  

ア象を対象とする生息分布状況等に関する調査データを  

（4）サンゴ礁の生物多様性維持機構の解明に関する研究   

平成9年度までに，A．トランセクトにコドラートを  

置いて水中（スチル）写真をステレオで取得する方式  

と，B．グラスボートに設置したビデオカメラにより，  

ユkln四方程度の領域を航走する方式をとってきたが，  

平成10年壕にはこれらをさらに発展させた。   

A方式としては，画像アーカイブから3次元座標を算  
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水温が上がった海水がこの領域に洗出してきやすかった  

と解釈できる。ただし，3m以深で貰の自化以前に死滅  

していた群休も多く，サンゴの感染症等もサンゴ劣化の  

大きな要素であることがわかる。  

・黒鳥港北トランセクトでは，白化は顕著ではなかっ  

た。この付近のサンゴ礁は．孤立的なバッテリーフであ  

り，水通しがよく海水の異常高温化が起こりにくかった  

ための解釈される。   

B方式としては，新規に商業ベースで販売されはじめ  

たステレオビデオカメラを使い，石垣島浦底湾（水産庁  

西海区水産研究所近傍）において，1998年6月29日  

に，同研究所の協力により，同所所属のグラスボートの  

航走により連続的に画像取得を行った。また，差分型  

GPSを用いて緯度経度算出の高精度化を試みた。   

A方式では，画像をディジタル化して保存し，B方式  

ではディジタルビデオ画條として保存した。衛星による  

画像のサーベイも試みたが，衛星からでは白化現象は検  

知されなかった。また，自化したサンゴが死ぬと表面に  

藻類が付着するため再度褐色になり，遠隔計測では健康  

なサンゴと区別がつきにくい。このため，水中画像アー  

カイビングが，サンゴの長期時系列評価の最も確実な方  

法であることが確認された。  

〔発 表〕A－60，a－63  

出するための標冤点として，50cmの立方枠と25cmの  

三角柱型枠の2種類のレファレンス枠を置いて水中ステ  

レオ画像を採取した。トランセクト位置は，黒鳥港北側  

および異烏北東の阿名泊沖の定点であり．時期は7月1  

日（官季）および2月18日（冬季）の2回である。数  

ペアの画像に対し，航空写真測量のフローにのせる方式  

と，最近商業的に販売されはじめたパソコン搭載の立体  

画像処理ソフトウェアの2つの方法により3次元座標抽  

出の試験を行った。結果は，標定用枠の形状等に依存す  

ることがわかり，次年度には最適な形状を決定する予定  

である。   

また，1998年夏季（8－り月）には，南西諸島で大  

規模なサンゴの白化が起こった。白化期間中の9月12  

日に，海中公園センター八重山研究所の独自調査とし  

て，畢畠阿名泊の測点において，水中撮影が行われた  

（モノラル摸影）。この画像は，現象前後を含む長期時  

系列に位置づけられたサンゴ白化のドキュメントとして  

他に例をみないものであり，以下のような所見が得られ  

ている。  

・阿名泊トランセクトでは，3m以深では白化をおこし  

たサンゴ許体は少なかったが，1．5m以浅では白化の割  

合が高かった。この地域は黒鳥周囲の樵池からの海水が  

流山してくる領域である。海水が滞留しやすい礁池中で  
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2．3．8 砂漠化に関する研究  

〔担当者〕  

生物圏環境部：大政謙次・戸部和夫  

卜紬は研究代表者を示す  

〔目 的〕砂漠化の影響は現在地球の全陸地の約1／4，  

世界人口の約1／6に及び，将来の地球環境や食桜供給に  

深刻な影響を及ばすことが懸念きれている。そこで国際  

社会は「砂漠化防止条約」を締結し，1996年12月26  

1］には発効，1997年10月には第1回締約国会議が開か  

れた。条約は，我が国を含む先進締約国に対して，砂漠  

化防止に対する奨金的・技術的な支援を要請している。   

しかし，これまで砂漠化研究および砂漠化防止技術  

は，その技術・方法論，対象とする砂漠化プロセス，対  

象地域の点で．それぞれ別個に独立して展開されてき  

た。その結果，研究成果や技術の総合化・普遍化が十分  

に行われていない。そこで本研究では，既往の砂漠化研  

究をレビューし，各研究の座標付けを与えるとともに．  

その総合化を図る。同時に，砂漠化防止技術については  

地域性を越えた共通性を抽出し，対象地域間題プロセ  

スー防止技術のマトリクスを作成する。  

【内 容】   

本研究では以下の2点の課題について取り組む。  

（1）砂漠化研究の総合化   

砂漠化防止対策を展開していく上で，もっともカギと  

なる下記の2点について，最先端の研究成果をまとめ  

る。  

1）地域を限完した上で，その地域における－・連の砂  

漠化プロセスを，背景となる自然環境条件と伝統的な土  

地利用システム，砂漠化の自然的・人為的安臥 フィジ  

かレな砂漠化プロセス，砂漠化の人間生活への影響，砂  

漠化対策とその効果，周辺住民等へ及ぼす副次的影響と  

いう流れで総合化し，可能な限り定量化しモデル化を図  

る。2）地域の固有性を越えて地球上で普遍的にみられ  

る，自然的または社会程済的な砂漠化プロセスを抽出  

し，そのプロセスの完量的または定性的なモデル化を図  

る。   

最終的には，上記の成果にもとづき地球スケールでの  

砂漠化評価モデルの構築および地域スケールでの早期瞥  

報システムの開発へとつなげていく。  

（2）砂漠化防止技術の体系化   

既往の砂漠化防止プロジェクトのレビュー，ならびに  

世界の砂漠化研究者へのアンケートにより以下の2点を  

明らかにする。  

1）対象地域の自然的条件や社会経済的条件に応じ  

て，その他城で効率的かつ効果的な砂漠化l坊止プロジェ  

クトを分析し，多様な砂漠化防止技術の体系化を図る。   

2）今後，もっとも短期間に開発され，かつ効果の大  

きい新たな砂漠化防止技術を明らかにする。最終的には  

地域の実情に適合した砂漠†ヒ防止技術を評価するシステ  

ムの構築を試みる。  

〔成 果〕  

（1）砂漠化研究の総合化と砂漠化防止技術の体系化に  

関する研究   

「地球環境研究展望一砂漠化－」検討会報告書が以下  

のような内容でまとめられた。  

1）砂漠化関連分野の国際的動向   

①アジェンダ21  

1992年の地球サミットで．行動計画として採択され  

たアジェンダ21の第2部，第12章が砂漠化に関する章  

となり，砂漠化の定義の変更とプログラム分野が盛り込  

まれた。   

②砂漠化対処条約  

1994年に採択された砂漠化対処条約では，アジェン  

ダ21などの成果をもとに，条約の第3部に，行動プロ  

グラム（第1節第9”15粂），科学技術協力（第2節第  

16－18粂），支援措置（第3節第19－21条）などが規  

定されている。また，第4部に科学技術委員会の設置  

（第24条）や各種機関・団体のネットワーク化（節25  

粂）などの条項も盛t）込まれている。   

③地球環境ファシリティ   

地球環境ファシリティ（GEF：世界銀行，UNEP．  

UNDPの共同管理）は，当該国の利益にはならない  

が，地域社会全体には利益になるようなプロジェクトの  

一郎または全部にかかるコストを負担することになって  

おり，資金供与する分野を，気候変動，オゾン層保護，  

生物多様性保全及び国際水域に限定している。   

④IPCC  

IPCC関連では，第2次報告書で，乾燥・半乾燥地城  

の生態系への影響ヤ砂漠化の問題との関連が取り上げら  

れており，2001年に予定されている第3次報告書で  

も，上で述べたような砂漠化対象地域での土壌卿ヒによ  

る炭素貯蔵力の低下や，生活や農業生産に伴う温室効果  

ガスの放出の間組 また，気候変動に伴う乾燥地生態系  
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検討する必要があろう。また，その前提として，砂漠化  

のメカニズムや生態系の解明も重要である。   

①持続的な土地利用システム   

砂漠化の問題では，その地域社会の生産活動の基盤で  

ある土地利用の問題が重要である。砂漠化対処条約で  

は，地域社会の持続的発展が究極の目的であり，乾燥～  

乾燥半湿潤地域の生物生産の施弱な土地で，いかに地域  

の発展と持続的な生産活動，すなわち土地利用の持続性  

を共存させるかが求められる。また，すでに土壌劣化が  

進行している地域では，土壌劣化の回復を考慮した上地  

利用の形態と修復技術の検討が必要である。アグロフォ  

レストリーのような農業形矧土，植林による環境保全と  

農業生産を融合させたものであり，持続的な土地利用の  

ひとつの形態であろう。   

①新技術・代替システムによる砂漠化対策   

地域社会の持続的な発展にとって，新技術の導入は不  

可欠である。しかし，その技術はその社会が受容する適  

正技術である必要がある。また．長期的な視野に立った  

技術導入である必要がある。たとえば，大規模な潅がい  

施設は短期的には大幅に収量を増大させるが，長期的に  

は土壌の塩性化を引き起こし，砂漠化を促進させる場合  

が多い。今後．導入が期待される新技術としては，太陽  

光利用のシステムや地下ダムなどの潅がいシステム，乾  

燥地域に適した高収量品種や緑化樹木の開発．栽培技  

術，貯蔵・加工技術，土壌改良技術などがあげられる  

が，新技術の開発と並行して，これらの技術がその地域  

の自然ヤ社会において適合するかどうかの評価を行うた  

めの手法の開発も必要となろう。   

⑥効率的な援助とその評価   

これまで行われてきた砂漠化対策のプロジェクトの中  

で成功した例は数少なく，多額の資金を按じたトップダ  

ウン方式の大規模プロジェクトはほとんど失敗したとい  

われている。これは，上述したような砂漠化のメカニズ  

ムを的確に評価したり．また，適正技術を選択したりす  

るための知見が乏しかったことに加えて，現地．とくに  

そこで生活している住民の意思があまり反映されなかっ  

たり，環境に対する知識が不足していたりといったこと  

に起因している。このため，砂漠化対策に焦点をあて  

た，住民参加と環境教育のためのプログラムの検討が求  

められる。   

3）推進費における研究の方向性   

図1は上述した今後の砂漠化の分野で必要とされる研  

の破壊と希少植物への影響，およびその保全などの問題  

が取り上げられるものと考えられる。   

①1GBP  

ICBPのGCTEなどでは，世界各地にトランセクト  

を設けて，環境の変化に伴う植物群諮の種類ヤ机成，植  

生の変化などを調べている。アジア地域でも中国の  

NortheasL China Transectのように，森林地域から草  

原，乾燥地城にわたるトランセクトもあり，気候変動の  

影響の生態学的なデータが収集され，影響モデルの開発  

に利和されている。   

2）今後必要とされる研究   

①砂漠化のメカニズムの体系的解明   

砂漠†との予知や対策を効果的に行うためには，各々の  

地域によって異なる砂漠化のメカニズムを，自然的安因  

と人為的要因の両面から体系的に把捉する必要がある。   

しかし，現在のところ，砂漠化のメカニズムについて  

のこのような体系的な解明は十分には行われておらず，  

各々の地域で個別にその原田を調べているのが現状であ  

る。また，その因果関係を表すモデルについても，サブ  

モデルの開発段階で体系化はなされていない。   

②砂漠化のモニタリングとデータベース   

人工衛星を利用した観測と地上でのグランドトルース  

やバルーン，航空機などによる冤期的な観測などとを併  

用して，モニタリングの精度を上げていくことが要求さ  

れる。また，国際的なネットワーク体制のもとに，ベン  

チマーク（あるいはトランセクト）の地域を設定し，ど  

のような贅閏をモニタリングすべきかを体系的に整理す  

る必要がある。さらに，計画的に長期的なモニタリング  

を行うとともに，これらのデータを利用して広域リモー  

トセンシングの精度を向上させるための方法の開発が必  

安となる。加えて，画像分光やマイクロ波．レーザーな  

どを利用した新しい観測手法の開発とともに，将来的に  

は砂漠化のモニタリング衛星なども考慮していく必要が  

あるかもしれない。   

③生態系保護と砂漠緑化   

乾燥地生態系は，厳しい環境に適応した植物種の宝庫  

であり，高し、ハビタット多様性を示す。また，多くの食  

用作物の原産地でもある。砂模化によるこれらの生態系  

の破填と賀重な生物の絶滅を防止するために，希少性ヤ  

そのハビタットのデータ化と保全のための方法の検討が  

必要である。具体的には，現地での保全とバイオテクノ  

ロジーを含む人工的な保全才支術の両面からその保全法を  

一81－   



：国靡ネットワーク  砂漠化の構図  
砂漠化の原因  

：：人間活動  ：気候変動等   

知識ベース  秒漢化の原因t機構・  

影響の相互関係の照明  気象情報  
水資源情報  
土地利用情報  
生態系什報  
社会経済情報  
影■関連欄旬  

モデル化  
統合システム  
サブモデル  
関係の記述  
とルール化  

；・人口の増加  

：三賞困  

・｛；土牡不足 ：・過放牧・過耕作 ： 

・不i切な潅漑：  

：・樹木の過剰伐採： ：：政治的混乱尊：  

大気大領環の変動  
降水▲の電動  
干ばつ  
洪水  
飛砂 等  

シミュレーション  
推論・ガイダンス惰劉  

ヰ策技術相報等  

モニタリング 人工衛星 航空Iキ 地上観測等  †  
砂漠化（土地の劣化）  

土壌劣化 土サ浸食 砂の集積 等  

†  
影 響  

社会8潤的影■；・生≠系への影■：  
食糧と月田の欠乏 L＿＿：櫨生の破増 井困の加速   

：・生物多様性の喪失： の  
暮民増加      一‥－一■・一－－－－－－－■  

疾病蔓猛  
都市への人口1中 一  

早期警報システム   
砂iき＝ヒ地図  
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食糧援助  
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枢軸  
持続的土地利用  
潅漑システム  
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代替エネルギー  
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政治経済的安定  
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対策プログラムの作成  

新技術・代替システムの開発  

ー・九鯨変動への影■  

等  

対外債粍  
γ易条件の悪化  

琴  

図l 砂漠化の構図と砂漠化研究の相互関係を示す流れ図  

徴や個別の問題を取り扱った研究が．回1で示した砂漠  

化研究の中でどのような位置づけにあるか，また，その  

成果がどのように利用されていくのかを整理した上で，  

将来行うべき研究を計画していく必要があろう。  

〔発 表〕h－9  

究を簡単な流れ図として示したものである。砂漠化研究  

の特徴として，その地域特有の問題が多く，現象の解明  

や影響の研究，さらに対策研究においても，その地域の  

特徴が強調されることが多かった。推進費の研究もその  

例外ではなく，多くの研究が地域あるいは個別の問題に  

焦点をあてて推進されてきた。今後，これらの地域の特  
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れは何故か，を定立的に解析する。（2）二つの地域に  

おいて中長期的にどのような持続性を阻む現象が起こる  

かを予測し，2knlメッシュのディジタル地図として表  

示する。（3）土壌荒廃，砂漠化等の環境破壊を回避し  

持続性のある土地利用を模来した場合のグローバルな食  

様需給への景；響を検討する。   

「アジア地域における人間活動による広域環境変化と  

程活発展の相互影響に関する研究」においては，アジア  

地域の発展途上国では，経済活動の拡大に伴う人間活動  

が一次産業などの基盤となる環境嚢源の持続不可能な利  

用等をもたらしているとの観点から．（1）人間活動に  

伴う広域的な環境変化とその社会・経済へ及ぼす影響を  

同定するとともに （2）人間活動環境変化の相互影  

響を考慮した人間活動一環境変化一社会・経清影響を評  

価するモデルを構築し，アジア地域に適用することによ  

り，持続可能な発展を実現するためにとるべき施策を検  

討することを目的としている。  

2．3．9 人間・社会的側面（分野）に関する研究  

〔担当者〕  

地球環境研究グループ：森田恒草  

地域環境朋究グループ：兜 眞徳  

社会環境システム部二原沢英夫・青柳みどり・高橋 潔  

水土壌国環境部：大坪関順  

‾卜線は研究代衣者を示す  

〔目 的〕推進費における本研究分野は．地球環境変化  

の人間・社会的側面の国際共同研究計画（lnteI・national  

Human Dimension Programme on GIobalEn、′iron  

meIILalChange：IHDP）に積極的に対応していくため  

に，平成7年度に創設された。  

IrlDPは地球環境変化の人為的要因とその地球環境変  

化が人間社会に及ほす影響の2つの側面を研究するもの  

で，具体的な研究分野として，土地利用・被覆変化，産  

業構造の変化とエネルギーの生産と消数 奇源利別二関  

する人口・社会的側面，環境倫理や教育，資源利用ヤ人  

rコ推移を決める各種制度及び環境の安全性と持続的発展  

が挙げられる。  

〔内 容〕「環境に関する知識，関心，認識及びその相  

互疎通に関する国際比較研究」においては，社会権済シ  

ステムの構成要素のうち，低地球環境負荷型の都市像を  

描きだすとともに，その実硯のための市民，消費者・企  

業の態度や行動なピライブスタイルのあり方などに表す  

る知見を提供することを目的としている。   

「アジア諸国における開発水準と生活の豊かさ（q二）L），  

環境リスク認知・行動に関する研究」はアジア地域の開  

発途上国を対象に環境汚染や破壊によるリスクに関する  

知識・認知の実態を調査し，別途，それを規定すると考  

えられる伝統的な環境安国による健腑リスク（’イ云杭的  

環境リスク‖ と呼ばれる）の客観的評価，環境汚染・破  

填による現代的な環境リスクの大きさと今後の予測評  

価，生活の豊かさ（QOL）の評価等を行い，環境リス  

ク管理型社会への移行を促進するための方法を，生態学  

的な視点から考察することを目的としている。「中国に  

おける土地利用長期変化のメカニズムとその影響に関す  

る研究」は，LU／GEC（Lalld Usc for Glob；llEn－  

VironmenL Conservation）プロジェクトの第II期（3  

年間の予定）として，以下の三つを研究の目的に掲げて  

平成10年定から開始された。（1）中国の沿岸地域（特  

に華東地域）と北部，東北部地域に対象を絞り，二つの  

地域の何処でどのような土地利悶変化が起こったか，そ  

〔成 果〕  

（1）環境に関する知乱 関′h 認識およぴその相互疎  

通に関する国際比較研究   

本課題では，環境に関する包括的調査（GOES）にお  

いて，中国での調査を実施するとともに日本においては  

具体的な環境保全活動およぴエネルギー消費についての  

分を実施した。同時に，オランダについての比較分析を  

進めた。また，アジアの都市調査では歴別勺，宗教的に  

も欧州文化の影響の強いフィリピンのマニラを対象にバ  

ンコクの調査結果を踏まえて比較可能な形でも現地面接  

調査を実施した。またグループインタビューも実施し  

た。さらに消費者・企業調査では，平成9年度に行った  

ドイツ調査に合わせて日本調査を実施した。さらにドイ  

ツ調査との比較分析を進めた。   

環境に関する包括的調査（GOES）については，本研  

究所は，1993年にパロ・アルトで開催された第一回の  

企画ミーティングから参加し，1995年からの質問票の  

作成グループにも参加してきた。実査に関しては，日本  

では1997年9月に他国に先駆けて調査を実施した。本  

年度は主に日本とオランダの調査結果の分析を行った。  

この国際比較調査は，現在ブラジルで調査中であり，さ  

らに東欧での実施が具体化されている。アジアでは，日  

本以外に中国の北京周辺などで実施された。   

オランダでは，テイルバーグ大学社会調査研究所が日  
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大きな差がみられることがわかる。環境に関する意識な  

どについてみた場合には，大差はないことが他の質問に  

対する回答で明らかであるが，行動に関しては大きな差  

がでていることについて，今後の比較分析において明ら  

かにしていく必要があると考えられる。  

本と同様の調査票を用いて昨年12－2月にかけて実施  

した。調査項目は，環境問題に関する認識，価値観，行  

動，政策に関する志向などであり，いずれの乱 地域に  

おいても，居住する人々の母集団をもとに撫イ乍為抽出に  

よるサンプリング（日本においては全国9地域・市町  

村，オランダでは州・市町村のそれぞれ2段階）を行い  

対象者を柚札 専門の調査員が個人面接を行って回答を  

得たものである。株安は（表1）のとおりである。   

結果の一部を囲1に示す。この区＝ま，「行動」につい  

ての項欄のうち．「買い物のときに自分で買い物袋を持  

参したり，店で用意しているポリ袋や紙の買い物袋を断  

るようにしていますか。」という質問に対する回答の分  

布である。オランダでは．70％が「いつも」している，  

と回答しているのに対し，日本では7％にすぎない。逆  

に日本では，52％が全くしていない，と回答している。  

社会システムなどにあまり大きく依存していないと思わ  

れる買い物袋の持参についてオランダと日本では行動に  

（2）アジア諸国における開発水準と生活の豊かさ   

（QOL），環境リスク認知・行動に関する研究   

地球環境問題対策のための国際的なスローガンである  

い持続可能性のある発展”の具体的内容は，先進国と途  

上乱 あるいは都市と農村などで直面している環境問題  

の遠いやそれらのリスクに対する知識・認知，あるいは  

対策上の問題点などの地域別の生態学的構造の遠いに  

よって大きく異なっていることは明らかである。このこ  

とは人類全体の問題として地球環境問題の解決には．こ  

うした多桂多様なミクロ地域の個別診断と対策のシナリ  

オの整理が必要であることを物語っている。   

例えば．途上国の都市環境問題としては大気汚染や水  

の汚染が主要であり，その背景として急激な人口の都市  

化，伝線的生油様式，衛生環境整偶の遅れ，急速な工業  

化・モータリゼーション，それら汚染についての知識や  

リスクの認知，対策の必要性の認識の低さ，あるいは対  

策の具体化に対する問題などは共通しているものの．個  

別にみればそれら問題の深刻さ，健康リスクの大きさに  

は大きな開きがあり，また対策シナリオにおいても生態  

学的な構造を反映した違いが大きい。  

表1 日本，オランダの調査概要  

仁1本   オ ラ ン ダ   
調査両側   1997年9月  ユ997年12月から1998J】ミ2り   

サンプル放   1530   1004   

回収＊   7D％   71％   

回器欄の年齢  16歳から89歳   16抜から91歳   

困苦欄■のヅ均隼齢  48．5歳   4乙9歳   

調査二巨イ本   国立環境相究桝  テイルバーグ人f紺二会調査研究所  

買い物の暗に自分で買い物袋を持参したり、店で用意しているポリ袋や紙の買い物袋を断る  

ようにしていますか。  

オランダ   

回答者数  

いつも い物  
しばし・㌔き笠たく三三諾ヲ芸≡慧ご  

【こ11   
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ギー源への転換などの政策的・行政的対策と同時に，石  

炭利用家屋の換気を推進させることが肝要であろう。   

ところで，中匡‖二おけるSO三大気汚染は1つの例に  

過ぎないが，こうした対策オプションを推進するには，  

健脚jスクを個別の都市のみならずより広範囲に行い，  

対策によるメリットの全体像を示すことが有用と考えら  

れる。全国の都市の大気汚染データはすでに収集してお  

り，現在，こうした情報を解析整理中である。また，イ  

ンドネシアの都市についても同様な整理を進めている。   

他方，農村村落の環境問題では，急激な人口増加を背  

景とした乱開発による森林破壊，耕地の荒廃・砂漠化，  

飲料水の不足・枯渇，農薬汚染，その他全般的な衛生環  

境問題などが主要と考えられる。従って，南アジアの3  

国で個別の村落調査を進める一方，関連する社会経†郡舌  

動指標，環境破壊等の資料（ランドサットデータの解析  

を含む），人口・疾病・死亡データ等を収集し，聞き取  

り調査結果とともに解析中である。結果の詳細について  

は．都市部の調査結果とともに，別途整理■中の環境庁へ  

の報告書を参照されたい。  

〔発 表〕B－47，49  

初年度以後，都市については，中国では北京，成都，  

上海，重慶ほか，また，インドネシアではジャカルタ．  

バンドン等を対象とし，これら大都市部位民の質問調査  

を，また，農村地域については，南アジア（インド．ネ  

パール，バングラデシュ）において農村村落を対象とし  

た調査を行った。   

このうち都市域では工業活動・都市活動等に由来する  

環境汚染（大気汚染・水質汚濁・土壌汚染・騒音・振動  

等）の地域型環境問題が深刻化しその対策が急務とされ  

る一方，国際的な動向として地球温暖化やオゾン層破壊  

など地球環境問題への配慮が求められているため，これ  

ら関連する社会権済活動指標，環境汚染問題等の貸科，  

人口・疾病・死亡データ等を収集し，質問調査結果とと  

もに解析中である。   

ここで中国の都市環境問題について整理してきている  

ところによると．小国の都市における環境汚染問題とし  

て，未だ大気汚染，特に石炭利用に伴うSO2汚染の問  

題が大きいことが確認された。これまで既存の測定デー  

タを補完する目的で調べたSO2濃度を見ると，北京市  

や重魔市では，既存のデータが示すレベルにあり，托が  

国において四日市や川崎市で公害が問題化した当時のレ  

ベルに達しでいることが知られる。これら高濃度の大気  

汚染下では，慢性閉塞性気管支炎やぜん息などの呼吸器  

疾患が多発しても決して司、思試ではない。事実，都市別  

の大気汚染平均濃度と死亡率との間に強い相関関係が認  

められており，また，本研究で調査対象としている小児  

の呼吸器症状が，各都市の工業地城において有意に高率  

に認められてもいる。また．石炭利用は，発がん物質を  

大義に含有していることから，諸外国と比較しても肺が  

んが有意に多い実態に即して，特にTSPと肺がんリス  

クとの関連も考慮する必要がある。   

こうしたSO2大気汚染の主たる原因は石炭燃焼にあ  

ることは自明の理である。屋内での暖房や調理のための  

石炭利用による屋内汚染，工場や地域暖房システムのた  

めの石炭利用ヤ火力発電所での石炭利凧こよる屋外汚染  

が大きい。こうした大気汚染の原軌二ついては環境関係  

者はすでに一卜分な知識をもっているが，上記のような健  

鰊リスクについての知識や認知は十分とは言えないのが  

現状である。一般の都市住民においては，なおさらであ  

る。健肘ノスクからみれば，対策のオプションとして，  

健駿リスク情報の伝達（教育），石炭の脱硫技術の普及   

と低価格化を回ること，排出源対策の促進，他のエネル  

（3）中国における土地利用長期変化のメカニズムとそ  

の影響に関する研究   

LU／GECプロジェクトの第II期となる本テーマは4  

つのサブテーマからなり，各サブテーマの成果ほ以下の  

とおりである。  

1）地図化手法による中国土地利用長期変化予測に関  

する研究   

20knlメッシュディジタル地図を用いた中国全土の土  

地利用変化の長期予測のため，省別の土地利用変化シナ  

リオを「中国土地利用」から翻訳により摘親した。さら  

にZOkmグリッドで1980年代の中国全土の土地利用  

ディジタル地臥 自然条件，社会経済および人口分布の  

ディジタル化を行った。これらのデータの存在を前提と  

した20kmグリッドでの中国全域土地利鞘変化予測モ  

デルを検討した。シナリオ解析から摘出された問題地域  

に対して1990年代の土地利用ディジタル地図を2knl  

グリッドで作製した。   

2）衛星画保とGIS手法を用いた華東地域の土地拡  

大に伴う土地利用変化の解析に関する研究   

物質や人口の移動に伴う都市の拡大は熱移動過程のア  

ナロジーとしてとらえ，都71H広大現象に拡散モデルを適  
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（4）アジア地卿こおける人間活動による広域環境変化  

と経済発展の相互影響に関する研究   

本研究は，1）発展途上酎二おける一次産業を中心と  

した人間活動の変化と環境変化・温暖化の相互用の解明  

2）人間活動と環境変化を評価・予測するための人間活  

動一環境変化・温暖化一社会・経済影響モデルの開発と  

適用 3）一次産業経済モデルによる持続可能な一次産  

業生産の方策に関する検討の3つの観点から実施した。  

1）人間活動環境変化一社会・経済の相互影響のモデ  

ル化   

現在の環境変化と将来生じるであろう気候変化の影  

響，これらの相互作用も含めて把握し解析するために  

は，人間活動一環境変化一社会・程清変化を総合的にと  

らえる統合モデルによるアプローチが適している。本モ  

デルは農業，水資源，健康の各サ70モデルとそれらを経  

済的視点からリンクする経済モデルから構成される。モ  

デル開発に当たっては，アジア地域で将来の経済発展の  

鍵を揺る人口増加，経済発展も著しい中国，インドを取  

り上げ，各国研究者の協力を得て．モデルの基本構造の  

設計やモデルの検証と適用に必要な環境，社会，経済  

データを収集し地理情報に変換してデータベースの構築  

を行った。   

2）アジア地域における水需給モデル化   

アジア地域では，水資源が将来的に逼迫することが懸  

念されている。現在でも水資源が逼迫している国々で  

は，温暖化はさらに状況を悪化させると予想される。こ  

のため，利用可能な水資源量（水資源賦存量）と水需要  

量との関連を踏まえた上で，現在及び将来の水需給関係  

を予測し，水資源からみたアジア地域各国の安全度評価  

が必要である。水資源モデルほ．水卦原依存量の算定を  

するための「流域ベースの流出モデル（表面流出十河川  

流量）」と各流域における水需要を解析できる「水需要  

モデル」からなり，本年度は「流域ベースの流出モデ  

ル」のプロトタイプを構築した。流出モデルの再現性を  

検証するために，中国の代表的な河川流量データとの比  

較を行った。その結果，ピークの発生時期や大きさに差  

が見られるものの，アジア地域といった地域レベルでの  

水需給関係を評価するためには十分な精度がある流出モ  

デルが開発できた。  

〔発 表】C－20，Cノ12，13  

用する。拡散方程式中のドライビングフォースとして2  

つの要素を取り上げて都市拡大を記述する。すなわち．  

拡散する物質として社会程済的安国を取り上げ，拡散速  

度に影響を及ぼす要素として地理的環境を考慮に入れ  

た。モデルの検証には，リモートセンシングデータを用  

いる。   

3）北部・東北部地域における土地利用が環境に及ぼ  

す影響に関する研究   

河北平原は半乾燥の気候区に属している。今後，土地  

利用の度合が益々高くなり，水巻源の需要は増加し続  

け，水嚢源の確保は21世紀の農工業発展のキーポイン  

トになると考えられる云本研究は，地下水のパラメータ  

を把握して河北平原での地下水収支の解析や地下水朕存  

量（資源量）の変動計算とその結果の地図化を行うもの  

である。収支計算結果によれば，河北平原の浅層地下水  

朕存量は126．30×10Htで，そのうち，浅層既存量は90．  

45×108tである。河北平原の浅層地下水滴養量は合計  

101．14×108tで降水の浸透が主な滴養源であり，消失  

（排出）量は合計105．2×108tで、主に揚水による。帯  

水層貯留量の変化量は3，88×108tとなり地下水位の低  

下が起こっている。   

4）中国北部・東北部地域の持続性可能診断用ディジ  

タル地図セット構築に関する研究   

中国北部・豪北部は，中国で最大の食糧生産基地の一  

つで，本地域における土地生産量の維持と引き上げは  

21世紀の中国の食糧需給や持続可能な農業発展に非常  

に重要と考えられる。土地生産性は，地形（標高，傾  

斜），気象（気温，降水，日照時間等），土壌．水文条件  

等の自然環境条件が関係するが，土地政策，農業技術，  

農地管理の水準，化学肥料の使用量等の社会経済条件も  

関係する。本研究ではGIS手法を用い，中国華北・北  

部・束北部を対象に，1－2kmメッシュ精度で，土地  

生産性に関する自然環境因子のディジタル分布匡は作成  

した。さらに，自然環境因子を説明変数とした第一次純  

生産力（NPP）モデルを開発L，NPPの分布図を作製し  

た。  

〔発 表〕G－2」，g二う1，32  
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2．3．10 総合化研究  

〔担当者〕  

地球環境研究センター：井上 元  

〔成 果〕  

（1）持続的な国際社会に向けた環境経済紙合分析手法  

の開発に関する研究   

平成10年度は，これまで開発してきた各種経済モデ  

ルを発展途上国に適用すべく．モデルの改良と基礎的  

データの収集ならびにこれを用いたパラメータの設定に  

取り組むとともに，地球温暖化問題を中心にしてその対  

応可能性についてシミュレーション分析を実施した。ま  

た，国際公共財の評価方法について基礎的検討を行い，  

投入産出モデルを用いた物的勘定の開発のため，拡張さ  

れた投入産出衷の設計と基礎資料の収集，資源投入に関  

する勘完の部門分解を行った。さらに，中国の経滴，人  

工，自然資源等の長期的トレンドを分析して，中国のグ  

リーンGl）Pを推計した。  

以下，サ7■テーマごとに成果を記す。  

1）国際経済モデルの開発とアジア地域への適用に関  

する研究   

本サブテーマは，今までに開発してきた各種の経済モ  

デルを発展途上国に適用できるように改良し，さらに国  

際的な相互作用を再現できるように世界モデルに拡張す  

ることによって，地球環境問題と経済発展とのかかわり  

合いをより体系的に分析することを目的とする。このた  

め，次の3種類の経済モデルを基礎にして，国際程済モ  

デルヘの改良に着手した。   

①動学的東通化モデル：スタンフォード大学で開発さ  

れたMERGEモデル，イエール大学で開発されたDICE  

モデル，東京理■什大学で開発された～IARIAモデル，  

東京大学で開発されたGDMEEMモデル  

（む一般均衡モデル：国立太平洋北西研究所（PNNL）  

で開発されたSGh′トモデル，パデュー大学で開発された  

GTAPモテル   

③ボトムアップ・モデル：横浜国立大学等で開発され  

たNE21モデル   

これらのモデルの開発者との共同研究により改良方針  

を検討し，簡単な改良については平成10年度において  

各モデル開発者あるいは開発者と当研究所が共同して実  

施した。特に，SGMモデルの改良については国立太平  

洋北西研究所（PNNL）と当研究所との間で国際共同研  

究として英施した。そして，これらの改良モデルを用いt  

て以下の分析を実施した。   

動学的最適化モデルを用いた分析では，アジア地域に  

おけるクリーン開発メカニズムの効果を分析するととも  

地球環境研究グループ：西岡秀三・甲斐沼美紀子  

地域環境研究グループ：森口祐一  

社会環境システム部：森田恒幸・日引 聡・川島鵬子  

下線は研究代表者を示す  

〔目 的】地球環境研究センターにおいては地球環境研  

究総合推進費による総合化研究を実施している。この  

「総合化研究」という特殊な研究領域は，分野別に実施  

されている個々の研究プロジェクトと異なり，（1）  

個々の研究プロジェクトの成果を集約しつつ，経済学，  

社会工学的手法を含む観点から総合的かつ体系的に検討  

を行い，政策の具体的な展開に貸する知見を提供する  

「政策研究」（2）「課題別研究」として分野ごとに研  

究プロジェクトが推進される地球環境研究に対し，これ  

ら個々の分野にまたがる研究領域や共通する研究領域を  

体系的かつ集中的に解析する「横断的研究」（3）  

個々の研究領域の重要性を地球環境問題の解決という観  

点から総合的に評価する「リサーチ・オン・リサーチ」  

の3つの役割を有しており，平成10年度においては  

（1）の政策研究に該当する以下の研究を英施してい  

る。  

〔内 容〕持続可能な発展において，環境保全と経済発  

展の両立は最も重安な要素であり，地球環境政策の世界  

共通の基本的目標である。その具体的目標の設克と達成  

方法の検討には環境と経済を同じ枠組みの中で分析でき  

る手法の開発が急務であることから．環境経済モデルと  

環境勘完を中心に．手法開発を進めてきた。これまで，  

日本をはじめとする先進国の問題を主な研究対象として  

きたが，持続的な国際社会の実現には，発展途上国の問  

題やそれを含めた国際関係にも視野を広げることが不可  

欠である。このため，平成10年度から，これまでの成  

果の地区別を基礎として，持続可能な発展の重安な鍵の  

ひとつと考えられる国際公共財や，発展途上国を含む多  

国間の経済の連関にかかわる問題を中心にとりあげ，環  

境経済モデルおよび環境勘定の手法を適用することによ  

り，環境と桂済の統合に係る政策決完の支援に賀する分  

析手法の開発に着手した。  
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に，地球温暖化対策における炭素隔離と柁リサイクルの  

効果と問題点について分析した。特に，アジアにおいて  

クリーン開発メカニズムを適切に運用すれば，発展途上  

国の二酸化炭素排出量のみではなく，大気汚染の原因と  

なっている二酸化硫黄の排出抑制にも効果があることが  

示唆された。   

また，一般均衡モデルを用いた分析では．中国への技  

術移転の効果を推計するとともに，炭素隔離等の温暖化  

対策のための新技術がどの程度の効果があるかを，シ  

ミュレーションにより推計した。この結果，新技術には  

大きな効果が期待できるものの，将来のコストの減少の  

可酪l生に大きく左右され，効果に大変大きな不確実さが  

伴うことが明らかにされた。   

さらに，ボトムアップ・モデルを用いた分析では，ク  

リーン開発メカニズムにおける最適技術移転のシミュ  

レーション分析を実施し，多様な技術の組み合わせによ  

るクリーン開発メカニズムの運用の可能性が示唆され  

た。   

2）国際公共財の貨幣的価値を計測するための方法論  

の確立に関する研究   

現実の市場が存在しない国際公共財としての環境財に  

ついては，人々の価値を貨幣夕けムで計測する手法に仮  

想市場法（Contingent Valuation MeLhod，以下CVM  

と略す）があり，米国を中心に用いられている。本研究  

は，CVMの中核である仮想的な市場の設定に際して提  

案されている代表的な回答形式の比較を行い，各国の文  

化を前掟とした上で望ましい回答形式を選び出すことを  

目的としている。   

本年度は，まず，環境科学および環境権活字に関する  

文献調査及びヒアリング調査をもとに，日本国内におけ  

る二酸化炭素排出量削減策についてZ種類のシナリオを  

設定した。二れらは，現時点において．予想される二酸化  

炭素量増大による影響，また実際にとり得る対策に基づ  

いており，1‾分に現実性のあるシナリオである。   

次いで，支払い行為と評価値の関係について広く文献  

をあたり．調査すべき項目として以下の3点を明らかに  

した。最初の論点は不純な利他主義による効用発生であ  

る。これは，支払い行為の実施自体において効用が生じ  

ることを示す。これまで，不純な利他主義による効用は  

寄付方式で生じヤすく，したがって税金方式と比べて過  

大評価となるといわれてきた。しかしながら．我が国に  

おいて，これと適の傾向を示唆する調査もみられた。こ  

のため，支払い手段とCVM評価値の関係を明確にする  

必贅があることがわかった。次の論点は支払の強制度で  

ある。米国における調査では，日常生活における寄付の  

支払い強制度が小さいために，寄付方式が過大評価を招  

きやすいといわれている。この点について，扱が国にお  

いても検証が必要である。最後の論点は，調査票内で提  

示されるプロジェクトの内容伝達である。たとえば．支  

払い手段の遠いがプロジェクトの完遂可能性の認知に影  

響するおそれがある。   

さらに，上述の二酸化炭素排出量削減シナリオの表現  

方法改善，また支払い手段と評価値の関係についての設  

問作成のために，北海道札幌市，東京都大田区，埼玉県  

日高市の3カ所において実地調査を実施した。それぞれ  

の地域において回答世帯を無作為抽出し，調査票を用い  

た面接調査を行った。調査への参加者は，合計1，088人  

であった。抵抗回答，すなわち二酸化炭素排出量削減に  

価値を見いだしながらも支払意思額が0円である者の割  

合が半数近くに遺したため，シナリオの表現に改善の余  

地があることが示された。この点については，引き続き  

平成11年度に改良を行う。また支払手段に関して，税  

金方式において高い支払意思額を示す者が少な〈とも  

30％程度存在することが明らかになった。この結果は，  

単純に寄付方式が過大評価になるとは言えないとの予想  

を裏付けた。   

3）投入産出モデルを用いた資源・環境負荷フロー勘  

定の確立に関する研究   

本サブテーマでは，物量単位の環境勘定，とくに資源  

および環境負荷のフローを中心に扱う。すなわち，自然  

環境から人間活動への資源のインプットのフロ㌦および  

人間活動から自然環境への廃物のアウトプットのフロー  

について，その総量の把握および経漸舌劾部門への分解  

を行うとともに，資源が生産活動を経て製品に形をか  

え．消費の後廃棄されたり，インフラストラクチュアと  

して蓄積されたりするまでの過程を物量単位の投入・産  

出表の形式で表現することにより，さまざまな経済活動  

が直接・間接にもたらす資源の消費量や環境負荷の発生  

量を算定しようとするものである。   

まず，ドイツで作成された物的産業連関表（P10T）  

等を参考に，複数の品目の経済部門間での投入・産出を  

物量値で表現する勘定東の設計に着手し ，3次元投入産  

出表，部門・商品バランス乳 U表・Ⅴ衷などの形式  

の特失およぴこれら相互間の互換性を検討するととも  
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の意見交換を行った。   

4）発展途上国を対象とした事例研究   

世界の人口の85％が居住し，今後急速な発展が予想  

される開発途上国に焦点を当て，人口増加と経済成長，  

それに伴う自然資源の消費と環境質の悪化，エネルギー  

消費，都市化に伴う環境面への影響などの主要なセク  

ターの現状と課題を中国を例にとって，中国の研究者の  

協力を得て，レビューした。また．開発蓮＿上国の持続可  

能な開発の施策を展開する上で重要な役割を担うと考え  

られるアジア太平洋地域の（サブ）リージョナル機関に  

ついて，その現状と課題，地域機関との関係などについ  

て分析した。   

特に，各種のデータを用いてグリーンGDPを推計し  

た。その結果．1993年の中国のグリーンGDPは3兆  

1，270億元と推定され，この年のGDPよりも8．92％少  

ない。言い換えれば，国連の環境・経済会計システム  

（SEEA）に基づく環境被害総額は．3，060億元となる  

ことを明らかにした。   

さらに，開発途上国の持続可能な開発の施策を展開す  

る上で重要な役割を担うと考えられるアジア太平洋地域  

の（サブ）リージョナル機関について，その現状と課  

題，地域機関との関係などについて分析した。対象とし  

た機関またはプログラムは，北東アジア環境協力プログ  

ラム（NEASPEC），ASEAN 環境問題上級会議  

（ASOEN）．南太平洋地域環境プログラム（SPREP）．  

南アジア環境協力プログラム（SACEP）及び南アジア  

地域連合（SAARC），中央アジア持続可能な開発評議  

会（CoDoCA）である。  

〔発 表〕K40，B→145～147，149，154，156C－33－35，  

38，39，44－49．c－31，32，38，40－42．44－46，52～56  

に，こうした形式の勘定表を格納するための計算機ソフ  

トウエアの利用可能性を調査した。また，化石燃料，鉄  

などの主要資源を例とした勘定衷の試作に着手した。さ  

らに国連統計局のSEEA（環境・経済紙合勘完体系）を  

拡張する形で熊本大学で開発が進められている勘定の枠  

組み（GA～IEE）と，こうした物的殺人産出衷との関係  

について整理した。   

資源のインプットフローに関しては，平成7年度以  

来，日本，米国，ドイツ，オランダの4カ国の共同研究  

等で作成を進めてきた資源の総投入量データについて，  

産業連関表の部門への分解を行い，各々の部門の最終需  

要と資源投入フローとの関係の試算を行った。資源投入  

の過半が建設部門の需要と結びついており，その大半は  

ストック増加となるが，これは同時に将来の潜在的な廃  

棄物を意味する。なお．建設活動による資源投入量と現  

存するストックの関係については，全国統計によるこう  

したマクロな分析のほか，実際の都市を対象に地上構造  

物をGIS（地理情報システム）で集計解析するミクロな  

方法の適用に関する研究を九州大学と共同で実施した。   

また，人間活動から自然環境へのアウトプットフロー  

については，上記4カ国にオーストリアを加えた5カ国  

の間で平成9年度から国際共同研究を進めており，本年  

度は基碇データの収集および国際比較のための指標の検  

討を行った。   

一方，カーネギーメロン大学（米国），ライデン大学  

（オランダ），シュツソトガルト大学（ドイツ）との間  

で，投入産出分析（産業連関分析）の環境問題への応  

札 とくにライフサイクル分析や技術評価のための共通  

のデータベースとしての利用について，これまでの研究  

成果の交換および今後の共同研究の実施可肘生について  
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2．3．11先駆的地球環境研究  

【担当者〕  

社会環境システム部：田村正行・清水 明・  

報の摘出を行うサ70ピクセルカテゴリ検出手法について  

の検討，レーザープロファイラを用いた樹高計測実験，  

及び地上検証データ取得のためのイメージングスペクト  

ロメータの開発を行った。  山形与志樹・鵡 文経  

下線は研究代表者を示す  

〔目 的〕植生の種組成分布やバイオマス分布など陸域  

生態系の空間構造は，地球規模での環境の状態を評価す  

る上で最も基本的なパラメータの一つである。その変化  

は，熱苛林の減少や砂漠化，生物多様性の減少など地表  

面の変動に直接的にかかわる問題においてはもちろんの  

こと，地球温暖化などのよを）広域的な地球規模での環境  

変動に対しても地表面での物質，エネルギー収支の変化  

を通じて大きな影響を及ぼす。このため，生態系の空間  

構造とその変化を全地球レベルで計測，評価することが  

地球環境問題に取り組む上での最も重要な課題の一つと  

なっている。しかしながら，局所レベルから全地球レベ  

ルまでを対象として，生態系の構造を計測し，その動態  

を評価することは現時点では極めて難しく，いまだに十  

分なデータ，知見が得られていないのが実状である。本  

研究は，陸城生態系の侯も基本的な構成要素である植生  

に焦点を合わせ，その三次元構造とその変動を計測する  

ための観測システムを構築することを目的とする。一本  

の樹木のレベルから全地球レベルでの植生分布までを対  

象とするため，地上調査による方法から航空機．人工衛  

星を利用したリモートセンシング手法までの多段階観測  

手法を開発し，さらに，その動態を評価するための構造  

変動モデルを開発する。  

〔内 容〕陸域生態系の変化を把握しその地球環境にお  

ける役割を解明する上で，リモートセンシング画像デー  

タ，特に人工衛星データは強力な武器である。人工衛星  

を利用することにより広域の地表面を定期的に観測し，  

現在担こりつつある変化を実証することが可能であるn  

また，地球環境を駆動する生物地球化学的プロセスをモ  

デル化する際に，衛星データを入力データあるいは検証  

データとして用いることにより，精度の高いモデル開発  

が可能になる。さらに，大陸レベルで二酸化炭素など温  

暖化ガスの収支を推定する上で，陸城生態系の分布や変  

動に関する衛星データは不可欠である。   

本研究では，種々の衛星センサを用いて植生の種類，  

分布，バイオマス，及び季節・経年変化等を計測する手  

法の開発を行う。本年度は，リモートセンシング画像  

データの画像要素（ピクセル）から地上分解能以下の情  

〔成 果〕  

（1）人工衛星データを利用した陸域生態系の三次元構   

造の計測とその動態評価に関する研究  

1）リモートセンシング画像データにおけるサブピク  

セルカテゴリの検出方法の検討  

l）モートセンシングで得られる多重分光画像を利用し  

た土地被覆分類を行う際，これまでは最尤法，最短距離  

法などによる教師付き分類手法が一般的に用いられてき  

た。これらの分類手法は，個々のピクセルに対して特定  

のカテゴリーを一意的に割り当てるため，ピクセルサイ  

ズ以上の空間的な広がりを持つカテゴリを判別する上で  

は有効である。しかし，ピクセル内に不特定多数のカテ  

ゴリが混在し，かつそれらの存在比が空間的に連続して  

変化しているような場合，観測データの各ピクセルは，  

そこに含まれる複数のカテゴリの分光特性が合成された  

ミクセルとなっているため，これらを特定のカテゴリに  

対応付けることは困難である。   

そこで，本研究では，不特定多数のカテゴリがサブピ  

クセルカテゴリとして混在する多重分光画像において．  

着目する一つのカテゴリ（解析対象カテゴリ）のトレー  

ニングデータのみを用いて，その他のカテゴリーの分光  

特性は未知としたまま，画像中の各ピクセルから解析対  

象カテゴリを自動的に検出し，その存在比を推定する手  

法について検討を行った。用いた画像データは航空株搭載  

センサCASI（CompactAirborne Speetrallmager）  

によって釧路湿原で取得したデータである。ハンノキを  

解析対象カテゴリとし，サブピクセルカテゴリ検出手法  

によって名ピクセル内の存在比を推左した結果，ピクセ  

ル内に存在する他のカテゴリの種類が少ない場合には，  

良好な検出精度を持つことが確かめられた。   

2）レーザープロファイラを用いた樹高計測実験  

リモートセンシングを用いて森林のバイオマスを推完  

する際に，最も基本的な構造パラメータは樹高である。  

そこで本研究では．航空機搭載のレーザープロファイラ  

を用いて樹高の面的分布を計測する手法について検討を  

行った。レーザプロファイラとは．航空機搭載のスキャ  

ン型レーザ測距儀である。ディファレンシャルGSPと  
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を多数のスペクトルバンドに分けて取得することのでき  

る装置のことである。リモートセンシングの地上検証に  

用いられる一般のスペクトロメータは，観測視野内の平  

均的なスペクトル特性が得られるのみであるが，イメー  

ジングスペクトロメータを用いると，観測視野内のスペ  

クトル特性の空間分布や，個々の構成要素のスペクトル  

特性を詳細に調べることができる。本研究では，音響光  

学素子であるAOTF（Acousto－OpticTunable Filter）  

とCCDカメラを組み合わせることにより二次元イメー  

ジングスペクトロメータを開発した。本装置を用いて植  

生の反射率を測定し，リモートセンシングの地上検証  

データ取得に有効であることを確かめた。ただし，本装  

置は試作の段階であり，迷光，色収差，波長による画像  

位置のずれ等，改善すべき点があることも明らかになっ  

た。  

〔発 表〕C－21，22パー20  

INSにより航空機の位置と姿勢を測定し，それとレーザ  

による測距結果を統合して．地表面の形状や森林の樹高  

を測定するものである。測定に際してのレーザ光のビー  

ム幅は距離1，000nlでも約30cmと非常に狭いため，森  

林では樹冠の形状とともに樹冠を通して地表面の形状も  

計測することができる。テストサイトとしては北海道大  

学苫′ト牧演習林を選定し，平成10年11月6日に計測実  

験を実施した。レーザープロファイラの測定データを処  

理した結果，2mのメッシュサイズで樹高及び地表面の  

形状の分布図を得た。この結果を，地上でゴンドラを用  

いて測定した樹高データ，及び50mメッシュのディジ  

タル標高データと比較した結果，良好な測定値が得られ  

ていることが確かめられた。今後は樹高データからバイ  

オマス分布の推定を行う予定である。   

3）地上検証用イメージングスペクトロメータの開発   

イメージングスペクトロメータとは，観測対象の画像  
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2．3．12 課題検討調査研究  

（1）tしAS一皿データ等の利用実証計画に関する研究   

（FS）  

〔担当者〕  

地球環境研究グループ：笹野泰弘  

柑 的〕我が国の本格的な衛星利用大気環境観測プロ  

ジェクトとして，環境庁が搭載機器を開発し，本研究所  

がデータ処理運用を担当した，lLAS（改良型大気周縁  

赤外分光計）プロジェクトからは，オゾン層破壊の監  

視・研究の推進に有効な大量のデータが提供され始めて  

いる。さらに現在，準備が進められているILAS－nプ  

ロジェクトにおいても同様に，大量のデータが提供でき  

るものと見込まれている（平成12年度打ち上げ予定）。  

これらのデータの検証解析研究，データ利用実証研究を  

有効に進めるために，広く研究公募により研究課題の募  

集を行うとともに，研究公募でカバーできない研究領域  

については計画研究として，プロジェクトの研究推進を  

図ることが必要である。   

本研究は，ILAS／ILAS－［データの利用に関する研究  

を推進するため，研究課題の設定，研究者グループの組  

織化を行い，「推進費研究」課題の設定を行うことを目  

的とする。  

〔内 容】1LAS及びILAS－Ilで取得されるデータの概  

要，期待される研究課題の例などを，国内の関連フィー  

ルドの研究者に対して提示し，研究仮公募（予備調査）  

の形式で研究課題を募集した。本来は，1LAS－Ⅱプロ  

ジェクトの一環として，手首開発事業団等とともに実施  

する予定であった研究公募が諸般の事情で，平成10年  

度内に実施されなかったために，ILAS／1LASr［として  

独自で仮公募を行ったものである。   

この結果，延べ19件の課題提案が寄せられた。これ  

らについて，ワークショップを開催して，それぞれ提案  

課題の報告を受け．さらに参加者並びにプロジュクト関  

イ系者の開で討議を行った。推進費の性格，予算規模など  

を勘案しで，次年度以降の研究計画の原案作成を行っ  

た。提案課題の多くは，データ利用研究であり，既に得  

られているILASデータを利用するもの，来年以降取得  

見込みのILAS一Ⅱデータを利用するものが含まれてい  

る。  

（2）我が国の高山帯植生に及ぼす地球温暖化の影響に  

関する研究  

〔担当者〕  

生物圏環境部二大政謙次・名取俊樹  

静 岡 大 学：増沢武弘・木部 剛  

〔目 的〕今までに行われた地球規模の温暖化予測によ  

ると，温暖化の影響を最も受けやすい植生の一つとし  

て，高山帯の植生が指摘されている。高山帯の植物は低  

温環境下で生育しており，さらに，低温地域に特異的な  

地形である周氷河地形や高山帯の微地形，冨田の有無な  

どと微妙な関係を保って生育している種が多い。このた  

め，温暖化により気温が上昇した場合，高山帯の植物は  

ある種では生育が良くなり，ある種では悪くなる。この  

結果一 高山帯の植生は，分布範囲や種組成の変化などさ  

まぎまな影響を受けると考えられている。   

ヨーロッパアルプスでは，長年にわたる高山帯植生の  

調査の結果，高山植物の分布範囲などが変化しているこ  

とが報告されており，その原因の一つとして温暖化が指  

摘されている。しかし，我が国においては，今までに行  

われた高山帯植生の調査などにより，高山植物の分布範  

囲の変化などが危惧されているものの，高山帯植生と温  

暖化との関係については，ほとんどわかっておらず．至  

急本格的な研究を開始する必要がある。そのため，まず  

本研究を行い，本格的研究のための方向性や適切な手法  

を検討する。  

〔内 容〕  

1）今までに行われた温暖化影響予測結果と類似現象  

の整理   

今までに行われた温暖化影響予測結果と類似な樹木の  

生育高度の上昇に伴う高山帯草原の減少が危倶されてい  

る北海道アポイ岳において，高度別にコードラートを設  

置し，．コ「ドラート内に生育するキクゴヨウの樹齢を推  

定した。そ・の結果，キタゴヨウの上昇が最も著しいと考  

えられる5合目付近において，60年前には1個体のみ  

であったものが，ここ20年間に著しい個体数の増加が  

認められた。さらに，高度の上昇に伴いコードラート内  

の最高樹齢が減少し，キタゴヨウが斜面‾F方から上方へ  

向かって進出しており，アポイ岳固有の高山植物の生育  

地である高山草原が減少したことが示唆された。また，  

我が国では高山帯で長期間気象観測を続けている場所が  

少ないものの，富士山では50年以上前から続けられて  

いる。そこで，富士山で得られた結果を基に1939年か  

ー92－   



ら10年ごとの月平均気温の変化を調べた。その結果，  

近年，特に4月から6月の春先に気温が上昇しているこ  

とが認められた。   

このような現状を把握した上で．本格的研究のための  

方向性や適切な手法を議論するための検討会を開き，以  

下の点について検討した。  

・我が国の高山帯のなかで温暖化に対して脆弱な場所等   

を推定するため現在行われている方法について，今後   

改良すべき点などについて  

・我が国の高山帯で認められる現象のなかで温暖化影響   

の可能性がある事例について  

・これらを行うための適切な野外調査地の選定及び解析   

手法について  

・解析に必要な既存データの収集方法及び新たに必要な   

データの取得方法について   

これらの議論から本格的研究の方向性ヤ適切な手法の  

辛がかりが得られたと思われる。  

れたが，塩化メチル濃度は500pptレベルで推移した。  

さらに，1998年9月にジャワ島内で芦別則した塩化メチ  

ル漉度は900～1580pptにのほった。このような観測結  

果は塩化メチルが海洋よりむしろ熱帯の良から大量に発  

生していることを示唆した。このため，熱帯域における  

塩化メチルの発生源を明らかにして，塩化メチル濃度の  

変動要因を解明するための研究を今後実施していく必要  

がある。  

〔発 表〕d－44  

（4）環境負荷の少ない産業社会への転換方策に関する  

予備的研究  

〔担当者〕  

地域環境研究グループ：森口祐一  

社会環境システム部：後藤典弘・青柳みどり  

日引 聡・乙間末席・森 保文・  

寺閲 淳・原沢英夫  

〔目 的〕環境負荷の少ない持続可能な産業社会への構  

造的転換を引き出す方策を考えるには，次の3つの研究  

分野における科学的知見が必須である。1）国内・国際  

マテリアルフロー等のマクロ分析に基づく各種の低負荷  

化施策の評価 2）産業界が企業レベルで自主的にとり  

つつある各種の環境負荷低減の取り組みに関するミクロ  

分析及び評価，及び 3）消費者（消費主体としての企  

業も含む）の物品等の購入・使用・晦棄等の環境負荷低  

減に結びつく諸行動のミクロ分析及び評価。本課題検討  

調査研究では，IHDP（地球環境変動に関する人間次元  

国際プログラム）のIT（産業転換）研究プロジェクト  

における課題検討と連動しつつ，上の3研究分野の最新  

の研究情報を収集し，当面の緊急性の高い重点研究課題  

を明らかにすることを目的とする。  

〔内 容〕   

1）国際IHDP－IT（産業転換）プロジェクトにおけ  

る研究課題検討状況の調査   

広範囲な研究分野を有するIT（産業転換）プロジェ  

クトでは，1996年から3年程度の計画で，その中核的  

研究課題の立ち上げを企図してきている。本研究も，本  

年度これと連動し，その一翼を担う立場からIT研究課  

題検討に積極的に参加してきた。その一・環として．6月  

に北九州市において束アジア地域WSを企画開催し  

た。その際，国内及び韓国，中臥 タイ等の1T研究の  

情報源を確定し，主要な研究者を参加させ，関連する既  

（3）大気・海洋中塩化メチルの観測に関する研究（FS）  

〔担当者〕  

化 学 環 境 部：横内陽子・相馬悠子  

地球環境研究グループ：向井人史  

〔目 的〕塩化メチルは大気中に最も多く存在するハロ  

カーボンであるが，最近の観測値（平均約550ppt）は  

1970年代のものに比べ，平均で約50ppt低くなってい  

る。その発生源については不明な点が多いが，主に海洋  

微生物（主に植物プランクトン）によって生成されて大  

気中に放出されていると考えられてきた。そこで，この  

塩化メチル濃度の減少が何らかの海洋環境の変動を反映  

するものであるかどうかを明確にする必要がある。その  

予備的研究として．塩化メチル濃度の緯度分布を調べ，  

その変動要因を明らかにする。  

〔内 容〕節39次南極観測「しらせ」の航海中に採取  

した大気試料のGC／MS分析によって西太平洋一乗イン  

ド洋～南大洋における大気中塩化メチルの緯度分布デー  

タ（北緯310 ■～南緯690）を待た。赤道付近のインド  

ネシア海域で最高850pptが観測されたが，熱帯域以外  

の塩化メチル濃度はかなり一定で（500～550ppt），緯  

度が高くなるにつれてやや減少する傾向を示した（南緯  

230～690 の間で－1．2ppt／僅の割合）。この時期，南  

大洋は漢頒活性の高い時期で，ジメチルスルフィドヤプ  

ロモホルムなどの海洋起源有機化合物は高濃度で観測さ  
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存研究の発表とともに，課題の検討を行った。一方，  

ITの（科学）研究計画委員会は他の地域WSでの検討  

を踏まえ，研究計画最終案に近いものを1999年2月の  

オープン・サイエンス・ミーティングで検討したところ  

である。   

2）托が国等における主要な汀（産業転換）関連研  

究の状況と課題   

文献調査等から，上記の3つの主要IT分野における  

研究で束アジア地域WSで取り上げたものは，①資源  

フロー分析による環境負荷に関する国際共同研究 ②経  

済的手法適用の効果分析研究（韓国） ③産業連関法を  

用いる一連の環境負荷の完量化や他部門間への影響分析  

④製品等の低負荷化設計・エコデザイン等のためのLC  

A研究 ⑤環境低負荷型社会システムプロジェクト研究  

（戦略基礎研究） ⑥一連のゼロ・エミッション研究  

（文部省科研費） ⑦消費者の環境意識・行動及び企業  

経営の調査研究（推進費） などであった。これらに  

は，まだ緒についたものからかなり進んだ分析研究もあ  

るが，IT研究として連携した形にはなっていない点が  

課題である。   

3）先行的研究   

本課題検討調査研究では，n、研究の先行的な課題と  

しで次の2つを取り上げた。①環境マネジメントシステ  

ムと企業の環境パフォーマンス：国内のISO14001認証  

取得企業を対象とした調査を行い，環境マネジメントシ  

ステムへの対応，環境行動，他の環境負荷低減への取り  

組み，情報公開等から企業の環境パフォーマンスの分析  

を行った。②日本における企業の「環境に有意な消費」  

活動組織理論の適用：Sternらの定義する「環境に  

有意な消費（ESC）」活動を日本企業について，企業組  

織の資源依存理論及び進化理論を適用し，3段階モデル  

で分析した。データは1996年度の約6千社の調査結果  

を用いた。この分析から，最終段階3のESC活動の諸  

タイ70は，9つの要因から有意に決定されることが明ら  

かになった。  

〔発 表〕K－6．C－15．16，C－10，21．33  

球温暖化リスクは，化石燃料の大量使用という地球史上  

はじめてのことによるものであって，今後起こF）うる温  

暖化のメカニズムを説明する仮説を，実証科学的に検証  

する観測データは存在しない。   

一方，いずれの問題でも．対策を取らなければ手遅れ  

になり，破滅的な結果を招く恐れがあり，実証科学によ  

らずに，リスクを認識して対策をとるための決定手順に  

ついての合意形成過程を早急に研究する必要がある。   

このような認識と決定の困難さの下に，気候変動枠組  

条約締約国会議であるCOP3やCOP4が開かれたが，  

そういう国際協議の過程において，国家（主体）間の戦  

略的行動がどのように形成されるかを考えるために，主  

体の学習過程を考慮した合意形成の過程を分析する必要  

がある。   

このような問題意識のもとに，研究課題の具体的内容  

と構成について検討を行って然るべく研究計画を構成  

し，研究計画を実施するための適切な研究者の陣容を構  

成する。この際，農業環境才支術研究所が分担する酸性降  

下物にかかるサブテーマとの連係と整合を計る。  

〔内 容〕課題検討調査の結果を得られた研究計画は以  

下のようなものであり，これを実施するために，2サブ  

テーマを立て，9名の担当者を得た。   

国家安全保障の一環としての環境安全保障への認識が  

深まりつつあるが，気候変動問題に見るように．その戟  

時の確立が急務であり，また，気候変動現象の不確実性  

と国家利害の対立のもとで，国際交渉の帰趨への展望が  

求められる。一方，アジアにおける経済発展による酸性  

雨問題の深刻化が憂慮されるが．国際的な協力により対  

策を講じるために，問題の推移の政治的，社会的，経済  

的な要因の構造を分析することが重要である。そうし  

て，このような課題が科学的不確実性のもとでの決定と  

なることが，本質的に問題の取り扱いを困難にしてい  

る。   

そこで，気候変動問題に関しては，環境安全保障概念  

に基づき我が国の取るべき立場を検討し交渉方針への提  

言へ通を開き，また，国家間交渉の帰結への見通しを理  

論的なコンピューター・シミュレーションによF）与えよ  

うとする。さらに，気候変動硯象の不確実性のもとでの  

政策合意形成，自治体による対応の論理と行享臥 マスメ  

ディアによる世論の形成過程などのリスク管理に関する  

コミュニケーションのあり方を示そうとする。   

一万，酸性雨問題に関しては，問題の推移をアジアを  

（5）地球環境リスク管理のためのリスク認識と対策決  

定手順についての合意形成過程の研究  

〔担当者〕  

社会環境システム部：大井 絃・山形与志樹・川島康子  

（目 的】地球規模の環境問題においては，たとえば地  
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を促すため，研究打ち合わせをl卿寺行い，世界各国で試  

行され始めている当該分野の研究動向調査，研究の進捗  

状況・成果等のレビューを行った。また，そのレビュー  

を踏まえ．今後の研究課題の整理を行った。さらに，地  

域気候モデルとAIMとのインターフェースの検討を  

行った。   

CCSR／NIES気候モデルほ．全球大気海洋結合モデル  

と地域気候モデルに分けることができる。AIMは．対  

策モデルと影響モデルに分けることができる。具体的な  

事例として実施したことは．対策モデルによって得られ  

ているエアロゾル源排出データを全球大気海洋結合モデ  

ルに組み込むためのデータのフォーマットの検討及び  

データのグリッド化作業の一部，地域気候モデルのデー  

タを影響モデルに受け渡すためのデータの内容及び  

フォーマットの検討等である。  

対象にして．法的規制の強化形態と，中央政府・産業  

界・市民運動などのパートの行動とを調査推定して，そ  

れらが酸性雨の影響と対策の進展に影響する形態を，経  

済モデルを骨格とした理論モデルを構成して予測し．閑  

適の社会窟済的な構造を明らかにする。これによって，  

我が匝1が対策のための援助を実施する際の有効な枠組み  

と，費用効率のよい援助方式に関する情報を与える。   

さらに，ニの二つの地球環境問題の比較対照から地球  

環境問題を構造づけ，国際交渉と対策形成とのあり方を  

示唆する。  

〔発 表〕c－7」1，13，54  

（6）地球温暖化問題にかかわる気候数値モデルと影  

響・対策評価数個モデルの統合化に関する予備的研  

究  

〔担当者〕  

大気 圏 環境部：神沢 博・江守正多・野沢 徹  

社会環境システム部：森田恒幸・原沢英夫・高橋 瀦  

地球環境研究グループ：甲斐沼美紀子・増井利彦  

〔∃ 的〕地球温暖化研究において解決すべき以下の2  

つの課題の解決に寄与することを，本格的な研究段階で  

の目的とする。（1）地球温暖化をもたらす温室効果気  

体および地球温暖化を抑制する対流圏エアロゾルの人為  

的発生量の対策を考慮した定量的シナリオに基づいて気  

候モデル計算を行い，複数のシナリオに対する気候シス  

テムの感度を評価するとともに，地球温暖化の時空間分  

布を定量的に推定する。（2）その推完結果に基づい  

て，影響評価数値モデル計算を行い，地球温暖化の影響  

を完品的に推定すること。研究手段としては，気候シス  

テム研究のため本研究所（NIES）が東京大学気候シス  

テム研究センター（CCSR）と共同で開発してきている  

CCSR／NIES気候モデルと影響および対策評価のため本  

研究所が中心となEリ開発してきているアジア太平洋地域  

における温暖化対策統合評価モデル（AIM：  

Asian－PacificIntegratedModel）のZつのモデルを有  

権的に結びつける研究である。本年度は，本格的な研究  

で実施すべき具体的研究課題を設定するための予備的研  

究を行う。  

〔内 容】本研究では，影響・対策評価の対象領域とし  

ては，アジア地域を中心とする。地球環境総合推進費  

「地球温暖化」分野においてこれまでなされてきている  

関連研究の実施体制を活用し，それらの研究の相互作用  

（7）インドネシア森林火災の地球環境に与える影響及  

び生態系修復のための予備的研究  

〔担当者）  

地球環境研究センター：井上 元・清水英幸  

〔目 的〕近年インドネシアにおいては，焼畑農業や大  

規模プランテーションの開発のための火入れなどの人為  

的活動を原因とする森林火災が毎年発生している。1997  

年来のスマトラやカリマンタンでの森林火災は，エル  

ニーニョ現象に起因すると思われる異常乾燥とも相まっ  

て，焼失面積・期間とも最大規模となった。また多量の  

Haze（煤煙）を発生させ，インドネシアのみならず，  

マレーシア等の近隣諸国にも健康被害を引き起こし，産  

業活動などにも影響を及ほす社会問題にもなった。イン  

ドネシアにおけるこの大規模な森林火災はまた，地球環  

境保全の観点から考えると，大気化学，気象，地球温暖  

化 熱帯林保全，生物多様性など多くの分野に関連し，  

種々の影響を与えるものと思われる。このため，ニのよ  

うな森林火災を地球規模の視点から戦略的に研究する体  

制や計画を早急に整備するとともに，インドネシア大規  

模森林火災に関するこれまでの研究や情報を収集・整理  

し，大規模森林火災を，原乱現状把凰 影響評価・予  

札 修復・対策の4つの視点から検討する必要がある。  

そして，今後実施すべき具体的研究計画を検討し，提示  

する。  

〔内 容〕本研究では以下に示す内容について検討を  

行った。  
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（1）文献等これまでの研究情報の収集・整理   

現在までに明らかになっているインドネシアの大規模  

森林火災に関する研究報告や種々の関連情報を収集・整  

理した。特にJICA等の長期プロジェクトについて整理  

した。   

し2）予備的現地調査   

現地における森林火災の現状とその影響および回復等  

に関する現地調査を実施し，また，森林火災に関連する  

研究者・行政官らとの情報交換・研究交流を推進した。  

ここでは，インドネシアの環境省や科学院（LIPl）を訪  

れ，研究プログラムやモニタリングサイトについて，イ  

ンドネシアの最新情報を人手した。また．森林火災の顕  

著であった，カリマンタン島のムラワルマン大学ブキッ  

トスハルト演習林の火災跡地の現状や地中火（石炭層）  

の現状等の予備的調査を行った。  

（3）国際的な情報交換・研究交流システムの検討   

国際会読・ワークショップ等を通じた，国際的な情報  

交換・研究交流をについて検討を行った。「東南アジア  

森林火災管理フォーラム」では，火災予報や監視，消火  

等の対策の現状と問題点が討論され，今後必倭なアク  

ションプランが提言された。また．「東アジア・太平洋  

地域森林火災，煙霧害および森林・林業に関するワーク  

ショップ」では，森林火災に関する基礎的・構造的問題  

や森林・生物多様性等への影響，火災管理等の譲論がな  

された。  

（4）国際共同研究のあり方の検討   

研究協力協定等を含む国際共同研究の実施について，  

現地研究者等と検討を行った。特に，カリマンタン島の  

ムラワルマン大学では現地サイドが望む共同研究につい  

て討論を行った。  

（5）検討会による，今後実施すべき具体的研究計画の  

提示   

これまで森林火災を調査研究してきた研究者を中心に  

した専門家から構成される「インドネシア森林火災の地  

球環境に与える影響及び生態系修複のための予備的研  

究」検討委貞会を設置し，原因，現状把握，影響評価・  

予測，修復・対策の4つの視点から本間題を検討した。  

大気・気象・水文分野，生態系・生物多様性分野，社会  

経済・健康・対策予防分野ごとに，森林火災に関するレ  

ビューを行い，必要な研究課趨について検討し，提示し  

た。   
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2・4 環境研究総合推進費による研究（未来環境創造型基礎研究）  

2．4．1亜熱帯城島睨の生態系保全手法の開発に  

関する基礎研究  

〔担当者〕  

生物 圏 環境部：渡過 信・椿 宜高・野原精一・  

佐竹 潔・多田 摘・上野故平・  

矢部 徹・広木幹也・名取俊樹  

社会環境システム部：山形与志樹  

地域環境研究グループ：笠非文絵・五箇公一  

地球環境研究グループ：竹中明夫  

下紬よ研究代表者を示す  

〔目 的〕亜熱帯域は生物多様性がきわめて豊富であ  

り，特に島惧では島ごとの独自の生物相がみられ，固有  

祉が数多く存在していることで，仕分化を促進し，種多  

様性を増加した重要な生態系として認識されている。し  

かしいっぽうで毎晩の多様な生物乱 開発，土地利用の  

変化等の人間活動による撹乱や侵入外来生物に対して無  

防備であるため，その多様性の存続が危惧されている。  

そこで，この地域の生物種，遺伝子，生態系の多様性を  

保護し，いかにして生物多様性を未来世代に引き継〈nか  

を緊急の言果題として，島喚の生態系保全手法の開発に閲  

すゐ基碇研究を行う。  

〔内 容〕本研究では．先端的手法を用い ′ト笠原諸島  

等の亜熱帯城の島興を対象に，地史的・地質的粁性及び  

土地利用の変遷を考慮しつつ固有種を含む生物多様性の  

現状把握を行い，生物多様性の維持機構の解明を行う。  

さらに移入怪が生物多様性に及ぼす影響評価と島惧生態  

系保全手法の開発に向けた基盤整備のための研究を行  

う。この地域の生物相の進化起源の一つでアジア・太平  

洋地域の中で海洋畠や島峡を有し，日本と研究交流があ  

る米国レ、ワイ諸島）等と共同研究を行う。研究は4つ  

のサブテーマについて行う。（4）は総合的なまとめと  

なっている。  

り株の分布を把捉した。空中写真を判読することによ  

り，母島における植生変遷の特徴的な場所を摘出し，現  

地での予備調査を行った。調査計画に沿った観測機器の  

設置が終わり，データの蓄積，定期観測調査を行った。   

父島，伊豆大畠の調査地決息1月中に土壌，葉を採  

取した。伊豆大島にて，降水サンプルの採取を開始し  

た。土壌，葉の窒素安定同位体比は，測定可能な状態に  

セットアップした。   

′ト笠凰 本州一九州，南西諸島に分布するキプシ朴の  

近縁健について，いくつかの遺伝子領域の塩基配列を決  

定して分子系統学的解析を行った。小笠原諸島と琉球列  

長引二おけるモチノキ科周有種について，葉緑体DNAと  

核DNAの分子データをもとにして系統学的解析を行  

い，いくつかの分類群で浸透性交雑が起こった可能性が  

示唆された。  

（2）島峡の生物多様性の維持機構に関する研究  

1998年春に琉球諸島で採取したミカヅキモの交配  

群，交配型を決定した。15酵素のアロザイム分析を試  

み，5酵素に交配拝聞の変異，2酵素に集団間の変異が  

見つかった。沖縄県産，神奈川県産及びネパール直の緑  

藻ボルボックス目Goniun vridistellatumのrbcl．遺伝  

子のグループⅠイントロンの塩基配列を決定し，RNA  

2次構造を構築した。また，Ⅰ一bclノ及びatpB両遺伝子  

計Z，256塩基対を用いた遺伝学的解析の試験研究も実施  

した。   

父島と兄島のシロテツ属約40個体について，葉の形  

態と水分生理的特性の関係を解析した。1998年の夏は  

特に天気が悪かったが尾根部のみで光利用特性を調べ  

た。J毛根部で光利用特性を調べる必要がある。グンバイ  

ヒルガオの繁殖戦略を解明する目的で，発芽から成長に  

至る過程と水分条件との関連に関する研究を開始した。  

ランナーから根を出して伸びているが，根を出す条件を  

明らかにすべく，蒸散量と根の聞l禰との関係を調べた。   

陸面水文過程モデルに流出モデルを結合して，既存の  

データセットでそのパフォーマンスそチェックした。   

絶滅危惧・類に指定されている小笠原諸島に固有の一  

回繁殖型多年生草本オオハマギキョウについて父島列島  

来島に自生する全個体を標識し個体群統計調査を行っ  

〔成 果〕  

（1）島峡生態系における生物多様性の把握手法に関す  

る研究   

父島の気象観測所のデータと1998年夏に実施した特  

別観測のデータを整理し，解析を進めた。踏査により母  

島石門地域と桑の木山地城におけるオガサワラグワの切  
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（4）島供の生態系保全のためのモデリング・評価に関  

する研究   

競争に強い種と競争に弱いが分散力のある接が撹乱に  

よって生じる空き地を求めて競争する状況を拡散増殖モ  

デルを用いて解析した。撹乱を以下の場合に分類し，そ  

れぞれの効果について考察した。   

ムニンノボタンの種子散布者が判明しつつあり．同植  

物の散布様式について確かな推定が可能になった。ムニ  

ンノボタンの野性株は40株弱が確認できた。そのうち  

28株に実が付いているのが確認した。ほとんどの芙が  

まだ開裂しておらず．果肉部分が露出している実は1％  

以下であった。これに対して近くに植栽された株は，14  

株で実を付けているのが確認でき，開裂した実の割合が  

高くなっていた。突を食べている生物として，アリ，昆  

虫（種司、明），メジロが確認できた。   

鳥類は，観察により，移人種の定着過程を，トカゲ  

は，移入種と在来種の共存地域から移入桂を除去し、在  

来種が受けている影響を観察した。   

小笠原固有種オガサワラノスリの生息数について前年  

度実施した本研究を含めて過去の調査を比較した結果，  

いずれの調査も調査精度は決して高〈なかった。   

小笠原諸島より多様な顕花植物の花器の液浸標本を大  

量に作製し，形態の記茅孔 データの整理を行った。アリ  

相の解析のため，アリの液浸標本の蓄積と同定を行いP  

つ，関係する植物のアリヘの報酬を洗い出した。   

小笠原（父島・母島）及び伊豆半島の転石潮間帯で脂  

足煩の垂直分布状況を調査した。  

〔発 表〕Ⅰ▼l－21，24，25，30，33，b－15l，152，155～157，  

h－26，32，35  

た。父島列島南島のオオハマポッス個体群について，3  

月と10月における全個体の生死判定とサイズ（成長）  

を行った。その結果を見ると各個体の生存と成長は，  

ローカル密度，個体サイズ．定着他の定着しやすさに依  

存していることが示された。小笠原の固有種テリハハマ  

ポウの推定祖先種を広域分布種オオハマポウとの比較研  

究を行っている。父島における両性の分布，花サイズの  

変異を明らかにした。  

（3）島内斯こおける移入種の侵入・定着過程に関する研究   

送粉者となり得る帰化昆虫が植物群集の繁殖成功度に  

与える影響を検証するため，セイヨウミツバチの帰化し  

ている父島と未帰化の兄島において7樹種の開花フユノ  

ロジーと繁殖成功度及び送粉昆虫の訪花塀度を比較し  

た。父島，母島，兄島の各島においてハダニ・セイヨウ  

ミツバナの分布を調査し，サンプルを採集した。遺伝子  

分析・アロサイム変異の解析を行い，遺伝子分析を進め  

た。   

伊豆諸島の八丈島，三宅島，新島，大島において，移  

入された脊椎動物の生息状況と移入の背景について調査  

を進めた。  

1977年から開始したギンネム林の動軌二間する長期  

継続研究の一環として，父島，母島の各地に設けられた  

永久調査区の大部分について再調査を行い，とりまとめ  

と論文作成の作業を進めた。同時に7カギについての継  

続調査も進めた。  
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2．4．2 化学物質による生物・環境負荷の総合評  

価法の開発に関する研究  

培養神経細胞における神経突起伸展を指標と  

した化学物質の毒性評価－  

〔担当者〕  

化 学 環 境 部：中杉修身  

地域環境研究グループ：国本 学  

〔期 間〕平成9～11年度（1997～1999年度）  

〔目 的〕化学物質による生物・環境への負荷を総合的  

かつ複合効果も含めて評価するために，簡易生物評価系  

を用いた評価手法を新たに確立することを目的とする。  

さらに，この評価手法を用いた環境汚染物質評価の諸問  

題を解決し，総合指標として環境管理するための考え方  

を提案する。  

〔内 容〕簡易生物評価法としては，ヒトやほ乳動物，  

水生生物由来の培養細胞あるいは遺伝子組換え細胞など  

を活用し，毒性検出原理が異なる十数種類の生物評価法  

を探索・改良し，化学物質に対して最も鋭敏かつ信頼性  

の高い手法を確立する。さらに，我が国で環境汚染が憂  

慮されている化学物質の中から生物影響と環境暴露の観  

点で重要と思われる物質を300種類程度選定し，新たに  

確立した各評価手法に適用し，比較元量評価を行うこと  

で．各評価手法の適用性と問題点を横断的に解析する。  

これらの基礎研究結果を基に，複数種の物質が共存した  

場合あるいは紫外線や酸素などに暴露した場合及び実際  

の環境水．底質，産業廃棄物溶出液等についても併せて  

検討することで，化学物軌二よる生物・環境への複合的  

リスクを予知的に総合評価する手法を実用化を志向した  

機器の開発を含め達成する。  

〔成 果〕株化神程細胞であるヒト神経芽細胞腫NB－  

1細胞は，培養下において自発的に神経突起を伸展する  

が，dibutyrylcAMPの共存によってその突起伸展は  

著しく促進される。この突起伸展に伴って，神経軸素に  

局在し，特に成長円錐（伸展する神経突起の先端部分の  

アメーバ様構造体）に濃縮されている細胞膜裏打ちタン  

パク質440kD ankyrinE，の発現が克進する。そこで，  

神経細胞に特異的な機能・現象であるこの神経突起仲尾  

並びに440kD ankyrinB発現を指標として，本年度は  

150種類の化学物質の毒性評価を試みた。メチル水銀，  

あるいはノラーEstradiol－17－aCetate等では．生細胞故に  

ほとんど変化の見られない濃度への暴露により神経突起  

伸展が有意に抑制され，逆にDi2ethylhexylphtha－  

1ate，CdC12等では神経突起伸展が促進された。試験し  

た他の多くの化学物質では，神経突起伸展の抑制が細胞  

の生存率の低下とほほ並行して認められた。一方，440  

kD ankyrin，発現量は，神経突起伸展度とほほ一致し  

て増減し，両指標が化学物質の有害性評価指標として利  

用可能であることが示唆された。  

〔発 表】b－128，129，132  
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2．5 地球環境モニタリングに関する研究  

2．5．1衛星観測プロジ工クト  

〔担当者〕  

地球環境研究グループ：在野泰弘・鈴木 睦・中島英彰・  

止し，ILASについてもデ叶夕の人手が途絶えた。しか  

し，運席開始からの約8カ月間に取得された観測データ  

は，南極オゾンホールの解消期や，北半球極周辺での春  

季のオゾン減少過程等にかかる非常に有用なデータを含  

んでいる。ILASプロジェクトでは，取得されたデータ  

について，検証データとの比較解析，データ解析アルゴ  

リズムの改訂，データ再処理の作業を継続して続けてい  

る。平成10年6月には，ILASプロダクトVersior1  

3．10のうちオゾン，硝乳 エアロゾル消散係数（780  

nnl）の3つのパラメータについて，一般公開に付し  

た。これらについては，検証作業を終え論文の出版を  

待って，検証済みデータとして定義することとしてい  

る。平成10年度のアルゴリズム改訂作業の中での重要  

事は，測定高度決定に際して太陽輪郭センサーデータの  

利用を可百引こしたことである。これによl）．高度情報の  

不確定性を低減でき，精度の向上に大きく寄与した。新  

しいVersionのプロダクト作成に近々，取りかかる。  

（2〉RISプロジュクト   

RISプロジェクトは，ADEOS衛星に搭載されたレー  

ザーリフレクターRISを用いた地上衛星間のレーザー  

長光路吸収法により，大気中の微量成分の測定を巨柑勺と  

するものであった。RISを用いる測定は，概念の段階か  

ら地球環境研究総合推進費により研究を行い，これに基  

づいて搭載機器，地上システムの開発が実施された。観  

測に関する研究についても推進費課題のなかで実施され  

た。ADEOS衛星の運用停止という予想されない事掛二  

よって，大気の観測を十分に行うことはできなかった。  

しかし，オゾンのスペクトル測定に成功し，RISを用い  

た計測手法を実証し，評価することができた。ADEOS  

運用停止後は，地上リフレクターを利用しRIS観測を  

補完するための実験を行った。平成10年度は，RISで  

得られたデータの解析アルゴリズムを改訂し，再解析を  

行うとともに．地上リフレクターによるレーザー長光路  

吸収法の測定誤差の再評価とフロン12の測定感度の評  

価を行った。  

（3）1LAS一皿プロジェクト   

データ処理のためのアルゴリズム検討を引き続き行  

い，また，開発中のデータ処理連用システムの中間評価  

を行った。当初の基本設計策定以後の各種の進捗を考慮  

杉田考史  

大気圏環境部：中根英昭・杉本伸夫・松井一郎・  

古閑信彦・神沢 博  

地球環境研究センター：横田達也  

客員研究員12名  

卜級は研究代表者を示す  

〔目 的】環境庁はオゾン層の監視，調査研究の推進を  

目的として人工衛星を利用した観測を行うこととし，改  

良型大気周縁赤外分光計ILAS（Improved Limb Atr  

mosl）heric Spectrometer），地上衛星間レーザー長光  

路吸収用レトロリフレクター RIS（Retroreflector・  

ln－Space）を開発し，宇宙開発事業団が1996年8月に  

打ち上げた，地球観測プラットフォーム技術衛星  

（Al）EOS：Advanced Ear・th Observing Satellite）  

に搭載した。ADEOS衛星の事故により，】997年6月  

末に適用が停止されるまでの8カ月間，ILAS，RISを  

用いた測定が行われた。さらに，2000年に打ち上げが  

予定されている環境観測技術衛星（ADEOS一口）に搭  

載する，ILAS一山の開発が，環境庁により進められてい  

る。   

当プロジュクトではこれに対して，（1）搭載機器開  

発にかかる科学面での支持 （Z）データ処理連用のた  

めの地上システムの開発とその蓮田を担当Lている。後  

者は，アルゴリズム研究開発，データ処理運用システム  

の設計，データ利用研究計画立案等が含まれている。さ  

らに，衛星データの取得後は．データ質の評価，検証解  

汎 アルゴリズム改訂のための検討を行いつつ，データ  

を描いたオゾン層監札 オゾン層変動メカニズムの研究  

等を行ってきた。衛星観測研究チーム，高層大気研究  

室，地球環境研究センター（衛星担当研究管理官）が中  

心となって．当プロジェクト（ILASプロジェクト  

RISプロジェクト，Il．AS一打プロジェクト）を推進して  

いる。  

〔内 容〕  

（1）ILASプロジェクト   

平成9年6月末に，衛星本体側の問題で衛星運用が停  
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して，データ処理ソフトウエアの改訂作業に取りかか  

る。   

データ利用研究等の推進を図るため，地球環境研究総  

合推進費の予備的研究の一環として，研究公募に係る予  

備調査を実施した。これに基づき，研究グループの組織  

化を行った。  

るが，今後も総合的に気温・気圧推定処理改善のための  

研究を進める予定である。   

また，可視エアロゾル消散係数の導出アルゴリズムと  

して，太陽光球の緑では輝度が低下する周縁減光の効果  

を計算に取り込む手法を追加した。その結果，他の衛星  

データと導出結果が非常に良く一致するようになった。   

さらに，可視エアロゾル消散係数の導出結果に信頼幅  

を示すエラーバーを算出する手法を研究開発した。これ  

は，装置のノイズとデータの前処理における平滑化に基  

づくランダム誤差と，大気周外の太陽光信号の強さを大  

気透過時の信号として推定する際のバイアス的な誤差，  

さらに気温と気圧の推定誤差が空気分子によるレイ】ノー  

散乱寄与分の計算結果に及ぼす誤差を複合したエラー  

バーである。  

＜赤外チャンネルデータの処理に関する研究＞   

赤外チャンネルのデータ処理アルゴリズムにおいて．  

エアロゾルによる減衰成分のほかに，太陽光球の周縁減  

光の効果を考慮する方法を加えた。また，これまでの導  

出結果に，ある気体の特定の高度で異常な段差（ギャッ  

プ）が見られていた現象の原因を追求し，同時に算出す  

る個々の気体の高度範囲を広げ，アルゴリズムの改訂を  

行った。その結果，異常な段差は見られなくなった。さ  

らに，導出はしないが吸収の影響を考慮する気体として  

ClONO2を加えた。その結果，主に亜酸化窒素の導出結  

果に改善が見られた。   

観測スペクトル解析を行う際に，理論透過率と観測透  

過率との間に常に差が生じている素子について，装置関  

数の曖昧性などが原因であるものとして，それらの素子  

を除去して解析を行う方法に改訂した。なお．装置関数  

のより正確な調整方法については，今後研究を進める予  

定である。   

さらに，これまで導出気体に付加するエラーバーは，  

収束残差に基づくもののみであったが，エアロゾル補正  

に起因する誤差と，使用する温度に誤差があった場合に  

導出結果に及ぼす影響量を推定する方法を研究開発し，  

エラーバー情報として提示することとした。  

＜lLAS検証解析＞   

前年度までに実施された，lLAS観測に同期した検証  

実験のデータを収集し，データベース化を図るととも  

に，Version3．10及び3．47処理アルゴリズムによる  

ILASデータとの比較検討，検証解析を行った。一致の  

程度はILAS測定大気成分によって異なるという結果が   

〔成 果〕  

（1）lLASプロジェクト  

＜データの前処理に関する研究＞  

ILASの測定した信号を処理するためには，観測位置  

を決定するための太陽端部センサーデータ，可視チャン  

ネルデータ，赤外チャンネルデータを同時刻に揃えて処  

理を行う必要がある。実際の信号は，順番に記録され，  

読み出されるため，これらの間に若干のずれが生じてい  

る。これの補正を行って，それぞれの測定時刻を一致さ  

せて解析する方法に改訂した。   

また，太陽輪郭センサーの情報から観測データの高度  

を決定するためには，センサー視野の太陽輪郭センサー  

における正確な位置情報が必要で，これまではこの情報  

が曖昧であったが，機器の打ち上げ前の精密な測定情報  

や，検証実験データとILASの処理結果との比較等によ  

る検討を行い，精密な視野位置を決定して，太陽，衛  

星，地球の幾何学情報から観測高度を決定する方法を確  

定した。  

1LASの観測点の緯度・程度の計算方法も，太陽位置  

と衛星位置を計算する座標系を統一して，より精度の高  

い情報となるように改訂を行った。赤外チャンネル信号  

は，臨時値を得るためにデータのデコンポリューション  

処理が必要であるが，これまで必要以上に強い平滑化を  

施していた部分を，理論上，より適切と思われる方法に  

改訂した。  

＜可視チャンネルデータの処理に関する研究＞   

可視チャンネルから気温と気圧を処理する際の誤差の  

要因として，酸素分子の吸収パラメータの不確定性や，  

装置関数の推完誤差などが考えられている。これらにつ  

いて本年度も研究を進めた。吸収パラメータについて  

は，海外で新たに測定され整備されたパラメータを人手  

して，従来のものとの比較検討を行った。装置関数につ  

いては，複数の高度で観測スペクトルと理論スペクトル  

が良く一致するような自動的な調整方法について研究を  

進めた。これらについては．中間的な成果は得られてい  
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得られている。概して言うと，オゾン，硝酸，エアロゾ  

ル可視消散係数については概ね良好であり，重大な問題  

は発見されていない。しかし，メタン，二酸化窒素につ  

いては，検証実験データとILASデータの間に，システ  

マテイックなずれが見いだされた。亜酸化窒素，水蒸気  

についてほ，よ〈合っているように思えるケースも存在  

するが，検証実験データの不足もあって，定量的な検討  

を今後引き続き行う必要がある。   

Version3．10から3．47へ移行する際に，接線高度決  

めの不確定性が大いに改善されており，オゾン，硝酸の  

比較でほ．fLASデータと検証データのより良い一致が  

見られるようになった。これは，瞬時視野の方向を測定  

するサンエッジセンサーの光学特性の評価を行った結  

果，Version3．47からは当初予定されていた通りの幾  

何学的手法による接線高度決定を行えるようになったた  

めである。   

エアロゾル・極成層圏雲等による連続吸収スペクトル  

の評価については，赤外分光計のエアロゾル窓チャンネ  

ルデータの利用によるVersion3．10方式が．Versior1  

3．47でも引き続き採用されている。窓チャンネルで求め  

た消散係数値を直線補間しで，その他のチャンネルの消  

散係数を推定するもので，気体濃度分布の初期値に多少  

依存するものの．検証解析結果としては，オゾン，硝  

酸，水蒸気等では，概ね良好である。赤外分光計の両端  

のチャンネルに吸収を持つ，CFCll，二酸化窒素につい  

ては，エアロゾル・極成層圏雲等による連続吸収の補正  

にさらなる改良が必要であり，今後のアルゴリズム改訂  

での課題として残されている。  

＜ルASデータ利用＞  

ILASデータのうち，Version3，10によるオゾン，硝  

酸．及びエアロゾル可視消散係数については．検証解析  

が一通り完了しており，科学的解析への合理性が確認さ  

れている。これちのデータを用いた科学的解析も，徐々  

に行われつつある。   

冬季極渦内では，低緯度からの空気塊の移流が抑制さ  

れ，また太陽放射が届かなくなるため，極低温となって  

いる。そこでは，時として極域成層圏雲（PSCs）が出  

現し，その表面ではオゾン破壊に支配的な役割を担う不  

均一反応が起こっている。fLASは，南北両半球におけ  

るPSCsの出現を捕らえることに成功し，そのエアロゾ  

ルデータは現在詳細な解析が行われている。また，  

ILAS観測点を極渦の内，外，境界域の3つに分類し，  

それぞれについて解析を行ったところ，梅洞内での冬～  

春季にかけてのオゾン破頓の様子が，徐々に明らかとな  

りつつある。   

図1に，ILASによってオゾン濃度が観測されたある  

空気塊を流跡線解析で追跡した結果が得られた。1997  

年春季北極域でのオゾン濃度変動の様子を示す。こうし  

て見積もったオゾン変化量は，ある一つの空気塊内で起  

こったものなので，大気の運動による変化を含まない，  

化学的な変化を示していると考えられる。解析の結果，  

1997年2月，3月期に高度約18km付近で，化学的な  

要因によるオゾン濃度の減少は，約0．95p脚Ⅳに達した  

と見積もられた。このオゾン濃度の減少は，1月におけ  

る極渦内でのオゾン当初濃度の約40％にまで達してい  

ることがわかった。   

Version3，47以降のILASデータプロダクトの検証  

解析及び科学的解析も，今後引き続き行われる予定であ  

る。  

（2）RIS   

RISを用いた観測実験ではオゾンの致例のスペクトル  

データが得られた。これらのデータについて，解析アル  

ゴリズムを改良して再度解析を行った。解析アルゴリズ  

ムの主な改良点は，RISからの反射光のパルス波形から  

エネルギーを求める際の波形の飽和の取り扱いである。  

この改良によりオゾンのスペクトル導出の誤差が低減さ  

れた。   

一方，RIS実験により地上衛星間レーザー長光路吸収  

に基づく計測手法が実証されたが，ADEOSの運用停止  

のためにすべての項巨＝こついて観測実験を行うことはで  

きなかった。そこで，RIS地上システムと地上リフレク  

ターを用いてRIS実験を補完するための評価実験を実  

施した。評価実験の主な目的は，RISを用いた測定と地  

上リフレクタの場合の測定誤差の違いを明確にすること  

によってパルスレーザーを用いた地上衛星間長光路吸収  

法の誤差要因を特定すること，さらに測定限界を評価す  

ることである。   

実験では，約4km離れた鉄塔上に口径3cmのレト  

ロリフレクター設置し，種々の条件下で長光路差分吸収  

測定のユショット当たりのS／N此を評価した。測定誤  

差にはレーザ～パワーに比例するものとレーザーパワー  

に依存しないものがある。前者はレーザーのビームパタ  

ンの変化やビームの揺らぎ，大気揺らぎによるもので，  
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10  

国1（左）一日あたりのオゾン変化量（ppbv／日）の高度一時間断面図。横軸は1997年1月1日からの日  
数，縦軸は温位（350K－550Kは，高度約12－22kmに相当）を表す。2－3月の温位400－500K面  

（高度約15？20km）において，大規模なオゾン減少が見られる。   

（右）2月1日から3月31日までの積算オゾン変化量。横軸は積算オゾン変化量（ppmv）．縦軸は温  
位。温位450K（高度約18km）でオゾン減少は最大となり，2カ月間で約0．95ppmvの減少を示し  

た。この減少は，1月1日の平均オゾン濃度（約2，5ppmv）の約40射こ当たる。  

以下に，RISプロジェクトで得られた主な成果をまと  

める。  

（DRIS搭載システムの実証   

RISの反射光と恒星の明るさとの比較により，RISの  

反射効率が設計倍とよく一致することを確認した。さら  

に，赤外レーザーを用いて赤外領域の反射効率が設計値  

と一致することを確認した。また，これによって球面を  

含むレトロリフレクターの設計技術を実証した。  

（む低軌道衛星の光能動追尾技術の確立   

RISの反射光を画像としてとらえて能動的に追尾する  

技術を確立した。昼夜ともに追尾精度0．03mradを得  

二、  

③地上衛星間レーザー長光路吸収による計測技術の実証   

炭酸ガスレーザーを用いてRISによるオゾンの測定  

を行い，衛星の進行に伴う反射光のドップラーシフトを  

利用して，地上衛星間レーザー長光路吸収による世界初  

のスペクトル測定に成功した。また，このスペクトルよ  

りオゾンのカラム量を求めた。得られたカラム量はヘテ  

ロダイン分光計およびTOMSの結果とよく一致した。  

これによってRISによる計測技術を実証した。  

④RIS測定の誤差の解析とシステムの改良   

測定データの誤差解析を行い，誤差要因を特定した。  

後者は検出器雑音などである。実験の結果，レーザーパ  

ワーに比例する誤差が顕著であること，また，得られる  

S／N比（二波長のパルスエネルギーの比に対するS／N  

比）は1ショット当たり15程度が限界であることが示  

された。これは，依然としてレーザーのビームパタンの  

問題が残っていることを示している。一方，大気揺らぎ  

等についてはRISの場合と地上リフレクターで本質的  

に差はみられなかった。以上のことから，2波長のど－  

ムパタンの遠いがパルスレーザーを用いた長光路吸収法  

に共通する問題であることがわかった。   

現状のシステムにおいて地上リフレクターによるフロ  

ン12の測定感度の評価を行った結果，3分間の測定で  

往復8kmの光路のフロン12が10pptの感度で測定で  

きることが示された。これらの結果から，ADEOSが運  

用停止とならなかった場合，RISを用いてオゾン以外に  

ついてもほほ計画通りの結果が得られたものと考えられ  

る。地上評価実験の結果より．さらにS／N比を改善す  

るためにはレーザーの繰り返しを上げて時間当たりの積  

算回数を増ゃすことが有効であると結論される。RISの  

成果は，静止軌道衛星を用いたレーザー長光路吸収によ  

る大気微量分子測定システムの開発などにつながるもの  

と期待される。  
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主要な誤差は，2台の炭酸ガスレーザーのビームパタン  

の遠いであることが判明し，送信光学系を改良した。ま  

た，周波数解析等により追尾系の誤差を改良した。受信  

信号強度の比におけるSN比として，1ショット当たり  

】0を達成した。  

（9レーザー測距によるADEOSの軌道予報の改良   

世界の約15のレーザー測距局の協力を得て．RISを  

利用したADEOSのレーザー測距を行い，NASDAつ  

くば中央追跡管制センターにおいてレーザー測距データ  

を用いた軌道予報の研究が行われた。この結果，レー  

ザー測距により従来の軌道決定精度に比べて一桁高い精  

度が得られた。  

（む地上リフレクターによる測定感度の評価   

地上リフレクターを用いたレーザ鵬長光路吸収測定に  

よりフロン12の測定感度の評価を行い，3分間の測定  

で往復8kmの光路のフロン12がユOpptの感度で測定  

できることが示された。  

出の検討」を行った。ILAStIでは，lLASに搭敬され  

た二つのチャンネルのほかに，3－5．7／ノmの短波長赤  

外チャンネルと12〃m帯のClONO2用の測定チャンネ  

ルが加わっている。短波長赤外チャンネルと従来の6－  

12，“mの赤外チャンネルとの信号を合わせて解析するこ  

とにより，エアロゾル特性に閲する情報がより詳細に得  

られる。これらの信号から，エアロゾルの種別判定，硫  

酸濃度の算出，粒径分布の中心半径算出，粒子個数密度  

の算出などの手法とそれらの導出精度について検討を  

行った。   

また，ガス濃度・エアロゾル同時算出の検討の結果，  

PSCが発生している場合には，スペクトル減衰量に比  

較的大きなオフセットが残るものの，これらが検出され  

ることが確認された。また，硫酸タイプのエアロゾルの  

場合には導出が比較的良好であることが明らかとなっ  

た。   

な玖計算機システムについては導入を完了し，宇宙  

開発事業団との間のデータの送受信回線の開設と試験を  

除いて，データ処理の準備を完了した。今後は，本シス  

テム上で，本稼働試験を行い，実データの処理に備える  

予定である。  

〔発 表〕K－20，A－14，16－27，36，37，41～略F－5”9，  

1ト15，19，Z6，卜9－11，a22～27，29～3ア，4ト49，  

f－12～25，36，37，i－19～26  

（3）lLAS－I  

ll．AS－uは平成12年度の衛星打ち上げを前に，デー  

タ処理運用システムで使用するための導出アルゴリズム  

の最終的な開発研究を行った。今後は，これらのアルゴ  

リズムの改訂研究に移行する。   

研究としては，主に「1LAS一口信号から算出可能なエ  

アロゾル特性の検討」と「ガス濃度・エアロゾル同時算  
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研究に不可欠な観測デけ夕を提供するもの，あるいは，  

国際的な取り組みのもとで観測に参画・支援するものな  

どがあり，常に地球環境研究と相互補完する視点に立っ  

て，推進している。  

〔内 容〕各モニタリング事業においては，それらを成  

層圏オゾンに係るモニタリング，対流圏の温室効果ガス  

に係るモニタリング，海洋環境に係るモニタリング，陸  

域生態系に係るモニタ1）ング，GEMS／Water支援事業  

の5つの分野に分け，各分野ごとに表1及び図1に示す  

事業を推進しており，所内研究者が中核となって実施し  

ている。   

なお，事業の詳細については「4．4 地球環境モニタ  

リング業務」を，また，衛星「ADEOS」に関する事業  

は，「2．5．1衛星観測プロジェクト」を参照されたい。  

2．5．2 地球環境モニタリング  

〔担当者〕  

地球環境研究グループ：野尻幸宏5（＊z），竺，三，9，15・  

向井人史5，6，7・  

町田敏暢5，6．7，旦・  

秋膏英治2・原島 省7．里・  

功刀正行9  

地域環境研究グループ：森田昌敏10，12・木幡邦男9・  

中村泰男9・松垂一夫15・  

今井章雄15・堀口敏宏10，12・  

矢木修身15・高相典子15  

社会環境システム部：田村正行11・清水 明11・  

山形与志樹11  

化 学 環 境 部：横内陽子5，7・白石克明14・  

伊藤裕康14・吉永 淳10・  

柴田康行10，12・田中 敦14・  

米田 積10・河合崇欣14  

環 境 健 康 部：′ト野雅司4  

大気圏 環境部：鷺副申明5（＊1）  

中根英昭ユ，2，3，4・  

神沢 博5・酒巻史郎5・  

杉本伸夫1，3・松井一郎3・  

遠嶋靡徳5，8・高橋善幸5，8  

水土壌国環境部：冨岡典子15・井上隆信15・  

稲葉一穂15  

生物 圏 環境部：野原精一15・上野隆平15  

国際共同研究官：植弘崇嗣7，12  

地球環境研究センター：中島興基13  

（事務局）  藤沼麻美・遠藤 浩・安西大成  

地球環境モニタリング検討会委員 64名  

専業委託，業務請負組織・機関  Z5団体  

山人名の絃の汝偵は衣1中の串業番号を示し，下線は各軸業の   

実施代表者を示す。  

＊】1998年9Jほで実施代衣者  

＊＝199帥二10月まで実施代表者  

〔目 的〕地球環境研究センターでは，所内研究者の参  

画や国内外の機関の協力を得て．地球環境研究や行政施  

策に貸する基礎的なデータを取得することを目的に，地  

球環境変動やその影響などを継続して監視・観測する  

「地球環境モニタリング」を実施している。これらのモニ   

タリング事業は，これまでの地球環境研究によって開  

発■確立された手法に基づいて実施するもの，地球環境  

〔成 果〕  

＜成層圏オゾン層に係るモニタリング＞   

①オゾンレーザーレーダーによる成層圏オゾン層モニ  

タリング  

1988年から，つ〈ば（研究所）でオゾンレーザーレー  

ダーを用いて高度10－40kmの低中高度成層圏オゾン  

の鉛直分布の観測を続けており，成層圏の国際観測網で  

あるNDSC（成層圏変動探査ネットワーク）に加盟し，  

東アジア地域における観測拠点として国際的責務を果た  

している。  

1998年度には，つくば上空で継続して観測するとと  

もに，長期観測体制の構築をさらに進めた。   

②ミリ波放射計による成層圏オゾン層モニタリング   

ミリ波放射計は，回転励起状態のオゾン分子から放射  

されるミリ波（110GHz）を超高感度に検出して，高度  

ごとのオゾン量を算出するもので，1995年からつくば  

（研究所）で，高高度（35～75km）のオゾン鉛直分布  

を，天候に左右されずに5分間隔で自動観測を継続して  

いる。  

1998年度には．データ解析手法の高度化とともに，  

レーザーレーダーによる検証を行い．良好な結果が得ら  

れた。また，各高度のオゾン変動についてとりまとめた  

（図2）。  

（∋北城成層圏総合モニタリング   

日本における成層圏オゾン層破壊が最も進行しヤすい  

と考えられる北海道でのオゾン層を総合的に観測するた  

めに，名古屋大学太陽地球環境研究所と共同で．北海道  
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表11998年度地球環境モニタリング事業一覧  

分野   串 薬  名  等   事  業  概  ガ  開始年月   
1．オノンレーザーレ【ダーによる成層l劇  所柚二設閏したオゾンレーザーレーダーを用いて高度化ト≠kn】の成層閲オゾンの鉛⑯二分布     1988．9－  

オゾン層モニタリング  則する∪ また．   渦潮髄（NDSC）に加盟し 観測鈷粟凍眉ほ・する。  

成                        2．ミリ波放射計による成層岨オゾンJdモ  所内に設潰したミリ波放射計を円いて35kn、1リ＝二の高貴旺庇層旭のオゾン委細二分布を鳥噺洩     1995．8－   
ニタリング   に観測し．オゾンレーザ⊥レーダ【の親側を補完する。  （19957設置）  

I」  

：う．北域成層愉服帝モニタリング   オゾン層板状の跡著な彫響せ受けるおそれのあるわがl左‖ヒ域における成層圏オゾン層の総合     1996－   

l十十   的モニタリングを名    1片屋大学太l射出箕只環境研究所と共同で実施する。  
4．有害紫外線モニタリング  での有望紫外線の増大を監視するため．東京霞ケ聞でプ   1993．1】～  

リューワ彗当分光光度    十とIjV日計で地．仁紫外線到達鼠を観測する。   

5．地」’ステーションモニタリング   地上観測施設によ‘    址鼠効果ガスのベースライン濃度を高指劇二自動親潮する。   
・地球環境モニタリングステションー波照供       白波照l≡ぎ臓に設置；太平洋気団の観測（1992．5蝮」二）  1993，10－  

シペリ7一大平洋気相の観測（199・lti竣工）  19959－  対                       ・地球頂瑞モニタリングステ・一ション一指石岬  
6．定期船㈲ほ利mした南北太平洋上太宗  円山・釦i】の定期船舶（大阪蘭胤三一升松帆榊）を利用して，太平洋上大祭の温室効果ガスの南     1992．3－   

モニタリング   北面半球の掛空与川ナを・i旺の緯度間隔で定期白りに自動托取し 測完する。  

7．定期舶㈲接骨川した北大平澤域火気  H～加閃の定期垢㈲（ノルウェー船舘）を利用して．北太平洋崩での大京一献羊問の温※劾     Ⅰ9953”  

圏                  海洋「折ガス交換収支モニタリング  架ガス等の交換収支を完期的に自動観測する。  
8．シベリア上空における弘一主効果ガスに      －して，シベリア（ヤクーツク，スルグート，ノポシビル  1995～  

係る航空機モニタリング   スク）において．寿    い錮中のi品圭効果ガスのフラックス・分布を定期観測する。   

泡  9．定期船灘便利川した東アジア撤域海洋  定期船舶を利   して  ，人吉き影響が描槽な大陸棚i毎域の海洋環境囲二予のノエ域分祁を定期的に嵩  1994．トー   

祥  墳境モニタリング  存，神戸一番港）  

環             1し）．イカを指標壬L物とした海洋環境モニタ    カを指標壬ヒ物として．海洋中の‘イi墨化学物アミの汚剃失i妃を    1994｝   

境   リング   把捉することを仁l的として．その可能性を検討する。   

陸生  11．リモートセンシングによるアジア地域  ト0八A衝jiそ．のAVトIlくRセンサi画像を用いて，束アジア地域全体の解條庇1kmの雲なしモザ     1993～   

域態  イク画像を合成し，それらの画像をもとに植生指数分布【享】を作成する。   

系   
Cじ＼1ゝ／Ⅵra12r支援軍業  （；E＼tS川7n【ビrにおける束アジア・太平洋城の■巨核として．！J【業をま揺する⊃  国  

ため 掛¢試料を作成・配布L．評価する 1993－   協ま   1ワリファレンス・ラボラトリー                 。  
I㌫ミ接  1’iナショナルセンター   国内のトレンドステーションを月丈りまとめ．り裾走テし夕を管ザする。  1994－   

カポ  14 摩瑠湖ベースラインモニタリング  陸水環境のベースラインステーションとして摩周湖で水質を緋測する⊃  】995～   

莱    陸水環境のトレンドステーションとして霞ケ浦で水質を親測する。  
沃衝珪朗㈲プロジェクトを除く。  

三∴●  

波照間ST  

一d＿  
太平洋上温室効果ガスモニタリンク  

洋上大気    大気一海洋間ガス収支  
（日斉航路）  （日一加航路）  

図1 地球環境モニタリングの概要  
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オゾン濃度（ppIれ∨）  

図2 高度38km，50km，76knlの夜間オゾン濃度の  
時系列変化（つくばのミリ波放射計による観測）  

陸別町の町立天体観測施設の一室を借り受け，モニタリ  

ング体制の構築を進めている。  

1998年度には，観測領域をよt）広帯域化した改良型  

ミリ波放射計を移設し，オゾン鉛直分布の観測体制を整  

えた。これにより，成層圏オゾン層を含め，高度20～60  

knlのオゾン鉛直分布が観測できることになった（図3）。   

庄）有害紫外線モニタリング   

成層圏オゾンの減少により地上到達量の増加が懸念さ  

れている有害紫外線（UV－B：290－315nnl）につい  

て．人間活動の活発な都市域における増加を監視するた  

めに，1993年から東京・霞ケ閉においてプリューワ型  

分光計を用い て，UV－Bの波長別強度を継続して観測し  

ている。  

1998年度には，観測データと大気汚染との関連を解  

析し，短波長城の紫外線の到達量が大気汚染物質の光化  

学オキシダントの存在に影響を受けることがわかった。   

さらに1998年度より新たに，帯域別紫外線計による  

全国規模での紫外線モニタリングネットワーク構築のた  

めの作業を開始した。  

＜対流圏の温室効果ガスに係るモニタリング＞   

①地上ステーションモニタリング   

人為的な発生源の影響が少ないベースラインレベル濃  

度の温室効果ガスを長期観測することを目的として，沖  

縄県八重山諸島波照間島と北海道根室半島落石岬に大気  

微還成分の観測局を設置し，それぞれ1993年秋，1995  

年秋から観測を継続している。   

現在，両観測局では，二酸化炭素・メタンなどの温室  

効果ガスのほか，オゾン・粒子状物質・ラドン・気象因  

子などを継続して紛糾している。  

図3 陸別成層圏総合観測室で観測した成層圏のオゾン  
濃度（1999年3月25・26日に広帯域型ミリ波放  

射計で観測：速報値）   

1998年度には，波照間で制御・記録用パソコンの全  

面更新，情報通信ネットワークの整備，及び自家発電設  

備の導入を実施した。また，落石岬では束アジア酸性雨  

モニタリングネットワークとしての可能性について検討  

した。園4に波照間・落石岬両局で紛糾された二酸化炭  

素濃度の経時変化を示すが，植物の炭素圃完能力の季節  

的変化の影響を受けながらも，確実に増加していること  

がわかる。   

⑥竃期船舶を利用した南北太平洋上大気モニタリング   

固定観測局のない海域で温室効果ガスなどの挙動を定  

期的・継続的に観測するために，定期航行する民間船舶  

の協力を得たモニタリングを現在2航路で推進してい  

る。その一つは，日本～オーストラリア東海岸間を航行  

するコンテナ貨物船（さざんくろす丸；大阪商船三井船  

舶（1札 年間8往復）に大気の自動採取装置を設置し，西  

太平洋上の温室効果ガス（二酸化炭素・メタン・一酸化  

二窒素）を約3度の緯度間隔で採取分析している。  

】998年度においても，南北両半球の濃度の空間分  

布・時系列変化を継続して観測した。   

また，後述する日本～カナダ西海岸間を航行する民間  

船舶でも同様に大気試料を採取しており，この2隻の観  

測により，西太平洋海域の南緯200、北緯50q 間の温  

室効果ガスの挙動の解析体制が構築できた。図5に緯度  

方向での温室効果ガスの濃度分布を示す。   

⑦定期船舶を利用した北太平洋城大気海洋間ガス交換  

収支モニタリング   

前述の日本一カナダ西海岸間を航行する民間船舶（ス  

カグラン号；ノルウェー船籍，年間8往復）には，カナ  
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波照間  
（123048’E．24d3’N）  
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年   

回4 波照間・落石岬両局における二酸化炭素濃度の時系列変化   

N60  

N40  

噸N20  
聖  

EQ  

S20  

360 365 370 ：け51．701．751．801．851．90 312 313 314 315 316  
ppbv  PPmV  PPmV  

濃度   

囲5 酉太平洋上における温室効果ガス濃度の緯度分布  

（1997年11～12月の1航海の結果．  

ダ海洋研究所の協力を得て．海水自動採取分析装置・コ  

ンテナ実験室などを設置し，2名の観測要員を乗船さ  

せ，北太平洋海域で大気と海水中の二酸化炭素濃度・海  

水の水質を自動観測している。この観測により，生物活  

性の高い北太平洋海域の全球的な炭素循環における定量  

的な評価に資することとしている。  

1998年度には，継続して観測を進めるとともに，観  

測結果の解析を進め，同海域の二酸化炭素の収支特性に  

ついて解析した。その結果，二酸化炭素の吸収・放出の  

季節変動，北太平洋中・高緯度の二酸化炭素吸収量が明  

らかになった。   

⑧シベリア上空における温室効果ガスに係る航空機モ  

ニタリング   

全球的な炭素循環において，シベリア地域の森林・凍  

土の寄与の重要性が問われている。   

本事業では．1992～1994年に実施したシベリア上空   

さぎんくろす九・スカグラン号上で大気を採取）  

の温室効果ガスの水平分布観測を踏まえて，1995年僅   

から観測用航空機を借り上げて，高度別（～7000m）に  

大気を定期採取し，温室効果ガスの鉛直分布の観測を開  

始した。   

1998年度には，ヤクーツク，スルグート ノボシビ   

ルスクの3地点での鉛直分布を毎月定期観測するととも   

に，大気試料の安完同位体の分析を継続した。図6にス   

ルダート上空での高度別の二酸化炭素濃度の経時変化を  

示す。   

＜海洋環境に係るモニタリング＞   

⑨定期船舶を利用した束アジア海域海洋環境モニタリ  

ング   

⑦と同様，民間船舶の協力を得て，人間活動が顕在化   

しやすい緑辺海域を対象として，高頻度のモニタリング   

を実施している。   

1998年度には，大阪一別府航路の「さんふらわあ  
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スズ化合物のうちトリ7ユニルスズが北大平枠全体にわ  

たって広〈分布しでいる様子がはじめてとらえられ，そ  

の起源並びに今後の推移が注目される。  

＜陸域生態系に係るモニタリング＞   

⑪リモートセンシングによる7ジ7地域の植生指数分  

布モニタリング   

東アジア地域の植生・土地被覆状況の変化を把握する  

ために，NOAノl衛星のAVHRR（Adl7anCed Vel－y  

IiiかResolution Ra〔tiomeLer）センサ画像を用いて，  

植生指数モザイク画像を作成している。  

1998年度には，本研究所の二つの受信局（茨城県つ  

くば市の研究所構内と沖縄県望月の海中公園センター内  

に設置）で受信したAVHRRデータから，1997年の各  

月の植生指数モザイク画像を作成した。また，その結果  

を用いて年間累積植生指数値を計算し，植生の純一次生  

産量の維充を行った。  

＜国際協力・支援事業＞   

GEMS／Water支援事業   

UNEPとWHOが協力して，1977年からGEMS（地  

球環境監視システム）の下に．陸水の汚染などの監視情  

報を収集・統合化するプロジェクト（GEMS／Watcr）  

が推進されており，地球環境研究センターは，束アジ  

ア・太平洋域の中核として事業を支援・参画している。   

⑫リファレンス ラボラトリー  

1993年度より分析精度管理のための標準試料作成及  

び内外関係機関への配布などを行う「リファレンス・ラ  

ボラトリー（参照研究室）」業務を実施している。  

1997年度には，有機化学物質の標準試料を作成する  

ともに，国内の観測機関における水質測定の精度管理の  

ために，各機関に標準試料を配布し，分析結果を評価し  

た。   

⑬ナショナルセンター  

1994年度より．我が国の地方公共団体などの河川・  

湖沼における観測点（21地点）のデータの取りまと  

め，およびGEMS本部との連絡・調整を行う「ナショナ  

ル・センター」業務を担当している。   

⑩摩周湖ベースラインモニタリング  

1994年度より，人為的汚染の影響の少ない北海道摩  

周湖を陸水のベースライン観測点として位置づけ，北見  

工業大学の協力を得て完期観測を年1回実施している。  

1998年優には，8月に採水調査を行った。その結  

猟 摩周湖の透明度は近年は20”30m前後で推移し，  

1993  1994  1995  1996  
年   

団6 シベリア森林地帯（スルグート）における二酸化  
炭素濃度の高度別時系列変化（航空機で大気採  

取）  

2」（関西汽船條））に代わった新船「さんふらわああい  

ほり」（関西汽船（㈹）に海水自動計測装置・自動採水装  

置を移設し，海洋環境に関する基本料（水温・塩分・  

pH・クロロフィル蛍光）および生物的・化学的指標  

け直物プランクトン色素量，溶存態栄養塩）の計測を継  

続した。また，もう1つの，大阪～沖縄航路の「フェ  

リーくろしお」（関西汽鰍附）が1997年度末に廃止に  

なったので，東アジア海域への展開を目指し，神戸一番  

港間のコンテナ貨物船「アリゲ一夕ホー7Q」（大阪商船  

三井船舶け相 により，試験的な計測を行った。   

⑮イカを指標生物とした海洋環境モニタリング   

有害化学物質の全球的な海洋汚染の実態を把握するこ  

とを目的に，広範眉＝こ生息するアカイカ科のイカを指標  

生物として，肝臓中に高掛勘二蓄積された有害化学物質  

を分析し，結果の解析を継続した。   

多くの有機汚染物質について，北半球で高く南半球で  

低い結果られた。雉揮発性のダイオキシン頬やベンゾ  

（α）ビレン等は発生源である陸地近くで相対的に濃度が  

高かったのに射し．より揮発性の高いPCB等は北太平  

洋全体に比較的一定濃度で広く分布していた。また有機  
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汚濁の進行は認められなかった。  10地点で月1回の頻度で採水・調査を行っている。   

⑮霞ケ浦トレンドステーションモニタリング  1998年度には，先年度から始めた過去ZO年間の霞ケ   

従来，特別研究・特別経常研究の一環として実施してき   浦調査結果の取りまとめ，データベース化の作業を行っ  

た，霞ケ浦全域調査を，1996年度より，GEMS／Water  た。  

トレンドステーションとして継続することとし．霞ヶ浦  
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2．6 特別研究  

2．6．1輸送・循環システムに係る環境負荷の定  

量化と環境影響の総合評価手法に関する研  

究（最終年度）  

〔担当者〕  

地域環境研究グループニ森田昌敏・兜 其徳・森口祐叫・  

得られていないインパクトアセスメント手法の開発に関  

するものである。まず，健康リスクや生態系リスクの考  

え方も視野に入れた環境負荷項目の選定およびその総合  

化の手法の開発を行う。また，環境負荷発生源や環境影  

響を受ける主体の空間分布，環境中物質の移動現象な  

ど，環境負荷の発生から環境影響に至る流れの中に介在  

する地域性を加味して，環境負荷と環境影響を定量的に  

結び付ける手法を開発する（サブテーマ1およびZ）。   

第2の領域は，具体的な評価対象および環境負荷低減  

のための代替案を取り上げた総合的な環境影響評価の事  

例研究（サブテーマ3および4）である。ここでは環境  

基本計画の柱の一つである「循環」に着目し，人やモノ  

の空間的な循環を支える技術システムとして，「陸上交  

通」を，また，モノの資源としての循環を支える技術シ  

ステムとして「廃棄物処理・リサイクル」を対象とす  

る。  

松橋啓介・桜井健郎・田遠 潔・  

近藤美則・若松伸司・曽根秀子・  

新田裕史・高村典子・松本幸雄  

社会環境システム部：乙間末広・森 保文・寺園 淳  

化 学 環 境 部：中杉修身・白石寛明  

客員研究員 3名  

■卜練は代表者■を示す  

〔期 間〕平成8～10年度（1996”1998年度）  

【目 的〕環境基本法の基本理念である「環境への負荷  

の少ない持続可能な社会の構築」の実現に向けて，さま  

ぎまな人間活動について，環境への負荷発生の実態を具  

体的に明らかにし，これらが人間や生態系に与える影響  

を総合的かつ産屋的に評価する手法を整備することが急  

務である。一方，製品や技術システムについて，原料採  

取から生産，使周，廃棄に至る一連の過程における環境  

への影響を評価しようとするライフサイクルアセスメン  

ト（LCA）手法が，内外で関心を集めている。国内で  

も，エネルギー消費や二酸化炭素排出を評価項目とする  

事例研究が進みつつあるが，人間の健康や生態系への影  

響という観点から，どのような項目を優先的に把握し，  

負荷の「総合的」な評価をどのような方法で行うかにつ  

いては，今後の研究に待つべきところが大きしl。   

こうした背景から，本研究では，今日の社会を特徴づ  

ける「人やモノの流れ」を支える技術である自動車交通  

等の輸送システムおよび廃棄物処理・リサイクル等の循  

環システムを対象とした事例研究を軸にして，環境負荷  

およびこれによる環境影響を総合的に評価する手法を開  

発することを目的とする。  

〔内 容】本研究は，製品や技術システムが環境に与え  

る景‡響を総合的に定量化する方法論を，実証的な事例を  

交えて開発するものである。本課題で節用組む内容は，  

2つの領域に大別され，これらは研究全体を構成する横  

糸と縦糸に相当する。   

範lの領域は，内外のLCA研究で未だ十分な成果の  

〔成 果〕  

（1）環境負荷項目の同定と環境影響の総合化手法に関  

する研究   

海外のLCA手法において，異種の環境問題カテゴ  

リー間の等価評価のために提案されている係数の設定根  

拠をレビューし，間趨ごとの影響の桂頬や大きさの想定  

の相違に起因する係数の大きな相違があることを明らか  

にするとともに，手法開発に携わった海外の専門家との  

意見交換を交えながら，條致をどのような主体が何を根  

拠に決定すべきかについて，いくつかの選択肢を示し  

た。   

また，こうした異種の環境問題間の総合評価の手法と  

して，引き続き，米国EPAが開発したComparative  

Risk Assessment（CRA）の適用を試みた。本年度  

は，多様な主体の価値観を環境影響の総合評価に反映さ  

せるための手法という側面に着目し，専門家だけでな〈  

公募によって集めた市民約50名の参加を得てワーク  

ショップを開催した。6種類の問題領域．4種類のエン  

ドポイントの組み合わせについて，一対比較法を用いた  

重要度比較を行うとともに，情報提供の効果についても  

考察した。CRAは，専門家の自然科学的知見だけでな  

く．多様な主体の参加を得ながら影響評価を実施する方  

一111－   



法として有用である。   

→方，LCAでデータ整備の対象とすべき優先度の高  

い化学物質を抽出するため，化学物質の健靡影響につい  

ての毒性学的知見と疫学・臨床医学的知見との相補的関  

係の構築を試み，4段階からなる健靡影響の類型化の枠  

組みを提案した。また，IRISによる512物質に関する  

物質ごとの毒性情報をもとに，発がん，発がん以外の慢  

性毒性の両方について、種類（作用先）別の毒性の強さ  

の整理・分類を試み，優先度の高い物質の選定手順の考  

え方を整理した。  

（3）自動車等の陸上輸送システムに関する事例研究   

自動車の生産および走行に係る大気環境負荷の算定を  

行った結果，CO2では走行段階が8割以上を占めるが，  

他の物質ではこれ以外にも大きく寄与するプロセスが見  

いだされた。N20では燃料精製が，NOガでは車両生産  

のための資源の原産国からの輸送が無視しえない寄与を  

示した。また，VOCについては，走行による排ガスよ  

りも，カソリンスタンドでの給油時の排出など燃料供給  

に関わる排出が大きく，また車両の塗装による影響も大  

きい。なお，こうした排出物のインベントリー分析の結  

果をもとに健康リスクを推定する際．サブテーマ2で開  

発した暴露評価にモデルが利用できる。   

ガソリン車，ディーゼル串，電気自動事の3車種を比  

較した場合，大気への排出ではライフサイクルでみて電  

気自動車が優れている。電気自動車は生産時に他車種に  

比べて非鉄金属資源の投入が多いため，資源枯渇や鉱石  

の採取・精錬などに伴う原産国での環境変化の考慮が必  

要である。ガソリン車とディーゼル車を比べた場合，発  

がんなどの健康影響にかかわる物質の多くは，ディーゼ  

ル車のほうが排出量が多いが，ベンゼンなど一部の物質  

については燃料供給系からの排出等のためにガソリン車  

の排出が上回る場合がある。車種間の優劣の比較には，  

地球温暖化など燃料消費効率にかかわる問題，車両生産  

のための資源にかかわる問題．排ガスを中心とする大気  

への排出物の健靡影響の3つの問題の間でのトレードオ  

フを考慮した評価が必要である。  

（2）地域性を考慮した環境負荷とその影響の評価手法  

の開発に関する研究   

本サブテーマでは，環境負荷の発生から環境影響に至  

る流れの中に介在する地域性を加味した環境影響評価手  

法の開発をめぎす。   

ニのため，汚染物質の排出要因となる人間活動，汚染  

物質の排出量，環境中の汚染レベル，汚染による健康リ  

スクの分布に関する地理的データと，これら各段階の関  

係を記述するモデル群からなる総合的を情報システム  

（仮称：バーチャルワールド）のプロトタイプを構築し  

た。このシステムを用いたケーススタディとして，工業  

地帯を含む首都恩の一地域をとりあげ，ベンゼンなど数  

種類の有害大気汚染物質について，固定発生源および自  

動車からの推定排出量に基づく濃度シミュレーションを  

行った。実測結果との照合から，このシステムが有害大  

気汚染物質のリスク評価に適用できる見通しが得られ  

た。   

また，上記のような地域ごとの詳純なIjスク評価モデ  

ルに加えて，大気への排出について，発生源の形態と周  

辺の人口分布を考慮したマクロな暴露評価モデルを構築  

した。このモデルは，大気中に放出された汚染物質のう  

ち，周辺の人口集団が呼吸によって吸人する量の割合を  

拡散モデルから求めるもので，火力発電所の煙突からの  

排出（日本全国平均）と，都心を走る自動車からの排出  

を比較すると，後者のほうが，吸気に達する割合が10  

倍以上大きいとの計算結果が得られた。これらの結果  

は，LCAにおいて排出量を影響の量に換算する実用的  

な手法として利用可能であり，とくに発生源と人口集団  

の位置関係を暴露評価に反映させた点に特色がある。  

（4）廃棄物処理・リサイクル等の物質循環システムに  

関する事例研究   

リサイクル促進による環境負荷削減可能性評価の事例  

研究として飲料容器（スチール缶，アルミ缶，ガラスび  

ん，紙パック，PETボトル）をとりあげた。まず，あ  

る自治体における飲料容器廃棄物の発生，収操，再利  

用，処理処分等のマテリアルフローの実態調査を行っ  

た。また．これらの飲料容器の廃棄物としての処理処分  

プロセス，リサイクルプロセス，新谷器生産プロセスの  

各々について環境負荷量のインベントリーを作成した。  

リサイクル促進についてのシナリオを設定し，これらの  

データをもとにリサイクル促進によるライフサイクルで  

の環境負荷の増減を定量化した。また，飲料容器にかか  

わる環境負荷量を，当該自治体全体における環境負荷量  

で除した（正規化した）緩，個々のインベントリー項目  
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にー司じ重みを与えた場合，CRAで得た環境問題カテゴ  節約効果が大きいことを明らかにした。  

リーごとの重みを与えた場合などについて結果を比較し   〔発 表〕B－145，150，15l．155，C－26－27，b－237－  

た。飲料容器のリサイクルは，排出物の削減や廃棄物処  239，252－255，C－21～25  

分場容量に対する効果は，それほど大きくな〈，貸源の  
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2．6．2 微生物を用いた汚染土壌・地下水の浄化  

機構に関する研究（最終年度）  

〔担当者】  

地域環境研究グループ：森田昌敏・兜 眞徳・矢木修身・  

中嶋信美・岩崎一弘  

水土壌圃環境部：内山裕実・冨岡典子・向井 哲・  

服部浩之  

下線は研究代表者を示す  

（期 間〕平成8～10年度（1996－1998年度）  

〔目 的〕全国各地の土壌・地下水中からトリクロロエ  

チレン（TCE）およびトリクロロエタン（TCA）等の  

権発性有機塩素化合物並びに重金属等が検出され大きな  

問題となっており，削ヒ対策として種々の物理化学的手  

法が用いられている。しかしながら揚水ばっ気や真空抽  

出法軋 コストが高い点，また根本的な分解除去法でな  

いため，新たな浄化技術として，微生物機能を活用して  

汚染した環境を修繕するバイオレメディエーション技術  

が注目されているが，技術開発が遅れているのが現状で  

ある。本研究は，このような状況を踏まえ，汚染土壌の  

浄化に有用な浄イヒ微生物を探索し，浄化械構を解明する  

とともに，浄化効果の試験方法を開発することを目的と  

する。  

〔内 容〕全国各地の土壌より，削ヒ能を有する微生物  

を探索・分離するとともに浄化能を定量化し，ついで，  

汚染物質分解酵素および分解酵素遺伝子を単離し，その  

構造と性質を調べるとともに，分解能を強化した微生物  

を副生する。さらに，浄化微生物の環境利用に際し，適  

正管理に饗するための浄化微生物の迅速・高感度検出法  

を開発するとともに，自然環境を模擬したフラスコ土壌  

系あるいは土壌シミュレータ系を用いて，微生物の持つ  

浄化機能の定量化試験方法を開発する。以上の研究を実  

施するため，以下の2つの課題と各4つのサブテーマを  

設定し研究を遂行する。  

（l）土壌・地下水浄化微生物の開発と馴ヒ機構の解明  

に関する研究  

1）馴ヒ微生物の探索と浄化特性の解明   

2）糾ヒ酵素及び浄化酵素遺伝子の単経と諸性質の解明   

3）馴ヒ樺能強化型微生物の作成   

4）浄化微生物の検出法の開発  

（2）微生物浄イヒ機能の試験方法の開発に関する研究  

1）フラスコ土壌系による浄化機能試験方法の開発   

2）土壌シミュレータによる浄化機能試験方法の開発  

3）バイオリアクタ一による浄化機能試験方法の関与邑  

4）バイオレメデイエーション技備のリスク評価手法   

の開発  

〔成 果〕  

（1）浄化微生物の探索と浄化特性の解明   

土壌から高濃度TCA及びTCEを同時に分解するエ  

タン酸化細菌TA27株及びTA5株を分離した。TA27  

株について16SrRNA遺伝子のシークエンスを行った結  

果‥吻′ど∂ムβ√／βわ7′桝gすJ∽川7と高い相同性を示したが，  

新菌株と考えられた。TA27株はエタン，プロパン及び  

グルコース等各種の炭素源を資化し，各種揮発性有機塩  

素化合物を好気的に分解した。TA27株はエタン濃度  

3％のときに1mg／JのTCEを2日目で85％以上分解  

し、エタン濃度が高い場合には，高濃度のTCE中で増  

殖が可能であった。TCEとTCAの共存下ではTCEの  

方が速い速度で分解された。   

クリーニング工場排水口側溝の土壌からPCEを分解  

する混合微生物系を得た。本混合微生物系を継代培養す  

ることにより，160mg／lの高濃度PCEを分解すること  

が可能となった。分解至適条件を検討した結見pfす7  

付近，30℃前後で貴大分解活性を示した。  

（2）浄化酵素及び浄化酵素遺伝子の単離と諸性質の解  

明   

TCEを分解するMet］wloqs［issp．M（M株）の分解  

酵素遺伝子のシークエンスを行い，分解酵素の構造を検  

討した。TCEの分解に関与する可溶性メタンモノオキ  

シゲナーゼ（sM≠IO）は3つのコンポーネント（ヒド  

ロキシラーゼ，レダクターゼ，コンポーネントB）か  

らなることを明らかにしたが，このコンポーネントを再  

構築LsMMO系およびfI202／ヒドロキシゲナーゼ系の  

機能の解明を行った。炭素数4以上の直鎖アルカンを基  

質とした場合，両系における生産物構成比に差異が認め  

られた。枝分かれ構造のイソペンタンを基質とした場合  

の生産物構成比の比較から，ヒドロキシラーゼの活性部  

位の立体構造がレダククーゼおよびコンポーネントB  

の結合により変化する可能性が示唆され，これが各種の  

化合物を分解できる原因と考えられた。  

（3）浄化微生物の検出法の開発  

直接PCR法によりM株を検出するためのプライマー   
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株を添加しない系と比較して著しく高いメタンの消費が  

認められ，流出水中のM株濃度は104cells／mJのオー  

ダーであった。M株添加による流出水中へのpI・l，DO，  

一般細菌への影響は認められなかった。  

を設計し，Ⅸ′l株と土着の微生物が混在している条件で  

の検出条件の検討を行った。その結果．近縁の6種のメ  

タン棄化性菌と区別可能な検出法を確立できた。現場地  

下水中ではPCR反応が阻害され，M株の検出感度が著  

しく低下するため，地下水試料を0．22／川1メンプラン  

フィルターでろ過し，可溶性のPCR阻害物質の除去を  

試みた結果，蒸留水と同等の感度が得ることに成功し  

た。従来の培養によるメタン資化性薗の計数には1カ月  

を要したが．本PCR－MPN法を用いることによiり1日  

で計数が可能となった。  

く5）土壌シミュレーターによる浄化機能試験方法の開発   

土壌シミュレーターを用いて，土壌中におけるM株  

の挙動および生態系への影響を検討した。屋内ライシ  

メータ［（60WX45DX5011cm），屋外ライシメrター  

（80WX57DX50Hcnl）に黒ボク土壌を充てんし，表  

層から10cmまでの土壌が約108cells／g幸三土になるよ  

うM株を添加した。0～10，10～30cnlの深さの土壌試  

料を採取し，Ⅳ‖寒を計数するとともにM株の影響を調  

べた。M株は比較的土壌中での生残性が高いこと，表  

層10cmの土壌における．一般細菌，グラム陰性菌，糸  

状菌，呼吸活性および各種土壌酵素活性，さらに水分含  

量，pH，全炭泉全室乗合量にはM株はほとんど影響  

を及ほさなかった。  

（4）フラスコ・カラム土壌系による浄化試験方法の開発   

バイアルピンを用いてM株の飽和および不飽和土壌  

中でのTCEの分解能の評価を行った。九′Ⅰ件の添加濃度  

を高〈するにつれ分解速度は上昇した。50mg／Jの  

TCEでも分解が可能であり，汚染土壌の浄化に有用で  

あることが判明した。   

フラスコ土壌系で，火山灰土及び砂質土での  

魚β11do〝1mαぶ♪両dαPpYlOl（ナリジキシン酸耐性）  

菌の生残に及ほす各種の要因について検討した。火山灰  

土の場合，pH7以上の土壌では，1日後に100倍の108  

〈いらいまで増加し，その後4週目まで菌数はほとんど変  

化しなかった。低pllでは菌数は急激に減少した。砂質  

土でも同様な傾向が認められた。土壌pHは生残性に大  

きく関与Lていた。   

内径3cnl，長さ40cm，内容量280mJのステンレス  

カラムに汚染土壌を充てんし，TCElmg／王に調整した  

現場地下水を下部よト通水し．流出水のTCE濃度が一  

定になった後に，M株1．4×109，2．8×109，2．8×1010  

cellsをそれぞれのカラムに接種し，メタン，酵素，豊  

熟リン，TCEを添加した地下水を70ml／dayの流速  

で越水し，流人・流出水のTCE，メタン，メタン資化  

性菌数の測定を行った。TCEはM株を添加した系の2  

日目から分解が認められM株の添加量の増大により  

TCE分解量は増大した。16E＝］で2．8×109cellsのと  

き40ヲ乙の除去率が得られ，現場への適応性が示唆され  

た。   

同時にバイオレメディエーション柁術の生態系へ影響  

評価を行った。M株をカラム当たり5×106cells／mLに  

なるように涼加し，流人水及び流出水中の一般組菌数，  

pH，メタン濃度，DO，窒素及びリン濃度を測完した。  

メタン，酸素，窒素，リンにM株を添加した系は，M  

（6）／くイオリアクターによる水銀除去   

大腸菌のプラスミドNRl由来の水銀還元酵素遺伝子  

群（††lβγ オペロン）を組み込んだ組換え微生物  

P5βll血I†10押αぶ♪ltff血PpYlOl／pSR134を用いて，績衝  

液中の水銀除去実験を行った。水銀除去の最適条件は，  

5nlMのチオグリコール酸ナトリウム，30℃，pH7．0．  

菌体濃度0．5g／Jであり，40ppmの塩化第二水銀が24  

時間で完全に除去された。除去された水銀はほほ完全に  

回収された。水銀を添加した河川水，海水から本システ  

ムを用いて水銀除去を試みたところ，いずれも約90％  

の除去が認められ，微生捌こよる水銀の除去が可能であ  

ることが判明した。  

（7）バイオレメディエーションのリスク評価   

土壌浄化のためのバイオレメディエーション技術のリ  

スク評価項目として．微生物の人への毒性，魚，ミジン  

コ．藻類への影響，さらに土壌生態系としての細菌，放  

線菌，糸状菌，土壌呼吸活性，酵素活性への影響を調べ  

るとともに．添加微生物の生残性，微生物によるの有害  

代謝生成物，添加物賓の挙動等を調べることが重要であ  

ることを提案した。  

〔発 表〕B－167．169，G－14．15，17，b－110～118，  

266－277，g－40  
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2．6．3 海域保全のための浅海域における物質循  

環と水質浄化に関する研究（最終年度）  

【担当者】  

地域環境肝先グループ：森田昌敏・木幡邦男・中村泰男・  

海・干潟域において，現場調査・室内実験等を基に，水界  

生態系・底泥での，一次生産・摂食・分解等による，炭  

素・窒素・リンの物質循環を明らかにすることを目的とし  

ている。研究期間中，浅海域の一つとして寓京湾の北部に  

ある三番灘及びその前面海域を調査対象とした。三番漸で  

は，2－4回／年の確度で水質調査ヤ潜水夫を使った探泥  

や生年勿採取を行い，底生生物（マクロ・メイオペントス）  

の存在量を調査するとともに，夏季に現場実験を行った。  

本年度には，毎月シオフキガイ存在量を調査Lた。   

課題2では．浅海域生態系や，内湾生態系をモデル化  

L，環境要因の変動に対する反応を解析する。また，こ  

れらの解析に加え，水質以外の環境要因をも考慮して，  

浅海・二l二潟域の価値の評価法を検討する。本年度は，モ  

デル化に必要なパラメータを得るため，浅海域生態系で  

最も重要である二枚貝に着日し，特にシオフキガイにつ  

いて，三番瀬における水平分布を調査し，その酸素消費  

速度，ろ水速度，排泄速度を実験系で測定した。現場に  

て酸素消費速度や栄養塩溶出速度を正確に測定するため  

の装置を，松川浦で使用し，栄養塩溶出速度と生物量と  

の関連を調査した。また．海域での開発に対する住民の  

関心事を調べるために行った瓶戸大橋に関する住民意識  

調査結果を分析・整理した。  

今井章雄・堀口敏宏  

水土壌圏環境部：渡辺正孝・什下俊二・井上隆信  

社会環境システム部：大井 紘・須賀伸介  

化 学 環 境 部：柴田康行  

客員研究貞 5名  

‾卜親は研究代表者をホす  

〔期 間〕平成8～10年度（1996－1998年度）  

〔目 的〕浅海蛾 特に干潟吼 水産資源にとって重要  

なばかりでなく，自然環境保全上その役割の重要性が認識  

されつつある。さらに．浅海域では，高い有機物分解速度  

などから水質浄化能力が高いと言われている。環境基本計  

画でも，自然海岸・干潟・藻場・浅海域の適正な保全，  

人工二i・鳩・海浜などの適切な整備，特に内湾の環境につ  

いて富栄養化の防止等を推進するよう定められている。   

一方，現在まで，浅海域の機能評価が十分にできな  

かったこと，開発による環境影響を評価するのにも定  

まった手法がなかったこと等から．過去に行われた開発  

は，環境への配慮が必ずしも十分でなかった。富栄養化  

は陸域からの負荷と同時に，底泥からの溶出のような浅  

海域での栄養塩の挙動も考慮されるべきであるが，この  

卓に関する現在の科学的知見も，まだ叶、十分といえる。   

したがって，浅海域環境の保全を図るためには，科学  

的な調査法・評価法がさらに進歩する必要がある。本特  

別研究では，現場調査・室内実験・数理モデル等を用い  

て標題の研究を遂行し，浅海械の機能を明らかにし，そ  

の重要性を明らかにするのを目的とする。  

〔内 容〕本年度の研究は，以下の2課題に沿って実施  

された。  

課題1浅海・干潟域における物質循環の実証的研究  

言果題2 海域における物質循環モテ＝ノングと浅海域樺儲  

の評価に関する研究   

課題」では，食物連星削二関連Lた物質循環を完量的に  

明らかにすることが目標の一つである。研究期間中に，  

瀬戸内海家島での現場調査・現場実験で「微小動物プラ  

ンクトン」から「かいあし類」とつながる食物連鎖経路  

や，「尾虫類」「夜光虫」の生態的役割について，さらに  

水中で生産された有機物がどの程度底泥に沈降し底生生  

軌こ利用されるかを明らかにした。また本課題では，浅  

〔成 果〕   

前年度までに，夏の播磨灘における物質フラックスを  

提示し，物質循環の理解にはこれまで注目されなかった  

原生動物（従属栄養性渦ベン毛虫，夜光虫，繊毛虫  

等）・原索動物（オクマポヤ）ヤ，これらを介した食物  

連鎖程路が重安であることを示した。平成10年度に  

は，底生生物を含む系における物質循環を調査した。植  

物プランクトンによる一次生産はプランクトン群集に  

よって捕食されるだけではなく，そのかなりの部分は沈  

降して底泥に供給される。したがって，物質循環の全体  

像を明らかにするためには底泥に供給される有機物の運  

命を解析する必要がある。以下は本年度の調査で得られ  

た結果である。①夏の一カ月を平均して，底泥に供給さ  

れる有機物量は0．7gC／m2／d程度であった。これは，動  

物プランクトン群集が植物プランクトンを捕食する畳と  

同程度である。②泥の中のバクテリア個体数は109  

cells／gi昆泥，線虫などの小型のベントスは5個体／g湿  

泥程度であり，過ま，瀬戸内海の他の海域で報告されて  

いる値と大差ない。（卦過去，他機関によって断片的に行  
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われたマクロベントスの調査によると，掻智灘では，富  

栄養化海域の指標性であるシズクガイ（二枚貝）やヨツ  

バネスピオ（ゴカイ）が優占するとされてきた。ところ  

が，家島諸島周辺では，泥食性のウニであるオカメプン  

プクや小型ナマコの一種のイカリナマコといった頼皮動  

物が広い範囲で卓越し，中でも前者はマクロベントス  

群集のバイオマスの50％以上（約1gC／mヱ）を占める  

ことが明らかとなった。また，オカメプンプクの殻の成  

長線解析から彼らの増殖速度を推定し，一年でバイオマ  

スが2倍になることヤ，2年で成熟し，3～4年は生き  

ることなどが明らかとなった。さらに，糞排出速度と体  

内に含まれる泥の長の測定から，彼らが泥を飲み込む速  

度を近似的に算出した。   

東京湾の浅海域の一つ≡番河削こおける前年度までの調査  

で，三番瀬では，その沖合15km（水深約18m）の地点  

に比べ．年間を通して生物量，生物種放ともに多いことが  

わかった。特に夏季には．沖合の点では底層が貧酸素化し  

マクロベントスがほとんど見られなくなるのに対し，三番  

蘭ではシオフキガイなどのマクロベントスが豊富に存在し  

た。本年度は，三番蘭全体の窒素循環におけるシオフキガ  

イの役割を定量化するために．野外生物量調査と，室内で  

のろ過速度，排泄速度から本位の窒素同化速度（浄化速  

度）を求めた。調査は1998年6月13日に，三番蘭の船橋  

倒5定員 行徳側12定点を設け，アサリ採取用の大巻漁  

法により1nl曳きを行い．シオフキガイを含むマクロベン  

トスを採取した。シオフキガイは船橋側では全点で出現  

し，1m2当たりの個体数では1～27個体，貝軟体部乾  

燥重量としての生物量は0．4～19．6g，1個体の平均軟体  

部乾燥重量は0．46～0，71gであった。行徳側では沖合い  

の3定点のみシオフキガイが出硯し，1m2当たりの個  

体数では5～14個体，貝軟体部乾燥重量としての生物  

量は1．7～7．2g，1個体の平均軟体部乾燥重量は0．33－  

0．66gであった。以上の結果から三番蘭全体の平均的生  

物還は，3．3g／m2と推定された。さらに，室内でシオフ  

キガイのろ過速度とアンモニアヤ糞なとの排泄速度を測  

完した。ろ過速度と呼吸速度はともに水温の高いときに  

高かった（図1）。軟体部乾燥盃量当たりのろ過速度は，  

室長の小さな個体ほど大きかった。1個体の軟体部乾燥重  

量が0．3～0．9gの個体について，軟体部乾燥義品1g当た  

りのろ過速度はl．03〟h∴ アンモニア排泄速度は弧4′′J  

g▼N／hr，糞排泄速度は50．0／Lg－N／hrの値が得られた。   

上述した町外調査と室内実験結果から，6月のシオフ  
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実験水温（Oc）  

日中（乾重300～600mg）  

8大（乾生600mg以上）  

回1 シオフキガイの重さ別の水温とろ過速度の関係  

キガイの1m2当たりの窒素同化速度（浄イヒ速度）を次  

式に基いて推算した。   

同化適度＝摂餌速度十（糞排泄速度＋偽糞排泄速度）   

摂餌速度として現場海水中の植物プランクトンの窒素  

量0．429mg／／に上記ろ過速度1．03J／g／hrと生物量3．3  

g／n12を乗じて．1．5mg／n12／tlrが得られた。現場での糞  

排泄速度は，上記の値に生物量を乗じて．0．165  

mg／n12／hrと求められた。偽糞排泄適度は前年度の結果  

から，糞排他速度とほほ等量であることが知られている  

ので，ここでは本実験で得られた糞排泄速度の0．165  

mg／n12／hrを用いた。以上から，シオフキガイの同化速  

度はユ，17mg／m2／hrとなり，摂餅屋の約78％が同化  

（浄化）されるものと推定された。   

海域での開発に対する住民の関心事を調べるために，  

瀬戸大橋に関する住民意識調査を行った。漸戸大橋と海  

とのかかわi）について，汚染，景観，自然との調和の3  

項目について選択肢式で尋ねた結果，すべての調査地域  

で80％以上の回答者が汚染への影響はないと評価して  

いた。他の2項巨＝二ついても肯完的な評価の方がかなり  

上回ったが，漁業を主な産業とする調査地域では否完的  

な評価の割合が高かった。自由記述形式で瀬戸大橋の現  

状を尋ねた結乳「通過点」という記述が多く見られ  

た。この言葉の意識の関連性を自由記述回答の中の単語  

集合をクラスター分析することによって調べた。その結  

果，四国側では．種々の地域産業の停滞などの関連性が  

高く，岡山県側では観光との関連性が高かった。  

〔発 表〕B－95～98，C－19．G－26，27．b－140，141．215．  

g‾44  
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2．6．4 超低周波電磁界による健康リスクの評価  

に関する研究  

〔担当者】  

地域環境研究グループ：兜 真徳・新田裕史・異河佳香・  

験スケジュールとして，1人につき2日間で計10セッ  

ションを実施した。各セッションごとに，そのうちのラン  

ダムに選んだj単位に，5種類の強度（20，40，60．80，  

100／ノT）で連続ないし間欠的（5秒間のON／5秒間の  

OFF）の2種類，すなわち計10種類の暴露のいずれか  

を行った。観察項目は心拍数．および各種心拍変動指標  

である。これまでの実験データの解析では磁界暴露に  

よって，暴露レベルに依存した反応ヤー賞した変化は認  

められなかった（図1）。   

実験B：14名（男7名，女7名）の被験者に1セッ  

ション55分の実験を2日－4日間にわたり午前2臥  

午後2回の計4回実施し，午前・午後の各2匝；のセッ  

ションのうちのどちらか1回に磁界（50Hz鉛直回転軸  

万札20／JT正円回転磁界）を暴露した。被験者はセッ  

ションを通して心拍数計測を行うとともに次の3桂の認  

知・反応実験を各セッション30回ずつ実施した：①単  

純反応時間（視覚刺激＋昔刺激に対する反応時間）②選  

択反応時間（3つの九のうち1つの色が変化してから，  

その九に対応したキーを押すまでの時間）③時間認知  

（10秒の標準カウント後に主朗的に数えた10秒間の実  

際の時間）。その結果，磁場の暴露有無で，心拍数およ  

び認知・反応時間テストにいずれも差はみられなかっ  

た。  

課題2 動物および培養細胞系を用いた低～高レベル電  

磁界暴露実験   

ヒト孔がん由来培養細胞MCF－7を各濃度のメラトニ  

ン存在下また，0．2〃T（cDntrOlト10叫Tの電磁界暴露  

条件下で培養した。培養は1週間掛ナ，さらに3時間  

BrdUを取り込ませ．取り込まれたBrdUをELISA法  

により測定し，細胞の相対的増殖能を評価した。メラト  

ニンは10‾11Mから10「9NIの濃度範囲で細胞増殖抑制作  

用を示し，その程度はメラトニン無添加の場合の20－  

25％であった。そこに100／ノTの電磁界を暴露すると．  

メラトニンの細胞増殖抑制作用は5％以下まで減少し  

た。   

次に，この抑制樅構を明らかにするための節1段l；皆と  

して，細胞のメラトニン受容体に電磁界が影響を与える  

か否かを検討した。まず，メラトニン受容体サブタイプ  

を識別する受容体アンタゴニスト1uzind。1e（タイプ1）  

とGR13553ユ（タイプ2）を用いて．MCF－7における  

メラトニン受容体サブタイプの同定をおこなった。それ  

ぞれ，1uzindole（タイプ1）及びGR135531（タイプ  

今井秀樹・高橋憤司・松橋啓介・  

石畳正美  

‾卜線は研究代表者を示す  

〔期 間〕平成9～11年度（1997”1999年度）  

〔目 的〕電力利用の増加した現代社会では日常的と  

なっている低レベルの超低周波（50－601Jz）電磁界へ  

の暴露によって，白血病，脳腫瘍，乳がんあるいはアル  

ツハイマー病のリスクが上昇している可能1生を示唆する  

疫学的データが報告されている。これらの報告で示され  

ているレベルは，これまで生理的影響を考慮して安全と  

されてきたレベルより極端に低いレベルであり，その妥  

当性について国際的に盛んに研究されているところであ  

るが，我が国での研究あるいは行政での取り組みは大幅  

に遅れている。このような超低周波電磁界への暴露をう  

けている人口は非常に大きく，健廉影響の具体的検討が  

急務である。そのために，超低周波電磁界への暴露に  

よって生ずることが示唆されている健康影響の妥当性を  

検討L，またリスク評価の手法を吟味することによっ  

て，超低周波電磁界の健康リスク評価に資することを目  

的とする。  

〔内 容〕本研究は3つの課題から構成される。   

第1の課題は，日常の生活で実際に経験しうる暴露レ  

ベルの範囲内で，精密にコントロールしたヒトへの暴露  

を行い，生理・生化学的変化との定量的な関連性を検討  

するものである。第2の課題は，ヒトに対する暴露が困  

難な高レベルおよび周波数倭化を加えた培養細胞系実験  

を行う。第3は定量的リスク評価のために必頂である一  

般集団における暴露レベルに関する調査研究を行う。  

課題1  ヒトを対象とした低レベル電磁界暴露実験   

実験A：昨年度に開始した実験の被験者をさらに追加  

して，計30名（男21名，女9名）に対して自律神経系  

への超低周波交流磁場の急性影響を検証するための暴露  

実験を実施した。まず，被験者を2グル→プに分け，第  

1グループには回転軸が鉛直方向の，第2グループには  

回転軸が水平方向の50fJz正円回転磁場を負荷Lた。安  

静（1分間）＋単純作業（クレペリン試験）（1分間）  

をユ単位として連続5単位（計10分間）を1セッショ  

ンとし，5分間の休憩を挟んで5セッションを1日の実  

－ ユ18一   



Z）が存在するところで，ヨード1Z5で標識したメラト  

ニンの受容体への結合活性を測定した結果，1uzind。1e  

の濃度依存的に標識メラトニンの結合活性が阻害された  

が、GR135531存在下では阻害されなかった。このこと  

から，トICト7には主にタイプ1のメラトニン受容体が  

存在することが明らかになった。また，100〃Tの電磁  

界を1週間暴露しても，メラトニン受容体の結合能には  

有意な差は見られなかった。さらに，MCF－7細胞にそ  

れぞれ0．2（control），1．2，100／∠Tの電磁界を1週間暴  

露し．mRNAを単離後，逆転写により作製したcDN＾  

に対してメラトニン受容体サブタイ701a及び1bに特  

異的なPCRプライマーを用いてPCRを行った結果．  

1a・受容体のみが増幅され．1b受容体は検出されな  

かった。また，受容体1aの発現量は，電磁界暴露（1．2  

〃T1週間および100／ノT－1週間）で．大きな変化は  

見られなかった。  

課題3  ヒト集団における暴露レベルと生理影響評価   

調査A：電磁界レベルの時間変動の大きさを見積もる  

ことを目的として長期連続測定を実施した。測定は東京  

都葛飾区内の6世帯を対象として1997年10月から1年  

間，EMDEX Liteを用いて1分間隔で磁界レベルを記  

録した。対象世帯は約500mの範囲内にあり，3軒は木  

造一戸う乳1軒は鉄骨一戸建て，2軒は鉄筋集合住宅で  

あった。測定位置は寝室内のテーブルないしタンスの上  

とした。測定器の1メートル以内には電気器具のないと  

ころを選定し，またその近傍で大きな磁界変動がないこ  

とを確認した。また，家庭電機製品の所有・使用状況，  

ならびに測定期間ごと（2週間）の電力消費量の記録を  

依頼した。その結果，平均値については最も低い家屋と  

最も高い家屋では約8倍の差が認められた。平均値と標  

準偏差とは必ずしも相関しておらず，各世帯の特性を違  

いを示していた。短期・長期の測定値の変動傾向をみる  

と，24時間周期変動が巨1立っていた。対象世帯によっ  

て日内変動の大きさに差はあるが，暴露調査のデザイン  

にあたっては少なくとも24時間以上の測定時間が必要  

であることを示唆している。曜日による違いはいずれの  

世帯でも明確ではなかった。季節変動については冬季に  

やや高い傾向が認められた。   

調査B：環境中での時間・空間変動の大きさを見積も  

ることを目的として，送電線周辺地域での暴露量測完調  

査を実施した。対象地械は千乗県北部の高圧送電線周辺  

で，送電線から水平距離勤m以内の家屋と近接する50”  

100mの家屋，計20世帯で実施した。測定は各世帯の  

寝室の1カ所で1週間連続して行った。送電線により近  

い家屋の寝室レベルが約2倍高いことが示されたが，季  

節変動など他の変動要因を含めて評価する必要がある。  

〔発 表〕B－102，106，b137，139，196，201  

－119 －r   



2．6．5 湖沼において増大する難分解性有機物の  

発生原因と影響評価に関する研究  

〔担当者】  

地域環境研究グループ：森田昌敏・今井章雄・松重一夫・  

（2）起盲原の明白なサンプルの特性評価   

霞ケ浦河川水，生活雑潮水，森林渓流水，田面水等の  

起源の明白なサンプルのろ過水に生分解試験十DOC分  

画手法を適用し，DOC，難分噸性DOC，各分画成分の  

DOC濃度および分画分布を明らかにした。植物プラン  

クトン由来の潜存有機物の特性を評価するために，藍藻  

類を無菌培養し．培養後の培地ろ過液にDOC分画手法  

を適用した。また．水草等由来有機物特性を検討するた  

めに，ヨシ・ガマが繁茂する他の水のろ液に生分解十  

DOC分画手法を適用した。  

課題2  湖水中経分解性有機物の湖沼生態系，水道水源  

水としての湖沼水質に及ぼす影響  

（l）雉分解性有機物の植物プランクトン増殖・組成に  

及ばす影響   

霞ケ浦における藍藻類の増弛制限物質として鉄の存在  

形態が重要と推察される（前年度成果）。湖水中の生物  

利用可能鉄（あるいは有機態鉄）濃度を定量する手法の  

開発を行った。  

（2）難分解性有機物のトリハロメタン生成能に及ほす  

影響   

霞ケ浦湖水およびⅠ二OC分画手法により分離された7ミン  

物質および親水性画分のトリハロメタン生成能を測定した。  

木幡邦男・高村典子  

水土壌圏環境部：井上隆信・富岡典子  

生 物 圏環境部：野原精一  

化 学 環 境 部：佐野友春  

‾卜線は鱗究代表者を示す  

〔期 間〕平成9－11年度（1997～1999年度）  

〔員 的〕近年，重吉琶湖や十和田湖等の多くの湖沼にお  

いて，流域発生源対策が行われているにもかかわらず，  

湖水中の有機物濃度（COD）の増大傾向が観察されて  

いる。何らかの牡分解性有機物による水質汚濁が進行し  

ている。湖沼環境では，近年，植物プランクトン捜組成  

変化を含む生態系の変化が著しい。難分解性有機物の蓄  

積に示される湖水有機物の質的，量的変化も湖沼生態系  

の変化に大きな影響を及ほしていると推察される。ま  

た，水道水源としての湖沼水に着日すると，湖水中有機  

物濃度の上昇は，浄水過程の塩素処理によって生成する  

発がん物質トリハロメタン等による健康リスクの懸念を  

増大させている。湖沼環境および水質保全上，緊急にこ  

の新しい有様汚濁現象を把握する必要がある。   

本研究の目的は，湖沼水中の有機物の特性や起源を適  

切に把握する手法を確立し，湖沼水中での難分解性有機  

物濃度上昇の原因を解明し，さらに湖水有機物の質的，  

量的変化が湖沼生態系やトリハロメタン等の有害物質の  

生成能に及ぼす影響を明らかにすることである。  

〔内 容〕本年度は以下に示すような研究を行った。  

課題1湖水中難分解性有機物の発生原因の解明  

（1）湖水有機物の特性および動態   

霞ケ浦湖水を生分解試験（100日間）とDOC分画手  

法に供した。すなわち，湖水DOCを疎水性親水性．  

酸性一塩基性，易一難分解性の遠いに基づいて分画し  

た。本実験手法を用いて，霞ヶ浦湖水中のDOC，雉分  

解性DOC，各分画成分DOCの濃度およびその季節的  

変動特性を明らかにした。また，名分画に対して紫外部  

吸光度とDOCの比（UV：DOC比）を測左し，この比  

が清音有機物の起源的情報を反映するかを検討した。  

霞ケ浦と比較するために，琵琶湖と諏訪湖の湖水サンプ  

ルについても上記と同様な実験を行った。  

〔成 果〕  

課題1霞ケ浦湖水．流入河川水，森林渓流水（FS），畑  

地浸透水（PFP）．田面流入水（PFl）EI］面流出水  

（PFO），生活雑排水（DS），下水処理水（STPE），ヨ  

シ・ガマの繁茂する池水（PON［）），h4．aeruginosa培養練  

の培地ろ過水（MSM）を，DOC分画手法により，7ミン  

物質（AHS），疎水性中性物質（HoN），親水性醸  

（IIiA），塩基（BaS），親水性中性物質（ftiN）に分画し  

た（図1）。すべてのサンプルで有機酸画分（AHS＋  

Ⅰ・IiA）が優占していたが，AllSとHiAの存在比はサンプ  

ル起源により顕著に異なった。土壌との接触が顕著である  

森林渓流水や畑地浸透水では，AlISが圧倒的に優占し  

た。河川水ではA11SとIiiAが同程度存在したが，湖水で  

はHiAの存在比が上回った。生活雑排水，下水処理水お  

よび池水でHiAが優占し，藻類培養液ではHiAが顕著に  

優占した。このAHSとHiAの関係はサンプルのDCX：濃  

度とも関連していた。AHSが優占するほどD（℃濃度は低  

くHiAが優占するほどD∝濃度が高い傾向を示した。す  

なわち，きれいな水ではAHSが優占し，有機汚濁の顕著  
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図1霞ケ浦湖水，流入河川水，流域潜存有機炭素（DOC）源のDOC分画分布  
バーは±1標準偏差を示す。分画画分および流域DOC源の表記はテキスト参  

な水ではHiAが優占するのである。生分解性の高い生活雑  

排水と藻類培養液は特徴的な分画分布を示した。生活難排水  

ではHoNの存在比が大きく，藻類培養液ではAflSが極め  

て低くIilNが著しく高かった。1ioNは生活維排水中のLAS  

等の洗剤，HiNは藻頬代謝物の糖頒物質と考えられる。   

霞ケ浦湖心におけるD（X，AHS．HiAおよび難分解性  

DOC，AHS，HiAの動態を検討した。DCX：．AI・1S，HiA  

の生分解率の平均は，それぞれ，12．1％，6，6％，15．1％で  

あった。湖水D（XおよびHiAの分解率は7～9月が最大  

で冬季に極めて低くなった。7－9月の大きな分脈率は，  

この期間に藻類由来の易分解性IliAが生産されたことを示  

唆する。AHSは全期間を通じて分解率が低かった。AlrlS  

が難分解性であることは予想通りの結果であったが，HiA  

も極めて難分解性であることは新しい知見と言える。1997  

年に限って言えば，難分矧生工X℃が夏季から徐々に潮水  

中に蓄精し，1年間で約0．8mgC／川彗大した。この期間，  

難分解性AIiSは約0．2mgC／l，難分解性HiAは約0．8  

mgC／J上昇した。従って，湖水中の難分解性D（℃の増大  

は，主に鞋分敵性HiAの増大によるものと言える。  

課題2 霞ヶ浦ろ過湖水，フミン物質および親水性画分  

（rIiA＋BaS＋HiN）をMilli－Qで1mgC／lに調整し，  

PI17，24h，遊離塩素が1一一2mg／J残存する条件で塩  

繋処理した後，ヘッドスペースGCル1Sによりトリハロ  

メタン生成能（THMFP＝CHC13＋CI・lCl2Br＋Cl・ICIBr2  

十CIIBI・3）を測定した。霞ケ浦浄水場取水地点に近い  
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DOC  AHS  HiF  

図2 霞ケ浦ろ過湖水（DOC）．7ミン物質（AI・IS），  

親水性画分（HiF）のトリハロメタン生成能  

（TIiMFP）  

バーは土1標準偏差を示す。  

St．7におけるろ過湖水，フミン物質，親水性画分の平  

均トリハロメタン生成能は，それぞれ28，4，26．9，31．4  

FLgTI・lM／mgCであった（図2）。親水性画分のTHMFP  

は7ミン物質のそれよりも有意に大きかった（P＜0．01）。  

他のサンプリング地点でも同様な結果が得られた。霞ヶ  

浦では親水性画分のほうがフミン物質より約2倍DOC  

濃度が高いことを考えると，トリハロメタン前駆物質と  

して親水性画分は7ミン物質よりも重要と言える。この  

結果は，代表的なトリハロメタン前駆物質はフミン物質  

とする既成学説を乗り越えた新しい発見と言える。  

〔発 表〕B－139，G－12，b－102－107，233－236  
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2．6．6 環境中の「ホルモン様化学物質」の生殖・  

発生影響に関する研究  

【担当者〕  

地域環境研究グループ：森田昌敏・米元純三・高木博夫・  

内分泌への影響，免疫系への影響を検討した。また，  

2）TCDDの作用の機作に関する研究として，①  

TCDDの毒性発現機序におけるprotcin kinaseの関与  

（むTCDDによる肝のCYPIAlmRNA遺伝子発現の系  

統差の分子レベルでの解明 ③ダイオキシンの毒性と分  

子構造・電子状態の相関に関する研究を行った。   

課題2では（Dスクリーニング手法検討の一環として，  

ヒト生殖器官（子宮，前立腺）由来の細胞株における  

TCDDと性ホルモンの相互作用の検討を行った。また  

②ダイオキシンの暴露とそれによる健麻影響との関連を  

検討するために，ヒト脂肪組織，精液および卵胞液のダ  

イオキシン濃度の測定および血中のCYPIAlmRNA  

発現を調べた。  

曽根秀子  

環 境 健 康 部：青木廉展・大迫誠一郎・  

野原恵子・梅津豊司・宮原裕一  

化 学 環 境 部：藤井敏博  

下線は研究代表者を示す  

〔期 間〕平成9”11年度（1997～1999年度）  

〔目 的】脂溶性が高く難分解性の環境汚染化学物質は  

食物連鎖を通して生体内に蓄積するが，これらの中に  

は，正常な性ホルモンの機能を乱すことにより様々な生  

殖影響を引き起こすものがあり，環境ホルモン様物質と  

呼ばれている。実際，鳥類，は虫類，海棲ほ乳類などの  

野生生物において生殖異常が認められ，これらの異常は  

野生生物の体内に蓄積された環境ホルモン枝物賀により  

引き担こされているとの指摘がある。先進国において  

も，近年，女性の乳がん，男性の睾丸腫瘍の発生増加及  

び精子致の減少が報告され，これらの現象と環境ホルモ  

ン様化学物質との関連が疑われている。特に周産期にお  

ける暴露は，器官や機能の形成される時期だけに影響は  

不可逆的になる可敵性が高く，また，感受性も高い。環  

境中のホルモン様化学物質の子（次世代）への影響，と  

りわけ生殖能力への影響は人類の存続にかかわる問題で  

あり，これらの影響のリスク評価は，重要かつ緊急に対  

処すべき課題であると考えられる。本研究では，環境中  

のホルモン様化学物質の生殖・発生影響のリスク評価の  

ための基礎的データを得ることを目的とする。  

〔内 容】本年度の研究は，計画書に記載された以下の  

2課題に沿って実施された。  

課題1定量的リスク評価のための環境中のホルモン棟  

化学物質の生殖・発生影響に関する実験的研究  

課題2 環境中のホルモン様化学物質のスクリーニング  

手法及び暴露量の推定に関する研究   

ホルモン様化学物質として，最近，ゴミ焼却場凰辺の  

汚染，母乳汚染などで開講となっているダイオキシン  

（TCDD）を昨年に引き続きとF）あげた。   

課題1では，1）生殖機能の発生過程に及ぼす影響と  

して，ラットを用いて，2，3，7，8一四塩化ジペンゾサ  

ダイオキシン（TCDD）の妊娠期暴露による，子の雄性  

生殖機能への影響，性ホルモン，甲状腺ホルモンなどの  

〔成 果〕  

課題1定量的リスク評価のための環境中のホルモン様  

化学物質の生殖・発生影響に関する実験的研究  

1）生殖粍綻の発生過程に及ぼす影響   

妊娠15日のHoltzmanラットに12ふ 50，200およ  

び800ng／kg体重のTCDDを一回経口投与した。雄に  

ついて生後49，63，120日接に解剖し，性ホルモン，甲  

状腺ホルモン（T3．T4）などの内分泌への影響，免  

疫系への影響，雄性生殖機能への影響について検索し  

た。その結果，出生仔の数，性比 体重に暴露群と対照  

群の間に有意の差はなかった。血清中のT4濃度は，生  

後63日齢の800ng／kg投与群において対照に比べ有意  

に低下していた。血清T3およびTSH濃度はいずれの  

発育ステージにおいてもTCDDによる影響は見られな  

かった。臓器重量については，63日齢のTCDD800  

ng／kg投与群において対照群に比べ肝重量の増加  

（15．3％），胸腺重量の減少（20．1％）が見られた。病理  

組織所見では一部のラットに甲状腺肥大とろ胞細胞の過  

形成（120日齢の800咽／kg投与群，2／12）が認められ  

た。免疫系への影響としては49日齢で，脾細胞数が用  

量依存的に減少し，50ng／kg以上で有意の差が認めら  

れた。120【∃齢では胸腺の細胞数に用量に依存した滅少  

傾向が見られた。胸腺細胞のCD4＋CD8T細胞の割  

合は120日齢の200ng／kg群で有意に高かった。雄性生  

殖器官では，精巣重量，一日精子産生数（DSP），精巣  

上体重量，精巣上体尾部精子致（SR）に変化は認めら  

れなかった。副生植腺のうち，前立腺重量は49日齢で  

は800ng／kg群で，120日齢では12．5，200および800  
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値との良い一致を見た。また，ダイオキシンの前駆体の一  

つとして考えられている2－ChIoro2’－h），droxy－diphenyl  

etherからHClが脱離し，dibenzo＋dioxinへ至る反応  

経路について，中間体，遷移状態を含む定量的反応経路  

解析を行った。  

ng／kgで有意に減少した。肛門性器間距離は，3，49，  

63，120日齢の各ステージで200ng／kg以上で明らかな  

減少が見られた。雄性生殖器では発生過程においてテス  

トステロンに反応して発達する精巣，精巣上体よりもデ  

ヒドロテストステロンに反応する前立腺．外生殖器（肛  

門性器間距離）に低用量TC上）Dの影響が見られた。親  

織中TCDD濃度は，血清，肝，脂肪組織で用量に依存  

した蓄積が認められた。   

2）TCDDの作用の機作に関する研究   

①TC工）Dの毒性発現機序におけるprotein kinaseの  

関与  

100－1000ngTCDD／kg投与した雌SDラットにお  

いてCYPIAlの誘導がみられ，肝erude extractに  

おいて約55kDaのprotein kinaseが活性化された。この  

PrOLeinkinaseは，prOteinkinaseC，MAPkinase，SrC  

kinaseと異なることが確認された。TCDDの毒性発現  

にprotein kinaseの活性化を介する系があることが示  

唆された。   

②TCDl）による肝のCYPIAlmRNA遺伝子発現の  

のラット系統差の分子レベルでの解明   

ダイオキシンの多くの作用はAhレセプターおよび  

ARNTというタンパク賀との結合を介して発現すると  

考えられている。TCDDによる肝のCYPIAlmRNA  

遺伝子発現の高い系統ではAhレセプターの発現も高  

かったo また，ARNTにwild formのほかに45bpが  

欠損した variant form が見いだされ，CYPIAl  

mRNA遺伝子発現の高い系統ではwild formが優勢で  

あった。CYPIAlmRNA遺伝子発現の系統差にAh  

レセプターおよびARNTが関与している可能性が示唆  

された。   

③ダイオキシンの毒性と分子構造・電子状態の相関に  

関する研究   

スーパーコンピュータを用いて，TCDDをはじめと  

する致種のダイオキシン異性体の重要な物理化学定数で  

あるイオン化ポテンシャル，電子親和力を計算し，実験  

課題2 環境中のホルモン権化学物質のスクリーニング  

手法及び暴露宜の推定に関する研究  

1）ヒト生殖器官（子宮，前立腺）由来の細胞株にお  

けるTCDDと性ホルモンの相互作用   

子宮内膜聴由来の細胞株RL－95－2とKLEではTCDD  

に対する反応性が大きく異なる。反応性の低いKLEで  

はエストロジュンのシグナル伝達機構に欠陥のあること  

が見いだされた。KLEに正常なヒト・エストロジェン  

レセプター（ER－α）を組み込むとTCDDへの反応性  

が回復した。ER一αがTCDDへの反応性の正の修飾  

子として作用していることが示唆された。ヒト前立腺腫  

由来の細胞株LNCapにおいてTCDDは抗アンドロ  

ジュン様に作用し，TCDDとテストステロンは相互に  

それぞれのリガ’ンドに依存した転写を阻害することが示  

された。   

2）ダイオキシンの暴露とそれによる健康影響との関連   

大学の産婦人科の協力を得て子宮内膜症患者の卵胞  

液．脂肪組織，不妊外来を訪れた男性患者の精液中のダ  

イオキシン濃度を測定した。子宮内膜症患者の脂肪組織  

では対照と比べて高い傾向が見られた。精液では精子致  

が正常（4000万／mJ以上）のグループの方がダイオキ  

シンが高い傾向が見られた。   

焼却場からのダイオキシン暴露の可能性のある者を含む  

35名のダイオキシン測定清みの血液を用いて，CYPIAl  

mRNAの発現を調べた。ダイオキシン濃度（TEQ／fat）  

（脂質当たりの毒性等価量）との間に負の相関が見いだ  

されたが，全血中の濃度との間には関連はみられなかっ  

′∴  

〔発 表〕B－75，76，79，186，b－296，299，300，e－17，50   
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2．6．7 廃棄物埋立処分における有害物質の挙動  

解明に関する研究（初年度）  

〔担当者〕  

地域環境研究グループニ森田昌敏・安原昭夫・堀口敏宏・  

どのプラスチック涼加物，1，4－ジオキサン（化学物質  

の審査及び製造等の規制に関する法律の指定化学物  

質）．アルキルフェノールやビスフェノールAなどの  

フェノール類を中心に．これらの超糠・生成機構・溶出  

挙動を明らかにする。  

課題3 埋立処分に起因する有害化学物質の生物影響評  

価に関する研究   

化学分析で検出できるのは含有成分のごく一部であ  

り，大半の有機成分については不明のままである。この  

ような状態で浸出水の生物影響を予測するためにはバイ  

オアツセイモニタリングが有効である。浸出水の簡易ス  

クリーニングのために，細胞毒性と遺伝毒性を中心とし  

た生物影響評価システムの構築を目指す。  

吉永 淳・西川雅高  

化 学  環 境 部：中杉修身・白石寛明・山本黄土・  

白石不二雄  

客員研究員 21名  

F線は研究代表者を示す  

〔期 間〕平成10～12年度（1998～2000年虔）  

〔日 的）廃棄物は人間活動の増大・物質文明の発達に  

伴い，発生量が増大するとともにそこに含まれている化  

学物質についても多様な広がりを見せており，今後の人  

間活動の根幹に係る緊急かつ重大な環境問題となってい  

る。廃棄物の焼却処理については，対策技術の進歩によ  

り解決の糸口が見えつつある。一方、廃棄物の埋立処分  

については浸出水中に含まれる化学物質や大気中に揮散  

していく化学物質についての実態は明らかにされたが，  

それらの化学物質がどのような機構で溶出あるいは生成  

しているのか，生物への影響がどの程度であるのか，と  

いう点についてはほとんど不明である。本特別研究では  

埋立処分に的を絞り，埋立碇乗物に含有される化学物質  

と浸出水に溶出してくる化学物質を調べて，埋立地での  

化学物質の挙動を解明するとともに，埋立地からの浸出  

水が生物に与える影響を明らかにするための手法を開発  

する。  

〔内 容〕廃棄物埋立地での化学物質の挙動解明と生物  

への影響評価手法の開発を目指し，次の各サブテーマを  

研究対象とした。  

課題j 埋立廃棄物中の有害化学物質の簡易モニタリン  

グ法の開発   

有機成分を対象として，（1）廃棄物から加熱気化す  

る物質をGC／MSで分析し，同定・簡易定量できるシス  

テムを構築する。 （2）廃棄物から溶出する成分を迅速  

に同定・定量できるシステムを構築する。  

課題Z 埋立地における有害化学物質の挙動解明に関す  

る研究   

現在までの研究で．埋立地浸出水中から高濃度あるい  

は高頻度で検出された化学物質を中心に研究を進める。  

（1）ホウ素の起源を探るとともに，モデル実験ならび  

に実地調査の結果から，ホウ素の排出・溶出に影響する  

因子を明らかにする。（2）有機リン酸トリエステルな  

【成 果〕   

課題1における成果を（1）と（2）で，課題2にお  

ける成果を（3）と（4）で，課題3における成果を  

（5）で記載する。  

（1）廃棄物中に含まれる化学物質の簡易分析法の開発   

廃棄物を小片に破砕してステンレス管（5mm≠×65  

mm）に充てんし．90℃で10分間加熱し，発生する棒  

発性成分をGC／MSに導入して分析するシステムを作i）  

上げた。まず有効性を調べるために，廃プラスチック類  

を試料として分析した結果，芳香族炭化水常軌 石油系  

炭化水素鼠 7タル酸エステルヨ乳 有機リン酸エステル  

類，ジーtertプチルヒドロキシトルエンが検出されて  

きた。今後はサンプルを他の種矧二拡げて，浸出水中の  

化学物質との関係を調べていくとともに，定量性につい  

ての検討を行う。  

（2）浸出水中の化学物質の分析法に関する検討   

従来は液々摘出で浸出水中の化学物質を袖山していた  

が，有機沼剤の使用量を減らし，操作を簡便化すること  

を目的として．固相抽出による検討を行った。有機リン  

酸エステル類について回収率を調べた結果では，ほぼ定  

量的な回収を実現できた。   

フェノール軌こついてほ，液々抽出法と誘導体化法を  

組み合わせて分析する方法を検討した。匝川又率，感度と  

も浸出水に適用するには十分満足できる結果であった  

が，液々抽出操作に時間がかかることとジクロロメタン  

の使用を避ける観点から，今後は固相抽出を利用する方  

向で分析法の再検討を行う必要がある。  
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トキシュチル）では積算溶出量が直線的に近い形で増加  

しており，長期にわたって溶出する可能性が高い。これ  

らの有機リン酸エステル頬は埋立地浸出水中から高濃  

度・高頻度で検出されており，今回の実験結果とよく一  

致していることから，埋立地浸出水中の有機リン酸エス  

テルの多くは廃プラスチックから溶けだしてきたものと  

思われる。フェノール頬ではフェノール，クレゾール．  

ビスフェノールAの溶出が顕著であった。フェノール類  

の溶出挙動はリン酸エステルのそれとは少し違ってお  

り，概ね200日前後で溶出が低下する傾向であった。埋  

立実験に使用した魔プラスチックに含まれていたTCEP，  

TCPP，TBEPおよびビスフェノ，ルAのそれぞれ  

1．4％．4，6％′ 0月％，1，5％が溶出した。  

（3）浸出水中のホウ素の起源に関する研究   

一般廃棄物の姓立処分場（管理型）2カ所で定期的に  

浸出水をサンプリングし，ホウ素濃度の程時変化を調べた。  

同時に，雨水，処分場脇の沢水，処理水などもサンプリ  

ングして分析した。どちらの浸出水とも高濃度（0．63～  

4．4nlg／Jと0．64－1．6mg／J）のホウ素を含んでおり，雨  

水（ホウ素濃度0．0002～0．0053mg／J）が埋立層を通過  

する間にホウ素濃度が1000倍程度に上昇することがわ  

かった。また，現行の水処理ではホウ素を除まできない  

ことも判明した。次に，浸出水中のホウ素が埋立廃棄物  

中のどの成分と関係しているのかを，重回帰分析で調べ  

た。廃棄物を70ラスチック，ゴム，金属，ガラス，建築  

隠軋 燃え殻（焼却灰），汚泥′ 紙・木，繊維，鉱淳，  

ばいじん，残土に分類して，重回帰分析を行った結果，  

有意な変数は燃え殻とプラスチックであった。前年度の  

解析では燃え殻がホウ素の重回帰式に選択されており，  

今回の結果と類似していることから，焼却灰がホウ素の  

起源である可能性が高い。焼却灰ヤプラスチック頬など  

からのホウ素の溶出を調べたところ，いくつかの焼却灰  

試料から高濃度のホウ素の溶出が観察された。  

（5）廃棄物埋立地浸出水及び放流水の毒性モニタリング   

ー般廃棄物埋立処分場（一廃処分場）1カ所と産業廃  

棄物埋立処分場（産廃処分場）2カ所の浸出水と放流水  

を定期的に採水して，マイクロトックス試験と改良発光  

細菌遺伝・奇怪試験（CA88）で毒性を調べた。細胞毒性  

の指標であるマイクロトックス試験でほ，すべての試料  

で抑制作用の量一反応関係が見られた。一廃処分場の浸  

出水は産廃処分場の浸出水よりも弱い細胞毒性を示した  

が，塩素処理を行うと有機塩素化合物が生成するために  

細胞毒性が強くなった。産廃処分場の浸出水の細胞毒性  

は強いが，ばっ気処理で毒性が減少した。一方，遺伝毒  

性を調べるGABBでは次のような結果が得られた。一  

廃処分場の浸出水では多くの場合，弱い遺伝毒性が観察  

されたが，塩素処理では遺伝毒性が増加する傾向を示し  

た。産廃処分場の浸出水では強い遺伝毒性が観察される  

ことが多かったが，ばっ気処理をほどこした放流水では  

遺伝毒性が弱まる傾向にあった。季節的に見ると，微生  

物活動が活発になる夏季では遺伝毒性が高くなる傾向を  

示した。   

マイクロトックス試験による細胞毒性の結果とGABB  

による遺伝毒性の結果の間に相関性は認められなかっ  

た。また，塩素処理が毒性を増加させ，ばっ気処理は毒  

性を低減させることが認められた。  

〔発 表】B－171－173，177，178，180，D‾18～20，24，  

b－279，280，283，284，286－292，d－11，17，18，41，42   

（4）モデル埋立実験における有轢リン酸エステル類と  

フェノール頬の溶出挙動   

一般廃棄物焼却炉から採取した焼却灰71．6kgと産業  

廃棄物処理場で採取した廃プラスチックを細断したもの  

（7741g）を混合してガラス製円筒（直径30cm．高さ  

90cれl）に充てんした。埋立実験のコントロールは前述  

の焼却灰（74．3kg）とテフロンチップ（8056g）を混合  

して同様のガラス円筒に充てんしたものを用いた。毎週  

2回，1500mJの蒸留水をゆっくりと円筒上部に注い  

だ。円筒の下部から滴下してくる浸出水をガラスビー  

カーで集め，化学分析を行って有害化学物質の溶出挙動  

を解析した。浸出水のpHに関しては，廃プラ埋立とコ  

ントロール埋立では大きな差が観察された。コントロー  

ル埋立での浸出水のpHは焼却灰の溶出液のpHと似た  

値（11．5付近）であったのに対し，廃プラ埋立ではpH  

が∈ト10と低くなっていた。   

有機リン酸エステル類については，リン酸トリス（2  

クロロブロビル）とリン酸トリス（2－プトキシュテル）  

がかなり高濃度で溶出してきた。リン酸トリス（2－プ  
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2．6．8 環境中の化学物質総リスク評価のための  

毒性試験系の開発に関する研究（初年度）  

〔担当者〕  

地域環境研究グループ：国本 学・足立達莫・石生正美・  

11ト呈 ∴■二  

環 境 健 騎 部：青木廉展・佐藤雅彦・野原恵子  

化 学 環 境 部：中杉修身  

下純は仰先代衷者を示す  

【期 間）平成10－12年度（1998－2000年度）  

〔目 的〕いわゆる公害のような典型的な環境汚染はみ  

られなくなったものの，現実には汚染の実態はますます  

複雑化，深刻化している。多くは微量ではあるが無数の  

化学物質による複合汚染であり，意図的に生成されたも  

のばかりでなく，非意図的に生成されたもの，さらには  

環境中で変換されたものも存在しうる。従って，化学分  

析によってこれらすべてを検札 同定し，定量するのは  

事実上1、可能であり，極めて重大な毒性を持つ物質が見  

過ごされてしまっている可能性も存在しうるわけであ  

る。それらを検出できる試験系として，バイオアッセ  

イ・簡易毒性評価試験法の開発が待たれている。比較的  

早くから環境モニタリングに使われてきている変異原性  

試験は，実際の生体内での発がんとの相関がかなり明ら  

かにされている上，試料中に存在する化学物質の種類に  

関係なく変異原性という指標で判定し，通常の化学分析  

では漏れてしまうものまで網羅しうる。本特別研究で  

は，この変異原性試．験に相当するような，試料中に存在  

するいわゆる一粒毒性（急性，亜急性毒性）の紀量を反  

映しうる新たな有害性総合評価指標の確立を目指して，  

この分野にかかわる研究者による組織的な試験法の有用  

性評価と標準化を行うものである。  

〔内 容〕環境評価に利用するためのバイオアッセイ・  

簡易毒性試験系の必要条件としては．安価にかつ迅速に  

再現性のよいデータが得られること．環境試料の実際の  

姿である未知物質を含む混合物試料にも対応可能である  

こと，毒性学的な裏付けがあること等があげられる。そ  

のためほ．現行のバイオアツセイ法の体系化，標準化と  

環境試料に適用するための技術的検討，バイオアッセイ  

法の毒性学的襲付け．化学分析に匹敵するような高感度  

バイオ7ッセイ法の開発が必要となる。従って．本特別  

研究では以下の課題を設左した。  

・バイオアッセイ法の標準化と簡便化に関する研究   

環境汚染が問題となっている化学物質を参照物質とし  

て選完し，現行のバイオアソセイ法（特に培養細胞を用  

いた毒性試験系）の標準化と簡便化を進める。  

・バイオアッセイ法の毒性学的意義付けに関する研究   

様々のバイオアッセイ法で得られる毒性値と実際の生体  

（ヒト，実験生物等）での吾性発現周量との関連づけを行う。  

・環境試料を対象とする際の技術的問題点への対応に関   

する研究   

未知物質を含む混合物試料という環境試料の特牲に起因  

する技術的な問題点の洗い出しとそれらの解決方法を探る。  

・低毒性試料の評価のための試験法の高感度化に関する   

研究   

環境試料の大部分がそうであると考えられる低毒性試  

料の評価を正確に行うため，バイオアソセイ法の高感度  

化を試みる。  

〔成 果〕  

（1）参照化学物質の選定   

環境基準項目，要監視項臥 要調査項目としてリスト  

アップされている化学物質を中心に180物質余りを対象  

として，ヒト神経芽細胞腫NB－1細胞を用いた予備的ス  

クリーニングを行った。その際，試験法の簡便化につい  

ても検討した。それらの結果も踏まえて第一次参月酎ヒ学   

表1 第一次参照化学物質   

12．Sodium Arsenite  

13．Thiuram  

14．Tributy】tin chloride  

15．2，4，5－Trichlorophenol  

16．Trp－P・2（AcetaLe）  

17．Paraquat  
18．Cadmium ehloride  

19．Lin〔lane（gamnlaIICH）  

20．Malathio11  

21．Manビb  
22．NiekeL（、hloride  

23．Potassium diehromate  

24，Triphenyltin chloride  

25．Pheno】  

26．Benthioearb（Thiobencarb）  

27．llexaehLorophene  

28．Tric】osal1  

29．hIercuric ch10ride  

30．Cupric su】phate  

31・Potassium eyanide  

32．DれISO   

1．2－Am汀10anthL・aeene  

乙 Benzo（a）pyrene  

3．Bis－Phenol－A  

4．DiT2ethy）hexylphthalaLe  

5．2，5Dichloropheno）  

6．2，4－D  

7．Fornlaldeh）・de  

8．～leth）・1m旧rCし1ry Chlori（1ビ  

9．4・Nitroql】川OlineN▼0Ⅹide  

lO．pNoll）rlpheno】  

11．Pentach】orophen  
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物質として溶媒対照も含め32物質を選完した（表1）。  た河川水を対象として，ヒト神程芽細胞腫NB－1細胞  

を用いた簡易毒性試験を予備的に実施した。簡便なアッ  

セイ系とすることを目的として，一切濃縮操作を行わず  

簡単なろ過滅菌のみで培養系に導入することを試みた結  

果，採取地点によっては河川水を25～12．5％程度涼加し  

ただけでも有意な毒性影響が検出できることが明らかに  

なった。  

（2）参照化学物質を対象とした各バイオアツセイ及び  

実験生物毒性試験の実施   

ヒト由来細胞並びに留歯類由来細胞10数種類を用い  

た簡易毒性試験系で第一次参照化学物質の毒性評価を  

行った。また，実験生物としてヒメダカ，ミジンコ，線  

虫，ゾウリムシ，酵母を用いた毒性試験も一部実施し  

た。さらに．ヒトあるいは者菌類での毒性発現濃度に関  

するデータの収集も行った。  

（4）細胞死誘導機構の解析   

試験法高感度化のため，参照化学物質の一部を対象と  

して細胞死（特にアポトーシス）の誘導機構について分  

子レベルでの解析を行った。  

〔発 表〕B－51，53，54，b－133  

（3）環境試料への適用の試み  

多摩川流域の6地点で平成10年5月と8月に採取し  
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2．6．9 都市域におけるVOCの動態解明と大気  

質に及ぼす影響評価に関する研究（初年度）  

〔担当者）  

地域環境研究グループ：若松仲司・上原 清・田遥i架・  

る。その他の発生源については，既存の排出係数の精  

査，地方自治体による化学物質使用実態調査結果，汚染  

物質排出・移動登録データなどに基いてVOCの排出係  

数を確定する。VOCの空間分布発生量の推計に当たって  

は排出係数や道路交通量，工業生産統計などの社会・経済  

データを組み合わせてメッシュごとの発生量を推計するた  

めの「大気汚染物質発生量算定システム」を開発する。   

環境モニタリングについては，VOC成分の中で重要  

な成分を40程度選び連続自動分析し測売値を評価す  

る。これらのデータや特別観測による立体分布データ，  

気象観測データ等を利用して，大気汚染シミュレーション  

モデルによる解析とその検証・リファインを行い，VOC  

汚染と二次生成大気汚染のメカニズム・実態を明らかにす  

る。得られた結果をもとにVOCモニタリングシステムの  

構築に関する検討．VOC対策シナリオの検討を行う。   

本特別研究初年度である平成10年度においては①VOC  

発生源（参環境動態 ③モニタリング・モデリングの研究  

を並行して行った。本特別研究を進めるに当たっては，輸  

送・循環特研（H8－10），革新的・計測研究（H9”  

11），JCAP「大気質改善のための自動車・燃料等の技術  

開発プログラム」（H9－13）等の国立環境研究所内外  

の関連プロジェクトとの積極的な連携をとっている。  

近藤美則・森口祐一・櫻井健郎・  

松橋啓介・松本幸雄  

大気 圏 環境 部：菅田誠治・畠山史郎・酒巻史郎・  

杉本伸夫・松井一郎  

化 学 環 境 部：相馬悠子  

F親は研究代表者を示す  

〔期 間〕平成10－12年度（1998～2000年度）  

〔目 的〕大気汚染防止法の改正によって有害大気汚染  

物質対策が本格化し，ベンゼン等のVOC（YOlatile or－  

ganic conlPOunds：揮発性有機化合物）による汚染実  

態の把握とリスク評価が急がれている。一方，VOCは  

二次生成大気汚染に関してのキーとなる物質であi）光化  

学大気汚染や粒子状物質の生成機構には最も重要な役割  

を果たしている。しかし．種々のVOCの発生量，濃度  

分布と変動．汚染メカニズムなどに関する体系的な研究  

がなされておらず，データの収集・蓄積ばかりでなく，  

適切なモニタリング頻度・地点致・配置などの判断ヤ，  

発生源と汚染・リスクの関係の理耶などに資するための  

モデル解析などの研究が必要とされている。特に都市域  

における実態把振が緊急に必要となっている。   

本研究においては環境大気中におけるVOC成分等の  

動態解明を発生源調査，フィールド測定，モデル評価等  

の様々な角度から行いVOC成分が大気環境賞に及ぼす  

罫三響を評価することを目的とする。  

〔内 容〕本研究では，種々のVOCの正確な発生量の  

見積もり，NMHCに代わるVOC多成分分析法による  

環境モニタリング，二次生成大気汚染に関するモデルの  

適用と検証などを系統的に行い，VOC汚染と二次生成  

大気汚染の動態・実態を解明することによって，適切な  

モニタリングのあり方，VOC発生源対策の方向性など  

を明らかにするとともに，モニタリングを補う実慰把握  

方法を提供する。   

VOCの発生源として大きなウェイトを占める自動車  

について．我が国における発生量の見積もりと．諸外国  

での他の間に大きな開きがあり，排ガス以外のエバポエ  

ミッション等を含めた正確な排出実態の把握が必要とさ  

れている。そこで，自動車トンれレ・沿道等でのVOC  

計測を行い，実走行状態での排出係数を正確に推定す  

〔成 果〕  

（1）vOC発生量・組成の推計に関する研究   

1）自動車からのVOC発生量・VOC組成の推計   

自動車起源のⅤ（Xの比率は人為発生源全体のうち13％  

程度であると考えられていた。これまでは主に規制自動車  

のテールパイプからの発生量を中心に推計がなされていた  

が，これに加えてエバポ（走行中や駐車時の辛からの蒸発  

による発生），アイドリング，コールドスタート時の発生  

量が考慮されなければならない。また二鶴車等の末規制自  

動車の寄与も大きいため，自動車起源のVOCの推計値の  

修正が必要である。本年度は，これらの要因を新たに追加  

し，自動車寄与の推計を行った。その結果 自動車起源の  

VOCの比率は22％程度であることが明らかとなった。自  

動車に関連するもう一つの発生源としては，給油や温度変  

化に伴うガソリン蒸気の大気への放出がある。これによる  

寄与分を自動車関連のV（丈として評価すると，総体とし  

ての自動車の比率は詣％程度となることが明らかとなっ  

た。ガソリンの蒸発や排ガスは有害化学物質（ベンゼン  

等）汚染の動態把握の観点からも調査を進める必要があ  
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る。蒸発成分と量はガ、ソリン組成や気温影響が大きいた  

め，全国のガソリンスタンドからのサンプリングと成分  

分析を行っている。この結果を基に次年度においては蒸  

発ガソリンの環境負荷に関する検討を行い季節変化や地  

域分布を明らかにする予定である。   

2）固定発生源・面源からのVOC発生量・VOC組  

成の推計   

PRTR（汚染物質排出移動登録制度）の結果等をとり  

まとめ，同党生源（点源）からの有害化学物質の発生量  

は約35万トン／年／全国であること．主要成分はトルエ  

ン，キシレン，ジクロロメタン，ジクロロベンゼンであ  

り，22万トン／年／全国で全体の63％程度を占めること  

を明らかにした。しかし，これ以外にも塗装・溶剤の生  

産量から推計すれば，面源からのVOC発生が100万ト  

ン／年以上あると考えられる。固定発生源の中でも特に  

発生寄与率が大きい塗装・溶剤関連のVOC発生の現状  

を把握するために関連業界のヒアリングを行っている。   

3）トンネル調査による自動車からの＼／OC発生量・  

VOC組成の推計   

実走行状態での自動車からのVOC発生量・発生組成  

の推計を行うに当たってはトンネル調査が役に立つ。こ  

のために走行速度や車種構成が異なる二つのトンネル調  

査（トンネルA，B）データを解析・評価した。トンネ  

ルAは了打街地における比較的短いトンネル（約350nl）  

で，両側には信号がありラッシュ時には渋滞が発生す  

る。トンネルBは高速道路のトンネル（約1，200m）で  

ある。両トンネルともに，1日一致日程度の測定結果  

を，同時に観測した交通量と併せて解析した。Aトンネ  

ルでは車種構成がほぼ一定であったので，得られたエ  

ミッションファククー（EF）は，市街地における現実  

の車種構成の，比較的低速の走行に対応する値と考え  

た。Bトンネルでは車種構成に変化が見られたので，車  

種構成の変化とEFの関係を検討した。本年度のトンネ  

ルデータにより得られたEFは，従来の推定値より大き  

めであった。また，1－3－ブタジエンやホルムアルデヒ  

ドに関しては大型車の寄与率が大きいことが実測結果か  

ら明らかとなった。  

成させ，関東地域とメキシコ市に設置し1998年8月か  

ら連続観測を行っている。両地域におけるデータを収  

集・解析し，地域的な特徴を把握した。メキシコ市にお  

けるVOC濃度は関東地域と比較して極めて高く，中で  

もプロパン，ブタンは10－30倍の値を示した。しかし  

ベンゼン濃度に関しては関東地域とメキシコ市との間に  

大きな濃度差はなかった。   

2）大気汚染のトレンド解析   

大気汚染濃眉の20年間にわたるトレンド解析を行っ  

た。解析の結果，東京首都圏地域ヤ近畿地域等の大都市  

域においては，都心地域に比べて郊外地域において大気  

汚染濃度が相対的に上昇していることがわかった。これ  

とともにオキシダント濃度の年平均値が郡市地域におい  

て．1ppb／年程度の割合で増加している辛が明らかと  

なった。この傾向は比較的空気が清浄な地域においても  

認められた。  

（3）モニタリングシステムと予測モデル開発に関する  

研究  

1）風洞実験による沿道大気汚染解析と最適測定シス  

テムの検討   

モニタリングステーションの最適配置や地域代表性の  

評価に当たっては問題とする通路空間内郡における大気  

汚染濃度分布を明らかにする必要がある。   

本年度は任意の道路条件に対する予測手法を開発する  

ために風洞実験を行い予測式△C＝q／lAexp（Bβ）urI  

を掟案した。ここで，△Cニ自動車排ガスによる濃度増  

加，q：汚染ガスの排出量，U：一般風速，「：汚染源か  

ら対象地点までの距鞋，β：汚染源から対象地点を見上  

げた仰角，AとBは実験的に定める係数である。予測  

値と風洞実験値は良く一致した。   

2）予測モデルの検討   

地域・広域汎用モデルの構築と応用に関する検討を  

JCAPグルpプ及び米国EPAと共同で行っている。本  

特別研究で主に利用予定のModels－3は，第三世代の  

大気質モデリングシステムである。本年度はモデルイン  

ターフェースの構築と基礎的なモデル検証作業を行っ  

た。これとともに予備的なフィールド観測をJCAPと共  

同で行った。次年度以閲は，集中フィールド観測とこれ  

に基いたモデル評価を予定している。  

〔発 表〕B－41，189－194，b一】19－121．301～305  

（2）大気環境中におけるVOCの動態把握に関する研究  

1）環境中のVOC濃度の連続測定   

環境大気中におけるVOCの動態を把握するために，  

本特別研究に先立って検討済みの自動分析システムを完  
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2．7 開発途上国環境技術共同研究  

2．7．1石炭燃焼に伴う大気汚染による健康影響  

と疾病予防に関する研究（最終年度）  

〔担当者〕  

地域局境研究グループ：安藤 満・平野靖史郎・  

状や粒子状の大気汚染は，熱渡としての石炭スト【プの  

利川と並行してH■1つから夜間を通して掛則され，著しく  

高濃度の汚染状況であった。この結果，中国の都市部や  

農村部においては石炭燃焼に伴う深刻な大気汚染と屋内  

汚染が起こっている。大気汚染の中には種々の有害化学  

物質が含まれており，屋内汚染の進行と相まって住民の  

暴露が重大になると，健康上深刻なリスクを引き起こす  

と予想される。このため1994年より5年計画で，本研  

究所と中国予防医学科学院環境衛生・衛生工程研究所と  

の間で，石炭燃焼に由来する大気汚染による健康影響の  

調査と，汚染防止に関する共同研究を実施してきた。   

日本では「大気汚染侮止法」により有害物賀として指  

先されているフツ・素化合掛こよる環境汚染が，中国の広  

範な地域に存在し，現在，中国においてはフッ軒弓集村  

第を緊急の課題として実施している。フッ素汚射ま主に  

飲料水から石炭燃焼によって非常に広範［削こ起こってい  

るとされており，上海市を除く31の省，自治区，直轄  

市がフッ素汚染にさらされている。1億4百万人の人口  

がフッ素汚染上リスクのある地域に併任し，歯牙フッ素  

症の患者の総数は4300万人に上ると報告されている。   

二のうち石炭燃焼に由来する屋内汚染出＝4の省の農  

村地域において報告されており，フッ素の吸入と食品汚  

染を介した暴露によって，フッ素症の流行が起こってい  

る。1997年現在石鉱燃焼由来のフッ素症の患者は，歯  

牙フッ素症が1816万ノ＼，骨フッ素症が146万人に及ぶ  

と報告され，近年骨フッ素症患者の散は増加している。  

フッ素症の治療ほ困難と考えらるため，フッ素症の発生  

条件を解明し予防医学的対応を行うのが重苦と予想され  

る。このため中国のフッ素汚染地区の大気汚染の実態と  

住民の健脚犬況を日中共同で調査し，フッ素暴霹とフッ  

紫症発生の閉息 疾病発生機構の解明を行い，予防対策  

のための科学的知見を確立した。  

〔内 容〕フッ素汚染とフッ素症発生の解明のため，中  

国現地医嫉樅関の協力と自治体住民の協力を得て，日中  

共同の疫学調査と臨床診1折を割れた。フッ素汚染のな  

い対照地区として江i壁省南昌市湾里匡の一鋲を選定し，  

フッ繋の重度汚染地区である四川省土家族指族自治県の  

一郷と中等度汚染地区の貴州省馬令南自治州龍里県の」・  

郷において現地調査を実施した。江西省の対照地区の石  

l【「元昭二・松本幸雄  

中国予防医学科学院：曹 ㌔H二・吉 栄蛸・梁 超樹  

下組は研究代衣者を示す。  

〔期 間〕平収6～ユ0年度（1994－1998」F痩二〉  

〔目 的〕開発途上国は急増する人口圧力と経済の急発  

展の↓‡］で，先進匡ほモデルに化石燃柑二依存した近代化  

を進めているが，なかでも世界人仁lの21％，12倍4千  

万の人口を砲える中国は，エネルギーの79％を石釦二  

偵肯し，1990年代以降急速な近代化を進めている。程  

済の急発展は，生活向上の恩恵と衛生設備・医療の普及  

に基づく社会の発展をまえる反面，経済活動による環  

境，自然，健康へのインパクトが予測できないほど深刻  

化する†側面を有している。化石燃料の消費増大による重  

大のインパクトは，生産過程，エネルギー消費，流通，  

廃棄過程において発生する環境汚染である。燃焼時に発  

生する一次大気汚染とその後の大気化学反射二よる二次  

大気汚染は広域汚染を起こし，日本への影響も指摘され  

ている。化石燃料なかでも石炭は，有害ガスや粉じんの  

発生蓑が多いため，顎用宰］国においては浮遊粉じん，硫  

黄酸化軌 有害化学物質による大気汚染が著しい。岐房  

や工業川の石炭燃焼による大気汚染と並行して，日常生  

活における石炭燃焼による屋内汚染も著しい。中国にお  

いては当分の間，石炭はエネルギーの根幹をなすと考え  

られており，石炭燃焼に起因する環境汚染による健肘ノ  

スクの研究は最重要課題である。   

石炭中には地質由来の様々な汚染1勿質が含まれてお  

り，石炭燃焼時には燃焼生成物と同時にこjLら地質由来  

の汚染物質が大気「中に放出される。中国の都市において  

は，冬季の暖房期に石炭燃焼に伴う大気汚染の発生が著  

しい上に，接問は放射冷却による逆転屑が形成されるた  

め．広域大気汚染が発生する。これに加え石炭ストーフ  

を利用する家庭においては，その使用によりさらに高濃  

度の屋内外汚染が発生する。中国における屋内汚染は，  

家庭用ストープが唯一の熱源である農村部においては，  

最も重大な環境汚染となっている。石炭燃焼によるガス  
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炭は省内の炭坑より輸送しているが，その石炭［】］のフッ  

素濃度は低く，石炭燃焼の際発生する屋内汚染も少な  

く，フッ素汚染に起因する歯牙フッ素症および骨フッ素  

症は観察されないため，対照地区とする墓碑を満たして  

いる。一方フツ繁汚染地区の石炭は近隣の′ト規模な炭坑  

で採炭し，トラックで輸送している。その石炭中のフッ  

素濃度は著しく高い。屋内において石炭を調理や暖房の  

熱源として使用しているが．石炭燃焼の際発生するフッ  

素汚渠が著しく，歯牙フッ素症および骨フッ素症が観察  

されている。いずれの地区も，農家の多くは自給自作の  

食生活を送り，一骨農家は換金作物も栽培している農村  

地帯である。  

晶として重要なものは，穀物のトウモロコシと唐辛子で  

あり， 野菜の汚染レベルは低かった。   

汚染地区と非汚染地区に居住する家族について調査L  

た個人当たりのフッ素暴露量の測定の結果，フッ素汚染  

地区では，特に著しいフッ素暴露下に生活する家族が存  

在する一九 同じフッ繋汚染地区でもフッ素摂取畏を低  

減化させている家族が存在した。一方非汚染地区のフッ  

素摂取品は著し〈低い。なお，これらの調査汚染地区に  

おいても飲料水中のフッ素濃度は低く，汚染源が石炭で  

あることが明らかである。   

図1に示すように人体寮詣を起こしたフッ素は，硬親  

織に沈着し組織形成に影響する一方，尿中に排泄され  

る。このため尿中フッ素濃度は有力な暴露指標である  

が，両地域間には顕著な差が存在した。非汚染地区の尿  

中排泄濃度は，日本人のフッ素汚染とほぼ同じレベルの  

汚染である。一方，汚染地区住民の尿中排泄濃度は高  

く，フッ素暴露並の増加は，住民の尿中フツ繋濃度の増  

加として反映されており，以下に報告するようなフッ素  

症の発現が観察された。   

汚染地区においては，児壷の歯牙フッ素症は．フッ繋  

暴露状況を反収し，有所見者の症状は重症から軽度ま  

で．・隠患層の個人差が大きい。詳細に検討した結果，以  

下の事実が明らかになった。対照地区では97．0％が正常  

であり，このことから中国児童・生徒ではフッ素以外の  

原因でも，歯の異常は非常に少ないことが明らかとなっ  

た。中等度の汚染地区では正常は17．9ヲ右に過ぎなかった  

〔成 果〕このような汚染一非汚染地城におけるフッ素  

暴露の違いを明確にするため，暴詣指標となる屋内大気  

汚染，フッ素汚染．食品汚染，およびこれらのiliリブ巨億か  

らの住民の暴露量評価を行った。汚染地域においては調  

理用や暖房用熱源として使用される石炭および土壌中  
フッ素濃度が著しく高濃度であり．このような石炭の燃  

焼によって，深刻な屋内大気汚染が観測された。屋内大  

気汚染も住民の健康リスクとして重大であり，大気中に  

含まれるフッ素による汚染は，直接吸入暴露を引き起こ  

す一方．貯蔵食品の汚染に結びつきやすく，食品汚染を  

介した程－＝Ⅰ摂取が問題となる。   

調査の結乳 気中フッ素汚染は貯蔵食品汚染を引き起  

こしていることがわかり．経口摂取を引き起こす原因食  

エナメル形成   
エナメル芽牒臥的  

歯牙フ ツ潔癖   

回1 フツ繋環境汚染による人の暴露と健舶影響  
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症を認めたが．中等度汚染地城とされている貴州省で  

は，重症例は51％に認めただけであった。重度汚染地  

区では骨フッ素症の病期と歯牙フッ素症の程度はほとん  

どの症例で－▲致したが，中等度汚染地区では，骨が重症  

であるのに歯は変化がないか，あってむ軽度の人が少な  

からずいた。歯牙フッ素症は，永久歯に生れ変わるまえ  

にフッ素に汚渠されると発生するのに対して，骨フッ素  

症は成人してからの汚染でも発生する。重度の人々は，  

小児期からフッ素に暴露されていたために，骨にも備に  

も高度の変化が見られたと考えられる。中等度汚染地区  

においては骨フッ素症は高度であるが，歯牙フッ素症は  

ないかあっても軽度という結果は，この地域の人々は成  

人してからフッ素に汚染されたためと考えられる。以上  

の結果より，中等度汚染地区の貴州省は近年石炭の消費  

量が増加し，それに比例して骨フッ素症も増加している  

と考えられ，早急な対策を必要としてる。   

中国におけるフッ素汚射こよる暴露影響は著しいが，  

石炭燃焼に由来するフッ素汚染地区と非汚染地区の比較  

検討の結果，適切な対策による暴露低減化の方向が予見  

できる。1998年度でフッ素汚染に関する目口」共同調査  

は終了したが，本共同研究により中匡＝二おける石炭燃焼  

によるフッ素汚染の実態と健騎障害が，国際的にも明ら  

かになった。近い将来フッ素汚染地区における暴露量低  

減化研究の進展により，フッ素症抑制に向けた予防対策  

が確立できるものと確信している。  

〔発 表〕B－6，9，10，116，117，b9，10，ユ2－15，209  
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が，歯牙フッ素症に関しては．軽度，中等軋 韮度とほ  

ぼー司程度の檻恩が見られた。このことは同一の生活環境  

下にありながら，歯牙フッ素症の・隠患度圭は個人差があ  

ることを示している。このような傾向は飲料水由来の  

フッ素症の牒恩の際にも報告されている。これらの催悪  

状況から飲料水由来のフッ素汚射二換算すると，1日あ  

たりのフッ素暴露量は約5n】gとなる。重度の汚染地区  

としての四川省山村では正常は約0．5％にすぎなかっ  

た。これに対して重度は72．7％におよび，高濃度汚染が  

生じていることが明らかとなった。これらの檻患状況か  

ら飲料水由来のフッ素汚染に換算すると，ユ日あたりの  

フッ素暴露量は約ユOmgに相当する。歯牙フッ素症は，  

永久掛二生え変わる前にフッ素に汚染されると発生する  

が，親子間での歯牙フッ素症催恩度の比較してみると，  

茄度汚染地区では親子とも中等度から重度の確患であ  

り，ここ40年間における歯の形成期の環境には変化が  

ないことをうかがわせている。また，中等度の汚染地区  

では，子供の方が両親よr）重度である組み合わせが  

50％に上るのに対し，子供の方が軽度である組み合わせ  

は15％にすぎない。二のことは現在の方がフッ素汚染  

が進人でいることを示している。したがって中等度汚染  

地域においても，重度汚染地域とともに早急な対策が必  

要とされる。   

骨フッ素症の症状の骨X線写真による診断では．前  

腕，下腿，骨盤，胸部について骨硬化の重症例，中等度  

症例，軽症例が観察され，以下の事実が明らかになっ  

た。重度汚染地区では受診者の84％に重症の骨フッ素  
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2．7．2 自然利用強化型適正水質改善技術の共同  

開発に関する研究（最終年度）  

〔担当者〕  

地域環境研究グループ：稲森悠平・水落元之・番田昌敵  

地球環境研究センター：中島興基  

下線は研究代表者を示す  

〔期 間〕平成6～10年度（1994～1998年度）  

〔日 的〕タイ王国では生活・産業系排水等の未処理放  

流により水辺環境の汚濁が著しく進行し，安全な水嚢源  

を確保することも困難な状態にある。このままの状況を  

放置することは極めて危険であり．特に環境衛生上，一  

刻の猶予も許されない状況にある。このようなタイ王国  

においては，多大なエネルギー消費が伴う浄化手法では  

なく，有用生物を活用することによって自然の浄化能力  

を強化し，効率化した浄化技術が求められている。本研  

究では上記の点を鑑み，タイ王国を対象とし．開発途上  

寓に適した水質改善技術を開発することを目的として検  

討を行うこととする。  

〔内 容】  

（1）水源域における汚濁物質の質と量の調査に関する  

研究   

タイ王国の国情に適した発生源対策・直接浄化対策技  

術を開発する上での基礎的知見を得ることを目的とし  

て，バンコク周辺のクローン．池，沼，河川の水質調査  

を行った。  

（2）直接浄化機能の高い有用生物の検索と培養に関す  

る研究   

自然利用強化型適正水質改善技術において極めて重要  

な役割を果たす浄化機能の高い有用生物を排水処理施  

設，汚濁水城において探索し，我が匡＝二おける有用生物  

と質的・量的面での比較解析を行った。  

（3）低濃度汚濁水城の直接浄化手法の開発に関する研  

究   

クローンや汚濁湖沼の直接浄化技術を開発することを  

目的として，ヨシやガマ等の水生植物を植栽した水路浄  

化手法に着欄し，それぞれの水生植物について有機物・  

窒繁・リンの浄化能力を明らかにし，直掛争化技術に晴  

用する最適な水生植物の評価を行った。さらに．根圏に  

おける硝化脱窒の浄化機構を解明することを目的とし  

て，水生植物の根圃の嫌気および好気条件の共存の有無  

と，窒素除去能力についての評価を行った。また，茎付  

着微小動物による水質浄化能力とバイオマスとの関係に  

ついて解析を行った。  

（4）高濃度汚濁排水の直接処理手法の開発に関する研  

究   

食品工場の活性汚泥処理施設に生息しているグッピー  

の生息密嵐 汚泥捕食転換率およびグッピー捕食者のナ  

マズの捕食効率等を計測し，排水処理における高次捕食  

者としての魚類の役割を評価した。また，タイの浄化槽  

の現状を把握することを目的として，個別家庭，宿泊施  

設等の浄化槽の水質調査，汚泥量調査，微生物調査およ  

び維持管理状況調査を行った。  

（5）直接浄化・排水処理システムから発生するバイオ  

マスの資源化・リサイクルに関する研究   

我が国のバイオマスのリサイクル技術をベースとして  

対象地域の気象条件．社会条件等を考慮して，現地協力  

研究機関と共同して，より簡易な処理方法および資源循  

環・有効利用方法について検討を行った。  

（6）汚濁水域の水質改善効果の評価に関する研究   

本研究の成果をもとに対象水域の水質汚濁の改善効果  

を評価し開発途上国における実用的な水質改善手法の提  

案について検討を行っ－た。  

〔成 果〕  

（1）水域の汚濁物賃の賃と畳の調査研究  

1）沿岸域において重金属等の汚掛二よりp11の低‾F  

水域が認められ．甲殻類の生存に大きな影響が生じ ．産  

業排水処理のさらなる対策の重要性が確認された。   

2）湖沼においてミクロキスナンⅠノR，RRが検出さ  

れ．新たな有毒アオコ対策の必要なことが明らかとなっ  

た。  

（2）原生動物，輪虫・貫毛類等の微小動物の現存量と  

役割の調査研究   

これまで生活系排水および食品系事業場排水のラグー  

ンおよび活性汚泥法による排水処理施設において，これ  

まで微小動物の捕食活性およびバイオマスが高く，微小  

動物の定着能の強化が高度な水質を保持する上で重安な  

ことを明らかにしてきたが，熱領地城で分離した原生動  

物繊毛虫類，緑毛臥 下毛巨＝二おいて耗が回で分離した  

タイプと比較したところ低温耐性能の低いこと，また温  

度の影響を鋭敏に受けやすいことが明らかとなり．熱帯  

地域，温帯地域等の生息条件の履歴が生態特性を左右す  

る韮袈な妥困になることが示唆された。  
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（3）水生植物の窒素，リン除去能と根園部の役割調査  

研究   

タイバックグーンをはじめとする水耕栽培浄化法につ  

いて検討を行ったが成長量は著しく大きくかつ窒素，リ  

ン吸収能が高いのみではなく定期的な収穫による間引き  

を行い食物としてリサイクルすることにより安定した処  

理性能の得られる可能性が明らかとなった。また，汚濁  

負荷はアシ．ヨシ等の植物に比べ高負荷での処理の可能  

なことも明らかとなった。  

なった。   

3）生物処理において極めて大きな役割を果たす微′ト  

動物が適切に生息できるよう定着の場削りのための固定  

化技術の開発および容易な維持管理手法の技術開発が極  

めて重要なことが明らかとなった。   

以上の調査研究より特に水生植物植栽浄化手法が熱帯  

地域では重要なシステムとなることを現場試験および解  

析研究から明らかにできたと同時に，生物処理システム  

において捕食連鎖を高次化することが高度な水質保持と  

汚泥減量化を図る上で重要なことを明らかにできた。ま  

た，削ヒ槽の実態調査より，適切な性能の得られない施  

設が多く，維持管理等の最適化のための省エネ，省コス  

トの技術開発の重要なことを明らかにできた。さらに，  

有毒アオコの生産するミクロキスチン対策，沿岸域の産  

業排水対策の強化がこれから必要になることが明らかと  

なった。なれ 本研究課題の終了にあたり，5カ年問の  

研究における主たる成果と課題は表1，2に示すとおり  

である。  

〔発 表〕K－10，B－16，17，19，20－22．25，38，G－6，  

b－24－26J51．52，64，65，71，85．86，88，91，g－35  

（4）生活系・産業系排水の生物処理施設の浄化能解明  

調査研究  

1）個別家庭と，宿泊施設等の浄化槽を調査したとこ  

ろ，処理水の水質の良否と生物処理反応糟のバイオマ  

ス，維持管理の適切さとの間には相関が認められたが，  

特に汚泥引き抜き等の維持管理が安定した機能を維持す  

る重要な要因であることが明らかとなった。   

2）熱帯地域のタイ王国では水温が30℃付近である  

ためl句γf盲cg〃α属をはじめとする原生動物繊毛虫類や  

Pわ盲わd川α属，Agoわ50〃lα属等の走者量が多いと活性も  

高まることから良好な性能の得られることが明らかと  

表1 本研究で得られた主たる成果  

熱帯水城における微小動物は，高温下において極めて活性が高く，水質浄化能を高める重要な役割を有している。  
細菌→原生動物→微小後生動物→グッピー→ナマズの高次捕食連鎖機能により，透明な水質の確保と汚泥減量化と生  
物再生産が可能となる。  
浄化槽の生物処理反応が平均水温30℃においては著しく高まるため．槽容量を我国の60％にまでコンパクト化する  
ことが可能である。  
ラグーン処理においては好気処理あるいは嫌気処理のみでなく，両者をハイブリッド化しサイクリック運転すること  
が，栄養塩類を除去し放流先の水質を修復する上で必要である。  

水生植物として柚水植物の中でガマ＞アシ＞7トイの順で浄化能が層く，特に恨圏部の生物物理化学的機能の果たす  
役割が大きく，排水性状を考慮した植生が必要である。  
本研究で得られた処理システムを熱帯地域に通人する場合，維持管理を適切に行い所期の性能を得ることが重要であ  
るn  

表2 更なる研究の必要な主たる課題  

タイ王国の池．池沼の実態調査により，ミクロキスナンRR，LRを生産する有毒アオコの顕在化が認められたことか  
ら，窒鼠リン等の汚濁負荷と発生との関鼠 更には対策技術の確立が必須である。  
沿岸域の内海において重金属汚射二よる甲殻類の生態影響が顕在化していることから，有害物質を含有する産業排水  
対策が重要である。  

首都圏と地方においては適用する水改善手法，汚泥処理車法が異なることをふまえ，処理システムの最適化の検討が  
重安である。  
バイオエンジニアリング．エコエンジニアリングの整備において，汚温 水耕栽培をはじめとする収穫水生植物等の  
発生バイオマスのリサイクルと維持管理による性能の安定化 ならびに行政指導可能な設計基準のマニュアル化が重  
安である。  
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2．7．3 富栄養湖沼群の生物群集の変化と生態系  

管理に関する研究  

〔埴当者〕  

地域環境研究グループ：森田昌敏・高村典子・福島路生・  

クトン．植物プランクトン，原生動物，底生生物，水生  

植物，細菌の現存量の調査から，現状の生態系の構造を  

明らかにし，環境破壊の現状を把捉する。  

（Z）各分類群の個々の生柳二関する生理，生態的研究   

特に，これまで観察が困難で研究の進んでいない繊毛  

虫，ベン毛虫などの生理，生態学的特性を物質循環の観  

点から明らかにする。  

（3）生物間の相互作用に関する実験的研究   

物質循環の見地から各生物間の相互作用の研究を行  

う。例えば，植物プランクトンと動物プランクトンの関  

係．原生動物と動物プランクトンの関係，魚とプランク  

トンや底生生物との関係，さらに同じ栄養段階の生物間  

の関係等を美顔釣手法を用いて解明しながら，生態系予  

測のためのパラメータを検討する。  

（4）隔離水界を用いた鯉朴魚類（ハクレン）の生態系  

影響評価に関する研究   

霞ケ浦に隔離水界を構築し，ハクレンが水質馴ヒに有  

効かどうかの実証的研究を行う。霞ケ浦隔離水界を用い  

た1996，1997年度の実験で，ハクレンがプランクトン  

群集構造に与える影響については明らかになってきた。  

本年度は，ハクレンの有無によって生ずるプランクトン  

群集の違いが生態系のプロセス（炭素・窒素循環）に与  

える影響を明らかにするための実験を行った。実験は5  

mx5mX2．5mの隔離水界2基を用い，6月末に一方  

の水界は「ハクレンなし」，他方の水界「ハクレン有  

り」には1才魚のハクレンを229匹導入した。約一カ月  

後，各々の水界のなかに，2mX2nlX2．5mの小型の  

隔離水界を一時的にセットした。ただし、ハクレン有り  

に関しては，いったんハクレンを除いた後に小型隔離水  

界を設置し．改めてハクレン40匹を導入した。実験  

は．7月 29 日 4：00 に安定同位体 Na汀・ちco3  

（99atonl％15g），15NH．．Cl（99，8atonl％0．5g），  

Na15NO3（99．6atonl％0．77g）を導入し4時間ごとに7  

月30日20：00まで，その後は頻度を減らし8月3日ま  

で，′ト型隔離水界2基の環境要因を潮保するとともに，  

生態系の構成要素の炭嵐 窒素の移行の変化を測完し  

た。  

木幡邦男・松垂一夫・今井章雄  

生物 圏 環境部：上野隆平  

中国科学院水生生物研究所東湖湖泊生態系覇実験端  

：謝  平・黄 祥飛・黄 根田・  

諸葛 燕・王  健  

中国科学院水生生物研究所  

：梁 彦齢・沈 粗茶・王 士道・  

悦 楽意・楊 手帳・叶  琴・  

宋 天祥  

客員研究員 3名  

下線は研究代表者を示す  

〔期 間〕平成7－11年度（1995～1999年度）  

【目 的〕碍子江中下流域の湖沼ほいずれも浅く，生物  

生産性が高く，高等水生植物が豊富で沿岸帯が発達して  

いる。揚子江とこれらの湖沼群は本来つながっており，  

掛朗勺価値が高い回遊性魚類が行ききしてきた。しか  

L，ここ数十年のダム建設によって，洞庭湖と香阻湖の  

2つの大型湖沼を除くほとんどの湖は揚子江から切り推  

された。さらに，乱掛二近い無計画な漁業を行ったため  

に，揚子江流域の湖沼群の自然薯源は激しく破壊され，  

湖沼生態系の構造は大きく変えられつつあり，回遊性魚  

類の種類数の激減，優占魚種の小型化，草食性魚種の過  

放養殖による沿岸植物群落の極端な破壊，それに伴う生  

物多様性の著しい減少と植物プランクトンの異常増殖な  

どが深刻である。椅子江流域湖沼群の生物群菓は生物地  

理学的にも極めて貴重で，その保護並びに保全が必要で  

あるが，それにも増して．自然資源の破壊が，反作用と  

して人々の生活に跳ね返ってくる影響もまた深刻であ  

り，緊急にその破壊の実態を把握し．持続的利用可能な  

湖沼保全策を施さなければならない。本研究は揚子江流  

域という特有の地域を事例として，広く湖沼の生態系管  

理手法としての汎用性のある施策の提唱を目的とする。  

〔内 容）  

（1）揚子江流域湖沼における生物相及び生物現存琵に  

関する研究   

摘子江とつながっている湖（洞庭湖）とl稲離された湖  

（東湖）を研究対象湖沼とし，この2つの湖で．栄贅  

塩，清音有機物などの理化学要因と，魚頬，動物プラン  

〔成 果〕   

これまで洞庭湖の生物に関しては魚類の組成と漁獲統  

計以外には研究報告がない。   

我々の調査でワムシに関して5桂頬の新種と34横煩  
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の中国新記録を含める136種類を記録，原生動物に関し  

て13種燥の中国新記書最を含める145種塀を記録した。  

植物プランクトンに関しては3変種と6中国新記録を含  

める416の分類単位（Taxa）を記録した。洞庭湖調査  

地点での全リン畳は霞ケ浦と同レベルであったが．全窒  

素が高い値を示した。クロロフィルα量は極めて低かっ  

た。   

東湖の全リンおよび全窒素の年平均の濃度は，黄も汚  

れているで手賀沼の約1，6倍，湖の中心部でも霞ケ浦高  

浜入り湾奥部の約2倍であった。しかし．クロロフィル  

α葺はかなり低いことがわかった。全リン当たりのクロ  

ロフィルα量の低さは，世界の温帯城，亜熱帯の湖沼と  

比較しても際だっていた。霞ケ浦では透明度はクロロ  

フィルα量にある程度規定されているが．東湖ではクロ  

ロフィルα量以外の要因があると考えられる。特に，ク  

ロロフィルα量が‾Fがっても透明度が上がらない特徴が  

ある。これは，凋子江流域の底質による細かな粘土粒子  

によるものではないかと考えられた。   

東湖での漁獲高は0．9t／haで湖沼の魚の生産量として  

は世界萬大である。東湖の漁業は秋に行われる。漁獲高  

斌漸去の変化，漁獲努力やマーケットの状況の変化等に  

左石されるため，湖沼における魚の現存量を反映するか  

どうかは極めて疑わしい。東湖はその9割以上がハクレ  

ンとコクレンで魚類相が単純であるため，魚探により現  

存量の推完を試みた。時期は毎年，その現存量が最大に  

なると考えられる8月と一度目の網入れが終了後の11  

月の年2回行った。1996年と1997年の結果から，湖内  

での魚の分布と個体数（例えば1996年の8月では0．128  

～0．3ユ8indsノm2）が推完された。値体数は，下水が流  

人する湾奥部で最も高かった。湖での8月の魚の密度は  

197－222万尾（12km2あたり）と推定された。   

東湖の生態系の長期変化を明らかにするために、1970  

年代からの東湖の長期的なデータの整理を行った。ま  

ず，漁後高は100kg／ha以下（70年代初）から現在  

1000kg／haを越えている。この間魚類相の単純化が進  

み．現在はハクレンとコクレンの密度はほほ1対1であ  

る。80年代初に優占していたアオコ（A此γ叩ぶJiぶ）は  

80年代後半はクリプト藻と珪藻が主体になった。こう  

した植物プランクトンの優占種の変化に伴って．枝角類  

の密度は半分以下になり，大型の仇か血α即血血が  

肋如α用icγll用に変わった。カイアシ頬と輪虫類も幾  

分，その密度は減少しているが枝角類ほどの大きな変化  

はなかった。植物プランクトンの一次生産量は80～90  

年代にかけて大きく変化していない。   

東湖におけるハクレン，コクレンの体型と成長を  

1970，80，90年代の3つの時代に分けて解析した。ま  

ず体型の変化としては，70年代から90年代にかけてハ  

クレン・コクレンとも魚体の肥満度が上昇していた。一  

方．ハクレン・コクレンの成長率は，70年代から80年  

代に入って急激に低下し，90年代になってやや回復し  

たが，70年代と比べると成長が悪かった。コクレン，  

ハクレンの体型の変化とその要因については今後検討す  

る。   

東湖の漁獲量は，ハクレンとコクレンの捕食圧の増加  

によるアオコの消滅後も増加しており，その原因として  

は流人負荷量の増加に伴う微生物食物連鎖の駆動力の増  

大とアオコの消滅により栄養価の高い植物プランクトン  

掛こ変化したことに伴う動物プランクトン群集の生産性  

の増大などが考えられた。  
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2．7．4 大気エアロゾルの計測手法とその環境影  

響評価手法に関する研究  

〔担当者）  

地域環境研究グループ：森田昌敏・西川雅高・吉永 淳・  

森 育子＊  

化 学 環 境 部：漸山春彦・田中 敦・白石不二雄  

日中友好環境保護センター：全  浩・秋 一安・黄 業茹・  

股 恵民  

（■科学技術特別研究員）  

客員研究員 6名  

下線は研究代表者を示す  

〔期 間〕平成8－12年（1996－2000年度）  

〔目 的）中国の大気エアロゾルによる環境汚染は，非  

常に深刻な状況にある。その主要な発生源は，石炭燃焼  

などによる人為由来のものと内陸部の砂漠乾燥地帯から  

発生する砂塵嵐に起因する自然由来のものに大別でき，  

両起源のエアロゾルは，それぞれ，日本の現状に比べる  

と1～2桁程度大気中濃度が高い。人為起源系エアロゾ  

ルと土壌起源系（黄砂）エアロゾルが，高濃度で混ざり  

合った大気汚染は，中国特有のものである。このような  

高†農度エアロゾルと他の大気汚染物質の吸収／放出を伴  

う大気汚染について研究された例がほとんど報告されて  

いないのが現状である。本プロジェクト研究では．人為  

起源系エアロゾルと土壌起源系（黄砂）エアロゾルが．  

中国郡市大気中で他の汚染物質と混ざり合った状態で生  

じる変質現象やふるまいについて基礎的実験を行うとと  

もに，その実証データを得るための多年継続モニタリン  

グを行い，中国のエアロゾルによる大気汚染の環境改善  

につながるような研究データの提供や影響評価方法の開  

発を目指すものである。本研究の主要な対象物質である  

黄砂エアロゾルは，中国政府の環境問題に関する重要研  

究課題対象物質として採択されている。  

〔内 容〕石炭燃焼を中心とする人為汚染系エアロゾル  

は，燃焼過程に伴って発生する元素状炭素（煤）が主成  

分である。その元素状炭素に付着して多くの炭化水素類  

がエアロゾルとして大気中を浮遊する。一方，土壌起源  

系（黄砂）エアロゾルによる大気汚染は，北京では晩冬  

から春にかけて最もひどい状態であるが，内陸部ではそ  

の他の季節も含め，1年巧】無視できない。土壌起源系  

（黄砂）エアロゾルは，その風送過程で，人為由来の酸  

性ガス成分を表面捕捉することが知られており，その結  

果として，土壌起源系（黄砂）エアロゾルの化学組成や  

形態の変質現象が生じる可能性がある。このような汚染  

物質の捕捉作用ヤ変質作用まで考えると，土壌起源系  

（黄砂）エアロゾルが，中国の都市大気汚染を促進ある  

いは抑制のいずれの方向に働くのか未だ客観的な評価が  

なされていない。このような土壌起源系（黄砂）エアロ  

ゾルの大きさは，発生源に近い内陸部の都市域と北京の  

ような発生源から比較的離れた都市域を比較すると粒径  

分布が異なることが考えられる。燃焼過程を経て大気中  

に放出される人為起源系エアロゾルの粒径分布がサブミ  

クロン以下の微小粒子として存在していることと比べる  

と．土壌起源系（黄砂）エアロゾルの粒径は，地域ごと  

に異なり，起源が単純な割には解釈の難しい物質と言わ  

ぎるを得ない。   

本研究は，以下の4サブテーマをたて，それを中国側  

研究者と多年継続研究を行い，中国都市環境保全に寄与  

する成果を得るよう努めている。  

（1）土壌起源系（黄砂）エアロゾルと人為起源系エア  

ロゾルの混合割合が著しく異なる都市域．例えば北京と  

蘭州における大気エアロゾルの通年モニタリングを行  

い，それぞれの超源別エアロゾルの寄与率を明らかにす  

る。  

（2）土壌起源系（黄砂）エアロゾルが，酸性ガスとど  

のように反応し変質するかを研究するために．典型的な  

土壌起源（黄砂）エアロゾル（標準物質）を作成する。  

（3）発源地からの飛来量ヤルートを特定するために，  

発生源地特有の指標成分を探索する。  

（4）大気エアロゾルと並行して，都市域での降下物を  

モニタリングする。両者の組成や粒径分布にどのような  

対応関係があるのかを調査し，粒径の大きな土壌起源系  

（黄砂）エアロゾルが都市環境に対して汚染の促進ある  

いは抑制のいずれに寄与しているのかを推定する。  

〔成 果】   

本年度は，大気エアロゾルの長期モニタリングの継続  

と主たる人為起源系成分である元素状炭素（煤）と有機  

系炭素成分の分析を始め，人為起源物質として大気中に  

存在する硫酸塩，硝酸塩粒子濃度の観測も行った。ま  

た，本年より．乾性降下物のモニタリングも開始した。  

さらに，世界初の人工黄砂エアロゾルと黄土標準試料の  

保証債を環終決定した後，それらを基礎材料として大気  

中酸性物質との反応について実験的検証を行った。  
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（1）大気エアロゾルモニタリング   

中国3カ所（北京，蘭州，銀川）の大気エアロゾルの  

モニタリングにおいて，本年度に生じた砂塵嵐は，4月  

以降数回あった。最も広範囲かつ高濃度であったのは，  

4月13～15日にバグイジャラン砂漠で発生した砂塵暴  

であった。この土壌起源系ダストが．黄砂エアロゾルと  

して日本にまで長距離輸送されたことが確認できた。北  

京では，大気中に浮遊する煤系エアロゾルとの混じりに  

よって黄土色の黄砂エアロゾルが暗褐色を呈していた。  

対象試料として採取した奄美大島や隠岐島で採取した黄  

砂エアロゾルは，混じりのない黄土色であった。砂塵暴  

発生時の銀川，蘭州の大気エアロゾル濃度は2000／∠  

g／m3を越える値を記録した。北京，蘭州，馴lのいず  

れの箇所における大気エアロゾル濃度も，冬季に1000  

〃g／m3を超えることが多く．夏季は，その5－7割程  

度のエアロゾル濃度であった。石炭燃焼に伴って発生す  

る大気エアロゾル中の酸性物質濃直の季節変動は，省都  

である3大都市（蘭州，銀川，北京）とも．暖房期（11  

－3月）と非暖房期で倍以上の濃度差があった。例え  

ば．北京におけるその硫酸塩濃度は，非暖房期で10－  

3叫g／m3，暖房期で20～100／‘g／m3であった。  

（2）乾性降下物モニタリング   

北京の風上 市内，風下の3カ所を中心に乾性降下物  

調査（15日間捕集，2回／月）を本年度10月から開始  

した。粒子化した酸性物質のうち，土壌系等の租大粒子  

群による負荷量が明らかになると期待される。  

（3）人工黄砂エアロゾルと黄土標準試料   

世界初の人工黄砂エアロゾル（Simulated Asian  

MineralDust）と黄土標準試料（China Loess）（それ  

ぞれ，2g入りと15g入り）を各3，000本作製した。そ  

の中から，ランダムに採取した試料30本による全分析  

を日本側と中国側のそれぞれの機関で行った。分析は．  

日本側が1CP発光分析法，蛍光X線法，PlXE分析法  

により，中国側が蛍光X線法と放射化分析法により行わ  

れた。また，含有する鉱物成分は，X繰回析法により特  

定された。保証値および参考値は，表1に示すように，  

主成分を中心に16元素について決定した。また，作製  

した標準試料中の炭酸塩炭素量が，黄土標準試料で  

1．2％，人工黄砂エアロゾルで1．0％と特定できたことが  

大きい。日本側各1，000本，中国側2，000本に分配し，  

今後，大陸性大気エアロゾルのモニタリングの精度管理  

に使用する予定である。  

表1保証債および参考値一覧  

CJ－1  

China Loess  

CJ－2  

Simulated人sia爪欄ineralDust  

（％）分析方法  

Na  l．38±0．08  a，b，C，d，f  

Mg  l．57±0．06  a，C，d，f  

A1   5．88±8．16  a，C，d，e  

Si   2臥0±0．4  a，C，g  

K  l．70±0．08  a，b，C，e，f  

Ca  5．33±0．22  a，C，d，f  

Tl   （0．46）  a，C，d，e  

Fe  3．82±0．12  a，C，d，e  

（mg／kg）  

P  （930）  a，C  

Sc  （11）  d  

Mn  638±31  a，C，d，e  

Ni  34±3  a，C  

Cu  28±2  a．b，C  

Zn  79±6  a，b，C  

Sr  244±12  a，C  

Ba  469±14  a，C，d  

（％）分析方法  

Na  l．33±0．06  a，b，C，d，f  

Mg  l．57±0．06  a，b，C，e，f  

A1   6．01±0．17  a，C  

S1   27．7±0．6  a．c，g  

K  l．94±0．10  a，b，C，d，f  

Ca  5．83±0．23  a，C．d。f  

Ti  （0．36）  a．c，d．e  

Fe  2．94±0．Og  a，C，d  

（mg／kg）  

P  （640）  a，C  

Sc  （11）  d  

Mn  633±44  a，C，d  

Ni  31±3  a，C  

Cu  21±3  a，C  

Zn  59±5  a，b，C  

Sr  277±11  a，C，d  

Ba  504±27  a，d  

（）の伯は，参考値である。用いられた分析方法は，以下の通りである。  
a：ICP発光分析一九 b：原子吸光法，C：蛍光X線分析法．d：中性子放射化分析法，  
eニPIXE分析法，f：イオンクロマト分析法，g：丑還法  
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モニウム粒子と反応することが認められ，いずれの成分  

も硫酸塩および硝酸塩として固定されることがわかっ  

た。その反応速度は握度王大きく依存し，莫大気中で，  

黄砂エアロゾルが日本海上空で高湿産気塊に遭遇した場  

合，反応機構が飛躍的に進行することが考えられる。  

〔発 表〕B－91，133～135，185，189，245，247  

（4）黄砂エアロゾルと酸性ガス成分との反応の検証   

前述の標準物質を使って，黄砂エアロゾルと酸性ガス  

成分の反応実験を行った。黄砂エアロゾルは．高炭酸塩  

含有エアロゾルのため，強酸性ガス成分との反応が生じ  

ると言われている。その検証実験を行った。黄砂エアロ  

ゾルは，SO2ガス，NO2ガス，硝酸ガスおよび硫酸アン  
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2．8 重点共同研究  

2．8．1流域環境管理に関する国際共同研究  

〔担当者〕  

水土壌閲環境部：渡辺正孝・大坪国順・村上正吾・  

〔内 容〕本年度の研究計画に基づき，以下の研究を推  

進した。  

（1）長江流域環境情報のデータベース化   

環境地理情報として，中国全域の土地利用データ，長  

江全流域の数値河川網データ，長江上流域主要地点での  

流量及び水質観測結果のデータベース化を行った。  

（2）長江上流域における水・土砂移動過程のモデル化   

源流部から宜昌に至る長江上流域全体にこれまで開発  

してきた流域モデルを適用し，水▲土砂の流出・流下過  

程について再現計算とその検証を行った。  

（3）長江流域氾濫域の推定   

洪水堪水域の同定と面積推定は農業被害等の社会・経  

済的影響推定に重要であるため．衛星画像と地理情報を  

用いて氾濫による湛水面積▲容量の推定方法を開発し  

た。  

（4）長江における水質・生態系調査  

1998年10月28日－11月14日にかけて，重慶一上海  

間を約50－100kmの間隔で河川中央表層での採水（36  

地点）を行い，重慶，武漢，南京，南通の4都市の下流  

側では横断調査も合わせて行った。忠県，洪湖，7一  

湖，渕河においては13c安定同位体を用いた光合成及び  

バクテリア経由の炭素移送測定を行った。  

井上隆信・牧 秀明・高松武次郎・  

越川昌美・林 誠二・内山裕夫・  

徐 開欽・越川 海  

生物 圏環境部：渡通 信・広木幹也・河地正伸  

社会環境システム部：田村正行・山形与志樹  

共同研究機間  

中国水利部長江水利委員会：Prof，WENG Lida  

Prof，XIUZHEN Zhang  

Prof．LIAntian  

中国科学院遥感応用研究所：Pror．LIUJiyuan  

Dr．ZHUANG Dafang  

l）r．WU Qiuhua  

中国水利部・交通部・電力工業部 南京水利科学研究院  

：Dr．DOU Xiping  

中国科学院植物研究所生態センター  

：Dr．WANG Quan  

米国マサチューセッツ工科大学  

：Prof．ADAMUS Er・ic  
‾卜親は研究代表者を示す  

〔期 間〕平成8～12年度（1996－ZOOO年度）  

〔目 的〕近年の長江流域の社会経済活劇の目覚ましい  

発展ほ，水資源・エネルギー開発を希求するとともに，  

産業構造変化に伴う土地利用形態の変化，都市部への人  

口集中等の現象は流域内での水循環に大きく影響を与  

え，汚濁物質や有害物質の生産・排出負荷嚢を著しく増  

大させるため，水質汚濁，塩害や酸性雨による土壌劣  

化，風食・水食による土壌流失，洪水，潅漑用水・飲料  

水可、足等々の流域の持続的発展を妨げる要因が顕在化し  

つつある。また，長江流域からの排出負荷は必麿的に東  

シナ海の海洋生態系に大きな影響をもたらすため，その  

正確な算定と適切な管理が必要とされている。本研究は  

q】国関連研究機関との共同により，水界・陸上生態系に  

影響を与える物質循環にかかわる相互作用を有する個々  

の機樽の全系としての理解を進め．水・物質・エネル  

ギーの効宰的な配分と生態系機能の適切な管理を可能に  

する流域環境管理手法の開発を目的としている。  

〔成 果〕  

（1）ランドサットTⅣ【データを主に用いて，1：250000  

から1：500000の縮尺に相当する1990年代前半の土地  

利肝帆況を農地 森林．革士軋 水域．都市及び鉱工業  

城，荒地の6つのカテゴリーとそれぞれの下に合計で  

24のサブカテゴリーとして分類した。河川次数や平均  

河川幅，ダムの位置を属性値として持つ数値河‖網の作  

成した。   

また，1987，1988年の2年間の長江上流域主要5支  

川と本川Z地点における日平均流量，日平均含砂量並び  

に月平均水質観測値のデータベース化を行った。  

（2）河川流路ごとに対応するサブ集水域での2次元分  

布型流出モデルとこれを連結する河川ネットワークモデ  

ルで構成される降雨流出モデルを，186のサブ集水城  

（3，000－8，000kn12程度）で構成される長江上流域に適  
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（3）NOAA AVHRR画像データからの氾濫域の検出  

には，植生指標（NDVl）値を用いた。ここで，NDVI  

＝（R2－Rl）／（R2＋Rl）と定義され，Rl，R2はそれぞ  

れAVHlモRのチャンネル1，チャンネル2の反射率で  

ある。実際の氾濫域検出に際しては．水域と陸上の物体  

との混合状態から氾濫域を判読するためにN工）Vl値の  

閥値を設定した。また可視城反射率（R＝0．426Rl＋0・574  

R2）を用い．雲の影響を強〈受けた画像データ中のピ  

クセルを計算の対象外とした。ほとんどの陸上の対象物  

に対してこの可視域反射率は20％以下となるが，高濁  

度の氾濫濁水については雲の強い影響を受けた場合同じ  

程度の20％以上の値を示すことが想定された。そこ  

で，AVHRRのチャンネル3の値を雲と高濁度との判別  

に用い，検出された氾濫域を土地利用データと重ね合わ  

せることで．両者の判別の妥当性を検討した。この手法  

を1998年の長江の洪水に適用，地理情報システム上で  

詳細な標高，土地利用データヒを組み合わせることによ  

り．榔監城の冠水量や冠水深を算定した．その結果，大  

洪水のピークにあたる8月20日において洞庭乱武漢  

用した。名サブ集水域簡に土地利用データ等を重ね合わ  

せ，モデルパラメータの土地利用別面積や勾配等の算定  

をした。   

人力条件の気象データはECⅥJMF（ヨーロッパ中期  

天候予報センター）等でGCNIを凱こ作成された分布  

デp夕をISLSCPが約100kmメッシュの6時間データ  

としてまとめたものを用いた。   

水及び土砂流出再現計算においては，長江上流域全体  

を10領域に分割したメソ流域ごとにモデルを適用し，  

モデルパラメータの同克と検証を実施した後．全体の  

ネットワークシステムとしての計算を実行し，長江上流  

域末端部である宜昌で，図l，2に示す計算結果を得  

た。水流出量計算値は非常に高い再現性を示し，降雨流  

出に関するモデルの妥当性が確認された。観測値と計算  

結果とのずれは，モデルの構造自体に起因するものでな  

く，人力値である降水量データの時空間約分布の不正確  

さが取回と考えている。土砂流出過程は降雨流出過程以  

上に降雨の強度と継続時間に対する鋭敏な応答のため，  

前記の理由により夏季の浮遊土砂濃度計算値の再現性は  

高くないが，降水分布データの時空間的補正手法を導入  

することで改善可能と判断している。  
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市，ハン陽湖周辺の洪水による湛水面積はそれぞれ水田  

（778，689ha），畑（608．580ha），果樹園（21，800ha），  

草地（83，869ha），遊水域（142，494h）で，湛水容量は  

179．4×10リm3と推定された。三峡ダム完成による洪水調  

整貯留容量は22．15×10ウm3であることから三峡ダム洪  

水貯留容量の8倍もの水が湛水したとの結果が得られ  

た。  

2）量産一三峡で250mg／Jと高い億を示すSSは，  

宜昌以後，中・下流域沈降により粒子を失い，上海で  

50mg／上程度となって海に流入する。   

3）酸素は全川でほぼ飽和していたが，葛州覇ダム地  

点では150％を越え，植物プランクトンの増殖が活発で  

あったことを示している。   

4）100〟M以上の動物プランクトン個体数は肉質ペ  

ン毛虫は上流域に多く，下流域には少ない。カイアシ  

（図4），ワムシ，繊毛虫は上流域に少なく下流域に多  

い。ミジンコは全域にわたって生息していた。しかし重  

慶ではいずれの動物プランクトンもほとんど計測されな  

かった。   

5）全域にわたってバクテリア経由炭素移送が高く，  

光合成経由炭素移送は上流域ではほとんどなく，流下に  

従って活発となることが認められた。   

（4）長江上流域重慶から河口域上海までの長江の水  

質・生態系調査の結果は以下のようにまとめられた。  

1）長江の水質の縦断方向特性を規定する大きな要因  

は，重慶，武漢，南京，上海の大都市の負荷と，洞庭  

湖，洪湖，ハン陽湖等の湖沼群が持つ水量・水質に対す  

る自然のバッファ効果と内水面利用との相対関係と推測  

された（図3）。  
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2．8．2 干潟等湿地生態系の管理に関する国際共  

同研究  

〔担当者〕  

生物 圏 環境部：渡邁 信・広木幹也・河地正伸・  

る。  

（1）干潟等湿地生態系の特性と生物種の存続機構に関  

する研究  

1）GIS解析により干潟等湿地帯の地史的特性，地質   

構造及び土地利用状況を把握する。   

2）リモートセンシングにより湿地生態系の植生地理   

学的情報及び水環境情報を把握する。   

3）野外調査により遅地生態系の水文，水質変動ぢ劉生  

を把握する。   

4）干潟等湿地生態系における生物の種組成，種個体  

群の遺伝的多様性，バイオマス及び分布特性につい  

て把握する。   

5）湿地生態系生物群集の食物連鎖網を抱起する。  

（2）湿地生態系の変動予測と管理計画の構築に関する  

研究  

1）機能評価モデルにより周辺水域の水質変動を評価  

する。   

2）生態系評価モデル（HGM等）を活用して湿地生  

態系ミティゲーションについて計画検討する。  

野原精一・上野隆平・矢部 徹  

地域環境研究グループ：木幡邦男・樋渡武彦・笠井文絵・  

高村典子・福島端生  

社会環境システム部：山形与志樹  

水土壌国環境部：村上正吾・林 誠二  

客員研究員 7名，共同研究員 1名  

F線は研究代表者を示す。  

〔期 間〕平成10～14年度（1998〟2002年度）  

〔巨 的〕干潟等湿地生態系は鳥類の生息地，越冬地あ  

るいは中継地として国際的にも重要な生態系であるとと  

もに，独特の生物相を有し，生物多様性に富む生態系で  

ある。しかしながら，人間の開発行為は湿地生態系に大  

きなダメージを与えてきたことから，1975年には国際  

的に重要な湿地及びその動植物の保全を進め．湿地の賢  

明な利用を進めることを目的にラムサール条約が締結さ  

れた。このような湿地生態系を保全し，持続的利用のた  

めに維持管理していくために，欧米では湿地生態系の実  

態調査研究での知見に基づく評価手法にしたがって，湿  

地生態系ミティゲーションのためのプロジェクトが実施  

されている。しかし．このような評価手法は地域性が強  

く，我が国を含む東アジア地域の干潟，湿地に関しては  

未だに適切な評価手法が確立していない。そこで本研究  

では，棄アジア地域における干潟・湿地の実態調査研究  

に基づいて，干潟・湿地生態系の適切な総合評価手法を  

確立することを目的としている。  

〔内 容〕本研究では，ロシア，中臥 アメリカおよび  

オランダとの共同で湿地生態系の基本的特性と生物種の  

存続機構を解明し，これにより得られた知見を基に生態  

系機能評価モデルにより日本の代表的な湿地生態系にお  

いて生産，分解権能等の評価を行う。また，米国におい  

て混地生態系の評価に用いられているHGMモデルを，  

日本．中国およびロシアの湿地に適用し．東アジアの地  

域性を加味した新生態系総合評価モデルを開発する。   

すなわち，ロシア，中国のアムール・ウスリ川流域湿  

地（特に三江平原の湿原，水田）一九州地方の湿地（水  

乱 干潟）と日本の代表的湿原である北海道東部の湿  

原・干潟，尾瀦ケ原，東京湾岸の干潟などを調査研究  

フィールドとし，以下のサブ課題に沿って研究を実施す  

（成 果〕  

（l）干潟等湿地生態系の特性と生物種の存続機構に関  

する研究   

湿原河川流域の植生，河川地形，水生生物の相互関係  

を理解することを目的として，北海道北部の湿原地帯を  

流れる猿払川流域を調査地伐として1998年に始めた。  

春に行った調査では，日本最大の淡水魚で北海道だけに  

生息するサケ科魚類イトウの産卵場分布をGPSで詳細  

に踏査し，河川地形とイトウ産卵床分布との関係を定量  

的に解析した。本調査で確認されたイトウ産卵床の総数  

は309個で，すべての産卵床についてそのサイズや立地  

条件などのパラメータを計測した。産卵地点の河道幅は  

最小で137cm，最大でり21cmであり，河道幅と産卵  

床長の間には有意な正の相関が認められた。産卵席は河  

川内にランダムに分布していたのではなく，何個かの産  

卵床がまとまり，クラスターをつくって分布していた。  

そして，それら産卵床のクラスターは河道の屈曲率が比  

較的高い部分につくられる傾向がシミュレーション解析  

によって認められた。イトウは蛇行が激しい河道区間を  

選んで産卵床を設けていた可能性がある。それを説明す  

る要因として考えられるのは，河道の屈曲が造る瀬淵構  

造である。今回の調査では，茂原河川に生息するイトウ  
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という大型淡水魚の産卵環境を例に，河川の生物と河川  

地形の関係の一面を明らかにした。   

PCRによるランダムな増幅，TCGE（温度勾配ゲル  

電気泳動法），DNA塩基配列に基づ〈，多様性の解析温  

度勾配ゲル電貢い永動法（TGGE法）を・用いて野外微生  

物群集のDNAレベルの多様性解析手法を開発してい  

る。野外サンプルには多様な微生物群集が混在するとと  

もに，砂や泥といった非生物粒子が含まれている。  

TGGE法による解析には可能な限り多様なDNAを回収  

する必要がある。そこでDNA抽出条件の検討をはじめ  

に行った。ビーズビータによる細胞破砕とCTAB法に  

よるDNA抽出を同時に行うことで効率よくDNAの回  

収を行うことができた。さらに16Sr RNA遺伝子と  

1gSr RNA遺伝子各々について，変異領域を含むDNA  

断片を得るためのプライマーを設計し．野外DNAサン  

プルを周いて，PCRによるDNA断片の増幅条件を検  

討した。   

水乱 放棄水田を含めた低層湿地に生息する鼓藻類の  

一組 ミカゾキモを用いて，生物情報による種の認識を  

行い，アイソザイム分析による種個体群の遺伝的多様性  

を調べる手法を検討した。主として放棄水田からなる低  

層湿地性の生息場と水田管理が行き届いた生息場のミカ  

ヅキモ個体群を採取し，クローン培養し，交配実験に  

よって種を同定した後，アイソザイム分析を行った。ア  

クリルアミドゲル電気泳動法を用い4酵素の活性が得ら  

れた。二れらのうち，2酵素は種内変異がまれかあるい  

は認められなかった。残りの2酵素では，放棄水田から  

なる低層湿地性の生息場では変異が認められたが，管理  

された水田では変異が見られず，人間活動が遺伝的変異  

に影響を及ぼしていることを示した。これらの結果はま  

た，種個体群の遺伝的多様性を解析するためにアイソザ  

イム分析が有効であることを示した。  

完を行った。脱窒活性を知るため採取した土壌コアサン  

プルをアセチレンで阻害して，N20ガス生成速度を測  

定した。土壌コアサンプルの間隙水及び抽出水を採取  

し，栄蕃塩類の分析を行った。1つは埋設し6週間後に  

栄養塩類の増減を測定した。それらの差から栄養塩の溶  

出量を推定した。採取した植物の栄養塩類（窒素，リ  

ン）の量を測定した。人工基物として綿布を埋設し，6  

週間後の分解状態を張力試験で分解活性として評価し  

た。土壌コアサンプルの灼熱減量及び窒素・炭素・リン  

の含有率の6週間での変化を測定した。参照基準地から  

のデータから各機能の最大値を求め，その値を1として  

新評価モデル（略称でJHGMモデルとする）の0－1  

までの数値として表した。   

湿地の構能ほ様々あると認識されているが，本課題で  

は生産・分解・生物多様性・脱豊能・栄養塩の保持と除  

去という5つの漫地生態系の機能に焦点を当てて研究を  

進めた。モデルの開発について多くの検討が必要とされ  

る。5サンプル内の変動幅は8地点間のそれより小さ  

く，場所の異なる遥地を機能面から比較をするのに十分  

であると考えられた。参照基準地と比較することで影響  

を評価することが可能になると思われた。   

3地域の湿原（釧路茂原KAl～4，赤井谷地AA  

l．2，日光戦場が原NAl，2），計8地点から平板  

法によりセルロース分解細菌をランダムに分離した。単  

推された分解菌についていくつかの基本的な性質を調  

べ，一次的な区分を行った。各地点よF）セルロースを含  

む培地で，計198株の細菌（放線菌）を分離し，そのう  

ち．121株がセルロース分解能をもっていた。KA3，  

AA2から分離された株にはセルロース分解能を持たな  

い株の頻度が高かった。セルロース分解能を持つ分離株  

のうち，放線菌は78株で，細菌は43株であった。   

サイトにより細菌と放線菌の分離頻度に差が見られ  

た。KAl，KA2，AAl，NAlは分離されたセル  

ロース分解菌の大部分は細菌であったが，KA3，KA  

4では分離されたセルロース分解菌の大部分は放線菌で  

あった。AA2，NA2からは細菌と放線菌の両方が分  

離された。   

セルロース分解性放線菌はほとんどがタンパク質分解  

能を持っていた。また，セルロース分解性細菌について  

もその多くはタンパク質分解能を持っていたが，NAl  

からはタンパク質分解能を持たないセルロース分解菌も  

比較的多く分離された。  

（2）湿地生態系の変動予測と管理計画の構築に関する  

研究   

アセスメントの際の比較対照となる対照基準地として  

釧路湿原（4地点），赤井谷地（2地点）．戦場ヶ原（2  

地点）を選択して，湿地の機能パラメータを収集した。  

1998年の調査は6月と6週間後の8月に実施した。各  

地点5サンプルを採取し，各パラメータの変動幅を求め  

た。草本群落の最大現存量を刈り取り法によって測定し  

た。方形区内の草本の密度と草丈の測定，土壌環境の測  
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3地域の湿原（釧路湿原KAl～4，赤井谷地AAl  

－2，日光戦場が原NAl－2），計8地点において採  

取した泥炭．土壌のセルラーゼ活性を測定した。セル  

ラーゼ活性は，トルエンを添加して静菌状態とした試料  

にセルロースを涼加し，24時間培養した後，生成する  

グルコース量を定量した。また，土壌中のセルロース分  

解細菌，糸状菌数を希釈平板法で測毒した。その結果，  

セルラーゼ活性は地点により差が見られ，KA3，AA  

2，NA2でほ低くKAl，KA2，KA4，AAlでは  

高かった。各地点内での3カ所の間でも差は大きかった  

が，貧栄養で，pHも低いミズゴケのマット（KAl，  

KA2，AAl）で比較的セルラーゼ活性が高い傾向に  

あった。一方，ECの比較的高い地点で（KA3，AA  

2．NAl，NA2）むしろ低い傾向にあった。セル  

ロース分解微生物致との間で，明確な相関関係は認めら  

れなかった。  

t発 表〕b218，hィ17，27，29  
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2．9 革新的環境監視計測技術先導研究  

2．9．1大気有害化学物質監視用自動連続多成分  

同時計測センサー技術の開発に関する研究  

〔担当者〕  

化 学 環 境 部：中杉修身・相馬悠千・横内陽子・  

白石寛明  

地域環境研究グループ：森田昌敏・田逮 潔  

〔期 間〕平成9－11年檻（1997－1999年度）  

〔目 的〕大気汚染防止法の改正によって有害大気汚染  

物質に関する汚染・暴露の実態把握とリスクアセスメン  

トに基づく対策が体系的に開始された。大気中からはこ  

れまで数千に上る化学物質が検出されているが，毒性等  

の既存の知見に基づいて234の有害大気汚染物質に該当  

する可能性のある物質が選び出され，プライオリティ′  

が高いと判断された22が優先取組物質，ただちに何等  

かの対策が必要と判断された4つが指定物質とされ，モ  

ニタリング，排出抑制などが行われることになった。優  

先取組物質については地方自治体を中心としたモニタリ  

ング体制がしかれ，定量的リスクアセスメントに耐える  

データの収集が開始されたが，国がモニタリングを担当  

する候補物質については，その物質数の多さ，多様さ及  

び測定法の不備などの問題に直面している。また，優先  

取組物質のモニタリングにおいても，現行の手分析法に  

よる間欠的なモニタリングは，測定値の代表性が不確実  

である，労力・手間などの負担が大きいなどの問題を花  

えている。   

そこで本研究では，より多くの有害大気汚染物質を自  

動連続モニタリングする技術を開発し，①労力・手間の  

かからないモニタリング ②連続モニタリングによる汚  

染の詳細の把握に基づく現行モニタリングの信頼性の評  

価とより一層の最適化 ③より多くの有害大気汚染物質  

に関するデータの収集などを実現し，有害大気汚染物質  

対策に資することを目的とする。  

【内 容〕前年度は，揮発性及び半揮発性有害大気汚染  

物質の自動連続多成分同時計測を目指して，キャニス  

ター捕集→GC／MS分析を中心とする装置（自動GC／MS）  

を作製し，その基本性能の確認を行った。本年度は，作  

製した自動GC／MSのフィールド試験を行い，実際のモ  

ニタリングに向けた環境濃度レベルやその変化に関する  

情報の収集，それに対応した装置の改良や遁転条件の検  

討，膨大な測定データの処理と精度管理を行うための文  

枝システムの基本計画などを行った。   

また本年度から上記の薬置では測定が難しく，有害大  

気汚染物質の優先取組物褒に入っているアルデヒドの自  

動連続計測システムの試作を始めた。   

アルデヒドの自動連続計測システムは，市販の擬器を  

応用して安価に製作することを試みた。大気中アルデヒ  

ドの測定は不安定なアルデヒドを安定な誘導体にして分  

析するのが一般的であり，現在多く行われているのは  

DNPH（2，4－ジニトロ7ユニルヒドラジン）溶液また  

は，DNPH含浸シリカカ【トリッジに大気を導入し，  

アルデヒドDNPH誘導体の形で分析する方法であり，  

ここでもこの方法を試みた。アルデヒドの自動連続モニ  

タリング紫置としては，拡散スクラバーーDNPH溶液  

－HPLC検出を使用した高感度な装置がある。そこで  

我々は多用性を考慮して他所で採取した大気試料も分析  

できる装置の製作を試み．サンプル自動前処理装置付き  

ガスクロマトグラフ（tiP製GCLPrep Station）をアル  

デヒド計測システムとして利用した。  

〔成 果〕  

（1）拝発性及び半揮発性有害大気汚染物質の自動連綿  

多成分同時計測   

作製した自動GC／MSの試験，改良，運転条件の検討  

などを目的に，数回にわたって短期フィールド試験を  

行った。まず，イオントラップ型GC／MSは最適条件を  

維持して高感度を保つことが離しく，自動モニタリング  

には四重極型GC／MSを用いる方が良いことがわかっ  

た。繰返し測定に伴うキャニスターなどの汚染は，問題  

ないことが確認された。高波庶成分を正確に測定するた  

めに分析試料量を100mJと少なくしているが，現在測  

定対象としている44物質のうち20”30物質が検出さ  

れ，その濃度レベルは数十ppb”数十ppt（検出下限レ  

ベル）まで広範囲にわたった。また．濃度の大きな日内  

及び日間変動が認められ，変動の相関が高い物質許の存  

在や，それらに共通の発生源の存在などが示唆された。  

フィールド試験では，比較対象として有害汚染物質モニ  

タリングの推奨法であるキャニスター採取による手分析  

を並行して行ったが，低濃度データが多い物質ではあま  
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（2）アルデヒド計測システム   

本年度はCC－Prep Stationを大気中アルデヒド分析  

用に改造した。現在のところバックグランドが市販の  

カートリッジ法のレベルであり，連続モニタリングのた  

めには，もう少しバックグランドを下げるのが望まし  

く，これからの検討が必安である。   

GC－Prep Stationは潜媒切換バルブ，SPEバルブ  

（バイアルとカートリッジの切換）と溶媒，ガス注入用  

シリンジ から構成されるPrep StationとGC用オート  

サンプラーの組み合わせでサンプルの希釈，固相摘軋  

濃縮，乾燥などを行いGC分析に持っていく操作がワー  

クステーションからできる装置である。これらの機能を  

使って大気サンプリングーアルデヒド誘導体抽出－GC  

分析を繰り返し行い，自動連続モニタリングする可能性  

を検討した。この方法はシリカカートリッジ にDNPH  

を測定直前に含浸することができ，カートリッジのトラ  

ベルパックブランドを最小にできる。   

しかし現時点ではシリカカートリッジヘのDNPH含  

浸量が過剰であF），バックグランドを大きくしているの  

で含浸量の調整でバックグランドを減少すること，シリ  

カ粒径を検討し大気流量を増大する必要があると考えて  

いる。  

り相関が良くなかった。同一試料の分析試料畳を増 やし  

た再分析や，GC／MS自体の一層の高感度化などの対応  

について，現在制御システム及び装置の改良を行ってい  

る。   

多成分を対象とした時間分解能の高い測定では（今回  

の短期フィールド試験でも），膨大な測定生データが得  

られ，その処理は測定と同程度の時間と多大な労力を必  

要とする。また，現時点では各種パラメータや感度変化  

などのチェック（精度管理）をほぼ常時人が行ってい  

る。このような状態ではシステムの運用が限られてしま  

うため，リアルタイムで種々の判断をして装置の制御や  

データの一次処理を行うデータ処理支援システムの開発  

を検討した。GC／MSのデータ処理システムは，ラボ用  

のマンーマシンインターフェースとして設計されている  

ために，その拡張や利用は極めて困難であり，測定ごと  

の各種パラメータを利用した臨機応変な対応（分析条件  

の自由な変更などを含む）は困難であった。そこで，  

GC／MSの各稜データ及び測定ごとのパラメータを外部  

プログラムで監視，処理し，可能な限り判断や制御を自  

動化する方向で支援システムの基本設計を行った。  
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2．10 環境修復技術開発研究  

2．10．1海域の油汚染に対する環境修復のため  

のバイオレメディエーション技術と生態  

系影響評価手法の開発（初年度）  

【担当者〕  

水土壌国環境部：渡辺正孝・内山裕夫・越川 海・  

のうち以下の研究を遂行した。  

（1）バイオレメディエーションを活用した重油分解の  

高度化技術の開発   

バイオレメディエーション技術による油汚染浄化で  

は，油分解菌のみならず油分散剤との併用が有効と考え  

られる。生態系及び動物影響の少ない分散剤として生物  

由来のバイオサーファクタントに着目し，その間発を  

行った。また．干潟模擬装置を作成し，栄養剤添加の有  

軌二よる土着性分解能の比較を行った。  

（2）底質を含む簡易モデル生態系（マイクロコズム）  

による重油分解と生態系影響評価手法の開発，重油  

分解微生物・分散剤・栄養塩等添加による生物影響  

評価   

各種マイクロコズムを作成してそれぞれの特性を評価  

し，重油の生態系影響評価を行うに最適なマイクロコズ  

ムシステムの検討を行った。  

（3）汚染現場生態系（メソコズム）における重摘の自  

然分解とバイオレメディエーションによる効果の総  

合評価   

兵庫県香住町海岸においてナホトカ号より流出・漂着  

した重油を用いて栄養剤添加の有事酎二よる分解性をそれ  

ぞれ測定，比較することにより，海岸城の自然浄化能の  

評価を行った。また，土着性分解菌の分解能促進のため  

に散布する栄養剤が生態に与える影響を把握するため．  

海岸散布域周辺の間隙水中の栄養塩濃度を測定し，その  

挙動を解明した。さらに，栄養塩散布が生態系に与える  

影響を評価するため，散布域及び非散布機の細菌群集構  

造を解析するための手法開発を行った。  

牧 秀明  

地域環境研究グループ：木幡邦男・樋渡武彦・稲森悠平・  

水落元之  

社会環境システム部：田村正行  

珪 物 薗環境部：渡迫 信・野原精一・矢部 徹  

共同研究機閑  

適産省工技院物質工学コニ業技術研究所  

：石上 裕・坂口 鮪  

兵庫県公害研究所：古城方和  

アメリカ合衆国海洋科学局（NOAA）  

下線は研究代表者を示す  

〔期 間〕平成10～15年度（1998－2003年度）  

〔目 的〕平成9年のナホトカ号油流出事故は，根が国  

周辺海域における水産資源への被者のみならず，海岸部  

の蚤重な生態系及び景観にも重大な影響をもたらし，ニ  

のような被害は今後も生じる可能性がある。環境庁では  

「日米コモン・アジェンダ」に基づき渦流出のもたらす  

環境への影響調査，バイオレメディエーションに閲し日  

米協力を推進するとともに，抽漂着海岸における栄養剤  

散布による土着性分解微生物を用いた浄化技術に関して  

環境等‡響及び有効性の両面から調査を行った。海外での  

バイオレメディエーション実施例として，アラスカにお  

けるエクソン・パルデイーズ号事故等の致例があるが，  

現場状況により浄化効果が左右される。また，生態系に  

対する安全性の問題が解決されていない。それ放，生態  

系への影響評価についてモデル生態系による評価解析と  

現場における実際の生態系に及はす影響評価解析を行う  

ことが重安である。適正なバイオレメディエーション技  

術の確立のためには，有効性，安全性についての問題を  

解決することが不可欠である。本研究では，油汚染によ  

り措傷凍うけた海域の環境修復を図るために，有効なバ  

イオレメディエーション技術の開発ならびに生態系影響  

評価手法の開発を行う。  

〔内 容〕平成10年度は研究計画書に記範された課題  
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【成 果〕  

（1）バイオレメディエーションを活用した重油分蘭の   

高度化技術の開発  

1）生物由来油分散剤の開発  

トチ（マロニエ）の芙よりバイオサーファクタント  

（エスシン）を抽出・精製し，海水．尿素，グルコー  

ス，水それぞれに溶かし，濃虐と界面活性力の関係を調  

べた。エスシンは海水中においても強い乳化力を示し，  

従って．海域汚染への応用に有効であることが示され  

た。また，大量培養が可能である微生物が産生するバイ  

オサ【ファクダントについても検討した。バイオサー  

ファクタントであるスピキュリスポール酸を産出するカ  

ビ「ペニシリウムスピキュリスポラム」は，大量に産生  

するため培養容器に結晶が析出した。スピキュリスポー  

ル酸はi温水中ではマグネシウム塩となり，本塩は2－エ  

チルヘキサノールがコサーファクタントとして存在する  

と，非常に高い粘度を呈し，ゲル化した。50℃以上で再  

び液化する。本結果は10％濃度で得られたが，2％で  

も剛策にゲル化した。ゲル化の結果，試験管を逆さにし  

ても落下しないほどに強固に同化し，テトラデカン等の  

炭化水素が混在していても，ゲルの編み呂構造の中に捕  

集されてしまうと考えられる。これより，流出した沌の  

回収に有効利用できることが示唆された。   

2）油濁干潟装置を用いたバイオレメディエーション  

の有効性の検討及び環境への汚濁負荷に関する研究   

潮汐を再現した模擬油濁干潟装置から発生するCO2  

の安定同位体比から栄養剤（InipoIEAP22）散布によ  

るバイオレメディエーションの有効性を検討した。また  

油・砂を通過した流出海水の水質分析を行い，散布した  

栄養剤の流出について検討した。渦分解速度の促進効果  

は，栄養剤散布後約7日間認められ，対月引こ対して京大  

1．5倍であった。それ以後の分解速眉は低下し対照と同  

程度であった。また10日日までの栄養剤添加系の流出  

海水中の有機態窒素濃度は非添加系に対して高く，栄養  

剤に含まれる有機窒襲（尿素）がそのまま流出したと考  

えられたが，栄養剤窒素の全流出量10％前後であった。  

する塀填であっても比較的生息できるものの，重油によ  

る物理的な呼吸阻害等の指傷を受けることがわかった。  

また重油自体が大きな負荷となり浄化能の低下を引き起  

こすが，速やかに回復することもわかった。  

（3）兵庫県香住町佐古谷海岸部におけるナホトカ号流  

出重油の／くイオレメディエーション現場実証試験  

1）重油の分解評価   

ナホトカ号より流出し，海岸部に漂着した重油まみれ  

となった現場に存在する礫・石を一カ所に集め，栄養塩  

散布区と非散布区（対照区）に分けた。栄着塩散布区に  

は毎週栄養剤（lnipoIEAP22）を散布し，二週間ごと  

に重油の付着した礫・石を才采取した。試験期間は6～9  

月の3カ月間実施した。採取した礫・石より残存重油分  

を摘出し，各種機器分析を行ったところ，飽和・芳香  

族・レジン十7スファルテン各画分について，栄養塩散  

布区，非散布区（対照区）いずれの区においても有意な  

分解はみられなかった。個々の化合物の中でほ．ナフタ  

レン，フルオレン等の比較的低分子の芳香族化合物の顕  

著な分解がみられたが，その分解速度について，栄養塩  

散布区，非散布区（対照区）間での有意な差はみられな  

かった。   

2）野外試験区における栄養剤散布に伴う環境への汚  

濁負荷の検討   

栄養剤散布区（毎週散布），対照散布区及びその周囲  

の間隙水を週1回Zカ月間にわたって採取し，潜存態窒  

素・リン濃度の分析から栄養剤（InipoIEAP22）の周  

囲への拡散、海域への流出について検討した。リン濃度  

は栄養剤散布の影響は顕著ではなかった。一方，潜存態  

全窒素濃度は散布区で蓄積が認められ，調査終了時は対  

照区の約22倍に達した。また散布区周囲への拡散は，  

陸側で少なく海側で多い傾向が認められた。散布区より  

陸側の間隙水は常に塩分が低く，一方海側は海水に近い  

塩分であった。従って散布区直下に移動した栄養剤は，  

干満に伴って海側に拡散していたことが示唆された。   

3）栄養塩散布の微生物生態系に及ぼす影響評価手法  

の確立   

自然生態系の微生物群集の大部分ほ従来の培養法では  

検出・単経できないため，16S rl）NAの塩基配列に基  

づいた手法により，栄養塩散布による細菌群集構造の変  

化およびその回復について解析を行った。栄養塩を散布  

した地点，周辺地点，および非散布庄（対照区）から間  

（2）干潟モデルにおけるゴカイに対する重油の生態系  

影響評価   

実験室内でゴカイ存在下の干潟モデルを用いた重洞の  

生態系影響を検討したところ，ゴカイの存在により重油  

が底質へ浸透しやすい状態となり，ゴカイは重油が存在  
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隙水をサンプリングし，一般細菌の16S rDNAをPCR  

で増幅した後にDGGE（変性剤濃度勾配ゲル電気泳  

動）で分析を行った。サンプリングは栄養塩を散布した  

8，9月，および栄養塩散布を停止して3カ月経過し  

12月にそれぞれの地点にて行った。DGGEのパターン  

を解析ソフトで解析して系統樹を作成し，各地点，季節  

間での微生物群集構造の相違度を検討した結果，栄養塩  

を散布しなかった地点11に着日して時系列変化をみる  

と，バンドの相違性が9月の方が8月のそれより約  

20％増加していたが，散布停止後3カ月の12月では半  

分以下に低下した。これより散布区，非散布区の微生物  

群集構造が類似してきたことが明らかとなった。また  

DGGEパターンから多様性指数を算出し，それぞれの  

地点のサンプルについての時系列変化を調べた結果，8  

月では散布の中心地点での多様性が際立って低かった  

が，12月にはいずれの地点でもほとんど同一備になっ  

た。このことから．栄養塩散布が行われた区では特定微  

生物が生育・優占化した結果，多様性指数が低下し，12  

月では既に栄養塩濃度も元に戻り，散布しなかった地点  

と同様な微生物群集に回複したことが示唆され，影響評  

価を行うに有効な手法であることが示された。  

【発 表〕B－28，39，b－23，70，74．g－16，17，24  
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2．11国立機関公害防止等試験研究  

2．11．1有害金属の形態別分析技術の開発と地  

下水汚染機構解明に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：西川稚高  

化 学 環 境 部：中杉修身・柴田康行  

〔期 間〕平成8－10年度（1996～1998年度）  

〔目 的〕近年，様々な有害物質による地下水汚染が顕  

在化し，その対策が緊急の課題となっている。一昨年に  

水環境基準項目／環境基準値の見直しや強化が行われて  

以来，ヒ素等の基準値を超える地下水汚染が，全国的に  

見つかっている。例えば，現在修復対策の始まっている  

トリクロロエチレン等でさえ水質環境基準不適合率は，  

当初3～4％であったのに対し，ヒ乳 ホウ素等による  

その不適合率は環境庁の一次調査で既に10％を超えて  

いることが明らかになっている。ヒ素等は，多価元素で  

あり，その毒性や挙動は，存在形態によって異なること  

が知られている。また．処理技術の開発に当たっても，  

化学形態を考慮する必要があることは言うまでもないこ  

とである。こうした背景から，本研究は，ヒ素を中心と  

する有害元素による地下水汚染機構の解明について，存  

在形態を考慮した研究課題を立て，対象となる地方に密  

着した観測技術の確立と無害化／低減化技術の開発を昌  

指すものである。  

〔内 容〕全国のヒ素に関する地下水汚染の原因は，人  

為由来というよりも自然由来に困ることが多い。こうし  

た背景から，これまで得られている水質データの汚染源  

削因子解析とヒ素化合物の形態別分析法の確立，浄水処  

理技術の開発のためのベンチスケール実験，ヒ素化合物  

の毒性発現機構の基礎調査を柱とし，一連の共同研究  

を，福岡県，高槻市等地方自治体研究機関および国立公  

衆衛生院，国立医薬品食品衛生研究所と実施した。無機  

ヒ素およびモノメチルヒ素（MMA），ジメチルヒ素  

（DMA）の毒性について調査した結果，無機ヒ素化合  

物が，正常ヒト表皮角化細胞の増殖を促進すること，さ  

らに細胞榔直を促す低濃密の無機ヒ素化合物が当初増殖  

因子により活性化されるキナーゼとして固完された  

ERK（ExLracellular Signal－Regulated Kinase）のリ  

ン酸化を克進させることが明らかになった。さらに，無  

機ヒ熟二比べて毒性が低いとされてきたDNIAによって  

もERKのリン酸化が促進されることも判明した。この  

ように有害なヒ素化合物ほ，形態別にその存在量を正確  

に把捉されなければならない。環境水中に存在すると  

き，共存する濁貿に吸着することが知られ，本年度は．  

濁質物質によるヒ素分析精度への影響について調査し  

た。濁貿成分の代表として．粘土鉱物のカオリンおよび  

A批γ0り′∫古土ぶの死相胞を用いた。それらによる吸着量  

は，実地下水，河川水で考えられる濁質量変化に対して  

1”3ppb程度吸着することがわかった。環境水中のヒ  

素の低減化技術は，凝集処理による除去法，吸着法によ  

る除去法を検討した。凝集処理法における凝集剤は，硫  

酸アルミニウムと塩化第二鉄，硫酸亜鉛が有効であり，  

除去効率は．鉄系の方がアルミニウム系よりも無機態ヒ  

素（V価）の除去効果が高く，亜鉛系が最も低かった。  

吸着法は，活性アルミナ，セリウム系および鉄系吸着剤  

を使用した。活性アルミナ吸着剤では，ヒ素（V価）が  

効率よく除去（As／Al比，2，9mg／g）できた。鉄系吸  

着剤では，吸着効率がそれほど高くなく，As／Fe比  

0．11mg／gであった。セリウム系では．吸着剤単位容積  

当たり1，4g／Jであり，Ⅲ価V価の囲機ひ素が区別なく  

除去できた。その他膜ろ過法による除去方法も検討した  

が．無機態m価のヒ素が最も処理し難かった。いずれの  

方法も．1カ月以上効率よく実地下水を処理するミニプ  

ラントが現在でも設計可能なことから，実用プラントの  

稼働もそう遠くないと期待される。  

〔発 表〕B－90，92．b－180，188  

2．11．2 兵庫県南部地震による突発的負荷変動  

が大阪湾環境に与える影響に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：木幡邦男  

水土壌圏環境部：渡辺正孝・竹下俊二  

地球環境研究グループ：原田茂樹  

〔期 間〕平成8－10年度（1996～1998年度）  

〔目 的〕兵庫県南部地震により，阪神地区の下水，排  

水処理施設が大きな損傷を受けたため，未処理水，各棟  

廃棄物などによる流入汚濁負荷が増加した。このため総  

量規制の効果などで改善が進んでいた大阪湾の水質の再  

悪化が懸念された。特に，汚濁負荷の流人が集中する神  

戸地先では，水質等海域環境に大きな影響が出るものと  

考えられた。そこで，震災による流人負荷の変動や大阪  
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湾の水質及び生態系の変動を克明に調査し記録して，今  

往の対策の基礎資料を作成することを目的とした。   

また，突発的な負荷の変動と，それにより引き起こさ  

れる生態系の変軌 内部生産の増加．底層の貧酸素化な  

どの過程を正確に把握することで，富栄養化の機構解明  

を研究するための，ほかでは得られない貴重なデータの  

蓄積が期待された。さらに，過大な有様汚濁や栄養塩の  

負荷は底泥に蓄積され，後年にも影響が及ぶものと考え  

られた。そこで，流入負荷や底泥からの栄養塩回帰を考  

慮した大阪湾の生態系モデルを構築し，集積されたデー  

タを用いて生態系モデルを検証することを目的とした。  

【内 容〕  

（1）震災による大阪湾への栄養塩及び有機汚濁負荷増  

加の実態把握に関する研究   

河川から流入する栄養塩の負荷につき，増水時の負荷  

畳が大きいと言われてきたが，現在まで，極めてデータ  

が不足している。本年度は，兵庫県を流れ，大阪湾に流  

人する5河川（武庫川，東川，夙川，妙法寺川，明石  

川）で，平成10年7月一平成11年1月の増水時に5  

回，流入量及び流人負荷量の調査を行った。  

（2）震災後の大阪湾における生態系及び海域環境の変  

動把握に関する研究   

前年度に引き続き，本年度も長期にわたる震災の影響  

を調べるため，大阪湾にて5測点，播磨灘にて8測点を  

設定し，水質，生物量等の調査を平成10年5月～平成  

‖年1月に4回行った。播磨灘表層の水質は大阪湾表  

層に比べて良〈，例えばCOD値では，播磨灘表層の値  

は大阪湾表層の値の1／2程度であった。大阪湾の一測点  

では，水質や栄養塩の鉛直分布に見られる季節変化を測  

定したが， その中の溶存酸素とリン酸態リン濃度に，底  

泥からの溶出による水質への影響が認められた。このこ  

とは，夏季に大阪湾，播磨灘の各3地点で探泥し，底泥  

の酸素消費速度と底泥からの栄養塩の溶出量を測定した  

結果．確認された。大阪湾における底泥からの栄養塩溶  

出速度は，TNで31～45rng／mZ／day，TPで6．l”36  

mg／nlZ／dayであった。溶出実験21E＝∃におけるリンと  

窒素との比は，1：2．8となり，貧酸素状態の大阪時の底  

泥では窒素に比べてリンの溶出速度が大きいことが予測  

された。  

（3）震災による負荷増加が大阪湾環境に与える影響の  

評価に関する研究   

大阪湾・播磨灘を含む瀬戸内海全域を1kmメッシュ  

で区切った3次元流動モデルを構築した。大阪湾・幡磨  

灘について，計算された流速や，水温・塩分の水平・垂  

直分布は，実測値と良く一致し，負荷変動による大阪  

湾・播磨灘水質の変化を予測できるようになった。  

〔発 表〕b－141，g－45，46  

2．11．3 有用生物と資源を活用した汚濁水域の  

水質浄化・リサイクル・修復エコシステ  

ムの開発  

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平・水落元之  

〔期 間〕平成9～11年度（1997－2000年度）  

〔目 的〕環境への負荷の少ない持続可能な社会の構築  

を環境基本法では基本理念としているが，その創造のた  

めには「自立」「持続」「共生」の環境観に立った研究が  

必要とされる。それ故，汚濁負荷が流域内で生態系を保  

持しつつ，自己完結的に改善処理するリサイクル修筏シ  

ステムの確立は緊急を要する重要な課題である。しかし  

ながら，大量生産・消費・廃棄型社会のもと，生活環境  

からは排水や廃棄物が排出され，河川・湖沼・内湾にお  

いては環境資源性の著しい低下が引き起こされている。   

各種廃棄物の中には地域特性に依存する有用な資源が  

存在するが，これらを効率的に水質浄化 汚泥処理・再  

利用資源化を図ることで循環型地域完結システムの確立  

が可能になっていくものと考えられる。本研究では．微  

生物の代謝機構により汚濁物である排水を原料とした有  

用資源としての生分角牢性プラスチックの生成と水質浄化  

を連動させる相乗効果条件の解明や，有用微生物付着担  

体としての高密度機能強化微生物固定化リアククーの開  

発，カキ殻を充てんした有用水生植剛直某は，有用資源  

としてのセラミックス資源を用いた護岸システム，有用  

資源としての繊維廃材を活用した浄化ブロック・ネット  

による汚濁湖沼直接浄化システムなどを開発し，バイオ  

エンジニアリング，エコエンジニアリングによる高度水  

処理と余剰汚泥等の副産物の効率的活用を目指した総合  

的な水環境修復エコシステムを確立することを重要な位  

置づけとしている。  

〔内 容〕地域密着型環境研究としての本年度の粥川組  

みとしては，前年度に明らかにした各地域における水質  

浄化に有効な資源や生物を活用し，水域の汚濁状況に応  

じた浄化プロセスを開発することをめぎして，東京都，  

神奈川県，埼玉県，茨城県，福井県，広島軋 広島市，  

岡山県の地方公設試験研究機閥と，名古屋工業技術研究   
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所，国立環境研究所との連携のもと推進してきた。特に  

アルミニウム，カキ殻等の廃材の脱窒，脱リン効果の高  

い有用資源の材料選定と浄化能付加強化改善技術の組み  

込み方およびその評価を行ってきた。その中でも，カル  

シウムを主成分とするカキ殻を活用したセラミックス，  

セメントを活用した嫌気好気生物膜法では，好気槽に充  

てんすることでリンおよび窒素の吸着反応とともに，ア  

ルカリ度の供給により硝化細菌の活性が高まるため生物  

学的硝化脱塁反応を高度かつ高速に行えることが明らか  

となり，広島県，広島市などで問題視されているカキ養  

殖や生活排水に伴う汚濁水域の直接浄化対策として，大  

量に排出されるカキ殻の有効活用性を見いだした。ま  

た，廃アルミニウム缶を活用した電解脱リンプロセスで  

はステンレス性の棒にアルミ缶を串団子状に刺し生活排  

水処理システムに適用することで，BODlOmg／‖ユ  

下，TLNlOnlg／L以下，T－Plmg／l以下の処理水の得  

る上では100mA程度の電流が有効であることなどを明  

らかにした。さらに，水質浄化プロセスと連動した有用  

資源としての生分解プラスチックの生成に対し．潅流培  

養リアククーを活用することで乾燥菌体量を50－100  

g／Jに高めることができ，この汚泥中に含有する  

PαγαCOCCl15Sp．が生分解性プラスチックの生成に有効  

で，潅流培養リアクターの活用により生分解性プラス  

チックの大量生産技術として有効となりうることわかっ  

た。  

〔発 表〕B－35，38．G6，b－46，47，89，90  

る。また，名物であるヒメマスの漁獲量が著しく落ちこ  

み．ワカサギが増え，これが本湖の生態系を大きく変化  

させている。本研究では，十和田湖を日本の貧栄養湖沼  

の一つのモデルケースと考え，貧栄養湖沼の様々な利用  

を考慮した総合的な湖沼環境保全のあり方を提示するた  

めに，沖と沿岸域．各々の場での生物群集の相互の関係  

を解明し，生態系構造およびその機能を明らかにする。  

〔内 容〕十和田湖沖に生息する動物プランクトン．細  

菌の密嵐 植物プランクトンの総量を表すクロロフィル  

α濃度と透明度は，ヒメマスとワカサギ両種のtrophic  

cascade効果を極めて強く受けて変化していることがわ  

かった。つまり，ヒメマスの漁獲量が高い時期は，大型  

の動物プランクトンが優占し，これらの摂食圧が高いた  

め原生動物の密度が下がる。さらに原生動物の餌である  

細菌の量が増える。また，大型の動物プランクトンの活  

発な摂食活動により植物プランクトンの量が減り透明度  

が上昇した。一方，ワカサギの漁獲量が高い時期，もし  

くは双方の漁獲量が低い時期は，小型の動物プランクト  

ンが優占し，これらの摂食効率が悪いために植物プラン  

クトン畳も原生動物の密度も増えた。細菌の密度は減る  

が，結果として透明度は下がった。従って．十和田湖の  

水質や水産資源にとって，ワカサギを駆逐しヒメマス中  

心の生態系構造を取り戻すことが望ましいと考えられ  

た。   

過去20年にわたり蓄積されたヒメマスとワカサギの  

資源調査のデータを解析した。ヒメマス年級群の放流数  

と年紐帯漁獲放との間には密度依存的な共倒れ型の競争  

関係が認められ，放流致が1．918千尾のときに年級評漁  

獲数が重大（175，855尾）となると推荒された。ヒメマ  

スの新規加入率は放流数が1，062千尾に達するまではほ  

ほ一元（約10．9％）で推移するが，Z，000千尾を超える  

と急激に減少すると推定された。したがって．十和田湖  

におけるヒメマスの適正放流数は1，000千尾程度である  

と考えられた。ヒメマスとワカサギの柱間関係は，当歳  

魚問および2年魚以上の簾田間において，一方が増える  

と他方が減る関係にあることが示唆された。ヒメマスと  

ワカサギの漁獲量は，餌生物として重要なハリナガミジ  

ンコやヤマヒゲナガケンミジンコの密度に依存して変動  

するが，ワカサギは翌年春にのみ漁獲するために，その  

変化が1年遅れて現れると考えられた。  

2．11．4 生物間相互作用と湖沼の持続的利用を  

考慮した適切な湖沼保全のための基礎的  

研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：高村典子・加藤秀男＊  

（＊科学ほ術特別研究員）  

〔期 間〕平成10～12年度（1998－2000年度）  

〔目 的〕湖沼の水質は窒素とリンの現存量や負荷量と  

の関連で議論されてきた。一方で．魚類群集が食物連鎖  

の下位の動植物プランクトンの量や質を左右し，水質を  

変化させる事実も報告されている。しかし，日本の湖沼  

では，まだその実態は全く明らかにされていない。十和  

軌朴ま，近年COD値が環境基準値の1ppnlを越え透明  

度が確実に減少し，ウログレナによる赤潮が発生してい  
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2．12 環境基本計画推進調整費による研究  

2．12．1人口動態統計等を活用したダイオキシ  

ン類の健康影響，特に死亡に及ぼす影響  

評価のための緊急調査  

〔担当者〕環境健東部：小野雄司  

〔期 間〕平成10年度（1998年度）  

ほ 的〕人口動態統計調査死亡票を活用し，高濃度ダ  

イオキシン発生が疑われるゴミ焼却場を有する地域にお  

いてがん等による死亡率の上昇が見られるか否かについ  

て検討することにより，ダイオキシン汚染による健康影  

響に係る疫学的知見を収集し，環境庁で検討が開始され  

た「ダイオキシンに係るリスク評価」に資するととも  

に，疫学的知見を含めた総合的なダイオキシン対策の推  

進に資する。具体的には，（1）人口動態統計調査に基  

づく，市区町村別・死因別死亡率分布図の作成 （2）  

関東地区市区町村別，ゴミ焼却施設よりのダイオキシン  

類の排出量の算出 （3）ゴミ焼却場からの距離別・死  

因別死亡率分布図の作成を行う。  

【内 容）  

（1）人口動態統計調査に基づく，市区町村別・死因別  

死亡率分布図の作成   

人口動態統計調査死亡票（磁気テープ）に基づいて，  

過去20年間の主要死因について標準化死亡比（SM糾  

を算出した。  

（2）市区町村別，ゴミ焼却施設よりのダイオキシン類  

の排出量の推定   

平成8－9年度に厚生省が全国で実施した「ゴミ焼却  

施設排ガス中ダイオキシン頬濃度調査」結果に基づい  

て，関東地区の全市町村についてダイオキシン煩排出量  

（個別焼却炉ごとの年間処理能力×排出煙中ダイオキシ  

ン煩濃度／面積）を推定した。人口の集中する都市部に  

おいては，ゴミ処理量が膨大になることから，ダイオキ  

シン類の絶排出量が多くなることが推定された。  

（3）ゴミ焼却場からの距離別・死因別死亡率分布図の  

作成   

前記厚生省調査で比較的高濃度のダイオキシン発生が  

報告されたゴミ焼却場を選び，（∋数値シミュレーション  

により，排出源（ゴミ焼却場煙突）からのダイオキシン  

類の拡散を推定するとともに（∋当該地域を管轄する保  

健所において過去数年間の人口動態統計調査死亡票を閲  

覧し，より詳細な情報を入手し，得られたデータをもと  

に，ゴミ焼却場からの距離別に死因飢死亡率分布図を作  

成した。  
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2．13 国立機関原子力試験研究費による研究（原子力利用研究）  

2．13．1環境有害物質が雄性生殖機能に及ぼす  

影響評価に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：米元純三・曽根秀子  

環 境 健 康 部：青木廉展・大迫誠一郎・  

宮原裕一  

〔期 間〕平成10－14年度（1998－2002年度）  

〔目 的〕耗が国においてはかつての公害問題のような  

激甚な環境汚染は影を潜めたが，人為的な活動に伴い，  

さまぎまな媒体を通して多種類の有害化学物質が放出さ  

れ掛ナている。近年，内分泌撹乱作用に基づく有機塩素  

系化合物などの次世代への影響があらためて提起されて  

おり，ヒトの生殖への影響が懸念されている。   

本研究においては，体内のホルモンと類似の作用ある  

いはホルモンを制御する作用をすることにより正常なホル  

モンの機能を乱す環境中の内分泌撹乱化学物質（EDCs），  

ならびに日本人において体内への取り込み量が多い重金  

属（カドミウム等）が，どのような濃度でいかなるメカ  

ニズムにより雄の生殖機能に影響を及ぼしうるのかに関  

する実験的研究を行う。  

〔内 容〕異なる系統のマウス，ラットにダイオキシン  

類あるいは重金属頒を投与し，精巣等への蓄積量の解析  

と．精巣等への影響評価から量一反応関係を明らかに  

L，系統差，感受性を規定する要因を解析する。また，  

ダイオキシン頬，あるいは重金属の精巣および精子形成  

への作用メカニズムを精巣特異的タンパクの発現，精巣  

特異的遺伝子の発現を指標に解明する。   

本年度は異なる系統のラットにダイオキシンを投与  

し，ダイオキシンに対する生体の反応の鋭敏な指標とさ  

れる肝のCYPIAlmRNAの発現を定量的に測定し，  

系綻によりCYPIAlの誘導能に30倍以上の差のある  

ことを見いだした。また，ラットの精巣中のダイオキシ  

ン測定の条件検討を行った。  

【発 表〕B75  

〔目 的〕湖沼・内湾等で富栄養化が進行し生態系の遷  

移が引き起こされ，淡水域ではアオコが，海域では赤潮  

等の藻類が異常発生している。これらの藻類は温室効果  

ガスであるCO2を吸収固定化する主要な生物群である  

ことも事実であるが，これらの藻類には多くの有毒物質  

産生種があることを鑑みた場合，藻類種の制御が重要な  

位置付けとなり，このような観点から水界生態系におけ  

る藻蝮種の遷移機構を解明するには，個体群動態や物質  

循環を中心とした定量的な解析・評価を行う必要があ  

る。特に，藻類の代謝産物を起点とし細菌類，原生動物  

などの動物プランクトン類，さらに高次の捕食者へとつ  

ながる，いわゆる腐食連鎖系が水界生態系の中で重要な  

役割を担っていることが知られてきている。そこで，藻  

類，細菌，原生動物の3種から構成され腐食連鎖構造を  

持つマイクロコズムを構築し，その系内における炭素循  

環を放射性同位体をトレーサーとして用い完量化するこ  

とで富栄養化が水界生態系に及ぼす影響を物質循環と個  

体群動態の両側面から明らかにすること，さらに生態系  

の保全や地球温暖化対策に資する生態系モデルの開発を  

試み健全な水環境を創生することを目的に推進すること  

とする。  

〔内 容〕腐食連鎖系の構造を再現可能なモデル生態系  

として，一次生産者である緑藻cわねγg肋γl‡Jgαγiざ，細  

菌類としてPぶβ‡イd彿07∽5♪tり血捕食者として原生動  

物のりCJ励1肌g血げ0研αの3種の既知の生物種から構  

成されたマイクロコズム系を用い，この系内の炭素循環  

速度を定量化するために放射性炭素同位体をトレーサー  

として添加して検討を行った。その結果，この3種はサ  

イズの異なる3種のフィルターにより分画可能であり，  

各フィルター上の放射線量を測定し，計算により各生物  

に移行した放射性炭素量の経時変化を定量化することが  

可能であることが明らかとなった。そこで．本手法を用  

いることで，このマイクロコズム系における炭素循環と  

しては，緑藻C．γ11上郡γイの光合成によるCO2の炭酸同  

化を起点とし．光合脚寺の護簡代謝産物を基質とする細  

菌P．♪扉i血の増殖と，増殖した細菌の繊毛虫C・  

gね11C抑αによる捕食が主な在席であることが示され  

た。また，本マイクロコズムでは培養開始から約2週間  

以降は個体数変動が非常に小さい安完期となる特徴を有   

2．13．2 富栄養化が水界生態系における有害藻  

類の増殖および気候変動気体の代謝に及  

ぼす影響に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平  

〔期 間〕平成10～14年度（1998～ZOO2年度）  
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しているが，この安定期においても炭素循環は停止して  

いるわけではなく，藻類の一次生産速度と細菌による代  

謝産物の取込速嵐 そして原生動物による細菌の捕食速  

度は約100：10：1の速度比で炭素循環が起こっている  

ことと同時に，このマイクロコズム系内の溶存無機炭素  

量をpHとアルカリ寝から算出し，放射性炭素量の経時  

変化の測定値と併せることで炭素移動速度の絶対値を推  

算することができることが明らかとなった。さらに溶存  

酸素濃度やpHの連続計測値から求めたマイクロコズム  

系全体の生産速度と比較検討を行い本手法の精度検証を  

実施し，富栄養化が水圏の物質循環に及ぼす影響の定量  

化を行うための基礎データを得ることができた。  

〔発 表〕b－63，73  

影響評価に適した肺胞上皮組織同等体と考えられる。こ  

の単純化した培養系で，葎＝ル川とどの程度類似の病変  

を起こすことができるか，モデル実験を行い検討した。  

材判には，17＝ノ血か投与実験から，肺に炎症と緑維化を  

起こし，その過程で基底膜が損傷を受けることが知られ  

ているブレオマイシン（bleo）を用いた。   

方法としては，基底膜を形成したT2－Fgelに，0．1  

unit／mlbleoを2日間処理し，4日の間隔を置いて再  

びbleo処理を行った後2週間培養を継続して，基底膜  

の損傷と肺胞上皮細胞の傷害を観察した。その結果，  

bleo処理後1日目には，肺胞上皮の傷害及び基底膜の  

損傷は，認められなかった。4日目には．肺胞上皮のは  

く離はまだ認められなかったが，基底膜緻密板（LD）  

が一部断続的になり，基底膜の連続性が失われた。2度  

目のbleo処理後1日目には，細胞傷害はさらに拡大し  

た。上皮細胞の一部ははく離し，残っている細胞も薄く  

伸展する傾向を示した。また，広い領域にわたってLD  

が部分的に失われ，残っているLDの厚さも不均一化し  

た。2週間後には，上皮細胞の扁平化は一層顕著にな  

り，LDは摺曲し厚さも一層不均一化した。このような  

状況下においても，コラーゲン基質中の線維芽細胞は，  

移動や増殖等の活動が活発化する様子は認められなかっ  

た。   

T2－Fgel培養系に対するbleo処理において，in  

班∽投与実験と同様に基底膜の損傷を再現することがで  

きた。このことは，加γ血投与の際に認められる炎症  

性細胞の浸潤は，基底膜の損傷に本質的な役割を果たし  

ていないことを示唆する。在＝血川投与では，その後上  

皮の修復と平行して線維芽細胞の増殖と線維化が進行す  

るが，T2－Fgel培養系では．線維芽細胞の活性化を再  

現することはできなかった。この理由は不明であるが，  

bleoの濃度が高すぎて線維芽細胞の傷害が大きいため  

か，あるいは炎症性細胞が放出する成長因子や走化性因  

子が線維芽細胞の活性化に関与している可能性が考えら  

れる。  

〔発 表〕E－45，e－11，56～58  

2．13．3 環境化学物質に対するバイオエフェク  

トセンサーの開発  

〔担当者〕環境健廃部：持立克身・古山昭子  

化学環境部：仲間純子  

〔期 間〕平成7－11年度（1995－1999年度）  

〔目 的〕これまで，化学物質の環境汚染による生体影  

響の評価は，個々の毒性が危惧される物質について，主  

として動物実験あるいは培養細胞による毒性試験，およ  

び環境中における存在量の調査の手順を踏んで行われて  

きた。しかし，多くの化学物質が環境中に拡散しその複  

合汚染が進行している状況では，動物実験の信頼性の高  

さは認めつつも，迅速性の向上や複合暴露に要する時間  

ヤ労力等の軽減を考慮に入れた新しい毒性評価系の開発  

が望まれている。これに対処するには，動物実験と培養  

細胞の中間に位置する組織同等体を用いた毒性評価系が  

適当と考えられる。組織同等体とは，生体組織から個別  

に取り出した各種構成細胞と細胞外基質を組み合わせ，  

組織と同等の形質を有する細胞培養系に構築したもの  

で．従来の培養細胞の簡便さと迅速性を備えながら，他  

方生体組織と規似することから局所的な動物実験の特徴  

も備わっている。本研究では，両者の長所を兼ね備えた  

組織同等体を，環境化学物質の毒性評価に適した形に構  

築することを目指す。  

〔内 容〕肺線維芽細胞（F）を包捜したコラーゲンゲ  

ル上に］型肺胞上皮細胞（T2）を播種した細胞培養系  

（T2－Fgel）は，T2直下に基底膜構造を形成した。ま  

た，T2同士は互いに密着構造で結ばれ，大気汚染物質  

に感受性が高いⅠ型肺胞上皮様に扁平化することから，  

2，13．4 大気汚染物質の生体影響機構の解明と耐  

性植物の作出に関する研究  

〔担当者〕生物圏環境部：佐治 光・久保明弘・  

青野光子  

地域環境研究グループ：中嶋信美・玉置雅紀  
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〔期 間〕平成6－10年度（1994～1998年度）  

〔目 的〕大気汚染物質は，それ自身が生物に対して毒  

物として作用するだけでなく，酸性雨や地球の温暖化な  

どの原因となることから，その際去は環境保全上重要な  

課題である。一方柏軌二は大気汚染物質を吸軋 除去す  

る能力があるため，大気汚染物質の生体に及ほす影響を  

解明しつつ，植物の吸収能や耐性を高めることにより大  

気削ヒに積極的に活用していくことが期待される。   

これまでの研究により，オゾンや二酸化硫黄などの大  

気汚染ガスと接した植物では，エチレンが発生してお  

り，これが植物に生じる障害と深くかかわっていること  

が示唆されている。さらに，この大気汚染ガスによるエ  

チレンの生成は，その生合成のキーエンザイムであるア  

ミノシクロプロパンカルポン酸合成酵素（ACS）の活  

性化によってもたらされるらしいことが示された。そこ  

でこの酵素の遺伝子を梢物から単離し，その構造ヤ発現  

を調べるとともに，遺伝子操作により大気汚染耐性植物  

の開発を試みる。  

〔内 容〕大気汚染耐性植物作出法の開発を目的に，植  

物の大気汚染感受性に関与するエチレンの生合成の遺伝  

子操作による改変を試みた。トマトから単離した，オゾ  

ン誘導性ACSのeDNAを．カ1）フラワーモザイクウイ  

ルス35SプロモーターまたはGelvinらによって開発さ  

れたスーパープロモーターの下流にアンチセンス方向に  

つないでベクターに組み込み，リーフディスク法を用い  

てトマトヤクバコに導入した。得られた組換え植物につ  

いて，ノーザン解析を行った結果，35Sプロモーターを  

用いたものでは導入した遺伝子の発現によるmRNAの  

存在が確認されたが，スーパープロモーターを円いたも  

のでは．mRNAが検出されなかった。次に，遺伝子発  

現のみられた，35Sプロモーターを用いた方の組換え植  

物を，0．2ppmのオゾンと接触させ，生じた障害の程度  

を，タバコの場合には東面上の町視障害部位の面積率  

で，またトマトの場合には単位面積当たりの業組織の重  

さを指標に調べたところ，組換え体の系統により様々な  

オゾン感受性を示すことがわかった。エチレン合成の抑  

制により植物のオゾン耐性が高まることが予想されるた  

め，現在，対象の非組換え体よを）も高い耐性を示した系  

統に重点をおいて，その再現性ヤACS遺伝子の発現  

量，エチレン生成量などとの相関を調べている。  

【発 表〕B－94  

2．13．5 西シ（ごリア大低地から発生するメタン  

の起源同定のための計測技術の開発に関  

する研究  

〔担当者〕地球環境研究センター：井上 元  

大気 圏環境部：高橋善幸  

地球環境研究グループ：町田敏暢  

名 古 屋 大 学：森泉 純  

〔期 間〕平成6－10年度（1994－1998年度）  

〔目 的〕自然発生源からのメタンは大気中の二酸化炭  

素中の濃度を反映した放射性炭素を含んでおり，天然ガ  

スを担源とするメタンはすでに放射能を完全に失ってい  

る。この明瞭な遠いを利用して，大気中メタンに含まれ  

る放射性炭素同位体の濃度を測完することにより，湿原  

からの自然発生量と，化石燃料からの人為発生量との割  

合を求めることができる。  

〔内 容〕平成8年8月初句および平成9年2月に西シ  

ベリアのスルグートおよびポロトニコポにおいて，航空  

機により75m，2，000m，6，000mの高度で大気を1m3  

サンプリングしたが，全20サンプルの11c分析を終了  

した。高度6．000mのサンプルは1．8ppmのメタンに  

130p～Ⅰの一4cを含んでおり，これをバックグラウンド  

と考える。スルグートで冬季に採取した試料は3．2ppm  

のメタン濃度で，14cは82p～Ⅰしか含まれていなかっ  

た。これらのデータから，バックグラウンドに対して加  

わったメタンの80％は1‘】cを含まないメタンであると結  

論づけられる。ロシアでの天然ガス採掘・輸送量は12  

月から3月にピークを持ち，この時期の漏洩量が多いこ  

とが別の調査で明らかになった。したがって，冬季に  

バックグラウンド濃度に対し加わったメタンは，天然ガ  

スのパイプラインからの漏れに起因すると考えられる。  

2．13，6 GC－AMS：加速器による生体中，環境  

中微量成分の超高感度追跡手法の開発  

〔担当者〕化 学 環 境 部：柴田康行・田中 敦・  

米田 様・久米 博  

地域環境研究グループ：森田昌敏  

〔期 間〕平成9－13年度（1997－2001年度）  

〔目 的〕‖c等の放射性同位体は，生体中の様々な物  

質代謝経顕の追跡のためのトレーサーとして，また環境  

中の汚染物質の起源を探る有力なパラメータとして（現  

生生物が‖cを一定濃度含むのに対し石油石炭起源の物  

質は含まない）重要な役割を演じている。しかしなが  
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ら，従来の方法でほ，目的とする14c含有物質を手間を  

かけて分維・精製し，その中に含まれる11c量を滴体シ  

ンチレーションカウンター等の感度の低い分析手法で測  

定して追跡を行っていた。本研究では，】4c等の長寿命  

放射性同位体の先端的高感度分析手法である加速器質量  

分析法（AMS）と，微量成分の高度な分離手法である  

多次元ガスクロマトグラフ（GC）とを組み合わせて，  

生体中，環境中の微量化学物質中の微量放射性同位体を  

個別に追跡できる，新しい高感度な分析システムを開発  

することを目的とする。  

〔内 容〕平成10年度には，引き続きガスイオン源の  

実用化に関する研究を継続し，微量試料の手動導入装置  

を設置してイオン化に与えるキャリアガス流量なと各種  

パラメータの条件検討を開始した。また，分取キヤピラ  

1）－カラムガスクロマトグラフ（PCGC）及び大量試料  

導入システムを用いて．環境中の微量成分を単離するた  

めの条件検討を進めた。最適化された条件で炭素数の異  

なる一連のn－アルカン（nパラフィン）を含む試料を  

繰り返し注入して各化合物のリテンションタイムの再現  

性を確認した結果，C28前後より軽い成分では1秒以下  

のバラツキで再現性良く繰り返し分離の可能なことが確  

認できた。以上の結果をもとに津波堆積物や底質試料な  

どいくつかの堆積物試料を人手し，各成分分離のための  

条件検討と最適化を進めた。  

【発 表〕D－9  
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2．14 科学技術振興調整費による研究  

2．14．1総合研究  

（l）生殖系列細胞を用いた希少動物種の維持・増殖法  

の蘭発に関する基盤研究   

①鳥類での子孫個体繁殖率の向上に関する遺伝的解析  

〔担当者〕地域環境研究グループ：高橋憤司  

社会環境システム部：清水 明  

〔期 間〕平成10～12年度（1998－2000年度）  

〔目 的〕野生鳥類の絶滅は，環境要因による個体数の  

減少に始まり，末期には近交退化による不可逆的で急激  

な繁殖能力の低下によって加速されると考えられる。国  

立環境研究所動物実験施設には，鳥類の実験動物として  

ニホンウズラの近交系が系統維持されており，しかも近  

交退化の絶滅型と回復型とに分推している。そこで，ま  

ず近支系ウズラを用いて鳥類の近交退化メカニズムを解  

明し，次に野生ウズラで近交退化の事例を解析し，最終  

的には絶滅が庵供されている野生鳥類を救済するための  

具体的方策を検討するのが，本研究の目的である。  

〔内 容〕平成10年虔は，実験用ウズラを用いて近交  

化に伴う繁殖能力の変化を把握するとともに，近交系ウ  

ズラ間での交雑試験を行い雑種強執二よる繁殖能力の回  

複を回った。また，近交系ウズラの卵殻を改善させるた  

め，ミネラル添加装置を試作した。以下に，主な成果を  

示す。   

1）近交系ウズラ（H2及びL2系）の50世代にわ  

たる繁殖能力を解析した結果，R2系は絶滅型へL2系  

は回復型へ分離したことがわかった。すなわち，L2系  

のふ化率は43世代目で下降から上昇に転じており，近  

交退化を克服したことが考えられる。これからのモデル  

は，希少野生鳥類の繁殖能力を改善させるために有用な  

情報を躍供するが，本年度は適応度指数（産灘率×受精  

率×ふ化学×育成率）の有用性を検討した。その結果，  

育成率を除いても近交退化現象が解析できることがわ  

かった。   

2）近交系ウズラの卵形を画像処理し，卵形診断によ  

り近交退化の兆候を探ることが可能となった。近交退化  

によりH2系ウズラの卵形は標準値より著しく丸くなっ  

ており，サイズも10～20％は小さ〈なっていることが  

わかった。   

3）近交系ウズラ間で交雑した結果，ふ化学が明確に  

向上したペアは30％であり，近交化の進んだ交配では  

雌雄の相性（Nicking）が重要であることがわかった。   

4）鳥類は近交化に伴って，軟卵などの卵殻不良が多  

く，ふ化宰に悪影響を与えている。今回は卵殻改善のた  

めに，カルシウム添加装置を試作した。  

〔発 表】B81”83，b169  

（2）植物の環境応答と形態形成の相互調節ネットワー   

クの解明に関する研究   

①大気汚染ガスによる障害発生及び耐性の分子機構  

〔担当者〕生物 圏環境部：佐治 光・久保明弘・  

青野光子  

地域環境研究グループ：中嶋信実・玉置雅紀  

〔期 間〕平成9～11年度（1997－1999年度）  

〔目 的〕植物の大気汚染ガスに対する反応の解明は，  

ストレス状態下にある植物の遺伝子発現制御機構などを  

解明するためのモデルケースとなるだけでなく，大気の  

浄化や汚染物質のモニタリングに植物を有効に活用して  

いくための重要な情報となる。そのために，以下のよう  

な研究を行う。   

大気汚染による障害に関与していると考えられるエチ  

レンの生合成のキーエンザイムであるアミノシクロプロ  

パンカルポン酸合成酵素（ACS）の遺伝子（cDNA）を  

単離し，その発現を調べるとともにこれを植物に導入  

し，租換え植物を用いた研究により障害発生とエチレン  

の関係を明らかにする。また大気汚染ガス耐性の分子機  

構を解明するために，大気汚染ガスなどのストレス要因  

に対する感受性の高い突然変異体を選別し，その遺伝的  

及び生理的性質を調べるとともに原因遺伝子の単離を試  

みる。  

（内 容〕トマトのACSのcDNAをカリフラワーモザ  

イクウイルス35Sプロモーターの下流にアンチセンス方  

向につないで植物に導入し，トマトで26系統，またタ  

バコの品種SRlで9系統，Be卜W3で16系統の組換  

え体が得られた。これらのうちトマトとタバコのSRl  

由来の系統について，ノーザン分析を行った結果，導入  

した遺伝子が様々なレベルで発現していることがわかっ  

た。さらに，これらの系統のオゾン感受性を調べたとこ  

ろ，オゾンとの接触によって菜に生じた障害の程度には  
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系軌 個体間で大きな差が観察されたが，対照の非組換  

え植物よりオゾン耐性の高そうな組換え体が，トマトで  

2系統，タバコSRlで3系統得られた。しかしなが  

ら，今回の結果では個体間の耐性にばらつきが大きかっ  

たことから，これらの系統についてはその再現性を確認  

する必要がある。   

一方，シロイヌナズナの変異体は，現時点でオゾン感  

受性系統が，連中性子線処理されたものから8系統，  

EMS処理されたものから10系統，TDNAタギング系  

統から1系統得られている。また，光照射下での低温感  

受性系統（タギング系統）がユ1系統，過酸化水素感受  

性系統（タギング系統）が1系統得られている。これら  

のうち17系統について，種々のストレスに対する感受  

性を調べた結果，オゾンや低温にのみ特異的に感受性を  

示す系統と，複数の異なるストレスに感受性を示す系統  

とに分類できることがわかった。またさらに詳細な解析  

を行った結果，これらの変異体のうち低温下でのアント  

シアニンの蓄積が抑えられるものが9系統見いだされ  

た。低温光照射に感受性の11系統のうち，4系統がオ  

ゾン感受性であったことから，これらのストレスに対す  

る耐性機構に共通部分があることが示唆された。また，  

オゾン感受性変異体の中にアスコルビン酸含量が有意に  

低いものが1系統見いだされた。  

〔発 表〕B－94，Ⅰ十11，b－184，h－14～16，18  

モデルよりも高い解像度を実現する。全球モデルと領域  

モデルを結合（ネスティング）することによって，全球  

の整合性を持って計算された全球モデルの結果を領域モ  

デルに境界条件として与え，領域（例えば日本域）内で  

より高い解像度で精密な計算を行うことができる。これ  

により，関心のある領域に関してより高精度の予測が可  

能となる。このような精密な気候モデル計算を十分な速  

度で行うことを目的として，本計画では並列計算機上で  

全球気候モデルと領域気候モデルを最適にネスティング  

する技術を開発するための研究を行う。  

〔内 容〕本研究では，全球モデルと領域モデルを結合  

Lて実行する手法を開発し，結合したモデルの最適並列  

化を行う。領域モデルにはコロラド州五大学領域大気モ  

デ1）ングシステムCSU－RAMSを用いる。   

まず，領域気候モデルを分散メモリー並列スカラー計  

算機（IBM SP2）及びベクトル計算機（NEC SX4）  

でテスト実行し．実行効率の調査と効率を抑制している  

要因の検討を行った。テスト計算には水平50×50格  

子，鉛直23層でモデル時間1カ月の積分を行った。分  

散メモリー並列スカラー計算機上でのRAMSの並列実  

行テストでは，MPI並列化により8ノードで4倍から  

5倍の実行速度が得られることが明らかになった。ベク  

トル計算機上でのシングルノード実行テストでは，ベク  

トル命令実効比率は75ヲ‘と低〈，コードの改善の余地  

が大きいことが示されたが，さらに平均ベクトル長が  

16程度と著しく短いことが判明した。このような問題  

点をもたらすコnドの特徴を調査し，改善方法を検討し  

た。   

次に，全球モデルの出力データを領域モデルの格子点  

の値に変換する手法の検討を行い，データ交換インター  

フェイスのプログラムを作成した。この際，特に地形の  

起伏のある陸上の全球モデル結果を，地表面付近の鉛直  

解像度を劣化させることなく領域モデルの境界値データ  

として受け渡すことができるよう改良を行った。さら  

に，このインターフェイスプログラムを領域気候モデル  

の実効中に随時呼び出してデータ変換を行えるように領  

域気候モデルへの組み込みを行った。  

〔発 表〕f－‖  

（3）高精度の大気海洋及び固体地球の変動予測のため  

の並列ソフトウェア開発に関する研究   

①全球・領域気候モデルの並列処理環境におけるネス  

ティング技術に関する研究  

〔担当者〕大気圏環境部：江守正多・野沢 徹・  

神沢 博  

〔期 間〕平成10－」4年度（1998”2002年度）  

〔目 的〕並列処理技術の本格的導入による計算機の高  

速化・大規模化に伴い，今後10年程度で全球気候モデ  

ルの水平解像度は現在の数百kmスケールから数十km  

スケールまで向上することが考えられる。しかし，温室  

効果気体などの増加に伴う気候変動における地域スケー  

ルの気温や降水量などの変化を高精度で予測するために  

は，よ古川、さいスケールの大気擾乱や空清動 地形や土  

地被覆の影響などを表現できる水平解像度数km程度の  

領域気候モデルの活用が不可欠である。領域気候モデル  

では計算範囲を関心のある領域に限定することで，全球  
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（4）炭素循環に関わるグロー／リレマッピングとその高  

度化に関する国際共同研究  

1）衛星データを用いた海洋の炭素循環と－・次生産及  

び関連詣量のマッピングに関する研究   

①気候変動の一次生産及び関連諸星への影響評価に関  

する研究  

〔担当者〕化 学 環 境 部：柴田康行・米田 横  

地域環境研究グループ：吉永 淳  

〔期 間〕平成圧ト」2年度（1998～2000年度）  

〔目 的〕人間活動に伴う二酸化炭素等の放出による地  

球温暖化は，現代の地球環境問題の中でも重安な課題で  

ある。この解決のためには全球レベルの炭素収支の把握  

に基づく定量的な解析が不可欠であるが，現状では憎報  

は極めて不十分であり，正確な収支の推定が難しい。本  

研究では，衛星観測データに基づいて炭素収支の解析の  

ための基礎データの全球分布図を提出する（グローバル  

マッピング）ことを目的とし，そのための精査地域・海  

域として世界の熱源である西太平洋噴水塊（WPWP）  

周辺の精密測定と衛星データとの突き合わせをあわせて  

実施する。  

〔内 容〕百年一致百年にも及ぶ長期にわたって成長を  

続けるハマサンゴ頬のコア試料を解析して気候変動など  

の長期的な環境変化を読みとるための手法開発を進め  

た。海水温並びに塩分（主に降雨量によって左右）を反  

映するとされる酸素同位体を連続的に測定するための試  

料前処理ラインを作製し，安定同位体測定MSと結合し  

で性能評価を行った。－・方，主に海水温を反映するとさ  

れるサンゴ中のアルカリ土類元素比（Mg／Ca比並びに  

Sr／Ca比）の分析手法の一つとしてマイクロレーザー  

アプレーション法に着目し，その条件検討並びに測定精  

度の限界に関する研究を進めた。サンゴ試料をスラブ状  

に切り出して，その断面を数十ミクロン間隔で調べて  

いった結果，20－20数ショットをまとめて1回の測定  

とし，それを繰り返して得られたデータ（元素比）のバ  

ラツキの範囲は1～3％程度に収まり．通常の溶液測完  

と比較してもそれほど遜色のない精度を出せることが確  

認できた。  

〔発 表〕D－11   

2）衛星データを用いた陸域の炭素循環と一次生産お  

よび関連詣豊のマッピングに関する研究   

①渥地域における二酸化炭素吸収量推定手法の高度化  

に関する研究  

〔担当者〕社会環境システム部：山形与志樹  

〔期 間〕平成10～12年度（1998－2000年度）  

〔目 的〕遅原を始めとする陸域植生の二酸化炭素吸収  

量推定には，現存植生量と純生産量の推定が必要不可欠  

である。ここで湿原植生は生育空間を同一にした混合群  

落を形成し．周辺環境に応じて群諮内の構成比率を連続  

的に変化させ分布している。そのため，衛星データによ  

る観測では，1画素内に複数植生からの情報が混入し，  

かつ不均一であることから，農地ヤ森林における均一▲な  

対象のバイオマスや純生産量などの推定手法を適応する  

ことには限界が生じる。そこで本研究では湿原植生の二  

酸化炭素吸収量推定を最終的な目的とし，現存植生量及  

び純生産量推定の高精度化を行うため，湿原植生中最大  

のバイオマス量であるハンノキ林を始め，ヨシなどの複  

数植生が混生した群落において，分光画像を用いた各植  

生タイプ別のバイオマスを推定する手法の開発と検証を  

行った。  

【内 容〕ヨシとハンノキ群落を対象として，航空機セ  

ンサによる分光画像を用い，別に得られた樹冠面積，樹  

高等との比較を行った。テストサイトとしてハンノキが  

密生し高木林を形成している場所と，低木林でかつ疎な  

状態の2カ所を選完し，群落上を1／5000スケールで撮  

影した航空写真を用いた回化作業によF），200mX200nl  

の範囲内のハンノキすべてについて樹高を算出し，また  

樹冠をポリゴン化することで面積を求めた。これに航空  

機センサCASIの多重分光画像を重ね合わせた。ここで  

CASIとはItres Research社製の航空機用光学センサ  

で，400nmから900nmの領域を任意のバンド故に分光  

した画像を取得する。本データ取得時は地上分解能約2  

mx2mの10バンド分の分光画像を収録した。この画  

像を幾何補正し，航空写真により求めたハンノキのポリ  

ゴンデータに重ね合わせた。次に，画像データを20m  

X20mのメッシュ化し，このメッシュ内に相当する  

CASI画素（100画素分）の平均スペクトル値と，ハン  

ノキの樹冠面積比率，平均樹高の集計を行った。解析の  

結果，まず林分因子とCASI単バンドの観測輝度傭との  

相関を求めたところ，樹冠の面積比率に対しては700  

nmのCASI観測値との相関が最も高く．高い精度で樹  
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冠の面積比率を推定できることがわかった。逆にバイオ  

マスとの相関が高いとされる近赤外領域は相関が低い結  

果となった。これは，ハンノキは高木林を形成する場合  

と．立ち枯れ後に複数の幹が同一の根株から再生し，低  

木林を形成する場合があること，また樹冠面積比辛が低  

い場合には，ハンノキと混生群落を形成しているヨシの  

反射率がハンノキ群落を上回るためと推察できる。今後  

はヨシの反射スペクトルを考慮したミクセル分解のアプ  

ローチと，樹高及び樹冠面積からハンノキのバイオマス  

ヘの変換式を求め，バイオマス量の面的把握を目指す。  

を行っている。  

（1）掘削手法及び現場測定に関する研究  

l）掘削手法に関する研究   

平成10年度は，バイカル湖南湖盆のポソルスカヤバ  

ンク（水深210nl）で350nlの不撹乱柱状試倒の採覇に  

成功した。回収率は，96％以上であった。本諌捌こおけ  

る湖底深度掘削試料採取は今回で終了した。これまで  

に，以下の試料を採取 国際分配の後，輸入して測定・  

分析に供している。試科名の2桁数字は採取年を示す。  

長さ 底部年代  

”12m ”30万年  

】00m 60万年  

200m 500万年   

42m 未推定  

600m1500万年  

350m 末推定  

試料名  

表層（毎年）  

BDP－93   

BDP－96  

BDP97   

BDP－98  

BDP－99  

採取地点  

湖内全域（多数）  

プグルジュイカ沖  
アカデミシャンリソジ  

商湖盆  
アカデミシャンリソジ  

ポソルスカラバンク  

（5）パイカル湖の湖底泥を用いる長期環境変動の解析  

に関する国際共同研究  

（担当者〕化 学 環 境 部：河合崇欣・柴田康行・  

田中 敦・相馬悠子・  

水土壌囲環境部：高松武次郎  

地球環境研究グループ：功刀正行・森田昌敏  

科学技術特別研究員：南 浩史  

〔期 間〕平成7－11年度（1995－1999年度）  

平成10年度から第11期  

〔目 的〕世界最古のバイカル湖湖底堆積層の不柁乱柱  

状試料を採取し，物理・化学的，陸水学的，生物・生態  

学的測定及びデータの解析によって，ユーラシア大陸北  

東域の長期（－1000万年）気候・環境変動を再現す  

る。科学情報として極めて不十分な状態にある内陸域古  

環境変動に関する緻密で連続性の良い情報を得ることに  

よって，氷床柱状試料・海洋底柱状試料等によって検討  

されてきた地球環境変動の議論を補完する。ここでは，  

主として不撹乱柱状試料採取，堆積年代決走法，化学分  

析及びデータベースの構築を行う。  

〔内 容〕平成10年度は，バイカル湖の湖嵐堆積層か  

ら抹服した200nlの不撹乱柱状試料の測定・分析をほほ  

終了し，過去500万年程度のパイカル湖地域の気候や環  

境の変化を再現するための解析に着手した。また，前年  

度末に採取した600nl柱状試料の測定・分析に着手し，  

解析対象年代を1000万年程度に拡張した。地球の気候  

変動に与える地表条件の影響を考察する目的で，ミラン  

コビッチサイクルの検証や生物相変動（花粉，有機化合  

物，光合成色素など）との関連について解析を進めた。   

具体的には，以下のような研究課題を他省庁研究機  

臥 各大学と共同で設定するとともに，ロシア・アメリ  

カ・ドイツの研究者との共同研究で総合的な測定・解析  

（2）堆積年代測定に関する研究  

1）14c加速器質量分析法の応軌こ関する研究   

＝c等の長寿命放射性同位体の先端的高感度分析手法  

である加速器眉量分析法（AMS）と，微量成分の高度  

な分離手法である多次元ガスクロマトグラフ（GC）と  

を組み合わせて，新しい高感度な分析システムを開発  

し，堆積年代の決定等に用いることを目的とする。平成  

10年度は，ガスイオン漉の実用化に関する研究を継続  

し，微量試料の手動導入装置を設置してイオン化に与え  

るキャリアガス流量など各種パラメータの条件検討を開  

始した。また，分取キヤピラリーカラムガスクロマトグ  

ラフ（PCGC）及び大量試料導入システムを用いて，環  

境中の微量成分を単離するための条件検討を進めた。最  

適化された条件で炭素敬の異なる一連のn－アルカン  

（n一パラフィン）を含む試料を繰車返し注入して各化  

合物のリテンションタイムの再現性を確認した結果，  

C28前後より軽い成分では1秒以下のパラソキで再現性  

良く繰り返し分離の可能なことが確認できた。以上の結  

果をもとに津波堆積物ヤ底質試料などいくつかの堆積物  

試料を人手し，各成分分離のための条件検討と最適化を  

すすめた。   

2）1nBe加速器質量分析法及び古地磁気年代法の併   

用による1千万年年代決定に関する研究  

1000万年絶対堆積年代決定法の新規確立をめぎし  

て，底質試料中の拍Be／2βAlの測定法を頗適化する。  
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一t）Beでは，底質試料の桂皮1Z5〃m以下の部分を開いる  

こと，密度補正を行うことなどによって，負荷量変動に  

関する情報が改善されることが明らかになった。また，  

26Alが底質粒子の表層に吸着されていることに着目し  

て．段階的溶解法を検討し，岩石の主要成分元素である  

27Al（安定同位体）に対する比で数十倍の濃縮ができ  

た。これらの結果，バイカル湖の湖底堆積層中の26AI  

は古地磁気年代に対応してほほ理論減衰曲線に沿った濃  

度変化を示すことが示されつつある。  

（3）地質学的手法による環境変動解析に関する研究  

1）堆積物の物性測定による環境変動解析と気候変動  

要因に関する研究   

2）湖水面変動と掘削試料による流域環境変化に関す  

る研究   

3）徴化石群集変動と水域環境変動要因に関する研究  

（4）化学的手法による環境変動解析に関する研究  

1）無機元素及び生元素安定同位体測完による環境変  

動解析の研究   

湖沼堆積物の無機成分（元素組成）は過去に湖内や流  

域で超こった生物・化学・物理反応の結果を化学化石と  

して保存していて，気候変化と連動した生物生産量ヤ外  

来物質流入量の変払 底層水や堆積物表層での酸化還元  

状態の変化，地殻変動（湖盆の移動や水深変化）の影響  

などを記録している。したがって，堆積物の元素組成  

を，初期続成イ乍用の影響なと牒十分考慮して解析すれ  

ば，そこから古環境に関する有用な情報を抽出すること  

ができる。ここでは，バイカル湖で採取した堆積物コア  

中の約40元素を1CPAES，ICPrMS，中性子放射化分  

析などで定量し，バイカル湖堆積物の無権成分特性を明  

らかにするとともに，元素の鉛直濃度分布から．過ま数  

百万年～一千万年の間の湖，流域，及び地球規模の環境  

変化を推定する。また，堆積物中の生元素安定同位体や  

光合成色素の分析なども行い，結果を総合的に考察して  

古環境を復元する。   

平成10年度は，1996年冬にアカデミシャンリソジで  

採顆された約200rn長のロングコア（BDP96－1＆2；  

爵深部は約500万年前に相当）と湖全域から採取した約  

30cnl長の表面泥コアの元素組成を分析し，以下の結果  

を得た。（D約300万年前を境にして大気循環が大きく変  

動した。②ミランコピソチ周期が元素組成にも反映され  

ていて．卓越する周期は元素桂によって異なった。例え  

ば，Coとl・1fでは2，3万年周期が，Ca，Ti，Cu，及び  

むloでは4．1万年周期が，そしてAl，Fe，hlg，M町他  

9元素では10万年周期が卓越した。③330”500万年前  

の期間にKの顕著に高い時期があり，気候が温暖化して  

植物生産が増大した可能性が示唆された。（むNInとFe  

濃度には時々スパイク状の変動が見られ，増加期には地  

震活動などが活発化して熱水が湧出した可能性が示唆さ  

れた。⑤表面泥コア中の6元素（Ca，Mn，ZIl，Co，  

Cしl，及びSr）の濃度の関数は水深と極めて良い相関  

（「＝0．968）を示し，古水深の予測に使用できることが  

わかった。（む∂13cの変動はEmilianiが∂1Soの変動か  

ら予測した気候変動と良く対応した。（カ光合成色素は約  

70mの探さまで検出され．その変動は，生物起源珪酸  

塩の変動と調和的で．湖内の生物生産量の変動を表し  

た。（参植物プランクトン棟を複元するのに有用な指標化  

合物であるステリルクロリンエステルがバイカル湖の堆  

積物中で検出された。   

生物を構成する主要元素である炭素及び窒素はそれぞ  

れ2つ以上の安定同位体を有する。同位体は化学的性質  

は同じだが重さが違うため，存在状態が変わるとき，例  

えば植物による吸収や捕食者による消化吸収などによっ  

て存在比の変化（同位体分離）が起こる。底質中の炭素  

及び窒素の同位体比を測定した結果，氷期一間氷期など  

の気候変動サイクルに対応していると思われる同位体比  

の時間変動が検出された。   

2）有機化合物測定による環境変動解析の研究   

湖底堆積層中の光合成関連色素（フェオフイチン，カ  

ロチン）について化合物レベルの存在景変化を測定し  

た。これらの色素は植物の種類によって構造が異なるた  

め、気候の変化とともに主要植物群がどのように変化す  

るのかが議論できる。湖底表層（現在）の化合物組成と  

の比較が必要となってきた。  

（5）生物学的手法による環境変動解析及び生物進化に  

関する研究   

1）植生変遷に関する研究   

2）DNA解析による生物群集変動及び生物進化の研  

究  

（6）総合解析及びデータベース構築に関する研究   

1）シベリア・極東地域の気候変動既存データベース  

構築及び大気大循環モデルとの比較研究   

2）植生変遷及び生物進化データベースの構築に関す  

る研究   

3）総合解析及びバイカルデータベース運用に関する  
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研究   

日本一ロシアにミラーサイトを置く国際共同データ  

ベースのハードウエアの構築（第一段階）を完了した。  

運何滴での基本構造として，一般公開／プロジェクト内  

共有／個人・グループコアの3層構造を議論し，国際合  

意した。これを土台としたデータベースの構築を行う。  

使用したハロゲン化メチルの観測を立ち上げ，相模湾上  

空における鉛直分布の季節変動測定を開始した。大気の  

サンプリングはステンレス製キャニスターを使用して，  

500～γ000mの6高度で行っている。  

〔発 表〕D－4Z，d－43．45   

②光化学モデルを用いた成層圏オゾンの長期変動の研  

究  

【担当者〕地球環境研究グループ：秋吉英治  

〔期 間〕平成10－11年虔（1998－1999年度）  

〔日 的〕ピナツポ火山爆発後の大気に見られたよう  

に，火山性エアロゾルの成層圃での増加は，気温やオゾ  

ンをはじめとする大気化学成分の変動を引き起こす。こ  

の変動は，大気中の二酸化炭素やメタンなどの温室効果  

ガスヤフロンガス濃度が現在の値から変化した場合，ど  

のように異なってくるのだろうか？また，それにはどの  

ような過程が働くのだろうか？光化学一放射結合数値モ  

デルを用いた実験を適して，大気中の複雑な過程を個別  

に及び総合的に調べることによって，火山爆発後の光化  

学過程を温室効果気体の増加との関連において明らかに  

することができる。本年度の目的は，成層圏下部から対  

流圏上部にかけてオゾン収支に影響を与える臭素系物質  

を1次元光化学一枚射結合モデルに新たに導入し，現在  

の大気微量成分の濃度でピナツボエアロゾル実験を行  

い，オゾンの年々変動を調べることである。  

〔内 容〕これまで本研究所で開発してきた1次元光化  

学一放射結合モデルに，新たに臭素系の反応に関するス  

キームを開発し，約50種類の光化学反応を新たにモデ  

ルに導入した。このモデルを20年間分走らせ，モデル  

の完常状態を得た。オゾン全量は．臭素系物質をモデル  

に導入したことにより，約3，5％減少した。これは，臭  

素系物雲引こよるオゾン破壊サイクルが成層圏下部及び対  

流圏上部で働くためである。この定常状態から，ピナツ  

ポ火山爆発による成層圏エアロゾルの増加実験を行っ  

た。オゾンは，火山爆発後約1年で極小となり，オゾン  

全量は約4．8％減少した。今回新たにモデルに導入した  

硫酸エアロゾル上での不均一反応，BrONO2＋H20→  

HOBr十HNO3の反応が，このオゾン減少に与える影響  

は大きく，その反応係数の現時点での推奨値を用いる  

と，この反応を導入することよってオゾン減少が約2倍  

に拡大された。この結果は，反応係数の信頼性とともに  

まだ検討の余地がある。また，オゾン減少はエアロゾル  

（6）成層圏の変動とその気候に及ぼす影響に関する研究  

1）成層圏の素過程の研究と大気微量成分の変動解明   

①成層圏オゾンに影響を及ぼす臭化メチル等の起源と  

動態に関する調査研究  

〔担当者〕化学環境部：横内陽子  

〔期 間〕平成10～11年度（1998～1999年度）  

〔目 的〕成層圏オゾン破壊に寄与する臭化メチル等海  

洋起源ハロカーボン濃度の観測を北半球高・中・低緯度  

城において継続し，その季節変動，年々変動を明らかに  

する。さらに，航空機を利用してハロカーボン類の鉛直  

分布を調べる。これらのデータを基に海洋起源ハロカー  

ボンの濃度分布と発生量の変動要因を解析する。最終的  

には，成層圏変動が海洋からのハロゲン化メチル発生量  

に及ほす影響とそのフィードバック効果の予測に結び付  

ける。  

【内 容〕1）北太平洋，北極域（アラート），亜熱帯  

城（波照間島）の3地域において大気中ハロゲン化メチ  

ル濃度の定期観測を継続して，季節変動データを蓄積し  

た。高緯度における塩化メチル濃度は平均よりも低〈  

（約500ppt），その季節変化は大気中の反応性に対応し  

たもので発生源の直接的影響は見られなかった。塵熱帯  

の波照間島における塩化メチル濃度は高緯度のものに比  

べて約20ヲ占高く，より大きなバラツキを示した。別課  

題で実施された船舶調査からも熱帯の島近傍で高濃度の  

塩化メチルが観測されたことから，その発生源として海  

洋よりむしろ熱帯域の島の重要性が示唆された。この塩  

化メチルが主に熱帯から放出されるという考えは従来の  

説を大きく変えるものであるが，海洋起源説の場合のい  

くつかの矛盾点（海洋面積が異なるにもかかわらず，南  

北両半球で分布が対称など）を解決することができる。  

また，発生源がプランクトンか海水中の光化学的生成で  

あるか評価が分かれていたヨウ化メチルに関して，生物  

活性より，海水温あるいは日射量との相関が見られたこ  

とから，後者の化学的生成機構を支持した。   

Z）航空宇宙技術研究所との共同研究として航空機を  
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層の存在する大気が暖められているかどうかにも敏感  

で，温度をエアロゾル層増加前の値に固定した数値実験  

では，オゾン減少は，3．2％にとどまった。また，エア  

ロゾル層によって太陽光が散乱されその散乱光によって  

大気微量成分の濃度が影響することも考えられるが，太  

陽光強度をエアロゾル層増加前の値に固定した数値実験  

によって，オゾン全量への影響は小さいことがわかっ  

た。  

〔発 表〕a－2   

理解する。また，「極渦の孤立性が高まる」ことは，「極  

洞内の空気と低緯度の空気との混合が小さい」ことを意  

味し，以下の2つの過程が働くことを意味する：「低緯  

度からの熟輸送が′」、さい→低温→オゾン破壊」；「低緯  

度からのオゾン輸送が′トさい→低温」。両者の過程とも  

低オゾン低温度の状態を招き．極渦の孤立性がさらに高  

まると考えられる。この両者の過程の寄与の大きさを評  

価する。   

本年度の研究内容：1996／1997年北半球冬において  

は，極渦が非常に安定で異常に長期間持続した。この期  

聞古二環境庁開発のILASセンサーにより取得されたデー  

タ，特に，空気運動のトレーサーとなる長寿命不活性気  

体である亜酸化窒素（N20）データを解析した。データ  

処理アルゴリズムが改訂された1LASのN20のデータ  

が等混合比の値を取る高度を日々追跡することにより，  

極洞内で確かに下降運動が起こっていたことを見いだ  

し，その値としては，改訂前のバージョンの値（約1  

km／month）に比していささか小さい値を得た。この運  

動だけで極渦と極渦外との空気交換が起こるとすると，  

極渦中の空気粒子の滞留時間が1年近〈になるような大  

きさである。定量的に確信を得るためには，さらなる  

データ質評価が必要である。一方，極渦の内外の水平混  

合の度合いを評価するために，気象データを使用した多  

数の空気粒子（数万個）のトラジェクトリー解析を行っ  

ているが，本年度は，前年度に行った方法を時空間分解  

能の細かい気象データによって解析するための準備を  

行った。  

〔発 表〕k－2，F－4－15，f－12～24  

2）成層圏変動の気候への影響に関する解析及びモデ  

ルを用いた研究一衛星データ等を用いた解析的研究   

①衛星データ等の解析による極渦構造の変動メカニズ  

ムの解明  

〔担当者〕大気圏環境部：神沢 博・菅田誠泊  

地球環境研究グループ：笹野泰弘  

〔期 間〕平成10～11年度（1998－1999年度）  

〔目 的〕本研究の目的は，成層圏極渦の構造，極渦の  

孤立性の機構を力学的解析によって理解することであ  

る。倖渦の構造は，オゾン，温室効果ガス等の分布を決  

める大きな要素であり，それらの分布は，直接的には放  

射過程を通して，間接的には放射過程によって規定され  

る成層圏の温度分布，さらには，温度と密接な関係があ  

る風の分布を通して気候へ影響を及ぼす。   

成層圏の温度分布は，基本的にはオゾンによる紫外線  

の吸収加熱と二酸化炭素．オゾン，水蒸気の赤外放射冷  

却のバランスによって定まっている。大気の連動による  

力学的な熱の輸送，さらには．オゾン等の物質の輸送  

が，その温度分布を変化させる要因となる。成層圏の極  

渦とは，冬季に西から東に吹く強い風（極夜ジェットと  

いわれる）が低温の極域を取り巻くように1充れている様  

をいう。極の真上からみれば，北半球では左回りの渦，  

南半球では右回りの渦ができている。放から冬にかけて  

発達し，南半球においては春．11月頃まで持続する。  

北半球においては．通常3月頃まで持続する。南半球の  

極渦の方が強く．かつ，持続期間も長い。南極域におい  

てオゾンホールが発達するのは，この極渦の性質のため  

である。  

〔内 容〕問題意識：極渦の空気の入れ代わi）の楼構お  

よびタイムスケール（極渦の孤立性）を特定する。その  

際，上下方向の交換（成層圏対流圏間の空気粒子交換）  

および緯度方向の交換の両者に着目し，両者を統一的に  

（7）物質関連データ（生体影響，食品成分，表面分   

析）のデータベース化に関する調査研究   

①生体に悪影響を与える環境汚剰二伴う化学物質の  

データベース化に関する研究  

〔担当者〕化学環境部：中杉修身・白石寛明  

〔期 間〕平成9～10年度（1997”1998）  

〔目 的〕化学物質は様々な経路を通じて生体に様々な  

リスクをもたらすが，環境汚染を通じての微量の暴露が  

もたらす環境リスクはその中でも重要なリスクの一つで  

ある。環境リスクを評価するには，考性データとともに  

暴露量の予測に関するデータの整備が必妾である。本研  

究では，暴露量の評価に必要な環境濃度やその予測に必  

要なデータを収集し，データベース化するとともに，そ  
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れを利用したリスク評価システムを構築するため．第1  

期において作成した化学物褒データベpス（Kis－Plus）  

をインターネット上に公開し，他の機関とのデータベー  

スとのデータの共有を図る。また，文献調査によるデー  

タ収集を行うとともに，既存データの少ない項目につい  

ては，推算を行ってデータを作成する。データベースか  

ら欠落している農薬などの物質群に関するデータベース  

をKisPlusデータベースとの統合を考慮しつつ作成す  

る。また，暴露シミュレーションモデルや，リスク評価  

算弦プログラムを作成し，これに必要な毒性情報などの  

人力を行うとともに，環境濃度データのデータベース化  

に必要な地理情報システム（GIS）の設計を行う。  

〔内 容〕第1期において，EUの既存化学物質デー  

ターベース（IUCLfD）と神奈川県の化学物質安全情報  

システム（KIS－NET），さらに，約5千データの水・オ  

ククノール分配係数（Kow），生態毒性などのデータ，  

発がんのユニットリスク，許容摂取量などの情報を追加  

したデp夕べースをKis－Plusとして掟供した。この  

Kis－Plusをいくつかの機関においてインターネット上  

で分散して管理することが可能となるように設計を見直  

し．国立環境研究所等でWWW上にて閲覧サービスの  

適用を開始した。大気や水質基準などの各種の法規制な  

どをWWW上にリストできるようにし，CAS番号で  

上記データベースと統合した。また，外部データとの  

ネットワーク化を促進し，CAS番号で物質を特定する  

サイト（米国EPAのIRISなど）には，直接内容を参  

照できるようにした。さらに，情報が少ない傾向があっ  

た農薬に関するデータベースを作成した。対象とする農  

薬を原体名（3，322件），農薬名（2，608件），商品名  

（6，176件）．原体の含有量，農薬の県別出荷量（1992～  

1998年度まで）を入力し，原体の県別使用量の表示．  

その農薬の商品名の一覧，成分および含有量を表示する  

ことができるようになった。   

人間活動，環境中への汚染負荷の排出量，環境汚染の  

状態とリスクを総合的に記述するために，OECDで環  

境経由の人及び環境生物への暴露評価に妥当と評価され  

ているモデルであるMultiPhase Non－Steady State  

EquilibriumModel（MNSEM2）を地域特性を考慮し  

た予測モデルに改変した環項リスク評価モデルを作成し  

た。本モデルは，特性値の変動性や不確かさにより1桁  

程度の不確実性を有すると考えられた。  

〔発 表〕D－27，d－33  

2．14．2 生活・社会基盤研究  

（1）内分泌傾乱物質による生殖への影響とその作用横  

構に関する研究   

1）内分泌柁乱化学物質の計測手法及び評価手法の開  

発   

①内分泌撹乱物質の高感度分析手法の開発と環境中濃  

度の把握  

〔担当者〕化学環境部：白石竃明  

〔期 間〕平成10－12年度（1998－2000年度）  

〔目 的〕分泌系撹乱が危惧されている物質を物質の性  

状に応じて分類した後，水，底質および水生生物を対象  

とした包括的な測定法を確立する。標準物質を用いてガ  

スタロマトグラフ四重軽質量分析計（GC／QMS）で分  

析可能と考られる物質群に対する最適なGC条件を検討  

するとともに，検量練の種乳 内部標準の種類，定量下  

限，検量線の直線性，ピーク形状，保持時間の変動など  

の基礎デp夕の収集を行い，精度管理されたGC／QMS  

による一斉分析法として確立する。ステロイドホルモン  

の高分解能GC／MS分析法や，界面活性剤の代謝物など  

揮発性が少なく測定が困難な物質の分法に，LC－MSを  

応用し．その有用性を明らかにする。高感度，高選択性  

が要求される物質に対しは，GC－AEDによる元素選択  

的分析法（有機金属化合物など），負イオン化学イオ化  

GC／MSによる分析法（有機塩素系化合物）などを補足  

的に用いる。この分析を用いて，下水処理場周辺など発  

生源の調査や都市河川，湖札 内湾などにおける上記物  

質の環境濃度や分布状況の把握を行う。  

〔内 容〕負イオン化学イオン化GC／MS法によるフェ  

ノール性内分泌指乱物質の分析を検討した。ビスフェ  

ノールAを用いて試薬の種類（無水トリプルオロ酢酸，  

無水ヘプタフルオロ酪酸および無水ペンタフルオロブロ  

ビオン酸），反応条件の検討を行った。トルエン中で，  

60℃，30分間加熱することで，いずれの試薬でもほぼ  

定量的にアシル誘導体化することができた。無水トリフ  

ルオロ酢酸では十分な感度を得られず，無水へプタフル  

オロ酪酸および無水ベンダフルオロブロビオン醸による  

誘導体化は，NCIで高感度であるが，試薬に由来するフ  

ラグメントイオンが強く現れ，他の負イオンの相対強度  

は非常に小さかった。しかし，弱い強度ながら対象化合  

物に由来する負イオン（例えばエストラジオールのペン  

タフルオロプロピオン酸ジエステルでm／z417rM－147］，  

397［417－HF］）が生成し，これらイオンを用いればppb  
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以下の測定が可能であった。   

また，HPLC一電気化学検出器による高感度分析法の  

開発を試みた。ビスフェノールAを用い，ク【ロメト  

リソク型の検出器（4チャンネル）では，印加電圧を  

200mV，400mV，520mV，580mVとした場合，5ZO  

nlVのピークが最大であった。また，各チャンネルのシ  

グナル比から物質の定性が可能であり，検出下限値は2  

pg以下と推定された。アンペロメトリック型の検出器  

では，印加電圧を上げるとピーク面積もほほ直線的に増  

加し，950nlVでは850mVのユ0倍程度になった。印加  

電庄900mVでの定量下限値は，10pg（0．2ppb．50FLL）  

程度であった。どちらの検出器を剛、てもおよそ0，2ppb  

程度の濃度までなら濃縮操作なしで直接導入による分析  

が可能と考えられたが，実試料の分析には妨害ピークが  

認められ，クリーンナップ操作が必要であったため，閻  

相カラムによる精製法を検討した。  

【発 表〕d－14－16   

Taqmanブロープを設計した。また，PCRによる定量  

ための標準品として用いるため，エストラジオールを投  

与したマミチョグの肝臓より，ビテロゲニンmRNAの  

フラグメントを上記の範囲でクローニングした。この  

eDNAO．049ngから100ngの4倍希釈系列を用い1）ア  

ルタイムPCT法により増幅曲線を得た。得られた増幅  

曲線で指数増幅領域にあるPCR生成物（蛍光強度）を  

一定とするPCRサイクル放と標準サンプルの初期量に  

より検量線を作成したところ，よい直線性（相関係数が  

0．999）認められ，マミチョグでのビテロゲニンnlRNA  

の微量定量が可能なことが示された。また，メダカの卵  

股タンパク質の前駆体であるコリオゲニンHとβアク  

チンのPCRプライマーおよびTaqmanプロ，プを作成  

し，ビスフェノールA（3．2ppb－2ppm，6区画）に  

ふ化後140日まで暴露したメダカの肝臓中のコリオゲニ  

ンHとノラアクチンmRNAの測定を行った。   

メダカよりビテロゲニンを精製し，抗体を作成した。ま  

た．メダカコリオゲニンモノクローナル抗体を作成するた  

めに，メダカコリオゲニンに特有（GKPSl）PSRKTRE）  

および相同性（Cl・IYPRKHNVSS）の認められるアミノ  

酸配列を選びペプチドを合成し，ペプチド抗体の作成を  

開始した。また．コリオゲニンの精製を試みた。HPLC  

によるピテロゲニンの定量法について検討を加え，細孔  

を有しないカラムと蛍光検出を用いることにより高感度  

化された。   

水生昆虫である糸トンボをビスフェノールAで暴露  

し，繁殖障害に関する知見を得た。  

〔発 表）d－13  

②魚等の生物に対する内分泌撹乱作用の生物検定法の  

開発  

〔担当者〕化学環境部：白石寛明  

〔期 間〕平成10－12年度（1998～2000年度）  

〔目 的〕内分泌撹乱作用の検定生物として魚煩などの  

水生生物を選び，内分泌撹乱物質により誘導されるバイ  

オマーカーの高感度計測，魚類への行動影響，ライフサ  

イクル試験などによる新しい生物検定法を作成する。数  

種の魚類を用い，内分泌撹乱物質の暴露により発現する  

タンパク質やmRNAをバイオマーカーとして検出する  

生物検定法を確立し，短期間の暴露で高感度に影響を検  

出できるものとする。内分泌系撹乱のバイオマーカーと  

してステロイド代謝酵素であるP450aromヤ雌に特異的  

なタンパク質であるビテロゲニンに焦点を当て．各タン  

パク質やそのmRNAの定量法をl）アルタイムRT－PCR  

法で検討する。また，タンパク質の定量には免疫化学的  

手法や機器分析法を剛－る高感度測定法を開発する。ま  

た，ミジンコ， エビなど各種水生生物を用い生殖・繁殖  

影響を評価するライフサイクル試験法や魚の生殖に関係  

した行動などを指標とした検定方法を確立する。これら  

の試験法を用いた暴露試験により用量一反応関係を求  

め，試験法の評価を行う。  

〔内 容〕マミチョグでのビテロゲニンmRNAの発現  

をRT－PCRにより定量するためのPCRプライマー及び  

（参内分泌撹乱物質の情報科学的研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：森田昌敏  

〔期 間〕平成10～12年度（1998－2000年度）  

【目 的〕①文献学的に報告されている内分泌撹乱物質  

を拾い出し，その物質についての国内外の情報を収集整  

理する。このための情報デ←夕べース化のためのフォー  

マットを確定し，また本研究で実施する各研究からの研  

究成果情報のフィードバックを可能とする。（むアルキル  

フェノール規及び塩素化フェノール類をモデル物質群と  

し．魚の生物試験系を用いてその内分泌撹乱作用を定量  

的に測定する。また，これらの物質群におけるエストロ  

ジュン分子との分子構造類似性を指数化する方法を検討  

し，内分泌棺乱作用との重適合性を調べる。  
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〔内 容〕①情報データベースについては，物質の物理  

化学的性状．生産量用途，環境ホルモン作札 一般的な  

毒性，法律的規制等の項目について情報を収集整理する  

こととし，そのフォーマットを確立した。①血1Ji如の  

ハイスループット7ツセイ系として蛍光偏光度を用いた  

スクリーニング法の応用の検討から開始した。   

バキュロウイルスによF）作製した絶技えヒトER一α  

と蛍光標識したガンド（ESl）が複合体を形成する  

と，分子運動が線Ⅰ引こなる結果，蛍光偏光度が大きくなる  

原理を用いて測定する。本実験では，市販装置（Beacon  

2000）を用いて．いくつかのフェノール性化合物につい  

て競合結合性試験を行った。その結果ほとんどすべての  

フェトル性化合物は弱いながらエストラジオールと結合  

競合することが明らかとなった。またニトロフェノール  

のように長波長域に吸収を持つ物軌ま測定を妨害するこ  

とが明らかとなっている。   

本実験で得られる情報が，生体における内分泌撹乱作  

用と直接リンクしている訳ではないが，多数の化学物質  

のスクリーニング法として利用できるものと考えられ，  

またフィールド試料中の女性ホルモン様物質の検索にも  

利用可経と考えられる。   

性状（連動率・精子運動速度）なども解析した。これら  

の情報をもとに．組織細胞生物学的解析から，物質投与  

によって明らかに変動のある遺伝子を探り当て，その遺  

伝子および細胞を今後の研究計画におけるバイオマー  

カーとする。  

〔内 容〕  

1）Bispher10l－A（BPA）の精子・精巣への影響   

BPA200mg／kg／dayを成熟放ラット（13週齢）に  

6日間経口投与し．投与開始8日目（D8）と36日目  

（D36）に解剖した。その結果，投与群においてD8で  

は精子運動率は増加し，精子運動速度を示す指標  

（VAP・VSL）は減少した。DSP・SRについてはD8  

では変化がみられなかったが．D36においてともに減少  

傾向にあった。組織学的検索では，投与群のD36にお  

いて精子発生を行っていない精細管が観察された。その  

精細管では生殖細胞が観察されず，ほとんどがセルトリ  

細胞で占められていた。これらの結果から，BPAが成  

熟個体精巣においても精子発生に何らかの影響を与える  

ことが示唆された。   

2）Vinclozolinの精子・精巣への影響   

Vjnclozo】jnを成熟雄ラットに25mg／kg，50mg／kg，  

100mg／kgの用量で，6日間連続で投与し，D8，D36  

に解剖した。その結果，D8では対照許に比べて精子連  

動率は濃度依存的に増加した。一方，精子運動速度を示  

す指標は対照群に比べて濃度依存的に低下した。DSP・  

SRには変化がみられなかった。一方，D36では25  

mg／kg投与群で対照許に対する精巣上体重鼠精嚢腺  

重量の低下，精子連動率の低下およびDSP・SRの低下  

が認められた。しかし50nlg／kg，100mg／kgにおいて  

ほ有意な差はみられなかった。また，P450sccによる  

免疫染色ではD8において問質のライデイツヒ細胞に対  

する強陽性反応が観察された。以上の結果より  

Vinclozolinは，精巣上体精子の運動能に関して即時的  

に克進する作用があること，また，精巣に対しては精子  

形成の抑制効果があることが示唆された。   

2）内分泌撹乱の発現メカニズムの解明に関する研究   

①性ホルモンレセプターと結合する化学物質の内分泌  

撹乱のメカニズム  

〔担当者〕環境健康部：遠山千春  

〔期 間〕平成10－12年度（1998－2000年度）  

〔目 的〕内分泌撹乱物質がいかなる作用機序でほ乳類  

の生殖機能に異常を発生させるのかを明らかにするため  

に，ラット・マウス個体あるいはその生殖腺細胞の培養  

系を用い，内分泌撹乱作用によって生じる精子形成にか  

かわる遺伝子レベルの変化と，それに伴う生殖細胞特異  

的な分子の党規変化を検索する。特に性ホルモンレセプ  

タn（ER・AR）を介した影響に焦点を当て，生殖影響  

のメカニズムを解明する。   

本年度は性ホルモン受容体への結合および内分泌撹乱  

作用の報告されている物質であるBispheno卜A（エス  

トロゲン作用あるいは抗エストロケン作用）および  

Vinclozolin（抗アンドロゲン作用）を成熟雄ラットに  

投与し，精子・精巣・副生殖腺への影響を解析した。一  

日精子産成量（DSP），精巣上体精子数（Sf～）の変化  

細胞運動アナライザ（lVOS）を用いた精巣上体精子の  

②巻貝の性転換の機構の解明  

【担当者】地域環境研究グループ：堀口敏宏  

化 学 環 境 部：白石寛明  

〔期 間〕平成10～12年度（1998～ZOOO年度）  

〔目 的〕船底塗料などとして使用されてきた有梯スズ  

化合物によt）．ごく低濃度でも特異的にインポセックス  
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と呼ばれる生殖器異常／生殖機能障害が巻貝類に引き起  

こされることが明らかにされてきた。しかしその詳細な  

誘導・発現機構は明らかでない。ここでは巻貝類のステ  

ロイドホルモンとその代謝経路や機能を明らかにし，比  

較内分泌学的に巻貝類の特殊性を検討することを目標と  

する。また内分泌柁乱化学物質がステロイドホルモンや  

インポセックスに及ほす影響をi了＝ノi〃0試験により観察  

する。さらに雌へのペニス形成に深くかかわるとされる  

脳一側神経節ヤ足神経節の構造や機能についても検討を  

試みる。本年度は，無脊椎動物の内分泌に関する既往知  

見の整理とともに，巻貝類のステロイドホルモンの測定  

手法について検討した。また巻貝頒の中枢神経系の組織  

学的構造を観察した。  

〔内 容〕軟体動物の内分泌に関する知見は脊椎動物に  

比べてはるかに少なく，ステロイドホルモンや神経ペプ  

チドに関する知見がいくつか得られているものの，ある  

特定の種（アメフラシやモノアラガイの一種）にほほ限  

定されている。軟体動物のステロイドホルモンは脊椎動  

物のそれと同等あるいは同様の生合成経路を持つとされ  

るが，軟体動物が持つステロイドホルモンの構造を化学  

的に詳しく同定した研究報告は少ない。神経ペプチドに  

ついて，産卵ホルモン（ELH），背方体ホルモン（DBH），  

及び貝類インシュリン様ペプチド（MIPs）が知られて  

いる。   

インポセックス誘導接構に関する仮説として，①アロ  

マクーゼ阻害説 ②脳神経節障害説 ③硫酸包合能阻害  

説が提出されているが．いずれの仮説にも疑問点が残さ  

れており，インポセックス誘導・発現機構の全貌を詳し  

く説明するには至っていない。巻貝類固有のステロイド  

ホルモンの同定や機能解析とともに巻貝頒固有のステロ  

イドホルモン受容体などに関する研究が必要と考えられ  

た。   

高分解能ガスクロマトグラフ質量分析計（HR／GC／MS）  

を用いてテストステロン，プロゲステロンおよびエスト  

ラジオールー17′9などの各種ステロイドホルモンのマス  

スペクトルを得るとともに，雌雄別のイポニシの生殖巣  

からのエタノール抽出／濃縮液や固相摘出試料の  

HR／GC／MSによる分析，測定を行った。   

10％ホルマリン固定／パラフィン包塩／Kluber－BarL  

rel－a染色により作製したイポニシ組織標本を光学顕微  

抗で観察した結果，中枢神経系として頭部後方に食道の  

周囲を取り巻いて左右一対の脳神経節，側神経節および  

足神経節が認められ，これらの前方に口球神経節，後方  

に食道上部並びに下部神経節が観察された。いずれも青  

く染まる顆粒を有する細胞で占められる部分と髄質と見  

られる部分から構成され，互いに連絡していると見られ  

た。最大の神経節は食道下部に位置する足神経節であ  

F），多数の足神経が伸びていた。   

③内分泌撹乱物質による器官形成不全の解明  

〔担当者】地域環境研究グループ：曽根秀子  

〔期 間〕平成10”12年度（1998－2000年度）  

〔目 的〕生殖系・内分泌系臓器においては，細胞の分  

化・増殖を性ホルモンが制御している。   

胎生期のホルモン変化が発生・発達過程における器官  

形成に影響を及ぼす。本研究は，生殖系・内分泌系臓器  

の機能維持にエンドクリン撹乱物質がどのような悪影響  

を及ぼすかをヒト・ほ乳煩組織等を用いて，分子メカニ  

ズムの基盤を明らかにする。そのために，性ホルモン受  

容体に応答して特異的に発現するような遺伝子を検出  

し，単離した遺伝子の器官形成にかかわる機能を調べ  

る。  

〔内 容〕研究方法は，マウス胎児脳のゲノム中から，  

ゲノムーフィルター結合法を利用して，内分泌撹乱物質  

に特異的に応答する遺伝子の検索及び解析を行う。具体  

的には，①マウス胎児脳からのゲノム抽出と至適制限酵  

素によるゲノム・フラグメントプールの作成。②DNA  

結合領域を含むエストロゲン受容体タンパク質断片の大  

腸菌による生合成及びそのタンパク質の精製，ニトロセ  

ルロースフィルター上でのDNA結合領域に対する遺伝  

子のスクリーニング。③エストロゲン受容体との結合領  

域を含むフラグメントを有するプラスミドの構築及び標  

的遺伝子の解析と遺伝子の選択を行う。④国立がんセン  

ター研究所で確立された新規アッセイ系を用いて，器官  

形成に影響する内分泌撹乱物質の検索を行う。①phlP  

あるいはフタル酸エステルを妊娠ラットあるいはマウス  

に経口投与し．器官形成過程における胎児の脳及び生殖  

器系への影響を解析する。平成10年度は①，⑦につい  

て行った。  

ー169－   



3）生物界における内分泌掩乱物質の実態の解明に関  

する研究   

①巻貝等における内分泌撹乱の実態の解明  

〔担当者〕地域環境研究グループ：堀口敏宏  

化 学 環 境 部：白石寛明  

〔期 間）平成10～12年度（1998－2000年度）  

〔目 的）本研究では，国内の巻貝類を中心とする水生  

生物における内分泌指：乱の実態の解明を目標とする。巻  

貝類のうち，インポセックスが観察されている種（新版  

足類および中腹足類）とそれ以外の種（原始腹足類）を  

対象に，内分泌撹乱や個体群減少の実態を解剖学的手  

法，病理組織学的手法並びに水産資源学的手法を用いて  

明らかにする。またステロイドホルモンの測定手法が確  

立されれば，それの応剛二よる性成熟周期の評価につい  

ても試みる。明らかな内分泌撹乱もしくは個体群減少が  

認められる場合には，周辺の環境中における内分泌撹乱  

物質の有無について水・底質試料に対する生物検定や各  

種環境試料の化学分析を通じて検討する。また環境中の  

内分泌撹乱物質による暴露量評価も試みる。またその種  

の内分泌撹乱や個体群減少の主因が内分泌撹乱物質であ  

ると考えられるかどうかについて，他の潜在的要因（生  

物的並びに非生物的環境要因）の影響も含めて．相関性  

や寄与率などの検討を行う。さらに因果関係を明らかに  

するための莫験を必要に応じて実施する。  

〔内 容〕神奈川・油壷においてユ990年以降，ほほ毎  

月継続的に実施してきた定期調査のデータを解析した結  

果，イポニシの生息量が1996年頃からやや増加したよ  

うに見られたが，インポセックスの出現率は100％の状  

態が続いており，湾内のイポニシではRPLIndexも横  

這いのままであった。また輸卵管が閉塞した，産卵不能  

の重症個体が個体群のほとんどを占める状態が続いてお  

り，産卵期でも産卵がほとんど観察されない状態も続い  

ていた。こうしたインポセックス症状の重さに殻高によ  

る差異は認められなかった。体内有機スズ含有量も殻高  

による差異が明瞭でなかったが，小型個体においてトリ  

体が高い場合が見られた。また本調査期間（1990－1997  

年）中のイポニシ体内トリプチルスズ含有量の減少率は  

1／2－1／3程度であり，海水中のそれ（1／10程度）に比  

べて小さかった。油壷のイポニシ個体群は，外部からの  

浮遊幼生の加入に依存して維持されている個体群である  

と推察された。   

バイの生殖巣組織標本（雄43検体，雌92検体（う  

ち，インポセックス76検体），計135検体）を検鑓した  

結果，雌雄の生殖細胞の発達過程がそれぞれ5段階およ  

び4段階に分けられた。種々の発達過程にある生埴細胞  

の組織内分布に基づいて生殖巣組織の発達段階をスコア  

化し，毎月の雌雄各標本の平均値をプロットして性成熟  

の周期性を評価した結果，雄では明瞭な成熟盛期を持つ  

生殖同期が認められたが，雌では成熟盛期が不明瞭で  

あった。また雌92検体中の6検体（雌1検体とインポ  

セックス5検体）で卵巣の精巣化および卵巣における精  

子形成が認められた。したがって，バイの産卵量減少の  

背景に晰二おける卵巣の成熟不全と卵躾での精子形成に  

伴う卵形成能の低下／喪失があったものと推察された。  

またバイのインポセックス個体の卵巣中有機スズ濃度と  

ペニス長が正相関したことから，バイのインポセックス  

が有機スズにより引き起こされた可能性が高いと考えら  

れた。  

〔発 表〕B－124，128，133～136，b－220，222～225，227，  

229，231，232   

②淡水水生生物における内分泌撹乱の実態の解明  

【担当者〕地域環境研究グループ：森田昌敏  

横 浜市立大学：井口寮泉  

〔期 間）平成10－12年度（1998～2000年度）  

（目 的〕本年度ほ，内分泌碩乱物質の首都圏の河‖に  

おける淡水魚類の生殖に与える影響を知るため．以下の  

項目に沿って解析を行う。①首都圏の河川及び，汚染の  

少ないと思われる河川での時期，場所を変えた淡水魚類  

の採取を行う。採取は腎臓，肝臓，脾臓などの臓器や，  

生殖腺及び血掛二ついて行い，以降の解析に用いる。②  

①で得られた生殖腺の組織切片を作製し，生殖細胞や生  

殖腺自体に異常が認められるかを確認する。また各臓器  

の組織切片も作製し，生殖以外にも異常があるかを確認  

する。③採取した魚種のビデロゲニンに対する抗体の作  

製及び，①で得られた血液中の性ホルモン及びビデロゲ  

ニン量の測定。血液中のビデロゲニンの量を測定するた  

め，採耶した魚種の卵を用いてビデロゲニンの精製を行  

い，それに対する抗体を作製する。ここで得られた抗体  

を用いて，ウエスタンプロソティング法により血沌中の  

ビデロゲニンの検出を行う。④河川水中及び底質におけ  

る化学物質濃度の測定，河川水及びその底質より化学物  

質の摘出を行い，液体クロマトグラフィー等を用いた解  

析を行う。  
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が長く，また生態系の上位に位置し食物連鎖過程で各種  

有機汚染物質を高濃度に蓄積しやすいため，影響を受け  

やすいと考えられ，実際に欧米を中心として多くの報告  

が出されている。本研究では鳥類に対する各種内分泌撹  

乱物質の汚染実態を明らかにし，その生体影響を探るこ  

とを目的として，各地の営巣地の実態調査，特定の営巣  

地における詳細な生態調査．有機塩素系化合物，有機ス  

ズ，鉛，プラスチック添加剤等の内分泌撹乱物質の汚染  

実態などの解明に関する研究を行う。  

【内 容〕平成10年度は北海道利尻島で有害鳥獣駆除  

事業に合わせてウミネコの繁殖実態調査を行うとともに  

ウミネコの成風 卵等の試料を入手し，有機スズ化合  

物，多環芳香族炭化水素（PAHs）等の分析を進めた。  

同時に，1983～1992年に採取され，本研究所スペシメ  

ンバンクに保存されていた環境庁生物モニタリング試料  

のうち東京湾で採取されたウミネコ試料を分析し，歴史  

的な変化を明らかにした。GCAEDという高感度な手  

法で測定することにより，1g以下の生殖器一つ一つに  

ついても，サブppbの定量下限で有機スズ化合物の分  

析を行うことができた。その結果，筋肉部に比較して明  

らかに脂肪，肝臓，生殖器中有機スズが高いこと，特に  

ジブチルスズについては生殖器が最も高い数値であるこ  

とが明らかとなった。有機スズはトリフユニル，トリプ  

チルいずれも80年代に高く，規制を開始した90年前後  

にかけて急速に減少している様子が明らかとなったのに  

対し，PAHsは績やかに漸減する傾向を示した。   

〔内 容）発生中における外因性のエストロゲンの作用  

について明らかにとするため，女性ホルモンである17  

′9－エストラジオールを含む溶液中（終濃度10－10，  

108，10－6M）で卵から椎魚まで飼育し，ふ化率，生  

存率，体長及び体重をふ化後2週間ごとに測完するとと  

もに，生殖腺及び骨組織の組織観察を行った。その結  

果，エストロゲン処理群では．ふ化率，生存率ともコン  

トロール群に対し，濃度依存的な低下を示した。ふ化後  

4～8適齢での体長，体重及びふ化後8週齢での外部形  

態を調べたところ，101仙4処理群ではコントロール群  

に比べ体長，体重，外部形態に変化はないのに対し，  

10－8～Ⅰ処理群では体長，体重ともに有意に′トさく，ま  

た，背曲がl），眼球突乱 体表模様の消失等の形態異常  

が多く観察され，すべての処理個体において上記のいず  

れかの形態異常を持つことが明らかとなった。またこれ  

らの骨標本よj），全身の骨で硬骨化が抑制されていた。  

次に8週齢での生殖腺の組織観察を行ったところ，コン  

トロール群では雄雌の比が6：4なのに射し，10－8M  

処理群では96％が雌で，4％が未分化であった。ま  

た，10司M処理詳ではすべての個体が雌になった。さ  

らに，エストロゲン処理を行った群にのみ精細胞，卵細  

胞も形成されていない生殖腺を持つ個体や，卵巣の問質  

細胞が異常増殖している個体が出現していた。以上のこ  

とから発生中へのエストロゲンが形態異常，骨形成不  

全，性転換，卵巣の問質細胞の異常増殖を引き起こすこ  

とが示された。   

エストロゲン様活性を持つ化学物質であるノニルフェノー  

ル，ビスフェノールーA（2．5，5mg／g Body Weight）  

を雄成魚の腹腔内に2日間連続で投与し，3日目に肝臓  

を探顆した。肝臓からRNAを抽出し．ビテロゲニン  

nlRNAの党規をノーザンプロット法を用い解析した。  

その結果，雄肝臓でのビテロゲニンmRNAは，コント  

ロール群では見られずエストロゲン，ビスフェノールー  

A，ノニルフェノール投与群で発現していた。したがっ  

て，これら2つの化学物質がマミチヨダに対しエストロ  

ゲン様活性を持つことが確認された。   

垣）性腺・精巣組織における内分泌撹乱の英態の解明  

〔担当者〕地域環境研究グループ：森田昌敏  

東 京 大 学：碇  泊  

帝 京 大 学：梅田 隆  

京 都 大 学：森 千里  

自 治 医 科大学：香山不二雄  

産業医科学大学二川本健弘  

〔期 間〕平成10－12年度（1995－1997年度）  

〔目 的〕精巣中に残留する各種内分泌掘乱物質の測定  

を高分解能質量分析法を用いた分析法を確立し，それを  

用いて，その濃度についての予備的な知見を得る。また  

脂肪組織に残留する内分泌撹乱物質についても高分解能  

質量分析法を用いて分析する手法を確立し，その濃度に  

ついての予備的な知見を得る。   

一方で，環境ホルモンの影響により発生しうると考え   

③長寿命生物における内分泌撹乱の英態の解明  

〔担当者〕化学環境部：柴田敢行  

〔期 間】平成10－12年度（1998～2000年度）  

〔目 的〕環境中に放出された内分泌撹乱物質による野  

生生物の生殖影響が懸念されている。中でも鳥敷は寿命  

一171  



られる精子数の減少，精巣の組織学的変化 子宮内膜症  

等について実態を明らかとするとともに内分泌撹乱物質  

との関連を明らかとする。  

〔内 容）脂肪組織中の内分泌稽乱物質濃眉の測定法に  

ついて検討を行った。代表的な物質として，ビスフェ  

ノールA，ノニルフェノールがあるが，これらの物資の  

脂肪からの分離精製は困難であり，アルカリ分解法等，  

新たな精製法を行った。   

精巣中の有機スズをスズに特異的に応答する検出原子  

発光検出器を用いて測定する手法を確立した。本法はス  

ズに特異的であり，そのガスクロマトグラフ上の応答は  

ほとんどスズ化合物であることが明らかとなった。予備  

的な測完では，魚介軌二蓄積して生殖阻害を引き起こす  

とされるトリプチルスズ及びトリ7ユニルスズは検出さ  

れなかったが，その代謝物と考えられるジブチルスズが  

数l）pbのレベルで存在することが示された。これの持  

つ意味は現在の段階では不明である。また未知のピーク  

が見られ別種の有機スズの汚染を暗示する結果となって  

いるが，今後同定を急ぐ必要がある。  

も多い。細菌，寄生虫感染との関連性，ダニなどの他の  

アレルゲンとの接触をはじめとする生活環境にかかわる  

諸因子など，スギ花粉症の発症・増悪を修飾する可能性  

がある因子は数多い。本研究はこれらの点を明らかにす  

ることを目的とする。  

〔内 容〕まず，学童の花粉症の感作・発症状況を把握  

するために，前年度に引き続き，茨城県北部および東京  

都区内の各1′ト学校の学童約1000名について，花粉  

症，その他のアレルギー疾患の症状，既往歴等に関する  

質問票調査と特異IgE抗体検査（CAP RAST法）を実  

施した。抗体検査は症状の有事削こかかわりな〈保護者の  

承諾を得た学童（全体の約7割）について実施した。性  

別・学年別の陽性率（CAP RASTスコア2以上）は東  

京地区（男）で29．3％，東京地区（女）で21．8％，茨城  

地区（男）で40．5％であり．茨城地区（女）で37，4％で  

あり，スギ花粉飛散数が多いと考えられる茨城で男女と  

も高率であった。学年では大きく変動しており，全体的  

には学年が上がるにつれて高くなる傾向が見られた。   

ダニおよびスギIgE抗体の陽性宰をみると両者とも  

に陽性である割合は茨城地区，東京地区ともに男子が女  

子よりも高い傾向がみられた。すなわち，ダニIgE抗  

体陽性率では男女差が大きかった。また．東京地区では  

スギのみ陽性である割合は小さいが，茨城地区では1割  

程度スギのみ陽性の者がおり，スギ花粉への暴露の程度  

が反映していることが示唆された。   

さらに，他の分担研究者が実施しているスギ花粉症の  

住民健診で得られたデータを解析して修飾園子の検索を  

行い，定量的なリスクファクターの評価を試みた。  

【発 表〕B－103，b【205．206   

（2）スギ花粉症克服に向けた総合研究  

1）スギ花粉症の発症・増悪メカニズムの解明に関す  

る研究   

①修飾因子の疫学的解析  

〔担当者〕地域環境研究グループ：新田裕史  

〔期 間〕平成9－11年度（1997～1999年度）  

〔巨 的〕スギ花粉症の発症・増悪にスギ花粉自身が最  

も大きな役割を果たしていることは明白であるが，スギ  

花粉以外にスギ花粉症の発症・増悪にいかなる因子が関  

与しているかについては不明な点が多い。年齢について  

はこれまで30歳代が最も有病率が高いとする報告が多  

かったが，最近は若年層での有病率の増加を指摘するも  

のも多い。有病率の年齢分布の違いは一敗に感受性の違  

いと考えられるが，スギ花粉症の場合にはスギ花粉飛散  

致が増加し始めた時期と出生年代との関係やライフスタ  

イルの変化などいくつかの解釈があり得る。修飾因子の  

ひとつとして注目されている大気汚染，特にティーやレ  

排出粒子の及ぼす影響についても実験研究と疫学朝究の  

結果は必ずしも一貫していない。アレルギー疾患につい  

ては世界的に増加傾向にあるとされ，都市化や環境汚染  

との関連性が示唆されている。しかしながら，これらの  

因子の関与を明らかにするためには疫学方法上の問題点  

②修飾国子の実験的検証  

〔担当者〕環境健康部：藤巻秀和  

〔期 間〕平成9－11年乾（1997－1999年度）  

〔目 的〕スギ花粉症の発症・増悪，あるいは抑制の機  

構は非常に複雑であり，大気汚染，感染，食事などの外  

的因子の影響が大きいと考えられている。しかしなが  

ら．スギ花粉症を発症した患者と健常人では，どのよう  

な修飾因子の遠いにより発症が誘導されるのか明らかで  

ない。そこで，スギ花粉症の発症に影響を及ほす修飾因  

子を特定し，その様構を解明することは花粉症の予防・  

治療法の確立に寄与すると考えられる。数多くの生体外  

の国子の花粉症発症への影響を比較的簡便に評価するた  
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〔期 間〕平成9－11年度（1997－1999年度）  

〔目 的〕従来，スギ花粉飛散の予報はダーラム型花粉  

捕集器によるデータに基づいて実施されてきた。しかし  

ながら，この方式は測定のための労力が多大であり，ま  

た時間分解能についても不十分である。本研究では，花  

粉飛散の予報法の向上に寄与するとともに，従来は人手  

に頼っていた花粉観測にかかわる労力を軽減し，リアル  

タイムな花粉観測値の情事艮伝達を可能とするためにスギ  

花粉数の自動計測装置を開発することを目指す。  

〔内 容〕自動計測装置の基本仕様の検討を終了し，装  

置の基本要素である花粉捕集装置，花粉認識装置，画像  

処理装置それぞれについての試作を行った。   

花粉捕集装置は粒径3叫m前後の粒子が効率よく捕  

集できるとともに，画像処理の際に誤差安国となる微小  

粒子を除去するように設計されている。花粉認識装置部  

は花粉の自家蛍光を光学的に検出し，その情報を画像処  

理部に送る役割をする。画像処理装置は得られた自家蛍  

光画像をコンピュータにより処理し，蛍光スペクトルや  

形態情報とりスギ花粉を同定・計数するものである。   

スギおよびヒノキ花粉の飛散期に本摘発装置により空  

中花粉をメリネックステープ上に捕集した後，花粉認  

識・画像処理装置により．花粉の同定・計数を行い，性  

能を確認した。さらに，自動連続計測装置の設計のため  

の基礎的検討を行った。  

〔発 表〕b－203，204  

めの実験系が求められている。本年度は，菓近注目を集  

めているTリンパ球のサブポプレーションにおけるサ  

イトカイン産生バランスを評価するための実験系の確立  

について検討した。  

〔内 容〕アレルギー反応を惹起するためには，ヘル  

パーT細胞のサブポ70レーションであるThl細胞と  

Th2細胞の分泌するサイトカインのバランスの不均衡  

が必要と考えられている。最近，ヘルパーT細胞とは  

別のサ70レソサー／サイトトキシックT細胞のサブポプ  

レーションであるTcl細胞とTc2珊胞の分泌するサイ  

トカインもその不均衡の誘導に関与することが示唆され  

ている。そこで，このサイトカイン産生の不均衡状態の  

把握が評価に有用であるか否かを検討した。疫学的研究  

によりスキ花粉症発症との閲連が示唆されているディー  

ゼル排気粒子（DEP）を用いて，CD4陽性丁細胞と  

CD8陽性丁細胞によるサイトカイン産生バランスにっ  

いて批CD4，抗CD8抗体を投与したマウスで測定し  

た。その結果，抗原として卵白アルブミン（OVA）で  

免疫し，抗体投与した群とOVAとDEPで免疫して抗  

体を投与した群間では，主要な免疫臓器である脾臓の細  

胞数やその抗原刺激による増殖反応においては有意な増  

強はみられなかった。月卑臓におけるCD4陽性丁細胞と  

CD8陽性丁稚胞は．それぞれの特異抗体処理において  

40－60％の低下がみられたが，DEP投与の有無では差  

は認められなかった。脾臓細胞における，サイトカイン  

麗生では，IgE産生克進に働くインターロイキン4は  

DEP投与群で有意な増加がみられ，抗CD4，抗CD8  

抗体処理群の比較でも同様な結果が得られた。しかLな  

がら，IgE抗体産生の抑制に働くインターフェロンγの  

旋生は，DEP投与で変化がみられなかったが，抗CD  

4，抗Cl）8抗体処理した群の比較では，DEP投与群で  

の抑制が認められた。以上の結果から，CD4陽性丁細  

胞とCD8陽性丁細胞のサブボブレーションからのサイ  

トカイン産生の不均衡について測定することは，生体外  

因千のアレルギー反応性を検討するための有用な指標に  

なる可能性を示唆している。  

〔発 表〕E－24～27，e－54，55  

（3）高齢社会に向けた食品機能の総合的解析とその利  

用に関する研究  

（D臓器内生物ラジカル計測と食品成分による消去作用  

の解析  

〔担当者〕地域環境研究グループ：嵯峨井勝  

〔期 間〕平成9－11年度（1997～1999年度）  

〔目 的〕本研究は，高齢者の健靡を保持するために，  

抗酸化性食品の有害性を評価することを目的とする。こ  

の巨川勺のために，12％の高脂肪と1％のコレステロ‾ル  

を与え続けた老齢化動物（ラット）に抗酸化性食品を搾  

取させ，各臓器レベルで活性酸素・フリーラジカルの生  

成を抑制しうるかどうか，さらに，それらの抑制作用が  

コレステロール蓄積等の生活習慣病指標と関連するかど  

うかを実験的に明らかにすることにある。  

〔内 容〕実験は，日本人の食生活で摂取する割合に近  

い12％の脂肪＋1％コレステロールとともに各種の抗  

2）スギ花粉の生産と飛散予報法の高度化に関する研   

①花粉飛散量の計測に関する研究  

【担当者〕地域環境研究グループ：新田裕史  
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酸化性食品を含んだ餌をラットに18カ月間与えた。こ  

のラットの加齢につれて組織内生物ラジカルの指標とし  

て8－O11dGの生成増加ならびに抗酸化性物質量の低下  

割合を測定した。さらに，その各々の動物の血清中の生  

活習慣病指標の変化を調べ，生物ラジカル指標との間の  

相関を調べる予定である。その相関から，老化を防ぐ食  

品の効能を評価し，高齢者の健やかな健康に役立つ食生  

活を提案することを目的としている。   

本年度は，上記各飼料をユ8カ月間接与したラットに  

パーキンソン病を誘発するMPTP（1－nlethyl4－Pheny卜  

1，2，3，6－しetrahydropyridine）の30mg／kgを1回投与  

し，与えた抗酸化性食品がカタレプシー（物につかまっ  

たまま動かなくなる行動で，パーキンソン病の程度を示す  

指標）を抑制するかどうかと脳内の過酸化質や8－OHdG  

生成，および血清中の生活習慣病指標の測定を行った。   

抗酸化性食品としてのイチョウ棄エキスを与えたラッ  

トのカタレプシー時間は半分に低下し，タマネギエキス  

も有効であった。これら食品中に屈も多く含まれている  

フラノポイドの1つであるケルセチンはほとんど効果が  

認められなかった。また，脳の8－01JdG生成もカタレ  

プシー類似の傾向を示していた。   

生活習慣病指標についてみると，LDLコレステロー  

ルはタマネギで最も低下し，一方．HDLコレステロー  

ルはタマネギで最も増加しており，次いでイチョウ棄エ  

キスがタマネギに次ぐ結果であり，ケルセナンはほとん  

ど効果が認められなかった。   

以上の結果より，タマネギエキスとイチョウ葉エキス  

は血管系を介する脳の酸化的傷害の抑制に有効であるこ  

とが判明した。現在．心臓をはじめとする循環器系に及  

ぼす影響も検討している。  

ため，生活排水等における窒素，リン等の除去技術の高  

度・簡易化手法の開発および開発された技術の技術面，  

効果乱 コスト面での評価手法の開発を目的として研究  

を行う。具体的には，し尿排水を含有する液状廃棄物の  

窒素，リン，有機物等の高度除去を目指し，抗硝化細菌  

モノクローナル抗体を用いた迅速定量化手法を活用し硝  

化細菌等の有用細菌を高度に保持しうる最適操作条件を  

検討する。また，生活排水の処理水の資源化有効利用シ  

ステムを開発すると同時に窒素，リン，COD等の簡易  

モニタリングシステムの開発を行い，水処理施設の排出  

口におけるBODlOmg／L，T－NlOmg／l，T－Plmg／l  

の目標水賀の確保の有無の評価および維持管理の適正化  

のための開発研究を目標とし推進することとする。  

〔内 容〕生物学的窒素除去プロセスの高度効率化を図  

る上で重要な硝化細菌の個体群動態の変遷を迅速に評価  

する手法の開発を目的として，アンモニア酸化細菌凡骨一  

作507㈲71αぶ創†坤αβαおよび亜硝酸酸化細菌∧rJ加わαビJβγ  

ひでT叩gγαdぶ桓イに対して特異的なモノクローナル抗体を  

作成し，取得した抗体を用いた2抗体サンドイッチ  

ELISA法によりこれら硝化細菌の定量を行った。その  

結果，1．0×105N／nlJ以上の範囲において定量可能なこ  

とが明らかになると同時に，本抗体を用いた蛍光抗体法  

による蛍光顕微鏡を用いた直接定量法により，低濃度の  

硝化細菌の直接個体数計測が可能なことが明らかとなっ  

た。さらに，生活排水の処理を行っている処理装置の好  

気相内部より取り出した生物膜の凍結薄切切片に対して  

抗硝化細菌モノクローナル抗体を用いた蛍光抗体法によ  

i）硝化細菌の分布特性の解析を行った結果，凡β1け解gα  

は生物膜内部に比較的多く存在すること，および付  

加明御心妙は生物膜の外周部に多く存在することが  

明らかとなり，本手法は富栄養化の原因となる窒素を除  

去する上で高効率な処理性能を発揮しうる新たな生物膜  

法のシステムづ〈りにおいて，極めて有用な微生物モニ  

タリングツールとなることが示唆された。簡易水質試験  

紙を用い，NO2＋3－N．NO2－N，PO。－Pの標準物質を用  

いて複数の試験者により本試験紙の読み値判定の誤差に  

ついて検討した結果，若干の個人差はでるものの簡易か  

つ迅速な水質検査手法であることから，個別家庭におけ  

る高度合併処理浄化槽等の維持管理への遠別二おいては  

非常に有用なツールとなることが示唆され，さらに精度  

の向上を図ることによF）極めて重要な維持管理における  

窒素，リンの濃度判定の簡易化，迅速化が可能になるも  

（4）環境と資源の持続的利用に資する資源循環型エコ  

システムの構築に関する研究  

1）家庭排水由来の有機物彙源の有効利用等による流  

域負荷低減技術に関する研究   

①窒素・リン・COD等の簡易モニタリングと資源リ  

サイクル高度処理システムの開発に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平  

〔期 間〕平成10～12年度（1998－2000年度）  

〔目 的〕生活排水，廃棄物等による水質汚濁を防止し  

閉鎖性水域をもつ地域を中心とした環境保全と資源の持  

続的利用に資する汎用的な地域エコシステムを構築する  
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て小児白血病のリスクがわずかながら上昇していること  

を示すいくつかの疫学調査があり．国際的にも社会問題  

化している。本研究では，本年度予備調査費が認められ  

た上記研究テーマについて，我が国で本格的な′」、児白血  

病の疫学調査をはじめ現時点で行うべき研究の計画に資  

するための予備的な調査研究を行うことを目的とした。  

〔内 容〕当該分野の専門家からなる研究推進委員会．  

ならびに作業分科会を設けて以下の3点に関する調査を  

行った。1）日常電磁界による傷害性（hazard）に関  

する調査 2）電磁界による発癌リスクの「量一反応  

（dose・reSPOnSe）関係」に関する調査 3）集団にお  

ける暴露評価（exposureassessment）に関する調査  

である。また，我が国で本格的な疫学調査を想定した場  

合の基本的問題点について整理し，対策法について考察  

した。  

のと考えられた。  

〔発 表〕b21，28”30，38～41，60，67－69，76，82，  

98，10l  

（5）日常生活における快適な睡眠の確保に関する総合   

研究  

1）生体リズムの睡眠・覚醒調節作用に関する研究   

①環境ストレスによる生体リズムヘの影響と感受性の  

L』体差の解明  

〔担当者〕地域環境研究グループ：兜 真徳・黒河佳香  

（期 間〕平成8－10年度（1996－1998年度）  

【目 的〕睡眠の保全が公衆衛生上の課題とされてお  

り，睡眠に影響を与える環境要因として，夜間の道路騒  

音，寵磁界暴露あるいは照明環境等の関与が示唆されて  

いる。本研究では，それら影響の評価と対策法を探るこ  

とを目的とした。  

〔内 容〕全国5地域の主として中高年女子を対象とし  

た「州民症」の疫学調査の結果，横間道路騒音暴詣レベ  

ルとの間に良好な「レベル一反応関係」が認められるな  

ど．騒音性不眠症の存在を示唆する有効なデータが得ら  

れている（ただし，不眠症はこれまで同様（「人眠困  

難」，「中途覚醒」，「早朝覚配」「覚醒時の不眠感」が過  

＝司以上，一カ月以上持続しているもの）と定義した）。  

最終年度である平成10年度には，前年度上記5地域と  

は別に行った沖縄K島での調査において，特に女子の  

不眠症割合が異常に高かったことから，再度（前回対象  

を含む）男史的1，500名を対象として不眠症ヤ睡眠の取  

り方等に関する調査を実施し，自覚的な不眠症状と客観  

的な睡眠状態との関連を検討すべく．数日間にわたっ  

て，アクチメトリや心拍間隔変動の測定・スペクトル分  

析を行い，睡眠パターンや自律神縫糸活動について客観  

的評価を行った。また，一部の対象者について超低周波  

電磁界測倭はEMDEXLITE（米国Enertech社製）を  

用いて測定・記録・解析した。これら若干の補足調査を  

行い，これまでの結束について総合解析を行った。  

〔発 表〕】〕－】37－139  

2．14．3 知的基盤整備推進制度  

（＝ 生物系研究資材のデータベース開発に関する総合  

的研究   

①原生動物及び微小後生動物データベース構築に関す  

る研究  

（担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平  

〔期 間〕平成9－13年度く1997－2001年反）  

〔目 的〕原生動物．輪形動物門鈴虫類，線形動物門線  

虫類，環形動物門貧毛類などの環境削ヒに重要な働きを  

する主に淡水の自由生活性の微小動物を中心とした生物  

系研究資材の分類・形態・生理・生態学的特性等の情報  

の収集と監乳 画像による形態情報と分類学的および生  

態学的情報を有機的にリンクさせたデ⊥夕べースの構築  

と同時tこ，系統保有を行っている培養株の効率的な保存  

および分譲システムを確立するための基礎的な生理・生  

態学的知見の蓄積を行うことを目的として研究を推進し  

てい〈こととする。  

〔内 容〕1）本年度は本研究所のホームページ  

（URLhttp：／／www．rlies．go．jp／chiikil／protoz）より  

自由生活性種の垢虫類の属説明と種名および異名の一  

覧，一部分の種については形態のテキスト情報および光  

学顕微鏡写真の画像情報を提供できた。また，微小動物  

に関する約2．000件の文献をRef．IDで整理し．要旨ま  

での情報を提供した。   

2）走査型電子顕微鏡写真のための前処理法の検討を  

行い，電子顕微鏡の試料台に直接はめ込むことができ，  

（6）生活環境中の電磁界の健康影響評価と安全対策に   

関する調査（FS）  

〔担当者〕地域環境研究グループ：兜 真徳・新田裕史  

〔期 間〕平成10年度（1998年度）  

〔目 的〕高圧送電線周辺や屋内の超低周波磁料二よっ  
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かつフィルターと少量の試料を我せ下部から注射器でろ  

過作業ができる特殊な架台の試作品を用い，ろ過した試  

料をそのまま液体窒素内で凍結させ，そのまま低其空条  

件の電路試朋凄に入れ乾燥させ観察する方法をおおむね  

確立できた。   

3）排水の生物処理過程に出現する翰虫類のうち，特  

に出現確度の高い輪虫類であるP／l抽d川α叩仙叫ん一  

拍址靴L 凡血わ五和血血血およびエgc朋lβJl川αについ  

て，室内培養実験により水温・食物源としての細菌の種  

類および濃度・増拝強度等の環境因子が増殖に及ばす影  

響を明らかにした。  

〔発 表〕B－26，b－52～55，93，94  

作成のために行った実験結果について共同で考察を行っ  

た。これらの結果に基づいて今後のセシウム137高濃  

縮性助0加cロビ川ぶ属細菌の育種方法について意見文換を  

行った。  

（2）加速器質量分析法の新展開に関する国際ワーク  

ショップ  

〔担当者〕化 学 環 境 部：柴閏靡行・田中 敦・  

米田 穣・久米 博  

地域環境研究グループ：森田昌敏  

〔期 間〕平成10年度（ユ998年度）  

〔目 的】最先端の放射性／安定同位体分析技術である  

加速器質量分析（AMS）法は，考古学や地球科学のみ  

ならず，環境研究や医学生物学，物質科学等の諸分野に  

応用され，成果をあげつつある。本ワークショップの目  

的は，本研究所並びに日本のAMS研究の推進のために  

ヨーロッパの先導的研究者と研究発表，意見交換の場を  

持ち議論を深めることにあり，将来の個別共同研究の実  

施等を通じて日本のAMS研究のレベルアップと国際協  

力の強化に資することが期待される。  

〔内 容〕平成11年1月6－8日にかけ．つくば市の  

国立環境研究所並びに千葉県佐倉市の国立歴史民俗博物  

館で環境研究，古環境研究，考古学研究へのAh′ISの応  

用に関するワークショップが行われた。海外からは招へ  

い者並びに別途参加者を含め合計14名の参加があり，  

口頭発表，ポスター発表を含めて計40件の発表が行わ  

れた。結果はプロシーアイングスとして刊行準備中であ  

る。  

2．14．4 国際研究交流促進  

（1）セシウムー137高濃縮性Rhdococcus属細菌の  

育種改良に関する交流育成  

〔担当者〕水土壌圏環境部：冨岡典子  

〔期 間〕平成10年度（1998年度）  

〔目 的〕セシウムの放射性同位体（セシウム137）  

は原子力発電所の事故などに際して多量に放出され，半  

減期が30年と長いことから，環境中へ漏洩した場合長  

期にわたって環境を汚染する。そのため簡便な測定法の  

開発が必要である。これまでに微生物を用いた放射性セ  

シウム湘売手法の開発を目指して，セシウムを濃縮する  

蘇出執のスクリーニングを行い，セシウムを高濃度に濃縮  

する ガル∂血coccllぶ 属細菌を分離した。現在この  

椚10血coccl甘属細菌を開いたセシウムー137高濃縮性細  

菌の育種改良のために，セシウムー137濃縮機構に関与  

する遺伝子の解析を，ウィットウオーターズ大学のDr，  

Dabbsと共同で行っている。本派遣はこの共同研究を  

推進することを目的として行った。  

〔内 容〕種々の変異源処理のセシウムー137濃縮性  

〟JiO（わ乙・抑制牒潤瀾に対する変異効果について共同で検  

討した結果，NTCで変異が認められることが明らかと  

なった。しかしながらNTG処理による変異効率は高い  

ものではなかったので，さらなる変異源処理の検討が必  

要であることで意見が一致した。変異源処理をした薗株  

の一次選抜法として高濃度のカリウムを生育に必要とす  

る菌株を選択することを提案し，得られた蘭株について  

派遣者がセシウム137を用いてセシウム濃縮能を確認  

することで意見が一致した。またこれまでにDr．  

じabbsがセシウムー137濃縮薗株のジーンライブラリー  

（3）BICER／BDP＆DIWPA合同／くイカルに関する国  

際シンポジウム  

〔担当者〕化 学 環 境 部：河合崇欣・柴田騎行・  

田中 敦  

水土壌圏環境部：高松武次郎  

地球環境研究グループ：功刀正行  

〔期 間〕平成10年度（1998年度）  

〔目 的〕1998年は旧ソ連邦科学アカデミー最高幹部  

会議がバイカル湖を世界の科学者に開放することを決め  

てから満10年目の記念すべき年である。日本の研究者  

達は1991年からバイカル湖の国際共同研究に参加し，  

環境汚染，陸水物理学，生態学，進化学，古環境変速の  

再現等に閲しで精力的な研究活動を続けてきたが，最近  
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ではバイカルにおける研究活動の主要チームになってい  

る。また，8年間の研究の蓄積により，独自のデータで  

パイカルを議論できるようになってきており，他分野の  

研究成果を議蔵の中に組み入れる必要性も高まりつつあ  

る。また，今個のような本格的な国際シンポジウムは，  

1993年にイルクーツクで開催して以来5年ぶりであ  

り，各国の研究成果を一堂に集めて，情報交換すること  

は今後の研究計画を考える上で時宜を得たものである。  

このような状況を背景に，バイカル湖を中心とした  

（1）古環境及びリフト（裂け目）系湖盆発達史  

（2）進化及び生物多様性  

（3）物理・化学・陸水学  

の3つのテーマを軸に，酉太平洋・アジア地域で生物多  

様性に関する総合的な研究活動を経絡しているDIWPA  

と合同でシンポジウムを行った。  

〔内 容〕本国際シンポジウムは，シンポジウム本体の  

他に前後の事前事後会議，バンケ（オフィシャルシンポ  

ジウムディナー），ポストシンポエクスカーション及び  

プロシーデイングス編集会議を一体のものとして運営さ  

れた。発表は，キーノート演者，招へい演者（一般講  

演）及びポスター発表に分けて行うこととし，キーノー  

ト演者はプログラム委員会の選考に基づく依頼講演，招  

へい演者とポスター発表は発表申込者の希望を踏まえ  

て，発表内容及び実績等も勘案して振り分けた。日本人  

85名，外国人（ロシア他10カ国）64名が参加し，口  

頭．ポスター合わせて150題の発表が行われた。   

各分野の主宴論文計33題をまとめて，プロシーデイ  

ングスを編集中である。  

野生植物に及ほす影響を，主として生理生態学的に解析  

するとともに．影響評価手法の開発を検討する。このた  

め．日英両国で．共通な植物種（樹木を含む）を選定  

し，その光合成初期過程の酵素活性や，同化された糖の  

代謝・転流を完還する手法を確立し，環境変動の影響に  

ついて実験的な検討を行う。また，同種の最適な栽培条  

件を検討し，想定される大気環境変動下における植物の  

生長や生理生態的反応について比較検討を行う。  

〔内 容〕本年度は，野草であるオオバコ（剖抑血卯  

靴ゆγL．）を実験材料植物性として使用した。03暴詣  

による植物葉の純光合成への影響の制限要因として，気  

孔・Carboxylation速度・ribulosel，5－bisphosphate  

（RuBP）再生・triose phosphate利用（TPU）等に  

ついて定量的に検討した。光化学系口（PS上Ⅰ）の最大  

光量子収率への影響を明らかにするためにクロロフィル  

蛍光を計測し，また，ガス交換データを実証するために  

Rubiscoの活性変化を測定した。03濃度は夜間の15  

ppbから日中最高75ppbまで変化を付けながら連続的  

に暴露し，暴露直後に出現した葉（菓位7）とその後に  

出現した葉（葉位10）の比較検討を行った。   

実験結果より以下のことが判明した。  

（1）0二iによるCO2同化（光合成）の減少の初期安国  

はRubisco活性の低下であることが判明し．これがカ  

ルビン回路の他の酵素活性の低下を引き起こし，また，  

フリーなリンを不足させることが示唆された。  

（2）pSnの光量子収率の変化は，03によるCOコ同化  

阻害と関係しなかった。  

（3）03処理された植物において，気孔コンダクタン  

スはCO2同化と同様に減少したが，計測された光合成  

の減少を説明するには至らなかった。  

（4）03による気孔コンダクタンスの変化は，乗面積  

当たりの気孔数への影響というより，気孔閲歴の減少に  

よることが判明し，これは03の気孔複合体への直接的  

影響や，03による光合成代謝への影響結果として増加  

した案内CO2濃度の影響によることが示唆された。  

（5）03暴露初期に出現した葉（葉位7）では03によ  

る影響が顕著であったが，暴露後半に出現した葉（葉位  

10）ではその影響が軽微であるなど，一つの植物個体に  

おいても．乗によって03に対する抵抗性は著しく異  

なった。  

〔発 表〕i－6  

2．14．5 国際共同研究（二国間型）  

（1）大気環境変動が作物および野生植物に及ぼす影響  

に関する研究  

〔担当者〕地球環境研究センター：清水英幸・鄭 有斌  

〔期 間〕平成10年度（1998年度）  

〔目 的〕地球規模の環境変動の中でも，近年観測され  

ている大気中の二酸化炭素（CO2）濃度の増加は，世界  

各地で気温上昇・降水量変化・03濃度増加等の気象・  

大気環境の変動を引き起こすことが予測されている。こ  

れら一次的・二次的な環境変動は農作物や野生植物の生  

長や生理活性へ多大な影響を与えると考えられ，地球・  

自然環境の保全上極めて重安である。   

本研究では，これら近未来の大気環境の変動が作物や  
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遺伝子マーカーを調べることは有意義であると考られ  

る。フランス側では新たに作製した肺上皮細胞を用いて  

細胞周期に関する遺伝子の発現を調べ．日本側では，肺  

胞マクロファージと肺上皮細胞の共同培養系において，  

粒子状物質に暴露した肺胞マクロファージにおける接着  

遺伝子発現について調べることを目的とする。  

〔内 容〕肺胞腔内において，肺胞上皮細胞と肺胞マク  

ロファージはともに大気汚染物質の直接的影響を受ける  

細胞であl），炎症的あるいは増殖シグナルを受けたこれ  

らの細胞における遺伝子発現を調べることは，肺におけ  

る粒子状物質の毒性影響を調べる上で重安である。本研  

究では，肺胞2型上皮細胞が増殖する際にインシュ リン  

様増殖因子結合タンパク質の2型の遺伝子ヤクンバクの  

発現が著しくて低‾Fし，本タンパク質が肺胞上皮細胞の  

増殖を制御する因子であることが示された。一方，肺胞  

マクロファージは様々な刺激に対し上皮細胞への接着性  

が上昇することが知られている。本研究において，セル  

サイクルにおけるGO－Glトランジションに発現する  

ことが知られているkrox20遺伝子が，肺胞マクロ  

ファージの接着時や粒子状物質の貪食時に強く見られる  

ことが明らかとなった。さらに一過性ではあるがイン  

ターロイキン1遺伝子の発現も肺胞マクロファージの接  

着時に上昇していることを明らかにした。これらの遺伝  

子発硯を肺における粒子状物質作用の指標として毒性評  

価を行い，粒子状物質の細胞傷害性kl－OX－20遺伝子の  

発現間に関係が見られることが明らかとなった。  

〔発 表〕B1ユ5，b－211，212  

（2）衛星からのオゾン層の観測に関する共同研究  

〔担当者〕地球環境研究グループ：笹野泰弘  

〔期 間〕平成10年度（柑98年度）  

〔目 的〕フロン等による成層圏オゾン層破壊は依然と  

して進行しており，今後の変動を監視・研究していくこ  

とが重要である。本研究では，フランスで梢力的に行っ  

てきた衛星センサーデータの検証のための気球観測実  

験，オゾン等の大気成分導出に必要な分光パラメータの  

改良研究の成果を導入し．本研究所で進めている衛星セ  

ンサーによる成層圏オゾン層の観測を，我が国と仏国と  

の共同でよt）効果的に推進することを目的とする。この  

ため，本研究所で進めている衛星利用の成層圏オゾン層  

観測に関連して，フランス例の共同研究機関が実施する  

地上からの同期観測等による検証及び相補的観測実験  

データ，オゾン等の分光パラメータの改良のための実験  

データを人手し，衛星センサーデータの信頼性を評価  

し，データの科学研究への利用を促進するとともに成層  

圏オゾン層観測を推進する。  

〔内 容〕1LAS（改良型大気周緑赤外分光計）プロ  

ジェクトの一環として，フランス側と共同で実施した検  

証実験データの解析，ILASデータとの比較解析を行  

い，ILASデータ質の評価を行った。また、その他の観  

測データと合わせて，北半球極域でのオゾン層内の窒素  

酸化物の挙動の解析を行った。   

これらの実施にあたり，フランス側研究者を招へいし  

共同討議を行った。また，日本側からフランスを訪問  

し，1LAS検証実験解析評価に関する共同ワークショッ  

プを開催した。この結果，ILASデータ質に係る共通認  

識を持つことができた。また．今後のデータ質改良のた  

めのアルゴリズム改訂に係る指針を得ることができた。  

〔発 表〕A－14，20，2j，46，a－24，27，ト12，19  

（4）遺伝子工学を用いた環境汚染物貿の生体影響評価  

手法の開発に関する研究  

〔担当者〕環境健康部：佐藤雅彦・遠山千春・  

青木康展・大迫誠一郎  

【期 間〕平成10年度（1998年度）  

〔目 的〕様々な環境汚染物賛の毒性のメカニズム解明  

や新たな診断への応用を可≠削こするためには，生体組織  

中における遺伝子発現の分析感度および特異性が高い技  

術を確立することが必要である。環境汚染物質が生体内  

に取り込まれると，この物質がストレスを引き起こす宴  

因となり．細胞の操舵変化 ひいては細胞死をもたら  

す。本研究では，この毒性発現の過程で生じるストレス  

タンパク質の中でメタロチオネイン（金属結合タンパク  

賃引に着目して，遺伝子党規の高感度検出法を剛－た環  

（3）大気環境汚染物質による肺偽書評価  

〔担当者〕地域環境研究グループ：平野婚史郎  

環 境 健 顔 部：野原恵子  

〔期 間〕平成10年度（1998年度）  

〔目 的〕大気汚染物質に暴露した肺における細胞を用  

いて，特異的に発現する遺伝子マーカーを探索すること  

を目的とする。日本とフランス両国の研究チームは，肺  

胞マクロファージや肺胞上皮細胞において発現する遺伝  

子をクローニングしている。これらの基礎的知見を基  

に，国際共同研究を通じて大気汚染物釦二暴露した肺の  
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〔内 容〕clイオン源用の大谷量（150J／sec）ターボ  

分子ポンプ付きGC／MS装置を用い，GCとMSとのイ  

ンターフェース部に550J／secのターボ分子ポンプを付  

加した超音速自由噴流SMB－GC－MSシステムの設計を  

行った。  

〔発 表〕D－36，37，d－38  

境汚染物質に対する生体影響のバイオイメージング技術  

の構築を回ることを昌的とした。  

〔内 容〕重金属や紫外線に対する生体反応で，メタロ  

チオネイン遺伝子の発現を可視化するイメージング技術  

の構築を回るために，まずメタロチオネインの特異的  

DNAプロープを作製し，重金属や紫外線を暴露したマ  

ウス組織中のメタロチオネインmRNAの発現量を  

RT－PCR法により測定し，続いて，メタロチオネイン  

mRNAの組織中の局在部位を血り血lハイプリソト形成  

法により分析した。   

その結果，塩化第二水銀を投与したマウスの腎臓（無  

機水銀毒性の標的組織）中でメタロチオネインmRNA  

レベルが顕処置群に比べて有意に増加した。しかも，無  

機水銀毒性の標的部位である腎皮質の近位尿細管上皮細  

胞でメタロチオネインmRNAの顕著な発現が認められ  

た。一方，塩化カドミウムやUV－Bをそれぞれマウス  

に暴露しても，カドミウムの標的組織である精巣や  

UV－Bの標的組織である皮膚でメタロチオネイン  

nlRNAレベルは有意な変化を示さなかった。しかしな  

がら，それぞれの標的組織でのメタロチオネイン  

mRNAの局在性を調べたところ，カドミウムの投与に  

よって精巣の血管内皮細胞と問質のライデイヒ細胞で，  

またUVBの照射によって皮膚表皮の基底細胞と真皮  

の繊維芽細胞でメタロチオネインmRNAの発現が認め  

られた。   

以上の結果よl），重金属や紫外線による毒性党規の初  

期の段階で，毒性の標的部位での顕著なメタロチオネイ  

ンnlRNAの発現が認められることが明らかとなった。  

従って，七日5血加ハイプリッ■ト形成法による局在部位で  

のメタロチオネインの遺伝子発現の検出は，環境汚染物  

賓に対する生体影響を評価する際の有用な検出法である  

ことが示唆された。  

〔発 表〕E－19，e－39，48  

（6）環境標準試料の作製と評価  

〔担当者〕地域環境研究グループ：森凹昌敏・西川雅高  

〔期 間〕平成10年度（1998年度）  

〔目 的〕環境モニタリングにおける測定精度向上のた  

めに，標準試料を傾用することが有効である。また，標  

準試料作製の過程を通して分析技術の向上や技術移転を  

計ることを目的とした。  

〔内 容〕中国から日本に飛来する黄砂エアロゾルに関  

する標準試料を作製した。原料は，ノ（ダイジャラン砂漠  

の東端から採取した800トンの表層土である。その表層  

土を風力分級のみによって40〃nl以下の粒子を約6kg  

集めた。最終的に集めた微細な土壌粒子を2gずつ3000  

本弱の硬質ガラス瓶に詰めた。コバルト60による滅菌  

処理後，保証債決定のための分析を協力様関に依頼し  

た。採用された分析法は，lCP発光分析法，蛍光X線分  

析法，原子吸光法，中性子放射化分析法等である。最終  

的には，15の異なる分析室間値が得られた。それを  

Grubbs法による異常値棄却に関する統計処理後，Na，  

Mg．Al．Si．K．Ca，Fe，Mn，Ni，Cu，Zn．Sr．  

Baの計13元素の保証値とTi，P，Scの3元素の参考  

値を室間標準偏差および平均値を用いて決定した。得ら  

れた標準試料をもとに，大気エアロゾルの化学分析が行  

われており，日中間の測定結果の比較検討に役立ってい  

る。  

〔発 表〕b－184，187  

（7）地球温哩化ガスの土乳 湿地帯等活用したエコエ  

ンジニアリング制御システムの開発  

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平・水落元之  

〔期 間〕平成10年度（1998年度）  

〔目 的〕本国際共同研究は，生活排水を処理する土壌  

トレンチ，還地帯からの地球温暖化ガスの発生抑制できる  

ェコエンジニアリングシステムを活用した地球温暖化ガス  

対策技術を開発し，日本等先進国だけではなく，中国等閑  

発途上回も含めて汎拝‖とすることを目的としている。  

（5）超音速分子線の質量分析法に関する研究  

〔担当者〕化学環境部：藤井敏博  

〔期 間〕平成10年度（ユ998年度）  

〔目 的〕気体試料分子を超音速自由噴流法により，敬  

虔Kまで冷却（蕨動・回転モード約）した分子線  

（ShlB）の特性の解明，電子衝撃イオン化過程の現象  

解明と，質量分析法への新しい応用開発を研究目的とす  

る。  
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し，中間生成体（主にフリーラジカ ル）にスポットをあ  

て新しい二つの強力な手法を用いて解明する。素過程の  

追跡をするという最も基本的なアプローチにより反応機  

構を明白にすることを研究目的とする。  

〔内 容〕フランス例のmodulated nlOleeular beam  

タンデム質量分析計（MS・MS・MS）と日本側のLi十  

イオン付加反応質量分析法よる大気環境およびフレーム  

プラズマ中の安定化学種（最終生成物），中間生成体  

（フリーラジカル等）およびイオンの高感度同時検出と  

それぞれの挙動・役割・関連に関する研究を行った。  

〔発 表〕D－35．38，d－39  

中国側のカウンターパートとしての中国科学院応用生  

態研究所と密接な連携の下で中国の全城への波及効果が  

期待でき．さらにほかの開発途上国の高度処理システム  

における地球温暖化ガス対策技術開発への貢献も期待さ  

れる制御システムの開発を重安な位置づけとして研究を  

推進することとしている。  

〔内 容〕本国際共同研究において得られた成果は．日  

本側における開発された微量通気方式等を組み込んだ嫌  

気ろ床・土壌トレンチ処理システムの処理水がBOD9．6  

mg／J（除去率96％），T－Nll．3mg／J（除去率74％），  

TP O．t6mg／l（除去率97％），SS4．2mg／l（除去率  

99％）程度の高度な水質であり，特にTNの除去率が  

大幅に向上し，日本の建設省と厚生省等の再利庁J水の水  

質基準を十分に満足しており，再利用水としてのリサイ  

クルが期待できることが明らかとなった。また，通気強  

度として＝／min／n13程度の通気量で本処理システムの  

CIIl，Nコ0ガスFluxは従来型の土壌トレンチと比べる  

とそれぞれ1／3～1／2，1／9－1／6程度に低下することが  

明らかとなった。さらに中国側における微量通気方式等  

を組み込んだ嫌気ろ床・土壌トレンチ処理システムもほ  

ぼ同様高度処理水質と低CHJl，N20ガスFluxを得ら  

れ，中国へ応用可能な地球温暖化ガス抑制手法となるも  

のと考えられることから，地域特性に応じた適正条件を  

確立するための検討を推進していくことが必要であると  

考えられた。   

本国際共同研究により確立された基礎データと中国に  

設置されたプロセスから得られた実験結果に基づき，中  

国の国情に合う生活排水を処理する土壌トレンチからの  

地球温暖化ガス発生抑制に賛するエコエンジニアリング  

システムの提案が可能となり，中国側は本国際共同研究  

を続けて国家重点環境研究課題として検討する予定と  

なっており，本研究所においても中国側と継続して共同  

研究を行い．実用化を図ることの重要性について両国の  

認識の一致を見ることとなった。  

〔発 表〕B－14，15∴峰32，34，40，b▼20，31～33，79．  

83，24Z，243，245  

（9）先端産業関連物質の健康影響に関する共同研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：平野婚史郎  

環 境 健 康 部：青木康展  

〔期 間〕平成10年虔（1998年度）  

〔目 的〕韓国日本両国はともにいわゆるハイテク産業  

が盛んであり．かつ，ハイテク産業に恥－られる希土類  

元素の世界埋蔵量の8割が中国が占めている。近い将  

来，極東アジアにおいて，健康問題も含めたハイテク産  

業関連物質による環境問題が表面化することが予想され  

る。本共同研究では，金属を中心とした新規利用物質の  

健康影響評価を行うことを目的とする。本研究では，韓  

国や日本など，極東アジアにおける希土類元素ならびに  

ガリウムヒ素などのハイテク産業関連物質の任用状況ヒ  

暴露状況を共同で調べる。また，実験動物や培養細胞を  

用いた実験を主として日本側において行う。  

〔内 容〕韓臥 日本，中国におけるハイテク産業関連  

物質の使用状況と健康影響に関する文献的調査を行っ  

た。東アジアにおいてはハイテク産業からの環境汚染は  

あまり見られないものの，肺がんを起こす可能性が指摘  

されているヒ素化合物に関してはこれからも調査を覇け  

てい〈必要性が示唆された。また希土類金属であるイッ  

トリウムの肺に及ばす影響に関する実験的研究を行っ  

た。 肺に沈着した希土類金属の半減期は非常に長く，  

そのため希土類金属を繰り返し暴露した際の肺の炎症応  

答を調べることは急務とされていた。ラットに塩化イソ  

ト1jウムをあらかじめ気管内投与し，前投与から一カ月  

後に塩化イットリウムをさらに気管内投与して，その後  

気管支肺胞洗浄を行い肺の炎症応答を調べた。気管支肺  

胞洗浄液中の乳酸脱水素酵素，ダルクロニダーゼ，アル  

カリホスファダーゼ酵素活性やタンパク質量はすべて塩  

（も）環境大気およぴフレーム中の中間生成体に関する   

研究  

〔担当者〕化学環境部：藤井敏博  

〔期 間〕平成10年度（1998年度）  

〔目 的〕環境大気及びフレーム中の化学反応機構に関  
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化イットリウムを前校与した群において，対照詳より低  

下しており．前投与により肺がイットリウムに対し耐性  

になっていることが示された。塩化イットリウムを前校  

与した許の肺のマンガンタイプのスーパーオキシドジス  

ムターゼ油性は対照群に比べ約2倍に上昇しており，前  

校与したイットリウムにより肺が酸化的ストレスにより  

耐性となったため，気管支肺胞洗浄液中の炎症指標の低  

下につながったものと考えられる。  

〔発 表〕B－116．117  

2）微生物の種の多様性及び系統保存ネットワークの  

構築に関する研究   

①微細藻類の系統分類学的研究及び種の多様性の解析  

〔担当者〕生物圏環境部：濾過 信・広木幹也・  

河地正伸  

化学環境部：彼谷邦光  

〔期 間〕平成10～11年度（1998－1999年度）  

〔目 的〕本研究では熱帯域及び亜熱帯域における微細  

藻類の分布及び多様性を把握するとともに，分離培養及  

び分類同定された各藻類株について各種遺伝子塩基配列  

情報解析を行い，分子系統学的解析に基づく分類システ  

ムを構築するとともに，各種特性の生物学的意味あるい  

は系統学的意味を明らかにすることを目的とする。  

〔内 容〕遺伝的形質として，16S rDNA（16Sリポゾー  

ムRNA退伝子）塩基配列の相同性とそれに基づく系統  

解析，並びにDNA－DNAハイプ1）ダイゼpションに基  

づく分類学的解析を行った。16S rDNA塩基配列は，  

胴元γ叫坤厄の5種すべて引司一種とみなせるほど高い  

相同性をもち．そこから導かれた系統樹にもまた，種の  

区別に対応するクラスターは現れなかった。これらの結  

果は，さらにDNA－DNAハイプリグイゼーションに  

よっても支持された。すなわちト〟血叫押厄属5種  

ほ，異なる種間で最低74％ものDNA－DNA相同性を持  

ち，その値は高いものでは90％にも及ぶことが判明し  

た。以上の結果と，バクテリアの分類における国際的な  

合意に基づいて，〟如叫坤厄届5種を単一の種に統合  

するのが適当であると考えられた。   

伝統的に分類指標とされてきたコロニーの形態的多様  

性は－・体なんなのかを改めて検討した結果．単一の株で  

あっても，さまぎまなコロニー形態を持ち得ることが示  

され，その一部の株は，複数の種に相当するコロニー形  

態の変化を示した。   

遺伝的形質及びコロニー形態観察の結果と，今まで得  

られた生理学的・生化学的形質の解析結果から，〟1仁  

仇叩楠牒5桂は単一の種として扱うべきであると緒論  

される。  

〔発 表〕H－23－25，28．30～32，37－叫h－31～37，39，  

40，42，43  

2．14．6 匡Ⅰ際共同研究（多国間型）  

（1）アジア地域の微生物研究ネットワークに関する研究  

1）環境保全微生物の機能開発と育種に関する研究   

①有毒微細藻類の増殖制御と毒素分解微生物の機能制  

御技術の開発  

〔担当者〕化学環境部：彼谷邦光・佐野友春  

生物圏環境部：濾過 信・広木幹也  

〔期 間〕平成10～11年度（1998～1999年度）  

〔目 的〕本年度は，1）中国およびタイで採取した藍  

藻類の簸薗棟を培養し．それらの生産する毒素の化学構  

造を解析し，中国およびタイの藍藻苺の特徴を明らかに  

すること。2）有毒藍藻類を捕食する原生動物の捕食能  

を調べること。3）有毒藍藻類を分解するバクテリアの  

スクリーニングを行うこと。4）酵母から単離した有毒  

藍藻怖㈹叩血の増殖を特異的に阻害する物質が他の  

有毒藍藻，一4川dムαβ7∽，0ぶC川αわriα等に対しても同様に  

作用するか否かを調べることを目標とした。  

〔内 容〕中国雲南省で採取した財血町画烏研γ浦ぶの  

毒素生産に及ぼす環境要因の解析を行った。本棟の主要  

毒熟ま［Dha7］mieroeystin RRで．全ミクロシスナンに  

占める割合は70～80％であった。ミクロシスナン生産  

に及ぼす光強度，栄養塩，温度 pHおよび成育過程の  

影響を調べた0これらの要凶の中で，光強度とpHが最  

もミクロシステン生産に鼻‡響を与えた。25℃，15〃E／s，  

pI17．0または9．2の条件で細胞が対数増殖期の中間のと  

きに［DhaT］microcystin RRの生産量が最大となった。  

温度はミクロシスナンの生産量にほとんど影響しなかっ  

た。窒繋欠乏培地で成育させた本棟をMA培地に移し  

た場合，細胞の形態変化とミクロシスチン生産量との間  

に関連があるようにみえた。  

〔発 表〕D－3，5”8  

②微細藻類の系統保存とデータベースの構築  

〔担当者〕生物圏環境部：広木幹也・河地正伸・  

渡過 信  
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社会環境システム部：清水 明  

〔期 間〕平成10－11年度（1998～1999年度）  

【目 的〕微細藻類は酸素発生型の光合成を行う微生物  

で．水界生態系の第一生産者として，農水産業や工業に  

も利用されている反面，赤潮ヤアオコのように水環境汚  

染に深く関連し，人間生活に著しい影響を与えている。  

特に，アジア地域では微細藻類の利用あるいは微細藻類  

による環境汚染問題解決に対するニーズは非常に高い。  

以上のことから，微細藻類のカルチャーコレクションの  

構築および整備は非常に重要視されている。しかし．微  

細藻類の保存はほとんどの場合に継代培養法に依存して  

おり，また，分類とリンクさせずに系統保存されている  

例も多く，付随する情報も未整備のままであるものが多  

い。   

本研究では，分散・培養された微細藻類の適切な長期  

保存法の開発，微細藻類培養株のデータベースの構築と  

その管理法の開発および微細藻類の特定データ解析シス  

テムの構築を行うことを目的とし，本年は特に，緑藻類  

の系統保存株の長期保存法の開発を行った。  

〔内 容〕予備実験（凍結融解彼の増殖の有無を目視で  

確認）の結果，増埴が認められた緑藻類について二段階  

凍結／急速融解法によl）凍結解凍した後の生存率をFDA  

法により求めた。   

その結果，Pβdイα5加研属では．FDA法により20％  

以上の生存率が認められた株のほとんどで増殖が認めら  

れ，FDA法によりエステラーゼ活性が認められた細胞  

の多〈が増殖能を保持していることが示唆された。ま  

た．供試したすべてのPβdjα5Jγ規則の株でDMSOを  

5％添加したときが最も生存率は高く，最も高いものは  

生存率は90％に達した。一方，DMSOを10％添加した  

ときは5％添加した条件に比較すると生存率は低く，最  

高でも55％であったが，いずれもDMSOを添加しない  

条件よりも高い生存率であった。〔b抽ぶ血〃lもほとん  

どの株でD～ISO添加することにより無添加よりも生存  

率は顕著に高くなった。≡打た，5山肌郎k川棚ばよよび5．  

ac2血SではDMSOを5％添加によりFDA法による生  

存率は80％に達したが，S．ぶβ〝d血5では10％添加でも  

生存率は13％で．株によって大きな差があったが，  

DMSO添加濃度間の差はfセdゴα5れ刑に比較して′トさ  

く，DMSOを添加しない条件でも生存率の高い株も  

あった。一方，CわぶJerflけ川はほとんどの株でDMSOを  

添加Lても凍結融解後には増殖が認められなかったが，  

増殖が認められた株についてFDA法で生存率を求める  

と，供試した他の属とは異なり，DMSOを添加しない  

条件で非常に高い生存率を示Lた。しかし，これらの株  

も予備実験においてDMSOを添加しない条件では，凍  

結融解後には増殖は認められなかった。このように  

C如上βγ盲1冊ではFDA法により高い生存率が認められた  

条件で必ずしも増殖能が認められなかったことから，属  

によっては凍結融解後もFDA法によl）検出されるエス  

テラーゼ活性を維持していても，増殖能を失う場合があ  

ることが示唆された。  

〔発 表〕H－21，29，33－35，h－28，38  

2．14．7 重点基礎研究  

（l）環境中ダイオキシンの疫学予備研究  

〔担当者〕環境健南部：遠山千春・′ト野雅司・  

宮原裕一・吉川麻衣子  

〔期 間〕平成iO年度（1998年度）  

〔目 的〕近軋 ダイオキシン類への暴露による健康影  

響が注目されてきている。ダイオキシン類によるの健康  

影響を研究する際には，ヒト集団を対象とする疫学調査  

の実施が不可欠であるが，疫学調査を実施する際，ヒト  

のダイオキシン類への暴露を把握することが必要であ  

り，その暴露の指標として，対象群の体内のダイオキシ  

ン濃度を測発することが望ましい。ところが，現在，ダ  

イオキシン輯の濃度を測定する際，現在の技術では例え  

ば血液を100血以上採取することが必要であり，一般  

人ロヘの疫学調査を行う際のフィージビイティを低下さ  

せている。そこで本研究では，より簡便な分析法，もし  

くは血中濃度の適切なサロゲートの開発を目指し，種々  

の生体資料の測定結果の相関関係を調べ，また，複数の  

測定方法についての比較検討を行った。  

〔内 容〕ダイオキシン類の環境汚染に関する疫学的研  

究に供するために，生体へのダイオキシン類による暴露  

に対する正確な評価法を構築することを目指し．以下の  

研究を行った。まず，体内のダイオキシン濃度を正確に  

把握するために，まず，ラットにて，同一条件‾Fにおけ  

る種々の臓器のダイオキシン濃度を測完し，その体内分  

布について検討した。その結果．低濃度の暴謁条件にお  

いては，血中のダイオキシン濃度と，肝臓及び脂肪組織  

におけるダイオキシン濃度との間には相関関係が認めら  

れた。また，他の臓器（精巣，腎臓，脳）においても同  

様の結果が得られた。この結果は，総重量当たりの濃  
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度，及び総脂質当たりの濃度の両方において一致してい  

た。これはすなわち，ラットにおいては血中ダイオキシ  

ン濃度が，諸臓器の濃度をある程度反映することを示し  

ており，非侵襲的な血液検査が，より侵襲的な組織学的  

検査の代替物として有用である可能性があらためて確認  

された。ヒトにおいては，現時点での技術では少量の血  

液における分析では測定結果にばらつきが大きく検出限  

界が高くなり，得られた数値の信頼性の低下を招くた  

め，実用的ではないことが確認された。また，免疫抗体  

における生物化学的分析法の検討も行い，この方法に  

よって，血中濃度を完量的に判定するには至らなかった  

が，対象者を高濃度暴露群と低濃度暴露群というカテゴ  

リカルな分類を行える可能性が示唆された。  

てきたオオクチバスヤプルーギルが沿岸域に分布するの  

と異なり，遊泳性魚であるペヘレイは湖内全域に分布  

し，さらに大きな影響を与える可能性が示された。その  

食性は幼魚馴こは動物プランクトン食であるが，体長  

ユ5cm以上では魚食性が強くなり，20cl¶を越えると魚  

類やエビ類を専食することが明らかにされた。   

霞ケ浦におけるペヘレイは雄でおよそ15cm，また雌  

では20－25cmで成熟し．雌の成熱には2年余の時間を  

必要とすることが明らかとなった。年間通し雌成熟個体  

が観察されることから，霞ケ浦での産卵期は特定できな  

い。産卵群は湖岸の底質が砂地の場所に集まることが確  

認された。夏季に産卵されたペヘレイの雌雄比は著しく  

雄に傾いた。   

初期発生期．椎仔魚期の生態学的調査はまだ不十分で  

あるが，霞ケ浦ではペヘレイが減少する条件は見つから  

ず，強い漁獲庄がかからない限り，将来にわたり霞ケ浦  

の優占魚種となることが推測された。  

（2）胃ケ浦における南米産ペヘレイの侵入による湖内  

生態系撹乱に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：春日清一  

〔期 間〕平成10年度（1998年度）  

〔目 的〕霞ケ浦に南米産魚であるペヘレイ（0血11一  

拍βぶfβざむ0川αγfβ71ぶiぶ）が侵入，日本で初めて定着したこ  

とが1993年確認された。その後，霞ケ浦では著しく増  

加し，湖内生物相に大きな影響を与えるに至った。しか  

し．霞ケ浦における繁殖生態や成長，分布，食性などは  

明らかでなく，将来，湖内生態系に与える影響を推測  

L，この種を管理するための基礎資料を得なくてはなら  

ない。一般に帰化魚はその侵入過程が不明確で，突然爆  

発的な増加が観察され，帰化魚の定着過程が明らかにさ  

れることは少ない。しかし，霞ヶ浦のペヘレイはその侵  

入当初から，環境要因などが調査されており，帰化魚の  

侵入過程を解析する良い対象であF），また将来ペヘレイ  

が霞ケ捕に適応する過程を明らかにすることができる。  

〔内 容〕1985年茨城県内水面水産試験場はペヘレイ  

を湖内桐生貨車殖を目的とし，場内で地中養殖試験を  

行った。1989年霞ケ浦商科二おいて1年魚のペヘレイ  

が採集され，1993年7月に霞ヶ浦南岸で産卵群と思わ  

れる大型偽が定置網により多数採集され，1994年7月  

にワカサギトロール網で多くのペヘレイが混獲され．  

霞ケ浦に定着したこ とが確認された。その後混獲還は  

徐々に増加の傾向にあったが，1998年秋にはトロール  

網の6～7割をペヘレイが占め，在来魚のワカサギ，シ  

ラウオ，ハゼ，エビ等の漁推量は激減した。   

これまで帰化魚として欄内魚類偶に重大な影響を与え  

（3）生物の生存限界域における環境適応性に関する研究  

〔担当者〕生物圏環境部：渡過 信・大政謙次・  

名取俊樹・戸部和夫・  

広木幹也・河地正伸・  

野瞭精一・宮下 衡・  

佐竹 潔・上野隆平・  

多m 満・矢部 徹・  

佐治 光・久保明弘  

〔期 間〕平成10年度（1998年度）  

〔目 的〕ある生物種の分布の限界域に生存している個  

体群にとって，その生存環境はその生物種に最適な環境  

ではなく，さまざまな環境ストレスを受けつつその環境  

に適応している。そのような限界城に生存する個体群は  

環境変化の影響を受けつつその環境に適応しており，ま  

た，環境変化の影響を環も受けやすいと考えられる。そ  

のため，そのような生存限界域に生存する生物群の分布  

とその存在状態を環境との関連で把捉することにより，  

その牲の生存を規定する環境要因を明らかにすることが  

できる。本研究では，国内希少野生生物種に指定されて  

いるキクダケソウを例として．低温など様々な環境スト  

レスにさらされながら分布限界域に生存する生物の現状  

を把握し，さらに，その適応機構を明らかにすることに  

より，自然保護の基礎となる研究を行う。  

〔内 容〕  
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1）・キタグケソウの現況の把握   

キタグケソウの現況を把握するために，キタグケソウ  

生育地域において登山道に平行及び垂直方向にコード  

ラートを設置し，コードラート内のキタグケソウの個体  

数およびキタグケソウ以外の主な植物性を記録した。そ  

の結果，近年キタダケソウが目立ってきたと言われてい  

る本地域では，登山道近くにキクダケソウの個体数が多  

く，さらにコードラート内に生育するキタダケソウ以外  

の主な植物種として，ハクサンイチゲ，イワベンケイ，  

スゲ属，チョウノスケソウ，トウヤクリンドウなどが認  

められた。さらに．キタグケソウ生育地土壌の特性を杷  

振するため，土壌の水溶性塩類濃度を調べた結果，生育  

地土壌の特徴として，登山道やハイマツ生育地土壌に比  

べてカルシウム濃度が高いことがわかった。   

2）キタダケソウの実験植物化   

キタグケソウの適応機構を明らかにするための実験を  

行うためには，人工制御環境下で実験に用いるキタダケ  

ソウの栽培法を確立する必要ある。そのため．特定国内  

種事業届出者として登録されている業者よりキクダケソ  

ウを購入し，かつて栽培法を試みた経験や文献等を参考  

に、栽培時の地温あるいは土壌pHを調整し，環境制御  

温室内での栽培を試みた。その結果，従来人工制御環境  

下で困難であったキタダケソウの栽培が土壌pHの調整  

により可能となり，キタグケソウを実験植物として供給  

できる可能性が出てきた。さらに，キクダケソウの生育  

に土壌pflが重紫な安国であることがわかった。   

以上の結果より，キタグケソウの生存にかかわる植物  

種としてハイマツ・ハクサンイチゲなどがリストアップ  

され，さらに，生育地土壌の特性としてカルシウム濃度  

が高いことによる生育土壌のpHが重要であることが示  

唆された。  

〔発 表）h－24  

の保全は今や全地球的な課題である。熱帯林の生物多様  

性の維持機構と，森林を構成する樹木個体群の世代交代  

に関する科学的知見は，自然林の保全に不可欠なもので  

ある。本研究は，第一にタイおよびマレーシアに分布す  

る熱帯季節林や熱帯降雨林内に長期植生変動観測プロッ  

トを設置して，森林内の樹木の個体密匿，組成，個々の  

樹種の分布パターン，林内構造，林冠構造，土壌地形等  

の環境要因等を継続的に測定し．そのデータベースを構  

築するとともに，冬雲因間の関係を解析した上で，森林  

群落の長期変動や地球環境変動における熱帯林の役割等  

の解明へ賀する基礎データを碇供することを目的とす  

る。一方，大気汚染・酸性雨は森林生態系に重大な影響  

を与える要因であり，温帯地域のみならず，熱帯地域で  

も大きな問題となりつつある。本研究では森林生態系に  

影響々及ぼす大気環境因子としてオゾン，酸性物質，エ  

アロゾルと森林衰退との関係を明らかにするための基礎  

データを得て，これをデータベース化することを第二の  

目的とした。  

〔内 容〕本研究においては，タイのファイ・カー・ケ  

ン（Ⅰ・IuaiKha Khaeng），同じくタイ半島部のカオ・  

チョン（Kaoh Chong）およびマレーシア半島部のパ  

ソー（Pasoh）に設定された長期観測用プロット内で出  

現した直径1cm以上のすべての樹木のサイズ．マッピ  

ングを行い，それに加え，林冠の表面構造，デジタル化  

した土壌，地形データを重ね合わせることによ勘 それ  

ぞれの樹種の生長や林冠構造がどのような環境要因に  

よってコントロールされているかを解析した。またこの  

ような各測定パラメータを長期間にわたりモニタリング  

することにより，森林群落の炭素収支における役割等を  

解明する。本年度はタイ半島部のカオ・チョンに16ヘ  

クタールのプロット設置をするための地形測量．プロッ  

ト内の基準ポイントの設置などを行った。またマレーシ  

アのパソのプロット（50ヘクタール）で取得されてい  

る植生データをもとに各樹種の分布と土壌，地形要因と  

の関風樹木の種多様性と林冠構造との関係，林冠高と  

地形，土壌との関イ系などについて解析を行った。またタ  

イのファイ・カー・ケンプロットについても同様の解析  

を行うためにプロット上空での空中写真の撮影の準備を  

行うと同時に，そのための現地の共同研究者等との研究  

打ち合わせなどを行った。カオ・チョンのプロットにつ  

いても実質的な植生調査を開始するための準備，研究打  

ち合わせ，現地調査体制の整備などを行った。  

（4）森林生態系の多様性の指標化とデータベース化に  

関する基礎研究  

〔担当者〕大気圏環境部：畠山」史郎・神沢 悼  

地球環境研究グループ：奥田故紙・村野健太郎  

地球環境研究センター：藤沼康実  

【期 間〕平成10年度（1998年度）  

〔目 的〕熱帯地域の森林は，森林周辺の徴気象や地球  

規模の気候に大きな影響を与えている。一方．森林はま  

た人間活動に由来する環境変化の影響を受けていて，そ  
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〔目 的〕化石燃料の消費に伴って大気中に放出された  

二酸化炭素（CO2）が海洋および陸域生物圃のそれぞれ  

にどれだけ吸収されているかを見積もることは炭繋循環  

を考える上で重要である。陛域生物圏がCO2を吸収す  

る場合にはほほ同量の酸素を大気に放出するが，海洋が  

CO2を吸収しても酸素を放出しない。そこで，化石燃料  

からのCO2の放出量と大気中のCOヱの増加率および酸  

素の減少率を比較することで陸城生物圏と海洋のそれぞ  

れのCO2の吸収量を推定することができる。実際の分  

析では大気中の窒素の変動が酸素に比べて無視できるこ  

とを利用し，酸素ノ窒素比の標準空気からの偏差の百万  

分率（これをpermegという単位で表し，4．8permeg  

が酸素1ppmに相当する）で酸素の変動を表す。大気  

中の酸素濃度の変動（年間約3pplnの減少）はその濃  

度に比べて圧倒的に小さいため，非常に高精度の分析が  

要求される。これまでに報告されている分析方法の特殊  

性などから大気中の酸素／窒素比の測定は限られた研究  

機関でしか行われていない。本研究では，一般的な分析  

装置であるガスアロマトグラフを用いた酸素／窒素比の  

測定方法を確立することを目的とする。  

〔内 容〕本年度は．分析手法の改良大気試料採取方  

法の確立，標準空気の相互検定，実際の大気中の酸素／  

窒素比の変動の検出について研究を行った。   

分析手法の改良では，ガスクロが大気圧の変動に影響  

されないように，検出器とサンプルループの出口および  

カラム上流において圧力を一定に制御するようにした。  

改良の結果，安定した分析精度を得ることができた。2  

つの乾燥空気の交互分析の結果，1回の分析での標準偏  

差が約18pernlegとなり．1つの試料につき7国分析  

を繰り返すことで標準誤差が7permegになることがわ  

かった。   

大気試料はパイレックスガラス製の容器に加圧採取さ  

れる。フラスコ内での酸素／窒素比の安定性を調べる実  

験を行ったところ，1カ月間はほとんど変動しないが，  

それ以降徐々に酸素濃度が減少することがわかった。酸  

素濃度減少の原因としては．バルブに使用されているバ  

イトン製0－リングヘの酸素の吸収や，0リングに塗  

布されているグリースの酸化による酸素の消費などが考  

えられる。フラスコでの保存期間に限度があることは大  

気試料を収集する際の大きな制約になるため，今後もフ  

ラスコの材質や採取後の保存法方等にづいての検討を行   

う必要がある。  

一方，熱帯地域においても温帯地域と同様，光化学オ  

ゾンの生成が間堪となっているが，熱帯地域では森林樹  

木の放出する天然炭化水素の量が多いため，これとオゾ  

ンによる反応の生成物である過酸化物が森林に影響を及  

ぼしている可能性も高い。孜々は，日光の森林地内で大  

気中の過酸化物濃度を測定し，この濃度変化に与える気  

象安国，大気化学的要因の影響を調べて，気温，日射，  

オゾン濃度，イソプレン濃度などの影響が大きいことを  

明らかにした。  

〔発 表〕A－5，a7～9．11，卜87，88  

（5）大気中のイオウ同位体比の迅速分析に関する研究  

〔担当者〕地球環境研究グループ：向井人史  

〔期 間〕平成10年度（1998年度）  

〔目 的〕大気中の硫黄酸化物や硫酸塩は石炭や石油の  

燃焼，金属精錬などによって放出されるほか，火山や生  

物由来の自然起源のものもある。ここでは．イオウの同  

位体比を用いて起源の同定や大気中の反応について明ら  

かにするための，迅速で高感度な分析法を検討する。従  

来の分析法では5mg程度の量が必要であり，大気試料  

のような試料量が少ないサンプルでは，高頻度に分析を  

行うことが困難である。ここでは．元繋分析計と質量分  

析計を接続し高温度で燃焼させ生成した二酸化硫黄をガ  

スクロマトグラフィで分離し直接質量分析計で同位体比  

を測定することによって，感度と時間短縮を図ることを  

目的とする。  

〔内 容〕イオウ分析の条件を設定するために，触媒，  

酸化炉温度，ガスクロマトグラフの条件．質量分析計の  

設完などを検討した。ガスクロマトグラフにおける  

TCI）の検出感度は〃g以下の感度であるが，質量分析  

計の導入時に1／10程度スプリットされることと，一定  

した同位体比の値が得られるようになるためには，100  

′ug程度の量が必要であった。また硫酸バリウムと硫化  

銀のような形態の差や，分解温度，ガスクロ温度などは  

分析値に若干影響することがわかった。本方法によって  

中国で‡宗られた大気中の粉じんや硫黄酸化物の硫黄同位  

体比を潮宣した。  

（6）／くックグランド大気の酸素／窒素比の変動を検出   

する分析手法確立のための研究  

〔担当者〕大気圏環境部：遠嶋靡徳  

〔期 剛平成10年度（1998年鹿）  
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酸素／窒素比の変動の検出には標準ガスを維持管理す  

る必要がある。そ・のために．除古屋した大気を加圧充てん  

した高圧容器を何本か準備し，これらの酸素／窒素比を  

相互検定を開始した。これまでの実験では，高圧容器内  

の酸素／窒素比が約半年間ほとんど変動していないこと  

が確認された。   

波照間島で1997年7月から月1回の割合で採取され  

た大気試料を分析した結果，酸素／窒素比が春から夏に  

かけて増加し秋から冬にかけて減少する明瞭な季節変動  

を示すことがわかった。これまで得られた約1年半の  

データからでも大気中の酸素／窒素比の減少が認められ  

るが，減少率を正確に求めるためにはさらに観測を継続  

する必要がある。  

〔発 表〕卜57  

化）に関する基礎的知見を得ることを目的として検討を  

行った。得られた知見は以下のとおりである。  

1）エコトーンにおける生物種と現存量を決める物理  

化学的要因（勾配，粒径，砂質，波高，光等）間の関係  

があったことがわかった。   

2）水生植物（ヨシ原等）によるエコトーンの創出手  

法とその水質浄化機能の基礎的な検討が行われた。ヨシ  

原の生態と環境安国との関連を明らかにすることがで  

き，茎植え手法と種子酉手法によるヨシ原の創出手法の  

開発を行った。創出したヨシ原の水質浄化機能と自然の  

ヨシ原との比較検討を行ったところ，同等以上の浄化効  

果が得られることが明らかになった。  

【発 表〕G－1－3，5，6．12，19．22，g－1，4，9，11．27，  

29，30  

2．14．8 重点研究支援協力員制度  

（1）環境モニタリング手法開発のための基盤技術研究  

〔担当者〕地球環境研究グループ：笹野泰弘・飯田隼人＊  

地域環境研究グループ：吉永 淳  

社会環境システム部：田村正行・逝 文経＊  

環 境 健 廉 部：青木廉展・天沼喜美子＊  

化 学 環 境 部二伸閉経子＊・橋本健次＊  

地球環境研究センターニ藤沼照美・橋本正雄＊  

（＊重点研究支援協力員）  

〔期 間〕平成7－11年度（1995－1999年度）  

〔目 的〕世界各地に生起する物理・化学的環境変化は  

オゾン層や熱帯林の破壊，砂漠化や温暖化の進行，大気  

や水質の汚濁，廃棄物の散乱や被覆地の改変など深刻な  

生活環境変化をもたらしている。そして，このような変  

化は人間の高密度居住地域のみならず，極域や高山 乾  

燥地域や海域にまで及んでいる。これらの環境問題への  

適切な対処のためには，これらの環境がどのような状態  

にあり，どのように変化してい〈のか，またどのような  

問題が引き起こされているのか把握しなければならな  

い。それにはまず世界各地の環境条件を統一的に，また  

簡便に測定できることが必須であF），その基本となる計  

測手法を整備することが要請されている。本研究は．現  

在用いられている計測手法の改善・高度化を図るもので  

ある。  

1）環境を広く同時に測定できる人工衛星を利用した  

計測技術   

2）環境因子が人間や生態系に与えるリスクを測定す  

（7）水質浄化横能に果たすエコトーンの役割に関する  

研究  

〔担当者〕水土壌圏環境部：徐 開欽・渡辺正孝・  

内山裕夫・冨岡典子・  

越川 海・村上正吾・  

井上隆信・林 誠二・  

牧 秀明・越川昌美  

〔期 間〕平成10年度（1998年度）  

〔目 的〕湖沼の沿岸帯，海浜や干潟等のエコトーン  

（水域と陸域の移行帯）はそれぞれの水域に流入する汚  

濁負荷に対する浄化機能を持っていることが知られてい  

る。しかしながら，これらのエコトーンの多くは沿岸の  

人口集中や高度利用のため埋め立てられたり，護岸工事  

によってコンクリートで固められたりする中で消失して  

しまった。また，湖沼，内湾等の閉鎖性水域の汚濁に伴  

い，かつて健全な生態系は危機に瀕している。元々これ  

らの水域が自浄作用だけで生態系を維持していたことを  

考えれば．水質削ヒ機能に果たすエコトーンの役割の解  

明が意義深いと考えられる。本研究は水質浄化機能をも  

つエコトーンの役割とその有効利用手法を開発するため  

に，閉鎖性水域のエコトーンを中心に，その汚濁現状と  

周辺環境を把握し．エコトーンによる汚濁水域の直接浄  

化メカニズムの解明とその浄化システムの構築を行うこ  

とを目的とする。  

〔内 容〕本研究では，水質浄化機能に果たすエコトー  

ンの役割を明らかにするとともに，生物多様性の保全を  

可能とする生物の生息しやすい空間の創出（ビオトープ  

－186－   



（2）東アジア地域の持続的発展に関する環境総合診断   

システムの構築に関する研究  

〔担当者〕地球環境研究グループ：奥田敏統・鈴木万里子＊  

環 境 健 康 部：小野雅司りj、熊宏之＊  

水土壌圏環境部：大坪国順・ゴン建新＊  

林 誠二・中嶋恵子＊  

生物 圏 環境部：清水英幸・杉村廉司＊  

（＊重点研究支援協力員）  

〔期 間】平成9～13年度（1997－2001年度）  

〔目 的）  

1）地理情報システムやエキスパートシステム等を活  

用した環境総合診断システムに関する研究   

①流域スケールでの汚濁物質及び有害化学物質の発生  

量と環境中の動態に関する現状の把握と，将来予測のた  

めの数学モデル作成する。   

②地理情報システム（GIS）を，環境変化とそれによ  

る健康影響を監視するためのシステムヘ応用する。   

2）東アジア地域での大気物質輸送，循環に関するモ  

デル結果表示の高度化とネットワーク化   

各研究者が地理情報データベースやサブモデルの結果  

をネットワークを介してオンラインで結果を見ながら意  

見交換するためのコンピュータネットワーキングシステ  

ムを整備する。   

3）熱帯林生態系の保全・評価に関する研究   

マレーシア半島部パソ保護林に50ヘクタールのデー  

タを用いて，樹木の分布と林内環境，椎樹の動態等につ  

いての解析を通じて熱帯林の動的平衡性を明らかにす  

る。   

4）東アジアにおける生物多様性インベントリーシス  

テムの構築に関する研究   

有効な種名，形態，生理．生態，分布情報を持つ高度  

で広範な生物多様性インベントリーシステムを構築・管  

理する。  

〔内 容〕   

1）地理情報システムやエキスパートシステム等を活  

用した環境総合診断システムに関する研究   

①地理情報システムを用い，主に中国を対象とした環  

境地理情報データベースを作成するとともに，長江流域  

を対象とした水文・水質モデルの開発と適用のための  

データ解析とモデルパラメータの算出を行った。   

②インドネシアロンポク島でのマラリア流行を題材  

に，リモートセンシングデータ，気象データ，現地調査  

る技術   

3）大気や水，土などに含まれる成分を測完する技   

術，のそれぞれについて．研究を進める。  

〔内 容〕重点研究支援協力員の協力を得て，重点研究  

テーマ3課題を実施し，次のような成果を得た。  

1）環境を広く同時に測定できる人工衛星を利用した  

計測技術   

ADEOS衛星搭載のオゾン層観測センサーである  

ILAS（改良型大気周緑赤外分光計）のデ．夕質の判定  

に閲し．検証実験データセットの追加・更新を行い，検  

証作業に提供した。また，参照用大気モデル・気象モデ  

ルの見直しを行い．米国の新しい衛星観測データを入手  

し．標準データセットを改訂した。   

つくばと沖縄県粟島にあるNOAA受信局から得られ  

るAVHRR画像データから，東アジア地域の相生分布  

及び純一次生産量を計測する手法の開発を行い，受信  

データの処理解析を行った。   

2）環境国子が人間や生態系に与えるリスクを測定す  

る技術   

前年度開発した環境中の変異原物質にかかわる遺伝子  

導人魚の胚を，変異原物質に暴露することにより，本遺  

伝子導入魚の変異原物質モニター遺伝子上に生じた突然  

変異を，先量的にDNAの塩基配列レベルでも解析でき  

ることを示した。   

環境中の有害物質が生物に与える影響に関する研究で  

は，実験的に有害物質に暴露した動物・微生物などの細  

胞形態の変化 元素の局所分布の変化などを，電子顕微  

鏡とⅩ線マイクロアナライザーを用いて観察・測定し  

た。   

3）大気や水，土などに含まれる成分を測定する技術   

環境中における物質の循環・動態を明らかにするため  

に，無機元素（炭素，窒素，硫黄，鉛など）の安定同位  

対比を精密に測完するための試料処理法および測定法に  

改良を加えた。大気や水，土のほか，生物などの環境試  

料にこの方法を通用し，その有効性を検討した。   

温室効果ガス等の大気微量成分の観測システムの高度  

化を目指し，無人観測局での観測体制の整備と操作マ  

ニュアルの作成を進めた。また，観測大気の起i原など推  

定する流跡線解析システムの開発を進めるとともに，観  

測データのデータベース化を進めた。  
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データ等を用いて，GIS解析を行いマラリア媒介蚊の発  

生要臥こついて検討を行った。さらに中国南部雲両省を  

対象に関連データの収集を開始した。   

Z）束アジア地域での大気物質輸送，循環に関するモ  

デル結果表示の高度化とネットワーク化   

アジア地域の任意の地点に対して，その地点を通過す  

る気団の由来を定量的に分析するために，流跡線データ  

を取り込んで自動的に統計処理し方角分布に関する統計  

量を計算するシステムを開発した。   

3）熱帯林生態系の保全・評価に関する研究   

マレーシア熱帯林に設置された50ヘクタールプロッ  

トで得られた樹木の分布データと空中写真のデジタル  

データから，地形，土壌，林冠の高さと，種の多様性，  

椎樹の移入率．樹木の死亡率などの関係について解析を  

行った。   

4）東アジアにおける生物多様性インベントリーシス  

テムの構築に関する研究   

奥日光地域における醇苔類フロラのデータベ←ス化を  

行い，特にチョウナンゴケ科に関して，有効な種名，形  

態，生理，生乳 分布，タイプ標本．文軌 レッドデー  

タフ0ック等のデータを整理した。また，国際会詳等に参  

加し，生物多様性インベトリーシステムの構築に関連す  

る情報を収集した。  

〔発 表〕A－5，E－5，a－7－9  
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2．15 海洋開発および地球科学技術調査研究促進費による研究  

太平洋上の偏東風波動研究等によって知られている。し  

かし，ENSOに代表されるような長周期の自然変動と移  

動性擾乱との相互関係については，未だ明らかになって  

いない。   

ここでは，蓄積された衛星データを利用して移動性の  

雲一大気穫乱を総合的・統計的に解析し，気候値および  

ENSOに伴う変化を解明する。また，TOGA－COARE  

のような総合的観測データおよび数値モデルを利用し，  

移動性授乱とENSOとの相互関係について知見を得る  

ことを日精す。  

〔内 容】今世紀最大規模であった1997－98年のエル  

ニーニョの急速な終息が1998年5月に赤道域を東進し  

た地球規模スケールの移動性熱帯降水システム（Mad－  

denrJulian振動：MJO）によってもたらされたことを示  

した。解析には熱帯降雨観測衛星（TRMM）のマイク  

ロ波放射計による海面水温分布データ，スペシャルセン  

サーマイクロ波放射計（SSM／l）による降雨デ叩夕，  

ECh′IWF（欧州中期気象予報センター）客観解析解析  

データを用いた。MJOの降水城は通常，インド洋一中  

西部太平洋でのみ観測されるが，この研究で，1998年  

5月のほぼ1カ月には赤道全域を一周したことを発見し  

た。コンポジット解析の結果，このMJOシステムは，  

全球の東西波長1（40，000km）の力学構造を持ち，対  

流圏下層でKelvin波と呼ばれる東西風にのみ現れる擾  

乱構造を持っていことがわかった。この東西風擾乱と平  

均風との重ね合わせにより，降水域の東側において東風  

が強められ，赤道湧昇を加速したため，エルニーニョの  

急速な終了がもたらされたことが示された。過去の研究  

で，エルニーニョの発生については，MJOに伴う西風  

バーストが引き金になるという例が示されていたが，エ  

ルニーニョ終了についての～UOシステムの効果を具体  

的に示したのは本研究が初めてである。  

〔発 表〕卜48，52～55   

2．15．2 地球環境遠隔探査技術等の研究  

（l）月掩蔽法大気周持分光計に関する研究  

〔担当者）地球環境研究グループ：鈴木 睦・笹野泰弘・  

中島英彰  

地球環境研究センター：横田達也  

2．15．1地球科学技術特定調査研究  

（1）地坪温暖化の原因物質の全球的挙動とその影響等  

に関する観測研究   

①エアロゾルの大気中濃度・組成の変動に関する観測  

的研究一陸上からの観測的研究  

〔担当者〕大気国環境部：杉本伸夫・松井一郎  

〔期 間〕平成2－11年度（1990－1999年度）  

〔目 的〕気候モデルヘの入力や検証用データとして利  

用するためのエアロゾルの分布モデルを構築することを  

目的として，地上設置レーザーレーダー（ライダー）に  

よる対流圏および成層圏のエアロゾルの長期的な観測を  

実施する。  

〔内 容〕小型レーザーレーダー等により対流圏エアロ  

ゾルの観測を継続し，エアロゾルの消散係数の鉛直プロ  

ファイルの時間変化を観測した。また．高スペクトル分  

解レーザーレーダーを用いてエアロゾルの光学パラメー  

タ（消散係数および消散係数対後方散乱係数比）を定量  

的に測定した。これらのデータを用いてつくば上空のエ  

アロゾル分布の気候学的解析を行った。一方．地球的規  

模のエアロゾルの分布を把握するために海洋地球研究船  

「みらい」を用いた観測を約40日間にわたって実施し  

た。また，インドネシアにおけるレーザーレーダー観測  

データを用いた解析を行った。  

〔発 表〕F－21～24，27，48，49，f－30，31，33，34．  

39～41，102，103，105～ユ08  

（2）エルニーニョ南方振動の横構解明とその影響に関  

する研究   

①ENSOに伴う熱帯対流活動の変化に関する研究  

〔担当者〕大気圏環境部：高薮 緑・江守正多・  

野沢 徹・神沢 博  

〔期 間】平成6～10年度（1994－1998年度）  

〔月 的〕熱帯対流活動の大規模（数千knl）組織化の  

特徴がエルニーニョ南方振動（ENSO）に伴いどのよう  

に変化するかを明らかにする。さらにこのような対流雲  

擾乱の特徴の変化が大規模大気一海洋相互作用に，どの  

ようなフィードバックをもたらすかを調べる。   

熱帯海洋上の雲・降水量の平均的分布の大部分は，組  

織化した移動性の対流活動によることがGATE研究や  
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大気圏環境部：神沢 博  

〔期 間〕平成8～10年度（1996～1998年度）  

〔目 的〕環境庁の衛星センサー，ILAS・ILASIlは  

太陽掩蔽方式大気周縁分光計であり，赤外分光器として  

極めて小型ながらも，高い観測精度・鉛直分解能，幅広  

い観測対象を特徴とする。しかし観測原理上，観測地理  

領域が衛星軌道により制約され，ADEOSからは桓域に  

特化した観測しか行えない。掩蔽法統測では，月・恒星  

等も光源とすることが可能であり，近赤外域での月掩蔽  

法により，工LASでは観測できない極夜の内部領域や全  

球的観測が可能になると考えられる。そのための観測原  

理の検討から，実際的な装置の試作と，地上試験による  

実証を行う 

〔内 容〕本研究課題最終年度となる本年度は，小型  

FTIR（BOMEM 社 MB160）とペルチエ素子冷却  

InGaAs検出器を用い，太陽光の月表面および地球大気  

による散乱光を光源とした温室効果気体の地上扇動則を実  

施した。その結果，CO2，H20，ClI4の吸収スペクトル  

が1．5－」．9／‘m波長城で測定可能であることを確認し  

た。このことにより，人工衛星軌道からの周縁散乱光を  

利用することで，温室効果気体のグローバル観測が可能  

となることを実証した。   

また，単一散乱を仮完したフォーワードモデルを作成  

し，リトリーパルのシミュレーションを行った。その結  

果，月光を光源に用いたときに想定される観測可能化学  

種などの検討を行った。また，実際に搭載する衛星の軌  

道についても検討を行った。  

〔発 表〕A－37，47，48，a－49  
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2．16 災害対策総合推進調整費（国土庁）による研究  

2．16．1総合研究  

（1）油流出事故に備えた回収対策及び環境・災害情報  

整備に関する調査   

①流出油回収対策等に係る海及び海陸境界域のGIS  

構築  

〔担当者】水土壌国環境部二宇都宮陽二朗  

【期 間）平成9－川年度 り997～1998年度）  

〔目 的）油流出事故による漂流漂着油の効果的な回収  

対策等を目的とした海及び海陸境界域のモバイルGIS  

の構築を試みる。  

〔内 容〕平成10年度は，油流出率故による油回収対  

策の迅速かつ効果的な策定に不可欠な海域等情報の検  

索・表示システム，効果的な剛又資機材情報の提示シス  

テム，ボランテア活動支援システム，流出油の漂流漂着  

予測システムを構築するとともに，回収作業者自身が，  

現場でデータを入出力できるモバイルGISの構築を試  

みた。  

〔発 表】g－25  
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2．17 文部省・科学研究費補助金による研究  

（1）水環境修復のための有用微生物の横能強化・製剤  

化と富横能浄化システムの技術開発  

〔代表者〕地域環境研究グループ：稲森悠平  

〔分担者〕地域環境研究グループ：水落元之  

東北大学大学院工学研究科：須藤隆一  

東京農業大学応用生物科学部：高橋力也  

筑波大学応用生物化学系：松村正利  

千葉県立中央博物館：林 紀男  

〔期 間〕平成9－12年度（1997－2000年度）  

〔目 的〕環境浄化を図る上で汚濁した水域や排水処理  

施設に対して，浄化に貢献する細菌や原生動物，後生動  

物を大量培養し，添加する微生物製剤の活用が，極めて  

重安な位置づけになりつつある。このような点を鑑み，  

窒素除去にかかわる硝化菌・脱窒菌，リン除去にかかわ  

る脱リン蘭，雉分解性物質分解菌，汚泥の減量化・処理  

水の透明化に貢献する原生動物・後生動物の高密鑑培養  

法の確立，これらの細菌・徴′ト動物を効果的に定着させ  

得る担体を活用した生物処理反応槽への高密度定着化な  

らびにのう子化，脱のう子化のための適正条件および増  

殖促進因子を固定化するための実用化研究を行い，高機  

能浄化システムの技術を開発することとする。すなわ  

ち，輪虫類をはじめとする微小動物と細菌との相互作用  

を定量的に解析・評価し，生物処理反応槽内における両  

者の適正なバランスを解明することを目的として，エス  

テラーゼ活性を有する細菌を検出する蛍光染色剤，およ  

び全細菌を検出する蛍光染色剤を用い，細菌群と鈴虫類  

等微小動物の混合培養系，微小動物が存在しない和菌群  

のみの系における細菌数ならびに生存率について評価・  

解析を行うこととする。  

〔内 容〕水環境修復に貢献する有用微生物としての微  

小動物と細菌の二者培養系において浄化能と密接に関係  

する捕食能，御生物活性．汚泥減量特性などの解析評価  

を行った。その結果，微小動物の個体密度が安定したと  

きの細菌数は，後生動物貧毛頼ん血舶mん叩頼れ  

および原生動物緑毛類抽γ掠β眈叫娩mではほぼ等し  

く，全細菌数で2．6×10HN／mJであり，一方，創血止血  

叩浦項J出ね拍皿と細菌の二者培養系における全細菌数  

は1．3×10日N／nlJと，月．反叫祓血宣よび佑c”♪埴γα  

の約半数であり，P．叩伽呼ん〃MJI閃αの細菌に対する摂  

食能力が極めて高いことが明らかとなった。   

徴ノト動物の個体密度が安定したときの，全細菌数に占  

めるエステラーゼ活性を有する細菌数の割合．いわゆる  

生存率はA人肌ゆ涙雨で42％，P．のγJノl叫〉J肋αわ乃dで  

46‰11明晰Ⅶで37％であjl接種時にそれぞれの微  

小動物をフィルタ←により除去した細菌群のみの対照系  

よりも生存率が5ル10％増加することが明らかとなり，  

このことから，微小動物が存在することにより，全紙菌  

数は減少し汚泥の減量化につながるが，全細菌数に占め  

るエステラーゼ活性を有する細菌の割合が増加するた  

め，細菌による浄化能力は維持されるものと考えられ  

た。   

P叩肋呵ノ血αJwの個体密度が増加するにつれてエ  

ステラーゼ活性を有する細菌数．ならびに生存率が増加  

する傾向にあることが明らかとなり，輪虫類は捕食によ  

机紙菌を減少させる効果と同時に，細菌群の増否直縫およ  

び生存率を高める効果を有し．この2つの効果を適正に  

制御することが浄化能力を高める上で極めて有効である  

ことが示唆された。  

〔発 表〕b－56  

（2）タイ王国におけるバイオ・エコエンジニアリング  

活用自然強化型水環境修復技術の開発  

〔代表者）地域環境研究グループ：稲森悠平  

〔分担者）地域環境研究グループ：水落元之  

水土壌圏環境部：徐 開放  

〔期 間〕平成9｝10年度（1997－1998年度）  

〔目 的〕タイ王国の河川，運河，湖沼，内鳳 内湾等  

は生活系および産業系排水の処理の不徹底化により，水  

質汚濁，富栄養化が累進的に加速しており，その対策は  

待ったなしの状況にある。この対策を図る場合に重要な  

ことは，熱帯地域という温度が高いことを十分に考慮に  

入れた技術開発にある。このような点を鑑みると，高い  

水温下，豊富な太陽エネルギーの存在‾F，高い成長速度  

を有する水生植物浄化法のシステム化．広い敷地を活用  

したラグーン処理における嫌気・好気条件の組み込みに  

よる窒素，リン除去のための処理の高度化 生物処理プ  

ロセスの反応槽内で凝集体摂食者による汚泥の減量化及  

びろ過摂食者による処理水の透明化等にかかわる有用生  

ー192 ¶   



物の機能を最大瀾に高めることによる水環境修復技術の  

基礎と応用の両面に立った開発研究が重安である。本研  

究では上記の点を鑑み，タイ王国で活用可能な水環境修  

復技術を提案することを目的として推進することとして  

いる。  

〔内 容〕水環境を帽復して健全な生態系を創造する上  

での基礎となる，重要な水源域の汚濁物質の質と量に関  

する基礎的知見の集積を図り，都市域においては生活排  

水の流人負荷比率が高〈水質汚濁の進行が著しい上に大  

腸菌群が検出されるなど衛生面でも大きな問題を有して  

いること，郊外等の農村城ではこれに加えて林野開発に  

伴う地表面土壌の流亡という面源負荷が大きな社会問題  

となっており，いずれも緊急の対策が必須であることが  

明らかとなった。食品工場等の排水処理施設における生  

物相等の調査を通じて，発生汚泥量の低減化を回るため  

には細菌から始まって原生動物や輪虫類などの微小動物  

を雇て小型魚類さらに肉食魚への食物連鎖を通じた，す  

なわちエコエンジニアリングに立った視点の被食・捕食  

関係の有効活用が収率の検討結果から大きな有用性せ示  

すことなどが明らかとなった。さらに，人コニ湿地を活用  

した低濃度汚濁水の処理についての検討より，アシやガ  

マなどの事由水植物群落およびクウシンサイなど食用に供  

される水生植物群箔の根圏が有機物および窒素除去に大  

きな役割を演じ，同時に年間を通じて常に再生産が行わ  

れることから熱帯地域における安定した水環境改善手法  

として大きく期待できることが明らかとなった。特に水  

源域としての貯水池における有毒物質産生藻頒である藍  

藻類の生息状況調査を通じて，藍藻類のアオコおよびア  

ナペナなどの分布の実態およびこれらの藍藻類が産生す  

る有毒成分であるミクロキスナンなどの濃度測定から，  

富栄養化に伴うアオコの発生はタイ国内全域に及んでお  

り，かついくつかの水源からはミクロキスチンも検出さ  

れていることから水源城における富栄養化対策は極めて  

重要な位置づけにあり．緊急の課題となっていることが  

明らかとなった。  

〔発 表〕B－26，G＋トー3，b－26，27，52，64，65，78，86，  

88，g－1  

〔期 間〕平成10年度（1998年度）  

〔目 的〕日本列島に居住した先史人類集団では約  

2500年前に弥生文化という水田稲作農耕を伴う新しい  

生業活劇が開始されたと考えられている。それと同時に  

骨の形態も大き〈変化することから大陸の人類集団が大  

規模に流人したと考えられ，現代人の遺伝情報もそれを  

裏付けている。実際に才采集狩猟から農耕へと生業を劇的  

に変化させたのか，水稲が食生活でどのような役割を果  

たしていたかを骨の化学分析から検証する。  

〔内 容〕弥生時代遺跡より出土する骨組織に残存する  

タンパク質を抽出して，その炭素・窒素安定同位体比を  

渕完する。同時にハイドロキシアパタイトに含まれるス  

トロンチウム，バリウム，亜鉛等の微量元素の含有量を  

測定し，その個体が生前に営んでいた食生活を預元す  

る。本年度は東北地方・関東地方の弥生時代人骨を中心  

に分析を進めた結果，弥生時代においても内陸域と沿岸  

域で明確な食生活の相違が認められた。  

（4）温室効果気体の変動と循環のダイナミックスに関  

する研究  

〔代表者）東 北 大 学：中澤高清  

【分担者〕地球環境研究グループ：町田敏暢  

〔期 間〕平成10～12年度（1998－2000年度）  

〔目 的〕大気中の二酸化炭素やメタン，亜酸化窒素の  

濃度と同位体比の高精度計測技術を利用し，広域にわ  

たって各気体の濃度とその同位体比を測定することを通  

じてそれらの変動特性を明らかにする。また，得られた  

結果を大気輸送・循環モデルを用いて解析を行い，温室  

効果気体の循環を解明する。  

〔内 容〕大気中の二酸化炭素濃度の詳細な変動を精度  

良く測完するために二酸化炭素濃度連絡測定装置の改良  

を行った。改良した連続測定装置を航空機に搭載し．サ  

ンプリング法による二酸化炭素濃度の観測値と比較する  

実験を行った。得られた観測値は良く一致し，連続制定  

装置が正常に機能していることが確かめられた。また，  

大気中の二酸化炭素濃度は空間的変動が大きく，より代  

表性の高いデータを得るためには連続測定が極めて有効  

であることがわかった。  

（3）古人骨の化学的分析から見た水田稲作農耕による   

食生活，生業形態の変化  

〔代表者〕化 学 環 境 部：米田 棟  

〔分担者〕地域環境研究グループ：曽永 淳  

（5）対流圏におけるハロゲンの化学と循鳳こ関する研   

究一掃発性ハロゲン炭化水葬の動態  

〔代表者〕北海道大学：河村公隆  
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〔分担者〕化学環境部：横内陽子  

（期 間〕平成10～12年度（1998”2000年度）  

〔目的】海洋・海水中には藻類によって生成されるプ  

ロモホルム，ジプロモメタン，ヨウ化メチルなどの有機  

ハロゲン化合物が存在している。これらは大気への反応  

性ハロゲン供給源として重要な意味を持っている。本研  

究では海洋起源有機ハロゲン化合物の大気・海洋中濃度  

分布からその発生量と影響評価を試みる。  

〔内 容〕パージ・トラップ／キヤピラ1）pGC／MSを  

利用した海水・海水中ハロカーボンの高感度測定法を確  

立Lた。サロマ湖で採取した海氷・海水中の有機ヨウ  

素，有機臭素化合物を測定した結果，海水中に最高240  

ng／Jのプロモホルムが検出された。西太平洋において  

海水中ハロゲン化炭化水素の定点観測を開始した。  

するために，南極ドームふじ観測拠点で掘削された氷床  

コアを用いて過去2度にわたる氷期間氷期変遷を含む  

気候変動と大気中の二酸化炭素，メタン，一酸化二重  

素，一酸化炭素の各濃度及び二酸化炭素の安定同位体比  

の変動との関係を明らかにする。また，ドームふじ観測  

拠点においてフィルン中空気を大量にサンプリングする  

ことによってメタン，一酸化二窒素，一酸化炭素の安定  

同位体の過去100年に及ぷ変動を明らかにし，これらの  

気体の発生源の特定を行う。  

〔内 容〕氷床コアからの空気摘出を効率よく行うため  

に融解法と切削法を採用した小型の試料空気抽出装置を  

新たに製作した。ニの装置には氷床コア表面に付着して  

いる汚染物質の除去作業を自動化・並列化する機構ヤ，  

大気試料の回収を効率よく行うための極低温冷却器を新  

たに採用して作業の効率化を図った。これらの装置を用  

いて氷床コアの予備解析を行った結果，装置が解析を行  

うにあたって十分な機能を備えていることが確認され  

た。  

（6）地球大気系の放射と雲・降水頓に係わる大規模構  

造研究  

〔代表者〕東京大学気候システム研究セント：中島映至  

〔分撞着〕大気圏環境部：高教 縁・日暮明子  

〔期 間〕平成8－10年度（1996－1998年度）  

〔目 的〕本研究では，地球大気系の放射収支，乳 棒  

水，水蒸気場の衛星リモートセンシング手法を開発し，  

それを実際の人工衛星データに適用することによって，  

これらの場の大規模な時空間構造を把捉することを目的  

とする。担当者は，衛星データから得た雲データを用  

い，大気における地表面放射フラソクスの広域的な推定  

を行う。  

〔内 容〕気象衛星「ひまわり」のデータから雲情報を  

抽出し，高精度の放射伝達モデルを用いて地表面におけ  

る短波放射フラックスを推定する手法を開発した。本年  

度は，三引膏報に赤外の2チャンネルデータによるSplit  

window手法を用いた巻雲の識別を導入し，0，5度格子  

1時間間隔で1996年1年間の地表面短波放射量を推定  

した。巻雲情報を入れない計算との比較およびつくば市  

館野の地上放射観測結果と比較した。  

〔発 表〕ト47，49，50  

（8）放射強制力算定に必要な対流圏エアロゾルの放射  

特性に関する研究  

〔代表者〕東京大学気候システム研究セント：中島映至  

〔分担者〕千秋学報リモートセンシシ用究セント：高村民雄  

千歎学閥リモートセンシン用究セント：竹内延夫  

北 海 道 大 学：大畠幸雄  

北海道大学低温科学研究所：遠藤辰雄  

東京大学気候システム研究センター：沼口 敦  

大 気 圏 環 境 部：日暮明子  

〔期 間〕平成10～12年度（1998－2000年）  

〔目 的〕温暖化による気候変動評価を行う上で，エア  

ロゾルの直接効果と間接効果が大きな不確定要因となっ  

ている。本研究では，エアロゾルの気候影響を評価する  

ために必要なエアロゾルの放射特性について、衛星観測  

により光学的厚さと粒径指標の推定を全球で行うととも  

に，化学分析と光学的手法による地上観測を行い，陸上  

及び海上での検証データの取得，気候モデルの作成を行  

う。  

〔内 容〕NOAA／AVHRRヤADEOS／OCTS衛星搭  

載放射計の2波長を利用したエアロゾルアルゴリズムを  

本研究用に整備した。AVHRRについては多年度のリ  

モートセンシングに着手し，全球，特にアジア域におけ  

るエアロゾルの大規模分布と長年変化を調べた。それに  

（7）温室効果気体と気候変動研究  

〔代表者〕東 北 大 学：青木周司  

（分担者〕地球環境研究グループ：町畠敏暢  

〔期 間〕平成10～12年度（1998－2000年度）  

【目 的〕地球表層における温室効果気体の循環を解明  
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よるとピナソポ火山起源のエアロゾルが光学的厚さの時  

系列の中で大きな割合を占めており，対流圏エアロゾル  

については，センサーの検定定数をチューニングするこ  

とによって精度向上をはかる必要があることがわかっ  

た。  

〔発 表〕ト42～叫卜90－95  

量元素分析法としてのレーザーアプレーションICP－MS  

法の組み合わせの有効性を明確に示したといえる。  

（11）睡眠覚醒リズムのシフトと不眠症のストレス評価  

に係わる生理内分泌学的研究  

〔代表者〕地域環境研究グループ：兜 其徳  

〔分担者〕地域環境研究グループ：窯河佳香  

〔期 間】平成Sへ」0年度（1996〝1998年度）  

【目 的）近年生活パターンの夜型化が日常化し，夜間  

活動や昼夜シフトの勤務等も増加している。こうした睡  

眠覚醒リズム変化がストレスや不眠症の原因となり，ひ  

いては睡眠薬の乱用，交通事故あるいは作業事故・効率  

低下などの背景要因となっていることが示唆されている  

が，本態は不明な部分が多い。本研究では，特に不眠症  

例について，最近開発されてきた自律神経系活動指標や  

内分泌系指標を用いてストレス評価を試みることを目的  

とした。  

〔内 容〕不眠症の疫学調査において見いだされた極端  

な睡眠覚醒リズムを示すケースや不眠症について，自覚  

的及び他覚的な睡眠評価を試みた。結果，道路．騒音が原  

因となっている不眠症では，持続的に不眠症傾向が継続  

するものが多い傾向が明らかであった。睡眠パターンと  

不眠症との関係については一定の関係が認められなかっ  

た。また，季節労働などに伴う不眠症は，－定期間後に  

再度調べてみると再現性が認められなかった。  

〔発 表〕b－137－139  

（9）法医学的応用のための表面電離型有横マススペク   

トロメーター（S10MS）の開発  

〔代表者〕浜松医科大学：鈴木 修  

〔分担者〕化学環境部：藤井敏博  

〔期 間〕平成9－11年度（1997－1999年度）  

〔目 的〕使用が激増している乱用薬物，すなわちモル  

ヒネ，ヘロイン，コカイン，覚醒剤，及びこれから使用  

が増加すると予想される幻覚剤等の研究のために，表面  

電離型有機マススペクトロメーター（SIOMS）のシス  

テムを開発する。  

〔内 容〕ガスタロマトグラフ（GC）とSIOMSとの  

接続（超音速自由噴流分子線）のためのインターフェー  

スの改良を行った。  

（10）環境汚染のタイムカプセル“入皮”の研究  

〔代表者〕地球環境研究グループ：佐竹研一  

〔分担者〕地域環境研究グループ：西川雅高  

化 学 環 境 部：伊藤裕康・田中 致  

〔期 間〕平成9－12年度（1997”2000年度）  

〔目 的〕本研究の昌的は環境汚染のタイムカプセル樹  

木人皮についてそれぞれ産業化および環境汚染の歴史の  

異なる国で必要な研究試料を入手し，その汚染の状況を  

調査することである。  

〔内 容〕奈良県の室生寺で台風のため樹齢160年のも  

のと約400年の杉を対象として研究を行った。これらの  

杉には例えば70年前の外樹皮および140年前の外樹皮  

を含む人皮が存在し，これをレーザーアプレーション  

1CPMS（プラズマ発光分析質量分析計）を用いて，特  

に鉛及び水銀について分析した結果は奈良県室生寺の環  

境汚染の歴史を明確に物語っていた。すなわち．140年  

前の鉛及び水銀の汚染レベルをそれぞれiとすると，70  

年前の汚染レベルは140年前と変わらず，1と1である  

が，これに対して現在の外樹皮は鉛については40，水  

銀については4を示していたのである。この分析結果は  

入皮を用いる過去の汚染を調べる手法と，多元素同時徴  

（12）ディーゼル排気ガスによる精子産生能力低下とそ   

の作用メカニズムの解明に関する研究  

〔代表者〕地域環境研究グループ：嵯峨井勝  

（分担者〕環 境 健 鹿 部：宮原裕一  

【期 間〕平成10－12年度（1998－2000年度）  

〔目 的〕1993年と1994年に，スウェーデンの研究者  

がDEP抽出物あるいは発がん物質として有名なニトロ  

アレーンの類縁体がヒトの精子の逓動能力を低下させる  

ということを報告し，世界に衝撃を与えた。近年，日本  

を含め世界的に青年の精子数が減少していることが報告  

され，その原因として最近話題の環境ホルモン（外因性  

内分泌撹乱物質）の影響が疑われている。   

私達は，上記スウェーデンの試験管内で精子とDEP  

摘出物を直接まぜる実験で精子の運動能力が低下するこ  

とがある。吸入したディーゼル排気が精子にまで影響を  
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なっているのが．環境有害因子に生体が暴露したとき  

の，人の健康への影響を鋭敏にかつ感度よく評価できる  

手法を確立することである。本研究では，近年見いださ  

れた環境有害因子によるアポトーシスシグナルを人の健  

康影響の指標に応用することを目的とした。これらをも  

とに，人の健康影響評価法へ応用するには第一に血中レ  

ベルでアポトーシスシグナルが同定できることである。  

〔内 容〕①従来の方法による血中DNAフラグメント  

化の検出が困難であることが明らかになったので，PCR  

法による検出方法の条件検討を行う。②アポトーシス制  

御系の分子機構を明らかにし，血中レベルでの解析に応  

用する。③環境の異なる地域住民の採血収集を始める。  

〔発 表〕B－11－13，b－16，17  

及ぼすことほないだろうと思い，これを確認しておこう  

と考え，DEP濃度として0．3，1．0および3mg／m3の  

DEを1－10カ月間マウスに吸わせ絹子の運動能力，精  

子数産生能力および精巣の形態的変化などを調べた。  

〔内 容〕一E7当たりの精子産生能力（daily sperm  

production．DSP）が6カ月目で，DE濃度の上昇にっ  

れて対照群より各々29％，36％および53％低下してい  

た。これらの低下はいずれも対照群に比べて有意な相違  

であった。この精子産生能力の低下は1カ月間清浄空気  

に戻すと回復する傾向が見られたが，3mg／m3の群で  

なお29％低下していた。また，6カ月間DEを吸入さ  

せたマウスではDSPについて算出した最大額作用量は  

環境基準値以下であった。   

な払 体重，精巣，精巣上重量等に有意差はなかっ  

た。一方，精巣組織の光学顕微鏡および電子顕微鑓によ  

る観察では．DE吸入マウスではライデイツヒ細胞の形  

態に異常が認められた。さらに，DE吸入マウスでは，  

黄体形成ホルモン（LH）受容体のmRNA発現レベルも  

DE濃度に依存して低下していたことから，男性ホルモ  

ンであるテストステロンの合成能力が低下していること  

が示唆された。男性ホルモンは精子の誕生，成熟に必須  

のホルモンであるので，この低下が原因で精子産生能  

（DSP）が低下したものと考えられる。これらのことか  

ら，ディーゼル排気吸入によりライデイツヒ細胞の構造  

的，機能的低下によって精子形成能などが影響を受けて  

いることが示された。   

さらに，1998年末にカナダの研究者がDEP抽出物が  

Ah受容体に結合して，遺伝子の発現を克進したり，女  

性ホルモン受容体（エストロジュン・レセプター）に対  

する正常な性ホルモンの結合を托抗阻害することを報告  

した。また，日本の早川らもDEP抽出物が，女性ホル  

モンレセプターならびに男性ホルモンレセプターに対す  

る正常な性ホルモンの結合を括抗阻害することを報告し  

た。これらの知見から，DEPは様々なメカニズムで生  

殖器系に悪影響を及ばす可能性が考えられるので，今後  

より詳しい研究が必要と考えられる。  

（14）砂分を多量に含む粘性土の繰返し圧密特性に関す  

る基礎的研究  

〔代表者〕水土壌圏環境部：陶野郁雄  

〔期 間〕平成8－10年度（1996”1998年度）  

〔目 的】上越市西城町では豪雪年と暖冬年とでは10  

倍以上の年間沈下量の遠いがある。冬季の揚水量が2倍  

程度しか違わないのにこのような大きな地盤沈下量の善  

が生じるのは，地盤沈下対象層のほとんどが砂または砂  

質シルトからなっているためと思われる。このような地  

層構成の地盤沈下地域はほかにもあり，年間数十日程度  

の揚水量の差が年間沈下量を支配している理由を明らか  

にする必要がある。   

そこで，本研究は砂質土及び砂分を多量に含む粘性土  

の繰返し庄密特性や繰返し応力をかけた後の二次庄密特  

性を把握することを目的としている。  

〔内 容〕砂質土の繰返し庄密試験を行えるように，空  

圧式の全自動圧密試験装置の変位計を読み取り精度0．001  

mmにし，デジタルカウンターを適して0．1秒間隔で収  

録できるように改造した。   

砂質土のt9。は，圧密圧力が高くなるに従って，長く  

なる傾向にあるが，そのほとんどは1秒以内であり，き  

わめて短い時間に一次庄密が終了していた。これから求  

められる圧密係数や体積圧縮係数は，庄密圧力と逆比例  

の関係があり，しかも粘性土のそれに比べて1桁程度高  

い値を示していた。また，時間の対数と変位量の関係を  

みると，一次庄密比が小さ〈，一次庄密量が24時間庄  

密量のほほ半分となっていた。このようなことから，砂  

質土は圧密終了時間が憑く．しかも一次圧密比が′トさい  

（13）アポトーシス制御系に基づ〈環境有害因子の人へ   

の健康影響評価に関する研究  

〔代表者〕地域環境研究グループ：石生正美  

〔期 間）平成10～12年度（1998－2000年度）  

〔目 的〕今日の環境問題の中で極めて重要な課題に  
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という性質を有しており，砂地盤においては二次庄密に  

おける沈下が無視できないことがわかった。   

砂質土の繰返し庄密試験結果をみると．圧力の除荷・  

載荷を繰り返しているのに，静的に戟荷をし続けたとき  

よりも変位量が大きくなる傾向にあった。さらに，繰返  

し庄密試験における，除荷時の膨張量は，繰返し回数に  

かかわらずほぼ一定であるのに射し載荷時の沈下量は繰  

返しを行うたびに′トさくなり，次掛二沈下量と膨張量が  

等しくなる傾向を示していた。  

外干潟モデルプラント装置における実験，それらを踏ま  

えたモデルによる干潟生態系の評価解析を行ったうえ  

で，下水処理水の供給を含む干潟の物理・化学的条件の  

工学的な操作による干潟生態系の構造と機能の制御方法  

を検討し，窒素・リン負荷削減と下水処理水の有効活用  

のための干潟ビオトープの設計，運転，管理の合理的シ  

ステムを提案するために研究を推進することとしてい  

る。  

〔内 容〕干潟モデルプラントとして下水処理場内に  

1m3の容積を有するタンクを4系列設置し，各タンク  

に底質（海浜砂）を厚さ30cm入れ，海水を各系滞留時  

間約2時間で連続流入させ，水深は30cmで，底質は常  

時冠水した状態でゴカイ，イソシジミを導入し，かつ光  

の有無の系の運転を行った。その結果．ゴカイ系では，  

巣穴での脱窒促進および二枚貝系では，懸濁態物質濃度  

の二枚貝によるろ過R食が重安な要田となることを明ら  

かにした。  

〔発 表〕B－17，23，25．27，28，33，G－1－4，b－21，23，  

48，68，71，81，85，86，91，g－1  

（15）野生生物個体群の生存力の評価手法に関する研究  

（代表者〕生物 圏：環境部：椿 宜高  

〔分担者）地球環境研究グループ：高村健二・永田尚志  

〔期 間〕平成8－」0年度（1996－1998年度）  

〔目 的〕狩猟や生息地破壊，化学物質などの影響で個  

体数が減少しつつある集団においては，環境ストレスお  

よび遺伝的ストレスをうけている。ストレスをうけてい  

る集団の脆弱性を評価するために，野生生物のさまざま  

な形質の変異性とストレスとの関係を明らかにすること  

を目的とする。  

〔内 容〕ヒガシカワトンポの雄にはオレンジ建と透明  

麹の2つのタイプが存在する。オレンジ麹の色彩には個  

体変異が大きく，変異の主要な原因はサイズと前繁殖期  

間の摂食量がであることがわかった。フィールドでの観  

察の結果，オスの闘争能力や交尾成功度は麹色の漉さに  

相関があることがわかり，色彩は生存力の信号として機  

能していることが示唆された。トゲウオ集団の生息域の  

大きさとFAとの間には負の相関が見られたが，最近生  

息地の保全により個体数が回復した集団で，FAの減少  

は生じていないことがわかった。今後の回復過程を追う  

必要がある。  

〔発 表〕1卜16，17，a38，77，78，h－21，22  

（17）野外測定・シミュレーションによる樹体の3次元  

構造の発達過程の解析  

〔代表者〕岐 阜 大 学：隅田明洋  

〔分担者〕地球環境研究グループ：竹中明夫  

〔期 間〕平成10－12年度（1998～2000年度）  

〔目 的〕森林を構成する樹木の3次元的葉群構造・分  

枝構造を非破壊的かつ簡便に調査する方法を確立すると  

ともに，既存の樹冠動態の3次元シミュレーションモデ  

ルも活用して，樹木の3次元構造の形成粟国や構造の生  

態学的な意義について明らかにすることを目的とする。  

その成果は，森林の全体構造の発展過程を解明するため  

の重安な鍵となるものと期待される。  

〔内 容〕可視レーザー測距計を利用した測量機器を用  

いて，樹木の3次元構造を測定し，再構成するための調  

査・解析方法を確立するとともに，その成果を用いて樹  

冠構造の発達過程を再現するためのモデルの開発を行っ  

た。このモデルは．枝ごとの生死・分枝・伸長および肥  

大成長を明示的に扱う点が特徴である。  

〔発 表〕a－40  

（16）窒素・リン負荷削減と下水処理水の有効活用のた   

めの干潟ビオトープの創出手法開発  

〔代表者〕東北大学大学院工学研究科：西村 修  

〔分担者〕東北大学大学院工学研究科：須藤隆一・山田一裕・  

金 主弦  

地域環境研究グループ：稲森悠平・水落元之  

水土壌圏環境部：徐 開欽  

〔期 間）平成10－13年度（1998－2001年度）  

〔日 的〕本研究では特に，実在する干潟の調査と，屋  
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（18）長大立坑を用いた雲の汚染・変質過程の実規模実  

験研究  

〔代表者〕北海道大学：太田幸雄  

〔分担者〕大気圏環境部：福山 力・内山政弘  

〔期 間〕平成9－11年度（1997～1999年度）  

〔目 的〕酸性雨生成の重も基本的な過程である大気汚  

染物質の取り込みと反応による雲粒の酸性化過程につい  

て，鉱山の立坑（高さ約430m）を用いて実規模での実  

験的な検証を行い，雲の汚染・酸性化予測モデルの構築  

に資することを目的とする。  

〔内 容〕立坑下部で食塩，硫酸アンモニウムなどの無  

機塩水溶液のミストを散布し，坑頂において雲粒をイン  

バククーにて捕集し，その濃度や化学組成を調べた。そ  

の結果，ミスト成分は大部分が粒径2／ノm以上の雲粒に  

含まれること，また雲の生成に伴って1．5〟乙6％に希釈  

されることなどが明らかとなった。  

【発 表〕F－46，f－4  

焼失や都市化など地球環境の変容に伴い流行地は拡大す  

ると予測されている。本研究ではマラリア（農村部）と  

デング熱（都市部）を対象に，リモートセンシングや地  

理情報システムを応用し，伝播動態の解析から今後の動  

向予測を対策法を構築する。  

〔内 容〕地理環境の重なる，ソロモン諸島ガダルカナ  

ル島，インドネシア東部烏換地城，タイ国東北山岳地帯  

を対象に，衛星画像のほか，地形【乱 植生図等の資料収  

集を行うとともに，それぞれの地域について媒介蚊の発  

生源同急 住民の土地利用と行動城などのデータ収集を  

行った。ニれらのデータに基づき，地理情報システムを  

応用した解析を行い，喋介蚊発生要因の検討，マラリア  

流行関連要因の検討等を行った。  

〔発 表〕E－5  

（21）干潟浅海域のペンスト生殖・定着技術導入による  

エコエンジニアリング愕復システム化開発  

〔代表者〕地域環境研究グループ：稲森悠平  

〔分担者〕生物 圏環境部：渡通 信  

水土壌国環境部：徐 開欽  

地域環境研究グループ：水落元之  

東北大学大学院工学研究科：須藤隆一  

〔期 間）平成10－13年度（1998～2001年度）  

〔目 的）干潟における共存と安定のシステムを構築す  

る上で，生態学，生態工学，水理学，分析化学的側面に  

立ち，干潟生態系の浄化機能と密接に関連する食物連鎖  

を構成する各種生物間の捕食被食関係を含めた相互作  

乳量要なマクロベントスの生殖・生産・定着化技術，  

水質浄化と生物開梱互作用にかかわる各種パラメータに  

着日した研究を進め，現状の干潟を修後する上での発生  

源対策のあり方を明らかにすることを目的として研究を  

推進していくこととする。  

〔内 容〕干潟モデルを作成し，底生生物の存在の有無  

と馴ヒ能との関係について流入原水の藻類種を変化させ  

て検討し，食性の重要性を明らかにした。また，干潟底  

質における硝化，脱窒反応にかかわる環境因子との関係  

について検討し，酸化還元電位と底質の中央粒径が重安  

なことを明らかにした。さらに，干潟から分離した微小  

動物によるデトリタスの捕食，分解特性について二者培  

養および混合培養実験から検討し，浄化能向上に射し食  

物連鎖における捕食能の重要性を明らかにした。  

〔発 表〕B－17，28，33．G－1－4，b23．74，g－1  

（19）高速有綬分子の表面電離法をイオン源とするガス   

クロマトグラフ質量分析計の試作研究  

〔代表者〕′ト山工業高等専門学校：岸  浩  

〔分担者〕化 学 環 境 部：藤井敏博  

〔期 間）平成9－11年度（1997－1999年度）  

〔目 的〕超音速分子加速法により高速化した有機・無  

機化合物は加熱固体表面上で効率よく正イオン化または  

負イオン化される。この原理を利用した高感度に有機・  

無機化合物を検出できる特異な分析機器GC／MSの開発  

を行う。  

〔内 容〕clイオン源用の大容量（150J／sec）ターボ  

分子ポンプ付きGC／MS装置の新システムが組み上がっ  

た。本年度は超音速自由噴流ビームの電子祷撃法による  

マススペクトルを測定した。  

〔発 表〕D－36，37，d－38  

（20）地理情報システムを応用した熱帯自然環境の変容  

と昆虫媒介感染症の動向に関する研究  

〔代表者】神戸大字医和国際交流センターニ川端眞人  

〔分担者〕環 境 健 鹿 部：小野雅司  

〔期 間〕平成9－12年度（1997－2000年度）  

〔目 的〕動物媒介性の熱帯感染症は熱帯・亜熱帯地方  

の開発途上国に広く分布し，感染者の個人的損失のみで  

なく地域社会に大きな影響を与えており，温暖化 森林  
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（22）環境ストレスが微細藻類の遺伝的変異に与える影響  

〔代表者〕地域環境研究グループ：笠井文絵  

〔期 間〕平成10－12年度（1998－2000年度）  

〔目 的〕集団中の遺伝的変異は，その集団が環境の変  

化．すなわち人為的環境ストレスにどれだけ適応できる  

かを決める要因となり，生態系に対する環境ストレスの  

影響を評価する上で考慮しなければならない重要な要素  

である。本研究では人為的環境ストレスが，水界生態系  

の一次生産者としてまたそれ自体が貴重な遺伝子嚢源で  

ある藻類の集団にどのような影響を及ぼしているかを明  

らかにすることを目的とする。  

〔内 容〕接合藻ミカヅキモのアロサイム変異を5酵素  

について調べた。ミカヅキモには11の交配群がある  

が．PGM．PGl，6PGl〕には交配群内の変異が認めら  

れ，IDHとAATには交配群間の変異がみられた。9集  

団についてPGMとPGIの変異を比較した結果，田植  

え直後の水田から採取した集団はどちらの酵素について  

も単型的であったが，放棄水田や放棄イ草田から採取し  

た集団はPGルⅠだけか両方の酵素について多型的であっ  

た。  

〔発 表〕b－124  

量の52－100％を占めた。この割合は多くの月で沖に向  

かうにつれて増加した。また，湖心では調査期間を通じ  

て，ユスリカ科と貧毛類しか出現しなかった。  

（24）都市域における大気環頓モニタリングシステムの  

新構築に関する研究  

〔代表者〕地域環境研究グループ：若松伸司  

〔期 間〕平成9～12年度（1997～2000年度）  

〔目 的〕都市域における大気環境質の経年変化や地域  

分布の特徴を的確に把握することができる大気環境モニ  

タリングシステムの開発を目的とする。このような都市  

大気環境モニタリングシステムの新構築に必要な測定技  

術，データ収集・解析に関する基礎的な検討を行うとと  

もに，実データに基づいたシステム評価を行う。  

〔内 容〕本年度においては，これまでデータが得られ  

ていなかったVOC成分に関する検討を重点的に行っ  

た。   

発生源モニタリングとしてはトンネル調査による自動  

車からのVOC発生量や組成の推計を行った。また，環  

境中のVOC濃度の動態を把握するために自動分析シス  

テムを完成させ，関東地域とメキシコ市に設置し地域的  

な特徴を把握した。これとともに，沿道大気汚染モニタ  

リングシステムの検討を行った。  

〔発 表〕B－41，190，b－119－121  

（23）生物の相互作用と場の利用を考慮した箕栄養な湖  

の総合的な保全のための基礎的研究  

〔代表者〕地域環項研究グループ：高村典子  

〔分担者）地球環境研究グループ：高村健二  

生物 圏：環＝境部：上野隆平  

青森県環境保健センター：三上 一  

〔期 間〕平成9－11年度（1997－1999年度）  

〔目 的〕湖沼の水質や透明度は，窒素やリンの濃度や  

負荷量だけでは十分説明できず，湖沼に生息する生物群  

集の相互の関係により大きく影響される。そして，生き  

物は生息場所のさまぎまな環境により大きな影響を受け  

る。湖沼に生息する生物の場の利用や相互の関係を明ら  

かにし，貧栄養湖沼の生態系保全のための基礎的研究を  

行う。  

〔内 容〕沿岸域の底生生物群集は，波による影響を大  

きく受ける部分とそれ以深とに大きく分別された。汀線  

付近の礫底でははく離食者に属するコエグリトピケラ  

属の一種（旬加血涙sp．）及びこンギョウトピケラの  

2taxaが底生動物の紀現存量の78－91％を占めた。一  

方，他の地点においては，ユスリカ科と貧毛煩が会規存  

（25）DOC分画手法を用いた溶存有機物のトリハロメ  

タン生成能評価  

〔代表者〕地域環境研究グループ：今井章雄  

〔期 間〕平成9－11年度（1997～1999年度）  

〔目 的〕浄水過程の塩素処理により有機物から発がん  

物質であるトリハロメタン生成はよく知られている。ト  

リハロメタン前駆物質は溶存有機物に起因し，代表的物  

質としてフミン物質が良く知られている。本研究は，ト  

リハロメタン前駆物質の適正な定量的分誰手法を開発  

し，トリハロメタン生成原因物質の存在濃度およぴトリ  

ハロメタン生成特性を明確に評価することを目的とす  

る。  

〔内 容〕霞ケ浦ろ過湖水，フミン物質および親水性画  

分（非フミン物質画分）のトリハロメタン（THM）生  

成能をヘッドスペースGC／ⅣISにより測定した。ろ過湖  

水，フミン物質，親水性画分の平均トリハロメタン生成  

能は，それぞれ28．4，26，9．31．4FJgTHM／mgCであっ  
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た。親水性画分のトリハロメタン生成能はフミン物質の  

それよりも有意に大きかった（P＜0．01）。  

〔発 表〕b－107  

〔発 表〕D－14，15，d－19，20  

（28）ダイオキシン頬の毒性発現に係る新規の転写調節  

因子の同定  

【代表者〕環 境 健 廃 部：青木康展  

〔分担者）環 境 健 康 部：松本 理  

大阪大学大学院薬草研究科：今川正良  

〔期 間〕平成10～11年度（1998－1999年度）  

【目 的）ダイオキシン類の多様な毒性発現にかかる遺  

伝子発現のメカニズムはいまだ明らかでない。我々は，  

これまでダイオキシン類の一つであるコプラナーPCB  

が肝がんのマーカー酵素であるP型グルタチオンS－ト  

ランス7エラーゼ（GST－Pj 遺伝子を発現する傑には  

GPE」と呼ばれるGST－P遺伝子の5’上流域が必要で  

あることを明らかにしている。本研究の目的は，この  

GPE－I領域に結合する転写調節因子（タンパク質）を  

同定することである。  

〔内 容〕初代培養ラット肝実質細胞より核抽出液を調  

製し，32Pで放射標識した合成GPElブロープを用いて  

ゲルシフトアッセイを行った。その結果，1本のシフト  

バンドが検出され，このバンドの渡さがコプラナーPCB  

処理細胞の核抽出液では増強されていた。コプラナー  

PC8による転写促進活性が失われた変異GPE一丁領域を  

ゲルシフトアソセイのプロー7■に用いた場合にはシフト  

バンドは検出されず，シフトバンドは特異的なGPE一Ⅰ  

領域への因子の結合を反映しているものと考えられた。  

〔発 表）E－29，e3，59  

（26）拡散サンプラ一方式による揮発性有機化合物の個  

人暴露畳と室内大気の影響  

〔代表者〕化学環境部：相馬悠子  

〔期 間〕平成9－10年度（1997～1998年度）  

ほ 的〕ベンゼンの暴露量は非喫煙着では室内空気濃  

度にはよらず，また東京地域で高く．自動車などの都市  

大気汚染の影響が見られたが，本年度は，タバコからの  

ベンゼン暴露を中心に調査した。  

〔内 容〕捧発性化合物の他物質では喫煙者と非喫煙者  

の個人暴露量．室内空気濃度に差がないのに，ベンゼン  

では喫煙者の個人暴露量，室内空気とも非喫煙者よ煩慮  

度が高いことを示した。日本で版元しているタバコ中の  

平均タール量からタバコ懐中のベンゼン量を推定し喫煙  

本数を掛けてベンゼンの個人暴露量にすると，中央値で  

非喫煙者の7倍，タール量の多いタバコを喫煙した場合  

はZO倍以上になる。発がんリスクも非常に大きく10▲4  

以上になった。  

〔発 表〕d－24  

（27）表面分析法を利用したケイ酸塩鉱物の化学的風化  

メカニズムの解明  

〔代表者〕化学環境部：瀬山春彦  

〔分担者）化学環境部：田中 敦  

【期 間〕平成9～10年度（1997～1998年度）  

〔目 的〕本研究は．様々な表面分析法（二次イオン質  

量分析法，X線光電子分光法，走査電子顕微鏡法，ラザ  

フォード後方散乱法）を組み合わせて，化学的風化 溶  

解によるケイ酸塩鉱物の表面変化を調べ，酸性雨などに  

よる岩石や土壌の風化反応進行のメカニズムを解明する  

ことを目的としている。  

〔内 容）本年度は，黒雲母とアルカリ水溶液との反応  

による畢雲母表面の変化を調べ，前年度行った酸との反  

応と比較した。その結果，アルカリとの反応では，黒雲  

母表面で反応前の層状ケイ醗塩構造が保たれており，酸  

との溶解反応で形成されたSiに富む表面溶脱層は形成  

されなかった。従って，ケイ酸塩鉱物の化学的風化のメ  

カニズムは，溶解して行く溶液のpHに依存して大きく  

変化することが明らかとなった。  

（29）MRイメージング法によるLECラット肝におけ  

る多段階発がん説の検証に関する研究  

〔代表者〕環境健康部：三森文行  

〔期 間〕平成8－10年度（1996～1998年度）  

【目 的〕Long－El′anS CinnaJⅥOn（LEC）ラットは鋼  

の代謝異常から．肝炎を経て肝細胞がん等の肝疾患を高  

率に発症する新しい突然変異動物であり，肝疾患の発症  

過程を研究するのに好適な実験系を提供する。本研究で  

は，MRイメージング診断法を用いて，同一のLEC  

ラット肝を程時的に，繰り返し観察することにより，肝  

細胞がんの発症が慢性肝炎から前がん状態を程て多段階  

的に起きているか否か検証することを目的とする。  

〔内 容〕前年度開始したLECラット12匹の2年間に  

わたるⅣIRI繰り返し観察を終了した。hlR画像と終了  
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後の柄理診断により5種類計42偶の肝疾患を同定し  

た。このうち，28疾患について画像の桂時変化を追跡  

できた。この結果，5種の疾恩の画像特性は発症段階か  

らほとんど変化しないことがわかった。また，それぞれ  

の疾患の成長速度を算出することができた。がん性疾患  

の疾患体積のダブリングタイムは4，1過と最も速い成長  

を示した。  

〔発 表〕e－61，71，73  

おける反応速度の同位体間の差異の評価が重要視されて  

いる。本研究では気相ラジかレ反応における安定同位体  

間の微小な反応速度の差異を精密潮諾し，問題解決に貢  

献するもので，本年度は以下の研究がなされた。  

〔内 容〕①メチルラジカルと酸素原子，分子の反応速  

度の同位体効果：CILI3とCD3，12cH3と13cH3のメチル  

ラジカルと0（3p），02の反応速度の比の測定を行っ  

た。系の中にあらかじめ濃度既知の0（3p）または02を  

混入しておき，反応によるシグナルの減衰を測定し同位  

体間での反応速度の差異を決定した。⑦CH2CFO，  

CD2CFOラジカルのレpザー誘起ケイ光の研究：反応  

速度研究の準備として．CH2CFOとCD2CFOラジカル  

のレーザー誘起ケイ光測定を行い，分光学的情報の中の  

同位体効果を決定した。  

〔発 表〕F－50→54，f－109～11Z  

（30）熱帯降雨衛星観測とライダー雲観測とを用いた雫   

の放射効果の定量的評価に関する研究  

〔代表者〕大気圏環境部：高薮 緑  

【分担者〕大気圏環境部二杉本伸夫・松井一郎  

〔期 間〕平成10－12年度（1998－2000年度）  

（目 的〕雲システムによる放射効果の定量的評価研究  

のため，熱帯域における大規模雲システムの活動と雲の  

鉛直構造との関係を調べる。解析には，インドネシア・  

ジャカルタ近郊に設置された小型ミーライダー等による  

地上からの連続雲観測およびGMS（ひまわり），  

TRNIM（熱帯降雨観測衛星）等の衛星観測を用いる。  

また解析結果を放射伝達モデルを介Lた雲の放射効果の  

見積もりにつなげる手法を検討する。  

〔内 容〕本年夜は1998年10－12月中の3期間に雲  

データを取得し，雲底高度を算出した。雲の鉛直分布  

は，10月上旬には上層一層であったが，雨期に入った  

11月下旬－12月には，5～6kmの中層と9－15kmの  

上層の2層構通であった。GMSデータおよび全球客観  

解析データからは，10月下旬～11月上旬に30｝60日周  

期の対流活動システムがこの地域を通過したことが示さ  

れた。今後，雲の鉛直分布と大規模雲システムや気象場  

との関係を統計的に解析する。  

〔発 表〕r－39，47．49  

（32）大深度立坑を利用した案スケール雲化学実験一二  

酸化硫黄の酸化に関する研究  

〔代表者〕大気 圏環境部：福山 力  

【分担者〕大気圏巨環境部二内山政弘  

地球環境研究グループ：村野健太郎  

〔期 間〕平成8－10年度（1996－1998年度）  

〔月 的〕探さ約400mの立坑内に，莫大気におけるの  

とほほ同じ規模の人工雲を発生させ，ガス状および粒子  

状大気微量成分と雲粒との相互作用あるいは雲粒内で進  

行する液相化学反応を調べ．地球規模の物質循環や環境  

変動における雲化学過程の役割に関する知見を得ること  

を目的とする。  

【内 容〕立坑下部で倉軋 硫酸アンモニウムなどの無  

機塩水溶液のミストを散布し，坑頂において雲粒個数濃  

度や霊位往分布の時間変動を調べた。その績果，個数濾  

度の増大は上昇気流速度から予想されるよりもはるかに  

遅れて始まり，かつその時間遅れは粒径に依存すること  

が明らかとなった。この依存性の解析により水滴の成長  

速度に関する知見が得られた。  

〔発 表〕f－99  

（31）微小な反応速度差の精密測定法の開発と同位体闘  

の反応速度差の決定一大気化学への貢献  

【代表者〕大気圏環境部：鷲酎申明  

〔分担者）大気圏環境部：措俣 敏・古林 仁  

【期 間）平成ユ0－12年度（1998－2000年度）  

（月 醐近年，地球環境研究において種々の元素の絹  

環機構（いわゆる炭素，硫嵐 窒素などの循環）を明ら  

かにするために同位対比測完が行われている。循環機構  

における同位体濃縮の一つとして大気中での化学反動こ  

（33）深刻な森林被害の見られる亜高山域でのオゾンの   

観測  

〔代表者〕大気圏環境部：畠山史郎  

（期 間〕平成9－11年度（1997～1999年度）  

〔目 的1奥日光の白根山周辺においては深刻な森林嚢  
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退が見られる。枯れている樹木は特定の樹種に限らず，  

広葉樹も，針葉樹も広範囲に枯椙を受けている。関東平  

野内で生成する光化学オゾンや，この光化学オゾンと植  

物が放出するテルペン類等の天然炭化水素との反応で生  

成する過酸化物が原因の一つではないかと考えられる。  

このため，実際に深刻な森林衰退の見られる高山 亜高  

山地域でのオゾン濃度の測定を本研究の目的とする。  

〔内 容〕電池で駆動できる小型のオゾンセンサーと′ト  

型のデータロガーにより，平成10年8月1～9日に，  

奥日光前白根山頂上直下の鞍部稜線上においてオゾン，  

気温，風向風速，漫度の測定を行った。平成10年度は  

梅雨がはっきりと明けずに，8月初旬においても雨の多  

いぐずついた天気が続いた。比重更的低温で，風も首都圏  

の影響を受ける南東風ではなく北西風が多く，オゾン濃  

度が高波歴となることはなかった。  

〔発 表】ト75，8Z  

割が藻類の分解由来のものであることが明らかになっ  

た。②緩流部に窒素化合物とともにはく離した生物膜に  

よる懸濁態有権物が流入したときに．有機物負荷が高い  

場合には，緩流部長下流部のDOが4mg／上程度まで減  

少することが簡易モデルを用いたシミュレーションによ  

り予測された。また，緩流部において7．5mg／ヱ以上の  

DOを保つためには水中NHヰーN濃度が0．5mg／J未満で  

ある必要があることが計算により示された。  

〔発 表〕G5，6，b－47，48，71，90，91，g－1  

（35）土壌生態系に及ぼす汚染物質の影響評価手法に関  

する基礎研究  

〔代表者〕水土壌圏環境部二眼部浩之  

〔期 間〕平成8～10年度（1996”1998年度）  

〔目 的〕重金属や酸性物質による土壌の汚染が進んで  

いるが，これらの汚染物質が土壌生態系に及ぼす影響は  

明らかでない。土壌の物質循環機能への汚染物質の影響  

を未然に防止するためにも，汚染物質の土壌生態系への  

影響を把握し，その影響手法を確立する必要がある。本  

研究は，汚染土壌の物質代謝特性を明らかにし，それに  

基づいて土壌生態系に及ほす汚染物質の影響評価の手法  

を開発することを目的としている。  

〔内 容〕土壌に酸を少しずつ添加していったときの土  

壌微生物相，土壌活性の変化を調べるため，カラム試験  

を行った。林地土壌100gを内径5cmのガラスカラム  

に詰め，PH3の硫酸水あるいほ蒸留水を3J上方から流  

し，土壌中の微生物数等を調べた。その結果，硫酸水を  

潅水した土壌では，蒸留水を潅水した土壌に比べて，土  

壌pHが約0．8低下し，放線菌致，グラム陰性細菌数が  

半分以下に減少した。また，硝酸化成畳も少なかった。  

（34）河川生態系を健全に維持するための瀬と淵のあり  

方に関する研究  

〔代表者〕水土壌圏環境部：徐 開欽  

〔分担者〕地域環境研究グループ：稲森悠平  

〔期 間〕平成9－11年度（1997”1999年度）  

〔目 的〕本研究では，近自然工法によって河川内にお  

ける生物多様性の確保を実現させるために，生物の生息  

環境として重安な淵を対象として，河川水質に応じた瀬  

と淵の構造の最適化を図ることを目的とする。この目的  

を達成するために，河川水質の中で特に有機物・窒素化  

合物濃度と淵の構造を変数として作成したモデルによ  

り，淵底部における溶存酸素濃壕を予測し，底生生物の  

生息可能な溶存酸素濃度を確保しうる瀬と淵の設計国子  

を検討する。  

〔内 容〕平成10年度では，河床生物膜中の硝化細菌  

および付着藻類，従属栄養細菌開をめぐる窒素の収支を  

室内実験で求めるとともに，窒素由来の酸素消費がおこ  

りやすい河川水質での各生物の動態を検討した。また，  

室内実験より算出した硝化速度や窒素収支などを用い  

て，瀬と淵のパラメータを考慮した簡易な水質シミュ  

レーションモデルを構築し，淵の形状が変化した場合の  

DO濃度の予測を試みた。その結果，①河床付着生物膜  

中の藻類と硝化細菌間の窒素化合物の移動量は，藻類が  

摂取する窒素化合物のうち約1割が硝化細菌による硝化  

由来であり，硝化細菌が摂取する窒素化合物のうち約5  

（36）湖沼における車軸藻頬の消滅轢構の解明と生息域  

外保全に関する研究  

〔代表者〕生物圏環境部：渡邁 信  

〔分担者〕生物圏環境部：野原精一  

〔期 間〕平成9－11年度（1997～1999年度）  

〔目 的〕湖沼において激しく消滅している車軸藻棄引こ  

ついて，その分布と生息状況を水環境を含めて調査し，  

それらの消滅要因を明らかにするとともに，車軸藻類の  

培養を行い，増殖条件や生活環制御条件を検討し，個体  

での保存，卵胞子，精子，受精卵での保存技術を確立す  

ることを目的とする。  
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〔内 容〕平成9年度までの38湖沼に加えて，10年度  

は津軽十二湖及び十三湖における車軸藻調査を行った。  

双方とも1964年の加崎の報告ではカタシャジクモの生  

育が確認されていたが，今回の調査では確認されなかっ  

た。水質汚濁がその原因と考えられた。日本固有経であ  

るキヌフラスコモ（∧加βJJαgナ郁王Jの‡5）は現在芦ノ潮で  

しかその生息が確認されていない種であるが．その培養  

に成功した。栄華細胞や卵胞子の形態を詳細に観察し，  

本種を凡ノ如瑚血Subsp．or紹〃ねJオざとする見解を完全  

に否定することができた。  

〔発 表〕H－20，22，h－41，44  

し，適地生態系管理のためのガイドラインを作成するた  

めの科学的知見を得ることを目的とする。  

〔内 容〕調査は6月と6週間彼の8月に実施した。各  

地点5サンプルを採取し，変動幅を求めた。草本群落の  

最大現存量を刈り取り法によって一次生産及び種多様性  

を湘定した。方形庄内の草本の密度と草丈の測急 土壌  

環境の測定を行った。脱空清性を知るため採取した土壌  

コアサンプルをアセチレンで阻害して，N20ガス生成  

速度を測定した。土壌コアサンプルの間隙水及び抽出水  

を採取し，栄養塩預の分析を行った。lつは埋設し6週  

間後に栄養塩類の増減を測倭した。それらの差から栄養  

塩の溶出量を推定した。採取した植物の栄養塩類（窒  

素，リン）の量を潮完した。人工基物として絹布を埋設  

し，6週間彼の分解状態を張力試験で分解活性として評  

価した。土壌コアサンプルの灼熱減量及び窒素・炭素・  

リンの含有率の6週間での変化を測定Lた。  

〔発 表〕h－27  

（37）河川の底生動物の成長と行動に対する化学物質の  

長期低濃度暴露影響  

〔代表者〕生物圏環境部：多田 満  

〔期 間〕平成10～11年度（1998－ユ999年度）  

〔目 的〕人工環境室に設置した流水式水路を用いて国  

内の主要な河川に普通に見られる殺虫剤感受性種である  

ヒラタカゲロウ類とコガタシマトビケラを用いて野外で  

長期間低膿度で検出されるカーバメイト系殺虫剤，7ェ  

ノブカルプを低濃度（1－16／上g／7）で長期間（2カ月  

桂皮）暴露し，その成長（幼虫の脱皮や羽化）と行動に  

及ぼす影響を調べる。  

〔内 容〕エルモンヒラタカケロウとシロハラコカゲロ  

ウ幼虫の個体群レベルでの羽化に対する生態影響を調べ  

た。羽化個体数は，1，2．〟g／Jの低濃度では，始めの  

20日目までは刃射ヒ数が増加するが，その後は羽化が抑  

制された。一方ニ シロハラコカゲロウの羽イヒは，生存個  

体に関してはどの濃度でも継続的にみられ，エルモンヒ  

ラタカゲロウのような低濃度の羽化抑制はみられなかっ  

た。  

〔発 表〕H－13，卜19，2D  

（39）富栄養化湖沼における藍藻溶解性細菌類の検出手  

法の開発  

〔代表者）生物圏環境部：広木幹也  

〔分担者〕生物圏環境部：渡過 信  

〔期 間〕平成10”ユ2年虔（1998～2000年度）  

〔目 的〕富栄養化湖沼で夏季に大量発生するアオコの  

発生メカニズムについては主として，藍藻類の増殖の栄  

養学的条件などを中心に解析が進められてきたが，環境  

中にはこれらの藻類を分僻する各種の微生物群が存在  

し，藍藻頒の増殖を抑え，あるいは増殖した藻類の減少  

過程で重要な働きをしているという指摘もなされてい  

る。本研究においては，これら藻類溶解細菌類の自然界  

における動態を解析するための手法を開発することを目  

的とする。  

（内 容〕富栄養化した湖沼水からシアノバクテリア  

（腑加町血＝椚岬血那 NIES－90）を含んだ重層寒  

天平板法により計29株の藍藻溶解性細菌を単推した。  

これら単離した細菌類はいずれもCA培地上でオレン  

ジ，黄色，またはクリーム色のコロニーを形成し，細胞  

は長さ4－10〃m以上の長梓菌で，これらの細胞が断裂  

せずに長さ数十ミクロンの長さに達するものもあった。  

また，これらの細菌のいくつかほ高いGC含量（60％以  

上）を持っていた。  

（38）集水域の栄養塩負荷が湿原生態系に及ぼす影響評   

価に関する研究  

〔担当者〕生物圏環境部：野原精一  

〔期 間〕平成10～12年度（1998－2000年度）  

〔目 的〕本研究では，人間油劾や開発行為等に敏之響さ  

れやすい移行帯としての湿地生態系を対象とし，人間活  

動により激しく撹乱された赤井谷地（高層湿原）・釧路  

湿原（低層漫原）における輿水域からの栄養塩類の流入  

量評価とその生態系影響．並びに緩衝機能を調査・解析  
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（4D）高層湿原への人為的影響の評価と保全対策  

〔代表者〕北海道大学：福 治国  

〔分担者〕水土壌淘環境部：井上隆信  

〔期 間〕平成9－10年度（1997－1998年度）  

〔目 的〕本研究では，湿原地下水の水質形成機構を明  

らかにし，湿原の乾燥化あるいは湿原滴養水や土壌の組  

成の変化等，人為活動の地下水に及ぼす影響を評価す  

る。特に高層湿原の代表種であるミズゴケ繁茂地域と非  

湿原種であるササの進入域の水質の特性とその形成機構  

の差異を明らかにし，自然状態（高層湿原）を維持する  

ための環境条件さらに保全対策を提案する。  

〔内 容〕サロペソ遅原と霧多布湿原における湿原地下  

水や周辺水域の水質や湿原土壌質の調査結果，従来の地  

下水位を中心とした水文学的に加えて化学的にも人為活  

動の影響が湿原生態系に及んでいることが明らかになっ  

た。すなわち，排水が地下水位の低下と泥炭の乾燥化を  

招き，さらに泥炭の分解による栄養塩濃度の上昇を引き  

挺こすことと，土地造成による土壌の湿原への混入によ  

り土壌中のリンや珪酸含量が著しく高くなることがわ  

かった。  

（42）気候変動と大気エアロゾル中のメタンスルホン酸  

の変動  

〔代表者〕地球環境研究グループ：向井人史  

〔期 間〕平成9－11年度（1997～1999年度）  

〔目 的〕大気中のメタンスルホン酸（MSA）は海洋  

の植物プランクトンから放出されるジメチルサルファイ  

ド（DMS）の二次生成物であることから，DMSの発生  

量の良い指標になっている。ここでは長期的に大気粉じ  

んを採取しMSAを分析しながら，長期的な気候変動と  

その濃度がどのように対応するのかを明らかにする。植  

物プランクトンが作り出すDMSが地球温暖化に対して  

負のフィードバック効果を持っているという仮説がある  

が，ここではその仮説を検証する。  

〔内 容〕島根県隠岐島及び太平洋上（日本－カナダ  

間）で．大気粉じんのサンプリングを年間を通して行っ  

た。太平洋上の観測結果によると，北大平洋上の春のメ  

タンスルホン酸濃度は，隠岐島と何等かそれ以上になっ  

ていた。エルニーニョ現象が起こった今年（1998）の北  

太平洋上のメタンスルホン酸濃度は，前年に比べてかな  

F）低めである傾向があった。以前の隠岐での観測もその  

ような傾向を示しており，太平洋全域でそのような傾向  

があるかもしれない。今後，気候との因果関係を解析す  

る。  

（4り 生息環境水理学の展開のための調査研究  

〔代表者〕名古屋大学：辻本哲郎  

〔分担者〕水土壌圏環境部：村上正吾  

〔期 間〕平成10年度（1998年度）  

〔目 的〕治水・利水・環境の3つの機能を等しく向上  

させるという認謂で，河川整備をしていく上で，特に環  

境機能の中でも自然環境保全機能を向上させる川づくり  

の水理技術の進展が望まれている。本研究では，流れ・  

流砂・河道内地形・相生の相互作用系を解析すること  

で，河道内の生態環境としての場（Habitat）がどのよ  

うな河川水理学的事象によって形成されるかを検討し  

た。  

〔内 容〕河川景観の管理・整備のためには，河道内の  

様々な地形，異なる表層粒度，植生領域が様々な形態で  

分布している状況における流れの時間的・空間的変化を  

記述する必要がある。このため，K－どモデルを用いた  

水深平均平面2次元解析の枠組みで，底面租庶，植生の  

形状抵抗を考慮した水理モデルを提案した。掃流砂ある  

いは浮遊砂が卓越する場合を想定して，流れの水理モデ  

ルを適用することで河道内地形（生息環境場）の形成過  

程が異なることを示した。  

（43）中国大陸から越境移動する大陸性エアロゾルの起  

源の特定に関する研究  

〔代表者〕地域環境研究グループ：西川雅高  

〔期 間〕平成9－10年度（1997～1998年度）  

〔目 的〕中国から越境移動する大気汚染物質の問題  

は，酸性雨に代表されるように風上側と風下側で見解が  

異なることがある。エアロゾルは，ガス状物質よりも拡  

散し経いので飛乗ルート特定のよい物質である。春季に  

大量に飛来する黄砂エアロゾルは，日本の土壌と違った  

特徴をいくつか有している。この黄砂エアロゾルを利用  

することによって，中国大陸からの汚染物質飛来ルート  

を特売する手がかりを探ることを目的とする。  

〔内 容〕中国大陸から飛来する黄砂エアロゾルを採取  

するために，日本各地にモニタリングステーションを配  

置した；西表島，阿蘇，隠岐島，石川，富山，清水，つ  

くば計7カ所である。中国各地の砂漠／乾燥地帯で採取  

した表層土の化学分析結果と，日本で採取した黄砂エア  

ロゾルを比較し．気象学的考察を交えて，その飛来する  
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体の半数近くの210個（45％）のギャップがこの2年間  

に新たに生成したものであり，27個（5，8％）は複数の  

ギャップが一つに統合したものであることが明らかに  

なった。新しく生じたギャップのほとんどは最小サイズ  

のものく6．3m2）であったが，最大のものは188m2で  

あった。統合したものは小さいギャップの方が多かった  

ものの，最大のものは1，556m2であった。一方，起源  

別に面積の変化を見ると，新しく生じたものは当然すべ  

て面積が増加しているが，増分は合計で3，963m2足ら  

ずであった。統合したもの，既存のものについては，面  

積がやや増加したギャップもあるが，その数も増分も少  

なく，減少したものの方が庄例的に多かった。   

以上のことから，新しく大きなギャップができること  

は比較的まれな現象であり，ご〈′トさなギャップが生じ  

ては短期間に消滅しているのが大多数であることがわ  

かった。また．森林全体でのギャップ面積の拡大には，  

新規生成のギャップと同様に．既存のギャップの拡大の  

貢献が同程度に大き〈，新しく発生したギャップだけに  

注目するのではなく，個々のギャップ動態を詳細に把握  

することが重要であると考えられた。  

黄砂エアロゾルの起源の特定を試みた。  

〔発 表〕b－179，18ト183，186，243，244，246  

（44）リモートセンシングによる熱帯林の更新様式に関  

する研究  

〔代表者〕地球環境研究グループ：足立直樹  

〔期 間〕平成9－」0年虔（1997～1998年度）  

〔目 的〕多くの熱帯林が急速に失われることが世界的  

な問題として取り上げられるようになって久しいが，そ  

の一方でこれらの熱帯林がどのように更新しているかに  

ついては未知の部分が多いのが実状である。熱礪林でも  

温帯林ヤ北方林と同様に林冠ギャップ（森林上部を穫う  

葉層糟肖失し，穴のようになった部分）の生成が核と  

なって東新が行われることが指摘されているが，定量的  

な把握は進んでいない。ギャップの動態を定量的に解析  

し熱帯林の更新様式を解明することは．熱帯林の更新  

（回転）速度を明らかにすることに直結しており，熱帯  

林の保全や復元のために欠くことのできない知見を提供  

すると考えられる。そこで本研究では，航空機等から取  

得した東南アジアの熱帯林画像データを基に，森林の樹  

冠高分布を求め，これを利榊して天然更新の核となって  

いると考えられる林冠ギャッ70の生成と消滅（＝修復）  

速度を広い面積で定量的に測定し，更新様式を解明する  

ことを目的とした。  

〔内 容〕パソの50haコアエリアについて空中写真を  

もとに，個々のギャップの動態を解析した。解析の対象  

は，1995年5月と1997年2月の二時期に共通して樹高  

分布図を作成することができた東側38ha部分である。  

樹冠高が15m未満のところをギャップと定義し，認識  

可能な最小サイズである6．3m2（＝1セル）以上のすべ  

てのギャップの消長を解析した。  

1995年に全部で509個存在したギャップは1997年に  

は463個に減少したが，小さい方に極端に偏ったJ字型  

のサイズ分布の形は変化しなかった。消滅したギャップ  

のほとんどは面積63n12以下のごく小さなギャップであ  

り，188m2を越えるような大型のギャップは完全に閉  

じることはなく，大きな－▲つのギャップが複数の（多く  

の場合よt川、さい）ギャップに分割するなどして，同陛  

から徐々に縮小していた。   

次に1997年に確認された463個のギャップが．1995  

年の段階ではどのような状態だったかを調べることによ  

り，これらのギャップの起源を解析した。その結果，全  

（45）現代日本人小児の環境鉛暴露源の安定同位体分析  

による解明  

（代表者〕地域環境研究グループ：曽永淳  

〔期 間〕平成10－11年度（1998－1999年度）  

〔目 的〕1980年代に入り，ガソリンが無鉛化され，  

一般公衆の鉛暴露レベルが‾Fがってからの現代日本人の  

鉛暴露源がどこにあるのか，もし複数の暴露源があると  

すればそれぞれの寄与割合はどれくらいなのかについ  

て，小児の乳歯に含まれる鉛の安定同位体比を用いて調  

査することを目的とする。  

〔内 容〕1980年代中盤に生まれた日本人小児の乳歯  

17試料の鉛濃度および鉛安完同位体比を測定した。鉛  

摂取源となる可能性のある環境試料の同位体比と比較し  

た結果，現代日本人小児には外国産の鉛暴露があるこ  

と，その暴露の一部は母親の胎内で起こった可能性があ  

ること等を見いだした。  

（46）アワビ顆の再生産に及ぼす有様スズ化合物の苛性   

に関する実験的研究  

〔代表者〕地域環境研究グループ：堀口敏宏  

〔期 間〕平成9－10年度（1997”1998年度）  
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〔目 的〕アワビ類は各地で種苗放流事業が活発に実施  

されているにもかかわらず，漁獲量が増大せずに減少す  

る傾向が見られ，また全漁獲物に占める人工種苗放流個  

体の比率（混獲率）がマダカアワビだけでなく，クロア  

ワビやメガイアワビにおいても90％を超える海域があ  

り，天然個体の再生産が著しく減少していると推察され  

る。本研究では，その背景に内分泌撹乱が関与していな  

いか，またそうであればその原因は何かについて検討し  

た。  

〔内 容〕A海域（対照海域）とB海域（被影響海域）  

で毎月サンプリングされた試料の生殖巣組織を検鎖した  

結果，A海域産アワビでは晩秋”初冬にかけて雌雄がほ  

ほ同時期に一斉に成熟していたのに対し，B海域産アワ  

ビでは雌雄が同時期に一斉に成熟しておらず，生殖周期  

に乱れが観察された。またB海域産雌アワビの18％で  

精子形成が観察された。A海域産アワビをB海域に移植  

しアカ月間飼育したところ，雌の約90％で精子形成が  

引き起こされた。  

〔発 表〕B－125，b－219  

（48）ほ乳類雄性生殖細胞の温度感受性に関する分子生  

物学的解析  

〔代表者〕環境健廉部：大迫誠一郎  

〔期 間〕平成9～10年度（1997～19粥年度）  

〔目 的〕細胞質内にHSP90の高発現がないと，ある  

種の転写因子が機能しないため．Ⅰ・ISP90は転写因子特  

異シャペロンとして注目されている。HSP90はほ乳類  

でも減数分裂前の精細胞に高発現しているが，減数分裂  

後は減少することから（Ohsako gJ扇，1995），減数分  

裂後の精細胞の高温変成に関与していると予想される。  

本研究ではHSP90が精細胞特異遺伝子の発現調整にど  

のように関与しているか検討した。  

〔内 容〕マウス精巣の石川五ひ0高温暴露（33℃以上）  

によってHSP90の発現に変化があるか観察したところ，  

37℃，43℃ともに党規パターンに変化は見られなかった。  

このことから，HSP90の精細胞中での発現は熱ショッ  

クプロモーターを介さないことが示唆された。なお，無  

用胞れ扇fγ0転写系に関しては，マウスcalnexin－t遺  

伝子調節領域を遺伝子を用い，Runoffassayはコン  

ディションを現在検討中である。  

（47）化石骨含有コラーゲンに対する続成作用とその炭  

素同位体比への影響に関する研究  

〔代表者）化学環境部：米田 穣  

〔期 間〕平成9～10年度（1997－1998年度）  

【目 的〕化石や考古学遺物として発掘される過去の骨  

試料にはその生物が存在した年代，生息していた生態系  

に関する情報が記録されている。しかし，綻成作用と呼  

ばれる土壌埋設後の化学変化や分析に先立つ前処理に  

よってその情報は撹乱されている危険性がある。年代測  

定あるいは生態学的研究で使用される骨組織のタンパク  

質，コラーゲンに関して続成作用が与える影響を評価す  

るための指標を確立することを昌的とする。  

〔内 容〕ロシア極東域ボイスマン2遺跡から出土した  

人骨資料（約6500yBP）を試験対象として，全有機分  

画，水溶性分画，ゼラチン抽出分画，ゼラチン残縫分画  

について比較，検討した。その結果，最もコンタミネー  

ションが少ないと考えられる。ゼラチン抽出分画が最も  

古い放射性炭素年代を示Lた。安定同位体については炭  

素・窒寮同位体で見られた相関は他の分画では認められ  

ず，窒素を含有した土壌有機質の混入が示唆された。  

（49）重金属および酸化的ストレスに対する生体内防御  

因子としてのメタロチオネインの役割  

〔代表者）環境健康部：佐藤雅彦  

〔期 間】平成9～10年度（1997～1998年度）  

〔目 的〕生体内での重金属毒性および酸化的ストレス  

に対するメタロチオネイン（MT）の防御効果を明確に  

することを目的として，エタノールによる炎症性病変  

（フリーラジカルの産生が関与）に及ぼすMTの影響  

をMT遺伝子欠損マウスを用いて検討した。また，重  

金属毒性に対するMTと重金属解毒作用を有する栄養  

素セレンとの相互関係についても低セレン飼料で飼育し  

たかrT遺伝子欠損マウスを用いて検討した。  

〔内 容〕エタノールを経口投与したNIT遺伝子欠損  

マウスは，野生型マウスに比べて胃や－l二指腸の粘膜病  

変が著しく増悪され，MTが炎症性の病変に対しても生  

体内防御因子として重要であることが示唆された。ま  

た，MT遺伝子欠損マウスは′ セレンの低下によって，  

無機水銀の腎毒性やカドミウムの肝毒性が著しく増強さ  

れ，内因性のMTおよびセレンが，重金属毒性に対し  

て互いに協調して防御的に働いていることが示唆され  

た。  
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〔発 表〕E－14．15，e－Z7，28，33，35，36，47  非一様性と降水過程との剛系に注月して考察を行った。  

〔発 表〕F2，3，f10  

（50）肺胞モデル培養系を用いた環境汚染物実の影響評  

価法の検討  

〔代表者〕環境健康部：古山昭子  

〔期 間〕平成10～11年度（1998－1999年度）  

〔目 的〕種々の化学物質を含む環境汚染物質による生  

体への影響評価の中で，吸入暴露による呼吸器への影響  

評価のために，生体肺組織から採取した構成細胞を適当  

な細胞外基質とを組み合わせて培養することにより基底  

膜を含む肺組織を模した肺胞モデル培養系を作成し，影  

響評価のための鋭敏なマーカーについて検討することを  

目的とする。  

〔内 容）肺線維芽細胞順化培地又は線維芽細胞マト  

リックス存在下で．ラソ＝肺胞上皮株細胞を風乾コラー  

ゲンゲル上で培養することによj），生体と同様な基底膜  

の形成に成功した。従来のプラスチック培養基質と比較  

して，基底膜上では肺胞上皮細胞の接着，伸展，遁走が  

先進し，上皮形成が促進されることが明らかになった。  

過酸化水繋暴露実験より電気抵抗値の変化が細胞障害を  

最も早く検出することが明らかになった。  

〔発 表〕e－56，58  

（52）懸濁態リンの藻類利用可能性測定のための環境水  

中懸濁物質の分離手法の開発と応用  

〔代表者〕水土壌圏環境部：井上隆信  

〔期 間〕平成10－11年度（1998－1999年度）  

〔目 的〕河川や湖沼水中の懸濁物質・底泥は大きく分  

けると無機物質と有機物質の混合物であるが，好気的条  

件下においては懸濁態無機物質中のリンを藻類が利用す  

ることは難しいと考えられ，有機物質中のリンが藻類増  

殖に利用されている可能性が高いと推察される。このこ  

とを，密度差を利用して懸濁物質を無機物質と有機物質  

に分離する新たな手法を確立し，分離した懸濁物質の  

AGP試験を行うことで，明らかにする。  

〔内 容〕懸濁物質を，連続遠心分離による濃縮と密度  

勾配遠心法による分離手法を用いて，直接，無機物穿と  

有機物質の2成分に分離する手法の開発を行った。連続  

遠心による懸濁物質の捕集率は，流量が一定の場合は回  

転数が大きいほど増加し，26，500gの条件下では95ヲ占が  

捕集された。ろ紙による分別と比較すると，10ノ〟m以上  

の懸濁物質はほぼ100％捕集され，懸濁態と溶存態を分  

けるのに通常用いられている0．45〃mでは95％が輔集  

された。  

〔発 表〕G－13  

（5り領域大気モデルを用いた降水過程と陸面水文過程  

の相互作用に関する研究  

〔代表者〕大気圏環境部：江守正多  

〔期 間〕平成10－ユ1年度（1998～1999年度）  

〔目 的〕陸上の降水量は，そこでの土壌水分量に大き  

く依存することが近年指摘されている。すなわち．土壌  

水分と降水は相互に影響を及ほしてフィードバックルけ  

プを形成するが，その性質については未だ明らかにされ  

ていない。本研究では，現実的な境界条件を用いて3次  

元の領域モテル計算を高分解能で行うことにより，現実  

的な状況における降水過程と陸面水文過程との相互作用  

を明らかにすることを目的とする。  

〔内 容〕領域大気モデリングシステムCSU－RAMS  

を用いて，レナ川流域を含むシベリア領域の降水イベン  

トのシミュレーションを行った。特に，現実に強い雷雨  

が観測された領域に2kmの高分解能の計算領域をネス  

ティングし，対流性降雨が分解できるスケールでの実験  

を行った。結果について，モデルの分解能と降水スキー  

ムの樹生による降水の再現性の違い，陸両過程の空間的  

（53）チベット高原におけるエネルギー・水循環過程の  

研究  

〔代表者〕筑 波 大学：安成哲三  

〔分担者〕大気圏環境部：江守正多  

〔期 間〕平成10年度（1998年度）  

〔日 的〕GAME（アジアモンスーンエネルギー・水  

循環観測研究計画）の一環として，アジアモンスーンの  

大気加熱に大きな役割を果たしているチベット高原上で  

のエネルギー・水循環過程とその変動にかかわる大気・  

陸面相互作用を，現地での集中的な気象・水文観測を通  

して明らかにすることを目的とする。また，積雪・永久  

凍土の役割を比較するため，シベリア，モンゴルの寒冷  

圏での同時観測を行う。  

〔内 容〕シベリアタイガ帯における森林からの蒸発散  

などの陸面過程と積雲対流などの降水過程との相互作用  

に関する知見を得るために，ロシアのヤクーツタ付近に  
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おける水・熱交換過程，凍土水文過程の観測に参加し  

た。タワーによる境界層観測，雨量観測，土壌温度・土  

壌水分観札 植生調査などを実施した。  

〔内 容〕平成10年度には，9年度に開催された国際  

会議での意見，勧告等を踏まえて，担当課題である環境  

モニタリングにかかわる環境試料の選択と保存に関する  

意見交換を目的として，ドイツの環境試料バンク施設並  

びにドイツとオーストリアの関連研究者を訪問した。ド  

イツ～Iuensterのミュンスター大学にある人試料の長期  

保存施設並びに付属分析施設，データベース管理施設を  

訪問し，リーダーのKemper名誉教授からプロジェク  

トの詳細な説明を受けた。ついでJuelichにある環境試  

料保存バンクと付属分析施設を訪問し．活動の現状と将  

来計画に関連して1）－ダーのEmons博士，Sehladot博  

士と意見交換を行った。いずれの施設もドイツ的きまじ  

めさでモニタリング試料の収集と保管を長期にわたって  

継続している様子，並びに試料の保存性，代表性や環境  

変化の把握に関して最新，最先端の分析化学の基盤に  

立った研究を推進しているさまに強く印象付けられた。  

本研究所も含め．これらの先端機関の試料保存はいずれ  

も20年を越える時期にさしかかっており，現在大きな  

テーマとなっている内分泌撹乱物質等の研究にも重要な  

手がかりを与えうる長期的な変化を解析しうる段階にき  

ている。保存試料の貴重性の増大とともにこれらの確実  

な保存体別の維持，保証が益々大きな問題となってきて  

おり，貴重な試料の分散相互保管や，極地などの自然環  

境を利用Lた長期保存バックアップ体制確立などの具体  

化が重要かつ緊急性の高い課題となっていることが共通  

認識として確認された。  

〔発 表〕D－10  

（54）熱帯感染症対策へのリモートセンシングと地理情  

報システム技術の応用  

〔代表者〕術大学医報国際交流セント：川端真人  

〔分担者〕環 境 健 東 部：小野雅司  

〔期 間〕平成10～12年度（1998－2000年度）  

〔目 的〕マラリアやデング熱など蚊が媒介する熱帯感  

染症の対策にはヒトの生計活動，行動様式，居住環境な  

どヒト側の要因，媒介蚊の密度，媒介能力，吸血活動な  

ど蚊側の要因と，それを取り巻〈自然地理環境の安国が  

複雑に絡み合っている。また，最近では地球環境の変容  

に伴い流行域は拡大すると予測されている。本研究では  

人二仁術星からのリモートセンシング画像と多彩な資料を  

解析する地理情報システムを導入し，空間的な伝播動態  

と危険因子を解明し，生態学的な視点で蚊媒介性感染症  

対策の構築と動向予測を試みる。  

〔内 容〕ソロモン諸島国ガダルカナル島，タイ国東北  

山岳地帯（マラリア），インドネシアスラバヤ市街（デ  

ング熱）を対象に，現地調査を実施した。現地調査にお  

いては疫学調査のほか，衛星画像の収集，地形，植生，  

水系などのデータ収集を行うとともに，得られたデータ  

に基づいて，地理情報システムを応用した解析を開始し  

た。  

〔発 表〕E－5  

（55）南極での自然界超長期保存を中心とした生物・地  

球環境試料保存国際ネットワークの構築  

【担当者〕化学環境部：柴田康行  

〔期 間〕平成9－11年度（1997－1999年度）  

〔目 的〕人類活動による環境破壊，自然破壊の進行に  

伴い，生物種の絶滅や地球環境の悪化が懸念されてい  

る。新しい世紀並びに千年紀の始まりである21世紀初  

頭に，20世紀の人類の歩みを振り返ってその評価，反  

省を踏まえ，将来の子孫のために現在の地球・生物に関  

する情報，試料を取捨選択しつつ残してい〈ことを目的  

とし，試料の超長期保存システムに関する検討，保存状  

態情雑の記録，試料の取捨選択や保存性の検討，情報そ  

のものの保存の問題など様々な角度から専門家の意見を  

集約し，具体化を目指す。  

（56）デデリエ・ネアンデルタール人骨に関する総合的  

研究  

〔代表者〕国際日本文化研究センター：赤澤 威  

〔分担者〕化 学 環 境 部：米田 穣  

〔期 間〕平成10～12年度（1998～2000年度）  

〔目 的）ネアンデルタール人類は約10万年前から3  

万年前に生息した。特に中近東では形態学的現代人と同  

時に生息したため，現代人の起源を探る上で非常に重安  

な位置を占める。本研究ではシリア共和国デデリエ洞窟  

遺跡から出土したネアンデルタール人骨の絶対年代を，  

本研究所加速器質量分析施設を用いて決定することを目  

的とする。  

〔内 容〕AMSのよる放射性炭素年代では，現在のと  

ころ概ね4．5万年程度が測定限界とされることが多い。   
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NIES－TERRAでは通常よりも若干バックグランドが低  

い。この特徴を伸ばすべく，5万年を超える大過去試料  

の測定を巨‖旨す。現在のCO2グラファイト化の前処理  

方法における現代炭素混入を最小限に押される努力をす  

る。並行してCOの熟拡散による同位体濃縮の実現性を  

検討する。  
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2．18 特殊法人等による公募型研究  

（1）リスク評価のためのダイオキシンによる内分泌腐  

乱作用の解明  

〔代表者）環 境 健 索 郎：遠山千春  

〔分担者〕環 境 健 康 部二大追試一郎・  

石村隆太・青木康展・  

石塚真由美・梅津豊司・  

野原恵子・藤巻秀和・  

′ト林隆弘・宮原裕一・  

西村典子・高永博美  

地域環境研究グループ：曽根秀子・米元純三  

〔期 間〕平成10－14年度（1998”2002年度）  

〔目 的〕精子形成能の低下，子宮内膜症の発生，性比  

の異常，内分泌・免疫系（甲状腺ホルモン・リンパ球サ  

ブセットなど）の揺らぎ，脳機能・行動への影響など，  

内分泌撹乱作用を示唆する報告が比較的低濃度のダイオ  

キシン類への暴露によって蓄積しつつある。しかし．ダ  

イオキシンの内分泌撹乱作用の実態とそのメカニズムに  

ついては，ほとんど解明が進んでいない。そこで，我々  

は，今回の研究を，単に学術的関心のみの基礎研究では  

なく，現実に求められているリスク評価へつながる研究  

として位置づけた。具体的には，マウスやラットなどの  

実験動物を用いて，受精卵から出生までの最も感受性が  

高い時期にダイオキシンに暴露させ，生殖樺能，脳機  

能・行動，免疫棟掛こどのような影響がいかなるメカニ  

ズムで生じるのかを解明することを目指している。  

〔内 容】生殖機能に及ほす影響の研究においては，  

（1）受精卵から胚盤胞にいたるまでの各段階の初期胚  

の発生過程や雌雄の受精卵の生存率及び着床率への影響  

（2）雄の外部生殖器および副生殖腺の発達阻害，なら  

びに精子形成への影響 （3）胎盤機能への影響に関し  

てメカニズムの解明を行う。   

脳機能・行動に及ほす影響の研究においては，（1）  

脳の性分化 及び性行動に関係する遺伝子の解析，並び  

に神経細胞における情報伝達系への影響 （2）ダイオ  

キシン類の生体内動態に関与する甲状棟ホルモン輸送タ  

ンパクと甲状腺ホルモン系への影響 （3）行動奇形学  

的影響について研究を進める。   

免疫機能への影響の研究においては，（1）経胎盤暴  

露に伴うT細胞の分化や機能への影響 （2）アト  

ピー性皮膚炎自然発症マウス（NCノNga）においてアレ  

ルギーの発症・増悪のメカニズムを研究する。さらに  

（3）胎仔および出生後の胸腺へのダイオキシン暴露は  

自己抗原に対する免疫性丁細胞の選択除去過程に影響を  

及ぼす可能性が考えられることから．自己免疫疾患モデ  

ルマウスにおいて自己免疫疾患の発症・増悪に対するダ  

イオキシン経胎盤暴露の影響およぴメカニズムについて  

検討する。   

リスク評価に関する研究においては，上記のサブテー  

マに関連して，（1）標的臓器，肝，血液，脂肪組織ダ  

イオキシン濃度の測定，経胎盤暴露と胎仔へのダイオキ  

シンの移行 （2）標的臓器を中心とした病理組織学的  

検索 （3）暴露量と各反応（エンドポイント）との関  

係を整理し，総合的なリスク評価を行う。  

〔成 果〕   

平成11年1月からスタートしたことから，本年度  

は，生殖機能，脳機能・行動，免疫粍能，及びリスク評  

価のそれぞれについて予備釣検討を行った。生殖機能に  

ついては，配偶子．受精卵および初期月引こダイオキシン  

を暴露するための準鳳 ラットの胎盤細胞にダイオキシ  

ンを暴露し，タンパク質の発現を2次元電気泳動により  

解析を始めた。脳機能・行動については，ダイオキシン  

を投与した野生型マウスの脳における遺伝子の発現を  

ディファレンシャル・ディスプレイにより解析を開始し  

た。また，現在，アロマターゼやAhRの遺伝子をノッ  

クアウトしたマウスを繁殖している。免疫機能について  

は，T細胞の分化・機能に対する影響を調べるため，成  

熟ラットにダイオキシンを投与し，胸腺細胞（CD4＋  

CD8十細胞，CD4T細胞，CD8T細胞）や1）ンパ節  

丁細胞の数や比率，細胞構成について調べ，低用量のダ  

イオキシン暴露により，胸腺で成熟したT細胞のリン  

パ節への移行が抑制されていることが判明した。リスク  

評価については，GC－MSによるダイオキシンの測定条  

件の検討および基礎情報（疑処置実験動物の組織中ダイ  

オキシン濃度，飼料中濃度，及びダイオキシンの経胎盤  

移行の量など）の解析を行った。  

〔発 表〕B－73，75－77，79，182，186，E－16，ユ8，  

b－296－300，e－17，41，43 44，50  
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（2）微生物を活用する汚染土壌修復の基盤研究  

〔代表者〕地域環境研究グループ：矢木修身  

〔分担者〕地域環境研究グループ：岩崎一弘・兜 眞徳・  

森田昌放  

水土壌圏環境部：内山裕美・冨岡典子・  

向井 哲・服部浩之  

〔期 間）平成S－13年度（1996～2001年度）  

〔目 的〕世界各地でトリクロロエチレン（TCE），テ  

トラクロロエチレン（PCE）およびPCB等の有機塩素  

化合物ヤ水銀，6価クロム等の重金属による土壌・地下  

水汚染が顕在化し大きな間題となっている。これらの汚  

染の浄化に，より安価でかつ無害化処理技術である微生  

物を活用して汚染を修復するバイオレメディエーション  

技術の開発が期待されている。本研究でほ，有機塩素化  

合物や重金属の中で問題となっているトリクロロエチレ  

ン，PCBや水銀等で汚染した土壌・地下水の修復を  

ケーススタディとして取り上げ，バイオレメディエー  

ション技術の実用化に際しブレークスルーすべき，  

（1）分解能強化微生物の開発 （2）土壌中における  

微生物の挙動解析 （3）微生物センサー機能を活用す  

る有害物質モニタリング手法の開発 （4）分子生態学  

的手法を用いる生態影響評価システムの開発 （5）大  

型土壌・地下水シミュレ岬夕および現場における修復技  

術の適応性の評価，の5課題に関する基盤研究を実施す  

る。  

〔内 容〕  

（1）分解能強化微生物の開発   

汚染物質分解菌の探索・分能を行い，次いで分解酵素  

遺伝子の単離，機能解析を行い，これらの結果をもと  

に，遺伝子操作等により分解能強化微生物の開発を行  

う。汚染物質として，TCE．PCE，1，1．1－トリタロロ  

エタン，PCB，水銀等に着目する。  

（2）土壌中における微生物の挙動解析   

土壌中の微生物DNAを直接抽出する方法を開発す  

る。次いで，特異的なプライマーを用いて増幅，解析す  

るPCR－h／1PN法による微生物の迅速計数法を開発し，  

土壌中での微生物の挙動解析を行う。  

（3）微生物センサー綴能を活用する有害物質モニタリ  

ング手法の開発   

運動性を有する微生物は外界からの化学物質等の刺激  

に応答して，その物質に集稽したり，忌避したりする性  

蛋を有することが明らかにされつつある。この運動性に  

着目し様々な細菌を選抜し，画像処理による迅速高感度  

毒性試験法を開発する。  

（4）分子生態学的手法を用いる生態影響評システムの  

開発   

生態系への影響評価方法として微生物生態系に着目  

し，特に，エネルギー代謝，窒素代謝に関する微生物相  

等に着日し，これらの微生物の種類と量を，培養法およ  

びDNA法を活用して計数し，土壌生態系への影響を評  

価する。  

（5）土壌・地下水シミュレーターにおける修復技術の  

適応性の評価   

フラスコ・カラムレベルの基礎データを掩まえて，シ  

ミュレータを用いて，汚染物賃，浄化微生物の消長を明  

らかにするとともに，汚染現場でのバイオレメデイユー  

ションの有効性と安全性を評価する手法を開発する。  

〔備 考〕  

共同研究グループ：九州大学農学部・広島大学工学部・  

国立水俣病総合研究センター・  

株式会社荏原製作所  

〔成 果〕  

（1）分解能強化微生物の開発   

1）トリクロロエチレン分解菌の分子育種：ビフェニ  

ル資化菌魚錯血糊相㌻匝11加αJcd／イgβ7†どぶKF707株は  

PCBを分解できるが，分解能は，ビフェニルジオキシ  

ゲナーゼに由来し，本酵素は鉄・硫黄タンパク（坤／lAl，  

♭匝A2）とフェレドキシン（坤れA3）とフェレドキシ  

ン還元酵素（卿IA4）の4つのサブユニットから構成  

されていた。一方，トルエン資化性菌のPselldom例lαS  

卸血血Fl株のトルエンジオキシゲナーゼは，′odCl，  

fodC2，（od鼠わdAから構成されている。この両酵素の  

サブユニット遺伝子を相互に置換して種々のハイブリッ  

ドを構築した。この遺伝子をKF707株の染色体に導入  

したKF70－D3株はビフェニル資化能を保持したまま．  

10ppmTCEを6時間で完全分解した。遺伝子をハイプ  

リソドすることにより，両者にない新たな形質の発現が  

確認された。   

2）水銀化合物分解菌の分離・同定   

水俣湾海水 および水銀汚染のない対照地点等より計  

113株の水銀耐性細菌を分離した。水銀耐性の高い細菌  

を水俣湾35株，対照地点から10株の計45株を選び，  

水銀化合物に対する耐性を検討した。塩化第二水銀，塩  

化メチル水銀，塩化エチル水銀，酢酸7ユニール水銀，  
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し，多様性が高くなったことから，重油により活発な生  

態系が作り出されたと考えられた。  

（5）土壌・地下水シュミレークーおよび現場における  

修復技術の適応性の評価  

1）バイオリアククーによる水銀除去   

通気装置と横枠・梅迫装造を組み合わせた水銃除去バ  

イオリアククーを設計し，腸内細菌のプラスミドNRl  

由来の水銀還元酵素遺伝子群（merオペロン）を組み込  

んだ組換え微生物を用いて水銀除去を行った。40ppm  

の塩化第二水銀を24時間で蒸留水から完全に除去でき  

ることが認められた。次いで，環境水中からの水銀除去  

能の評価を行い，土着の生物との相互作用あるいは懸濁  

物質への水銀吸着により除去が妨害されることが示され  

た。さらに，土壌スラリー中からの水銀除去条件を検討  

し，チオしルおよび塩化ナトリウムの添加が，土壌粒子  

に吸着した水銀の遊離に効果があることが認められ，添  

加した水銀の約70ヲ占が除去され，微生物による水銀汚  

染の浄化の可能性が示された。   

2）～Ⅰ株を用いるバイオオーグメンテーション   

ⅣⅠ株を用いるバイオオーグメンテーションを実施す  

る場合を想定して．土壌にM株菌体を添加し，土壌中で  

のM株の生残性・増殖性について検討を行った。土壌  

中濃度が107celts／g湿土となるように加え，気相のメタ  

ンガス濃度が3％となるようにし，28℃にて静置培養し  

た。13日間培養を行うことにより生菌数は2．8×108  

ce11s／g湿土まで増加した。M株は土壌中で増殖が可能  

であった。  

〔発 表〕B－169，b－110．114，271．27乙274，275  

パラクロロ安息香酸水銀，およびフルオレツセイン酢酸  

水銀を分解できる微生物が多数生息していることが判明  

した。ほとんどの和菌はグラム陰性の梓菌であった。次  

に，これら45様について各種のN∂C】濃度およびpH  

における発育および塩化第二水銀の揮発化反応について  

検討した。いずれの細菌も，増殖至適NaCl濃度および  

至適pl・1で最も高い水銀還元能を示した。  

（2）土壌中における微生物の挙動解析   

土壌に添加した浄化微生物の生残，増殖に及ぼす土壌  

の性状および環境安国の影響を明らかにするため．P．  

何血血の土壌中での増殖に及ほすグルコース，酵母エ  

キス，稲ワラ及び汚泥等の各種有機物，さらに消石灰を  

添加しpHと水分の影響さらに菌の局在性について調べ  

た。P．♪－一拍ねは易分解性の有機態窒素の多い有機物を多  

く含み，PHが高く，やや盲屈った水分状態が最も生残に  

適していることが判明した。  

（3）微生物センサー機能を活用する有害物貿のモニタ  

リング手法の開発   

多くの細菌にはペン毛があり，その基部にあるモー  

ターを回転させて化学物質の濃度勾配を感知して，誘引  

物質に集積したり忌避物質から逃避したりする。そこで  

有害物質による回転運動の阻害を細胞運動の停止により  

検知する手法の開発を試みた。  

（4）分子生態学的手法を用いる生態系影響評価システ  

ムの開発   

バイオレメディエーションを実施した場合の生態系に  

与える影響を，微生物群集を解析するポピュレーション  

ダイナミクスを活用した評価手法の開発を試みた。培養  

法による各種の土壌微生物の計数法について．より簡便  

で再現性のある方法の検討を行った。好気性一般従属栄  

養細菌，大腸菌群，タンパク質分解細菌，糸状菌，放線  

菌，フェノール資化性菌，メタノール資化性相胤亜硝  

酸酎ヒ細軋 アンモニア酸化細菌，メタン資化性細菌の  

計数法を改良Lた。これらの方法を用いてTCE汚染の  

土壌微生物故に与える影響評価を行った。好気性－・服従  

属栄養細菌，タンパク質分解細軋放線菌はTCEに対  

し影響を受けに〈く．糸状乱 フェノール賓化性菌，メ  

タノール資化性薗，亜硝働化細嵐 アンモニア酸化細菌  

はより影響を受けやすい性質を有していた。重油の微生  

物生態系への影響を調べるため．ナホトカ号流出重油で  

汚染した三国サンセットビーチにおける微生物多様性を  

調べた。事故直後から重油を餌として微生物数が増加  

（3）北西太平洋の海洋生物科学過程の時系列観測  

〔代表者〕地球環境研究グループ：野尻幸宏  

【分担者）地球環境研究グループ：向井人史  

化 学 環 境 部：横内陽子  

（期 間〕平成9－14年度（199アー2002年度）  

〔目 的〕本研究は，国際共同研究であるJGOFS  

Uoirlt GlobalOcean Flux Study）の枠組みの中  

で，北西太平洋高緯度海域の定点時系列観測を行う。高  

緯度海域の特徴である季節的な水温変化，浪合層深度変  

化によってもたらされる海洋構造の変化を理解した上  

で，物質循環の季節変化の全体把握を行う。特に海域の  

CO2の交換（吸収・放出）にかかわる生物生産の規定要  

因を解明するために，炭酸系の精密観札生物生産量と  
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関連因子の解明に重点を置く。既存時系列観測である完  

期貨物船観i肌 衛星観測で得られる表面水情報と．この  

とき系列細則で得られる鉛直プロファイルの情報を総合  

解析することによって，季節的に変動する現象を正確に  

把揺することができる。北太平洋では，亜寒筒のアラス  

カ湾（ステーションP，カナダ）と亜熱帯のハワイ  

（Ⅰ・IOT，米国）の2点で時系列物質循環観潮が継続さ  

れているが，我が国では外洋完点での時系列観測が行わ  

れていなかった。本研究課題によって，北緯440，東経  

1550に定めた亜寒帯北西太平洋定点（KNOT：K）′Odo  

North paeific Ocean Time scries）で観測を開始す  

る。観測によって海洋物質循環の東西太平洋比較，亜寒  

帯・亜熱帯比較を行い，太平洋全域の物質循環理解を助  

ける結果を得ることを目的とする。  

〔内 容〕北西太平洋亜寒帯填では，CO2の吸収・放出  

に大きな季節変化があり，3月にはCO2分圧の最大値  

がみられCO2放出域として作用する。春の植物生産で  

重機炭酸が園完されCO三分圧は低‾Fし吸収城に変わ  

る。秋に東低値となった後，混合層深度が増し，無様炭  

酸の回帰で冬季のCO二分庄上昇が起こる。栄養塩類  

も，同様な季節変化を示す。これは，本研究所とカナダ  

海洋科学研究所の共同プロジェクトによる貨物船観測で  

確かめられた。東邦大平洋ではCO2分圧，栄登塩類の  

季節振幅が比較的小さく，西部太平洋の生物生産性の高  

さを示している。この機構の解明には，表層に限られる  

商船による観測では不十分で，海洋の鉛直構造と関連物  

質の分布を計測することができる。研究船の観測が必要  

である。特に一定点での季節変化の観測は，その支配要  

因の解明のための重要な手法である。   

本研究では，国内研究機関所属研究船の北西太平洋高  

緯度海域航海の中で，一定点で質の揃った化学・生物観  

測を行い，時系列的にデータを集めて解析する。前年度  

に構築した観潮体制，観測機器を利用し，1998年6月  

からその本格的観測を開始した。  

〔成 果〕  

（1）定点時系列跡則   

北海道大学練習船「北星九」により6月4日，26日，  

7月21日，8月13日，東海大学実習観測船「望星九」  

によ！）10月8日，14軋 海洋科学技術センター観測船  

「みらい」により11月7日，12月11［∃の8回の本格  

観測を行った。短い場合1昼夜，長い場合は4日の定点  

保持を行い，その間表層から深層までの採水，漂流系で  

の沈降粒子回収，漂流系での培養による1次生産測急  

係留系設置回収．プランクトン試料採取，光学特性測定  

など，多くの項目の観測を行った。このうち，炭酸系  

（全炭酸，アルカリ度，CO2分圧）．栄養塩，潜存酸素  

は，本プロジェクト担当者で厳密に精度管理した船上潮  

完を行った。また，1次生産も統一された方法で本70ロ  

ジュクト担当者が観測した。また，その他の観測船航海  

での定点来訪観測があり，データ交換を行った。  

（2）炭酸系の観測   

KNOT完点では．表層の全炭酸に，6月4日から8  

月13日の70日間4回の観測で，97〃nlOl／kgの全炭酸  

の減少が見られたのに対し，7ルカリ度は一定であっ  

た。ただし，6月26日は全炭酸がアルカリ度とも，経  

時変化トレンドの中では，低めの値であった。この6月  

26日の観測は．塩分・水温の検討から，亜寒帯前線が  

北に移動して亜熱帯系の海水に表層がおおわれたと考え  

た。KNOT定点ほ，通常亜寒帯系の表層水が支配的で  

あるので，6月26日は時系列考察から外す方がよいと  

思われる。一方，10～12月の観測では，全炭酸が増加  

を示し，12月11日の観測では，ほほ6月4日の低まで  

回復した。   

以上のことから次のことが考察された。6月から8月  

にかけては，表層海水での生物生産による炭素固定で，  

全炭酸が低下した。大気とのガス交換，水平的混合の効  

果が小さいという仮定をおくと，炭素固定量は183  

mgc／m三／dayとなる。一万，秋は鉛直混合の効果で亜  

表層海水から二酸化炭窯が回帰する。   

また，客観渕船において，表層二酸化炭素分圧を測定  

した。6月から11月までは330ル350／Jatnlでほほ一定  

であったが，12月の観測では360”70〟atnlまで上昇し  

た。  

（3）生物生産の観測   

8同の観測のうち6回について，13C法による1次生  

産観測を行った。6月から8月は190～290mgC／m2／day  

であり，10月から12月は160”110nlgC／n12／dこl〉′に低  

下した。夏季の値は，炭酸から導かれる炭素固完とほほ  

整合的であった。しかしながら，この1次生産は北太平  

洋の他の海域で従来から測定されてきた値より，低いも  

のであった。この原因として．1次生産の測定開始が  

6月26巨】からであり，春のブルーム期を捕らえられな  

かったことが考えられる。KNOT点でのクロロフィル  

蛋は，0．4ん0、5〃g／「ごあったが，1次生産を測完できな  

ー213－   



かった6月4日に1．5／ノg／J存在した。   

また，10月の望星九航海では，期間中に表面海水の  

冷却と混合層が深くなるさまが観測された。亜表層から  

の栄養塩の回帰とその後に続く秋のブルームに相当する  

植物量の増加も見られた。この減少には，全炭酸と栄養  

塩の急激な低下も伴っていて，秋にも一時的に生物生産  

が高まることがわかった。   

全炭厳，アルカリ度．二酸化炭素分圧のデータを総合  

し，KNOTステーションでの二酸化炭素収支と生物生  

産は．次のような季節性を考察した。最大の生物生産は  

5月から6月のブルーム期に起こる。6月下旬以降の生  

物生産は比較的′」、さくなるが，海域としては二酸化炭素  

吸収に働き続ける。一方，10月以降は，海水の冷却と  

ともに鉛直混合するが，このときにブルームを伴うこと  

がある。  

1999年の観測時系列は，5月から8月にかけて，よ  

り密な時間間隔で行うことが予定されているので，この  

考察の確からしさを明らかにすることができる。  

態系の創造を可能とするための共同研究を実施する。  

〔内 容〕有毒微細藻類の実態調査および毒性物質の現  

存量評価を大潮，デンチ湖，アルハイ湖の3湖沼で行っ  

たところ，3湖沼とも毒性物質ミクロキステンを産生す  

る相加叫画烏α川増血矧が観察され，とくに大潮とデ  

ンチ湖では本棟が優占種となっており，湖面は緑色を宣  

していた。その他の有毒微細藻類としてほ，大潮およびデ  

ンチ湖で〟如靴叩頼＝血相ね アルハイ湖でA祝わαgJlα  

／加叩抑㍉朗血涙抑閥W／血用御肌などが観察さ  

れ，計4種類の有毒微細藻類が確認された。これら藻類  

の産生する毒性物質の分析によると，全水城で有毒物質  

ミクロキステンが検出され，とくに無錫市のある大潮北  

部，昆明市に近い草海およびデンチ湖北部ではⅥ「HOが  

飲料水質ガイドラインに位置づけているミクロキスナン  

LRの現存量が高く，それぞれ3，625／ノg／J，3，324／Jg几  

2，474〝g／Jと高い濃度が検出されⅥrHOが定めるミクロ  

キステンLRの基準値が1〃g／Jであることを考えると，  

これらの値は極めて高濃度であることから緊急な有毒微細  

藻類増殖抑制化対策が必要であることが裏付けられた。   

なお，富栄養化湖沼で，窒素・リン除去能を有する有  

用な水生植物の探索を行ったところ，沈水植物のササバ  

モが，大量のアオコの発生している水域で繁茂している  

ことが明らかとなった。また，本種をはじめとする沈水  

植物は，ミジンコなどの動物プランクトンやツリガネム  

シなどの付着性微小動物の現存量を高めており，湖水の  

透明度を高めるうえで大きな役割を担っていることも明  

らかとなった。   

さらに，水生植物としてのヨシやガマ等に替わる有価  

物としての回収可能な水耕栽培植物を探索したところ．  

クウシンサイが浄イヒ能に優れ，かつ有価物としての価値  

が高いことが明らかとなった。また．水耕生物ろ過法を  

用いた浄化システムは栄養塩類の除去速度が湿地による  

浄化方式などに比べて高いことも明らかとなった。  

〔発 表〕K－10．11，B－26，b－21，Z4”27，64，65，85  

92，99  

（4）中国太湖の窒素，リン等削減抑制型環境改善技術  

の開発  

〔代表者〕地域環境研究グループ：稲森悠平  

〔分担者〕地域環境研究グループ：水落元之・松重一夫  

〔期 間〕平成10年度（1998年度）  

〔目 的〕中国における湖沼のなかでも特に太湖流域  

は，経済発展速度が全国一であり．また農工業総生産高  

も全国の1／6－1／7を占めており，ここ十数年の間，橙  

摘の急速な発展に伴い，生活排水等の未処理放流によ  

り，富栄養化が著しく進行し，飲料水源の確保もできな  

い位の深刻な社会問題に発展してきている。このままの  

状況を放置することは極めて危険であり，とくに有毒微  

細藻類の産生する有毒物質ミクロキスナンの顕在化が懸  

念されていることから，環境衛生上叫刻の猶予も許され  

ない状酬こある。また，平成9年11月の第2回日中環  

境フォーラムにおいて，中国太湖流域は科学研究を含む  

汚濁防止対策を酎ヒする必要性があるとの日中双方の合  

意を得るに至っている。本研究ではこのような背景を鑑  

み，中国国家環境科学研究院をカウンターパートとして  

太湖をはじめとする富栄贅化湖沼の有毒物質の実態調  

査，富栄養化の原因物質としての窒素，リンの効果的除  

ま法としての水生植物や水耕栽培植物を活用した浄化手  

法を開発することにより安全な水嚢源の確保と健全な生  

（5）超伝導受信轢を用いたオゾン等の大気微量分子の   

高度分布測定装置の開発  

〔代表者〕名 古 屋 大 学二福井康雄  

〔分担者〕大気圏環境部：中根英昭・長浜智生＊  

地球環境研究グループ：秋吉英治  

（†科学技術特別研究員）  
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〔期 間〕平成9～14年度（1997～2002年度）  

〔目 的〕オゾン層破壊の庶国を明らかにするために  

は．オゾン及びオゾン層破壊の証拠物質であるClOの  

高度分布を測定することが必要である。ミリ波分光計は  

オゾンとClOの両分子を測ることのできる装置であ  

る。本研究は．200G‡Iz帯のミリ波分光計を開発し，こ  

れを南米チリに設置して観測を行うとともに，観測デー  

タを用いて，南極オゾンホールとの関係等，オゾン及び  

オゾン層破壊物質の動態解明とモデル化を行うことを目  

的とする。  

〔内 容〕本研究は次の3つのサブテーマから構成され  

ている。  

（1）大気微屋分子高度分布測定システムの開発  

（2）エアロゾル変動の解析とモデル化  

（3）オゾン・C10変動の解析とモデル化  

本研究所が担当しているサブテーマ（3）では，3次元  

気象データ上で走る流跡線上ではしる光化学モデルを改  

良し，液体桓域成層圏雲を介した不均一反応を組み込  

み，従来のモデルとの比較を行った。  

【発 表〕f－66  

を用いた大量培養を行うことを目的とし，低コストかつ  

増殖に有利である培地の選択，および乾燥，凍結による  

長期保存法について検討を行った。  

〔内 容〕供試培地としてクロレラ，粉末酵母，油脂酵  

母，洗米排水を用いてスクリーニング試験を行ったとこ  

ろ，油脂酵母，洗米排水を用いた系において高い増殖が  

みられた。しかし，油脂酵母を用いた場合，収縮した個  

体が多く，個体数密度は高まるものの．活性は低いもの  

と考えられた。一方，洗米排水を用いた場合，個体数密  

度が高まった状態セもほほすべての個体が遊泳または繊  

毛環を動かし活発に捕食活動をしていることから，培地  

として用いるには洗米排水または米関連物質を培地とし  

て用いることが適当であることがわかった。そこで米関  

連物質として上新粉，破砕米，米糠を培地として培養  

し，モデル式を用いることによって最大個体数（環境収  

容力）および増殖速度（内的自然増加宰）より評価を  

行った。その結果，単位培地あたりの輪虫類増加量は上  

新粉，破砕米，米糠でそれぞれ0．84，1．55，1．71N／mg  

であった。また，内的自然増加率についてみると上新  

粉，破砕米，米糠でそれぞれ0．52，0．65，0．84／dayで  

あったことから輪虫類の大量培牽のための培地としては  

米糠を用いることが適正であると考えられた。さらに大  

量培養された輪虫類の凍結または乾燥による長期保存に  

着目し，凍結法は輪虫類の培養液に凍結保護物質として  

DⅣISOまたはグリセロールを濃度を変えて用い，－1℃  

／minで－30℃まで冷却後，液体窒素中で－196℃まで冷  

却を行う方法と，－20および一80℃のデイ岬プフリー  

ザーを用いた簡易方法について，また，乾燥法は輪虫類  

の培養液を米のもみ殻，′卜安ふすま，米糠を保持担体と  

して30℃のデシケ一夕ー内で乾燥を行った。その結  

果，凍結法では最大で80％，乾煉法では50％の再生率  

が得られたが，費札 保存後の管理の面から乾燥保存法  

を用いることが実用的であるものと考えられた。  

〔発 表〕B－26，b－53～55，93，94  

（6）生物・物理・化学的因子の制御による微生物細胞  

の活性化・楔能強化  

〔代表者〕筑 波 大 学：前川孝昭  

〔分担者〕地域環境研究グループ：稲森悠平  

〔期 間〕平成8－12年度（1996～2000年度）  

〔目 的】水環境修復に貢献する微生物としては．有用  

な機能を持つ細菌，蘭乱 原生動物，微′」、後生動物が重  

要な位置付けにある。これらの有用微塵物は，生物・物  

理・化学的因子との相互作用系の中で，汚濁物質の分  

取水の透明化 バイオマスの減量化，窒素・リンの除  

ま等に関与している。水環境修復を効率よく行うために  

は，有用徴生軌 とくに有用微小後生動物をバイオリア  

ククーに高密度に定着させることが有効と考えられてい  

る。しかし，実際のバイオリアククー中で，微小後生動  

物は細菌や原生動物と比較し，比増殖速度がかなり低い  

ためにその密度を高めることが困難となる場合が多い。  

このため，生物・物理・化学的因子の制御による微生物  

細胞の活性化・機能強化の重安な一環として，有用微生  

物の大量培費および長期的保存を行い，排水処理等の浄  

化プロセスに定着化させる手法を開発する必要がある。  

そこで本研究では，微小後生動物に着目し．大型培養槽  

（7）電気自動車用電池管理システムの実用化研究   

①個別充電方式との比較評価  

〔担当者〕地域環境研究グループ：近藤実刑  

N E D O二河上活源  

〔期 間〕平成9｝10年度（1997～1998年度）  

〔目 的〕地球温暖化に代表される地球環境および自動  

車排気ガスによる大気汚染等の地域環境の改軌二は，電  
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気自動車が非常に有効であり，そのための研究・開発が  

官・民を問わず進められている。ところが，電気自動車  

に搭載した組電池間のアンバランスにより，実際の利用  

時における動力性能が公称能力をはるかに下回ることが  

明らかになってきている。組電池としての性能と寿命を  

向上させる手法として，単電池（ユ2Vモジュール）ご  

とに管理用の測定モジュールや小型充電器を装着するシ  

ステムが提案され，最近の電気自動車に多く採用されて  

いるが，高電圧化する最新の電気自動車においてはシス  

テムが複雑となり故障の原因ヤ設置場所の点で問題があ  

る。また，電池状態を常に均等に保つには，単電池ごと  

に電池状態を管理するのではなく，単電池のセルごとに  

管理をするのが理想である。   

本研究では，（1）実用型のセル単位での監視が可能  

なセル監視式電池管理システムの開発 （2）セル監視  

式管理システムの量産電池への組み込み時の技術基準の  

抽出 （3）車両用組電池にセル監視式電池管理システ  

ムを採用した際の連用基準の確立によって組電池内に生  

じるアンバランスを解消し，電気自動車用電池の利用効  

率を大幅に向上させる技術を確立する。同時に，電気自  

動車の使い勝手を大きく左右する電池の残存谷畳表示計  

の信頼性向上をはかる。これらを通して．実用時の組電  

池の性能を電池単体の公称能力に近づけることを目的と  

する。本研究所の分担は上記の（3）である。  

〔内 容〕個別充電方式による電池管理方法を採用した  

小型高性能電気自動車エコビークルの電池及び管理シス  

テム部分を，セル監視式電池管理システムを亜み込んだ  

電池およびその管理システムに置換した状態でエコビー  

クルの試用試験，シャシダイナモメータ上での都市内走  

行模擬試験を行い，個別充電方式およびセル監視式の電  

池管理システムの比較評価ならびにセル監視式電池管理  

システムの運用基準を求める。本年度は前年度製作した  

セル監視式システムと個別充電方式による充電試験を行  

い，充電方式の違いによる電池電圧の特性を検討した。  

セル監視式のシリーズ充電としては，走電流・走電圧に  

よる普通充電および急速充電を行うとともに，回復充電  

による効果の検討も行った。以下に研究成果を示す。  

1）普通充電によるシ リーズ充電においては，セル電  

圧を監視することで過充電を抑制でき，さらに充電終期  

の均等充電によりほぼ完壁な充電ができた。   

2）急速充電は，回復充電との組み合わせにより．短  

時間で効果的な充電ができた。   

3）放電試験においては，放電末期までモジュール電  

圧のアンバランスが少なく．モジュールのセル電圧も安  

定状態であった。   

4）個別充電方式においては，個々の充電器や周囲の  

計測器からのノイズによる誤動作によりモジュールごと  

にアンバランスが生じた。その結果，放電末期に充電不  

足の電池が過放電状態となり，セル電圧にアンバランス  

が生じた。   

5）個別充電方式による結果は，個別充電方式の欠陥  

ではなく．セル監視式との比較のために電池を収納空間  

から取り出して行った実験穏墳によると考えられる。一  

方，同条件下でもセル監視式では安定した充電ができ  

た。   

6）すなわち，シリーズ充電方式においても．各モ  

ジュール内のセル電圧・温度を監視することにより十分  

実用的なシステムが可能なことが明らかとなった。  

（備考）   

通商産業省工業技術院機械技術研究所エネルギー部エ  

ネルギー利用技術研究室長浦水健一氏提案の研究課題の  

分担課題であり，日本電池（株）よりNEDOへ出向，そ  

のNEDOから研究所へ派遣されている河上清源氏との  

共同研究である。  

〔発 表〕b－14Z～147  

（8）生態工学を導入した汚濁湖沼水域修復技術の開発  

とシステム導入による改善効果の総合評価に関する  

研究  

〔代表者〕東 北 大 学：須藤隆一  

〔分担者〕地域環境研究グループ：稲森悠平・水落元之  

生物 圏環境部二渡過 信  

化 学 環 境 部：彼谷邦光  

水土壌圏環境部二検 問欽  

〔期 間〕平成9～14年度（1997～2002年度）  

〔目 的〕人間活動に由来する生活排水などに含有され  

て湖に排出される窒素，リンによって，霞ケ浦をはじめ  

とする貴重な水資源である湖沼の富栄養化が進行してい  

る。この抜本的な対策として，BODlOmg／／以下，SS  

lOmg／L以下，T－NlOmg／l以下，T－PO．5nlg／L以下の  

処理能力を有する高度合併処理浄化槽の開発と普及およ  

び汚濁河 川・水路の物理化学的手法と生態工学手法を活  

用したハイプりッド型直接的削ヒ技術の確立を目的とし  

て研究を推進することとしている。  
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【内 容）多孔質セラミックス担体を充填した嫌気一好  

気生物膜法およぴジルコニウムを素材とする吸着剤を用  

いた吸着脱 リン法が汚濁河川・水路水の高度処理およぴ  

リンの寮源回収が可能であることから，循環型社会の構  

築に効果的であることがわかった。また．水生植物栽培  

水路を使った浄化において．成長速度の高いオオフサモ  

の浄化能力が最も高く，このような水生植物の活用をシ  

ステム化することの重要性が明らかとなった。  

〔発 表〕B－25，G」－3，b31，33．38，39，49，50，53，  

55，56，6l，67，72，84，91，g－1  

性の詳細なデータを作成し，ヒ「トアイランドや大気汚  

染現象の数値シミュレーションに反映させる。  

〔内 容〕バンコクにおいて，市内各地に展開させた自  

動気象観測網データの分析を進めるとともに，タワーゾ  

ンデによるヒートアイランド鉛直構造の観測を行った。  

バンコクの都心に位置するチエラロンコン大学スタジア  

ム．郊外のアジア工科大学院グラウンド等数地点での気  

温と過度の鉛直観測を通じ，都市上空で大気が加熱さ  

れ，風下に熱が輸送される様子が明らかにされた。  

（‖）都市交通の環境負荷制御システムに関する研究  

〔代表者〕学 習 院 大 学：岩田規久男  

〔分担者〕社会環境システム部：日引 聴  

〔期 間〕平成9～14年度（1997－2002年度）  

〔目 的〕本研究では，時系列データを用いて，輸送需  

要に関する計量経済モデルを構築し，以下の点について  

分析することを目的としている。  

①貨物輸送における輸送分担率変化の要因分析  

②輸送モード間の代替弾力性の推計  

③炭素税の導入による，自動車から鉄道，または海運へ  

のモーダルシフトの効果及び輸送部門からの二酸化炭素  

排出量削減効果の推計  

〔内 容〕貨物輸送サービス需要に関する従来研究のレ  

ビューに基づいて，新たな理論モデルを構築し，すでに  

収集したデータを用いて，モデル式のパラメータを推計  

し，計量モデルを構築した。さらに，このモデルを用い  

て，炭素税を導入したときの，モーダルシフトの効果及  

び貨物輸送部門からの二酸化炭素排出量削減効果を推計  

した。  

（9）自立型都市をめぎした都市代謝システムの開発  

〔代表者〕生物 圏環境部：大政謙次  

〔分担者）生物 圏環境部：戸部和夫  

地球環境研究センター：清水英幸  

〔期 間〕平成7－10年度（1995～1998年度）  

〔目 的〕都市大気中には様々な有椀汚染物質が放出さ  

れており，これらの物質の長期暴露による人間の健靡や  

生態系への影響が懸念されている。一九 植物は，葉面  

の気孔を通じて多〈の大気汚染物質を吸収することが知  

られているが，大気中の有機汚染物賀を吸収するか否か  

については明らかにされていない。そこで，植物にいく  

つかの有機汚染物質を暴露し，植物葉によるこれらの物  

質の浄化能を検討する。  

〔内 容）7種類の有機汚染物質をポプラおよびサザン  

カに暴露し，植物葉によるこれらの物質の吸収を調べ  

た。その結果，植物菓は，メチルエチルケトンおよびア  

クロレインの2物質に対し，気孔を介しての吸収を示し  

たが，ベンゼンヤアセトンなどの他の5年勿宴引二対しては  

吸収を示さなかった。植物葉による有様汚染物質の吸収  

の可否は．棄内でのこれらの物質の代謝の可否に関連性  

があることが推察された。  

【発 表〕H－7  

（12）植物由来および人工の内分泌振乱物質の相互作用  

評価  

〔代表者〕自 然医科大学：香lU不二雄  

〔分担者〕地域環境研究グループ：平野婚史郎  

〔期 間〕平成10～14年度（1998－2002年度）  

〔目 的〕現代文明社会を支えている人工の化学物質の  

中には，生物の内分泌系を税乱することにより生殖，内  

分泌，免疫，神経系に重大な悪影響を与える化学物質が  

あることが明らかとなってきた。ほ乳類以外の野生生物  

では，因果関係が明らかな例がいくつか報告されている  

が，まだ人では内分泌撹乱化学物質の健靡影響は明らか  

になっていない。内分泌指乱化学物質の人の健康および  

い0）都市ヒートアイランドの計測制御システム  

〔代表者〕地球環境研究センター：一ノ瀾俊明  

〔期 間）平成8－12年度（1996－2000年）  

〔目 的〕都市の人工排熱を通じ，人間活動が郡市の熱  

環境に与えるインパクトを正確に評価し．都市構造及び  

人間活動の制御がどの程度こうしたインパクトを軽減し  

うるのか計定最的に明らかにするため，地表面境界条件  

の重安な婁京である郡市人］二排熱や土地利用・地表面物  
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生態系へのリスク評価を行うことは現時点の急務であ  

る。本研究では，内分泌撹乱化学物質の影響評価に，影  

響を与える植物エストロジェン（phytoestrogen）と人  

工の内分泌撹乱物質との相互作用を血1新町 j烏山加  

の系を用いて評価する。ル＝止血検査では孔がん細胞株  

ⅣICF－7またはリンパ球系細胞，骨組織由来細胞を用い  

て，植物エストロジュンおよび人工内分泌撹乱化学物質  

の影響の差および相互作用について，さらにその作用機  

序に関する研究を行う。i7川iγ0の系では，胎児期の両  

物質詳の暴露が免疫系の発育や骨代謝バランスにどのよ  

うな影響を起こすのか検討を行う。  

〔内 容〕汀lγ汀仰の系である酵母に人エストロジュ  

ン・レセプターを組み込んだ評価系と，乳がん細胞株  

MCF－7細胞の評価系とを比較検討した結果，MCFr7  

細胞のアッセイ系の方が感度がよいことが明らかとなっ  

た。この実験研究においてゲネスティンなどの種々の植  

物エストロジュンも評価したところ，かなり高いエスト  

ロジュン作用をもつ物質の存在が明らかとなってきた。  

また．骨芽細胞を用いてエストロジュンに対する細胞の  

増殖能を測定した。さらに，骨芽細胞の増殖時におい  

て，グリセロホスフェート存在下，カルシウムや亜鉛の  

取り込みが上昇することを明らかにした。  

を基にして，地域気象モデルを高速で実行するための並  

列計算の病適な手法を検討した。また，上記モデルを実  

際に並列計算機上で実行し，実行速度のテストを行っ  

た。地域気象モデルの最適並列化により，高橋度の気象  

モデルを長期間実行することが可能になり，大気環境予  

測の高精度化，気候の時間スケールでの大気環境変動の  

解析へとつながることが期待される。   

また，地域気象モデルと物質輸送モデルの間のネット  

ワークデータ転送の効率化を目的として，データ処理・  

可視化ツールの共通化などの手法の検討を行った。高速  

ネットワークシステムの利用効率化により，気象・気候  

変動解析と対流圏物質循環モデリングを複数の機関で分  

散して効率的に実行する手法が確立されることが期待さ  

れる。  

〔発 表〕卜11  

（14）ネットワークによる地球環境衛星データベースの  

構築と高度利用に関する稚合的研究  

〔代表者〕東京理科大学：高木幹雄  

〔分担者】社会環境システム部二田村正行  

〔期 間〕平成10～13年度（1998”2001年度）  

〔目 的〕本研究では，NOAA衛星とGMS衛星の受  

信局を高速ネットワークで結ぶことにより，AVHRR及  

びVISSRデータをサイバースペース上に集積し．陸  

城，海域，大気域の科学的なデータセットを作成するこ  

とを目的とする。AVHRRデータからは，最新の物理量  

推定アルゴリズムを用いた高速大容量データ処理を行  

い，毎日の植生指数分布図と海面水温分布図を空間分解  

能1kmで作成する。また，VISSRデータにより1時間  

ごとの雲分布図を作成し，AVHRR解析結果と組み合わ  

せることにより，アジア地域における環境の長期広域変  

動を予測する。  

〔内 容〕本研究所と東京大学生産技術研究所およびタ  

イ国アジア工科大学をネットワークで結び相互にNOAA  

衛星データを交換することのできる体制を整備した。  

NOAA衛星のAVHRRデータに放射補正および幾何補  

正処理を施し，さらに雲除去処理を行った上で植生指数  

分布図を作成するアルゴリズムを開発した。また，地形  

補正および大気補正処理を行うことによi），さらに高精  

度に相生指数を計算する手法について検討を行った。  

〔発 表〕C－21  

（13）東アジア域の地域気象と物質循環モデリングの総  

合化  

〔代表者〕九 州 大学：鵜野伊津志  

〔分担者〕大気圏環境部：江守正多・菅田誠治  

〔期 間〕平成10～13年鹿（1998－2001年度）  

〔目 的】束アジア地域の大気環境予測は，土地利用の  

改変や植生変化に伴う地域気候変化のほかに，中国等の  

発展途上国の急速な経済発展による汚染物質排出量の増  

大に伴う越境大気汚染（酸性雨）の影響の重要性が指摘  

されている。そのため，我が国を含めた地域の詳細な大  

気環境予測・評価のための研究開発が必要であ【つ，大気  

中微量成分の空間分布・時間変化を示す「化学天気予報  

回」等を作成することが重要である。本研究では地域気  

候・気象モデルによる東アジア域の気候・気象変動解析  

と対流圏物質輸送モデリングを高速ネットワークを用い  

て複数の機関が密接にデータ交換しつつ並列に進め，そ  

の結果をもとに「化学天気予報図」の作成と可視化を行  

うことを目的とする。  

〔内 容〕地域気象モデリングシステムCSU－RAMS  

－218－   



（15）資源循環・エネルギーミニマム型社会システムの  

構築  

〔代表者〕北 海 道 大 学二福田正己  

〔分担者〕地球環境研究センター：井上 元  

（期 間〕平成10～15年度（1998－2003年度）  

〔目 的〕シベリアの永久凍土は夏季には融解するので  

南部においては森林，北極域では潅木の混じった草地が  

存在する。森林は日光が地面に直達するのを妨げ凍土の  

融解を防いでおり，凍土は融解で生じた水や降雨の地下  

浸通を妨げ，少ない雨量でも植軌こ水分を供給する。こ  

の森林が火災で焼失した場合，永久凍土の融解が進行し  

森林と凍土の共生関係が崩填L，また，火災に伴う二酸  

化炭乳 炭化水素，一酸化炭素の放出は大気環境に大き  

なインパクトを与える。これらのプロセスを明らかにす  

るフィールド研究を行う。  

〔内 容〕平成ユ0年度は火災時の大気微量成分の放出  

量を測定する目的で，観測用の模型飛行機システムの改  

良試験を行った。森林火災時の大気微量成分の発生を定  

量的に測完するには，航空機などを利用してプルームの  

断面の濃度分布と，その風速分布を測定する必要があ  

る。火災による熱対流は直ぐに消散し．ブルームを輸送  

するのは一般の水平凧であー），気象ゾンデで観潮でき  

る。一般の有人飛行は危険を伴うので，ここではGPS  

を利用した無人飛行を目的とした観測方式を開発するこ  

ととした。また，多数の測定機器を搭載するためには無  

人模型飛行権のペイロードを増ゃすための改造を必要と  

するので，ペイロードの増加に対する無人模型飛行機の  

飛行性能を調査した。   

既存のGPS制御自動飛行が可能なハングライダー型  

の模型飛行機－－カイトプレーン● を購入し，ペイロード  

を増ゃすための改造を行った。従来のエンジンは排気量  

50nll．で有るところを，新たに75nlLのエンジンとし  

た。また，翼の後退角を大きくし巽の面積を増加させ．  

ペイロード3．5kgで高度3．000nlまで到達させることが  

できた。またGPSによるナビゲーションシステムで精  

度30I11で事前に人力した地点を通過して帰還できるこ  

とが証明された。  

（16）環境フロンティア技術開発一新飛行船技術の開発  

共同研究  

〔代表者〕通産省工業ほ幸摘梱托紺先帝：恩田昌彦  

（分担者〕地球環境研究センター：井上 元  

〔期 間〕平成9－」0年度（1997～ユ998年度）  

〔目 的〕通信，環境監視，防災を目的としたプラット  

フォームとして利用する目的で，高度22kmの成層圏  

において長期滞空が可能な飛行船を開発するのが環終日  

的である。本研究においては地上ハンドリング，海上回  

収を目指した50mの飛行姶を作製する。飛行船の姿  

勢・内袋圧力・温度などの測定，データの通信なと．飛  

行船の性能，ナビゲーションなどのデータを取得する。  

また，同上プラットフォームを利用した環境計測にかか  

わる開発を行う。  

〔内 容〕成層圏飛行船プラソトフォームを利用した環  

境計測を目的とし，飛行船の開発および制抑こ必要な計  

i肌 環境計測に必宴なセンサー開発を行った。成層圏飛  

行船は長期に成層圏に滞空し通信ヤ計測を行うことを目  

的としている。飛行船の袋構造はヘリウムバリアーの素  

材を用いるが接着面などからのリークは避けられないの  

でヘリウムを過剰に充てんし，．リークに伴いバラストを  

落下させる必要がある。単なるバラストの代わりにディ  

スポーザルなセンサーを搭載しドロップゾンデで温室効  

果気体の高度分布を定期的に刺完することを提案した。  

その目的で安価な固体電解質型の二酸化炭素のセンサー  

の精度を向上させるための改良を行った。センサーは絶  

対庄の対数に比例した起電力の低下を示すので，大気を  

ポンプで加圧し圧力を－完に保ちつつセンサーに試料空  

気を流すシステムとした。また，温度に対して出力が変  

化するので，センサーを乗せた基盤の賽面にあるヒー  

ター自体を温度センサーとし，その抵抗が一定になるよ  

うに制御することとした。これらの制御を行うことによ  

り濃度0．5ppmの精度がでることが確認できた。  

219 一   



2．19 地方公共団体公害研究棟関と国立環境研究所との共同研究  

研究課題l）河川における農薬流出丘の定量評価の研究  

〔担当者〕水土壌圏環境部：井上隆信  

北海道環境科学研究センタ【ニ沼辺明悼  

長野県衛生公害研究所：佐々木一敏  

福岡県保健環境研究所：永淵 修  

〔内 容〕前年度に引き続き，各研究機関で調査を実施  

するとともに，散布農薬の河川への流出経路・流出率に  

ついて検討を行った。水田散布農薬は，不完全な水管理  

や降雨に伴う流出等によって河川に流出しやすく，流出  

率が20％程度になる農薬もあった。樹園地散布農薬  

は，樹木・草地・土壌等に付着・吸着したものや，大気  

中に蒸散したものが，降雨によって洗い流されて河川に  

流出するため，流出率は水田農薬と比べて低く最大で  

2％程度であった。  

（発 表〕K－14，24－30，g－4  

〔内 容〕本研究では，衛星画條データとGJSデータ  

を組み合わせて，北海道の自然環境を計測，評価する手  

法の開発を行う。本年度は，NOAA／AVHRRデータの  

季節変化パターンそ利用した植生分腰手法の開発に着手  

した。また，衛星画像と地理情報のオーバーレイ解析に  

より，環境の経年変化の要因と背景を探索するととも  

に，自然環境を評価する手法の作成を行った。  

〔発 表〕c－19  

研究課閤4）ダイオキシン類の分析法に関する研究  

〔担当者〕化 学 環 境 部：伊藤裕靡・山本黄土・  

中杉修身  

地域環境研究グループ：森田昌敏  

重点研究支援協力員：橋本俊次  

新潟県保健環境科学研究所：村山 等・種岡 裕  

千葉県廃棄物情報技術セント：半野勝正  

茨城県公害技術センター：宮崎雅弘  

宮城県保産環境センターニ鈴木 滋・中村朋之  

東京都環境科学研究所：佐々木裕子  

岐阜県保健環境研究所：村瀬秀也  

長崎県腐生公害研究所：植野康成  

千葉県環境研究所：内藤季和  

愛知県環境調査センター：角脇 怜  

富山県環境科学センター：近藤隆之  

東京都立衛生研究所：中川順一・堀井昭三  

〔内 容〕環境試料中のダイオキシン類（ポリクロロジ  

ベンゾーP－ジオキシン類（PCDDs）とポT）クロロジペ  

ンゾフラン類（PCDFs））の分析法に関する研究を本研  

究所において行った。試料は本研究所で作成した環境標  

準試料NIES CRM No．19「フライアッシュ粉末」を用  

い，摘出．カラムクロマト等前処理，高分解能GC／MS  

による測定，データの解析，分析値の精度管理等を行っ  

た。また，環境試料の分析法に関しては，ハイポリュウ  

ムサンプラー及びミッドポリュウムサンプラ一による故  

地点の大気および実額室内のサンプリング，種々の地点  

の土壌試料，底質試料 水生生物等のサンプリングを  

し，その検討を行った。各試料の処理についても，高速  

溶媒摘出法等種々の抽出法の検討，対象試料の違いによ  

る前処理法の検討，高分解能GCルISによる測定の検討  

研究課題 2）湖沼のN，P，Si含量及びその元素比と  

植物プランクトン組成に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：高村典子  

北海道環境研究センター：三上英敏・石川 靖・  

五十嵐聖貴  

青森県環境保健センター：三上 一  

福井県環境科学センターニ片谷千恵子  

鹿児島県環境センター：上野剛司  

〔内 容〕湖沼環境は，湖沼の形状や集水域の環境によ  

り大きく異なり地域性がある。人々の生活や価値観も異  

なる。そのため保全のあり方も湖沼により違ってくる。  

湖沼での公共用水域の測定（モニタリング）が始まって  

26年が経過しており，どの湖沼も水質データが蓄積さ  

れてきている。そこで，こうしたデータをおのおのの湖  

沼の保全に生かすべく．各担当湖沼において長期にわた  

る湖沼水質の変遷を調べ，湖沼の特赦や保全について資  

料の作成を行った（来年度出版予定である）。  

研究課題 3jリモートセンシングによる自然環境モニ  

タリング手法の研究  

〔担当者）社会環境システム部：田村正行・清水 明・  

山形与志樹  

北海道環境科学研究センター：金子正美  
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等を行った。   

環境標準試料フライアッシュ粉末の分析においては，  

試料の処理によっては，回収率の良否，妨害成分によi）  

分析値の精度が大きく変化することが知られた。   

環境大気の分析では，ハイポリュウムサンプラーと  

ミソドポリュウムサンプラ一による顕著な差は，ほとん  

ど見られないが，現在使用されている公定法等の分析法  

の改軌二つながるであろう有意なことが示唆された。ま  

た，閤塩繁ダイオキシン類等の低塩紫類は，気散現象が  

見られ．試料の保存方法の重要性が見いだされ，分析法  

の試料取り扱いの注意事項となると考えられた。   

土壌試料の分析では，土壌質の遠いからサンプリング  

法の良否による濃度分布，処理法の検討をし，焼却由来  

や農薬等からのダイオキシン類のパターンが見られ，汚  

染の多様性と公売法の問題点が示唆された。   

底質試料の分析では，娃々の試料と処理法を検討し  

た。土壌と同様な結果であったが，特出すべき事項は．  

含有イオウの処理の有無による分析値に与える影響がみ  

られた。アルカリ処理による抽出法の有意性が顕著とな  

lう．今後の分析法の改善の知見が得られた。   

水生生物の分析では，環境モニタリングの指標生物と  

Lての可能性を考慮し，ヒゲナガカワトピケラのサンプ  

リングをし，その処理法の検討を行った。2，3，7，8一体  

のダイオキシン頬同属体は微量であったが，1，3，6，S－，  

l，3．7．9TCDDが特異的に多量に検出された。これは  

河川が農薬類等化学物質に汚染されていることが示唆さ  

れ，環境モニタリングの指標生物として有意な結束が得  

られたと思わjtる。   

環境中ダイオキシン頬の分析法は，対象試料の違いに  

よる処理法の微妙な変更があり，分析偶の精度に大き〈  

影響されるため，二重測定等の共同研究の必要性があ  

る。また∴環境モニタl）ングにおいても種々の問題点等  

があり，今後の研究の重要性が示唆された。  

出現率は全地点で100％であり，相対ペニス長指数は13．  

2－51．8，輸精管順位は4．26－4，87であった。また体内  

トリプチルスズ濃度及びトリフユニルスズ濃度はそれぞ  

れ＜5－23．4ng／g湿重及び＜5－29．8ng／g湿重であっ  

た。  

〔発 表〕B－126，129，135  

研究課題 6）①酸性降下物に含まれるリン酸の量とそ  

の季節変化 ②酸性降下物に含まれる微受  

成分（セレン，テルル等）の測定法の検討  

と応用  

〔担当者〕地域環境研究グループ：佐竹研一  

福島県衛生公害研究所：佐藤聡美・赤城理恵  

〔内 容〕①降水に含まれるリン酸イオンは窒素化合物  

ヤカリウム等とともに植物の生長に欠かせない重安な化  

合物である。しかし，従来，大気のモニタリングでは降  

水中のリン酸化合物の量が微量で測定が困難である所か  

ら測定項目から覗かれることが多かった。本共同研究で  

は本年度はこれまでに得られた分析値を整理しまとめ．  

大気中のリン酸蓋の濃度とその変動について検討を行っ  

た。   

②lCP－MSを用いた環境試料中の微量成分（セレン，  

テルル等）の分析法に関する基礎的検討を行った。  

研究課題 7）新潟県六日町地域の地盤の圧密特性と消  

雪用地下水の揚水による地盤沈下  

〔担当者〕水土壌国環境部：陶野郁雄  

新潟県保籠環境科学研究所：関谷一義  

〔内 容〕一昨年度六日町において，ポーリング礼を利  

用した地盤沈下観測システムを設けた。前年度後半に  

は，すぐ近くに新潟県が設置した地盤沈下観測井がある  

ので．地‾F水位の変動を計測するのを止めて．この内に  

鉄パイプを挿入し，この抜け上がり量とアラミド繊維を  

用いた方法による沈下量の計測を比較できるようにし  

た。昨年の2月から8月にかけての，地‾ド水位上昇期に  

おける変位量の比較をしたところ1日ごとの変位量はよ  

く一致し，高い相関性を示した。半年間の総変位畳も計  

測器の測定誤差範囲内にあった。また，砂質土の庄密試  

験を実施したところ，10秒以内に1次圧暑が終了し，  

全圧密量に対する2次圧密違の割合が高いことがわかっ  

た。  

研究課題 5）外因性内分泌撹乱化学物質の環境動態と  

生物影響に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：森m昌敏・堀口敏宏  

宮城県保健環境センター：佐久間隆  

〔内 容〕宮城県内の4地点（志津川町荒島及び津ノ宮  

漁港，牡艦町泊浜，石巻市新山）で1998年6月に採集  

されたイポニシを試料としてインポセックス症状の観察  

と体内有機スズ含有量の測定を行った。インポセックス  
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研究課題 8）河川水中における農薬類の存在と生態影  

響評価  

〔担当者〕地域環境研究グループ：畠山成久  

新潟県保厚環境科学研究所二茨木 刷・小熊千佳子・  

川田邦明・坂井正昭  

〔内 容〕水田地帯を流下する信濃川と新川（いずれも  

新潟県）の下流定点において4月から9月まで過1回の  

採水をし，農薬類の詳細な分析を実施した（新潟県）。  

また，同じ水サンプルを用いて，セレナストルム（緑  

藻）の生長試験，ヌカエビ及びヨコエビの14日試験  

（死亡率）を実施し（本研究所），農薬類の汚染が水生  

生物へ及ぼす影響とその原因物質を検討した。両河川と  

も5月中旬をピークとして，数種除草剤によりセレナス  

トルムの生長が阻害された。また，ヌカエビの死亡率も  

殺虫剤散布期に数回100％に達し，大河川の下流部にお  

いても，感受性の高い生物にとっては致死的な影響を及  

ぼすことを明らかにLた。ヌカエビでは，しばしば高い  

死亡率が観察されたが，ヨコエビでは，高い死亡率は調  

査期間中1回だけ観察された。ヌカエビで最も高い死亡  

率が起こったときの河川水（新川，8月13日）では，  

フユニトロチオン（1．4ppb），フサライド（4．3ppb），  

イソプラチオラン（1．4ppb）など，空中散布に用いら  

れた農薬が検出された。  

東京都環境刑学研究所：木村賢史  

〔内 容〕下水処理場から発生する余剰汚泥を焼結セラ  

ミックス加工した汚泥レンガを浄化接触材として活用す  

るための評価を行った。その結乳 内湾等の水域に敷設  

した自然石やコンクリート等と比較して貝類の付着能に  

優れ．高次生態系の構築効果とともに自浄作用の強化に  

も役立つことが明らかとなった。  

〔発 表〕b－81，89  

研究課題 ＝）有用生物と資源を活用した汚濁水域の水  

質浄化・リサイクル・修復エコシステムの  

開発  

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平  

岡山県環境保健センターニ山本 淳  

〔内 容〕湖沼水質保全特別措置法の指定湖沼となって  

いる児島湖の水環境修後手法として，嫌気好気循環プロ  

セスにアルミニウム電解法をハイブリッド化した高度合  

併処理浄化槽の開発を行った。その結果，リン除去に有  

効とされる約2，7～2．9mVの電圧に対して，100mAで  

リン除去率が50％以上となり，長期的かつ安定的にリ  

ンの除まを行う上では接触面積の確保と極性変位による  

生物膜付着制御が有効なことがわかった。  

〔発 表〕b－41，45，69，97  

研究課題12）有用生物と資源を活用した汚濁水域の水  

質浄化・リサイクル・修復エコシステムの  

開発  

【担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平  

福井県環境科学センター：松崎雅之  

〔内 容〕富栄養化湖沼でアオコの発生する三方湖と，  

発生のみられない北潟湖の現象解明を行うことを目的  

に，水質およぴプランクトン調査を行った。その結果，  

三方湖と比較して，軌・植物プランクトンが豊富で優占  

種も多種存在する北南湖では．とくに強攻類の存在の有  

無がアオコの発生抑制に関与しており，このことより塩  

素イオン濃度に左右されることが明らかとなった。  

〔発 表〕b－24，25，27，99  

研究課題 9）廃棄物から発生する揮発性化合物類の同  

定と定量  

【担当者】地域環境研究グループ：安原昭夫  

師男県保健環境科学研究所：田辺顕子  

〔内 容〕廃棄物から大気系に放出される有機化合物を  

把揺するために 細断した廃棄物をステンレスパイプに  

充てんし，加熱して発生した揮発性成分をGC／≠ISで分  

析した。プラスチック関連製品20種について分析した  

結果．7タル酸エステル乳 芳香族炭化水素類及び  

n一アルカン類，プチルヒドロキシトルエン（BHT）な  

ど24化合物を検出した。もとのプラスチック製品の化  

学組成と検出された化合物の間にはかなり高い相関が見  

られた。  

研究課題10）有用生物と資源を活用した汚濁水域の水  

質浄化・リサイクル・修復エコシステムの  

開発  

〔担当者）地域環境研究グループ：稲森悠平  

研究課題13）自動車からの大気汚染物質発生畳推定と  

大気環境質に及ぼす影響評価に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：若松仲司・田過i架・  

森口祐一  
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東京都環境科学研究所：泉川碩雄  

〔内 容〕実走行状態の自動車からの大気汚染発生量を  

推完するためのトンわレ調査を共同で実施した。得られ  

たデータを国内外の台上試験によるエミッションフ7ク  

ターと比較評価し，走行状態や車種構成の違いによる特  

赦を把握した。これとともに本研究所で試作した有害化  

学物質成分連続自動分析装置の莫逆転を東京都において  

実施し．環境データを把振した。  

〔発 表〕B－4l，b－119～121，304，305  

〔内 容〕野生絶滅種とランクされたホシツリモをいか  

に野尻湖に復元させる手法の開発を行っているが，10  

年度はホシツリモの復元に共存する生物との相互関係を  

明らかにするための実験を行った。その結果，①ホシツ  

リモの復元にはホシツリモに付着する珪藻等を捕食する  

小動物の共存が必要であること ②′」、動物の飼育にほ水  

草帯の存在が必要であることを示唆するデータを得るこ  

とができた。  

研究課題17）東アジアの環境酸性化物質の物質収支解  

明のための大気・土壌総合化モデルと国際  

共同観測に関する研究  

〔担当者〕地球環境研究グループ：村野健太郎  

地球環境研究センター：畠山史郎  

長野県衛生公害研究所：河原純一  

奈良県衛生研究所：松本光弘  

福岡県保健環境研究所：宇都宮彬  

長崎県衛生公害研究所：釜谷 剛  

鹿児島県環境センター：木山祐三郎  

沖縄県衛生環境研究所：金城義勝  

【内 容〕東アジアの環境酸性化物質の物質収支解明の  

ための大気・土壌総合化モデルと国際共同観測に関する  

研究の一環として，地上観測を実施した。オゾン．二酸  

化イオウ，エアロゾル中のイオン稜の測定を行った。ま  

た，乾性沈着量の測定のために，1～Z週間の捕集によ  

る大気汚染物質濃度の測定を行い，大気中のガス，粒子  

状成分の分布を明らかにし，亭引生沈着量の算定を行っ  

た。  

研究課題14）環境中での農薬の分解消失に関する研究  

〔担当者〕水土壌国環境部：井上隆信  

神奈川県環境朴苧センター：伏脇裕一  

〔内 容〕環境中においては，微義化学物質が通常の分  

析手法における検出限界以下においても生態系へ影響を  

与えている可能性もある。このため，生態系影響を評価  

するための高感度試験法として前年度に引き続き培養細  

胞試験法を河川水へ通用するとともに，ミジンコに対す  

る毒性試験との比較を行った。農業排水路では，培養藻  

類の増殖阻害宰とミジンコの死亡率がともに殺菌剤や殺  

虫剤が散布されている時期に高くなり，相関関係が見ら  

れた。  

〔発 表〕K－24，31  

研究誌題15）人工衛星データによる湖沼および湾のク  

ロロフィルα濃度の推定手法に関する研究  

〔担当者〕社会環境システム部：田村正行・清水 明・  

山形与志横  

様浜市環境科学研究所：水尾寛己  

〔内 容〕本研究では．日本の湖沼や湾でのクロロフィ  

ル〟濃度を人工衛星データから推定する手法について検  

討する。本年度は，東京湾においてLANDSAT／TM  

データと，衛星通過に同期して取得した水温，水質，透  

明度，クロロフィルα濃度との関係を統計的手法を用い  

て解析した。  

研究課題18）山岳地域におけるハロゲン化メチルの測  

定に関する研究  

【担当者〕化 学 環 境 部：横内陽子  

長野県衛生公害研究所：薩摩林光  

〔内 容〕大気中のハロゲン化メチル（塩化メチル，臭  

化メチル，ヨウ化メチル）の分布・発生源に関するこれ  

までの観測研究はほとんどが海洋上あるいは沿岸域で実  

施されたものであり，内陸のデータは乏しい。そこで，  

1998年夏から長野県八方において大気の継続サンプリ  

ング（月2回）を実施して，ハロゲン化メチル濃度の測  

定を開始した。塩化メチルの平均濃度は600pptで外洋  

上の平均値550pptを上回っている。今後さらにデータ  

を集積して．山岳地域における各ハロゲン化メチルの変  

研究課題16）車軸藻の絶滅・絶滅危惧種の保護と自然  

界への復元に関する研究一幸軸藻類を中  

心にした湖沼水革帯の復元手法と水質浄化  

機能の検討－  

〔担当者〕生物圏環境部：渡通 信  

長野県衛生公害研究所：樋口i詮男  
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研究課題 22）微生物を利用した土壌汚染物質の浄化処理  

〔担当者〕地域環境研究グループ：矢木修身  

名古屋市環境科学研究所：宇佐美義郎・  

榊原 靖・朝日致智・  

成瀬洋児・渡辺正雄・  

松井義雄  

〔内 容〕フタル酸エステル及びテトラクロロエチレン  

分解菌の検索を行った。テトラクロロエチレン汚染土壌  

集積培養液は，水飽和テトラクロロエチレン溶液を分解  

できた。フタル酸エステル分解菌の大量培養法を行い．  

フクル酸エステル汚染土壌への添加効果を調べた。分解  

菌の高濃度の添加により浄化効果が確認された。  

動特性を解析する。  

研究課題19）水域におけるトリハロメタン前駆物質の  

挙動に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グルー7つ：今井章雄  

長野県南生公害研究所：小沢秀明  

〔内 容〕水道水源となっている河川等の水域において  

水中のトリ′、ロメタン寄生成前駆物質の挙動を把捉する  

ことは重安である。長野県千曲川中流域においてトリハ  

ロメタン生成能を中心に水質調査を行った。特に臭素化  

トリハロメタンの生成能の変動に注冒した。結果，臭素  

イオン／潜存有機物比が臭素化トリハロメタンの生成の  

大きな因子であることが明らかとなった。  

研究課題 23）地質要因のヒ素溶出に及ぼす影響解明  

〔担当者〕地域環境研究グループ：西川雅高  

高級市環境科学センター：鞍谷保之  

〔内 容〕高槻市周辺の地下水では，環境基準を上回る  

ヒ素の溶出が認められる場合があった。その要因解析を  

追求した結果，地下水面の岩盤中に含まれるヒ素の溶出  

が原因とわかった。自然由来のヒ素汚染について，その  

溶出機構を解明するために検討を行った。  

研究課題 20）廃棄物埋立処分に起因する有害物質によ  

る環境影響評価に関する研究  

〔担当者）化 学 環 境 部：白石寛明・白石不二雄  

長野県衛生公害研究所：笹井春雄・川又秀一・  

佐藤文子  

〔内 容〕埋立処分場から発生する有害物質の種類及び  

濃度，放出量を測定し，有害物質の処分場内での挙動を  

解析した。また 一眼及び産業廃棄物処分場からの浸出  

水および処理水を季節的に採取し，微生物によるバイオ  

アツセイ手法を用いて，急性毒性及び遺伝毒性のモニタ  

リングを行ったところ，夏季の浸出水中には比較的強い  

遺伝毒性作用があることが示された。  

〔発 表〕d－18  

研究課題 24）騒音苦情と土地利用の相関などに関する  

解析  

〔担当者〕社会環境システム部：大井 紘  

大阪府公害監視センター：下元健二  

〔内 容〕大阪府の騒音公害苦情の発生件数を，人口密  

度に対する単位人口当たりの苦情発生件数の関係におい  

て検討した。市町村単位で集計するとばらつきが著し  

く，何ら傾向が認められないが．500メートルメッシュ  

での集計において，苦情発生件数は人口密度とは関係な  

くほぼ一定ないしは微減することを明示した。また，単  

位人口当たりの苦情発生件数の差違が．住宅床面積率や  

商工業床面積宰で表される地域特性で説明できた。  

〔発 表〕c－3  

研究課題 21）衛星データを用いた植生分類における地  

形効果補正の有効性の検証  

〔担当者〕社会環境システム部：田村正行  

長野県自然保護研究所：前河正昭  

〔内 容〕本研究は．長野県の各地の植生図をトレーニ  

ングデータとして用いて，植生分類における地形効果補  

正の有効性を検証することを目的とする。本年度は，長  

野県のl．ANDSAT／TMデ．夕を月封寺するとともに，穂  

高町などで植生同作成のための調査を開始した。また，  

地理情報データとして，長野県全域の50nlメッシュ標  

高図を整備し，ディジタル標高モデル作成の準備を行っ  

た。  

研究課題 25）有害化学物質による環境負荷の定立化と  

その影響の評価手法の検討  

〔担当者〕地域環境研究グループ：森口祐一・田遠i架  

大阪府公害監視センター：服部幸和・鎌田暁義  

〔内 容〕本共同研究は．環境中濃度の実測や数値モデ  

ルによる予測を用いて，有害化学物臥二係る地域レベル  
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〔内 容〕兵庫県南部地賽により流人汚濁負荷が増加し  

て大阪湾水質の悪化が懸念された。そこで，突発的な栄  

養塩負荷の変動と，それにより引き起こされる生態系の  

変動を調査した。大阪湾の一測点では，溶存酸素とリン  

酸態リン濃度の鉛直分布に見られる季節変化に，底泥か  

ら水質への影響が認められた。このことは．夏季に大阪  

風 播磨諏で探泥して求めた酸素消費速度と底泥からの  

栄養塩の溶出量を測定した結果，確認された。  

の環境リスクの評価を試みるものである。本年励ま，  

VOC（揮発性有機化合物）・有害大気汚染物質に関す  

る研究会を筑波において開催し，情報交換を行った。ま  

た，大阪府下における有害大気汚染物質の定期測定結果  

をもとに，物質群ごとの主要発生源を考慮しながら．そ  

の濃度分布の特徴を把握し，発がんリスクの地理的分布  

を試算した。  

研究課題 26）環境有害化学物質としての界面活性剤の  

河川環境変化への影響  

〔担当者〕水土壌国環境部：井上隆信  

兵塵県立公害研究所：古武家善成  

〔内 容〕JISに公売法として示されているPOE型非  

イオン系界面活性剤の分析法であるCTAS法を改良し  

た結乳 5－10倍の感度増加が得られた。この改良法  

を用いて兵庫県内の河川水中における非イオン系界面活  

性剤の濃度分布を調査したところ，CTAS濃度は0．1  

nlg／！オーダーまでであり，MBAS濃度と比較して中～  

低濃度に位置づけられた。CTAS／MBAS比は全体とし  

て0．2程度で，1980年代前半における比率に比べ高〈，  

近年の非イオン系活性剤生産量の急激な増加の影響が示  

唆された。  

〔発 表〕K24，32  

研究課領 29）藻類の異常発生機構に関する研究  

【担当者〕地域環境研究グループ：矢木修身  

鳥取県衛生研究所：南條菩之  

〔内 容〕富栄養化の進行した湖山他における水の華の  

発生要因を明らかにするため，湖山池より分離した  

〟血叫押厄を用いて，湖水の藻類増殖制限物質と錯化  

容量について検討を加えた。ほとんどの時期において制  

限物質はEDTAのみか，EDTA．リン．窒素が同時に  

制限物質になっていた。錯化容量と藻類増殖の潜在能力  

とで高い相関関係が認められた。  

研究課題 30）難分解性化合物分解菌の検索及び特性に  

関する研究  

〔担当者）水土壌圏環境部：内山裕夫  

岡山県環境保健センター：伊東清美  

〔内 容〕汚染土墳の集積培養により得られたテトラク  

ロロエチレン分解混合培養微生物系を安定に継代培養す  

るため，必要ヒされる因子の検討を行った。分解能の維  

持は高温滅菌土壌およびゼオライトの涼加により保た  

れ．土壌の種類とは無関係で，酸処理で消失することか  

ら．土壌中の微量金属または細菌の住処となりうる土壌  

の微細表面構造であると推測された。  

〔発 表〕G－17，18  

研究課題 27）山林域における水質形成と汚濁負荷流出  

過程に関する研究  

〔担当者〕水土壌凰環境部：井上隆信  

兵庫県立公害研究所：駒井幸雄  

【内 容〕人為的汚染の影響の少ない近接する3つの山  

林小集水域を流れる渓流河川において調査を実施した。  

また，このうちの1地点で水位，P比ECの自動観測装  

置を暇り付けるとともに，降雨に伴う流量変化時に採水  

を行うための自動採水器も設置した。流量安完時の主要  

な水質成分の濃度変化は少なく安定していた。降雨時に  

は，濃度の減少する成分が多かったが，硝酸態窒素等，  

遂に澱度の上昇が見られる成分もあった。  

〔発 表〕K－24，33，34，g9，10  

研究課題 31）汚濁水域の地域有用資源を活用した水質  

浄化・リサイクル・修復システムの開発  

〔担当者）地域環境研究グループニ稲森悠平  

広島県保健環境センター：橋本敏子  

〔内 容〕生活排水の流人により汚濁した水路・池沼の  

汚濁負荷削減効果と同時に水辺環境修復効果を合わせ持  

つ水生植物植栽直接浄化法の検討を行った。その結凪  

栄養塩吸収能力に優れるシュロガヤツリを植栽する上で  

地域有用資源のカキ殻を加工したセラミックス担体を充  

研究課題 28）兵庫県南部地顔に起因する栄養塩類の突発  

的負荷変動が大阪湾の生態系に及ぼす影響  

〔担当者〕地域環境研究グループ：木幡邦男  

兵庫県立公害研究所：古城方和  
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てんすることで，飛躍的なリンおよび窒素の吸着がもた  

らされるとともに，シュロガヤツリの生長にも有効とな  

りうることが明らかとなった。  

〔発 表〕b89  

福岡県保健環境研究所：大久保彰人  

〔内 容〕本研究は，複合センサーの利用及び画像解析  

手法の面から，環境モニタリング情報のための特徴摘出  

を試みるものである。本年度は，衛星データによる広域  

土壌水分分布の推定手法について，検討を行った。  

研究課題 32）酸性汚染物質による環境汚染に関する研究  

〔担当者）地球環境研究グループニ佐竹研一  

福岡県保健環境研究所：永淵 修  

（内 容〕本研究では特に北開東山岳地域に分布する二  

つの湖沼，赤城小沼，赤城大沼について湖底堆積物を採  

取し，炭素粒子を含む環境汚染物質の時系列変化の調査  

を行った。本年度は昨年の赤城小沼に引き続き赤城大沼  

についての炭素粒子蓄積時系列変化を行った。  

研究課題 34）ヒ素等有害金属の地下水汚染機構の解明  

及びその浄化に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：西川椎高  

福岡県保健環境研究所：近藤紘之  

〔内 容〕福岡県では一部地域の地下水中にヒ素が高濃  

度で含まれていることがわかった。その主たる原因は，  

堆積層からのヒ素の自然溶出が原因であった。ヒ素の形  

態は，無機態三価と五価がほとんどであった。その低減  

化技術の検討を行い，凝集沈殿法，吸着剤処理法，膜ろ  

過法によって環境基準以下に浄化できることがわかった。   

研究課題 33）リモートセンシンク情報の特徴抽出によ  

る環境モニタリング  

〔担当者〕社会環境システム部：田村正行  
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3．環境情報センター  

れている。平成10年度は，前年度に引き続きデータ  

ファイルの作成を行った。   

各ファイルの内容は以下のとおりである。   

①大気環境時間値データファイル   

大気汚染防止法に基づき都道府県が実施する大気環境  

常時監視の＝時間値測完結果をデータファイルに収録す  

る作業は昭和52年度より開始し，収録項目を逐次充実  

してきたところである。平成10年度は，平成9年度測  

定に係る関東・愛知・近畿・中国・北九州地方の測定局  

（18都府県，1，245局）について，大気汚染物質（窒素  

酸化軌 浮遊粒子状物質．二酸化イオウ，一酸化炭素，  

光化学オキシダント，非メタン炭化水素等15項目）及  

びその他項目（気象要素等10項目）等の各測定結果  

データを収録した（延べ10，381件）。   

②大気環境時間値データファイル；国設局   

①と同様に，全国の国設大気測完所及び国設自動車排  

出ガス測定局（24局）についても，常時監視の1時間  

値測定結果を収録した（延べ308件）。   

③大気環境月間値・年間値データファイル   

環境庁大気保全局は，大気汚染防止法に基づき，毎  

年，都道府県より報告を受けた大気環境常時監視測定結  

果をとりまとめ，データファイルに収録している。当セ  

ンターでは，大気保全局よりこのデータファイルの提供  

を受けて，昭和45年度測定結果から整備している。平  

成10年度は，平成9年度測定に係る全国の測定局（2，141  

局）について，大気汚染物質11項目の各測定結果デ←  

夕を収録した（延べ12，413件）。   

なお，平成10年度も，前年度に引き続き，大気保全  

局の平成9年度測定結果データファイル及び測完結果報  

告雷の作成について，支援を行った。   

④大気測定局属性情報ファイル   

国立環境研究所及び環境庁大気保全局は，毎年「大気  

測完局属性調査」を実施し，全国の測定局の設置状況を  

調査している。当センターでは，属性情報管理システム  

を整備し，上記調査表を基に，データ更新，管理台帳の  

作成．データファイル作成等の業務を行っている。属性  

情報ファイルは，各年度の調査結果をファイルに収録し  

たものである。平成10年度は，平成9年度調査結果に  

3．1業務概要   

環境情報センターは，平成2年7月，国立公害研究所  

が国立環境研究所に改組されたのに伴い新たに設置さ  

れ，環境情報の収集，整備及び提供並びにコンピュー  

タ・ネットワークシステムの運用等の業務を行ってい  

る。近年の環境行政の領域の拡大に伴う環境情報への広  

範な需軌二応じるため，「環境データベース」を整備充  

実し，当研究所のみならず広〈環境研究，環境行政の推  

進に必要な情報を関係部局に提供している（図3．1）。  

また，環境基本法を踏まえ，広く一般の国民等への環境  

情群の提供を行うため，平成8年3月より通信ネット  

ワークによる環境情報提供システムを運用している。   

コンピュータシステムについては，平成8年度に全面  

的なシステム更改を行い，従来から設置されていた大型  

電子計算機システムとスーパーコンピュータシステムを  

統合したUNIX環境のシステムとした。あわせて，基  

幹ネットワークをIPスイッチ，1Pスイッチ・ゲート  

ウェイを用いたネットワークシステムに切り替え．一性  

能，機能等を強化した。その結果，科学技術計算の高速  

化及びネットワーク速度の向上が図られた。また，平成  

8年10月より，所内向けの情報提供システムとして，  

イントラネットの運用を開始した。   

平成10年度の業務の概要は次のとおりである。  

3．2 環境数値データファイルの整備と提供  

3．2．1データファイルの整備   

環境研究及び環境行政において必要とされる環境数値  

データを広く収集・整理し，電子計算槻によるアクセス  

が可能な形で蓄積し，提供することは．環境情報セン  

ターの主要な任務の一つである。平成川年度において  

は，前年度に引き続き大気環境データ及び水質環境デー  

タを収集してデータファイルの整備を行った。  

（1）大気環境データファイル   

大気環境データは，①大気環境時間値データファイル  

①大気環境時間値データファイル；国設局 ③大気環境  

月臓‖直・年間値データファイル ④大気測克局属性情報  

ファイル ①大気測定局マスターファイルにより構成さ  
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国立環境研究所環境データベース  

環境惜蘭データベース  

大気環境  大気環境時間倍データファイル  

大気環境時間偵データファイル；国設局  

大気環境月間値■年間値データファイル  

大気測定局マスターファイル  

公共用水城水質データファイル  

公共用水城水質年間値データファイル  

公共用水城水質マスターファイル  

自然環境  自然環境保全総合データベース（GREEN）  △  
‾［  パソコン版自然環境保全総合データベース（PGREEⅣ） ○＊3  

環境情報源情報  環境情報澗服用データベース（EトGuide）  ◎＊1＊2＊3  

国際環士別吉報源照会システム（INFOTERRA）  ◎＊1＊2＊3  

文献データベース  

〃JES－808Ⅹ （兼行本所蔵目録）  △  

NIES－SC （逐次刊行物所蔵目録）   △  

NIES－REPORT（研究報告論文目録）  ◎刈  

ⅣIES－PApERS（発表朋究論文）  ◎＊1  

◎  一般へ提供  

○  行政機関・研究者等へ提供  

△  所内利用システム上での利用に限定  

♯1 国立項境研究所相打にて提供  

＊2  環境情報提供システム（EICネット）にて提供  

‡3  電子媒体にて提供   

国3．1環境情報データベースの構成  

係る情報を収録した。また，希望する地方公共団体等に  

射し，所管区域内設置局の調査結果を収録したフロッ  

ピーディスクを配布した。   

⑤大気測定局マスターフ7イル   

測定局マスターファイルは，上記属性情報ファイルの  

収録内容のうち，大気潮完局に関する基礎的情報を収録  

したファイルである。平成10年度は，平成9年度調査  

結果に係る情報を収録した。  

（2）水質環境データファイル   

水質汚濁防止法に基づき，昭和46年度から全国公共  

用水域水質調査が実施されている。この調査結果をデー  

タファイルに収録する作業は昭和51年度より開始し．  

収録項目を逐次充実してきたところである。平成10年  

度は，前年度に引き続き水質環境データファイルの作成  

を行った。   

水質環境データファイルは，①公共用水域水質データ  

ファイル ②公共用水城水質データ年間値ファイル（卦  

公共用水域水質マスターファイルにより構成されてお  
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ピーサービスによる有償捷供を行っている。平成10年  

度は計123ファイルの提供を行った。  

り，その内寄は以下のとおりである。   

①公共用水域水質データファイル   

平成10年度は，平成9年度測完に係る全国公共用水  

域の全測定点（8，757地点，延べ120，130測定）につい  

て，生活環境項目（pH，DO，BOD，COD，SS，大腸  

菌群数，n－ヘキサン抽出物質（油分等），全量繋，全リ  

ン）及び健東項目（カドミウム，全シアン，鈷，クロム  

（6価），ヒ素，給水銀．アルキル水雲臥 PCB等計23  

項目）等の各測定結果データを収録した。   

②公共用水牧水質データ年間値ファイル   

年間の測定結果について，最高値，最低値，平均値，  

測定回教及び環境基準達成回数等を測定点ごとに集計  

し，生活環境項目，健康項目等の項目別に年間値ファイ  

ルを作成した。  

（丑公共用水域水質マスターファイル   

水質マスターファイルは公共用水城の水質測完点に関  

する情報を収録したファイルであり，データの検索ヤ環  

境基準適合の判定などに用いる基礎的情報を持ってい  

る。平成10年度は，前年度に引き続き，変更地点等の  

調査結果に基づいて，地点統一番号，地点名称．指定類  

型，達成期間，緯度，程度などをマスターファイルに収  

録した。   

以上のファイルは，環境庁水質保全局の行う公共用水  

域水質測定結果調査と密接な関係にあり，同調査によっ  

て得られた内省を当センターで収録・集計等の業務を行  

う過程で作成されたものである。環境庁水質保全局が平  

成10年】2月に発案した「平成9年虔公共用水城水質測  

定結果について」及び同局監修の「全国公共用水域水質  

年鑑」の内容は．この作業結果を基礎としている。  

（3）環境数値データファイルに係る「データ提供シス  

テム」の整備   

環境数値データファイルは，本研究所ネットワーク上  

に設置されたデータベースサブシステム（dbsv3）上  

に保存されており，これらのデータファイルの提供業務  

の効率を図るとともに，ユーザの多様なこ－ズに対し，  

よりきめ細かな対応ができるよう，「データ提供システ  

ム」の整備を進めている。   

平成10年度は，平成9年度に整備した各データファ  

イルごとに，検索条件を指定することにより，任意デー  

タの抽出を行うとともに，出力条件を指定することによ  

り，任意の形式のファイル出力を行うことができる  

「データ抽出プログラム」を基にイントラネット上から  

利用できるWeb対応システムの開発を行った。  

3．3 研究情報の整備と提供  

3．3．1環境文献データファイルの整備と提供   

環境研究や環境行政に関する文献情報の収集とその  

データベース化を推進するとともに，CD－RO～Ⅰ及び  

CCOD（カレントコンテンツのフロッピーディスク版）  

の導入を行うなど，国内外のデータベースのオンライン  

検索による効果的な活用体制の充実を図っている。  

（1）内部システム  

（DNIES－BOOK   

収集した単行本の所蔵目録データベースとして，昭和  

58年度から人力を開始したもので，書名，著者名，出  

版年，出版社，配架先等を人力している。このファイル  

の利用によって，各研究部等に分散所蔵された単行本の  

集中管理と有効利用が進められる。  

（DNIES－SC   

収集した逐次刊行物の所蔵日録データベースとして作  

成しているもので，人手形鼠 配架場所，所蔵竜骨，所  

蔵年等のデータを入力している。このファイルの利用に  

よって，雑誌管理の省力化とともに，逐次刊行物リスト  

の発行，雑誌架の見出し作成等を容易にするなど，図書  

室サービスを強化する手段になっている。   

③NIES－REPORT   

これまで刊行された国立環境研究所研究報告（Rシ  

3．2．2 データファイルの提供  

（1）貸出による提供   

環境数値データ77イルは，「環境データベース磁気  

テープ坪山規程」に基づき，従来より庁内及び行政棟  

閑・研究者等への提供業礪を行っている。平成10年監  

は，計139フ7イルの貸出を行った。  

（2）コピーサービスによる提供   

環境数値データファイルが環境相究及び環境行政にと  

どまらず，民間機関を含め広く社会的に利用されるよ  

う，「コピーサービス用磁気テープ貸出規程」に基づ  

き，（財）環境情報普及センターを通じて，磁気テープコ  
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度からは，所内LAN接続のパーソナルコンピュータか  

ら（株）紀伊国屋書店設置のCD－ROMサーバに接続し  

て，必要な文献を検索することが可能となった。   

なお，平成10年度は．3，203件（接続時閉廷ベ58，674  

分）の利用があった。  

リーズ）及び国立環境研究所業務報告（Fシリーズ）等  

に掲載された内容について，シリーズごとに論文タイト  

ル別の表題．著者，ページ，刊行年等を記録している  

データベースである。   

④NIES－PAPERS   

本研究所職員の誌上（所外の印刷物）発表論文等及び  

口頭発表（講演等）に閲し，発表者，題目，掲載誌（学  

会等名称），巻号・ページ（開催年）及び刊行年（発表  

年別 について，年度ごとにとりまとめ，データベース  

としているものである。  

（5）データベースのオンライン検索   

①JOIS   

科学技術振興事業団科学技術情報事業本部OICST）  

のオンライン文献検索システム（漢字データベースであ  

るJICST系ファイルを含む）である。また，オンライ  

ン発注による原報複写サービスが利用できる利点があ  

る。なお，JICSTファイルには，国内の環境公害関連の  

研究報告を含めて科学技術文献が毎年数万件人力されて  

いる。   

②DIALOG   

The DIALOGCorporationの検索システムであり．  

利用できるファイル数が多い（約450種のデータベー  

ス，蓄積情報量は世界最大）のが特色である。また，科  

学技術情報だけでなく社会情報の検索にも有用である。   

③STNInternational   

米国化学会のChemicalAbstracts Service（CAS）  

とドイツFIZ Karlsruhe及び科学技術振興事業団が共  

同で提供する国際的オンラインネットワークデータベー  

スサービスであり，科学技術関係の多数の有用なファイ  

（2）CD－ROMシステム   

①NTIS   

NTIS（NationalTeehnicalInformation Service一  

木国国立技術情報サービス）作成の米国政府関連技術報  

告書を収録しているデータベースである。また，原典に  

ついては．EPA及び環境科草間連の技術報告書をマイ  

クロフィッシュで収集しているので，即時に利用できる  

体制になっている。   

②EIENERGY AND ENVIRONMENT   

環境及びエネルギーに関する文献データベースで，主  

に，環境工学，石油・石炭技術，水源生態系，大気汚  

染，水質汚染，酸性雨関連の文献を検索することが可能  

である。  

（丑ENVIRONMENT LIBRARY   

OCLC Online Union Catalog（OLUC）から環境関  

係の刊行物を抽出したデータベースである。   

なお，平成10年度は，41件のCD－ROMの利用が  

あった。  

ルを含んでいる。   

④G－Seareh  

（株）ジー・サーチのオンライン検索システムであり，  

一般紙及び専門紙の新聞情報，産業技術情報の検索に利  

用している。   

⑤NIFTY－Serve   

平成8年度より，人物・人材情軌 企業動向情報，図  

書内容情報等の検索についてはNIFTY－Serveに接続し  

て利用している。   

なお，平成10年度は，581件の検索申込を受け付け  

た。   

また，所外文献の原典コピー入手については，国立大  

学附属図書館，JICST，国立国会図書館を利用してお  

り，さらに，国外所蔵文献に関しては，米国のCAS  

（ChemiealAbstraets Service）社の快事臣複写サービ  

スを利用することにより，原報提供体制の強化を図って  

いる。特に，JICSTへの複写依頼については．ファクシ  

（3）FDシステム   

①CCOl）   

米国1Sl社（Institute for Scientificlnfornlation，  

ⅠIIC．）作成の目次速報誌であるカレントコンテンソの  

FD版であり，科学技術分野の主要な雑誌の目次情報を  

検索することができる。   

なお，平成10年度は，381件の利用があった。  

（4）ERLlnternet Service   

①h／IEDLINE   

米国国立医学図書館（NLM：NationalLibI・ary Of  

Nle〔1icine）作成の医学文献データベースで，平成9年  
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における托が国の代表機関（NFP：NatiorlalFocal  

Point）として，次の業務を執り行った。なお，平成11  

年3月規私INFOTERRAへの参加数は178カ国であ  

り．登録されている情報源数は，約8β00となっている  

（日本国内登録機関数576件）。   

①情報源の登録と更新   

本年度は．国内情報源台帳を最新の内容とするため，  

登録内容更新調査及び新規登録調査を行い，国内登録機  

関に係る記述の新規登録及び既登録情報の修正等の作業  

を行った。   

e）情報源の検索照会及び回答   

国内外からの依棟に対して，情報源照会回答業務を  

行った。今年（平成10年1－12月）は，25件の照会が  

あった（うち，国外からの照会数19件）。   

③ネットワーク上での検索システムの提供   

国立環境研究所ネットワーク及び国立環境研究所  

ⅥrWWサーバから利用可能な検索システムの提供を  

行った。なお、今年（平成10年1－12月）の国立環境  

研究所WWW上の検索システムヘのアクセス回数は  

2，036件であった。  

（むその他の活動   

情報源及び利用者への広報資料として，「INFOTERRA  

国内情報源台帳（第14版）CD－ROM版」の刊行を行  

い．登録機聞及び関係機関に送付した。  

ミリによる原報の即日提供も可能である。平成10年度  

の，外部機関への複写申込件数は，2，368件であった。  

3．3．2 図著聞係業務   

図書関係業務については，環境情報の収集，整理及び  

提供に関連する業務の一部として図書館業務を行ってい  

る。平成10年度末における単行本蔵書数は39．310冊で  

あり，購読学術雑誌は，国内外合わせて743誌にのほ  

る。図番等の管理及び研究情報の提供については．情報  

の電子化を進めるとともに，所内の利用者がオンライン  

検索できるよう整備している。平成10年度は新たに，  

学術情報の迅速な提供を図るため，所蔵雑誌について，  

新着案内や最新情報へのリンク機能を備えたデータベー  

スを作成し，イントラネットによる提供を開始した。   

回書関係の設備については，雑誌閲覧室は棚数2，664  

棚，雑誌展示書架840誌分，204m2，単行本閲覧室は棚  

数708棚，雑誌展示書架280誌分．194m2，索引・抄録  

詰問覧室は棚数480棚、80m2，報告書閲覧室は，棚数  

9j8棚，74mコであり，その他情報検索室（50m2）．地  

図・マイクロ資料閲覧室（ユ01m2），及び複写室（17m2）  

となっている。   

なお，平成10年度の延べ入館者数は31，749人であっ  

た。  

3．3．3 編集・刊行業務   

当研究所の各部，各グループ，各センターの活動状況  

及び研究成果等については，刊行物として関係各方面に  

広く提供している。   

平成 ユ0 年度においては，年報，NIES Annual  

Report1998，特別研究報告（3件），業務部告（2件），  

研究報告（9件），地球環境研究センター報告（9件），  

国立環境研究所ニュース（6回／年）を刊行した（7．1  

研究所出版物参照）。   

なお，これらの刊行物は，その種類によって，国立国  

会凰書館」匡肺外の環境関係試験研究機関，各省庁及び  

地方公共団体環境担当部局等に寄贈交換詰として配布し  

た。  

3．5 電子計算機管理業務   

環境情報センターは，電子計算機管理業務として，  

スーパーコンピュータを含む各種のコンピュータシステ  

ム及び国立環境研究所ネットワークに関する管理，運用  

等業務を所掌している。これらの業務を遂行するため，  

「国立環境研究所電子計算機処理管理規程」及び「国立  

環境研究所ネットワーク運営管理規程」を定め．適正な  

管理，運用等を行っている。   

また，電子計算機の勤務時間外における利用体制を確  

立し，電算機周辺装置宝及びグラフィックワークステー  

ション室の共通の出人口のドアに設置する磁気カード方  

式による人退室管理システムの管理を行うとともに，利  

剛二あっては「国立環境研究所電子計算機室利用要領」  

及び「国立環境研究所電子計算機室利用要領細則」を定  

めて運用を行っている。  

3．4 横関情報（lNFOTERRA）の整備と提供   

環境情報センターは，国連環境計画（UNEP）の運営  

する国際環境情報源照会システム（INFOTERRA：  

1ntcrnationalEnvironmentallnformation SysLem）  
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（1）コンピュータシステム管理業務   

平成9年3月のシステム更改では，計算需要の増大及  

び処理形態の多様化に対処するため，大型電子計算機シ  

ステムとスーパーコンピュータシステムを統合したシス  

テムとしてとらえ，比較的大規模のスーパーコンピュー  

タシステムを中核に，複数の各種サブシステムを加えた  

分散型のシステムを導入した。これらのシステムは，夜  

間及び閉庁時を含めて24時間連続運転を行うととも  

に，スーパーコンピュータシステムについでは，原則と  

して月に1度の定期保守を行っている。   

各システムのうち，ベクトル計算機本体，フロントエ  

ンドシステム，グラフィックスサブシステムの利用に係  

る調整にあっては地球環境研究センターが行い，上記以  

外のシステムの利用に係る調整，全システムの管理及び  

遠別二あっては環境情報センターが行うこととされてい  

る。   

平成10年度の利用登録者数は．所外の共同研究者を  

含めて，ベクトル計算機及びフロントエンドシステムは  

57名，グラフィックスサブシステムが78名，計算サー  

バサブシステム68名となっている。  

ル・アナログ）回線による接続を可能にするリモートア  

クセスサーバの設置を行うとともに，IPスイッチの新  

規導入によるデータ転送の高速化を図るとともに，LAN  

構成の変更に伴うネットワークの運用を見直した。   

平成9年度当初には，前年度に試験運用を開始したイ  

ントラネット（所内掲示札 所内電話簿，ネットワーク  

利用者名簿，各種申請書及び単行本所蔵目録データベー  

ス）の本格運用を開始した。また，研究所機屋＝こ対して  

ネットワーク利用に関するアンケート調査を実施すると  

ともに，要望の強い電子メールソフトウェアの推奨及び  

その他の改善を図るなど，ネットワークの高度利用に努  

めている。平成9年度末には，コンピュータウィルス対  

策の一環として，コンピュータウィルス対策システムを  

導入し，連用試験を開始した。   

平成10年度には，ファイアウォールの更新を行い，  

当研究所のWWWサーバに射し，非武装地帯（DMZ）  

を設けるなど，セキュリティ強化を図るとともに，コン  

ピュータウィルス対策システムの本格運用を開始した。   

平成10年度末には，外部接続用専用回線をATM専  

用サービスを用い，135Mbpsに増強を行った。   

また，ネットワークの有効活用を回るため，所内ネッ  

トワーク利用者に対し，アンケート調査を実施した。  （2）国立環境研究所ネットワーク管理業務   

平成3年度に，スーパーコンピュータシステムが新規  

に導入されたことに伴い．構内情報通信網（ローカルエ  

リアネットワークニLAN）として，FDDlを基幹ネット  

ワークとする国立環境研究所ネットワーク（NIESNET）  

が構築された。代表的な利用例は，各研究室等に配置さ  

れたワークステーション又はパーソナルコンピュータに  

より．スーパーコンピュータを始めとする各種コン  

ピュータの利用及び国外を含む所外の関連研究者との電  

子メールの交換である。   

平成6～8年度には，科学技術振興調整費によって，  

外部接続用専用回線を省際研究情報ネットワーク（Ih′Inet）  

に接続し，毎年凰 それぞれ512Kbps，1．5Mbps及び  

…仙psに増強を行った。この間，平成6”7年度末に  

は，所内の各種業務及び研究活動の紹介を中心にした研  

究情報提供システム（WW＼lrサーバ日本語版・英文  

版）の試験運用を開始するとともに．本格適用に移行し  

た。   

一方，平成7年度には，ファイ7ウォールの導人によ  

るセキュリティシステムの構築を行うほか，平成8年度  

には， ドメインネームサーバの更新及び電話（デジタ  

3．6 国立環境研究所環境情報ネットワーク   

平成10年度には，前年度に引き続き「国立環境研究  

所環境情報ネットワーク研究会（第11回）」を平成11  

年2月9，10日に開催し，地方行政機関及び地方公害  

試験研究機関等から約50機関（約100名）の参加を得  

た。この会議では，過去からネットワークの有効冶刷二  

向けて，環境基本法（平成5年法律第91号）に基づい  

て策定された環境基本計画（平成6年11月）を実効あ  

るものとするため，今後の環境情報の提供等のあり方に  

関する検討を加えるなど，所要の活動及び問題提起を  

行ってきた。  

3．7 WWW（WorldWjdeWeb）による情報提供   

近私情報通信ネットワーク等の整備や情報の共有化  

という認識の広まりなど，社会をとりま〈環境も著しい  

変化を見せている。   

このような背景に鑑み，本研究所の案内情軌研究情  

報等の提供をインターネットにより行うため．平成6年  

度より開発整備に取り組んだ「国立環境研究所WWW  
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サーバ」の本格運用を平成8年3月末より開始した。   

平成10年度は，サーバの運用と提供情報の更新追加  

等の管理を実施した。情報提供の内容等の概要について  

は，図3．2に示すとおりである。  

データベースサーバ上に構築し，庁内及び所内での利用  

が可能となっている。   

また，本データベースのパソコン版としてPGREEN  

が開発されている。このパソコン用データベースは．既  

システムの成果や収録データを基としつつ，W血do＼lrS  

上でのグラフィカルな表示及び操作により，自然環境  

データの利用を容易にしたものである。   

平成8年度には，GREENの全国相生データ等のデー  

タ更新と追加及びその運用と．PGREENの利用マニュ  

アル作成及び公開に向けたWindol＼rS95対応を含む機  

能の充実を区った。   

GREENについては，平成9年度，基幹システムの  

サーバとなるコンピュータの更新に伴うUNIXマシン  

上への移行を実施した。また，PGREENについては，  

PGREEN（Ver，2．0）として，原データ提供機関（環  

庁自然保護局，国土地理院）の承認が得られたため，平  

成9年12月より環境庁内関係部署をはじめ，都道府県  

の環境・自然保護部局を中心に，提供申込があった機関  

に対して，システム及びデータを格納したCD－ROM又  

はFDを配布し．平成10年度も引き続き提供を行った。  

3．8 環境情報提供システム  

（EICネット：EnvironmentalInformatiorl＆Com－  

munication Network）   

環境情報提供システムは，環境基本法第27条に基づ  

き，環境散育・学習の振興及び民間環境保全活動の促進  

に彙するため，環境情報の提供及び情報交流の促進を図  

ることを目的とするもので，平成6年度より通信システ  

ムを利用した環境情報提供システムの構築を進め，平成  

8年3月からパソコン通信による情報提供を開始（平成  

10年12月終了）し，平成9年1月からはインターネッ  

トのWWWを利用した提供サービスを行ってきた。平  

成11年3月1カ月間のWWWホームページへのアク  

セス（注）致は，1，372．326件であった。   

平成10年度は．これらに加えFAX通信による提供  

サービスの本格運用を開始（平成10年10月から）する  

など，システム機能の充英を図るとともに，提供情報の  

賀新，追加を行った。   

本システムによる提供情報等の内容については，図  

3．3に示すとおりである。これらのサービスを利用する  

ための費用は通信料を除いて控科としている。システム  

の運朋は，（財）環境情報普及センターに委託して実施し  

ている。   

環境情報提供システムについては．今後引き続き機能  

の拡充．提供情報の充実を図っていくこととしている。  

3．9．2 環境庁委託調査報告昏等の収集   

環境庁行政部局が委託等により実施した調査研究の成  

果は，研究者や一般の国民にとっても貴重なものであ  

り，研究所の改編の際にも情報センターの役割としてこ  

のようなGray Literatureの整備の必要性が指摘され  

ている。平成10年度は，環境庁が平成9年夜中に実施  

した調査研究等の成果物を中心に，225横の報告書を収  

集，整備した。   

この結乳 累積総数は，1．943種に達している。   

また，国，地方公共団体，大学等より963種の寄贈及  

び寄贈交換があり，累積総数では．11．287種を敬える。  

（注）ここでいうアクセス放とは，ホームページ内各  

ページのヒット敬の合計を取l）まとめたもの。  

3．9 各種情報の収集及び整備等に関する業務  

3．9．1自然環境保全総合データベースの開発   

自然環境保全総合データベースは，自然環境に関する  

現況の把握及び変動の予測や評価等の基礎資料とするこ  

とを目的として．環境情報センターにおいて平成3年度  

より整備業務を開始したものである。   

これまでの成果としては．全国土の自然環境データを  

3次メッシュ単位で数値及び文字情報として検索・表示  

できるデータベースシステム（GREEN）を，本研究所  

3．9．3 環境情報源情報の整備   

環境情報については，これまで環境庁を始め政府機関  

等において多種多様な情報が集積され，環境白書などの  

形で公開されているが，これらの情報は必ずしも体系的  

な収集・整備が行われているわけではない。このため，  

環境情報の全体像とそれらの情報の所在について明らか  

にし，環境に関連する情報へのアクセスを容易にするこ  

とが必要となっている。   

このため．環境情報センターにおいては．どのような  
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トピックス  
環境行政情報  環境庁案内  

環境庁報道発表塗料  
環境庁行事予定  
行政貨料（白蛮・報告缶・会ほ関係資料・各ほ計画喪等）  

巨 

環境白書、環境差本封画  
P RT R等報告書  

会議場係  
アセス情報  
環境基準  
その他、環境庁予算等  

環境法令・条例・条約   

ヒ望≡  
富i漉会等資料  

イベント情報  
エコライフガイド  
地方環境情報  
環境情報ガイド  
頒墳保全活動促進情報  

巨、  

環棋力ウンセラー  
環境教育別紙本ガイド  
環境NGO総覧  
地球環境基金助成プロジェクト  
民間環境保全活動事例  
環境教育映像機材  

環境研究情報  
環境クイズ   

環境情報検索  
環境サイト情報検蒋  
螺墳庁行政情報クリアリング  

←平成11年春WWW上に開椙予定  会員広場   

環境情報間遠リンク集  

【FAX通信サービス】  

・アクセス方法    プッシュトーンの出るFAXからつぎの番号をダイヤルし音声案内に従って凍†乍  

して、情報を取り出す。           03－3595－3277  

本サービスの特徴は、ファックス利用者なら経でも、EICネットのWWW上に  
掲載している画像を含めた情報を入手できること（他のサイトにリンクしている情  

報等は除く）。  

∴本サービスで入手可能な主な情報   
（1）トピックス  

・環境に係るトピックスや環境庁報道発表資料等の日々更新される情報   
（2）環境庁行政情報  

・三男境庁案内や行事予定、環境白書、頒墳基本計臥審害集会等資料等の行政演料   
（3）環境情報  

・エコライフガイド（環境問甥の基礎知五紙や環境にやさしい生活ガイド）や環境  

研究情報等  

図3．3 EICネットによる提供情報一覧  

（WWW及びファックス通信サービス）  

環境情報がどこにどのような形態で集積されているかに  

関する情報（環境情報i刺青報）を整備し，環境情報の全  

体像を明らかにするとともに，外部提供可能な情報源情  

報について．広く一般に利用可能な形で提供するため，  

平成4年度より環境情報に関する調査を行っている。   

平成9年度においては，環境情報源情報及び環境情報  

扱い機関情報，条例情報，地方自治体の所掌事務解説情  

報について，更新・追加調査を実施した。   

環境情報ガイドに収録している案内情幸艮としては，以  

下のようなものがある。  

○環境情報情報源情報  

（臥 地方自治体，主要NGO等の持つ環境情報約  

1，000件）   

情報の概要，収録内容，保有機関，整備期F札 対象  

地域，人手方法などを収録  

○環境情報抜い機関情報  

（回や地方自治体の組織，公益法人，NGOなど約400件）  
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（国際的なモニタリング計画，環境情報の整備・提供機  

関など約370件）   

一名祢，概要，目的などを収録  

○環境国書情報  

（ガイドディスクに収録された情報を理解する助けとな  

るよう，環境に関する代表的な国書約120件）  

○地方自治体の所掌事務解説情報  

（都道府県政令市環境部局の情報約120件）   

一名称，所在，連絡先，扱う環境情報の概要，主要成  

果，定朝凧行物などを収録  

○国際環境情報源照会システム（UNEP／INFOTERRA）  

の国内登録機関情報  

（匡トや地方自治体の組織，研究所．大学など約510件）   

一名称，連絡先，扱う環境分野（キーワード方式）な  

どを収録  

○環境関連法令・条約・条例情報  

（環境保全を主目的としている法律・条約・条例など約  

280件）   

名称，概要，公布・施行年月日などを収録  

（⊃環境基本用語解説情報  

（ガイドディスク中の用語で解説を要するとおもわれる  

もの約300語）   

一名称，解説，関連図書などを収録  

○国際研究計画・機関情報  

本調査の結果を収録したディスク（環境情報ガイド  

ディスク）は，側）環境情報普及センターを通じて一般へ  

の配布も行っているが．広〈活用されることを考慮し，  

複写・譲渡を自由にしている。   

これらの情報については，国立環境研究所WWW  

サーバや環境情報提供システムによるオンライン提供も  

実施している。  
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4．地球環境研究センター  

4．2 地球環境研究の総合化   

地球環境閉篭は，発屑途上国における人口増加や貧  

困．農業用地の乱開発，先進国の都甘化 高度な生活の  

要求および急速な技術進歩等，人間活動が複雑に聞達し  

合って生じている。地球環境研究の総合化においては，  

地球環境保全に向けて，各分野の研究者の総力を結集し  

て効果的に研究を進めるため，研究の有横的連携を図る  

とともに，こうした社会現象や環境破壊に至る現象を総  

合的に把握し，相互作用を解明することにより，地球環  

境研究の方向づけを行うことを目的としている。  

4．1業務概要   

近年，地球温暖化，成層圏オゾン層の破壊，酸性降下  

物，海洋汚染，熱儲林の破壊，砂漠化，野生生物種の減  

少等の地球規模での環境問題が顕在化し，人類の生存基  

盤に探別な影響を与えている。このような事態に対して  

失効ある取り組みを行うためには，地球環境に関する観  

測・監視と調査研究を抜本的に強化し，人類の諸活動が  

地球環境に及ほす影響を科学的に解明する基礎作りを進  

めることが不可欠であるという認識が世界的に広まって  

いる。とりわけ，高度な経済活動を営み，優れた技術力  

を有する我が国としては，「世界に寮献する日本」の立  

域から，国際的地位に応じた役割を積極的に果たしてい  

くことが必要である。   

以上のような背景の下，地球環境研究センターは  

1990年10月1E！に発足した。当センターの基本的任務  

は，地球環境研究を国際的，学際的，さらには省際的な  

観1宣から総合的に推進することにあり，この実施のため  

に，地球環境研究の総合化，地球環境研究の支接および  

地球環境のモニタリングを業務の「三つの柱」として据  

えている。平成10年度には，平成9年産までに築き上  

げた基盤をさらに発展させるべく業務を実施した。具体  

的には，内外の研究者の参加による各種研究交流会詣を  

開催して研究者間の交流を促進するとともに，総合化研  

究の継続的推進，スーパーコンピュータシステムの戦略  

的連取 国連環境計画／地球資源情報データベース  

（UNEP／GRID）のセンターとしてのサービス掟供，落  

石岬や波照間などの地球環境モニタリングステーション  

の整備，地球環境モニタリング事業の充実などを回った。  

また，地球観測プラットフォーム技術衛星（Al）EOS）  

に搭載された改良型大気周緒赤外分光計（ILAS）に  

よってⅠ托得されたオゾン層関連データの解析と一般ユー  

ザーへのデータ掟軋 およびILAS－nデータ処理運用  

システムの開発と導人を行った。   

このほかにも国際研究協力の観点から，気候変動に関  

する政府間パネル（lPCC）活動への参加，アジア太平  

洋地球変動研究ネットワーク（APN）への支援等の活  

動を行った。  

4．2．1地球環境研究の方向づけ  

（1）地球環境研究者交流会講   

地球環境研究センターでは，体系的，効率的，学術的  

かつ国際的な地球環境研究を推進するための一環とし  

て，地球環境研究に携わっている研究者を広〈結集し．  

研究手法，成果等について総合的かつ分野横断的に検討  

するための交流会講を開催している。  

1）第】2回地球環境研究者交流会謙   

第12回地球環境研究者交流会言副ま，「海洋と二酸化炭  

素」というテーマで，1999年1月18－22日にかけて科  

学技術庁つくば交流センターで開催した。発表課題は，  

基調講演として9件，口頭発表として67件及びポス  

ターセッションとして32件となり，海外からは66件，  

国内からは42件であった。   

基調講演としては．①全海洋の海洋大気CO2フ  

ラソクス，pCO2差に基づく改良した推定値 ②大気一  

海洋CO2フラックスを決定するための重近の進歩 ③  

海洋のCO2吸収について，大気中の酸素濃度測定が意  

味するもの ④米国による南北太平洋における地球規模  

CO2観測研究 ①地球規模大気一海洋フラックス推定を  

大気CO2濃度とそのl司位体組成を制約条件として解析  

する ⑥氷河期【間氷期の大気CO2濃度変化と大気中  

の鉄の関係 ⑦亜熱帯太平洋における生物ポンプによる  

炭素吸収，栄苦塩の制約とフラックス ⑧大気海洋海  

面でのCO2フラックスを測定する係留ブイ ⑨化石燃  

料起源CO2の海洋隔離のテスト実験の9件があった。  

口頭発表としては，観測関連について22件，モデルに  
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ついては15件，同位体を指標とした研究について2  

件，生物f舌動について16件，方法論・データ管理・サ  

ンゴ酷について10件，海洋炭素隔離について4件で  

あった。以上，基調講演は40分，口頭発表は15分で5  

日削ぎっしり詰まったプログラム運営であった。世界各  

回の観測・研究はそれぞれ工夫した装置．方法で行われ  

ており科学論文には必ずしも方法の記載がないこともあ  

り．発表を通して観測・研究の方法を改良するための情  

報や研究全般についての情報交換の場となった。また，  

本シンポジウムには，国内外を含めて200余名が参加し  

た。なれ 本シンポジウムについては，第12回地球環  

境研究者交i充会議報告書として平成11年度にLtl版する  

予完である。   

2）第13回地球環境研究者交流会試   

第13日1地球環境研究者交流会謡は，「二酸化炭素と植  

生植生の吸収源評価と植生影響にかかわる最新の国際  

的アプローチー」というテーマで，1999年3月18日に  

所内の大山記念ホールにおいて開催した。本シンポジウ  

ムでは，地球環境問題の叫】でも屈も注目を集めている地  

球温嘱化問掛二ついて，植生によるCO2の吸収源機能  

評価（SINK：CO2absorption by vegetation）の課  

題，及び植生に及ぼすフリーエアー方式のCOヱの膿庭  

上昇影響実験（FACEニResponses oflregetこ】tjon to  

CO2）の課題に関して，現在世界の第一線で活躍してい  

る匡1内外の研究者による講演があった。午前中はSINK  

関連の講演があり，①日本におけるCOコーSINK研究の  

現状 ①▲■AmeriFlux■－ ネットワークによる陸域  

COごLSINKの計測 ③ヨーロッパ混交林の炭素国宝の推  

定 r卦Etl】一OrltlXにおける北方林でのブラックス計測  

①温帯落葉樹林と大気間のCO2交換の年変動 ⑥地球  

規模純一次生産推定のための地球観測システムのアルゴ  

リズム ①北域森林生態系の炭素収支についての報告が  

あった。午後は，FACE閑適の講演があり，①生態系  

の純炭繁フラックスの広域推定のための航空構利用法  

②アメリカ合衆国におけるFACE研究と地中海型生態  

系に及ほすCO2増加の影響 ③CO2増加に対する作  

軌 森帆 草原，砂漠植生の反応実験のためのフリーエ  

アー増加システム ④イネFACEプロジェクトのため  

の純粋CO三枚出システム ①実験的CO2増加のもとで  

の森林生態系に純一・次生産 ⑥FACTS2（ポプラ  

FACE）プロジェクト予備実験－CO2と03増加の複合  

影響r ⑦イネFACE98プロジェクトにおけるCO2増  

加に対するイネの反応 ⑧アメリカアリゾナ州における  

小麦とトウモロコシに及ぼすFACE実験 ⑨ニュー  

ジーランドにおけるFACE技術を用いた羊飼育のため  

の永久草原へのCO2増加実験に関する報告があった。  

重後に，活発な全体討論を行い終了した。また，本シン  

ポジウムには国内外から約100名の参加者があった。な  

お，本シンポジウムについては．第13回地球環境研究  

者交流会議報告書として平成11年度に出版する予定で  

ある。  

（2）各種研究企画支援活動  

1）大気環境変動の植物影響に関する講演会  

1998年8月10日所内中会議室において大気環境変動  

の植物影響に関する講演会「1mpacts ofRisingCO3  

and O＝うOn Vegetation」を開催した。講師は，英国  

ニューカッスル大学のJ．D．B；1rneS博士であり，大気  

環境変動の植物影響に関する欧州における最近の研究の  

現状等の情報も取得できた。なお，本講演会には約30  

名の研究者が参加した。   

2）環境変動と生物多様性に関するワークショップ   

本ワークショップは，1999年3月24日に所内の大山  

記念ホールで開催した。海外の4名の研究者から講演が  

あった。各講演ごとに討議を行い，全講演終了後，怒合  

ディスカッションを行った。講演としては，（カ生物多様  

性情報システムに関して，グローバルで有効な生物名登  

録の必宴性 ②陸域生態系と多様性に関して，森林及び  

高地生態系における多様性の表現一温室効果ガスの役割－  

③インドネシアの森林火災に関連にして，インドネシア  

の森林と土壌火災一生物多様性保全への脅威（む東カリ  

マンタンでの自然火災一火災の原因と低地フタバガキ森  

林に対する火災撹乱の影響。以上のような内容の講演が  

あった。本ワークショップには，国内外から約40－50  

名の研究者が参加した。   

3）砂漠化関連シンポジウム・ワークショップ  

1999年3月1日に砂漠化研究国際シンポジウム（荒れ  

ゆく大地の声に耳を傾けてみませんか）を，3月2日に  

アジアにおける砂漠化対処のための地域共同研究ワーク  

ショップを，笹川記念会館（東京都港区三田）において，  

環境庁と共催した。   

3月1日のシンポジウムは公開であり．①砂漠化防止  

条約に基づいた干ばつ・砂漠化対策研究の優先対処とそ  

の目標について，基調講演があったほか，②日本におけ  

238   



SLudiesin East Asia）を1999年1月25－Z7E］に所  

内大山記念ホールにおいて開催した。本ワークショップ  

ほ，東アジアにおける土地利用・被覆変化に関する予測  

とその影響評価を目指し、重要研究項目のレビューを通  

じて研究の方向性を明らかにすることであった。   

土地利用・被覆変化にかかわる農業・環境影響等につ  

いて，研究に必要なデータの所在や共同研究を通じた可  

能性について新たな情報も得られ．有意義なワーク  

ショップとなった。また，本シンポジウムには国内外か  

ら約80名の参加者があった。なお，今回のワーク  

ショップにおいて報告された内容は英文のWorkshop  

Proceedingsとして1999年8月頃に出版する予定であ  

る。   

5）地球環境研究総合推進費関連研究   

地球環境研究センターでは，地球環境研究総合推進費  

の各分野ごとの研究代表者が集まt），課題ごとの連絡を  

密に取り合うことにより，各分野の効率的な推進を図る  

こと，また，各課題の進捌大沢を把握し．地球環境研究  

等企画委員会に報告することを目的に，研究連絡会議を  

毎年開いている。本年度も7－8月にかけて開催し，各  

分野の課題代表者や環境庁地球環境部の担当者ととも  

に，今後の研究の方向性を含め，活発な議論が行われ  

た。   

6）その他   

①IGBP活動支援   

日本学術会議地球環境連絡委員会1GBP専門委員会  

LUCC小委員会幹事として活動を行った。JAPAN－  

LUCCのこユースレタpヤ国内ワークショップの開催  

を通じて．E］本でのLUCC関連の研究の現状把捉ヤ  

外機関との意見交換会を通じての連絡調整等を行ってい  

る。また，地球変動の解析・解釈・モデリング（GAIM）  

小委員会に参画し，その企画運営，日本でのGAIM関  

連の研究現状把握，調整等を行っている。   

②wCRP／SPARC水蒸気アセスメント参加   

SPARCWater VaporAssessmcnt（WAVAS）  

告答を1999年中にまとめるべく，SPARCの活動が進  

行中である。このアセスメントは，地球大気にとって最  

も重要な温室効粟ガスである水蒸気を対象とし，上部対流  

圏（UT＝Upper Troposphere）と下部成層圏（LS＝  

Lower Stratosphere）を対象領域としている。   

UT／LSの水蒸気の挙動は，気候変動に密接な関連が  

あり，2001年に出版される第3次IPCC報告書（TAR  

る砂漠化対策へのⅠ保組 ③日本における「砂漠化・土地  

荒廃研究の現状」，が発表された。日本における砂漠化  

研究として，垣）ランドサットデータを用いた中国内モン  

ゴル自治区奈受畠での砂漠化モニタリング ⑤鳥顆大学  

托燥地研究センターアリドドーム ⑥西オーストラリア  

州カルダーリ地域植生回復研究，などの発表が，また海  

外における砂涙化研究として（D中国の砂漠化防止への  

着手（訂砂漠化の人間的側面：条約はどのような役に立  

つか▲7が発表された。このほか，⑨日本のNGOにおけ  

る砂漠化対策の試み ⑲日本における砂漠化研究の展  

望，についての発表がなされた後，砂漠化研究の展望  

「新たなパラダイムを求めて」というテーマで，活発な  

パネルデイスカソションが行われた。本シンポジウムに  

は，外国人を含め，256名が参加した。   

3月2日のワークショップは，実際の地域共同研究の  

推進に向けた発表・討論が行われた。基調講演として，  

①砂漠化対処条約に基づく地域協力及び科学技術の役割  

③アジア・太平洋地域における砂漠化制御に関する地域  

ネットワーク（DESCONAP）における活動．がなされ  

た。アジアにおける地域的な砂漠化モニタリングと評価  

のネットワーク（TPNl）のセッションでは，③中国  

と日本の砂漠化に対処する共同研究に関する可能性 ④  

アジアにおける砂漠化モニタリングと評価に関する  

TPNの設立 ⑤我が国の関連分野の研究状況の報告，  

の発表がなされた。7グロフォレストリー及び土壌保全  

（TPN2）に関するセッションでは，⑥TPN2の検討  

状況の報告（む我が国の関連分野の研究状況の報告，に  

ついて発表された。砂丘の固定化を含む放牧地管理  

（TPN3）のセッションでは，⑧TPN3の検討状況の  

報告 ⑨我が国の関連分野の研究状況の報告，について  

発表された。最後に総合討論がなされ終了した。本シン  

ポジウムには，外国人を含め，50名が参加した。   

4）地球環境保全と土地利用検討会（LU／GEC）   

本検討会は，当センターデータベース部門の土地利用  

に関するデジタルマップ整備率葉と平成10年度開始の  

推進費研究プロジ ェクト「中国における土地利用長期変  

化のメカニズムとその影響に関する研究（LU／GEC－  

1＝」との連携．整合性を図り，同者の効率的推進を目  

指して設置された。数回にわたる検討会を行い，「東アジ  

アにおける土地利用変化研究のための基礎的情報とモデル  

に関する国際ワークショップ」（1999NIES Workshop  

onlnforrnation Bases and Modeling for LUCC  
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＝ThiI－d AssessTnent Report）への全球分布の定量的  

な情報を提供することを目指してWCRP／SPARCとし  

ての活動を支偏した。   

③IHl）P活動支援  

・産業転換に関する東アジアワークショップの開催  

ⅠⅠ・lDPの3つのコア70ロジュクトのひとつである産業  

転換については，1998年7月に北九州市において開催  

された東アジアワークショップを支援し，東アジア地域  

における産業転換の研究課題をまとめた。世界各地で開  

催されたワークショップの成果を踏まえ，1999年2月  

にオランダにおいて産業転換に関する国際的な公開科学  

会合が開催され，産業転換研究で進めるべき研究課題に  

ついて審試され，転換プロセス．分析の方法とツール，  

管理・安任・制度安臥 郡市と産業転換，エネルギー，  

食料，情報と通信が決定した。  

・第三回1・1DP公開会合の準備  

1999年6月に開催される第三回HDP公開会合の公開  

会合の企画，論文募集などの支援を行った。また，日本  

学術会議rIDP専門委貞会に参画し，各分野の学会に  

よってバックアップされた小委員会の設置や活動を支援  

するとともに1998年12月には，日本学術会議において  

ISPCの委員や各′」、委員会の関連研究者を一堂に会した  

国際ワークショップを開催して，今後の内外のHDP研  

究の動向について討議した。  

（2）アジア太平洋地球変動研究ネットワーク（APN）   

APNは，世界を三つの地域に分けて，それぞれの地  

域の中で地球環境変動研究のネットワーク化を図る構想  

の一環である。1996年3月から本格的に活動を開始  

し，複数の研究ネットワークの立ち上げのためのワーク  

ショップを支援し，アジアモンスーンエネルギー水循環  

観測研究計画（GAh†E）の活動も支援している。1999  

年1月にはジャカルタでAPN科学計画委員会会合，3  

月には神戸で第4回政府間会合が開催された。政府間会  

合には当センターからも参加した。政府間会合では，平  

成11年度の活動方針・内容が承認された。その中には  

TEACOMからの提案も含まれている。当センターは  

APN国内委員として．APN事務局を補佐する立場で基  

本方針や平成11年度の活動方針案の作成に協力した。   

なお．APN事業には兵庫県も積極的に取り組むこと  

となり，APN事務局が今秋から神戸に移され活動が強  

化される。  

（3）インドネシア森林火災に関する研究者ネットワー  

ク（SNIFF）   

平成9年度．インドネシアのスマトラおよびカリマン  

タン島で発生した森林火災は，大規模，長期間であり，  

多量のばい煙が国境を越え，インドネシアのみならず隣  

国にも健康被害ヤ産業活動への影響等を引き起こし，大  

きな社会問題となった。一方，地球環境保全の観点から  

すれば，この森林火災は大気化学，気象，地球温暖化，  

熱帯林保全，生物多様性等の分野に多大な影響を与える  

と考えられ，地球規模の視点から監視・研究する戦略に  

ついて検討する必要が生じた。このため，関連研究者，  

関係省庁等の情報交換，意見交換を継続することが重安  

であるとの認識から，環境庁地球環境部と協議し，当セ  

ンターが事務局となり，メーリングリストを作成した。  

本ネットワークではインドネシアを中心に，森林火災の  

状況や研究関連情報ばかE）でなく，社会情勢等を含め，  

関連研究者が実際に研究を行う上で有用な情報交換がな  

されている。  

4．2．2 地球環境研究の国際的な組織化  

（1）棄アジア地Ⅰ引こおける地球変動研究の地域ネット  

ワーク計画委員会（TEACOM）  

IGBP／STARTにおいて，地球規模の変動に関する地  

域研究所のネットワークづくりを行うため，TEACOM  

が創設された。平成10年産も，APNと解析・研究・研  

修システム（START）本部から支援を受けて，土地利  

用・被預変化研究の研究ネットワpク（LUTEA）のも  

とでの土地被覆マップに関するトレーニングワーク  

ショップがモンゴルで．アジア大陸スケールの気候変動  

モデル研究のネットワークのための公開の国際会合が北  

京で障＝摸され，前者に関してほ当センターも企画の段階  

から参画した。平成10年度はTEACOM会合は開催さ  

れなかったが，平成11年度は神戸で第8回会合と国際  

シンポジウムを開催することになった。  

4．2．31PCCへの貢献  

IPCCでは，現在第3次評価報告書と特別報告書が進  

んでおり，地球環境研究センターの研究者も執筆者  

（リードオーサー）に選出され．関連分野において作業  

を分担し，貢献した。  

ー240－   



①第3次評価報告書  

IPCCではZOOl年2月をめどに第3次評価報告書の  

作成にとりかかった。1998年7月のスコービング会合  

（ドイツ，バドミエンステライル）で目次案と執筆者を  

決宣し，各国政桁のコメントを受けて修正を加えた後，  

同年10月の第14回全体会含（スイス，ジュネープ）に  

おいて，【ヨ次案と執筆者を決定した。日本から選出され  

た執筆者は第一作業部会6名，第二作業部会7名．第三  

作業部会11名の計24名である。国立環境研究所から  

は．第二作業部会に2名．第三作業部会に1名の執筆者  

（うち2名は執筆賓住着）選出された。1998年12月か  

ら1999年1月にかけて，3つの作業部会ごとに全戦筆  

者を一堂に会したリードオーサ会合が各地で開催され  

た。その後，名リードオーサは来年度内をめどに報告書  

の原稿（0凍こ原稿）を作成した。次年度以降，専門家や  

政府のレビューを行いながら，報告書案が作成される予  

定である。  

③特別報告書  

1997年12月に開催さオtた温暖化防止会議において  

は，各国の温室効果ガスの削減量に森林の吸収量を含め  

るかが議論となl），森林の吸収量についてはIPCCに科  

学的知見をまとめることを安諭した。これを受けて  

IPCCは，森林吸収源と土地利用に関する特別報告書を  

作成することとし．第3次報告書とほほ時期を同じくし  

て．報告書目次の決定執筆者の選出が行われた。年度内  

をめどに報告書原稿が作成され，次年度以降専門家や政  

府のレビューを受けたのち，2000年5月のIPCC全体  

会合で採択される予定である。排出量シナリオに関する  

特別報告書の作成も進捗しており，統合評価モデル  

（AIh4）が排出量シナリオ作成と評価のためのモデル  

の一つとして選完された。排出シナリオの特別報告書に  

ついては，専門家ヤ政府のレビューを経て，2000年3  

月の関連作業都会会合で審議，採択される予定である。  

施した（詳細については，2．3．10，2．3．12参照）。  

4．3 地球環境研究支援  

4．3．1データベース  

く1）地球環境データベース   

地球環境研究センターは，地球環境に関する各種情報  

を収集・蓄積し，国内外の研究者ヤ施策決定関係者に提  

供することを目的としている。   

平成10年度には，1997年に行われたCOP3での京都  

議定書を受けて「土地利相変化及び林業」分野における  

温室効果ガスの吸収掛こ関する研究成果・情報を考慮に  

入れることが認められたことから，温室効果ガスの吸収  

源研究にかかわる基礎情報の収集を開始した。また，近  

年のインターネットの普及に伴って急激に変化している  

世界の地球環境データの人手方法等を把握するため，モ  

ニタリング計画の概要，データの所在ヤ入手方法等につ  

いて平成9年度に調査・とりまとめを行った「情報源  

データベース」の更新を行い．社会掛斉分野の情報を追  

加した。   

また，分野別のデータベースの構築については，社会  

経済分野では，アジアの環境予測を行うため，社会経済  

の発展シナリオを分析・整理し，アジアの自然植生の損  

壊可能性を簡略な数値モデルにより推計できる温室効果  

ガス排出シナリオデータベースの更新を行った。大気汚  

染に関しては，束アジア地域での長距離越境大気汚染解  

明のための基礎データベースとして，排出源に関しては  

中国とインドにおけるSO2，NOェ，また，韓国において  

はSO2の排出インベントリの情報更新を行った。海洋  

汚染に関しては，地球環境研究センターが行った「定期  

船舶を利用した束アジア海域海洋汚染モニタリング」の  

観測データ（1996－1997年）の整理・加工を行った。  

京都議完書における温室効果ガスの吸収源に関しては，  

森林及び森林土壌に代表される二酸化炭繋吸収源による  

吸収量の計測において，衛星等によるリモートセンシン  

グの利用が期待されていることから，そのリモートセン  

シングの解析手法に関する基礎情報の収集・整理・加工  

を行った。また，自然薯源の輸出人が全世界及びアジア  

諸国の環境に与える負荷量を把握するためのマテリアル  

フローデータブックを作成した。   

データの公表については，海洋汚染に関しては，地球  

環境研究センターが行った「定期船舶を利用した東アジ  

ア海域海洋汚染モニタリング」の観測データ（1996－  

4．2．4 総合化研究   

地球環境研究総合推進費の中の「総合化研究」につい  

ては，当センターが中心となって推進しており，平成  

10年夜は，「持続可能な国際社会に向けた環境経済統合  

分析手法の開発に関する研究」，「地球温暖化問題にかか  

わる気候数値モデルと影響・対策モデルの統合化に関す  

る予備的研究」及び「インドネシア森林火災の地球環境  

に与える影響及び生態系修緩のための予備的研究」を実  
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1997年）をCl）－ROMとして刊行した。  ・東シナ海の生態系・物質循環モデルに関する研究  

・化学物質の構鼠 エネルギーと反応に関する研究  

・ダイオキシン類の毒性と電子構造  

・衛星画條解析  

・大気海洋結合モデルによる最終氷期のシミュレ【ション  

・大気海洋結合モデルによる数十年スケールの自然変動   

の研究  

・陸域生態系の二酸化炭素動態の評価と予測モデリング   

に関する研究  

・環境酸性化物質の輸送，変質モデルに関する研究  

・アジア大陸隣接海域の海洋流動モデリング  

・浅海域における海水面及び海中での熱及び物質の乱流   

拡散機構の解明と海面での気泡の巻込みによる物質交   

換促進機構  

・熱帯大気海洋相互作用の超高分解能モデリング  

・束アジアにおける大気の運動と大気質の特性  

・準地衡風洞（極渦）の数値シミュレーション  

・金星・地球・火星大気を念頭においた大気大循環の基   

礎的実験  

・GMSのデータを用いた地表面放射フラックスの見積   

もり  

・地球大気を念頭においた大気大循環の基礎的実験：水   

惑星での循環構造  

・大気輸送モデルを用いたメタン循環の解明  

・気候モデルにによる大気の低緯度・中緯度循環の相互   

作用の研究  

・極渦の数値シミュレーション   

本年度は，当システムを利用して行ってきた研究成果  

のうち．「Three＿Dimensional Circulation ModcI  

Driven b）′ Wind，Density．and TidalForce for  

Ecosystern Analysis of CoastalSeas」をCGER’S  

SUPERCOMPUTER MONOGRAPH REPORT Vol．  

5として出版した。また，当システムを利用した地球環  

境研究の幅広い紹介，利用者間の情報交換などを目的と  

して，平成9年度の研究成果をCGER’S SUPERCOM－  

PUTER ACTIVITY REPORT VoL6r1997として出  

版した。さらに．第6回スーパーコンピュータによる地  

球環境研究発表会を平成ユ0年9月18日に開催した。代  

表的ユーザ～11グループによる研究発表，およぴAxel  

Timmel・mann博士による講演「How stableis the  

PacificClimateSystem」を・行い，活発な討論が行わ  

れた。なお，本発表会には，約50名が参加した。  

（2）G】引D一つくぼ   

当センターは，平成3年5月にUNEP／GfilD（地球  

資源情報データベース）のセンターに指名され，以来  

GRID一つくぼとしての活動を進めている。   

平成4年度から開始したGRfDの地球環境データの提  

供業軌二ついては，平成9年度は．国内外から18件の  

申請があり，135データセットの提供を行った。その  

他，65件の問い合わせがあー），すべてに対して回答し  

た。   

平成10年度は，タイ・バンコクにある米国の気象衛  

星NOAAの受信施設から得られるデータを人手し，当  

センターで作成している束アジア地域における植生指数  

データと合成できるように整備した。また，京都議定書  

における温室効果ガスの吸収源研究の基礎データとし  

て，世界日射量メッシュデータの整備を行った。  

4．3．2 スーパーコンピュータ   

平成3年度からスーパーコンピュータシステムの利用  

サービスの提供が開始され．平成10年度は，超高速・  

大容量の磁気ディスクを追加し大幅に性能の向上を図  

り，引き続き研究所内外に開放して連用を行った。運用  

に当たっては，専門家からなる「スーパーコンピュータ  

関連研究ステアリンググループ」の意見を反映させると  

ともに，代表的な利用者からなる「スーパーコンピュー  

タ利用ワーキンググループ」（代表的ユーザーからの意  

見聴取等）および「スーパーコンピュータユーザーミー  

ティング」（利用者への情報提供等）を開催した。   

本システムを利用して実施された研究課題は下記のと  

おりである。  

・】PCC2000年レポートのための大気海洋結合モデル長   

期積分  

・IPCC第3次報告書に閑適した気候感度実験  

・CCSR／NIES GCMへの臭素系及び不均一反応の導入  

・オゾンホールの数値実験  

・Globaltracer transport mode】study of seasonal   

and short term variationsin the CO2，CH4and   

CO veI・ticalprofiles  

・兵庫県南部地震による突発的負荷変動が大阪湾環境に   

与える影響  

・流域環境管理に関する国際共同研究  
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4．4 地球環境モニタリング業務   

地球環境研究センターでは，地球環境研究及び行政施  

策に必要な基礎データを得るために，世界各国の関係機  

関・研究所と連携しつつ，地球的規模での精緻で体系的  

かつ長期的な地球環境のモニタリングを実施している。  

・試験モニタリングー原則3年間とし，FSで検討され  

た手法等を試行し，長期モニタリングとしての手法・  

体制を確立する。  

・長期モニタリング一武験モニタリングで確立された手  

法で長期・継続的にモニタリングを実施する。檻則3  

年ごとに事業を見直す。  

・特定モニタリングー特定事象を期間を限定して短期集   

中的に観測する。  

4．4．1地球環境研究センターのモニタリング体制   

当センターのモニタリング事業は，図1に示す実施体  

制で推進されており，環境庁が実施する地球環境モニタ  

リング事業として位置づけられている。   

衛星観測プロジェクト関連を除く事業は，事業の中核  

となる所内研究者（実施代表者），観測実務を分担協力  

する所内研究者（協力研究者），専門的見地から指導・  

助言を行う所外の有識者（指導助言者），事業実務を担  

当・補佐する民間団体（技術支援団体）からなる実施グ  

ループにより実施されている。そして，事業全体の企画  

調整・予算等は，地球環境研究センターの研究管理官  

働捌担当）・観測第一係が事務局となり，事業実施グ  

ループ・技術支援団体等と緊密な連携を図りながら管  

理・運営が行われている。例として，地上モニタリング  

における事業集積の連携関係を図2に示す。   

事業の成果は毎年，本研究所内に設置された地球環境  

研究センター運営委員会で評価され，幹部会議に報告さ  

れる。   

なお，得られた観測データは検証・評価を経て．報告  

乱 CDROMやインターネットなどの情報媒体で逐次  

公表している。  

（2）地上ステーションモニタリング   

沖縄県波照間島・北海道落石岬に設置された観測局で  

は，温室効果ガスなどの大気微量成分を継続して観測す  

る事業を実施しており，個別事業と切り離し，独立した  

事業として位置づけている。  

（3）衛星観測プロジェクト関連   

衛星観測プロジェクトの一環として，1LAS（改良型  

大気圏緑赤外分光計）が取得したデータの処理及び再処  

理運用．並びに，ILASの後継機であるILAS［のデー  

タ処理運用システムの開発業務を担当している。   

本事業で得られたオゾン層関連データは，データ質の  

検証後，インターネット等によるコンピュータネット  

ワーク，あるいはCD－ROM等の電子媒体及び印刷物で  

公表され，一般に広く提供される。   

なお，地球環境研究に係る本プロジェクトの必要事項  

についての検討は，本研究所「研究推進委貞会」の下部  

組織である「衛星観測プロジェクト検討′」、委員会」にお  

いて行われている。  

4．4．2 地球環境モニタリングの種別   

地球環境モニタリング事業は，（か地球環境の諸事象に  

係る個別のモニタリング（個別事業） ②地上ステー  

ションモニタリング（波照間・落石岬） ③衛星搭載観  

測機器のデータ処理運用システムの開発・運用等（衛星  

観測プロジェクト関連） ④国際的なモニタリングネッ  

トワークへの参画・支援に大別される。  

（4）国際モニタリングプロジ工クトヘの参画・支援   

世界の関係機関と連携しつつ，国際的なモニタリング  

プロジェクトの一員として参画すること，かつ，プロ  

ジェクト自体の構築・強化への積極的な貢献も我が国の  

責務である。特に，東アジア・西太平洋地域における中  

核機関としての機能を果たすことが期待されている。   

現在，1977年からUNEPとWHOなどが推進してい  

る地球環境監視システム／陸水環境監視計画（GEMS／  

Water）に参画し，独自にモニタリングを実施するとと  

もに，我が国のコアセンターとして機能している。  

く1）地球環境モニタリンク（個別事業）   

地球環境の諸事象に係る個々のモニタリングを対象と  

しており，進捗状況などにより次の4段階に分類され  

る。  

・フィージビリティスタディ（FS）－原則1年間とし，   

モニタリングの継続可能性・手法等の検討を行う。  
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図1地球環境モニタリング事業の実施体制  

図2．地上モニタリング事業の実務の流れ  
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4．4．3 事業別活動概要  

（1）地球環境モニタリング（個別事業）及び地上ス  

テーションモニタリング  

＜成層圏オゾン層に係るモニタリング＞   

当センターは地上ベースの遠隔計測器による国際的な  

オゾン層総合観測ネットワpクであるNDSC（成層圏変  

動探査ネットワーク）に加盟している。  

（Dオゾンレーザーレーダーによる成層圏オゾン層モニ  

タリング（長期モニタリング）  

1988年よりオゾンレーザーレーダーによりつくば市  

上空の高度10～40kmの低中高度成層圏オゾン濃度の  

垂直分布を観測している。   

②ミリ波放射計による成層圏オゾン層モニタリング  

（試験モニタリング）   

①に加lえ平成7年度よF）ミリ波放射計による高度35  

k111以上の高高度成層圏オゾン濃度の垂直分布を観測し  

ている。これらにより成層圏のほほ全域における各高度  

での観測を行っている。   

③北域成層圏モニタリング（FS）   

日本におけるオゾン層破壊の状況を把握するため，北  

海道陸別町の町立天文台を利用した総合的な成層圏モニ  

タリングとして，成層圏オゾン濃度の垂直分布，有害紫  

外線量の観測体制の整備を進めた。   

①有告紫外線モニタリング（試験モニタリング）   

成層圏オゾンの減少による有害紫外線量の増加を監視  

するため，東京・霞ヶ関の第5合同庁舎屋上において，  

プリューワ烈分光光度計などにより有害紫外線量  

（UV－B）を試験的に観測するとともに，全国規模での  

紫外線モニタリングネットワークの構築を進めた。  

ために，民間船舶（さぎんくろす丸；大阪商船三井船舶  

仙）の協力を得て，日本一オーストラリア間の定期航路  

上で洋上大気を一定間隔（緯度で約3度）で自動採取  

し，温室効果ガス濃度を観測している。   

①定期船舶を利用した北太平洋域大気一海洋間ガス交  

換収支モニタリング（長期モニタリング）   

全球的な炭素循環において重要な位置を占める北太平  

洋海域の役割を評価するために，民間船舶（スカグラン  

号；ノルウェー船籍）の協力を得て，日本一カナダ間の  

二酸化炭素の発生源／吸収源として重安な北太平洋の定  

期航路上で，大気と海水中の二酸化炭素濃度・海水の水  

質などを観測し，二酸化炭素の大気／海洋間の交換収支  

に係る基礎データを収集している。   

⑧シベリア上空における温室効果ガスに係る航空機モ  

ニタリング（試験モニタリング）   

温室効果ガスの発生源／吸収源として重要なシベリア  

地域における，湿地からのメタンの発生や森林による二  

酸化炭素の吸収などの把捉を目的として，航空機を用い  

た温室効果ガスの観測を行っている。   

ロシア連邦の中央大気観測所・凍土研究所の協力を得  

て，シベリア地域の3地点（スルダート，ヤクーツク，  

ノボシビルスク）で，チャーターした航空機を用いて大  

気を採取し，温室効果ガス膿魔の鉛直分布（－7000ml  

まで）を観測している。  

＜海洋環境に係るモニタリング＞   

⑨定期船舶を利用した粟アジア海域海祥環境モニタリ  

ング（試験モニタリング）   

人為活動による地球規模の物質綿環の掩乱を把握する  

ために．東アジア地域の縁辺海域での海洋汚濁を，生  

物・化学的指標を用いて観測している。   

現在．大阪〝別府間を航行するフェリー（さんふらわ  

ああいほり；関西汽船（棚）の協力を得て，機関室内に設  

置した海水自動計測装置と自動採水装置により，我が国  

沿海の水質を高頻度に観測している。また平成7年度末  

に廃止になった大阪一別府間航路における観測に代わ  

り，一部航路を同じくする神戸一番港間のコンテナ船  

（アリゲ一夕ホープ；大阪商船三井船帆船）により試験  

的な観測を行った。   

⑲イカを指標生物とした海洋環境モニタリング（特定  

モニタリング）   

有害化学物質による全株的な海洋汚染状況の把握を目  

＜対流圏の温室効果ガスに係るモニタリング＞   

①地上ステーションモニタリング   

人為的発生源の直接影響を受けない地点で大気中の温  

室効果ガス等の長期変化を監視するため，波照間烏（沖  

縄県）及び落石岬（北海道）に無人観測ステーションを  

設置して，大気微量成分の高精度自動観測を行ってい  

る。   

⑥定期船舶を利用した南北太平洋上大気モニタリング   

（長期モニタリング）   

温室効果ガスに関する観測データの集積が少ない西太  

平洋海域における，温室効果ガスのバックグラウンド濃  

度（人為発生源の直接影響を受けない濃皮）を観潮する  
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的に，広範囲に生息するアカイカ科のイカを指標生物と  

して，肝臓中に高濃度に蓄積された有害化学物質を分析  

し海洋生態系への影響を観測する海洋環境モニタリング  

を推進するとともにその手法・体制などについての技術  

的な検討を行っている。  

ンドステーション（平成8年度より）として調査を継続  

している。  

4．5 その他  

4．5．1組織  

（1）組織概要   

平成10年虔末現在で，地球環境研究センター長（充  

て職），総括研究管理官（1名），研究管理官（3名），  

主任研究員（1名），業務係長，観測第一係長及び観測  

第二係長の体制で業務に当たった。   

また，当センター職員のほかに，重点研究支援協力  

員，特別流動研究員，専任に準ずる併任として2名と，  

モニタリング，データベース及び総合化研究を主体的に  

実施する研究者14名を所内併任として，業務の推進を  

仁ト、′＿  

＜陸域生態系に係るモニタリング＞   

⑪リモートセンシングによるアジア地域の植生指数分  

布モニタリング（試験モニタリング）   

東アジア地域の植生および土地被御大況の変化を把握  

するため，NOAA衛星のAVHRRセンサ画像を用い  

て，植生指数モザイク画像を作成している。  

（2）衛星観測プロジェクト関連   

地球観測プラットフォーム技術衛星ADEOS（1996  

年8月打ち上げ：打ち上げ後「みどl）」と命名）に搭載  

されたILASのデータ処理運用システム（計算機システ  

ムおよびソフトウェアシステムを統合したシステム）の  

運用を継続した。1997年6月に太陽電池パドルのトラ  

ブルにより「みどり」が停止して以後は，得られた約  

8カ月分のデータ処理・解析を進め，オゾン及びオゾン  

層関連大気微量成分の高度分布が得られており，さらに  

デh夕質の向上を目指して，アルゴリズムの改訂作業を  

進めている。また，平成11年度打ち上げ予定の後継機  

ILAS－Ⅱのデータ処理運用システムの開発を進めてい  

る。  

（2）客員研究官制度   

地球環境研究センターには，研究活動推進のための客  

員研究官を置〈こととされており．平成10年7月29日  

付けをもって6人の大臣発令があり，平成11年1月22  

日付けでさらにi名の追加発令があった。   

客員研究官は地球環境研究に関する有識者としての立  

場から，地球環境研究センターの活動方針及び地球環境  

研究の総合化に射し指導，助言を行った。また，平成  

11年2月に平成10年度地球環境研究センター客員研究  

官会議を開催した。  

（3）国際協力・支援事業  

＜GEMS／Water支援事業＞   

地球環境監視システム／陸水監視計画（GEMS／Water）  

に参画し．参照研究室業務（分析精度管理のための標準  

試料作成及び内外関係機関への配布・評価等）及びナ  

ショナルセンター業務（国内観測点のデータの取りまと  

め：現在21観測点）を担当している。   

また，従来から研究所の観測研究の一環として継続調  

査されてきた摩周湖・霞ケ浦をGEMS／Watcrの観測点  

として位置づけ，摩周湖は人為的汚染源の直接的な影響  

の少ないベースラインモニタリングステーション（平成  

6年度より），霞ケ浦は水質汚濁の変化を調査するトレ  

4．5．2 所外協力活動  

（1）地球環境研究等企画委員会．地球環境研究小委員  

会，地球環境モニタリンク小委員会   

地球環境研究センターの対外的業務の一つとして，地  

球環境研究総合推進費による研究の進行管理があり，毎  

年度策定される実施要綱に基づき研究連絡会講及び研究  

推進会議を開催し，環境庁企画調整局に設けられた「地  

球環境研究等企画委員会」及びその下に設置されている  

「地球環境研究小委員会」にその結果を報告している。  

また，さらに同企画委員会の下に設置されている「地球  

環境モニタリング小委員会」においては当センターで行  

う地球環境モニタリングが審議されている。  
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5．環境研修センター  

5．1業務概要   

環境研修センターは，固及び地方公共団体等の環境行  

政担当職員等の行政的識見の向上，専門的知識，技術の  

習得及び職員相互の啓発，交流を目的とした研修を実施  

している。   

研修コースは，行政関係研修と分析関係研修等に大別  

されるが，平成10年度においては，環境をめぐる社会  

情勢の複雑多様化とそれに伴う研修ニーズに応えるべ  

く，新たに「国際環境協力専門家育成研修」を開設した  

ほか，既設の研修コースについても研修内容等の改善を  

行い．行政関係研修19コース，国際関係研修4コー  

ス，政策研究研修1コース，分析関係研修9コースを実  

施し，1，274人が研修を修了した。   

また，国際協力の一環として開発途上国における環境  

モニタリングに関する人材の養成のための，「環境モニ  

タリング（水質）研修」を実施した。平成10年度の研  

修実績は次のとおF）である。  

5．2 行政関係研修  

研 修 名  実鴇時期（日数）  研 修 内 容  修了者数（人）  

環境行政管理・監督者研究会 10．5．1ト10．5．15（5日） 環境保全型社会形動こ当たっての環境  
行政の当面の課題と展望及び住民参加  
と地方行政のあり方を中心に環境基本  
法・環境基本計画を踏まえ長期的観点  
に立って研究する。  

地域環境研傾  10．7．13－10．7．17（5El〉  地域環境管理の理念，地域環境施策の  
企画，実施手法，住民参加の役割及び  
快適環境に重点をおき実施する。  

71  

環境教育研修（行政）  10．7．Zト10．7．31（5日） 環境教育・学習の背景及び専門的理論  
の解説並びに環境教育・学習技法の実  
習を中心に実施する。   

環境教育研修（実践）  10．7．27－10．7．29（3日） 環境教育・学習の基礎的理論の解説及  
び美枝活動のあり方についての討議に  
重点をおき実施する。  

52  

22  

環境基本計画研修  10．10．5－10．10．9（5日） 環境基本法に関する法制の基礎的知識  
の理解を図るとともに，環境基本計画  
の内容及び地方公共団体等における関  
連計画の策定手法等に重点をおき実施  
する。  

70  

環境影響評価研惟（行政）   10．S．31－10．9．4（5日） 環境影響評胤こ係る制度及び手続き等  
の解説のほか，地方公共団体等におけ  
る役割に重点をおき実施する。   

環境影響評価研修（才支術）  10．8．3ト10．9．9（8日） 環境影響評価に係る調査，予測及び評  
価等の技術手法等の解説のほか，個別  
事業計画を特論として取り上げて実施  
する。  

61  

39  

自然保護研修  10．10．14－10．10．21（6日） 自性保譜をめぐる動向の把握等を通じ  
て行政的視野の拡大並びに自然保護行  
政の実務に直接役立つ自然保諸の理論  
手法等に重点をおき実施する。  

57   
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研  修  名  実施時期（日数）  修了者救（人）  研 修 内 容   

野生生物保護研憫  10．9．28－10．10．2（5日）  野生生物保護制度，狩猟の適正化，鳥  
獣の捕獲許可手続等の実務に係るもの  
のほか，鳥獣の生態，野生生物保讃の  
考え方等について解説することにより  
基礎的数養の向上に努めるとともに，  
実習として鳥類標識調査を行う。   

大気保全に関する具体的対策の解説に  
重点をおくものとし，特に有害大気汚  
染物資対策，自動車公害対策及び悪臭  
防止対策を主としてとりあげるものと  
する。   

騒音・振動に係る制度と対策等につい  
ての解説及び交通騒音・振動等に係る  
具体的対策に重点をおき実施する。   

生活排水対策，閉鎖性水城の保全，土  
壌汚染対策等の水質保全の最近の諸課  
題及び水質汚濁のメカニズム等に関す  
る解説に重点をおき実施する。   

地下水の水質保全対策や地下水循環の  
回復に関する最近の諸課題及び地盤沈  
下防止対策等に関する解説に重点をお  
き実施する。   

環境情報システム及び環境データの処  
理と活用について基礎的な解説を行う  
とともに，データ処理等の実習を実施  
する。   

監督者（係長）としての勤務．リー  
ダーシップ等についてグループ討議に  
重点をおいて実施する。   

環境行政全般について，基礎的な考え  
方と施策の概要及びこれからの展望に  
ついての解説を中心に実施する。   

環境行政全般について，基礎的な考え  
方と施策の概要及び行政実務について  
解説を中心に実施する。   

国立公開管理．希少種保護等の業務に  
必要な専門的知識の整理と応用技能向  
上のため，自然環境の把握，自然環境  
保全技術，自然保護教育等に重点をお  
き実施する。   

環境保全行政の概要及び各局の所管事  
項とその課題についての解説を行うほ  
か，地方環境情報収集の方法等につい  
て実務に直接関係する講義を中心に実  
施する。   

研修はセミナー形式を基本とし，研究  
テーマについて指導教官（環境庁聯  
貞）及び各専門分野の客員教官の指導  
を受けつつ調査研究を行う。また，イ  
ンターネットや情報検索データベース  
を利用して調査研究を効率的に実施す  
る。  

11．2．9－11．Z．17（6日）  90  人気保全研修  

10．11．16ん10．11．20（5日）  82  騒音・振動防止研修  

10．6．3－10．6．10（6日）  112  水賀保全研修  

10．10．26－10．10．30（5日）  38  地‾F水・地盤環境保全研修  

30  11．1．19～11．1．28（8日）  環境情報研修  

11．2．22－11．2．26（5日）  13  環境庁職員研修（係長級）  

16  環境庁新採用職員研幡（Ⅰ種）  10．4．2～10．4．6  

10．4．13～10．4．17（8日）  

10．4．6－10．4．10（5日）  13  環境庁新採用職員研旭 川・  
肛桂）  

10．12．7－10．12．11（5日）  40  国立公園管理官等研帽  

地方環境調査官等初任者研修  川 4．20～1D．4．23（4Eり  10   

10．9．7～10．11．27（56日）  課題研究型研修  
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5．3 国際関係研修  

修了者数（人）  研  修  名  実施時期（日数）  研 修 内 容  

10．6．23－10．7．2（8日） 地球温暖化 酸l生雨等の地球環境問題  
に閲しメカニズム等の科学的知見，国  
内外の取組の動向，防止対策技術な  
ど，地域における対策の立案に必要尤  
知見の解説に重点をおき実施する。   

10．10．26～10．10．30（5日） 開発途上国の環境問題などに関する基  
礎的な解説と，開発途上国等からの研  
修員の受入れのプログラム作り，研修  
実施上の留意点等の実務面に重点をお  
き実施する。  

地球環境保全研修  

13  海外研修員指導者研修  

国際環境協力入門研修  
（第1回）  
（第2回）  

国際環境協力の理解を図るため，地球  
環境問題，途上国の環境問題，環境協  
力の概要及び事例など国際環境協力に  
関する基礎的な知見の解説に重点をお  
き実施する。  

10．5．25－10．5．29（5日）  
11．2．1－11．2．5（5日）  

国際環境協力専門家育成研修 10．9．8～10．9．25（12日） 国際環堵協ゾ」に従事する人材育成の一  
環として，途上国における環境問題の  
動向，環境協力の理念及び具体的な手  
法に対する理解を深めるための講義に  
重点をおくとともに，プレゼンテー  
ション技法等の習得を図る。  

5，4 分析関係研修  

研  修  名  実施時期（日数）  研 修 内 容  修了者数（人）  

憐器分析研修  11－1．19－11．2．4（13日） 大気及び水質の分析測定において汎用  
される度合いの大きい梅吉宗を用いる測  
定法について，基礎的な技法の習得に  
重点をおき実施する。   

10．5．19－10．5．28（8日） 環境モニタリングに必要な知識及び分  
析，測定技術と評価技法皆の習得のた  

め，実習に重点をおいて実施する。   

ユ0．12．2－10．12．18（13日） 有害大気汚染物質及び悪臭成分の測完  
法について，公売億及び嚢近の応用測  
定桔法等の習得のため，実習に充点を  
おいて実施する。   

10．6．16hlO．7．2（13日） 公売法に基づいた測定技法及び最近普  
及の著しい機器測完滋の習得のため，  
実習に重点をおいて実施する。また，  
規制が強化された水質環境項目（農  
薬）の測定法を取り上げる。   

11．2．22－11．2．26（5日） 嗅覚測定法について取り上げ．オペ  
レークとして必要とされる技法の習得  
に重点をおいて実施する。  

環境分析測定研修  27  

大気分析研修  32  

水質分析研修  42   

臭気分析研修  

特売機綜分析研修Ⅰ  
（第1回）  

（第2回）  

10．11，9”10－1l．13（5日）  
‖．2．22－11．2．26（5日）  

環境分析において必要とされる専門的  
機器の測定方法及び操作技法の習得の  
ため，GC八ISの革新の手法による機  
器潮完詣に重点をおいて実施する。  
①二重収束型 受）四玉楼型  
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研  修  名  実施時期（日数）  研 修 内 容  修了者致（人）  

特定機器分析研修m  10．7．13－10．7．17（5日） 環境分析において必要とされる専門的  
機器の測定方法及び操作技法の習得の  
ため，電子顕微鏡の最新の手法による  
機器測定法に重点をおいて実施する。  

課題分析研修  
①付着藻類  
②プランクトン  
③河川の底生動物  
④アオコ形成藻類  

短期の専門コースとして設ける。内容  
は地域的及び今日的にこ⊥ズの高い項  
目を順次取り上げることとし，10年  
度は次のものとする。  
①付着藻類を用いた水質評価技法  
②プランクトンの検索法  
③底生動物を用いた水域環境渕完法  
④アオコ形成藻類のモニタリング技法  

10．7．27－10．7．31（5日）  
10．11．9－10．11．13（5日）  
10．4．20－10．4．24（5日）  
10．5．25－10．5．29（5日）  

9  

16  

13  

16  

特別分析研修  
（第1回）   

（第2恒り  

長期の専門コースとして設ける。研修  
カリキュラムについては，受講者の希  
望にそった内容となるよう配慮する。  

10．8．31－10．9．11  
10．10．19－10．10．30（20日）  
11．2．15－11．3．12（20日）  

研修修了者計  1，274  

5．5 その他の研修  

研  修  名  実施時期（日数）  研 修 対 象 者  修了者数（人）  

10．4．ト11．3．31（1年間） 都道府県，政令市等において環境関連  
業務を担当している職員で，その経験  
が2年以上の者  

環境行政実務研修  

環境モニタリング（水質）研修 11．9．21－11．11．5（32日） 開発途上国において水質環境保全を担  
当する中堅管理技術者  
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6．研究施設・設備  

6．1運営体制   

本研究所の大型施設等の運営については，大型施設等  

運営委員会において管理・道営に係る基本的事項を審議  

し，研究部門の主体運営部署を中心とした各施設運営連  

絡会と施設課が連携して，専門業者を活用しつつ行って  

いる。  

行う。3階には，粒子状汚染質および酸性・酸化性物質  

の生成，拡散，消滅の諸過程を研究するエアロゾルチャ  

ンバー装置が設置されている。   

平成10年度は，地球環項研究および経常研究等が行  

われた。  

6．2．4 大気共同実験棟（大気フリースペース）   

本施設は，室内実験，フィールド調査などに使用され  

る各種計測器の校正試験，および既設の各施設では対応  

できない大気関係の研究のために，その必要性に応じ一  

定期間の使用に供することを目的とした施設で，各種の  

機器の校正に利用された。また，対i売国および成層圏の  

オゾン濃度分布の測定を行い，オゾン濃度の変動現象の  

解明および長期的な変化を研究するオゾンレーザーレー  

ダーが設置されている。  

6．2 大型研究施設  

6．2．1大気化学実験棟（光化学チャンバー）   

本施設は，大気中の一次汚染物質が光化学的に二次汚  

染物質に変質するメカニズムを実験的に研究し，都市域  

における光化学スモッグ，対流圏バックグラウンド・成  

層圏等の大気光化学反応を解明することを主目的として  

いる。そのための大型実験装置として光化学チャンバー  

が設置されている。   

平成10年度は，地球環境研究および経常研究等が行  

われた。  「オゾンレーザーレーダー」   

オゾン観測室に設置されているオゾンレーザーレー  

ダーは3台のレーザーと口径100cmおよぴ56cmの2  

台の望遠鏡を備えており．高度45knlまでのオゾンの  

高度分布を高い精度で観測することができる。   

平成10年度は，地球環境研究および経常研究等が行  

われるとともに，地球環境研究センターによる成層圏モ  

ニタリングが行われた。  

6．2．2 大気拡散実験棟（風洞）   

本施設は，工場ヤ自動車から排出される大気汚染の移  

流，拡散現象をできるだけ現実に即してシミュレートす  

るための施設である。本施設は従来の流体力学用風洞の  

仕様条件に加えて．温度，速度成層装置，加熱冷却床パ  

ネルを備えている点に特徴がある。これらの組み合わせ  

により種々の気象条件が再現でき，移流，拡散に最も重  

要なパラメータである大気の安定度を調節して自然大気  

と相似の条件で大気汚染をシミュレートすることが可能  

である。そのための大型施設として大型・中型の風洞が  

設置されている。   

平成10年度は，特別研究，地球環境研究および経常  

研究等が行われた。  

6．2．5 大気モニター標   

本施設は，大気質の自動測完装置等の精度や安定性の  

チェックあるいは相互比較，さらに妨害因子の検討など  

を行うための施設である。本施設には，国設大気測定所  

などで実際に使用されている機器を中心として7種類の  

自動測定器（NO▲，SO2，03，非メタン．SPM．ガス状  

Hg，酸性雨化学成分に関する各測定機器）が設置され  

ている。機器の性能を維持するために，専門技術者が精  

度管理を厳しく行っている。また，所内外の研究者に対  

して，気象安素（風向，凧風 雨屋，気圧，日射量，紫  

外線放射量，地表温度）ヤ大気質の測定結果の公開など  

も行っている。   

平成10年度は，半年以上にわたる長期テストを必要  

6．2．3 大気汚染質実験様（エアロドーム）   

本施設は，環境大気の遠隔計測並びに粒子状大気汚染  

質の大気中の挙動を研究する施設である。重上部（7・  

8階）に設置されている大型レーザーレーダーは大気汚  

染質の空間分布を短時間に広範圃にわたって観測するた  

めの装置で，コンピュータによって操作，データ処理を  
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とする研究課題を含み5研究課題の利用申込みがあった  

ほか，データの閲覧申込みも15件あった。  

行う海洋マイクロコズム，地下水汚染研究のための諸モ  

デル測定装置，物質循環速度・経路を解明するための安  

定同位体比質量分析計と前処理装置が設置されている。   

平成10年度は，地球環境研究，原子力利用研究．重  

点共同研究，経常研究が行われた。  

6．2．6 ラジオアイソトープ実験棟（Rl棟）   

本施設は，放射性同位元素を利用することにより環境  

中の汚染物質の挙動や，生態系への影響，物質循環の解  

明，生物を用いた汚染物質の除去技術の開発等を行って  

いる。   

科学才支術庁より使用承認を受けている核種は23核種  

である。平成10年度には放射線業務従事者は磯貝．客  

員．共同研究員，研究生合わせて35人であった。平成  

9年度には本施設を利用して特別研究4課邁，地球環境  

研究総合推進費による研究5課題，開発途上国環境技術  

共同研究1課題，原子力利用研究5課題．奨励研究1課  

題，文部省科学研究費補助金による研究1課題，軽骨研  

究10課題が行われた。  

6．2．9 土壌環境実験棟（ペドトロン）   

本施設は，土壌・底質環境の保全並びに汚染土填の浄  

化に関する研究を行うことを目的とした施設であり，環  

境制御‾Fで土壌一植物系における汚染物質の挙動を調べ  

るための地温制御大型ライシメーター，グロースチャン  

バー，地温制御チャンバー，化学物質研究のための実験  

室などの装置が設置されている。   

平成10年度は．本施設を利用して，特別研究，地球  

環境研究．経常研究などが実施された。  

6，2．10 動物実験棟（ズートロン）   

本施設は，環境汚染物暫が人の健康に及ぼす影響を，  

BiomedialSeienceの立場から，動物を用いて実験的に  

研究することを目的とした研究施設である。   

本施設を使用して実施された平成10年度の試験研究  

は．特別研究（①超低周波電磁界による健康リスク評価  

②環境中の「ホルモン様化学物質」の生殖・発生影響  

③環境中の化学物質総リスク評価のための毒性試験系の  

開発に関する研究）の3課題と開発途上国関係（開発途  

上国における石炭燃焼に伴う大気汚染による健康影響と  

疾病予防に関する研究）1課題，奨励研究Bl課題，さ  

らに経常研究ユ9課題であった。これらの内容として，  

大気汚染物質，重金属およびその他の環境汚染物質の生  

体影響の解明に関する基礎的研究・リスク評価研究に加  

えて，地球規模の環境変化としての地球温暖化やオゾン  

層の破壊に伴う紫外線の健腑影響に関する研究が含まれ  

ている。  

6．2．7 水生生物実験棟（アクアトロン）   

本施設は，水界における汚濁物質の挙動および影響を  

生態学，微生物学，水質工学等の見地から解明すること  

を目的とした施設である。大型施設として，アオコ等の  

微生物の挙動および水質改善効果等を研究する目的で淡  

水マイクロコズム装置が設置され，微量の重金属，農薬  

等の汚染物質が．どのように魚類や甲殻類等の水生生物  

に影響するかを研究する目的で毒性試験装置が設置され  

ている。   

また，水生生物の飼育培養および系統保存のための設  

備が設置されている。屋外には自然条件下における生態  

系の遼移現象や水質変化に伴う生態系としての反応を．  

生物群集の面から解析するための実験施設として生物生  

態実験地が設けられている。   

平成10年度に供試された実験水生生物は．グッ  

ピー，メダカ，クマミジンコ，オオミジンコ，ヌカエビ  

等を中心におよそ50種・系統に及んだ。   

平成10年度は，特別研究，地球環境研究および経常  

研究等が行われた。  

「生体用NMR装置」   

本装置はヒトや実験動物を生きた状態でNMR計測を  

行い，その代謝機能ヤ体内イメージを解析する装置であ  

る。経常研究，科学研究費補助金による研究などに使用  

された。  

6．2．8 水理実験棟   

本施設は，水土壌国の水理現象と水質に関与する物  

理・化学・生物学的な諸現象を実験的に解明することを  

巨川勺とした施設であり，海洋への炭酸ガス吸収とその循  

環機構の解明を目的として海産藻類の無菌的純粋培養を  

6．2．11植物実験棟（ファイトトロン）   

本施設は，地球環境問題や自然保護などに関連して，  
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植物および陸上生態系に及ほす性々の環境ストレスの影  

響について，制御された環境下で研究をすることを目的  

とした試験研究施設である。ニのために，植物群落を対  

象とした自然環境シミュレータを始めとして．クリーン  

実験室・培養室等からなるバイオテクノロジー施設，  

軽々の型式・性能の環境調節装置が植物実験棟Ⅰ及び］  

に設置されている。また，砂漠化や熱帯林の研究のため  

の低温低湿，高温高温の設完のできるグロ′スチャン  

バーも設置されている。   

平岐10年度は本施設を利用して，地球環境研究．特  

別研究．科学技術振興調整費による研究，経常研究など  

が実施された。  

システムを活用したデータ解析を行っている。都市環境  

影響評価研究チームは人を対象とした生理実験室を利用  

した騒音，超低周波電磁場等の環境ストレスの健康影響  

に関する研究を実施するとともに，各軽疫学調査の準  

備・解析に利用している。  

6．2．14 環境遺伝子工学実験棟   

本施設は，組視えDNA技術を環境保全に利用するた  

めの手法の開発や，遺伝子を組換えた生物の環境中での  

挙動や生態系への影響を解明するための基礎的知見を収  

集することを目的とした施設である。   

平成10年度に承認された本研究所における組換え  

DNA実験は27課題，登録された組換えDNA実験従事  

者は103人であり，従事者数は前年度より増加した。遺  

伝子組換えによる環境ストレス耐性の植物の作成．組換  

え微生物の水中及び土壌中での挙動の解明，動物遺伝子  

のクローニングなどの実験が本施設内で実施された。   

また，管理区域外の分析機器室にはペプチドシークエ  

ンサーやDNAシークエンサー等の分析機器が設置され  

ており，極めて活発に使用された。  

6．2．12 微生物系統保存模   

本施設は，微生物が関与する環境汚染・環境浄化の研  

究を推進させるために必要な環境微生物培養棟を収集，  

確保して系統的に保存すること及び研究者の宴諸に応じ  

て保存株を株データとともに提供することを目的とした  
施設である。   

平成10年度の保有株の分譲は，赤潮・水の輩形成藻  

類，汚染指標藻類，AGP供試藻類，有毒藻類，炭酸カ  

ルシウムの鱗片を有する藻類等多種にわたり，水環境保  

全研究および地球環境保全研究に利用された。   

平成10年俊は．寄託株30種を含めた微細漢類と原生  

動物870株について，それらの種名，履歴（産地，採集  

者．分離者，採集月日等）．株の状態（無軋 単複等），  

培地，培養条件等をパーソナルコンピュータで整理し  

た。本施設の保存株を利用して実施された試験研究は，  

特別研究5課題，経常研究12課題．地球環境研究総  

合推進費2課題，科学技術振興調整費5課題であった。  

6．2．15 共通機器   

本研究所では，大型で高価な分析機器等を共通機器と  

して管理・運営し，広く研究者が利用できるようになっ  

ている。現在，共通機器として登録されている機器は，  

表6．1のとおりである。どの機器も性能を維持するため  

に専門技術者による維持管理業塞が行われている。その  

中でも，①ガスクロマトグラフ質量分析装置 ②走査型  

電子顕微儲 ③透過型電子踵微錠 ④70ラズマ発光分光  

分析装置（2機種） ①核磁気共時装置⑥元素分析計  

は，特に分析希望が多い装置である。分析希望試料も難  

度の高い前処理や分析技術を必要とするものが多いた  

め．ニの7装置については，専門技術者による依締分析  

業務を行っている。   

平成10年度に依頼分析を行った研究テーマは．約30  

課題，約10．000検体の分析希望があった。このように  

して，所内約4割の研究者が共通機器を毎年利用してお  

り，環境にかかわる分野の応用研究や基礎研究に役立つ  

データを掟供している。   

なお，平成10年度に1CP質量分析計が新たに導入さ  

れた。   

6．2．13 騒音・保健研究棟   

本施設は，環境国子の人体への影響に関して，人を対  

象として研究することを巨＝約とした施設である。本施設  

を利用し，主として，環境健腑部・病態機構研究室およ  

び環境疫学朝究室．地域環境研究グループ・都市環境影  

響評価研究チームが以下の研究を実施している。病態機  

構研究室は環境汚染物質の毒性発現機構に関する実験的  

研究，および健靡影響のモニタリング手法の開発に関す  

る基碇的研究を，環境度学研究室は各種疫学調査の準備  

並びに現地調査の実施，調査試料の分帆 収集嚢料の整  

理とデ【夕べースの作軋 を行うとともに，各種計算機  
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表6．1共通機器一覧表  

機  器  名  通 称  型  式  導入年  

GC／トIS  JHS－700  

SEM  5800LV  

TEM  JEH－2000FX  

ICP－JA  ICP－750  

ICP－TIS  61E  

NMR  JNH－A500  

ESCA  ESCA上AB5  

ESR  JES－FE－3Ⅹ  

RAA  HITACHIr835  

CHN  EA 1108 

CELL SORTER FACSCaliber  

XRF  VF－320F  

GFAA  5100（PJ．）  

UMSP－80  

FT一IR  FT／IR－500  

GC－AEt）  5921A  

MIP／†IS  fL6000  

P＆T／GC／HS AUTO MASS50  

EP  

TCS4D  

R川T－Ultima＋  

MAT252  

DELTAPlus  

XGT  XGT2000V  

ICFJMS  HP4500  

平成6年  

平成8年  

昭和63年  

平成4年  

平成8年  

平成6年  

昭和54年  

昭和55年  

昭和55年  

平成8年  

平成7年  

昭和63年  

昭和63年  

昭和63年  

平成7年  

平成7年  

平成8年  

平成8年  

平成8年  

平成8年  

平成9年  

平成9年  

平成9年  

平成10年  

平成11年  

（l）ガスクロマトグラフ質毘分析装置  

（2）走査型電子顕微鏡  

（3）透過型電子瞞微鏡  

（4）プラズマ発光分光分析装恩  

（5）プラズマ発光分光分析装置  

（6）核磁気共鳴装題  

（7）X線光電子分光装置  

（8）電子スピン共鳴装置  

（9）高速アミノ酸分析計  

（10）元素分析計  

（11）全自動細胞解析分離装置  

（12）蛍光X線分析装置  

（13）原子吸光光度計  

（14）顕微分光分析装置  

（15）フーリエ変換赤外分光光度計  

（16）AED検出器付ガスクロマトグラフィー  

（17）MIP質還分析装置  

（18）ハ○ヅ＆トラッ㍗がスグロマけ－ラフ質良分析装置  

（19）自動二次元電気泳動装置  

（20）共焦点レーサー蛍光顕微銃  

（21）X線［副斤装置  

（22）高精度安定同位体比測定用質立分析システム  

（23）トレーサー実験用安竃同位体比質良分析システム  

（24）X線分析弧微粒  

（25）ICP質屋分析計  

また，演算処理を超高速に行うベクトル計算機本体を  

中心としてフロントエンドシステムや地球環境研究で  

は，計算結果を可視化することが現象解明，影響評価及  

び予測を行う上で重安な役割を果たすため，計算結果を  

適切に表示するグラフィックスサブシステム，さらに，  

科学技術計算の多くの数値シミュレーションについて  

は．計算アルゴリズム（算法）及びプログラムに適した  

スカラー計算サーバも導入した。   

このほか，基礎データ，共用データ及び計算結果等の  

大量のデータを格納する大容量磁気ディスク装置，各構  

成要素を構成するコンピュータが扱うファイル（データ  

等）の高速バックアップ及びマイグレーションが可能な  

大容量磁気テープ装置を備えたファイルサブシステム，   

6，2．16 情報関連施設  

（l）コンピュータシステム   

平成9年3月に行われたシステム更改では，計算需要  

の増大及び処理形態の多様化に対処するため，大型電子  

計算機システムとスーパーコンピュータシステムを統合  

したシステムとしてとらえ，比較的大規模のスーパーコ  

ンピュータシステムを中核に，複数の各種サブシステム  

を加えた分散型のシステムを導入した。   

本システムは，オペレーティングシステム（OS）と  

してUNlX系OSに統一されるとともに，地球項境問題  

を扱う大規模なFORTRANプログラムを効率よく作  

成・実行するための多様な機能を持つFORTRANコン  

パイラ及び各種支援ツールを備えている。  
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並びにデータベースサーバ（統計解析システムソフト  

ウェアを含む。），当研究所の情報を所内外へ発信する  

WWWサーバ．イントラネットサーバ等から構成され  

ている。   

さらに平成10年度は，補正予算により，大容量超高  

速磁気ディスク装置（約500GB．3台）を含むグロー  

バル・ファイル・システム（GFS）を導入し，高速かつ  

効率的なデータの入出力が可能な運用環境を構築した。  

6．2．17 実験は場   

本施設は．植物および土壌生態系の環境保全機能に関  

する野外実験や所内の各生物環境調節施設で得られた研  

究成果を野外条件下での応用試験，並びに実験植物の系  

統保存，供給を行うことを目的とした生物系野外実験施  

設である。施設は，所内にある構内実験ほ場と当研究所  

の西方約4kmに所在する別団地実験ほ場（つくば市八  

幡台3）の2施設より構成される。   

平成10年度には．特別研究，地球環境研究総合推進  

費による研究などによる野外実験が実施された。また，  

熱帯の樹木類や砂漠植物などの実験植物を系統保存する  

とともに．それらを植物実験棟などで実施される研究に  

供給した。  

（2）国立環境研究所ネットワーク   

本システムは，研究所内に相当台数導入されているコ  

ンピュータ資源を相互接続することにより，これらの資  

源の有効利活用を剛J，併せて国外を含む所外のネット  

ワークに接続されたコンピュータとの間で電子メールの  

授受等を行うことを目的として，スーパーコンピュータ  

システムの新規導入に伴い，FDDIを基幹ネットワーク  

として，平成3年度に構築されたものである。   

その後，平成7年度に，研究本館Ⅲの増設に伴い，新  

たに2つのFDDIサブネットを構築するため，ATMス  

イッチを導入し，既設のFDDl基幹ネットワーク等を統  

合した。また．平成7年度末には，ネットワークの強化  

に係る基盤整備の一環として，本館及び実験棟の間に光  

ファイバケーブルを敷設するほか，研究室等にソイス  

テッドペアケーブル（UTP，カテゴリ5）の配線及び  

情報コンセントの取り付けを行っている。   

平成8年度には，新コンピュータシステムの処理能力  

の向上及びデータ格納領域の拡充に合わせ，特に大容量  

データの高速伝送に適したIPスイッチ（2台）及びIP  

スイッチ・ゲートウェイ（11台）を導入し，既設FDDI  

基幹ネットワークのイーサーネットセグメントをこれら  

のゲートウェイに収容するほか，同ゲートウェイに情報  

コンセント配線を接続するなど，LAN構成の変更を  

行った。なお，一般の利用者においても，これらの情報  

コンセントを使用し．より高連なネットワーク（100  

BASEノrX）の利用が可能となった。   

平成10年度は，lPスイッチ・ゲートウェイの無停電  

電源装置を導入し，安定稼働を実現するとともに，ネッ  

トワーク整備・強化の一環として，高速化未対応の研究  

室等にUTPの配線のほか，一部情報コンセントの増設  

を行った。  

6．2．18 国ケ涌臨湖実験施設   

霞ケ浦臨湖実験施設は卒研究所の研究者の共同利用施  

設として利用されている。日本の中でも水質汚濁の進行  

している霞ケ浦の湖畔に位置するところから，霞ヶ浦を  

対象とした調査や，霞ケ浦の湖水や生物を利用した各種  

の実験研究を行うことにより，湖の汚濁機構の解明，汚  

濁した湖の水質回復に関する研究，湖の生態等や物質循  

環などを明らかにすることを目的として研究が行われて  

いる。   

平成10年度は，特別研究「湖沼において増大する難  

分解性有機物の発生原因と影響評凧こ関する研究」，開  

発途上国環境技術共同研究，「開発途上国における自然  

利用強化型適正水質改善技術の共同開発に関する研  

究」，「富栄養湖沼群の生物群集の変化と生態系管理に関  

する研究」．地球環境モニタリ ング経費による  

GEMS／Water支援事業で「霞ケ浦トレンドモニタ1）ン  

グ」．科学技術振興調整費による「市民参加による流域  

管理システムの活用と改善効果に関する研究」，「霞ケ浦  

における南米産ペヘレイの侵入による湖内生態系掩乱に  

関する研究」．文部省科学研究費「DOC分画手法を用い  

た清存有機物のトリハロメタン生成能評価」，経常研究  

「霞ヶ浦の生物部原保護に果たす役割に関する研究」  

等，総合研究グループおよび基盤研究部で多くの研究  

テーマが施設を利用して行われた。  

6．2．19 奥日光環境観測所   

本施設は，森林生態系に及ぼす環境汚染の影響および  

環境汚染に対する非汚染地でのバックグラウンド値を長  
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期にわたって観測することを目的とした実験・観測施設  

である。   

施設は．日光国立公園内の栃木県日光市奥巳光に所在  

し．観測所と管理棟の2施設により構成されている。   

平成10年度は，生物圏環境部と地球環境研究グルー  

プ0において下記の研究テーマについて実施された。   

干潟・湿地等の保全に資する知見を得ることを目的と  

した重点国際共同研究の一部を戦場ケ原で実施した。湿  

地生態系の参照基準地として戦場ヶ原の2カ所から土  

壌・植物・間隙水を採取し，管理棟でサンプル処理及び  

インキュベーション実験を行った。湿地生態系の持つ栄  

蕃塩保持機能等のパラメータを収集できた。   

酸性雨関連課題としては森林被害地におけるオゾン濃  

度との比較のため，本観測所で測定したオゾン濃度を解  

析し，過酸化水繋，有機過酸化物を測定して森林被害に  

関する大気汚染のかかわりに関する知見を得た。  

（2）地球環境モニタリングステーション一斉石岬   

本施設は，波照間ステーションに続く第二のステー  

ションとして根室半島の付け根にある落石岬の先端部  

（海抜50m）に建設された。   

本施設は，50mの観測塔上で大気を採取して．波照  

間ステーションと同様に温室効果ガス・指標性ガス・気  

象要素を1995年秋より観測している。  

1998年度には，観測を継続するとともに，乗アジア  

酸性雨モニタリングネットワークの観測拠点としての可  

能性について検討した。  

6．2．21黒鳥NOAA受信施設   

本施設は，米国の地球観測衛星NOAAから送られて  

くる観測データを受信，処理するためのシステムであ  

る。平成5年度の補正予算により日本国内に2セットの  

設置が認められ，一方を沖縄県人韮山郡黒鳥の（財）海中  

公園センター八重山研究所内に，他方を茨城県つくば市  

の本研究所内に設置することとなった。平成7年1月よ  

り黒鳥受信施設が，平成7年9月よりつ〈ば受信施設が  

稼働を開始した。   

NOAAは高度約850kmで地球を南北に周回する人工  

衛星で，搭載されたリモートセンサーAVHRRからは  

約2700kmという広い幅（範囲）を，地上での分解能1  

km（地上1km四方が一点）で，毎日2回観測すること  

ができる。AVHRRは．地上で反射された太陽光や地表  

表6．2 地上モニタリングステーションの観測項目  

6．2．20 地球環境モニタリングステーション   

地球環境変化を監視する一環として，人為的な発生源  

の直接影響を受けることが少ない沖縄県竹富町波照間島  

と北海道根室市落石岬に無人の自動観測ステーションを  

設置して，大気中の温室効果ガス等を高橋痩自動測定  

し，ベースライン大気（大気汚染の影響をほとんど無視  

できる十分に清浄な空気）の長期的変化を観測すること  

としている。   

各ステーションの観測項目は表6．2のとおりである。  

観測項目   波照閃ステけション  落石岬ステーション   

二酸化炭素（COz）   ◎   ◎   

メタン（CH，）   ◎   ◎   

一酸化二窒素（N20）   ◎   ○   

オゾン（0㌻t）   ◎   ◎   

ラドン（Rn）   ⑳   ◎   

フロンガス（CFCs）   ＊  

エアロゾル   ◎   ◎   
炭素粒子   ◎  
一一酸化炭素／水嘉   ◎  

窒素酸化物（NOx）   ◎   ◎   

硫黄酸化物（SOメ）  ◎   
気象要素   ◎   ◎   

（1）地球環境モニタリンクステーション一波照間   

本施設は，沖縄県八重山郡竹富町にあi），西表島の南  

方約20kmの有人島としては日本最南端である波照間  

島の東端に所在している。   

本施設では，ベースライン大気中の温室効果ガ、スなど  

の長期的な変化を観測するために、39111の観測塔上で  

大気を採取して，温室効果ガスのほか，探気する気団の  

起源を推定するための指標因子として，オゾン・粒子状  

物質・ラドン・気象窒素などを1993年秋より観測して  

いる。  

1998年度には，制御・記録用パソコンの全面更新，  

情報通信ネットワークの整備，及び自家発電設備の導入  

を実施した。  

◎：すでに観測を開始した耳＝］  

○：将来細則を予託している項目  

＊∴隼4回のボトルサンプリング  

－256 一   



面から放射される熱赤外線などの電磁波（光と熱）を検  

知して画條化し，この電磁波信号を解析することによ  

り，地上の植生分布や海面の水温分布，また雲の分布に  

関する情報を得ることができる。広い範囲を高塀度で観  

測できるというAVHRRの特赦は熱帯林の減少や砂漠  

化など地球的規模で進行しつつある環境の変化を正確に  

とらえるうえで非常に有効な手段となる。   

黒島，つくばの両受信局でカムチャッカ半島からマ  

レー半島までの東アジア地域をカバーしており．現在  

NOAA12号，14号および15号の3つの衛星からこの  

範囲の画像を毎日20シーン程度受信処理している。平  

成10年度は，これらの画像をもとに束アジア衛星モザ  

イク画像の作成，地表面の植生指数分布図，相生生産量  

分布図を作成するためのプログラム開発を行った。  

11）レーザーラマン分光分析装置（RA九′IAN）  

（2）主要設備  

1）クリーンルーム  

2）純水製造装置  

6．2．23 研究本館Ⅰ（共同利用棟及び共同研究棟）  

（1）人間環境評価実験施設（ELMES：Evaluation   

LaboratoryofMan－EnvironmentalSystems）  

及び環境総合評価のための情報システム   

（SAPIENS：SystemsAnalysis and Plannjng   

in lntelligent Environmental lnformation 

System）   

ELMESは環境評価にかかわる人間集団の反応測発  

や，意志決完プロセスにおける情報伝達効果の有効性の  

確認等，環境と人間行動に関する英験を行うための施設  

であり，中会議室と兼用の一集団実験室，ゲーミングシ  

ミュレーションのための多発団英験室および情報伝達に  

用いるオーディオ・ビジュアル機器，実験制御装置  

（サーバー，ワークステーション）等から構成されている。   

SAPIENSはEI．MESでの環境情報提示や，地域環境  

情報システムの開発研究を進めるためのコンピュータお  

よび画像処理・表示システムと環境データベースよりな  

る。  

6．2．22 研究本館Ⅰ（計測棟）   

環境中の有害物質を高感度，高選択的に検出したり，  

環境試料中での有害物質の分布を局所分析などにより調  

べること，あるいは，地球温暖化の現象解明や汚染物質  

の起源解明などのための元素（炭素，鉛など）の同位体  

比を精密に測定することは，環境汚染の状況を把握し汚  

染機構を解明したり，環境リスク評価を行う上で重要か  

つ基本的なことである。研究本館Ⅰ（計測棟）は，この  

ような分析・測定を行うための装置（高度な分析機器な  

ど）およびそれらを有効に使用するための施設（クリー  

ンルームなど）を維持・管理し，必要に応じて高精度の  

測定データを提供している。また，一部の機器について  

は，新しい分析法を研究・開発するための装置としても  

利用されている。  

（2）試料庫   

環境試料の長期保存並びに試料の保存性に関する研究  

のために設立されたものであり，低温室，ディープフ  

リーザー室，恒温室．試料準備室，記録室から成り立っ  

ている。低温室は－20℃の3低温重からなり，大量の試  

料の保存が可能である。ディープフリーザー室には3基  

の超低温槽と3台の液体窒素ジャーを設置し，超低温保  

存（－85℃，－110℃，■－196℃）の必要な少量の試料の  

保存が可能である。＋4℃，十20℃の恒温室は，それぞ  

れ凍結しない方法による保存に用いる。保存する試料の  

前処理は試料準備室で行い，記録室には各室の温度が  

表示記録されるとともに．保有試料の情報が記録され  

ている。   

平成8年度からは，研究所の試料に加え，環境庁化学  

物質モニタリング試料のうち昭和59年度～平成4年度  

分が追加搬入され，長期保存を開始した。   

（1）主要機器  

1）高速液体クロマトグラフ質量分析装置（LC／MS）  

2）誘各結合プラズマ質量分析装置（ICP－MS）  

3）二次イオン質量分析装置（SIれ′IS）  

4）高分解能質量分析装置（HRMS）  

5）ガスクロマトグラフ質量分析装置（CC几侶）  

6）原子吸光光蔭計（AAS）  

7）表面電縦型質量分析装置（lDMS）  

8）大気圧イオン化質量分析装置（API／MS）  

9）ガスクロマトグラフ四重極質量分析装置（GC／  

QMS）  

10）Ⅹ線回析装置（ⅩRD）  
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6．2．24 研究本館m  

（1）大型質量分析施設  

「フーリエ変換質宜分析装置（FT－MS）」   

本装置は， フーリエ変換方式によるイオンサイクロト  

ロン共鳴を用いた質量分析装置で，イオントラップは3  

テスラの超伝導マグネットを用いている。測定できる質  

量範囲は12－16，000amuで，分解能はnl／z＝131で10G  

以上の高精度・高分解能の質量分析装置である。イオン  

源はEI，CIレーザーイオン化が使用可能であり，また  

FT－MS本体のアナライザセル側にイオン加速レンズ系  

を介して接続されている外部イオン化室を有する。   

以上の機能を有した本装置は，質量数の大きいクラス  

ターの測定，同位体の測定，ラジかレの反応測定，イオ  

ン反応の測定の研究に用いられる。   

平成10年度は，酸素原子とアルキル塑ラジカルとの  

反応速度・機構の研究を行った。  

クシステムの設置など，様々な工夫が凝らされた施設に  

なっている。   

平成10年度は，科学技術振興調腰費「バイかレ漸の  

湖底泥を用いる長期環境変動の解明に関する国際共同研  

究」や国立機関原子力試験研究費「GC－AMS：加速器  

による生体中，環境中微量成分の超高感度追跡手法の開  

発」等の研究課題に基づき，炭素14やべリリウム10，  

アルミニウム26の測定を継続した。また，1月には科  

学技術庁，JISTEC の支援をうけて“International  

Workshop on Frontiers in Accelerator Mass 

Speetrometry”を開催し．国内外の関連研究者との交  

流を深めた。  

（2）化学物質管理区域   

本施設は強い有害性を有するダイオキシン類などの特  

殊有害物質の分析，毒性評価を行うための実験施設であ  

る。   

安全な実験環境の確保，かつ区域外への有害物質の漏  

出を防ぐため，．管理区域内の気圧を大気圧より低くし，  

実験用ドラフトや空調の排気口に焼却可能な活性炭フィ  

ルター等を設置してガス状，粒子状の有害物質が漏れ出  

ることを抑える工夫がなされている。実験排水も，活性  

炭処理されたあと，さらに研究所全体の化学排水処理施  

設で処理される二重構造になっている。   

さらに区域内で出る実験廃棄物，廃液，使用済み排気  

フィルターは，すべて区域内で処理して外部に持ち出さ  

ないよう区域内に焼却炉を設置している。   

また区域内利用者は登録制でカードキーで出入を記録  

している。   

実験室としてはGC／≠IS室，試料調整室，微生物実験  

室，物性実験室，低温室，水生生物実験室，細胞英験  

室．毒性実験室，動物飼育室，マイクロコズム，高温分  

解室がある。   

平成10年度は，特別研究「環境中のFホルモン様化  

学物質』生殖・発生影響に関する研究」及び地公研の共  

同研究「環境中のダイオキシン類の分析法に関する研  

究」を中心に研究が進められた。  

「タンデム質量分析装置（タンデムMS）」   

本装置は，分解能65，000の二重収束型質量分析計  

（MS）を2台直列に組み合わせたもので，通常の高分  

解能質量分析に加え，第一MSで分離・選択されたイオ  

ンをさらに第二MSで質量分析することによって，正確  

かつ詳細な化学構造情報を調べることができる。   

平成10年度は，エレクトロスプレーイオン化法，大  

気圧化学イオン化法等の溶液導入法と組み合わせ．水溶  

性・熱分解性物質のLC／MS／MS分析法に関する各種基  

礎検討を行った。  

「加速器分析施設」   

本施設は，最大加速電圧5百万ボルトの静電型タンデ  

ム加速器を擁する加速器質量分析装置（AMS），同百十  

方ボルトのPfXE／RBS分析装置，並びにA九fS周試料  

調製クリーンルームから構成される。ANISは，質量分  

析の原理と高エネルギー粒子の弁別測定技術とを組み合  

わせて，極めて微量にしか存在しない（安定同位体の  

10‾lり以下）同位体を精度，感度良〈測完するためのシ  

ステムで，特に炭素14等の，宇笛繰越源の長寿命放射  

性同位体をトレーサーとする環境研究に用いられる。  

PJXE／尺BSは表面分軋 元素分析の手法であり，各種  

環境試料中元素の迅速分析や分布の詳細な解析等に威力  

を発揮する。AMSは放射線発生装置であり，放射線防  

護の観点から，放射線モニターと連動したインターロッ  

（3）lLAS・RIS衛星データ処理運用施設   

本施設は，ADEOS衛星搭載のILAS（改良型大気周  

緑赤外分光計）およびRIS（地上衛星間レーザー長光路  

吸収測定用リトロリフレクダー）のデータを処理運用す  
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るための施設であり，データ処理運用のための装置（計  

算機システム）およびソフトウェアからなる。1996年  

ユ1月よ【）1997年6月までILASが観測したデータを最  

新のデータ処理アルゴリズムにより処理し，オゾン等の  

高度分布など地球物理パラメータの作成を行うととも  

に，外部へのデータ提供を行う。   

平成10年度は，ILASデータの再処理運用を本施設  

が実施し，所期の性能を発揮した。また，平成12年度  

に打ち上げ予定のILAS一口のデータ処理運用に備え，  

装置の導入を完了した。  

（6）NOAA受信施設   

本施設は，米国の地球観測衛星NOAAに搭載された  

AVHRRセンサーの衛星データの受信及び解析を行うた  

めに設置された施設である。NOAA／AVHRRは，可視  

城から赤外域に合計5バンドを受感する多重分光走査セ  

ンサpである。AVHRRは広い地域を高額度に観測する  

ことができるので地球全体を対象とするのに適してい  

る。本施設は，2つの受信局で構成されており、本研究  

所に1995年9月，沖縄県黒鳥に1995年1月に設置され  

た。主な構成機器は，レドーム付き直径1．2mの受信パ  

ラボナアンテナ，アンテナ制御装置，受信機，GPS装  

置，制御及び解析用SUNワークステーションである。  

受信デp夕の記録には，4mmDATテpプ6本を格納  

できるスタッカー装置を装備している。つくば局と黒鳥  

局をあわせると，カムチャッカ半島から中国，さらにマ  

レー半島付近まで観測が可能である。   

平成10年度は，衛星データの定常的な取得，植生指  

数分布図および東アジア衛星モザイク画像の作成を行っ  

た。  

（4）ミリ波測定施設   

本施設は， ミリ波解析室，ミリ波分光器室，ミリ波分  

光観器室の3部屋からなっており，ミリ波分光計並びに  

ミリ波オゾン分光観測システム等を使用し，成層圏・中  

間圏のオゾンが放出する電波（ミリ波）の回転スペクト  

ルを高い分解能で分光し，40km以上の高度領域のオゾ  

ン鉛直分布を観測している。平成10年度は，ほほ毎日  

（雨天等，厚い雲のある場合を除く），高度約38～76  

kmのオゾンの鉛直分布を24時間連続的に観測し，良  

好なデータが得られている。  （7）GRID情報処理解析施設   

地球環境研究センターは，国連環境計画（UNEP）／地  

球資源情報データベース（GRID）の協力センター  

（GRID一つくぼ）になっている。本施設は，GRID情  

報処理解析システム（平成5年旺導入）を中心とする計  

算機システムを設置しており，GRID一つくぼのオリジ  

ナルデータの作成，データの加工・解析，データの提供  

等を行っている。平成10年度は，タイ・バンコクにあ  

る米国の気象衛星NOAAの受信施設から得られるデー  

タを入手し，当センターで作成している東アジア地域に  

おける植生指数データと合成できるように整備した。ま  

た，京都議定書における温室効果ガスの吸収源研究の基  

礎データとして，世界日射量メッシュデータの整備を  

行った。  

（5）エコオフィス   

本施設は，オフィスにおけるエネルギー消費の低減な  

らびに二酸化炭素排出量の削減を目的とした施設であ  

る。このエコオフィスの特徴は，1）断熱材の使用，ペ  

アガラスの導入により，従来のオフィスに比べて断熱性  

能が大幅に向上していること Z）太陽光発電システム  

の導入してオフィス内の電力需要の一部をまかなうこと  

3）太陽熱集熱器による温水を冷暖房に利用して冷暖房  

エネルギーの削減をはかること等である。なお，太陽光  

発電システムにおいては現在利用可能な単結晶，多結  

晶，アモルファスの3種類の太陽電池を用いた発電シス  

テムを併置し，同じ条件での各発電システムの性能評価  

が可能である。   

平成10年度は，各居室の瞬時電力を照明，コンセン  

ト別に計測システムに取り組むための施設の改修を行い  

データ分析の制度を高めた。さらに昨年に引き続き，エ  

コオフィスにおける一年間通した消費および供給エネル  

ギーならびに，二酸化炭素排出削減量の解析を行い，エ  

コオフィスとしての性能評価を行った。  

6．3 共通施設  

6．3．1エネルギー供給施設   

生物系研究室に対するエネルギーの安定した供給と，  

理工系研究室の負荷変動の大きい間欠的な需要に応じる  

ため，各研究室と密接な連絡をとり，安定したエネル  

ギーの供給を行った。   

また，適切な運転管理と計画的な保守管理により ，省  
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エネルギーに努めた。   

平成】0年度末における．エネルギーセンターの施設  

槻婁は次のとお－）である。  

6．3．2 廃棄物処理施設   

廃棄物処理施設は，各処現施設と共に順調に稼働し  

た。   

平成10年度における廃棄物処理施設の概要は次のと  

おりである。  （1）電気設備  

1）特高受電需要設備（66，000V）  

変圧器谷董10，000kVAX2台  

特高受電所1カ所，2▲3次変電所 21カ所  
2）自家発電設備  

非常用ディーゼル発電設備1，000kVAX3台  

（1）処理能力  

1）一般実験排水処理能力  300t／d  

2）特殊実験排水処理能力  100t／d  

3）一般固体焼却処理能力  150kg／h  

4）特殊固体焼却処理能力  100kg／d  

（2）横械設備  

1）蒸気ボイラー  

炉筒煙管式ボイラー（都市ガス使用）  

10t／hX3台  

2）冷凍樅  

蒸気二重効用吸収式冷凍機 600USRTX4台  

（2）排水処理   

平成10年度における処理水について，表6．3に本構  

内の汚水排除基準と霞ケ浦臨御実験施設の排水基準およ  

び各々の最高値を示す。  

6．3．3 工作室   

研究活動に伴い，ガラス工作室，金工室，材料工作  

室，木工室，溶接室，エレクトロニクス室の各室が利用  

され研究擬器等の加工 製作が行われた。   
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表6．3 平成10年度 汚水排除基準  

構  内  霞ケ浦臨湖実験施設  

項  目   
（汚水排除基準）（最高値）   （排水基準） （最高値）  

温度  45度以下   （9～29ロC）   45度以下   （7～280C）   

水素イオン濃度  5～9   （7．1～8．1）   5．8～8．6  （7．1～7．6）  

生物化学的酸素要求昆  600皿gハ以下  
化学的酸素要求良   15mg〃以下   （3．3）  

浮遊物賢愚  （14．3）  15皿g／J以下  

ノルマルヘキサン抽出物含有崖  （1以下）  

ア）鉱油知合石庭   （1以下）  3mg／J以下   

イ）動植物池月旨寮含有塁   30皿g／J以下  （1以下）   5皿gハ以下  
ヨウ素消費塁  220mgハ以下  （4，5）   

カドミウム含有監  （0．005以下）         0．01mgハ以下                 0、01mg／L以下  （0．005以下）   
シアン含有良  不検出   （不検出）   不検出   （不検出）   

有機リン含有良  不検出   （不検出）   不検出   （不検出）   

鉛含有庭  0．05mg〃以下  （0．05以下）   0．1mgハ以下  （0．05以下）   

クロム（六価）含有塁  0．05mgハ以下  （0．01以下）   0．05mgハ以下  （0，01以下）   
ヒ素含有良  0．01mg／J以‾F  （0．002以下）  0．05mgハ以下  （0．002以下）   
総水銀合着毘  0．0005mgハ以下  （不検出）   不検出   （不検出）   

アルキル水銀含有塁  不検出   （不検出）   不検出   （不検出）   

PCB含有鼻  不検出   （不検出）   不検出   （不検出）   

トリクロロエチレン  0．03mgハ以下  （0．001以下）  0．03mgハ以下 （0．001以下）   
テトラクロロエチレン  0．01mgハ以下  （0．001以下）  0．01mgハ以下 （0．001以下）   
ジクロロメタン  0．OZmg／J以下  （0．002以‾F）   （0．002以下）   
四塩化炭素  0．002mg／J以下  （0．0002以下）   （0．0002以下）   

1，Z－ジクロロエタン  0．004mgハ以下  （0．001以下）  （0．001以下）   

1，トジクロロエチレン  0．OZmg／J以下  （0．001以下）  （0．001以下）   

シ㌃1，2－ジクロロエチレン 0．04mg／J以下  （0．001以下）  （0．001以下）   

1，1，トトリクロロエタン  1mg／J以‾F  （0．001以下）  （0．001以下）   

1，l，Z－トリタロロエタン 0．006mgハ以下  （0．001以‾F）  （0．001以下）   

1，3一ジクロロブロペン   0．002爪gハ以‾F  （0．00ユ以下）  （0．001以下）   

チウラム  0．006mgハ以下  （0．0006以下）  （0．0006以下）   
シマジン  0．003mgハ以下  （0，0003以下）  （0．0003以下）   

チオペンカルフ  0．02mgハ以下  （0．002以下）  （0，002以‾F）   

ベンゼン  0．01mg／J以‾F  （0．001以下）  （0．00ユ以下）   
セレン  0．01mg／J以‾F  （0．01以下）  （0．01以下）   

フェノール含有毘  0．5mgハ以下  （0．025以下）  0．1mg／J以下                                                                                                                                                 （0．025以下）   
糾合右足  3mg〃以下  （0．01）   1喝／J以下  （0．01以下）   
亜鉛含イ≡i鼠  5mgハ以下  （0．05）   1mgハ以下  （0，02）   
鉄（溶解性）含有員  10mgハ以下  （0．15）   1mgハ以下  （0．19）   

マンガン（溶鰍性）含有皇  Img／＝以下  く0．Z7）   1mg／＝以下  （0．01以下）   
クロム含有ぷ主  1mg／J以下  （0．01以下）   0．1mg／J以下  （0．01以下）   
フッ素含祥子最  8mgハ以下  （0．3以下）   0．8皿g／J以下  （0．1以下）   
窒素  25mgハ以下  （2．3）   

リン  4mgハ以下  （0．05以下）   

大腸菌群数  3000コ／mJ以下  四   

（注）最高値欄の（××以下）は走塁限界以下を示す。  
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7．成果発表一覧  

7．1研究所出版物  

NIESAnnualReport1998，（1998）  
記号   発  表  者   題  目   ページ   

K1  固立現境研究所   NIESAnnualReport1998   1DZp．   

国立環境研究所特別研究報告 SR－27－，99，（1999）  

記号   発  表  者   脇  目  ページ   

K 2  国立環境研究所   ディーゼル排気による慢性呼吸器疾患発症機序の解明とリスク評価に供する   84p．   
研究  

国立環境研究所特別研究朝告 SR－28－，99，（1999）  

記督   発  表  者   題  目   ページ   

礼－ 3  国立環境研究所   鹿焚物埋立処分に起因する石霊物質暴露見の評価手法に関する研究   54p．   

国立環境研究所特別研究報告 SR－29－，99，（1999）  

記号   発  表   者   題  目   ページ   

K－ 4  国立環境研究所   化学物質の生態膨轡評価のためのバイオモニタリング手法のF那引こ関する研 クtJ  52p．  
ソし   

国立環境研究所研究報告 R－136－，98．（1998）  

記号   グ己  表   者   は  目   ページ   

K 5  国立環境研究所   21世紀の私たちの現場を考える一現境庁国立現場研究所公開シンポジウムー  Z5p．   

国立環境研究所研究報告 R－137－’98，（1998）  

記号   発  表  者   題  目   ページ  

K－ 6  苛凶 淳   ISO環境マネジメントシステム規格への企業の対応に閲する調査研究  141p．  
一日本企業へのアンケート調査とドイツ企業へのヒアリング調査から－   

国立環境研究所研究報告 R－138－■98．（1998）電ヶ捕臨湖実験施設研究報告儀r12－  

言己号   発  表  者   週  日   ページ   

K－7  DO，pH辿続測定による拇水城の生物活性の測定  
尾崎則‡巧書1，松蓮一夫  

1－3  

（ホ1広島大）  

K－8  内湾のi容存有機物の化学的分断こ閲する研究  
， 

4－7  

今井章雄（＊l広島大）  

K－9  生物脱法による謀斯出来凝罠l甘畏物質の除去特性  
， 

811  

， 

K－10  Microcystis屈の多粗相キ毒性に及ほす窒累正巳度の膨響  12－】5  

板山肌聡＝，岩見徳戯，  
戎野陳一■1  
（■】東邦大，◆2三菱飽工※㈱）  

K－11  
， 

吉子栗酎ヒ湖沼で発生こするアオコの現存立と有得物質microcystinの現存昆       16－19  
の失態調査  

（■1東邦大，＊2茨城り】と企業局）  

K－12   揖ケ子l‡iにおける有機性汚淵物質に閲する研究   20－27  
， 

（■】島4最大，12火Jiさ水産大）  
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言己号   発  某  省   週  目   ページ   

K13  ■ 農排他域での浅層地下水中の硝酸態窒素濃度と土地利用の関係   Z8－32   
il 

K－14  井上断雲，海老洲潜－▲■1  霞ケ浦高浜入りと流人河川の恋調川における農薬の濃度変化特性   33－36   
（l】倶両大）  

福島開巻，青汁f典子，  ハクレンを用いたバイオ・マニピュレーションの可能性  37－43  
金白虎，qりIJノぶ‖，  
孫剋描■2，矩β允文  
（★1環呈境研究セ，招珠㍑l水産火）  

今井群雄，福．瑞武彦書】，  琵琶湖北洲湖水 小の溶存有機劇の分地  4446  

松虫一夫，金川榎■2 （＊】広島大，＋2相国根雨大）  

松露一大，今井草迅  水中溶存有機物分画成分のトリハロメタン生成能測定法  47－48   

K18  資料   49－56   

国立環境研究所研究報告 R－139－’98．（1998）  

記号   発  表  者   通  日   ページ   

K19  川g占ん正子   気候安臥枠組条約耶3匝Ⅰ締約国会言義一交渉過程，合意，今後の課題   102p．   

国立環境研究所研究報告 R－140－’98，（1998）  

言己号   発  表   者   題  目   ページ   

KZO  筐野泰弘，杉本伸夫（乳首）   平成9年度 fLAS・尺IS プロジェクト報告   ユ79p．   

国立環境研究所研究報告 R－141－’99，（1999）  

記号   発  表  者   週  目   ページ   

K－21  山形与志樹   AdvancedRemcteSensingTechniquesfor†10nitoringCornplexEcosystems  148p，  
：SpectralIndices，Unmixing，andClassificationofWetlands   

国立環境研究所研究報告 R－142－’99，（1999）  

記号   発  表  者   題  目   ／く－一ご／   

∬－22  カー田仲介・大井 紘   漸戸大場についてのイメージや関心尊の住民意識調査とその分析   94p．   

国立環境研究所研究報告 R－143－’99，（1999）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－23  西川雅高（編）   大気質成分モニタリングデータ集一大気モニター棟測定結果（1996，1997年）  273p．   

国立環境研究所研究報告 R－1朝一，99，（1999）水環掛二おける流出特性に関する研究郁子【農薬・非イオン系界面活性剤・栄養塩－  

記号   発  表  者   遁  目  ぺ‾ジ   

K－24  井上隆信   はじめに  ト2   

K－Z5  井上隆信   わが国における農薬の出荷血  3‾7   

K26  沼辺明博＊l   河川における農薬流山赴の定見評価一農協における良薬版先見別儀と施用見  9－24  
（■1北梅迫環境科学研究セ）   の倹封一   

K－27  永ヨfl修＊】  水田内における農薬濃度の変化および流出特性  2536   
（■1福岡県保健御苑研）  

K－28  淘老漸潜－▲■】，井上隆信  淀川支流河川での遇兼等の流出特性と流下過程での水質変化  37‾47   

（■1根雨火）  

K－Z9  非」二峰信，軸老瀬消一・■1  水田から湖沼までの農薬流出特†生  4957   
（■l摂両大）  

K－30  佐々木一敏＝  果樹栽培地劇から河川への鷹巣流出並の評仙  59‾71   

（■】長り押詰他生公害βf）  
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記号   発  表  者   通  日   ページ   

E31  哲平地城における農薬の動態  73－76  

（■1神奈川県環境科学セ， ■2筑波大）  

K－32  非イオン系外的J活性剤の水環境中動態に関する研究  77－85  
（■1兵庫県立公告研）   一般光光度分析法の改良と河川水試料への適用－  

K－33   近接する山林集水域の渓流水質に及ぼす地質的粟囚の提響   87100  
吉村陽＝（■1兵印胴立公慧研）  

梅本諭，駒井幸雄    K34  山林城小河川における栄姜塩湖の濃度変動と流出特性   101113   

国立環境研項所業務報告 F－114（CD／FD）－■98，（1998）  

記号   光  雲i 者   題  目   ページ   

K－35  環境情紺センター   環境情紬ガイドディスク第5版  

国立環境研究所業務報告 F－115（CD）－■99，（1999）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－36  環境偶稚センター   INFOTERRA（国際環境惰稚源照会システム）国内帖報源台帳（第14版）  

国立環境研究所地球環境研究センター年報 CGER－AOO6－’99，（1999）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－37  地球環境研究センター   地球環境研究センター年報 Vol．6（平成8年度）   79p．   

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－DO20（CD）－’98，（1998）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－3B  地三溝環境研究センター   史アジア他生指紋芦‖jllモザイク図1996年  

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGERTDO21（CD）－’99，（1999）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－39  地球環境研究センター   Co11ectedDataofHighTenporaトSpatialResolutionHarine  
BiogeochemicalMonitoringfromFerryTracks：  
SetoInlandSea りan．1996－Nov．1997）and  
Osaka－Okinawa（Jan．1996－Mar．1998）   

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－DO22－’99，（1999）  

記号   光  ∃之  者   題  目   ページ   

K－40  地球環境研究センター   マテリアルフローデータブック～日本を取りまく世界の資源のフロー～   153p．   

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－103卜’98，（1998）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－41  地球Ⅲ境研究センター   LongLTernEcologicalResearchintheEastAsia－PacificRegion：   200p．  
BiodiversityandConservationofTerLreStialandFreshwater  
Ecosystems   
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国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－1032－，99，（1999）LANDUSEFORGLOBALENV［RONMENTALCONSERVATION  
（LU／GEC）LFINAL REPORTOFTHE LU／GEC FIRST PHASE（1995－1997）－  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－42  AModelforLandUse／CoverChange－theKitaJnura＆KagatsumeHodeト  ト13  

◆．l・■・  
（◆lKyotoUniv‥  
▲2TokyoUniv，Agric．）  

K－43   ForecastofLandLuSeRatiosirlKantoRegion  14－Zl   
（■luniv．Tokyo）  

K－44  TheLU／GECBasicH8deトⅠⅠ．aLand－uSe”odelLinkedwiththeLU／GEC   22－29  
（■1KagawaUniv．）   LinkageHodel－AnlrnprovedModelfrorntheLU／GECBasicModel－Ⅰ－  

K－45   Thf）nen－TypeLogisticModel   30－41  
（■10sakaCityUniv．）  

K－46  ANewApproachtoModelirlgLand－uSeChangeApplicabletoaLimited   42－49  
KuninoI、iOTSUBO  Data Set  
（■】Nanjing帖rmalUniv．）  

K－47   LandUse／CoverChangeinThailand   50－53  
（書1紬onKaenUniv．）  

K－48  ProjectedLand－uSeChangeinThailand，UsingGKS川  54－60  
Kunln9riOTSU80，  
JianxlrlGONG書2  
（■1Khon 

． 

K49  LandUseProjectionforOtherCountries，UsingGKSIM  6171  
Kunin9riOTSU軋  
JianxlnGONG＊7  
（●1PacificConsultantsInt．，  
＊2Nanjing仙rmalUniv．）  

K－50  DevelopmentofaLandUse／CoverChangeModelforIndonesia  7287  
Kuninol、iOTSU上；0  
（＊1BogorÅgri．Univ．）  

K－51   ModelingFranetlOrkforthePredictionofFutureLandUse／Cover  88－9l  
（■1血kkaidoUniv．）   PatterninFourStudyAreasinChina   

K5Z  YukioH川IYAMA11  LandUse／CoverChangeinNorth－EastChina   9298   
（＊1HokkaidoUniv．）  

K－53  Land－ⅥSeChan苫eSミntheもeijll唱鮎tでOpOlitanArea，Chlna  99－107  
GuトMinZHAN■2  
（書1MetropolitanUnivリ  
■2AkitaKeizaihoukaUniv．）  

K－54   ApproachtoConstrutionofaModel（JiangsuProvince）  108－113   
（●1KyotoUniv．）  

Hajime仙IKITA＊1，  Land－uSeChangeinGuangdorlgProvince，China  114－117  
CHENChaohui●2  
ZHANGuilnin■コ  
ShigeruSHIRASAKA■4  
（■1HirosakiUnivり  
●2GuangdongAcad．Science，  
■〇AkitaKeizaihoukaUniv．，  
●4RikkyoUnlv．）  

TadashiARAl■l（♯1RisshoUniv．）  
Province，China   

K－57  YoheiSATO＊1（■1Univ．Tokyo）  AFewComrnentsonLanduse／CoverChangeinChinaontheBasisof   121－123  
Field Studies   

K－58  124－129  
（＊lYamanashiUniv．，  
■20itaUniv）  

K－59   PhysicalBackgroundtoAgriculturalLandUseinChin  130－132   
（＝RisshoUniv．）   

K－60  HaruhiroDOI11（＝OitaUniv．）  Land－uSeChangeinandaroundCitiesofContemporaryChina   133－139   

K－61  ChangesintheForestsandGrasslandsofChin  140－14Z  
ToshioKIKUCllI■2  
（＋L＾kitaKeizaihoukaUniv． ■2 

TokyoHetrop．Univ．）  

K62   AnalysisonFactorsof工．and－uSeChangeinJapan  143－154   
（＊10kayamaUniv．）  
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言己号   発  表  者   題  目   ページ   

K－63  ぬsicTrendsin】カndUse／CoverChangeinIndonesia  155－157  

ErnanRUSTIADl◆2  
（暮1TokyoUniv．，書2KyotoUniv．）  

K－64  PatternofLand－USeChangeinaJakartaSuburb：BekasiDistrict  158－162  
（■lKyotoUniv．）  

K65  DeteriorationofSoilFertilityfrornLanduSeChangesinSouth  163－172  
TamaluddinSY山tIl，  Sumatra，Indone5ia（1970to1990）  
HiroyoNISHIDE■Z  
AliKabulMAHI■1，  
HuhajirUTOHO■1  
Sarno暮1，MakotoKIMURA暮2  

（哉㌫席器  

K66   TheLU／GECProjectDatat）aSe   173190   

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－IO33－’99．（1999）  

記号   発  表  者   皮  目   ページ   

K－67  地球環境研究センター   第11回地球環牒㈲究者交流会議軸告書   84p．  
新たな地球環境研究の視点一地球環境リスク研究の推進に向けて－   

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－1034－’99，（1999）cGERISSUPERCOMPUTER ACTIVITY REPORT Vol16．1997  

記号   タ己  表  音   題  目   ページ   

K－68  DevelopnentofastratosphericchemistryGCM－Introductionof   3－6  
HasayukiTakigawa＊】  chlorine chemistry 
MasaakiTakahashi＝  
（＋1centerforClimateSystern  
Res．Univ．Tokyo）  

K－69  7－12  
YukariN．Takayabu，  withanExplicitRepresentationofSulfateAerosoIScattering  
SeiJiSugata，KumikoTakata，  
ÅyakoAbe－Ouchi‖  
・ 
．．1＝■三Il ＊1 
（centerforClimateSystem  
Res．Univ，Tokyo）  

K－70   1314  
（★1KyushuUniv，）   salinity barrier layer 

K－71  NaturalVariabilityCO2－inducedWarmingPattern  1522  

KazuyoshiYoshimatsu■1，  
SeijiYukimoto■1  
Akiokitoh書1  
HiroshiKoide暮1  

・ 
弓．． 

（◆1HeteorologicalRes．Inst．，  
書2TokyoElectricPowerCo．，  
■叩ujitsu）  

K－72   Relati。nbetweenthemeridionaldistributionofpotentialvorticity   2324  
（＝saitamalns．Technology）   andtheLagrangianmeancirculationinthetroposphere   

K－73  NurnericalmodelingofoceancirculationintheAsianadjacentseas   Z7Z8  
AtsushiObata＋l，  －Hixedlayerdepthvariability一  
HasahiroEndoh■l  
Akira Harashlma 
（■ⅧeteorologicalRes．lnst．）  

K－74  29－32  

TatsuoHotoil】  atmosphere－DCeanGCM  
SeijiYukimotoヰ1  
AkiraNoda靂1  
（■1MeteorologicalRes，1nst．）  

K－75   GlobaltracertransportmodelsimulationsofCO2Variationsover  3335  

Eurasia   

一269－   



言己冒   発  表   者   題  目   ページ   

K－76  ApplicationofC8JnPrehensiveWatershedManagementModeltoSimulate  36－39  
MasatakaWatanabe，   HydrologicalRunoffandTransportofSedirnentthroughWatershedto  
KunihikoAmano，  Sea  
Seiji Hayashi 

E－77  StudyontheTransportandTransformationModelforthe  40－41  
HidetakaSasaki暮1  EnvironmentalAcidificatiorLSubstances  
（◆1MeteorogicalRes．Inst．）  

K－78  ExperinentalStudyofGeneralCirculationswiththeParameters  4550  
Shin－ichiTakehiro＋2  RelevanttoEarth：GeneralCirculationsonanAqua－Plant  

・ 
．．． 

Masakilshiwatari 
（＋】Univ．Tokyo，■2KyushuUnivり  
＊〇HeteorologicalRes，Instり  
＊4HokkaidoUniv．）  

K－79  DirectNumericalSimulationofDiffererlCeinTurbulentDiffusion  5155  
KoujiNagata＝   betweenActiveandPassiveScalarsinaStableThermal－  
KunioKohata（＋lKyotoUniv．）  Stratification  

K80  ThetransportationofscalarquantityinthepDlarvortex  56－57  
HideshiHanazaki■  
KeiAdachi11，KenziNakashima＋l  
（ホ1univ．Electro－Communication，  
■2TohokuUniv．）  

K－81  58－61  
（れNagoyaInst．Technology，  
轟2KyotoUniv．）  

K－82  Quasi－1inearityinInOHmoleculeAbinitioandDFT   65－67  

（れRikkyoUniv．）  
ノ  

K－83   Experimentalstudyofgeneralcirculationswiththeparameters  68－69  
（‖Hokkaidouniv，）   relevanttoVenus，Earth，andMars   

K84  ElectronAffinitiesofTetrachlorinated－p－dibenzodioxin（TCDD）：   70－73  
roowa 1，2，3，4－TCDD，1，3，6，8－TCDD，arld2，3，7，8TCDD  

To5hihiroFujii，  
SundrumArulmoヱhiraja ■1 
（RikkyoUniv．）  

K－g5  OverviewQftheSuperComputerSystems  7778  
ShinichiHineo■1  
AkihiroHusa＊1  
（れNEC）  

K－86   ListoftheContactPersons   8ト8Z  

K－87  ProgramandAbstractsofthe6thSupercomputerWorkshop   8593   

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－1035－’99，（199g）  

発  表  者   題  目   言己号  ページ   

K－88  地球現場研究センター   CGER’ssupERCOHPUTERHONOGRAPHREPORTVol．5   47p．   
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7．2 国立環境研究所研究発表会  

発舟畑山」平成10年Gり3‖  

， ii′．‘   発   表  者   過  日   

k－1   1射Tl伸明（大矢阻粗相軋   オゾン層を頓す物   

k2   神沢  悼（大気l囁環境部）   オゾン層破壊と人気の流れ   

k－3   森＝ tヨ故（地域環境研究グループ）   ダイオキシン・環境モルモンの対策にIrりけて   

k一一1   遠山 イ・赤（環境健嫌部）   イ】一宮化学物質の健願リスクアセスメント   

k5   は適 fきi（生物圏環境部）   移行帯の衰退と丑態系の撹乱   

k6   渡辺 正孝（水二仁壊圏環境部）   海洋d三態系機能の保全と闘夏   

k7   西岡 秀三（地球瑞相研究グループ）  最新の科学的知見が生かされたか   

k8   森田 恒幸（社会環境システム狛   政雛利・学は京都の通釈をどう評価するか   
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7．3 誌上発表  

A  

A－ 1  
A－ 2  

A－ 3   

A－ 4  

地球環境研究グループ  
今村隆史  
今村隆史  

今村隆史   

Utsu皿iH．，NojiriY‥  
Nakanura T．（★1），Ⅳozawa T．  
（＊1），OtsukiA．（＊1），  
Takanura N．（＊2），Watanabe  
H．（＊3），SekiH．（＊4）  
（＊1Tokyo Fish．Univ．，＊2Reg．  
Environ．Divり＊3Environ．  
Biol．Div‥＊4Tsukuba Univ．）  
Okuda T‥払chiN．（＊1），Yap  
S．K．（＊2），Hanokaran N．（＊2）  
（■1Toky8日etrop．Univ．，  
＊2ForesしRes．ln5t．  
Malaysia）  
奥田敏続   

甲斐沼美紀子  
甲斐沼美紀子，松岡譲（＊1），  
高橋潔（＊2），森田帽章（＊2）  
（り京大，＊2社会環境システム郡）   

甲斐沼美紀子  

光化学スモッグの発生状況   
中緯度域におけるハロゲンの活性化  

上部対流圏での大気酸化能と03生成  
効率   

Dynamics of dissoIved皿ethane and  
methane axidatian in dimictic Lake 
Noji「iduring winter   

日本瞥事新報  
J甜／SMILES  
サイエンスワークショツア  
報告老  
化学と工業   

Li皿nOl．Oceanogr．  

The Distribution Pattern of  
JuvenileandAdultTreSina  
Malaysian Lol血nd TroplCal  
Rainforest′  

煙で木が育たない  

地球温暖化   
許容を超える気候変動  

急がれる地球環境保全対策  

環境政策分析のためのシミュレーショ  
ン  
統合評価モデルによる地球温暖化政策解  
析   
地球温暖化問題のシミュレーション分  

析   
海水の化学   
ロシア・イルクーツクのコンピュータ  

事情とバイカルテ一夕ベース   

Cent．Trop．Forest  
Sci．S皿ithson．Trop．Res．In  
St．Summ巳r1998  

森林の環境100不思議（（社）  
日本林美技捕協会，215p）  
健  
ZO25年の世界と日本  
エコノミスト300人の予測  
から（宮川公男温，東洋経済  
新聞社，260p．）  
電気学会論文誌C  
亀子・情報・システム部門誌  

安全工学   

化学と教育  
地球環境変動の科学バイカ  
ル湖ドリリングプロジェク  
ト（井上源書，柏谷健二，箕  
浦幸治編著，古今書院，269p  
．）  
Appl．Ento皿01．Zool．  

A－ 5  

27－4（7）  

1403－1406  118－C   

＝し－1  

38（1）   

46（5）  

甲斐沼美斉己子   

J刀刀正行  
巧刀正行  

1998  33   171－173  ＾caricide susceptibility of the  
Spider miしらTetranychus okimawanus  
Ehara   

luS検証実験・解析に関するパリ会議  
に出席して   

伽ka KりYoshida Y．（＊1），  
TakafujiA．（＊2）（＊1UBE  
Industries Ltdり＊2Kyoto  
Univ．）  
笹野泰弘，塩谷雅人（り），  
中根英昭（＊2），神沢博（＊2），  
鈴木睦，林田佐智子（＊3）  
（＊1北海道大，  
＊2大気圏環境部  
事3奈良女子大）  
小林隆久（＊1），笹野泰弘，  
増田一彦（り），村治能孝（＊2）  
（＊1気象研，  
＊2エナジシェアリング）  

OkaⅦOtOli．tキ1），Sasano Y‥  
HukaiS．（＊2），Sanol．（幕2），  
15hihara H．（事3），Matsu皿OtO  
T．（＊3），Thomason L．（＊4），  
Pittsトt．（♯5）（＊1Univ．  
Toky8，＊2Xi血iUniv‥  
＊3Fujitsu FIP C8rpり  
事4Nasa Langley Res．Cent‥  
＊5Sci．Appl．Int．Corp．）  
笹野泰弘  
笹野泰弘，横田達也（★1），  
中根英昭（＊2），杉本伸夫（★2）  
（暮1地球セ，＊2大気圏環境部）  

279－285  11998 天気  A－14  

スペースライダーの観測における多重  
散乱の影響  

ÅDEOSハLÅS AE孔OSOL RETRIEV肌  
ALGORITHM WITH5 CHA佃ELS   

日本リモートセンシング学  

Ådv．Space Res．  

A｝15  

1998  443－446  A－16  

屯気評論  
マイクロ波センサーデータ  
利用等によるリモートセン  
シンク高度化のための基盤  
技術開発（第H期平成7年度  
～8年度）成果報告書（科学  
技術庁研究開発局編著，科  
学技術庁研究開発局，317p．  

人工衛星からのオゾン層の観測   
大気センサーデータ複合利用技術の高  

度化とオゾン層変動解明への適用性実証  
の研究  

A－17  
A－18  
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一夕処理状況と検証作業の概要  平成9年皮  
第8回大気化学シンポジウ  
ム研究集会消漬菜（名古屋  
大学大隈地球環境研究所）  

野泰弘，神沢博  
鈴木陸，横田達也（＊2），  
中島英彰，中根英昭（＊1），  
塩谷雅人（＊3），近藤豊（半4），  
林田佐智子（♯5）  
（竃1大気圏環境臥＊2地球セ，  
＊3北海道大，■4名古屋大，  
＊5奈良女子大）  
Sasano Y．，SuzukiHり  
YokotaT．（★1），ⅩanヱaWa打．  
（■Z），Nakajima11りⅣakane H．  
（＊2），ShiotaniM．（事3），  
Kondo Y，（竃4），Hayashida S．  
（＊4）（■1Cent．Glot）al  
Environ，Re5‥＊2Atmos．  
Environ．Div．，＊3HDkkaido  
Univり＊4Nara恥皿en’s伽iv．  
）  

Oelh8f「．（■1），Fischer H．  
（ヰ1），Wet乙elG．（＊1），  
St帥aSSeF H．（＊1），  
Friedl－Vallon F．（＊1），  

1mproved Limb Atmospberic  
Spectroneter（ILAS）：Validation and  
Preliminary Scientific Results  

Pr【）C．SPIE  A－ZO  

Interco皿parison DfILAS／ADEOS  
両tllMIPAS－B measure皿entSiDlate  
H8rCh1997   

Proc．SPIE  A－21  

Haucher G  
1），Rubnke  

（■1Univ．  
Triescb皿ann O  
R．（＊‖，Sasamロ  

払rlsruhe）  
Sas？nOY・，AsaミK・（★1），  
SuglmOtO N．（＊2），Ⅹaw8nura  
Y．（事3），T8tSumiK．（事3），  
1皿aiT．（＊3）（＊1Tohoku  
lnst．Technolり■2Atmos．  
Envirロn．Divり♯3NASDA）  
Juck5Ⅹ川．（り），Johmson p．  
G．（可），Chance K．Ⅴ．（‡1），  
TraubW．A．（事1），Margit且nJ  
J．（＊Z），Osterman G．B．（＊2），  
Salawitch R．J．（＊2），Sasano  
Y；（事1Harvard－Smitbs．Cent  
Astrophys．，＊2Calif．1nst．  
Tecb．）  
KuヱeÅ．（＊1），SuヱukiH．（＊2）  
Ⅳakamura K．（＊3），TaniiJ．  
（＊1），Sasano Y．（＊川EC  
Corp‥＊2NASDÅ，  
霊3H8tSuShita Res．111St．）  
笹野泰弘  

3504  2－7  11998 NASnA Mission De℡心nSもr8ti（）n  
Satellite Lidar Project and its 
Sci巳nC巳S   

アroc．S91E  Å一之Z  

25（21）  3935－3938  1998  Obs巳rVations of OH，HO2，H20，and  
Oコin the upper  
stratosph巳re：i叩1icatiDnS forlOx  
pbotocbemistry   

GeDphys．Res．Lett．  A－23  

proc．Spie Reprint  240－248  11998 Design and performance ofILAS－ⅠI  
ech巳11e gr且ting spectrometer for  
ClONO2 皿eaSUrement  

「衛星からの大気環境監視」－改良型  
大気周縁赤外分光計による成層圏オゾン  
層の観測－  

1叩rOVed Limb Atmospheric  
Spectromenter（lLÅS）for  
Str8tロSpheric ozonelayer  
仏紙Sure皿entS by so18r OCCultation  
technique  

lLÅS－ⅠⅠⅠ（SD18r Occultation FTS）  
project  

3437  A－24  

分光研究  

Geopbys．Res．Lett．   Sasano YりSuzukiH．＊1），  
Yok8ta T．（漉2），KanzawalI．  
（＊3）（＊川ASDA，＊2Cent．  
GIDbalEnvirGn．Resり  
＊3Atmos．Environ．つiv．）  
SasanD Y．，HiヱunO O．（♯1）  
（＊1Envir8n．Agency）  

Yosbi皿ura E．（事1），Satob N．  
（＊1），払ne加H．（＊1），  
Nishizawa N．（＊1），Sal濾e X．  
，HoriS．（＊1）（＊1Univ．  

Tokyo）  
Yoshi皿ura E．（＊1），KitaiK．  
（■1），Nisbizawa N．K．（■1），  
S且take KりHoriS．（♯1），  
YamazakiS．（＊1）（＊1Univ．  
Tokyo）  
佐竹研一  

8tlltnt．Worl【Sl10p  
AtmDS．Sci．Sp8Ce11Sing  
Foun－er Transform  
Spectrom．  
p18nt Nutr．Sustainable  
Food Prod．＆Environ．  

A－27  

457－458  11997 Cellulardistribut8nd  
cbe皿ICalforms of alumlJlumin  
Scapania undulata  

ACCUMULÅTION OF拡TALS AND  
CELLULAR DISTRlBUTlON OF illUMINUM 
ⅧTHELlVERWORT SCAPAⅣlA UIJDULATÅ  
川ACIDICÅND NEt7TRAL ST且EAHS川  
JAPAN   

酸性雨問題から見た環境汚染と資源の  

A－28  

Å33（4）  671－680  1g98  J．EnviT、On．Sci，＆He81th  A－29  

予防時報  
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itrogen，the con  1stInt．Nitrogen  
Conf．1998  T．（＊2），BuilK．（＊3），  

Cowling E．（叫），Grennfelt  
P．（＊5），Nordberg L．（＊6），  
Satake KりSchneidep T．  
（＊7），S口eulders S．（ホ8），  
Hoek K．van der（＊7），eL．al．  
（＊1ECⅣ，＊2Environ．Canada，  
＊3Inst．Terr．Ecol．，＊4North  
Carolina StaL巳Univ．，  
＊5Swedish Environ．Res．  
Inst．，＊6UN－ECE，＊7RIVM，  
＊8Minist．Environ．）  
佐竹研一  
佐竹研一   

Satake K‥Inoue Tり  
Kasa5aku K．（＊1），Nagafuchi  
O．（＊2），Nakano T．（＊3）  
（＊1KagロShima Pref．Inst．  
Environ．Sci．，＊ZFukuoka  
lnst．Health＆Environ．Sci  
．★3Tsukuba Univ．）  

佐竹研一，大八木昭，意靖子  

InヒernationalNiしrogen CDnference  
1998，Su皿皿ary State皿ent   

ぶんせき  
環境技絹   

Environ．Polll止．  

酸性雨研究を支える分析化学   
酸性雨研究の展開・課題と西暦2000年  

酸性雨国際学会   
Monitoring of niいogen compounds  

On Yakushimalsland，a WOrld naLural  
heritage site  

日本の自然酸性湖沼と酸性河川   酸性環境の生態学一酸汚染  
と自然生態系を科学する－  
（佐竹研一編，㈱愛召出版，2  
36p．）  
平成9年度  
第8回大気化学シンポジウ  
ム研究集会講演集（名古屋  
大字太陽地球環境研究所）  

A－ 35  

SuzukiトⅠりYokota T．（＊1），  
Kanzawa H．（‡2），Sasano Y‥  
1to Y．（★3），WaragaiK．（＊4）  
（＊1Cent．G10balEnvirDn  
Resり＊2At皿OS．Envir8n，Div．  
＊3FuJitsu FIP Corp‥  
＊4Matsushita Re5．1n5t．）  

久世暁彦（＊1），鈴木隠  
（＊1NEC）  

Takenaka A．  

Brief overviel†Of characteristics  
and performance of theILASin  
Orbit   

170－176  A－ 36  

衛星搭載用小型干渉計による近赤外大  
気散乱光測定の概念検討  

Measure皿ent Of three－dimensional  
StruCture Of plants with a simple  
device and esti皿ation oflight  
capture of individuai leaves 

Flexible leaf orientations of 
Arisae皿a heterophyllu皿mXi皿ize  
light capture in a forest 
understorey and avaid excess 
irradiance at a deforested site   
光獲得構造としての植物のマクロなか  

たち   
Retrieval of height profiles oP 

Sヒratospheric ozone fro皿  
ground－basedinfrared solar spectra  
Obtained at Rikubetsu，Japan   

平成9年度  
第8回大気化学シンポジウ  

ム研究集会講演集（名古屋  
大字太陽地球環境研究所）  
Funct．Ecol．  

180－183  

12  159－165  A－ 38  11998 

Muraoka H．（＋1），Takenaka A．  
，Tang Y‥Koiヱu皿iH．（＊2），  
Washitanil．（り）  
（＊1Tsukuba Univり＊2Gifu  
Univ．）  

竹中明夫   

NakaJi皿a H‥Liu X．（事1），  
帆rataI．（＊2），KDndo Y．  
（＊2）川urcray F．J．（＊1），  
K□ike M．（賽2），Zhao Y．（＊2），  
Nakane H．（＊3）（事1Univ．  
Denver，＊2Nagoya Univり  
事3Atmos．Environ．Div．）  
Sugita T．（り），Kondo Y．  
（＊1），帖kaji血a H．，Schmidt  

U．（＊2），EngelA．（＊2），  
Oelhaf H．（★3），WetzelG．  
（＊3），Koike M．（＊1），Nel祀an  
P．A．（事4）（＊1Nagoya Unlv．，  
＊2Inst．Stratosphari5Che  
Chenie，Ger皿any，＊3Inst．fur  
鮎teo．＆Xli皿afDrSChung，  
Ger皿any，＊4NASÅU．S．A）  

樋口聡（＊1），鈴木勝久（＊2），  
森山智弘（＊2），中島英彰，  
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近藤豊（＊2），小池実（＊2），  
樋口聡（♯3）（♯1横浜国大，  

Arln．Bot．  82  297－307  
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化学と生物   

Atmos．Ozone  

柑9－195   

955－958  

Denitrification observedin5ide the Arctic vorLexin February1995   J．Geophys．Res．  1622ト  
16233  

1998  A－ 42  

陸別・母子里におけるエタン気柱全且  
の季節変化（1995－1997）  

エタン気柱全長導出時のフィッティン  
グ残差のプロファイル依存性  

平成9年度  
第8回大気化学シンポジウ  

ム研究集会朴斉乗（名古屋  
大字太陽地球環境研究所）  
平成9年度  
策8回大気化学シンポジウ  

ム研究集会師六条（名古屋  
大字太陽地球環境研究所）  

1998  102－105  
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Muratal．（＊Z），Kondo Y．  
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Koike H．（＊3），Zhao Y．（■3），  
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NakajiⅢalりSasano Y．（＊‖  
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甑k且ji皿a HりSasano Y．（★3）  
（…ECC∬p：，♯2NAS叫  
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Suzuki軋（＊1），XuヱeÅ．（＊2），  
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Nakajima H‥Yokota T．（叫），  
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ホ5Atmos．Environ．Div、，  
さ6Fujitsu FIP Corp．）  
永田尚志  
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SiれgapOre，＊2Queensland  
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西岡秀三   

西岡秀三  
西岡秀三  

OZOne fro皿higトresolutioninfrar巳d  
SOlar spectra at Rikubetsu，Japan  

A－46  ILAS validation status and sone 
p「elitコinary analysis on tbe1997  
Sprimg且rCtic ozone depletion  
Observed byl工AS   

Conceptual study on SWIR 
scaもteredligbt m8aSurenentS frDⅦ  
SpaCe With a cD皿paCt FTS  

A Conceptual Desing StudY on 
So18r Occultation Technique from  
Space with a Co叩aCt FTS   

Proc．lnt．†Jorksbop  
Arct．AtmDS．Obs．  

Proc．ASSFTS8  

155－160  1998   

A－47  

A－48  Pt、OC．ASSFTS8  

シリーズ「この鳥を守ろう」の現在  
第38回オオセツカー限られた地域の湿地  
でのみ繁殖－   

Low prev且1ence qf Blood PaT且Sites  
in Six Emberiza spacies in Japan 

私たちの自然  

Jpn．J、Ornitbol．  

温暖化への対処は十分か？・科学的知  
見からみて・   
地球温暖化とその影響   
Zl世紀の地球の姿   

消費者情報   

青淵  
人頼生存のための化学（上）  
Zl世紀の男源と環境（中杉  
修身，水野光一編著，大日本  
図書，Z15p．）  
GlobalWar皿ing Tbe  
Potential】コpaCt On  
Japan（NishiDk8  
SりHarasli皿a  
Hりed，Springer，244p．）  
環境情報科学  

開発工学   

季刊 環境研究  
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A－54  Nishioka SりHarasawali．  
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西岡秀三  
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ー3Tsukuba Umiv．）  
原島省  

原島省，J7】刀正行  
Takano K．（＊‖諏rashi皿a A．  
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GlobalWar皿ing The Potential Impact onJapan   

Å－55  

A－ 56   

Å－ 57  

A－58  

グローバルリスク時代の政策と科学一  
科芋はリスク共存社会に対応しているか  

ひろがる技術のフロンティアー温暖化  
防止の技術開発と政策手段一   
気候変動対応の戦略研究   
Calculation of CO2 flux from  

forest soilu51ng222Rn  
Calibrated me抽出  

策3編第6節  
航迂遠続モニタリングシステム  

サンゴ漁の水中画像アーカイブ   
AⅣ皿ericalSi皿ulation of the  

Circulatiollin tbe Soutb Cllina Sea  
－Preli皿inary Result5  

LONG TE且H STABIいTY OF BENZO【a】  
PYRENEIN STOREDÅmOSPHERIC  
PA且TICUI」ATE鮎TTER S皿PLES   

Lomg－r且nge tranSpOrt Of  
DZOne，Carbon皿OnOXide，and acidic  
trace gases at Oki  
I51and，Japan，d11ring PEH－VEST  

8／PEACA対円T B caⅢpaign  

27（4）  

18（1）   

（113）   

87  

沿岸の環境圏（平野敏行監  
修，フジ・テクノシステム，1  
597p．）  

海中公国情報  
Acta Oceamogr．Taiwan．  
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3－8  
165－186  

（12D）  
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代理表面法および濃度法による乾性 看フラヅクスの比較  
気環境学会誌  

宇都宮彬（＊1），向井人史，  
畠山史釦（★2），村野健太郎  
（＊1福岡県保健環鳩研，  
＊2大気圏環境部）  
Chen L．－L．（‡1），Car皿icbael  
G．R．（項），伽ng H．－S．（＊2），  
Ueda H．（＊3），Shl皿S．（＊4），  
Song C．H．（事1），Kim Y．P．  
（＊4），Ari皿OtO R．（＊引，  
Murano K．eしal．（＊1Univ．  
IDWa，＊2AJou Univ．，  
＊3Kyushu Univり＊4Korea  
Inst．Sci．＆Technol．  
＊5Carlsbad Environ．Honit．  
＆Res．CenL．）  

村野健太郎  
樋野伊薄志（＊1），村野健太郎  
若松伸司（事2）（＊1九州大，  
＊2地域グ）  

松本光弘（＊‖，村野健太郎  
（＊1奈良県南生研）   

薩摩林光（諷1），  
佐々木一敏（‡1），  
鹿角孝男（り），鹿野正明（＊1）  
太田宗康（事1），栗田秀貿（＊1）  
村野健太臥畠山史郎（＊2），  
鳥谷隆（＊3），植田洋匡（嗅）  
（＊1長野県衛生公害研，  
＊2大気圏環境部，＊3九州大，  
＊4京都大）  
村野健太郎  
村野（建太郎  

lnfluence〔）f continentaloutflow  
evenLs on the aerosoIco皿pOSition  
at ChejuIsland，South Ko「ea   

28551－  
28574  

1997  J．Geophys．Res．  A－ 65  

52－55  
164－178  

495－5D5  

284－296  

27（2）  
33（3）  

lT：  

33（5）  

1998  
1998  

1998  

1998  

健  
大気環境学会誌  

日本化学会誌  

大気環境学会誌  

酸性雨   
春季の移動性高気圧通過時の二次大気  

汚染物質の長距敢輸送と変質過程の数値  
解析   
インファレンシヤル法による樹木等へ  

の乾性沈着畳の評価と樹木衰退の一考察  
一票良市における通年観測一   
中部山岳地域における粒子状二次汚染  

物質の挙動   

A－ 66  
A－ 67  

A－ 68  

A－ 69  

青淵  
環境技術  

Air Pollut．Modeling＆  
Its Appl．  

Environ．Po11ut．  

酸性霧と森林桔損   
環境庁地球環境研究総合推進費による  

酸性雨（大気系）研究－アジア大陸からの  

越境大気汚染研究－   
Simulated Acidic AerosoI  

Long－Range Transport and Deposition  
Over EasL Asia－Rol巳Df Synoptic  
Scale Weather System5   

Wet depo5ition or am皿Oniu皿and  
atmosplleric distribution of a00Onia  
and particulate且皿Oniu皿inJap8n   

Unol．．（＊1），Ohara T．（＊2），  
Murano K．（＊1Kyushu Univ．  
＊21nst．Behavior Sci．）   

Murano K.,Mukai H., 
Hatakeya皿a S（Shiro）．（＊1），  
OishiO．（＊2），Utsunomiya A  
（＊2），Shi皿Ohara T．（＊2）  
（＊1At皿OS．Environ．Divり  
♯2Fukuokalnst．Health＆  
Environ．Sci．）  
Ya皿ane A．  

1998  A－ 73  

239－249  Behav．Proce5SeS  Hale reprDductive tactics and  
reproductive success of the  
groupJiving feral（Fe＝s catus）  

†Jidespread neuronaldegeneration  
in rats f81lowing oral  
a血inistration of methylmercury  
during the postnatal developing 
phase：a mOdelof fetal－type  
Hina皿ata disease   

Dietary Protein Levels Cause  
Different Effects of Methionine  
SuppleInent On the Fate of  
MethyllnerCuryin Hice   

栂utralGlycolipid and  
Ganglioside Co皿pOSition of Type－1  
andTyl）e－2Astrocytes Fron Rat  
CerebralHe皿isphere  

Oirect health impacts of climate 
changeinJapan and Cムina  

地域環塊研究グループ  
Sakamoto H．（＊1），  
WakabayashiK．（＊2），Kakita  
A．（＊2），TakahashiH．（＊2），  
ÅdachiT‥NakaれO A．（＊1）  
（＊1Natl．Inst，Hina皿ata Dis  
，♯2Niigata Univ．）  
AdachiT．，Hiraya皿a X．（★1）  
（りKuma皿OtO Univ．）  

Hurak弧iK．（り），Asou H．  
（＊Z），AdachiT‥TakagiT・  
（★2），Kuni皿OLo Mり5aito H・  
（り），Uye皿Ura K．（り）  
（＊1KeiD Univり＊2Tokyo  
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血do H．，Tamura K．（＊1），  
Yama皿OtO SりLiang C．K．  
（竃2），仙Y．P．（＊2），ZhangJ．  
P．（＊3），Yang H凡（叫）  
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安藤消  

351－354  1998  Brain Res．  

1998  226－232  Jpn．J．Toxicol．Envi「on，He  
alth  

J．Neurosci．Res．  

B－ 2  

5 5  382－393  1†】t】l；  B－ 3  

Cli皿ate Change and  
hu皿an healthin the  
Asia－Pacific  
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C. ,Jackson 
E．ed．，加Stralian  
Medical  
Association，119p．）  
地球環境  

賃－・1  

地球温暖化の健康への影響－ヒートス  
トレスと  
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ロHりTadano H‥Åsanu血a  Health Effects o  1 th perspect  Environ．He8  
S．（＊1），Tamura K．（＊2），  
Matsusbim且S．（＊3），  
Watanabe T．（＊3），XDmdo T．  
（叫），SakuraiS．（＊5），JiR．  
く書6），いan苫C．（鶉6），Cao S．  
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山Ido H．   

安藤浦  

波辺俊一く＊1），近蒜武（書2），  
浅沼信治（豪3），桜井四郎（＊4）  
田村憲治（＊5），安藤消  
（■1佐久総合病院，  
■2松本歯科大，  
＊3日本農村医学研，  
♯4大妻女子大，  
♯5匡Ⅰ立水俣病総合研究セ）  
lsbidG机りTak巳da S．，  
Tohya恥C．（＊1），SuzukiT．  

Pollution from Coal飢mingin China  

B－ 7  Impacts onIhmanIlealth   GlobalWarming－The  
pDtentiall皿paCt□n  
J8pan一（Nishioka  
SりHarasawa  
H・ed‥Sp呵ger・244p・）  
GlobalEnvlrOn．Res．   

日中医学   

日中医学  
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Risk AssessⅢent Of GlobalWar皿ing  
On Hu皿an Health   
中国における屋内フッ素汚染の現状と  

課題   
庭内での石炭燃焼に起因する骨フッ素  

症   

B－11  Å匹ptQSisin T已t r巳nalproxinal  
tubular cellsinduced by ca血il皿  

C一皿yCis notinvoIvedim  
Ca血iu皿－elicit8d8匹ptOtic patbway  
in porcine ki血ey LLC－PKICe11s   

Ca血iun－bo11nd metallotbioneim  
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kidneys，but notin cultured kidney  
LLC一閃1Cells   

CONTROL OF ANTI用OPOGENIC N20－A  
GIiEENHOUSE GAS－EHISS10N FROH  
SEVERAL凡lⅣ－RELATED FIELDS   
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Life Sci．  

いfe Sci．  
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間欠ばっ気活性汚泥法における流入量  
乗負荷のN20放出および窒素除去に及ほ  
す影響   

根毛虫顆Hon8S  
guttulaによるカヒ臭産生藻屑Phor皿idiu  
皿tenueの分解に及ぼす温度の影響  

生態工学を活用した低汚濁海水の浄化   

水環境学会汰  

水環境学会誌  

ト1T  化学工業  

B－18  CharacterisいCS Of N20加issiDn  
and Nitr8gen ReⅢOValat A DO  
Controlled Intermittent Aeration 
Activated Slu鹿e Process   

食料品製造業排水の現状と法規制   

食品工場排水の工程内対葦と排水処理  
対策   
食品工壕排水の既存排水処理施設の高  

度・効率化   
食品工場排水の処理コストと新たな処  

理システムの開発  

Jpn．J．Water Treat．Biol．  
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月刊食品工場長   

月刊食品工場長   

月刊食品工場長   

月刊食品工場長   

月刊食品工場長  産業系排水  豊卦リン負荷削減のため  
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lna皿OriY‥Sug  
lwa皿iNりMatsumuraトい＊1），  
HirokiM．（＊2），†Jatanabe M．  
川．（＊2）（ヰ1Tsukuba Univ．，  
＊2Environ．Biol．Div．）  
稲森悠平，小沼和博（り），  
須藤隆一（＊2）  

（＊1茨城県科学技術振興財団，  
＊2東北大）  

林紀男い1）周安克彦（＊2），  
稲森悠平，須藤隆一（★3）  
（り千葉県立中央博物館，  
＊2（財）日本環境整備教育セ，  
＊3東北大）  

稲森悠平，小沼和博い1）  
（＊1茨城県料字技術振興財団）  
西村修（＊1），木村賢史（＊2），  
山田消男（＊3），稲森悠平，  
須藤隆一（事1）（＊1東北大，  
＊2東京都環境科学研，  
＊3㈱海洋工芋研）  
稲森悠平ノH召和博（＊1）  
（茨城県科学技術振興財団）  

CyanObacterium Hicrocystis viridis  
using predaceous micro－animals  
combin巳d with bacLeria  

窒素・リンの抜本的な負荷削減策を  
一産業排水高度処理技術の開発と方向一  

袋形軸物輪虫頬の増殖に及ぼす環境因  
子の影攣   

月刊地球環境  B－ 25  

2D5－213  日本水処理生物学会誌  B－ 26  

月刊食品工場長   

訂本泊岸域学会論文集  

生活排水と事業場排水の総合処理  

人工二F潟が水質浄化能に及ぼす影響の  
数値モデルによる解析   

1998  

1998  

1998  

1999  

∴：、こさ  

（18）  

（19）  

（ZO）  

22（2）  

34（3）  

40－41  

72－73  

50－51  

127－132  

183－194  

月刊食品工場長  

月刊食品工場長  

月刊食品工場長  

水環境学会誌  

Jpn．」．Water Treat．Biol．  

食品製造業排水の高度処理化での事業  
者の認識と啓発－しよう油製造業排水の  
処理対精一   
食品腿遺業排水の高度処理化での事業  

者の認岩鵠と啓発一惣菜製造業排水の処理  
対策～   

食品製造業排水の高度処理化での事業  
者の認亘哉と啓発～乳製品製造業排水の処  

理対策～   

有用微／」、後生動物輪虫類の大量定着と  
水質浄化に及ぼす付着担体の効果  

F‖い・ation，Respiration and  
Assimiiation in the Suspension 
Feedinき：Bivalves，いⅢnOperna  
fortun（】ikikuchiiand Hactra  
veneriformis   

B－ 29  

B－30  

き1．ミI  

B－ 32  

B－ 33  

稲森悠平，小沼和博（り）  
（茨城県科学技術振興財田）   

稲森悠平，′＝召和博（＊1）  
（茨城県科学技術振興財団）   

藤井邦彦（＊‖，稲森悠平，  
松村正利（＊1），戎野純一（■2）  
（＊1筑波大，＊2東邦大）  
Ki皿ura K．（＊1），Nishimura O．  
（＊2），Tsuchya T．（＊1），  
OkutomiS．（＊2），Yamasita K．  
（＊3），1nalmOriY．，Sudo R．  
（♯2）（＊1Tokyo Metrop．Res．  
1nsしEnviron．Proり  
＊2Toh□ku Univり＊3Saitana  
Inst．Tech．）  
MizuochiM‖5ato K．（＊1），  1998  267－277  Jpn．」．WaterTreat．Biol．  E皿ission Characteristics of  

Greenhuuse Gas N20from Sewage  
SludgeIncinerati8n Process  

カルシウム系焼結セラミックス担体の  
栄養塩駆吸着特性と硝化促進効果   

B－ 34  
InamoriYりMatsl皿ura M．  
（＊2）（りPublic Works Res．  
Inst，事2Tsukuba Univ．）  

西村浩（■1），竹川愛（＊2），  
稲森悠平，須藤隆一（＊1），  
西村修（＊1），  
小野木三洋子（＊3）  
（＊1東北大，‡2東邦大，  
＊3小野木フロヅク工業）  
Sugiura N．（＊1），lwa皿iN．，  
lnamoriY．川ishimura O．  
（＊2），Sudo R．（♯2）  
（りTsukuba U爪iv．，＊2Tohoku  
Univ．）  
中島敏幸（り），稲森悠平，  
遠藤朝朗（事2），  
川端善一郎（＊3），栗原康（叫）  
（り㈱神戸製調，  
＊2東北学院大，＊3愛媛大，  
幕4奥羽大）  

西村浩（事1），徐開欽（霊1），  
稲森悠平，須藤隆一（＊1），  
竹川変（＊3），戎野棟一（＊3）  
（＊1東北大，＊Z地域グ，  
＊3東邦大）  

Takamatsu Y．（＊1），Ina血Ori  
Y．，Sudo R．（＊2），Kurihara Y  
（＊3）川atsuⅢura H．（＊1）  
（＊1Tsukuba Univ．，＊2Tohoku  
Univ‥＊300u Uni〉．）  

1998  21（11）  727－73Z  水環境学会誌  ト ニ、：■  

3549－3554  1998  32（12）  Significance of attached  
cyanobacteria relevant to the  
occurrL！nCe Of musty odorin Lake  
K8Sl皿1gaura   

微生物群集における外来種・導入碩の  
定着一校間相互作用からみた共存と排除  
のメカニズム及びその解析手法－   

Wat．Res．  B－ 36  

1998  217－233  Hicrobes＆Environ．  F－、さこ’  

1998  395－401  35  環境工学研究論文集  カルシウム系焼結セラミヅクス担体を  
充填した／くイパス式嫌気好気循環汚濁水  
路浄化法における浄化特性  

EcotoxicityÅssessmenL of  
Surfactant on Aquatic Ecosysteol 
Using Microcosm Sysieio 

B－ 38  

11998 305－307  ComparaLive Evaluation  
of Environ皿ental  
Toxicants（Inaba  
JりN8ka皿ura Yり  
ed．，Kodansha  
Sci．Ltd，311p．）  
J．Fer皿ent．＆BiDeng．  

ミー 3リ  

202－206  1998  Nitrogen Re皿OValand N20  
E皿issionin a Full－Scale Domestic  
Wastewater Tre且tment Pla此With  
Intermittent A巳rati8n  

KimochiY．（＊1），lnamoriYり  
MizuochiMりXu K．・・Q．（＊2），  
Matsumura M．（★1）  
（＊1Tsukuba Univ．，Tohoku  

B－40  
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温度成層下のストリートキヤニオン内  
部流れに対する道箱幅の影軌こ関する風  
洞実験  
市街地における汚染物の拡散に関する実  
願的研究その4   
Herbicide effects on匹nd  

phytoplankton communities under  
different grazing pressures  

Theinteractive effects of UV－B  
radiation and a herbicide on uptake  
and且1location of carbonin twD  
Strains of tbe green alga  
Scenedesms   

Shiftsln herbicide toler8mCein  
paddy fieldperiphyton followi咤  
herbicide application   
Effects of Passive Smoki噂On  

SeTⅥ皿Levels Df Carotenoids aTld  
α一Tocopberol  

電磁場の発がんリスクについて   
RiskAwaren号SS8ndPerceptionin  

Asian peveloplng Countries As a  
Functionロf Environ几entalRisk  
Transition a HDP（Human Dimension  
Progra皿me Study Plan）   

上原清，村上周三  
老川進（■Z），若松伸司  
（＃1東大，＊2清水建設㈱）  

払SaiF．川iyamotn Y．（＊1），  
Hanazato T．（♯2）（＊川issan  
Chem．Ind．Ltd．，＊2Shinshu  
Univ．）  
KasaiFりArts H．T．（＊1）  
（＊1Natl．Hydr81．Res．Inst．）  

VeFh．1nL巳rnat．Vereln，Lim  
nol、  

Aquaいc EcDl．  

26  1728－1733  199邑  B－42  

31  26ト272  1998  8－43  

Chemosph即e  

J．Epidemiol．  

Ka5aiF．  

Takatsuka〃（＊1），Kawakami  
N．（‡1），lto Y．（★2），KabutD  
H‥ShiⅢizu H．（よ1）（事1G汗u  
Univり＊ZFuJita Health  
Univ．）  

兜真徳  
Kabuto H‥Honda Y．（＊1），  
Ⅵ8iL．【♯Z），壇in Y．ヱ．i＊3），  
Yu－de C．（霊4），SuzukiS．  
（♯5）（＊1Tsukuba Univり  
＊ZBeiJing帖rm81Univり  
＊3ChengduInst．EnvirDn．  
Protect Sciり＊4Hinist．  
neath＆tieijingned，Coll．  
＊5Gunna Univ．）  
兜眞徳  

44（12）  ぼの臨床  
Risk Rese且rClland  
Hanage皿eIltin Asian  
Perspective（Proceeding  
of the Flrst  
China－Jal】an Conference  
on Ri5k人SSeSSnent amd  
I佃nagement）（Kabuto H．  
Dir．．Int．Acad．Publ．，658p  

．）  

ペプシノゲン法（三木一正  

編集，㈱医学書院，Z60p．）  
環境情報科学  
H8t11rltas  

1474－1478 595－600  

B－46  
B－ 47  1998 1998  

胃癌死亡率からみた血清ペプシノゲン  
値   
健康からみた地球局境リスク   
Associ8tion of  

dehydroepiandrosterone sulf且te With  
seru皿HDL－CllOlesteroI  
CDnC巳ntration5in posしmenopausal  
JapaneselヾOme□   
MEIC Evaluation of Acuts Systemic 

Tqxiciもy   

兜眞徳  
地gata C．（頃），Takatsuka N．  
（＊‖パabuto H．，Shimiヱu H．  
（り）（＊1Gife Univ．Sch．Med．  
）   

Cle】コedson C．（ヰ1），  
血dersson H．（雫2），血kiY．  
（＊3），Barile F．A．（＊4），  
BassiA．H．（＊5），CallejaM．  
C．（哺），Cast8nO A．（■7），  
Clothler R．H．（紹），  
Dlerickx P，（＊9），KuniⅦOtO  
比．et．81、（＊1CてLU，蛇Univ．  
Lund，♯3Environ．H巳alth Sci．  
Div．，竃4City Univ．Ⅳew York，  
＊5Inst．Gen．PaLbol．Italy，  
★6Univ．Ghenい7Environ．  
T8Xicol．Spain，＊8Quee’s  
Med．Cent．UK，＊91nst．Hyg．  
Epidemiol．Belgiu皿）  
XuniⅢOtO HりAdachiTり  
Isido H．  

国本学  

国本字  

27（4）   
31  

E－51  （26）  lATLA 131－183  1998  

B－ 52  Expression and Localizati8n Of  
Brain Ankyrin lsoforms and Related 
Proteins During Early Devel叩皿ental  
Stages of Rat Nerv8uS Syste皿   
簡易毒性評価試験とその毒性学的意義  

環境モニタリング捜絹   

J，〃euroch【肌  2585－2592  

B－53  

8－54  

バイオアヅセイ水頭境のリ  
スク管理（給水基之，内海英  
雄乱読談札p．）  
人規生存のための化学（下）  
地球を守る化学技術（中杉  
修身，水野光一編著，大首本  
国苔，185p．）  

生化学辞典那版（今堀和友  
，山川民兵監修，東京化学同  
人，1658p．）  
新菱冷熱中央研究所報  

E－55  

B－56  

国本字  

樋口修二（＊1），岡田勝行（可），  
清水汚（柁h近藤美劇  
（♯1新費冷熱研，  
＃2慶應義塾大）  
樋口修二（り），岡田勝行（♯‖ 
清水浩（♯2），近藤乗則，  
六川修一（＊3）  

（tl新菱冷熱工業，  

アンキリン，アンキリンリピート，スベ  
クトリン  

エコオフィスシステムのデータ収集解  
析  

環境低負荷型技術を導入したエコオフ  
ィスの評価第2報  
平成9年虔の運転データの解析とその評  
価  

B－ 57  

空気調和・衛生工学会学術 講演会論文集  
1605－1608  1 1998 
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るPVシステム  随エネルギー  
清水浩（＊2），近藤美別  
（事1東大，≠2慶応義塾大）  
Kon血YりHoriguchiY．，  
Shi皿izu H．（り）（りKeio  
Univ．）  
1chinose T．（＊1），SagaiH．  
（＊10ita Prerect．Univ．Nurs  
Sci．）  

COz Emissions in 
Japan：Influences ofl皿pOrtS and  
Expo「ts   

Effects of high dietary fat and  
β－CarOtene Onlung crcinogenesis  
induced by dieselexhaust particles   

59（2－3）  Åppl．Energy  

Food factor for Cancer  
Prevention（Ohigashi  
HリOsawa TりTerao  
J．，甑tanabe  
S‥Yoshikawa T．  
eds，Springer，p．）  
Ⅰれい．」．Oneol．  57ト575  こジジ丁  11  1chinose T．（＊1），Yamanushi  

T．（＊2），Seto H．（＊3），Sagai  
M．（＊10ita PrefecL．Univ．  
Nurs．Sciり＊ZOchano皿izu  
仙川en’s univり♯3Tokyo  
Metrop、Res．Lab．Pub＝c  
Health）  
SagaiHりLim H．B．（＊1），  
Xohno軋（＊2），帖kaiY．（＊2），  
Ari皿OtO T．（■3LYoshikawa  
T．（＊3），1chinose T．（＊4）  
（＊1Korea Ginseng Tabacco  
Res．Inst．，靂2Nihondenshi  
Co．Ltd‥＊3KyoLo Pref．Med．  
Univ．，韓40ita Prefect．Univ．  
Nurs．Sci．）  
Ⅹu皿agaiy．，Ari皿0ヒo T．（♯ユ），  
ShinyashikiH．（＊2），  
ShimDjo N．（＊2），NakaiY．  
（＊1），Yoshikawa T．（＊3），  
SagaiM．（＊1Kyoto Prer．  
Univ．，★2Tsukuba Univり  
＊3Tokyo Univ．）  
嵯峨井勝，市瀬孝道（＊1），  
河野雅弘（♯2），中井由実（＊2），  
有本豊子（★3），吉川敏一（■3）  
（＊1大分県立書芸豊科字大蛇日  
本電子（軋＊3京都府立医科大）  
嵯峨井勝  

Oxyg川radicalsinlung  
CarCinogenesis accompanylng  
phagoc〉・tOSis of dieselexhaust  
Particje5  

：卜 占l  

InvDIvement of5UperOXide and  
nitrie oxide on asthma－1ike  
featur（】Sinduced by dieselexhaust  
particlesin皿ice   

Pathophysiology of  
Lipid Pe「oxides and  
Related Free  
Radicals（Yagi  
K．ed，Jpn．Sci．Soc．Press  
Tokyo，p．）  

B嶋 6Z  

GeneJl丘己jon of reacいve oxygeれ  
SpeCies duringint巳raCtion of  
diesel exhaust particle components 
with N∧DPH－Cyt8Chro皿e p450  
reduct‘lSe andinvoIvement of the  
bi8aCいvationin the DNA da皿age  

酵素灼反応によるディーゼル排気微粒  
子（DEP）からの活性酸素の生成   

Free Radjca】8jDユ．＆Med．  479－487  ∴こt；．1  

磁気共鳴と医字  

呼吸器疾患とフリーラジカル一気管支  
嘱息様病態と活性酸素－   

Comparison of ciliry activity and  
inflam】natOry mediator release fro皿  
bronchialepithelialcells of  
nonato】〕ic nonasth皿atic subjects and  
atopic asthmatic patients and the  
effect：50f dieselexhaust particles  
in vitro  

ディーゼル排気のモルモット喘息モデ  
ルに及ぼす影響について  

♪jffere雨ialchangesin rat brain  
nitric oxide synthase in vivo and 
in vitro by皿ethylmercury  

排水からのダイオキシンによるリスク  
の実態  

水環境におけるダイオキシン類の動態   
フユニトロチオン暴露によるヌカニピ  

の行動変化   
VariユLionsin the toxicity of  

川icrocy5ti5Sp巳Cies to Hoina  
maCrOC（】pa  

ダイオキシンとリスクアセスメント  

フリーラジカルの臨床   

J．Allergy C＝n．Imunol．  
l
 
 

a
 
l
 
 

iaJ．L．  Bayra：lH  
（＊1），Khoir O  

AbdelagiヱM．H．（＊1），  
Sapsford R．J．（＊1），SagaiH．  
，Davi巳S R．J．（り）（■1Dep．  
Re5Pir．M巳d．St．  
Bartholo皿eW’s Royal  
London Sch．Med．Dentis．）  
石井幸雄（＊1），楠本健一（＊1），  
飯島弘晃い1），内田義之（★1），  
長谷川鉄雄（事1），嵯峨井勝  
（＊1筑波大）  

Shi岬a5hjki机＊り，伽皿agai  
Y．（零1），Nakajina H，（＊1），  
NagafuneJ．（＊‖，Takeda H．  
（事1），SagaiM‥ShinnJo N．  
（＊1）（＊1Tsukuba Univ．）  

桜井燵郎  

3 5   170－175  日本胸部疾患学会誌  1998  B－ 67  

147－155  Brain Re3．  1998  B－ 6∂  

58D－586  水のリスクマネジメント実  
務指針（土屋悦阻中室克彦  
，酒井康行編けイエ▲ンスフ  
ォーラム，673P．）  
水環境学会誌  
環境毒性学会誌   

Phycol．Res．  

19g8  きIこ：l  

21（7）   

1（1）   

46（Suppl   
．）  

桜井健鮎  
菅谷芳雄   

Yasuno M．（＊1），Sugaya Yり  
Ⅹ8ya X．（≠2），地L8月abe月．M．  
（＊3）（＊1Shiga Prefect．  
Univリ＊2Environ，Chem．Div．  
＊3Environ．Biol．Div．）  
曽根秀子  ファルマシア  

ホルモンと  
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Gen〔）tOXic activ  
butenoic8Cidsin Salmonella  
typhi皿urium strains TA98，TAlOO and  
TAlO4   
有害大気汚染物質の測定方法と精度管  

理の考え方   
RING－CHAIT TÅUTOMERISト10F  

CHLOR川ATE上）HYDRO）【YFURANONES AND  
REACTION WITH NUCLEOSIDES   
The photorepair and  

photoisamerization af DNA lesions 
in etiolated cucu皿ber cotyledons  
afLerirradiation by UV－B depends  
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TakeuchiY．（＊‖，Murakami  
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J．PlankLDn Res．  
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Nakamura Y．  

Nakamura Y．  
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Iwasaka Y．（♯1），Quan H．  
（＊2），Hua刀g Y．（事2），鮎刀J．  
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花粉症の現状と将来   
花粉症の現状と将来   
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の試験法に関して   
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Water tOXicity   
環境汚染物質による生感系の損乱   
生物指標を用いた農薬等の有機物質の  

生悪影響評価  
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産業衛生学雑誌  
Prog．Med．  
Prog．Hed．  
Arch．EnviroTl．Healtll  

新田裕史  
新田裕史  
新田裕史  
NakaiS．（★1）川itta Hり  
胸e血Ⅹ・（＊2）（＊1Yokdほ皿苧  
Natl．Umivり＊2Tokyo Ka5el  
Univ．）  

新田裕史  
NakaiS．（＊1）川ittaIlりOno  
M‥Abe K．（＊2），SakaguchiH  
（＊3）（事ユYokロムa瓜a甑ヒ】．  
Univり■21nst．Environ．Biol  
，事3日atl．1nst．Infect．Dis．）  
畠山成久   

Hatakeyama S（Shigehisa）．  
SlliraishiH、   

畠山成久  
福島憤（暮1），畠山成久  
（＊1横浜市環塊科学研）  

B－102  
B－103  
B－104  
B－105  

安全工学  
Ind00r Air  

B－106  
B－107  

環境毒性学会誌   

Enviro†1．To：（icol．＆CheI〕．  

組績培養工学  
水のリスクアセスメント実  
務指針（土屋悦帆中室克彦  
，酒井康行編，サイエンスフ  

1998   

1998  

1998  
1998  
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273－275  
390－400  
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昌一110  

B－111  
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一282－   



指棲生物  を用いた重金属の生態影響評  リスクアセスメント実  
（＊1横浜市環境科学研）  

畠山成久  

価  

化学物質の底生生物への影響評価に関  
する調査・研究  

Ass巳SSment Df overallpe5ticide  
effects on river ecosystetns   
Nitric oxide－mediated cytotoxic  

effects of alveolar皿aCrOphages on  
transformedlung epithelialc巳11s  
are indepeodent of the a, 
integrin－mediatedlnterce111】1ar  
adhesion   
Effects of intratracheal 

pretpeatment with yttriu皿Chloride  
（YCLo）oninflam皿at叩reSpOnSeS  
of the rat lung following 
intratr且Chealinstillation of YCL3   

Effects of Yttril皿Chloride on  
tbe Lung  

務指針（土産悦脾，中毒克彦  
，酒井康行編，サイエンスフ  
ォーラム，673p．）  
河川・湖沼の水質浄化技術  
の開発と汚染対策（稲垣徹，  
新関俊和，工業技術会，426p  

．）  

Rev．T（】Xicロ1．   

Immuno10gy  

召－113  398－416  

Hatakeya皿a S（Shigebi5a）．   

Hirano S．  

315－332   

102－108  

B－116  HarubashiX．（＊1），Hirano S．  
，SuzukiX．T．（＊1），  
（＊1Chiba Univ．）  

Hirano S．  

Toxicol．Lett．  

B－117  Comparative Ev且1uaいon  
Of Environ皿ent81  
Toxicants（Inaba  
JりNaka皿ura Y．  
edリⅩodamsha  
Sci．Ltd，311p．）  
自然復元特集4  
魚から見た水環境（森誠一  
監修・編集，信山社サイテッ  
ク，Z43p．）  

雄  

月刊地球環境  

琉球大学熱帯生物圏研究セ  
ンター平成9年年報  
現代思想   

SOS SAVE OUR  
SEA救え！われらのいのち  

の海を  
器  

Har．Environ．Res．  

227－232  1998  

福島猪生  イトウの生態と生息環境   ト11～ミ  120－130  1998  

堀口敏宏  B－119  

B－1ZO  

B－121   

B－12Z   

B－123  

B－1Z4   

B－125  

海産巻貝類のインポセックス：醍の  
性化現象一内分泌撹乱化学物質による野  
生生物への影響一   

海水中にTBT  
lng／で巻き月にインポセックスー化学  
物質がもたらす生殖への影響   
有機スズと巻月顆のインポセックス  

環境ホルモンとは何か  
巻月のインポセックスの事例から   
オス化するイポニシー環境ホルモンに  

よる巻貝への影響一  

有機スズ化合物と海産巻月額の生殖  
異常   
Acute Toxicity of Organotim  

Conpounds to the Larvae of the RDCk  
Sbeli，7bals c18Viger8，tllel）isk  
肋alone，Haliotis discus discus8nd  
the GiamtÅbalone，Haliotis皿adaka   

52（11）  

29（4）  

（4）   

26－6（5）   

（145）  

68（7）   

46（卜5）  
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59－61  
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堀口敏宏  

堀口敏宏   

堀口敏宏   

堀口敏宏  

堀口敏宏   

伽riguchiT‥ImaiT．（＊1），  
Cho H．S．（雫2），ShiraishiH．  
（事3），Sbibata Y．（＊3），  
HoritaH．，Sbimiヱu H．（＊4）  
（＊1Kanagawa Prefecヒ．Fish．  
Res．Inst．，＊2Yo5u N8tl．  
Fish．Univ‥＊3Envirロn．Chem  
Divり叫Nihon Univ．）  
堀口敏宏   

堀口敏宏   

堀口敏宏  

有機スズ化合物による巻月煩のインポ  
セックス   
実態報告・環境ホルモンで汚染される  

日本   
巻月のメスがオスに性転換   

53（7）   

10（10）  

化学   

蘇るl   

よくわかる環境ホルモン学  
（シーア・コルポーン，養老  

孟司，他者，環境新聞社，220  

p．）  
別冊化学  
環境ホルモン＆ダイオキシ  
ン  
かんきよう  
子どもを取り巻く環境ホル  
モン（食べもの文化編巣部  

絹，芽ばえ社，93p．）  
ホルモンと臨床   

海洋と生物   

日本水産学会誌  
ダイオキシンと環境ホルモ  
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B－129  

B－130  
B－131  

B－132   

B－133   

もー134  
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堀口敏宏  
堀口敏宏  
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堀口敏宏   

堀口敏宏  
堀口敏宏  

有機スズ化合物による巻貝類のインポ  
セックス  

環境ホルモンの野生動物への影響   
環境ホルモンの野生動物への影響  

巷月顆の雌の雄性化（インポセックス）  
に及ばす有機スズ化合物の影響   
インポセックス一巻月掛こおける雌の  

雄化現象一   
海産腹足類のインポセックス   
環境ホルモンの生態系への影響一有機  

スズ化合物による巻月頒への影響を中  
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Shiraishi仔．（＊Z），Shibata  
Y．（＊2），SomaH．（紹），Horita  
H．，Shimizu H．（＊4）（＊1Yosu  
旭tl．Fish．Univ‥事2Environ．  
CheⅢ．Div‥＊3Shizuoka  
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堀口敏宏   

堀口敏宏   

福島武彦（事1），相崎守弘【＊2），  
松重一夫，松永干会（＊3），  
稲見正明（＊3），青山莞爾（＊4）  
（＊1広島大，＊2島根大，  
■3東京農工大，￥4東邦大）  
松本幸儲  

Organotin accu皿u18tiDnin the rock  
Shell．Thain claviger，fron the Seto  
lnland Sea and the Sanriku  
regiom，Japan   

水圏の環境ホルモンとそれがヒトおよ  
び生態系に及ぼす影響   
野生生物における生殖挽乱と内分泌挽  

乱物質   
屋外実験池を用いたラン藻類侵占に及  

ぼす魚の影響に関する研究   

用水と廃水   

産科と婦人科  

水環境単会誌  

8－140  回帰分析，検定，信頼区間，正規分布，相  
関係数，対数正規分布，標準偏差，変動係  
数  

大気汚染常時監視測定局  

Possible particle－Particle  
reaction between soiland a皿Oniu皿  
Sulねte aer勺SDI   

C九e皿ical†eaCtion during the  
COagulationofamon叫Sulphate  
and皿ineralparticlesln tbe  
atmosphere   
Chemicalcllar8Cteristics of free  

tr叩OSpheric aerosoIs（川er the  
Japan Sea coast：8ircr且ft－borme  
measurements   

3．Z環境情報と環境指繚   

［最新］においの用語と解  
説［改定版］（環境庁大気  
保全局大気生活環境室監修  
，（社）臭気対策研究協会，2工  
7p．）  
環境用語事典（横山長之，市  
川悍信共編，オーム社，452p  
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H．（＊1），Nishikawa H  
（＊1甑goya Univ．）  
森口祐一  B－145  環境システムーその理念と  

基礎手法－（土木学会環境シ  
ステム委員会編，共立出版  
㈱′296p．）  
持続可能な社会システム  
（内藤正明，加藤三虹編，岩  
波召店，244p．）  
環境科学会誌   

交通工学   

ECp〃帥5ユ．  

日本エネルギー学会誌   

環境情報科学  

環境ジャパン柑99（碓氷専，  
グレン・パオレット編著，ダ  
イヤモンド社，ZOOp．）  
環境ジャパン19g9（碓氷軋  
グレン・パオレット編著，ダ  
イヤモンド社，ZOOp．．）  
環境技術   

ECp Newsl．  

岩波講座地球環境学4  
水・物質循環系の変化（和田  
栗太朗，変成哲三編，㈱岩波  
事店，350p．）  
癌の臨床  
地盤工学会誌  
食品と開発  
臨床と薬物治療  

もー146  

B－147   

B－143   

8－14S  

B－150   

8－151  

B一ユ52  

B－153  

B－154   

B－155  
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森口祐一  

中ロ穀博（頃），森口祐一  
（＊1埼玉大  

森口祐一   

HoriguchiY．  

森口祐一，近藤美則   

森口祐一，松橋啓介，  
専園淳（＊1）  

（出社会環境システム部）  

森口祐一  

森口祐一  

中井真司（＊1），森口祐一  
（■1大阪府）  

肋rigucbir．  

森口祐一  

「持続可能な発展」という概念  

日本の地域環境指棲の特性一国際比較  
を中心に－   

交通に関連する環境問題の動向と持続  
可能な交通への展望   

ぬterjalFユovAccou皿tiコg－JとS  
franewDrれimplications且nd8n  
internationaljoimt s山む－   
賀源輸入に伴う環境負荷の定立化と負  

荷の配分方法がLC‖こ与える影響の分析   
多様な環境問題とその重大性の認識  

3一ユニネルギ一泊費の構造と動向  
エネルギー消費阜をふやしているのは証  
か   

9－1消費構造  
豊かな社会にはモノの大息使い捨てが不  
可欠か？   

地域産業連関表を用いた二酸化炭素排  
出史の推計一大阪府の場合－  

LCA pfAut8皿Obile＄－8evelopment  
froⅦinventory analysis tol化rd  
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マテリアルフローからみた人間活動と  
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ダイオキシン頒の農産塁の評価   
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食品と環境問題   
「環境ホルモン学会」設立と今後の展  
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ro【阻tOgr．A  

（＊1），Hiraiwa T  VOlatile organic co皿匹undsim the  
atmosphere by8n autOlnated gas  
Chro皿atOgraphic system  

内分泌混乱物質の環境への放出と残留  

Th巳Deしermination ofIodine  
Speciesin Environmentaland  
Bi0logicalSa皿ples   

The Dete「皿ination or Mercu「y  
SpecieラinEnvironmentaland  
BiologlCalSamples   
環境ホルモン学会設立にあたって   
新しい環境汚染問題と臨床家  

揮発性有機塩累化合物の水飽和土壌中  
における分解   
汽水湖汽引こおけるアオコおよび赤潮発  

生の制御に関する基礎的研究  

揮発性有機塩素化合物分解縄生物   
Pratein Phosphatase lnhibition 

Assay for Detection or Microcystins  
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Cultures  

有害汚染物質（化学物質）の測定法  

ダイオキシン規の生成メカニズム   
ゴミ処理と有害物賞   
Gas Ch「omatographic／Mass  

Spectrometric Method for Analysis  
Of Trace CarbonylCompoundsin  
F00ds amd Beverages  

臭気物質の機器分析法の現状と今後の  
展開   
臭気物質の機器分析法の現状と今後の  

課題   
ダイオキシン類の生成機構と物性   
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ダイオキシンの発生毒性   
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TakaⅢura Y．（＊4）（＊1NK且  
Corpリ＊2Xokan Kei50ku  
Serv．，＊3甑tl．Sci．肌s．，  
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米元純三  
米元純三  
米元純三  
米元純三  
YonemotoJりJana N．Rリ  
Sarkar S．，Tohya血a C．（礪1）  
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9－14  
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1107－1116  

189－216  

Lll！し1   

17－22  
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環境システムエ字（土木学  
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Stud．   

政府が本気になれば対舗こそ発展とな  

地球環境時代の地域開発戦略  
求められる洗練された環境投資理論   

C－39   

C－40  
C－41   

C－42  

森田恒幸  
森田恒幸   
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度）  

環境情報科学  

C－50  
C－ 51  

C－52   

C－53  

森田恒幸  
亀山哲（＊1）山形与志樹  
中村大士（事1）（＊1北大）   

山形与志樹   

山形与志樹  

地球環境問題  
釧路湿原モニ  
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タリングに関するリモー  

通巻（583）  22－27  
4Z－58  

16－20   
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トセンシンクを用いた氾濫濁水の定量測  
定技術の確立   
地球温暖化と湿地の未来  

－リモートセンシンクによる解析一   
人工衛星データを用いた湿地分布図の  

作成手法に関する研究   

山形与志樹  

化学環境部  
彼谷邦光  

気候変動リスクの評価と管理へのアプ  
ローチー交渉過程の学習ゲームモデルと  
比較制度分析－  

ミクロシスチン等の藍藻轟によるリス  
クの実態  

ミクロシスチン等の藻類寿のリスク評  
価  

Three8ebydrobutyrine－COntaining  
Hicroc）′Stins fro皿Nostoc  

バイカル湖研究の背景   

水のリスクアセスメント実  
務指針（土屋悦隠中毒克彦  
，酒井康行編，サイエンスフ  
ォーラム，673p．）  
水のリスクアセスメント実  
務指針（土屋悦雄，中華克彦  
，酒井康行編，サイエンスフ  
ォーラム，673p．）  
Phytochemistry  

地球環境変動の科字 バイ  
カル湖ドリリングプロジェ  
クト（井上源書，柏谷健二，  
箕浦幸治編著，古今書院，26  
9p．）  
J．N8t．Prod．  
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（＊1Univ．Dundee U．X．）  
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Song L．（＊1），Sano TりLiR．  
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Liu Y．（＊1），Kaya K．  
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Mahakhant A．（＊1），Sano Tり  
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Tong－a－ram T．（＊1），  
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柴田康行  

Two（Z卜Dehydrobutyrine－  
Containing Microcy5tins fro皿a  
Hepatotoxic Bloo皿Df Oscillatoria  
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分析における分析条件の検討  

Hicrocystin productiDn Of  
Microc〉′Stis  
Viridis（cyanobacteria）under  
dほferent culture conditions  

Detection of microcystins fro皿  
CyanObacterialwater bloomsim  
Thailand fresh water   

851－853  1998  
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カ口達器質量分析法における分析精度の 向上   
海洋研究における加速器質  
皿分析計（AHS）利用の現状  
川Ⅰ）調査報告書（加速器質  
皿分析計調査・検討委員会  
編，（財）日本海洋科学振興  
財団，）  
項塊技術   

地質ニュース  

1，15－22  1998  

柴田康行   

柴田康行  

環境モニタリングと環境試料の長期保  
存一環塊の“今”を記録・保存する－   
エルニーニョのインド洋への影響と解  

析  
一西オーストラリア沿岸ルーウイン海流へ  
の影響－   

Chemodyna皿Iics of Arsenicim  
Marine EnvirDn皿ent  Shibata YりShibata K．， Horita M．  

Comparative Evaluati8n  
of Emvironmental  
Toxicants（lnaba  
Jり甑ka皿ura  
Y．ed．．Kodansha  
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Sci．Ltd  
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人双生存のための化芋  環境モニタリング技術化竿分析技補   
地球を守る化学技術（中杉  
修身，水野光一編著，大日本  
図書，191p．）  
Water－Rock  
lnteraction（Årebart  
G．3リHulstom  
J．R．edりBalkema  
Å．A．，10ZOp．）  
ぶんせき   

Geoder皿a  

353－356  1998  

biotite reacted with acid sol11tion   Slユrface ctlaTaCt巳rl乙ation of  

Seyana n．，Tanaka A．，SatG  
J．（＊1），Tsuru皿i軋（半1），  
So皿a H．（＊2）（＊1HirDSaki  
Univり＊2Univ．Shi乙uOka）   

瀬山春彦，相馬光之（＊1）  
（＊1静岡県立大）  
Yuan G．（★1），So皿aM．（事2），  
Seyama HりTheng B．X．G．  
（＊‖，Lavkulich L．H．（■3），  
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★3Urliv．Britisl】Coll上皿bia  
Canada，＊4Water＆Soil  
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相馬光之（＊1），相馬悠子，  
田中敦，河合崇欣  
（＊1静岡県立大）  
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風化鉱物の表面分析  

Åssessing the surねce composition  
of soil particles from some 
Po由01ic solls by‡－ray  
pbotoelectrom spectroscopy  

11998 地球環境変動の科学パイカ  
ル湖ドリリングプロジェク  
ト（井上源喜，柏谷健二，箕  
浦苧指編著，古今書院，269p  
．）  
電気評論  
水のリスクマネジメント実  
説指針（土産悦輝，中喜克彦  
，酒井康行編，サイエンスフ  
ォーラム，673P．）   

藻類の光合成色素による環境変動の屏   D－17  

58－59  
572－579  1998 1998  埋立処分地浸出水中の有害物男   

廃棄物最終処分場からの浸出水リスク  
の実態  

廃棄物処理場のリスク管理  

中杉修身 申杉修身  
D－18  
D－19  

205－214  1g98  バイオアヅセイ  
水環境のリスク管理（鈴木  
基之，内海英去監編，講談社サ  
イエンティフィク，）  
人類生存のための化学（上）  
Zl世紀の資源と環境（中拉  
修身，水野光一編著，大日本  
図香，209p．）  
人類生存のための化学（下）  
地球を守る化学技術（中杉  
修身，水野光一編著，大日本  
図有，185p．）  
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1牽1．3環境を守る技術，1．4環境面からみ  
た技術の評価  
ヰ草4，1排ガス・排水対策技術，4．2廃棄物  
処理技術，4．3リサイクル技術，4．4右昏化  
学物質の無老化技術，4．5環境浄化技術   
地下水汚染をめぐる最近の動き   
リスクマネージメントー有畜初男管理一   
往目されるP王ITR一利匿の構築に向けて   
環境汚染物質排出・移動重層について   
汚染現況を念頭において粒子相・流体  

相（2相）相互作用を考慮した3次元シミュ  
レーションー井戸媒介性汚染、地表汚染  
、地中からの溶解など－   
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グローバルネット  
化学工業  
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中杉修身  
中杉修身  
中杉修身  
横山孝男（■1），平出蛙正（＊2）  
中杉修身，山野井徴（＊1），  
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地球環境   

Newton1999年4月号臨時増  
刊   

化学工学  
生活と環境   

廃童勧学会誌  
Chenosphere  

内分泌挽乱化学物質   
積極的な浄化と消極的な浄化  

汚染問題の対応と課題   
大気汚染化字物質  

大気中でも環境ホルモンの疑いのある物  
質が検出されはじめた   
化学物質の環境リスク   
わが国における土壌・地下水汚染の調  

査・対策技術の現状と課題   
水質環境基準の見直しと埋立処分   
polychlorim8ted℃ibenzo－p－Dioxins  

8nd Polycblorinated Dibenzof11ranS  
in Sllellfisbes fron South Coast of  
XDrea   

Protロn and Li◆ Cation  
Interactions with H1 03 and 
H20／02：Ablnitio Holecular  
OrbitalStudy   

Organic g8S／surrace  
interaction：Fraction（γ Value）Df  
the kinetic energy used for  
ioT11zation  
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D－ 33  
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44（3）   
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中杉修身   

中杉修身  
HasbimotD SりHyeo山一Seo C．  
（＊1），MDritaH．（■2）  
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FujiiT．，Yashiro H．（机），  
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Univ．）   

XisbiH．（＊1），FuJiiT．  
（＊10ya皿a Natl．Coll．  
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Anal〉・Sis of A  
（事2），FujiiT．（＊10ya皿a  
甑‖．Coll，Technolリ  
＊2Shimadzu Corp．）  
FuJiiT．  

With a N巳Wly Designed Gas  
Chro皿atOgraphic DeLector  

DiagrlOStics of microwave plasmas  
Of C2H2：Hass5peCtrO皿etric  
investigations of ianlc and neutral 
SpeCies   

ppbレベルの低渓度標準ガス（有機ハロ  
ゲン化合物）保存のための容器材質の検  
討と評価   

北極の大気を測る－低対流圏オゾンホ  
ールの大気化学   
インドネシア森林火災に由来するガス  

状有機ハロゲン化合物・有機硫黄化合物  
の測定  

M巳aSll「ement OfⅢethylhalide5in  
the皿arine at皿D5Phere  

環境ホルモン研究の動向   
環境ホルモン   
Circadian Behavior and Plasいcity  

Of Light－Induced cイos Expre5Sion  
in SCN Df tau Mutant Ha：】Ster5   

D－ 38  Phys．Rev．E  5〔i（5－B）  6495←6502  1998  

横内陽子  

横内陽子   

横内陽子，植弘崇嗣（★1），  
林正康（★2），藤村捕（車3）  
（＊1国際室，  
＊2資源環境技術紙台研，  
＊3グリーンブルー㈱）  
LiH．－JりYokouchiYリ  
Akimoto H．（＊1）（＊1Univ．  
Tokyo）  
環境健康部  
石塚真由実，遠山千春  
石塚真由美，遠山千春  
Shimomura K．（り），  
KornhauserJ．M．（＊2），Wisor  
J．P．（＊3），Umezu T．，  
Ya皿aZakiS．（り），Ihara N．L．  
（＊1），TakahashiJ．S．（事4），  
Henaker M．（本1）（りUniv．  
Virginia，＊2捏orしhwesしern  
Univ．，＊3Stanford Univ‥  
＊4Ho岨rd上1ughesト1ed．Inst．）  

梅津豊司  
小野雅司   

Kag巳yama TりKabuto軋（＊1），  
Nitta H．（＊1），Kurokawa Y．  
（＊1），Taira X．（輩2），Su肌ki  
S．（＊3），Takemoto T．（＊4）  
（＊1Reg．EnvirDn．Divり  
＊2Ryukyus Univり＊3Gun皿a  
Univリ＊4Nag且SakiUniv．）  
Koike E．（＊1），KobayashiT．，  
Nelson8．」．（＊2），McWilliam  
A．S．（＊2），Holt P．G．（＊2）  
（＊1Tsukuba Univ‥＊2TVW  
TelethonInst．Ch‖d  
Health Res．）  
KobayashiTりIkeue T．（＊1），  
Ike血A．（り）（＊1T0l10Univ．  

）   

小林隆弘   

OkaヱakiY．（＊1）川iura N．  
（＊2〉，SaしOh H．，1mura N．  
（り），Naganu皿a A．（＊2）  
（りKitasato Univ‥  
蛇Tohoku Univ．）  
Zbang B‥Saしoh M‥  
NishiInura N．，5uzukiJ．S‥  
Sone RりAokiY‥Tohya皿a C．   

Miura N．（り），Satoh M‥  
Imura N，（■2），Naganuma A．  
（ホ1）（♯1Tohoku Univ．，  
＊2Kita5atD Univ．）  

Molotkov AリSatoh Mり  
Tohya皿a C．  
佐藤雅彦，高野裕久（＊1），  
島田孝則（＊2），嵯峨井勝（＊1），  
吉川敏一（＊3h遠山千春  
（＊1地域グ，＊Z鳥取大，  

平成8年度～平成9年度科学  
研究斉補助金（基盤研究（C）  
）研究成果報告書  
環境計測の最先端（小泉英  
明編，三田出版会，422p．）  
平成9年度科学研究費補助  
金（国際学術研究）研究成果  
報告車（東京大字気候シス  
テム研究セ，313p．）   

Aいnos．ErlViron．  1999  D－ 42  

E  

E－ 1  
E－ 2  
E－ 3  

33  1881－1887  
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J．Biol．且hyth皿S  
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植物精油の向精神作用   
地球温暖化の健康への影響一動物媒介  
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地球環境   
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1g98  

Four－Week Exposure to mesel  
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Hyperres印nSiveness to鵠istanlnein  
Guinea Pigs   

大気環境と喘息，花粉症等のアレルギ  
ー関連疾患   

Metall（】thionein－Mediated  
Resistance to Multiple Drugs Can Be  
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Metallothion巳in Deficiency  
Promotes祖ouse Skin Carcinogen巳Sis  
Induced by  
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Marrow by γ－Irradiationin  
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Induction of Hetallothionein  
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interleukin－6gene knock－8utⅢice   
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おけるエタノールによる急性胃粘膜病変  
の憎悪  
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Ushio HりSaneyoshiK．（＊1）  
（♯1JikeiUniv．）  
Honda YりOnD MりSasakiA．  
（＊1），UchiyamaI．（事1）  
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気環境計測   
TR肌の科学的背景と意義   
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Hinato A．（り），Sugi皿OtO N．  
（＊‖barakiUniv．）  

杉本伸夫  

高較緑，上田博（刈），  
隈健一（＊2）（り北海道大，  
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KinjQ Y．（＊Z）く＊1Tqkyo  
U山vり■ZOkinawa pref．Inst．  
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Yushkov V．（＊1），Dorokhov V．  
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Some results of ozone sounding in 
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ト 3l  P81ar stratospheric  
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G．T．ed‥Eur叩ean  
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bukyanov A．（峯1），Zvetkova  
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（♯1CAO＊2Univ．To  
Yu5hkov V．（＊1），Dorokhov V．  
（＊1），ZaitcevI．（＊1），  
PDtapOVa T．（事1），Nakane Hり  
Sasan8Y．（♯2），Ogawa T．  
（＊3）（＊1CAO，＊2Global  
Emviron．Divり蠣3Univ．TokyD）  
Lukyanov A．（★1），Yushkov V．  
（＊1），Nakane H‥仙iyoshiH．  
（事Z）（＊1CAO，＊2Global  
Environ．Div．）   

他kaれe打・，Sas？nOY・（＊1）  
（＊1GlobalEnvlrOn．Div．）  

PDlar stratDSpberic  
oヱOne1997（払rris  
N．R．R．，Kilbane－Dawe  
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Polar stratospheric  
ozone1997（Harris  
N．R．RりKilbane－paWe  
Iり＆Å皿anatidis  
G．T．edりEurot）ean  
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Tbe Third ADEOS  
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The 13th ILAS Science 
Team Heeting，463p．  
The Third AI）EOS  
Sy叩OSiu皿川orkshop and  
The13thIL＾S Science  
Team Heeting，463p．  
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ト34  0乙Oneloss rate fro皿bx model  
Studies且ndozon？SOndedataalo轡  
the air mass traJeCtOries arrivlng  
aもYakutsk statiDnin winter－Sprimg  
SeaSOn  

Arcいc OヱOne Depletionin Spring  
1997Revealed bylLAS  

OBSERVATIONAL OZONE STUDY 川  
YÅⅩUTSK，EÅSTERN SIBERIÅWITH  
GROUIJD－BASED，ちALLOOⅣÅND  
ÅDEOS／ILAS，TOHS HEÅSUREMEルT  

Climatic model of vertical 
profile of ozone b且Sed on the  
oEDneS□nde dat8atlfakntⅥkin  
Eastern Siberia 
Arctic ozone depletiDn  

．  

YAKUTSX，餌STE紺SIBERIÅ，IN1995   
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Nakane HリNinoIniya Mリ  
Ogawa T．（睾1），SuzukiK．  
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中根英昭  
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F－37  The Third ADEOS  
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R．DりVisconti  
G．ed‥Pa「cロ  
ScieJltificoe  
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オゾン層の現状と将来一科学アセスメ  
ントパネルを踏まえて－   
フーリエ変換型分光計を用いた赤外分  

光観測による対流圏微皿成分の研究  

Atmospheric peroxyacylnitrates  
in urban／re皿Ote Site5and抽elower  
troposphere arDundJapan   

く9）  

村田功い1），宮内浩志（＊1），  
福西清車1），中根英昭  
（＊1東北大）  

Watan8beI．（＊1），Nakanishi  
軋（事2），TomitaJ．（♯3），  
Hatakeya皿a S．（Sbiro），  
MuranD K．（叫）川ukaiIl．  
（＊4），Bandou H．（璃）  
（＊川atl．Inst．Public  
Health，♯2Chiba prefect．  
Inst．EnviromSciリt3Toyo  
伽iv．，竃4GlobalEmviron．  
Div．＊5Univ．Osaka Pref．）  
ぬkajima T．（＊1），Higurashi  
A．（＊1Univ．Tokyo）  

流  
クス（田中正之代表著，  対 ナミ  

，2甲p・） EnvlrOn．Pollut  102（Sl）  

F－42  Åuse ofい†0－Channelradiances  
for an aerosoIchar8CterZation from  

25（ZO）  3815－3818  Geophys．Res．Lett．  1998  
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Om仙EOS／OCTS ocean color  
data：Algorit血description and  
evaluation ofits perfor皿anCe   

HigurashiAりMito皿iY．  
（竃2），Nakaji皿a T．（＊3），  
NogucbiT．（＊1），Tamaka T一  
（t4），TorataniH．（tl）  
（＊1TokaiUnivり＊2RESTEC，  
＊3Univ．Tokyo，■4LTCB Syst  
Co．）  
HigurashiA．，Nakajima T．  
（暮1）（＊1Univ．T8kyo）  

1998  313－319  Re皿Ote Sensi‡1g Df the  
P8Cific Ocean by  
Satellltes（Br□Wn R．A．  
ed．，Eartb Oce8n＆Space  
Publishing．454p．）  

化学とエ菓  
J，GlobalEnviron．Eng．  

A synthesisof radiance fieldsin  
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ocean col（】r SenSOr re皿Ote SenSlrlg  

青空・夕焼け・地球の行方   
RealScale Experi皿ent Of Sulfur  

t）ioxide DissolutiDninto Cloud  
Droplets GeneratedimArtificial  
Cloud ExperimentalSyste皿（ACE）   

F－ 44  

F－45  
F－ 46  

福山力  
Yamagata S．（♯1），Baba S．  
（＊1），Murano N．（机），Ohta S．  
（り），Fukuya皿a T‥Utiya皿a  
HりYamada T．（事Z），  
FujiyDShiY．（＊1），Hari皿aya  
T．（＊1），Inage M．（＊3）  
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Y8皿aguChiH．（＊1），  
FurubayashiMりInomata Sリ  
Washida N．（■1Inst．Res．  
Innovation）   

Liu ZりHatsuiI．，Suginoto  
〃．   

Pinandito M．（＊1），  
RosanantoI．（礪1），Hidayat  
I．（＊1），Sugondo S．（＊1），  
AsiatiS．（■2），PrabowoÅ．  
（＊2），HatsuilりSugimoto N．  
（竃1鱒es．＆Dev・Cent・  

Calibr8tion，竃ZAt皿DS．Re5．＆  
つev．Cent．）  
ヱils RりInoロata Sり  
OkunukiY‥他sllid8N．  

Che】Ⅱ．phys．Lett．  血alysis oflaser－induced  
fluorescence spectra of the  
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higb spectralresolutionlidar  

皿eaSure皿entS Of且erOSOIs，Clouds，8nd  
temperature at NIES   
Observation of8erOSDllayers  

overJ8k8rtaIn血nesia with8  
mie－SCatterimglidar during tbe  
1997forest fire event   

ト47  

Opt．Renote Senslng  
lnd．＆Environ．Monit．   

Enviro皿．Study  
Indonesian Fire Smok巳  
Disaster  

3504  

308－313  1998  Chem．pbys．  Direct observatioI10f the  
equilibrium between cyclohexenyl  
radicals，02，弧d cycIDbeズenylperoxy  
radicals   

6大気圏の光化学－その現状と課庫   
L已Ser－lnduced Fl11（1reSCenCe Of  

MethylSubstitutedVinoxy Radicals  
且nd Reactions of Oxygen Ato皿SWitb  
Olefins   

Photocb巳皿istry of8CetOnein tbe  
180－220nn reglOn  

Laser－Induced Fluorescence or  
HethylSubstitutedVinoxy Radicals  
且ndReacti8nS Of Oxygen Ato皿S Vitb  
Olefins  

汝潔ヘドロを用いた人工ヨシ原の育成  
を冒指して   
干潟の現状と保護活動  

漢諜ヘドロ上におけるヨシ原の創出手  
法の開発ヒその評価   

F－ 50  

t3しり  45－61  
69－70   1998 1998  季刊化学総説  

15Lh tnt、Sy叩．G8S  
Xinetics Book Abstracts  

GlobalAtmロS．Cbem．  

J．Phys．Che皿．Å  

F－ 51  
ト 52  

鸞田仲明  
他Stli血帆り1nonata Sり  
FurubayashiM．  

Washi血Nりヱi15R‖  
Ⅰ皿8？uraT・（＊1）（りGlobal  
EnvlrDn．DIv）  
Wasbida NりInomata Sり  
FurubayashiH．  

水土壌圏環境部  
徐閑鉄  

山田一裕（り），吉田渚義（＊2）  
徐閑欽（＊1東北大，  
■2新日本気象海洋髄）  
加藤智博（り），徐開欽，  
千葉信男く★2），牧内孝信（相  
和見正明（叫），須藤隆一（＊2）  
（＊1近畿地方建設局，  
■2東北大，■3清水建設㈱，  
★4東京農工大）  
野村宗弘（＊1），千葉信男（＊2）  
徐開欽，須藤隆一（事2）  
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♯2東北大）  

坂巻隆史（＊1），西村修（＊1），  

徐閑欽，  
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西村浩（り），徐閑欽，  
稲森悠平，須藤隆一（霊1），  
竹川愛（■2）．戎野棟一（＊2）  
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79Z4－7930  
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F－54  102（41）   
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G－ 1   

G－ 2  

G－ 3  

83（4）  

40（6）  

（594／Ⅶ－7）  

土木学会活   

用水と廃水  

土木学会論文集  

21（11）  水環境学会誌  719－726  1998  内湾の水質に及ぼす水産養殖からの汚  
濁負荷の影響  

礫間接触酸化法における微細藻類の除  
去特性  

カルシウム焼結セラミックス担体を充  
填したバイパス式嫌気好気循環汚濁水路  
浄化法における浄化特性  

G－ 4  

21（11）  水環境学会誌  772－779  199B  G－ 5  

395－401  1998  環境工学研究論文集  35  G－ 6  
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策と国腰呵取り組み  生活排水対策（徐閲  321－357   

253－265  
薬用水調査会）  
日本水処理生物学会誌  丁国際（＊1），徐開放，  
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G－ 9  Stability ConstanLs of Tervalent  
Rare Earth Metal Coroplexes with 
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Solutions   
Source and material balance af 
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水質をめくる環境負荷の現状   
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土木学会論文集  

環境工学研究論文菜  
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瀬潜－（＊1）  

（＊1摂南大，  
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の評価  

浅い掛こおける底泥の再懸濁化と藻類  
増殖について  
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Det巳rmination Df Trichloroethylene  
D巳gradaLion Activity and  
IⅢplications fDr Environ皿entalUSE   

O幻dation of Some Alkanes and  
TrichlorDetbylene by  
H202／Hydroxylase System of  
SolubleMethaneMon00XygenaSe from  
Methylocystis sp．M  

Induction and enhancement of  
stress proteints in a 
trichloroethylene－degrading  
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土壌より分配したPCE分解混合微生物  
系の総代培養とその活性賢  

有機ハロゲン化合物と微生物  

Dynamics of Attached Bact巳ria at  
the Water－SedimentInteげ且Cein a  
Hes8trOphic Swampy Bog ofJapan   

StandSレucture 
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Methane Cyclingin West siberia  

DynaⅢics of dissoIved methane and  
methane oxidaいonin dimictic Lake  
Nojiriduring wiれter   
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UchiyⅦa HリKato C．（＊1），  
Ⅹokufuda E．（＊1），YagiO．  
（＊2）（＊1Tsukuba Univ‥  
＊2Reg．Environ，Div．）  
Shinohara Y，（＊1），Uchiyama  
H‥KusakabeI．（★1）  
（＊1Tsukuba Univ．）  

Uchiyama HりShinohara Y．  
（＊1），TDmioka N．，Kusakabe  
I．（＊1）‘（＊1Tsukuba Univ．）  

水嶋香椎（＊‖，伊藤清実（＊1）  
山本淳（＊1），近藤基一（＊＝，  
内山裕夫  
（書1岡山照環境保健セ）  
内山裕夫   

UtsumiM．，NojiriY．（り），  
YtDW N．（＊2），SekiH．（＊2）  
（＊1Global．Environ．Div‥  
★2Tsukuba Univ．）  
Utsu血iM．，Uchiya皿a Hリ  
Panikov N．S．（＊1），lnoue G．  
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Stud．BetweenJpn．＆  
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いmnoj．Oceanogr．  43  471－480  1998  

G－ 23  
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地球環境リスク管理のための研究戦時   
Land Use and Giobal Environment 
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Space lnfarmatics for 
Sustainable  
Developm巳nt（Singh  
R．B．ed．，OXFORD＆IBH  
PUBLISH川G  
CO．PVT．LTD  
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lnst．Glot）alEnvlrロn．－ⅢⅢ   
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G－26  

G－ 27   
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越川海，原田茂  
る高次栄華段階への伝達   
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Hanagement of DrinkingWaterand  
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（＊1Niigata Prefect．Res・  
Lab．Health＆Environ．）  
陶野郁雄  

5Zl－528  

1，103－104  

Proc．lntl．Sy叩．Lowland  
Technol．535p．   

「八幡平（迫川）地すべり・  
土石流災害調査委貝会」成  
果報告害  
火山地域における地盤災書  
に関する研究発表会論文集  
（（社）地盤工学会編著，140p  
二E  

自然災害科学  12ト130   

1－17  

火山工学の確立とその研究課題   

火山工学の確立を目指して－火山工学  
研究小委員会報告書一策1絹  
小委員会報告   

気象条件と地すべり災害   

陶野郁雄，北村良介（＊1）  
（＊1鹿児島大）  

陶野郁去筐  火山工学の確立を目指して  
（土木学会地盤工学委員会  
火山工学研究小委員会編，7  

7p．）  
秋田県鹿角市八幡平地すべ  
り・土石流災害に関する調  
査研究（柳沢栄司代表著，22  
4p．）  
秋田県鹿角市八幡平地すべ  
り土石流災害に関する調査  
研究（柳沢栄司代表箸，224p  

．）  

平成7年慶一平成9年度科字  
研究費補助金（基礎研究（A）  
（1））研究成果報告書（陶野  
郁雄代表著，110p．）  
基捷工  
Proc．Int．Meet．‘‘Influenc  
e  

clim．ch8raCt．behav．radio  
act．elen．  
J．Fer皿ent．＆Bioeng．  

伊藤璧（＊1）瀾野郁雄  
（＊1国立秋田高専）  

陶野郁雄  1998  163－177   鹿角市八幡平の自然環境と水蒸気爆発  
を伴った複合災害  

液状化による砂層の堆積構造の変化が  
強鼓特性に及ほす影響に関する基性的研  
究  

自然環境と地下開発   
Recovery ofl〇7cs by a  

bioreactor using Rhodococcus  
eryしhropolis CS98   

Recovery ofl〕7cs by a  
Bioaccu皿ulaLion Syste皿Using  
Rhodococcus erythropolis CS98  

G－ 34  

陶野郁去佳  J－、iご・  

二ミニこIJ 1998  

1  

2Zg－235  陶野郎雄 To皿ioka N．  
G－ 36  
G－ 37  

1 1998 604－608  
To皿ioka NりTanaka K．（＊1）  
Uchiy弧a H．，YagiO，（＊2），  
Kokufuしa E．（＊1）  
（＊1Tsukuba Univり＊2Reg．  
Environ．Div．）  
SatD S．（＊＝，Hurai【1．（＊2），  
DDiT．，SatoJ．（＊1）  
（木1Meij Univ‥＊2Jpn．  
Weather Assoc．）  

服部浩之   

生物圏環境部  
Tanaka K．（事1），IgarashiT．  
Aono河りKubo A．（＊1Tott「i  
Univ．）  

G－ 38  

546－554  1998  Radioisot．  Atmspheric ConcenL「ations or  
210Pb and7Be over the Weste「n  
Pacific Ocean  

汚泥施用土壌からの重金属溶出の潜在  
的な危険性  

Ph□tOOXidative strleSS Sen5itivity  
of transgenic plants cont8ining  
alteIledleve150f8Ctive oxygen  
SCaVenglng enZy皿eS  

陸水の酸性化と水生昆虫への影響  

G－ 39  

日本土壌月巴料字雑誌  

Stress Responses of  
Photosynthetic  
OrganisⅢS（Satoh  
K‥Hurata  
Nりed．EIsevier Science  
B．Vり260p．）  
酸性環境の生態学一酸汚染  
と自然生態系を科学する－  
（佐竹研一編，愛智出版，236  

p．）  
新編  
農業気象学用語解説集一生  
物生産と環境の科学－（日本  
農業気象学会  
新編農業気象学用言書解説集  
編集委員会編，日本農業気  
象学会，313p）  
GlobalEnviron．Res．   

GlobalEれViron．Res．   

上野隆平  H－ 2  

1 1991 201－202，  

207  
画像計測，同位体利用   大政讃次  H－ 3  

Effect50f Cli皿ate Change on  
Plantsin East Asi8   

Field Studies on the Effects of  
GlobalWarⅢing on鮎untain  

Omasa K．   

Tanaka N．（＊1），TaDda H．  
（＊1），0皿aSa K．（＊1For．＆  

etationinJa  Forest Prod．Res  

298 －  



UVと生物産業－UV  UVと地球環境  

Absorption of At皿OSpheric  
Formaldebyde by Plants   

）の影響と利用－（社団法人  
照明学会編，養賢堂，231p．）  
Responses of plant  
Hetabolis皿tO Air  
polllユtion aIld Global  
Cban苫e（De乳ok  
L．JりStulen  
I．edりBuckhuys  
Publishers，519p．）  
沿岸の環境圏（平野敏行監  
修，フジ・テクノシステム㈱  
，1597p・）  
EnvlrOn．CロntrOIBiol．  

Prpc．Spie   

Plant PhyslOl，  

近藤短朗（■2）（♯1地域グ  
＊Z東大）  

肋a5a KりⅩondD T．（＊‖  
（＊1Toya皿a Pref．Environ  
Sci．Res．Cent．）  

1998  

1998  

1998   

1998  

1467－1473  

217－226  

91－99  

1127  

海洋研究における画像処理の基本シス  
テム  

3－8Color Video MicrロSCDpy Of  
Intact Plants：ÅNew Hethod for  
Measuring Shape且nd Growth  

l血ageimstrun巳ntation8f  
Chlorophylla fluorescence   

Gen（】皿ic DNA Structure of8Cene  
Enc8ding Glutathione Reductase from  
ArabidDpSis thaliana（Åccession  
ND．D89620）  

7he caⅥSe Of pSipもotoinbibition  
atlow temp巳ratureSinleaves of  
Cucu皿is sativus，且  
Chilling－SenSitive plant   

大政謙次  

Omasa KりKouda H．（＊‖  
（霊川ibn Umiv．）   

0皿aSa X．   

Xubo A．，Aono MりNakaji皿a  
〃．（＊1），Sajili．，Xondoが．  
（♯Z），Tanaka K．（＊3）（＊1Reg．  
Environ．つivり♯2Univ．TokyD，  
＊3TottoriUniv．）  
TeTaS†1iⅦal．（キ1），恥耶Clli  
K．（＊2），Itob－Ne皿OtO T．（＊3）】  
Park Y．一札（叫），Xubo Aり  
Tanaka K．（＊5）（＊105且ka  
Univ‥■2TsukubaⅢivり  
＊3Jpn．Women’s univ‥  
叫Chongju Univ‥竃5Tottori  
Univ．）  

多田浦  
多田浦  

H－ 8  

H－ 9  

H－10   

H－11  

PhysiDl．91ant．  295－303  
†卜l：－  

日本生態学会誌  
環境毒性学会誌  

ConseI、V．Biol．  

化学物質の生態影響   
室内実験水碍を用いた殺虫剤フユノプ  

カル7の河川底生動物に対する急性毒性  
影響   

Fluctuating＾sym皿etry8f the  
OrientalFruit Fly（DacじS  
dorsalis）during the Process ofIts  
Extinction fro皿the Ol【inaw且Islands   
Decreasedimmune respDnSe a5a  

pr？XinatecostQf copulatiDnand  
OVIPOSiti叩h＝＝血selfly   

Fluctuating Asy皿metry and Hale  
Mating Successin且  
Sphragis－Bearing Butterfly  
Luehdorfia  
japonica（Lepidoptera：Papilionidae）   

機器分析，計器，水ポテンシャルの計測  

TsubakiY．  

Pbysiol．Ento皿01．  

J．1rlSeCt Behav．   

Siva－Jothy H．T．（竃1），  
TsubakミYりⅥ00per且．  
（＊1Univ．Sheffield）  
TsubakiY‥Hats皿OtO K．  
（事1）（事1Trop．Ågric．Res．  
CenL）  

戸部和美  202－203，ZO  8－209  新編  
農業気象学用語解説菜一生  
物生産と環境の科学一相木  
農業気象学会  
新編農薬気象学用語解説集  
編集委員会編，日本農業気  
象学会，313p．）  
砂漠研究  

H－18  

185－195  11998 Ho W．（事1），NatoriTりJiang  
S．（＊2），Nishimura N．（＊1），  
伽1aSa X．（＊1Gifu Univ‥  
★2Chin．Acad．Sci．）  
野原精一   

椚rokiMりShimizuÅ．（＊1），  
LiR．（＊2），Watanabe M．（竃3）  
Watanabe H．M．（♯1Soc．＆  
Environ．Syst．DIvり  
＊2Tsukuba Univ．，＊3Natl．  
Sci．Mus．）  

渡辺倍   

LiR．（霊1），YokotaÅ．（柁），  
Sugiya皿aJ．（＊2），Watanabe  
H．（＊3），HirokiHりWatanabe  
M．H．（＊1Tsukuba Univり  
＊2Univ．Tokyo，董3Natl．Sci．  

Responses af Photasynthesis and 
Water Use to Drought in Two Oesert 
加nuals，鹿riophyllu皿SquarrDSum and  
Bassiadasypbyl18   
尾瀬沼に始まったコカナダモの衰退現  

象について   
Develop皿ent8f a dat8base system  

useful餌ridentification of  
血abaena5pp．（Cyanobacteria）   

H－19  

尾瀬の保護と復元   

phycol．Res．  

湖沼に見られる生物絶滅のドラマー串  
軸藻類を例として   

Chemotaxonomy of plankto山c  
CyamObacteria based on non－POlar  
and3－hydroxy fatty acid composition  

偲気評論   

phycol．Res．  
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33  272－278  

Ya皿agishiellaand PlaLydorina  
（VoIvocaceae，Chlorophyta）basedon  
rbcL gene sequenceS  

Phylogenetic analysis of  
morphological species of Carteria 
（VoIvocales，Chlorophyta）based on  
rbcL gene sequences   

微生物：環境問題と微生物の保存   
The network Approach foF 

UnderstandingMicrDbialDiversity  
in Asia  

Studies an the morphalogy and 
phylogeny of the c810rless  
flagellate Aulaco加naS Skuja   

Watanabe H．H．，Takahashi  
（＊‖，Kuroiwa T．（＊1）  
（＊1Univ．Tokyo，＊2Chiba  
Univり＊3Tsukuba Univ．）  
NDZakiH．（＊1），1to M．（＊2）  
Watanabe M．H．，Takano H．  
（＊1），Kuroiwa T．（＊1）  
（＊1Univ．Tokyo，＊2Chiba  
Univ．）  

渡辺信  
Watanabe h．H．  

1997  864－867  J．Phycol．  33  1－ 25  

485－487  
187－192  

環境技術  
Proc．Int巳rmational  
Conf．on Asian Networ・k  
on hicrobial  
Researches（，GMU／RlXEN／ST  
A，708p．）  

Proc．International  
Conf．on Asian Neい叩rk  
on Microbial  
ResearcIleS（，掛川／RlXE¶ノST  
A，708p．）   

Proc．International  
Conf．onÅsian Networl【  
on川icr（〕blal  
Researches（，GMU／RIKEN／ST  
A，708p．）  

J．Phycol．  

1－ 26  
H－ 27  

1998  574－583  Zhang X．，NozakiH．（机），  
Liu Y－Dり（事2）Aparat H．  
（♯3），Watanabe H．M．  
（事1Univ．Toky8，＊ZChin．Acad  
Sci‥＊3Thailandlnst．Sci．  
＆Technol．Re5．）  
HoriF．（＊1），SakuraiY．  
（＊1），ErataM．（＊1），  
Watanabe M．M．（＊1Global  
Environ．Foru皿）   

NoヱakiH．（＊1），Ohta N．（＊2）  
Horit8E．（事1），Watanabe M．  
M．，（＊1Univ．Tokyo，＊2Waseda  
Univ．）   

Otsuka S．（＊1），Suda S．（＊2）  
LiR．（＊3），Watanabe H．（書4）  
Oyaizu H．（＊1），Mahakhant A  
（＊5），いuトD．（摘），  
Matsu皿OtO S．（＊1），Watanabe  
H．M．（＊1Univ．Tokyo，  
＊2GlobalEnviron．Forl皿．  

H－ 28  

11998 658－668  Cryopreservation of cyanobacteria 
and green algae in the 
NIES－Co11ection  

Toward a natural system of 
SpeCie 

． 

analysis of皿8rphologicalandrbcL  
gene sequ巳nCe data   

Phycoerythrin－COntainlng  
Microcystisisolated fro皿p．R・  
China and Thailand   

H－ Z9  

1998  1024－1037  34  

Phycol．R巳S．  

＊3Tsukuba Univ‥＊4Natl．  
Sci．Mu5リ＊5Thailandlnst  
Sci．Technol．Res‥＊6Chin．  
Acad．Sci．）  
Suda S．（＊1），Liu Y一口．（＊2）  
H巳」－W．（＊2），Hu Z－Y．（＊2），  
Hir8kiMりWatanabe軋軋  
（＊1GlobalEnviron．Forun，  
＊2Chin．Acad．Sci．）  
NDZakiH．（＊1），Song L－R．  
（＊2），Liu Y－D．（＊2），Hiroki  
軋，WatanabeH．軋（りUniv  
Tokyo，＊2Chin．Acad．Sci．）  

Phycol．Res．  MorphoIDglCal，biDChe皿icaland  
physioiogical characteristics of 
Lyngbya hieronymusii  
Var・hier？ny皿u5ii（Oscillatoriales・Cya  
nobacterla）   

TaズOnO皿ic re一巳X且mination of a  
Chinese strainlabel巳d‘Eudorina  
Sp・’（Volvo甲Ceae，C＝oropbyta）based  
on marphological and DNA sequence 
data   

Purification of fr巳Sh崎te「  
picoplanktonic cyanobacteria by  
pour－platingin  
‘ultra－10W－gelling－te皿perature  

agar05e’   
Ex－Situ conservation of protistan  

and cyanobacterial  
bi8diversity：CCAP－NIES  
collaboraLionlggl－1997  
”ultiple pathway5Df excitatiDn  

energy flow in the photasynthetic 
pigment system or a  
cryptophyte，CryptD皿OnaS Sp．（CR－1）  

H－ 32  

Phycol．Res．  H－ 33  

Phycol．Res．  Watanabe M．M．，Nakagawa軋  
（＊1），肋tagir1日．（＊1），  
Aizawa K．（＊1），HirokiⅢ‥  
NozakiH．（＊2）（＊1Environ．  
R巳S．Centり＊2Univ．Tokyo）  
DayJ．G．（漉1），Watanabe M，軋  
，Turner M．F．（＊2）（りInst．  
Freshwater Ecol．UK，  
＊2Dunstaffnage M且r．Lab．UK）  
Hi皿urD M．（＊1），Ta皿aiN．  
（＊2）川uraka皿iA．（＊1），  
†Jatanabe H．（＊1），E「ata M．  
（＊3），†Jatanabe M．M．，  
TokutomiM．（＊4），Ya血aZaki  
I．（＊5）（＊1Natl．1nst．Basic  
Bi01．，＊2KwansaiGakuin  
Univリ＊3GlobalEnviron．  
Forum，＊4Natl．1nst．  
鹿robiol．Res．，＊5Hokkaido  

H－34  

Phycol．Res．  H－ 35  

Phycol．Res．  H－ 36  
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46  Z13－220  HostaertÅ．SりKar5t巳n U．  
（事1），Hara Y．（＊2），Watan8be  
軋M．  
（＊1Alfred－Wegener－1nst．  
Polar＆Mar．Resり  
＊2YanagataUniv．）  
Watanabe M．MりXaya Kり  

fatty acids of  

Ⅲarine「aphidophytes：A che皿OtaXOnO皿ic re－eValuatiDn  

Advamcesin Hicroalgal  
andI）roto乙OalSt11dies  
inAsia（Watan8b8  
H．MりKaya K．ed，Global  
Environnemtal  
Forum，200p．）  
FEHS Hicrobiol．Lett．  

H－38  

119－1Z4  1998  18S rDNA sequences and  
pbylogen巳いC8malyses of  
Hicrocystis strains vitb and  
witbout phycoerythrin   

Otsuka S．（＊1），Suda S，（＊1），  
LiR．（事2），Watanabe H．（＊3），  
Oyaizu H．（＊1），Hat5umOtO S．  
（＊1），Watanabe軋軋  
（＊1Univ，TDkyo，＊2Global  
Environ．Forum，＊3Natl．Sci．  
Hus．）  
Otsuka S．（＊1），Sud8S．（♯1）】  
LiR．（■2），Watanabe H．（＊3）】  
Oyaiヱu H．（暮1），Hatsu皿OtO S．  
（＊1），他tanabe軋皿．  
（＊1Vniv．Tokyo，＊2Global  
Environ．Forun，＊3帖tl．Sci．  
Mus．）  
地球環境研究センター  
IchinDSe T．（Tosbiaki），  
Urano A．（♯1），Shit旺Odozono  
X．（■2），HamakiX．（＊2）  
（凄1TaiseiCorpり＊2Univ．  
TDkyo）  

H－39  

FEHS Hicrobiol．Lett．  Phylogenetic r巳1ationships  
between toxic and non－tOXic strains  
Of the g巳nuS Microcystis based on  
16S to23Sinternaltr8nSCribed  
SpaCer SeqUenCe  

H－40  

1  

Ⅰ－ 1  XliⅢaamalyse fuerdie  
St8dtplanung（Okimura  
TりHoriya皿a  
HりZimwernannl‥edsり  
Report of RCUSS Xobe  
Umivり3Z9p．）  
Xli皿且analyse fuer die  
SLadtplanung（Okimura  
TりHoriyana  
M‥ヱimwernann H．，edsり  
RepDrt Of RCUSS Kobe  
Univり329p．）  
Urban Ecology（Breuste  
JりFel血ann H．，Uhl皿ann  
Oリeds．，Sprlnger－Verlag  
714p．）  

279－285  Inpact analysis Df three  
di皿enSion且1repl且Cement Of urban  
activity on urbam tbermal  
envir8nment  

Sensitivity analysis of building  
drag effect and anthropogenic heat 
releasein urban environ皿ellt   

1998  

286－291  1998  Uran8A．（★1），lchinose T．  
（Toshiaki），HanakiK．（＊2）  
（＊1TaiseiCorp．，＊2Univ．  
Toky8）  

Ichinose T．（Toshiaki），  
払wahara H．（＊1），HanakiR．  
（＊2），Ito T．（♯3），Matsuo T．  
（＊2）（＊1Fujitsu FIP Corp．  
＊2Univ．Tokyo．＊3Taisei  
Corp．）  
一ノ瀬俊明  

Ⅰ－ 2  

162－164  F巳aSibility Study8n Effective  
Utili犯tion of Sewage11eatin Urban  
Årea with GIS   

卜 3  

巨大都市における大気・水質環境の悪  
化  

Efficient energy useinJapanese  
Cities  

地球環境学第8巻  
地球項境と巨大都市（武内  
和彦，林良嗣編，岩波書店，Z  
90p．）  
Japanese Urban  
Environ皿ent（Golany  
G，S．，Ⅵanaki見りRoide  
O．，eds‥P8rgamOn，367p．）  
大乗  

大乗  

ランドスケープ研究   

人山．Space Res．  

1－ 4  

178－192  ト 5  Hanal【iX．（■1），1chinose T．  
（Toshiaki）（象1Univ．TDkyo）  

1998  

（576）  

（577）  

62（2）   

21（3）  

畠山史由  

畠山史郎  

藤沼康実，青木陽二（＊1）  
（＊1社会環境システム部）  

Yokota TりSuzukiM．（り），  
Dubovik O．Ⅴ．（＊2），Sasano Y．  
（書1）くtlGl（）bal已nviTOn．  
Div．，雷2仙SA／Goddard Space  
Flight Cent．）  
DubDVik O．V．（＊1），YokDta T．  
，Sasano Y．（＊2）  
（＊1NÅSA／Goddard Space  
Flight Cent．，￥2Global  
Environ．Div．）  

城田達也，中島英彰（♯1），  
神沢博（柁），笹野泰弘（＊1）  
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撞洞内外でのオゾン及び垂素  
酸化物の挙動について  

日本気象学会1998年秋 季大会  

a－47  IuSがとらえた1996／97年  
冬季北極域PSCの特徴と空間  
分布  

A conceptual design 
Study oれSOlar  
OCCultation technique  
fro皿5p丘Ce打出a co皿p且C仁  
FTS  

日本気象学会1998年秋  
季大会  

8thInt．Workshop  
Atnos．Sci．Space  
using fIourier  
Tpa爪Sf口和Sp巳C亡r8皿．  

同講演予  
稿集  

Informat 
l【1ユ丘  

Program皿  
e  

a－48  Toulouse  

SU FTP Cor  
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ぬsuiT‥肋rita T．  
（可），町OgOkuJ．（★2）  
（♯1Soc．＆EnvirDn．  
Syst．pivり＊ZTDkyo  
Inst．Tech皿Ol．）  

nacrOeCOnOmlC  

Evaluation of  
Eco－ImdusLry by Utilizing  
HultトS巳CtOralEcono皿ic  
Modelwitb Recycle Proc巳SS  

リサイクルを考慮した多部  
門経済モデルによる環坦産業  
の効果分析   

WorksbopHetbodl．＆  
TooIs Co皿plex  
Sy5t．Hodeling＆  
1ntegrated Policy  
Åssess．  

環境経済・政策学会199  
8年大会  

京捷純平（り），  
増井利彦，  
森田怪事（＊Z）  

（＊1東京工業大，  
＊2社会環境システム部）  

HaslユiT‥Hatsuoka Y  
（頃），HoritaT．（＊2）  
（＊1Kyoto Univり  
★2Soc．＆Envirom．  

Syst．Div．）  
ぬsuiTり肋rita T．  
（＊1）（事1Soc．＆  
Environ．Syst川1v．）  

a－ 66  

Tsukuba  1999 NIES Workshop 
lnf．8ases＆  
れodelingL弧dUse＆  
Cover Change  
Stud．E8StÅsia  
Workshop Integrated 
Assess．れodels（1肋）  
＆Cli皿．Change  
Policy血al．Åsia  

大  
間  

Esti皿ation of  
Greenbous巳Gas fro皿Land  
Use Cbanges－Contribution  
tDIPCC Specialon  
EmissiDn Scenario   
New Ecomomic Hodel  

Develop皿ent forAssessing  
the ContribtltiDn Df  
Envir（】TⅧentallndustries   
西シベリア上空における  

気中CH」，CO，N20濃度の時  
的空間的変動   

a－67  

刃Imedabad  a－68  

仙台  町田敏暗  
中淫高清  
白川春樹  
川村賢二  
遠嶋成徳  
井上元（＊  

a－69  

Vinnichenko（＊4）  

（竃1東北大，  
事2大気圏環境臥  
＊3地球セ，雷4CAO，  
餌SSia）  

町田敏軌菅原敏（＊1），  
森本真司（ホ2），  
塩原匡貨（事2）  

（霊1宮城教育大，  
■2極地研）  

Hachid且T．，甑kazawa  
T．（♯1）”FujiiY，  
（＊2），AokiS．（＊2），  
Watanade O．（★2）  
（★1Toboku Umivり  
＊2Natl．1nst．Polar  

東京  
第Zl恒】撞域気水圏シン ポジウム  

北徳圏航空機観測（皿4P98）  
で観測された北極域上部対流  
圏及び下部成層圏の二酸化炭  
素温度   

Incl、eaSein tll巳  
AtmosphericNitrousOxide  
Concentration During the  
Last250Years  

a－70  

Tsukuba  Int．Worksbop  
Atmos．N20Budget   

8－71  

Res．）  
鹿角孝男（＊1），  
塩沢憲一（事2），  
村野健太臥  
畠山史郎（＊3）  

（＊1長野県衛公研，  
＊Z長野県長野保健所，  
♯3大気圏環境部）  
松本光弘（＊1），  
青山善幸（■2），  
都築英明（＊3），  
北瀬勝（叫），  
酒井哲男（叫），  
西川音範（＊5），  
田口圭介（＊5），  

札幌  第39回大気環境学余年  
＝く  八方尾根における降水中の 微丑金属成分調査   

a－ 72  

策39回大気環境学会年  
東海・近飽・北陸地方での簡  

性雨共同調査研究（11）  
4段ろ紙法によるガス成分お  
よびエアロゾルのイオン成分  
の測定とインファレンシヤル  
法による樹木等への乾性沈着  

a－73  

正賓充（描），  
平木障年（棉），  
村野健太臥他  
（＊1奈良県衛生研，  
事2福井県環境科学セ，  
＊3京都府保漣環境研，  
＊4名古屋市環境科学研  
，＊5大阪府公害監視セ，  
＊6兵庫県立公害研））  

釜谷剛（＊1），  
村野健太郎  
（事1長崎県衛公研）  
張恩淑（■‖l  

鵜野伊津志（士2），  
村野健太臥  
宇都宮彬（＊3），  
大石興弘（＊3），  
下原孝車（■3）  

（霊1プサン大，  

＊2九州大，  

第39回大気環境学会年  
会   

第39回大気環境学会年  
貢  

IGÅC調査（7）  

五島列島福江島におけるSO2  
・03及びエアロゾルの変動   
冬季に間欠的に観測された  

長臣雛越境汚染の数値解析  
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a－76  
a－77  

村野健太郎  
HDOPer RりTsubakiY．  
（＊‖，Plaistow5．  
（＊1Environ．Biol．Div．  

）   

PlaisLow SリTsubaki  
Y．（＊1），HoDper R．  
（事1Environ．Bi81．Div．  

）   

地域環境研究グループ  
足立達美，国本学   

Sakamoto H．（＊1），  
他kano A．（＊1），  
AdachiT．（＊1Natl．  
Inst．Mina皿ata Dis）   

足立達美，石堂正美，  
国本字  

坂本峰至（＊1），  
足立達美，  
中野薦浩（り）  

（＊1国立水俣病総合研  
究セ）  

足立達美，  
中井陽子（＊1），  
桜井洋子（＊2），  
吉村和法（＊3），  
鶴尾苫宏（事4），田本字，  
阿相暗晃（＊2）  

（■1慶応義塾大，  
＊2東京都老人総合研，  
＊3埼玉医大，  
＊4和歌山県立医大） 足立達美 

，石堂正美，  
国本字   

韓酎芦，足立達美，  
石堂正美，国本字，  
内海英雄（＊1）  

（＊1九州大）  

血do H．，Tamura K．  
（■1），Ya皿皿OtO Sり  
Liang C．K．（＊2），Wu Y．  
p．（＊2），ZhangJ．P．  
（＊3），Yang M．M．（＊4）  
（＊1Natl．1nst．  
Hinamata Disり  
＊2lnst．Environ．  
Health＆Eng，China，  
＊3Nanjing Rail帆川ed．  
Coll．China，＊4Hosp．  
Occup．＆Labor  
H巳alth China）  
血do MりYamamoto Sり  
Tamura T．（♯1），  
Watanabe T．（＊2），  
Kondo T．（＊3），  
SakuraiS．（叫），  
Åsanu皿a S．（＊5），JiR．  
D．（■6），Liang C．K．  
（哺），Cao S．R．（＊鋸  
（＊1Natl．1nst．  
MinaⅢata Disリ  
＊ZSaku Cent．Hospり  
★3Matsl皿○しO Den．  
CDll．，＊40tsuna  
Women’s unれ，＊5Jpn．  
1nst．Rural．Med．  
＊6Environ．Healしh＆   

成長談話会 ■ごtl Int．Behav．Ecol．Congr  Orange wings in a 
daⅢSelfly：a SeXually  
5elected trait signaling  
Current nutrient status  
andi皿皿une SyStem SけengLh   
Different patterns of  

lifeti皿e energy  
expenditure in a 
da皿Selfly withいVO皿ale  
morphs  

メチル水銀のアストロサイ  
トに及ぼす影響   
HeLhyl皿erCur・y－induced  

incraSeininL「acellular  
calclu皿1evelof  
dissociated rat  
Ce「ebellar granule cells   
メチル水墨別こよる小脳神経  

細胞死誘導機構の解析  

メチル水銀による小脳顆粒  
細胞内Caイオン上昇の特徴   

a－78  

7th Int．Bebav．加ロ1．Congr  
lCalifornia 

日本案学会策118年会   

Int．Congr．Toxicol．ⅦⅠ  
“Che皿．Saf．21st  

Century”  

舞24回環境トキシコロ  
ジーシンポジウム・発Z  

回衛生薬学フォーラム  
合同大会  
策24回環境トキシコロ  
ジーシンポジウム・策2  

回衛生兵字フォーラム  
合同大会   

2  

同講演要 旨集 Toxicol． Lett．  95（Sup  
pl．1）   

b－ 3  大坂  

b－ 4  大阪  

し、l さ  ラット胎仔大脳皮質からÅ  
B5を用いたイムノバンニング  
によって得られるクリア細胞  
の分化   

大阪  

培養ラットアストロサイト  
におけるメチル水銀の細胞膜  
透過機構   
脳アンキリンの発現と神経  

突起伸展を指棟とした化学物  
質の毒性評価  

Direct Health Eff巳CtS  
Of GIDbalWarmingin  
Japan and China   

日本薬芋会第119年会  

日本英字会売119年会  

同講演要  
旨集3   

同講演要  
旨集3  

Abstract  
S  

b－ 8  Bth Glabal Warming 
Int．CDnf．＆Expo．  

Colu血i8（U  SA）  

b－ 9  Health Effects of  
Indoor Fluoride P（】11ution  
in RuralAreas of China  XIII Cong．Int．Assoc．Agric ．Hed．＆RuralHe且1th  

Iowa  

一309－   



中国における石炭燃焼によ るフッ素汚染とその影響  
凍68回日本衛生芋会総  
コ耳  陳雪琶（再），  

田村扁治（tZ），  
櫻井四郎（事3）  

（＊1早稲田大，  
＊2匡Ⅰ立水俣病総合研，  
＊3大妻女子大）  
血dD h‥YamamDtO S．  1Dng Xong  

Bellingtlam  
（USA）  

10．6  

10．8  

GW9  
ABSTRACT  
S  

A月ST弘CT  
S  

9th GlobalWa一皿ing  
Int．Conf．＆E）こpO．   

Int．Soc．Fluori血  
Re5．XXIInd Conf．  

Influence on Healtll  
Status of Residents by 
GlobalWarming  
lealth Effects of  

Fluoride Po11utiDn Caused  
by CoalBurningin China  
（1）Fluoride Exposure Dど  
R巳Sidents Resulting Fro皿、  
Indoor CoalBurning   

血do M．，Tadano M‥  
Åsanu皿a S．（＊1），  
Tanura K．（＊2），  
Hatsusllima S．（＊3），  
Watan8be T．（＊3），  
Kondo T．（＊4），  
SakuraiS．（＊5），JiR．  
（＊6）Jiang C．（＊6），  
et al．（りJpn．1nst．  
RuralHed．，♯2Natl．  
lnst．Hina皿ata Disり  
＊3SakⅥCent．Hospり  
＊4Hatsu皿OtOI）ent．  
Collり＊50tsuma  
WDmen’s univり  
塞6Chin．Acad．PI－eV．  
Med．）  
Kondo T．（♯1），Aれdo M．  
，Watanabe T．（＊2），  
Hatsushi皿a S．（■Z），  
Asanl皿a S．（♯3），  

Bellingba皿 （USÅ）  1nt．Soc．Fluoride  
Res．XXI工nd C（〕nf．  

Health Effects of  
Fluoride Pollution Caused  
by CoalBurningin China  
（1Ⅰ）FluDride Exposure and  
DentalFluorosis   

b－13  

．
 
 

Ta皿ur且K  
R
 
 

Sal【urai  

（蛸），Liang C  
Cao S．（摘）  

（＊1Matsu皿OtO Derlt  
Coll∴♯2Saku Cent  
lDSp．，＊3Jpn．lnst．  
RuralHed．．＊4Natl  
1nst．Hima皿ata Disり  
事50tsu皿a Wonen’s  
Univリ♯6Cbin．Acad．  
Prev．Med．）  
Watanabe T．（＊1），  
Hatsushi皿a S．（損），  
血do HりⅩondo T．  
（＊2），Asanu皿a S．（♯3），  
Talnura X．（事4），  
SakuraiS．（■5），JiR．  
（事6）．Llang C．（瑚，  
Cao S．（＊6）（＊1Saku  
Cent．Hospり  
＊2Matsu皿OtO Dent．  
Coll．■3Jpn．Inst．  
RuralHed‖＊4Natl．  

Bellingha皿 （USÅ）  Int．Soc．FlじOride  
Res．XXIInd Conf．  

Healtb Effects of  
Fluoride Pollution Caused  
by Coal飢rningin China  
（1u）SkeletalFluDrOSis   

b－14  

Inst．Hin皿ata Dis．，  
＊50tsu皿且Wo皿en’s  
Univり事6Chin．加ad．  
Prev．Hed．）  
Chen X．Q．（＊1），血do  
軋灘血i鮎L L（tl）  
（♯1Waseda Univ．）  
石堂正美，足立達美，  

国本学  
Ishido H．  

8  

S   

9   

0  

ding  
proteins  
Biol．  
PrDCeedi  

ngS  

Bellinglla皿  

（USA）  

名古屋  

Banff  

10．  

10．   

10．1  

Int．Soc，FIuoride  
Res．XXIInd Conf．   

お  

Het．－8inding  
Proteins8iol，  

7thInt．Worksbop  
Nitrous Oxide Emiss．  

Effects（〕flnl】aled  
Fluoride on Mice  

アポトーシス誘導阻害に  
ける亜鉛の役割   
Regulation af cell 

ねtes bymet81s  

ContributiDn Dr  
Å1caligenes Faecalis－Å  
Nitrifying Denitrifying  
Bact巳rium tD N20  
Emission in Activated 

Co18gn巳（Ge  many）  

Wu X．－L．，lnanoriY‥  
HiヱuOChiM．  

b－18  

e Process  
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Ina皿OriY．，机1X√L‥  
MizuochiMりOdak8日．  
（＊1），SuzukiY．（＊2），  
Tsuruta H．（★3）  
（＊1Traffic Saf．＆  
NuisanceInsLり  
＊2Natl．Inst．Resour．  
＆Envir8n．，＊3Natl．  
Inst．座ro－Environ．  
Sci．）  
Ina皿OriY．川u X．－L‥  
HizuochiM．，  
Nakamura E．（＊1），  
Odaka M．（♯2），Suヱuki  
Y．（♯3），Tsurut8H．  
（＊4）（＊1Public  
Works Res．Inst‥  
＊2Traffic Saf．＆  
NuisanceImst．，  
事3Natl．Inst．Resour．  
＆Envir8n‥＊4Natl．  
Inst．Ag「0－EnvirDn．  
Sci．）  
稲森悠平  

磯部公信（＊1），  
稲森悠平，  
杉浦則夫（＊2），  
戎野棟－（＊1）  

（＊1東邦大，＊2筑波大）  
稲森悠平，  
内藤友美（事1），  
西村修（＊2），  
松村正利（＊1），  
木村賢史（＊3）  

（＊1筑波大，＊2東北大，  
★3東京都環境科字研）  
岩見徳丘勘紹盃悠平，  

and Asses5ment Of  
Strategy and Technology  
for Control Creenhouse 
Ga5e5CH4 andN20  

Nitrou50Ⅹide E皿is5．  

b－20  Cantrol of 
血thropogenic N20－A  
Greenhous巳Gas－E：】ission  
fro皿Several甑n－r巳1ated  
Fields   

他ste Water＆  
Sludge Treat．  7th Jpn．－Ger．Worksh8p  

豊熟リン除去の抜本的対  
策の規制強化を考慮した生物  
膿法のあり方   
上水処理で適用される凝集  

剤に及ほす藍藻類由来有機物  
の影響  

干潟モデルにおける浄化能  
と底生動物ゴカイに及ばす重  
油の影響評価   

第1回日本水環境学会  
シンポジウム   

日本水処理生物字会第  
35回大会  

b－23  

日本水処理生物字会第 35回大会  

静岡  志  同学会吉  31  

b－24  原生動物鞭毛虫仙nas  
gut山1aの捕食・分解過程にお  
けるHicrocystis属産生有毒  
物質のHicrocystin  
且R，YR，LRの消長   
アオコ発生自然水域に由来  

する微生物群のmicrocystin  
分解能  

有毒物質ミクロキステンの  
富栄養化湖沼における挙動と  
その環境因子の評価解析   

日本水処理生物学会席 35匝Ⅰ大会  

静岡  同学会誌  別巻（18）  

板山朋聡 杉浦則夫  
（事1三菱重工業軌  
＊2筑波大）  

斉藤猛（＊1），稲森悠平  
杉浦則夫（り），  
松村正利（り）  
（＊1筑波大）  

稲森悠平，  
亀山忠司（＊1），  
杉浦則夫（事2），  
戎野棟－（＊1），  
斉藤猛（＊2）  

（り東邦大，＊2頚」波大）  

b－Z5  日本水処理生物学会策  
35回大会  

日本水処理生物学会第  
35回大会  

静岡  同学会誌  別巻（18）  

b－26  静岡  同学会誌  別巻（18）  

b－27  小池晃代  
稲森悠平  
板山朋聡  
岩見徳雄  
戎野棟一  

＊1）  環境条件の異なる池沼にお  
ける川icrocystis属の群体形  
成特性の解析   

日本水処理生物学会第 35回大会  

静岡  別巻（18）  同学会詳  3ビ  

（＊1東邦大，  
＊2三菱重工業（削）  

b－28  稲森悠平  
鹿江美孝  
戎野棟一  

2抗体サンドイヅチEいSA法  
による消化細菌の簡易迅速定  
見化手法の開発   

日本水処理生物学会策 35回大会  

静岡  別巻（18）  同学会吉志  

生田創（＊2），  
松村正利（＊2），  
野田尚宏（＊3），  
平田彰（＊3），  
常田聡（＊3）  

（＊1東邦大，＃2筑波大，  
＊3早稲田大）  
野田尚宏（り），  
稲森悠平，生田創（＊2）  
平田彰（＊1），  
常田聡（＊‖  

（★1早稲田大．  

b－29  墓光放散錦画像解析処理装  
置を用いたモノクローナル抗  
体法による硝化細菌の定足化  
手法の開発  

日本水処理生物学会弟 35回大会  

静岡  別巻（18）  同学会誌  38  

「 3ユl－   



物学会第  日本水処理  
35回大会   いた生物学的硝化反応におけ  

る硝化細菌の相互作用の解析  
野田尚宏（＊2），  
松村正利（★1），  
平田彰くヰZ），  
常田聡（＊2）  

（♯1筑波大，  
＊2早稲田大）  
孔海南，稲森悠平  
水諸元之  

日本水処理生物学会策  
35回大会  

日本水処理生物学会弟  
35回大会  

生活排水の土壌トレンチ処  
理プロセスからのN之0，CH4  

ガスの発生抑制技術開発   
生物学的排水処理における  

水温および流入窒素負荷の硝  
化およびN20発生に及ぼす影  
響   

稲森悠平，水落元之，  
冨永和樹（彙1），  
戎野枝一（＊1），  
木持謙（＊2）  

（再東邦大，  
＊2茨城県科学技術振興  
財団）  

呉暁嘉（＊1），稲森悠平  
（♯1茨城県科学技術振  
興財団）  

50  誌  同学会  静岡  日本水処理生物学会第 35  

回大会  

各  
35匝】大会  

生物処理の好気条件におけ  
る従属栄養硝化・脱亀細菌Ålc  
aligenes  
faecalisのⅣ20発生特性   
合併処理浄化槽における  

種消毒による処理水水質への  
影響   

b－33  

誌  58  同学会  静岡  山海敏弘（＊1），  
エ蒜敬子（紹），  
小嶋賢二（＊2），  

岸野英樹（＊2），  
山下勝也（＊Z），  
小森正人（★Z），  
田中幸彦（＊2），  
稲森悠平（＊1建築研，  
書2（社）型式浄化槽協会  

）  

山海敏弘（tl），  
丁国際（＊Z），  
岸野英樹（＊3），  
小嶋賢二（雷3），  
工藤敬子（★3），  
田中幸彦（＊3），  
山下勝也（持），  
小森正人（＊3），  
稲森悠平（＊1建築研，  
＊Z茨城県科学技術振興   

b－34  

59  別巻（18）  同学会誌  静岡  
日本水処理生物学会第 35回大会  

別室条件の異なる合併処理  
浄化槽における微小動物相と  
処理水貫の関係   

トー 35  

60  誌  同学会  静岡  
日本水処理生物学会策 35回大会   

合併浄化槽における流入水  
且・水質変動による処理性能  
への影響  
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b－36  

藤
 
 

工  
小嶋  
岸野  
山下  
小森  
田中幸彦＊2  
稲森悠平（♯1建築研，  
＊2（社）型式浄化槽協会  

）  

山海敏弘（象1），  

稲森悠平，  
工藤敬子（＊2），  
小嶋賢二（＊2），  

岸野英樹（＊Z），  
山下勝也（＊2），  
小森正人（＊2），  
田中幸彦（＊2）  

（＊1建築研，  
＊2（社）型式浄化槽協会  

）  

山本泰弘（り），  
頼義悠平，  
松村正利（Il），  
井上充（■2），  
岩渕健司（＊3）  

（■1頚i波大，  
紹神奈川県環境化学セ  

＊3キリンマシナリー㈱  

別巻（18）  61  同学会誌  静岡  
日本水処理生物学会第 35回大会  

動的数理モデルによる高度  
処理浄化槽における硝化・脱  
塁特性の解析   

b－37  

62   別巻（18）  同学会誌  静岡  
E本水処理生物学会第 35回大会  小規模生活排水におけるリ ン除去方法の開発  

b－38  
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高度小規模浄イ  理生物学合邦  
丹羽健太郎（＊1），  
毛利元哉（＊1），  
稲森悠平，水落元之  
（＊1武田薬品工業㈱）  
古屋昇（♯1），  
井澤正輝（＊1），  
毛利元哉（≠2），  
俣木幸三（＊2），  
稲森悠平  
（＊1東京理科大，  
＊2武田薬品工業㈱）  
本幡昭治（♯1），  
古屋昇（り），稲森悠平，  
伊予亨（＊2），  
山本泰弘（＊3）  

（＊1東京理科大，  
事2北里大，■3筑波大）  
稲森悠平，鈴木習（＊1），  
小沼和博（事2），  
東照雄（り），  
角野立夫（＊3），  
須藤隆一（＊4）  

（＊1筑波大，  
＊2茨城県科学技補振興  
財団，  
＊3日立プラント建設，  

★4東北大）  

稲森悠平，  
古山黄土（＊1），  

における吸着脱リン法適用の  
ための構造・管理技術の最適  
化  

吸着脱リン法の小規模合併  
処理浄化槽における性能評価   

b－40  日本水処理生物学舎弟  
35回大会  

同学会誌  別巻（18）  64  

b－41  生活系小規模排水処理施設  
へ適応可能なリン除去技術の  
開発と評価   

日本水処理生物学舎弟 35回大会  

誌  静岡  同学会  〔：、  

b－42  生物活性炭および汚性炭複  
合担体の間欠はっ気法による  
埋立地浸出水の高圧処理   

日本水処理生物学会第 35回大会  

同学会誌  別巻（18）  74  

b－43  

組み込んだ埋立地浸出水に含  
有される1，4－ジオキサンの高  生物物理化学的処理操作を   度処理  

日本水処理生物学会儲 35回大会  

静岡  同学会誌  別巻（18）  75  

小沼和博  
田中修三  
石黒智彦  
井坂和一く＊4），  
須藤隆一（＊5）  

（＊1明星大，  
＊2茨城県科学技術振興  
財田，  
＊3日本環境衛生セ，  
叫日立プラント建設，  

＊5東北大）  

篠原真一（＊1），  
山田一箱（★1），  
西村修（＊1），  
須藤隆一（＊1），  
稲森悠平（＊1東北大）  
伊予亨（■1），  
島村匡（＊1），  
佐藤八郎（＊2），  
山海敏弘（＊3），  
稲森條平（＊1北里大，  
＊2㈱クボタ，＊3建築研）  
稲森悠平，  
大島綾子（＊1），  
西村浩（＊2），  
戎野棟一（り），  
小野木三拝子（＊3）  
（＊1東邦大，＊2東北大，  
＊3小野木フロック工業  

）  

西村浩（＊1），  
西村修（＊1），  
須藤p墨一（＊1），  
稲森悠平，徐開欽（ヰ2）  
（＊1東北大，  
＊2水土壌圏環境部）  
古屋昇（＊1），  
山中晋（＊1），稲森悠平，  
水諸元之，西村浩（★2），  
照沼洋（★3）  

（＊1東京理科大，  
＊2東北大，＊3筑波大）  
照沼洋（吊），稲森悠平，  
松村正利（＊2），  
須藤隆一（＊3）  

（事1日立化成テクノプ  
ラン】㍉＊2筑波大，  

こ・111  」202添加オゾン酸化処理  
による埋立地浸出水の高度処  
理  

アルミニウム電解脱リン法  
に適した基本モジュールとそ  
の運転方法   

日本水処理生物学会第 35回大会  

静岡  同学会誌  別巻（18）  76  

b－45  

日本水処理生物学会弟 35回大会  

静岡  同学会誌  別巻（1即  82  

L・11しこ  未利用資源を活用した汚濁  
水箱直接浄化法における嫌気  
・好気条件の最適化   

日本水処理生物学会策 35回大会  

静岡  別巻（18）  同学会吉志  85  

ト ヰT  生物膜を利用した汚濁河川  
水の直接浄化法における接触  
材の空隙性，生物腰厚と処理  
特性との関係に関する解析  

河川浄化のための生物膜法  
の地域特性を考慮した適正導  
入条件の解析   

日本水処理生物学会務 35回大会  

静岡  別巻（18）  同学会誌  86  

b－48  

日本水処理生物学会策 35回大会  

静岡  別巻（18）  同学会誌  87  

b－49  生物・物理化学的栄養塩類  
除去システムを活用した汚濁  
河川・水路水の高度処理にお  
ける最適操作条件  

日本水処理生物学会発 35回大会  

静岡  別巻（18）  同学会誌   89  
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日本水処理生物学会第 35回大会  

オゾン酸化活用による除去法  
にかかわる難分解性有機物の  の開発   

高木敏夫（＊2），  
詔森悠平，  
須藤隆一（＊3）  

（＊1茨城県科学技術振  
契財臥  
＊2茨城県公書技術セ，  
★3東北大）  

小浜暁子（り），  
稲森悠平，  
山田一箱（＊1），  
西村修（♯1），  
須藤隆一（り）  
（＊1東北大）  

林紀男（よ1），  
国安克彦（＊2），  
相姦悠平，  
須藤隆一（★3）  

（ヰ1千葉県立中央博，  

誌  同学会  日本水処理生物学会第  
35回大会  肉食性原生動物DilepLus anserの捕食特性   

b－51  

別巻（18）  98  同学会誌  
日本水処理生物学会策 35回大会  

袋型動物輪虫類（ワムシ）の  
増殖に及ぼす環境因子の影響   

b－52  

■2日本環境整備教育セ  
，＊3東北大）  
丁国際（＊1），  
藤井邦彦（＊2），  
石原由紀子（＊3），  
稲森悠平，  
須藤隆一（＊4）  

（＊1茨城県科学技術振  
興財軋＊2筑波大，  
＊3東邦大，♯3東北大）  
相姦悠平，  

S‡1  別巻（18）  同学会誌  
日本水処理生物学会策 35回大会  

erythrDphtbalmaの食物源の  
最適化による大丑培養   有用微小動物輪虫類Pbilod iTla  

b－53  

誌  100  同学会  
日本水処理生物学金策 35回大会  

微生物大型培養槽を用いた  
輪虫類P上1ilodina  
erythrophtbal皿已の大豆培養  
と増殖特性   

b－54  
石原由紀子（事1），  
戎野棟一（再），  
藤井邦彦（＊2），  
丁匡】際（事3）  

（＊1東邦大，＊2筑波大，  
＊3茨項県科学技術振興  
財団）  

藤井邦彦（★‖，  
稲森悠平，丁国際（＊2），  
石原由紀子（＊3），  
松村正利（り）  

（＊1筑波大，  
＃2茨城県科学技術振興  
財団，事3東邦大）  
藤本尚志（り），  
飯田あすか（♯1），  
鈴木昌治（＊1），  
高橋力也（事1），  
稲森悠平  
（＊1東京農業大）  

山海敏弘（＊1），  
稲森悠平，  
エ藤敬子（I2），  

別巻（18）  101  同学会誌  日本水処理生物学会第  
35回大会  

erythrophthalⅢaの長期保存  
に及ぼす環境因子の影響解析   有用微小動物輪虫兢Philod iIla  

b－55  

別巻（18）  102  同学会誌  
日本水処理生物学会策 35回大会  

蛍光染色法による細菌の生  
存率に及ぼす微小動物の影響  
評価   

b－56  

別巻（18）  110  同学会誌  
日本水処理生物学会弟 35回大会   

酸素利用速度の比較による  
各種排水の生分解性に関する  
評価・解析  

b－57  

小嶋賢二（＊Z），  
岸野秀樹（＊2），  
山下勝也（＊2），  
小森正人（霊2），  
田中幸彦（＊Z）  

（霊1建築研，  
■2（社）型式浄化槽協会  

）  

山海敏弘  
エ＃敬子  
小嶋賢二  
岸野秀樹  
小森正人  
田中肇彦  
山下勝也  

別巻（18）  111  同学会誌  日本水処理生物学会第  
35回大会  

貯留した処理水における保  
存温度と水質変化の閑尉こ関  
する評価・解析   

b－58  

稲森億平（★1建染研，  
蛇く社）型式浄化糟協会  

）  

池田亮子（★1），  
相克悠平，岩見徳ま監，  
東照雄（＊1）  

別巻（18）  11ご   同学会誌  
日本水処理生物学金男 35回大会  

高温好気発酵における浄化  
槽汚泥処理の効率化のための  
最適操作条件の解明  

b－59  
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生物ろ過プロセスの硝化・  
脱豊能に及ぼす物理化学的リ  
ン除去法導入の影響評価   

日本水処理生物字金策 35回大会  山口大介（＊1），  
山本泰弘（＊2），  
稲森悠平  
（＊1東京理科大，  
＊2筑波大）  

多田千住（事1），  
西村修（＊2），稲森悠平  
須藤隆一（★2）  

（＊1茨城県科学技術振  
興財団，＊2東北大）  
高松良江（事1），  
稲森悠平，  
須藤隆一（＊2），  
栗原康（り），  
松村正利（＊1）  

（＊1筑波大，＊2東北大，  
＊3奥羽大）  

小松央子（＊1），  
稲森悠平，  
板山朋聡（＊2），  
西村修（＊3），  
松村正利（＊1）  

（＊1筑波大，  
＊2三菱重工業（軌  
＊3東北大）  

丁国際（り），  
多田千住（♯1），  
稲森悠平，  
須藤隆一（＊2）  

（＊1茨城県科字技術振  
興財臥＊2東北大）  
藤本尚志（＊1），  

b－61  窒素負荷の生態系に及ぼす  
影響のマイクロコズムを用い  
た解析および評価  

水圏生態系マイクロコズム  
のホールおよびサブシステム  
を用いたmSの分解性と構成  
生物への影響比較   

日本水処理生物学会弟 35回大会  

静岡  同学会誌  別巻（18）  117  

b－ 62  日本水処理生物学会弟  
35回大会  

同学会誌  別巻（18）  静岡  

b－ 63  水圏モデル生態系三種系マ  
イクロコズムにおける炭素の  
移動特性解析   

日本水処理生物学会第  
35回大会  

静岡  誌   別巻（18）   同学会  

b－64  アオコ発生時期の富栄養化  
湖沼における動物プランクト  
ンの特性   

第33回日本水環境字会 年会  

仙台  

b－65  有毒藍藻類MicrDCyStis  
Viridisの連続培養によるmic  
rocystin産生特性の解析   

驚33回日本水環境学会 年会  仙台  
幸
治
也
 
 

正
昌
力
 
 

相馬 鈴木 高橋  
稲森悠平  
（事1東京農業大）  

小浜暁子（り），  
西村修（＊1），  
須藤隆一（＊1），  
稲森悠平（＊1東北大）  
俣木幸三（＊1），  
丹羽健太郎（事1），  
毛利元哉（＊1），  
稲森悠平，水諸元之  
（＊1武田薬品工業㈱）  
稲蒜悠平，  
俣木幸三（ホ1），  
伊澤正輝（＊2），  
古屋昇（＊2）  

（＊1武田薬品帆  
＊2東京理科大）  
伊与亨（＊1），  
島村匡（事1），  
青木正治（＊2），  
稲義悠平，  
佐藤八郎（＊3）  

（凄1北里大，  
＊2第一公害プラント㈱  
，‡3（軸クボタ）  
高松良江（＊1），  
稲森悠平，  
狽藤隆一（★2），  
松村正利（＊1），  
栗原康（＊3）  

（♯1筑波大，＊2東北大，  
＊3奥羽大）  

古屋昇（＊1），  
山中晋（＊1），稲森悠平，  
水諸元之適村浩（＊2），  
照沼洋（書3）  

（＊1東京理科大，  

b－66  肉食性原生動物DllepLus  
ans巳「の増殖特性  

吸着脱リン法による生活排  
水の小規模方式の高度処理と  
回収リン酸のリサイクルシス  
テムの開発  

吸着脱リン法の小規模生活  
排水処理システムの導入によ  
る環境改善効果および経済効  
果  

アルミニウム電解脱リン法  
を用いた小規模合併処理浄化  
槽のリン除去効率   

第33回日本水環境学会  
年会  

第33回日本水環境学会  
年会  

仙台  

卜 しi■  仙台  

b－ 68  

第33回日本水環境学会 年会  

仙台  

（■・：こ】  策33回日本水環境学会 年会  仙台  

こ■TJ  魚類を構成生物とするマイ  
クロコズムシステムを用いた  
界面ほ性剤の影響評価   

薫33回日本水環境学会 年会  仙台  

こ、l∴  地域特性を考慮した生物渡  
河川・水路浄化法における適  
正導入条件の評価解析  

第33回日本水環境学会 年会  

仙台  
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窒素負荷の増大の生態系に  
及ぼす影響のマイクロコズム  
を用いた解析   

弟33回日本水環境学会  
年会  西村惨（＊2），稲森悠平，  

須＃隆一（＊2）  

（＊1茨城県科学技術振  
興財臥＊2東北大）  
小松央子（＊1），  
稲森悠平，  
板山朋聴（＊2），  
松村正利（■1）  

（＊1筑波大，  
＊2三菱重工業㈱）  

内藤友美（♯1），  
稲森悠平，西村修（＊2），  
松村正利（生り  
（＊1筑波大，＊2東北大）  
小池晃代（峯1），  
稲森悠平，  
板山朋聡（ヰ2），  
戎野棟一（■1）  

（＊1東邦大，  
＊2三菱重工業㈱）  
山本泰弘（＊1），  
山口大介（＊2），  
井上充（＊3），相姦悠平，  
松村正利（＊1）  

（♯1筑波大，  
事Z東京理科大，  
＊3神奈川県環境科学セ  
）  

稲森悠平，  

b－73  

三種 ける14 動解析  

系マイクロコズムにお  
CとDOからみた炭素移   

発33回日本水環境学会  
年会  

b－74  重油の生態系影響評価のた  
めの干潟モデルの構築と解析  
法の開発  

Microcystis属の細胞外多  
糖質産生呈および群体強度に  
及ぼす環境要因の影響解析   

発33回日本水環境学会  
年会  

発33回日本水環境学会  
年会  

b－75  

b－76  生物ろ過プロセスにおける  
物理化学的リン除去法の導入  
による汚泥特性の解析   

第33回日本水環境学会  
年会  

b－77  埋立地浸出水に含有される  
有害化学物質の活性炭複合担  
体法等による生物物理化学的  
処理特性   

策33回目本水環境学会 年会  古山黄土（＊  

田中修三（  

小沼和博（  

石黒習彦（  
井坂和一（  
須藤隆一（  
（■1明星大，  
＊2茨城県科学技術振興  
財臥  
＊3日本環境衛生セ，  
＊4日立プラント建設，  
■5東北大）  

稲森悠平，  
亀山忠司（＊1），  
杉浦則夫（＊2），  
戎野棟一（事1）  

（＊1東邦大，事2筑波大）  
稲森悠平，  
冨永和樹（事1），  
水諸元之，木持謙（＊2），  
戎野棟－（＊1）  

（事1東邦大，  
＊2茨城県科学技術振興  
財団）  

池田亮子（り），  
東照雄（♯1），稲森悠平，  
岩見徳雄，何耀武  
（筑波大）  

b－78  有害物貫ミクロキスチンの  
産生に及ぼす項境因子の影響  
と解析評価  

生物学的排水処動こおける  
水温および流入量素負荷の硝  
化活性およびⅣ20生成速度に  
及ぼす影響   

弟33回日本水環境学会 年会  

blTい  

策33回日本水環境学会 年会  

仙台  

b－80  高温好気発酵による浄化槽  
汚泥の処理特性の解析評価  

護岸の形態別における生物  
の分布と水質保全機能   

弟33回日本水環境学会  
年会  

弟33【司日本水環境学会  
年会  

仙台  

b－81  

木村賢史 土屋隆夫 安井朱美  
仙台  

西村修（＊3），稲森悠平】  
須藤隆一（＊3）  

（＊1東京都環境科芋軌  
＊2埼玉工業大，  
＊3東北大）  

野田尚宏（Il），  
平田彰（り），  
常田聡（り），稲森悠平，  
生田創（＊2）  

（＊1早稲田大，  
＊2筑波大）  

孔海南，何耀武，  
稲兼備平，水諸元之，  
孫鉄（■1）  
（＊1中国科学院応用生  

b－82  

硝化細菌の検出・定丑化手法  
蛍光抗体法による生物膜内  の開発   

第33回日本水環境学会 年会  

仙台  

b－83  土壌トレンチからのN20，C  
H4ガスの通気法による発生  
抑制  

弟33回日本水環境学会 年会  仙台  
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生活排水中CODの高度除去  
プロセスの開発による湖沼へ  
の汚濁負荷削減   

高木敏美（＊2），  
稲森悠平，  
須藤隆一（＊3）  

（＊1茨城県科学技術振  
興財軋  
＊2茨城県公害技術セ，  

＊3東北大）  

石橋良倍（＊1），  
中里広幸（■2），  
稲森悠平，Khin Thida  
L川N（＊3），涌沢智（叫）  

（声1東北芋院大，  
★2㈱トップエコロジー  

，＊3AIT，＊4東京大）  

林紀男（＊1），  
国宝克彦（★2），  
稲森悠平，  
須藤隆一（￥3）  

（＊1干葉県立中央博，  
＊2日本環境整備教育七  
，書3東北大）  
古屋昇（＊1），  
山口大介（＊1），  
木幡昭治（ヰ1），  
山本泰弘（事2），  

仙台  
熱帯地方における水耕栽培 法とその生態的特徴  第33回日本水環境学会 年会  

b－85  

仙台  水干しによるため池の浄イヒ   第33回日本水環境学会 年会  b－86  

生物ろ過法のコンパクトシ  
ステム化のための処理特性に  
及ぼす負荷変動の解析評価   

第33回日本水環境学会 年会  仙台  b－87  

稲森悠平  
（＊1東京理科大，  
＊2筑波大）  

藤本尚志（事1）  

早川賢一（♯1），  
鈴木昌治（＊1），  
高縞力也（＊1），  
大内山高広（蠣2），  
林紀男（＊3），稲森悠平  
（＊1東京農業大，  
＊2日本環境クリエイト  
，＊3干葉県立中央博）  
西村浩（＊1），  
横川善之（事2），  
大島綾子（＊3），  

熱帯地域タイ王国から分離  
した微小動物の増殖に及ぼす  
環境因子の影響   

第33回日本水環境学会 年会  仙台  b－ 88  

仙台  
生物膜付着接触担体における  
微生物活性に基づく充填条件  地域未利用資源を活用した   の解明   

弟33回日本水環境学会 年会  

b－89  

稲森悠平，  
須藤隆一（蠣1），  
西村修（＊1）  

（■1東北大，  
＊2名古屋工業技術研，  
＊3東邦大）  

稲森悠平，  
大島綾子（事1），  
西村浩い2），  
戎野棟－（■1）  

（竃1東邦大，＊2東北大）  
照沼渾（＊1），稲森悠平  
松村正利（＊2），  
須藤隆一（靂3）  

（＊1日立化成テクノプ  
ラント㈱，＊2筑波大，  
￥3東北大）  

斉藤猛（＊1），稲森悠平  
杉浦則夫（＊1），  
松村正利（士1）  

（＊1筑波大）  

稲森悠平，  
石原由紀子（＊1），  
戎野棟一（＊1），  
藤井邦彦（＊2）  

（★1東邦大，＊2筑波大）  
藤井邦彦（♯1），  
稲森悠平，  
石原由相子（＊2），  

地域未利用資源を活用した  
嫌気・好気河川水路直接浄化  
法における窒素除去能の最適  
化  

生活排水により汚濁が進行  
した河川・水路水からの栄養  
塩類直接浄化システムの開発   

第33回日本水環晩学会 年会  仙台  b－90  

第33回日本水環晩学会 年会  

b－gl  仙台  

汚濁湖沼水の上水生物膜処  
理7ロセスにおけるミクロキ  
スチンの分解特性  

有用微小動物輪虫煩Philod  
ina  
erythrop仇halInaの大里培養  
の為の適正操作条件の評価・  
解析   

輪虫類P．巳rythrophtalmaの  
長期保存とリアクタ一軍入条  
件の解析  

藍藻妓に由来する有機物の  
凝異能に及ほす影響  

第33回日本水環境学会  
年会  

第33回日本水環境学会  
年会  

仙台  b－92  

しIpご  仙台  

ト94  

発33回日本水環境学会 年会  

仙台  

松村正利（＃1）  

（葦1筑波大，＊2東邦大）  
磯部公侶（＃1），  
戎野棟一（り），  
稲森悠平，  
杉浦則懐（＊2）  

コl〕ご■  発33回日本水環境学会 年会  仙台  
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ImaiAりFukushi皿a T．  
（＊1），虹色tsushige Kり  
Kim Y．H．（＊Z）  
（＊1Hiroshima Univ．，  
＊2Yeung Gna皿Univ．  
Ko「ea）  

DissoIved Org弧ic CarbQn in Lake and River Waters  

C（柁，Cent．Excettence，  
Proj．E5Labl．＆  
EvaLAdv．Water  
Treat．Technol．Syst．U  
sing Funct．Co叩1ex  
Hicrob．Co皿皿Unity  
QuanL．MicrDbiol．＆  
Risk Assess．～Water  
Qual．Hanage．Hu皿an  
Health～  

．Cer】t．Fx  

c巳11erlCe  

，Proj．Es  
tabl．＆  

Eval．Adv  
．Water  
Treat．Te  
Chnol．Sy  
St．Using  
Funct．Co  
mplex  
Microb．C  
Om皿unity  
Quant．Mi  
CrObiol．  
＆Risk  
Asses5．  
～Water  
Qual．Man  
age．Huma  
n  

Health～  
Abstract  
S  

28th  
Annu．Meet．Soc．Neuros  
i．   

舞69匝】日本橋生学会総  
A ：F  

b－108  1m8．iR、，Kaしo N、（＊L）  
Kabuto M．（＊1Shiga  
UnlV．Med．Sci．）   

今井秀臥兜真徳，  
定松美幸（＊1），  
加藤進昌（＊2）  

（＊1聖露加国瞭病院，  
＊2東京大）  

橋本郎子（＊1），  
岩崎一弘，  
中杉奈央（＊2），  
村上細長任（＊2）．  
矢木修身  
（＊1CREST・JST，  
★2東京家政大）  
岩崎一弘，  
沖野祥平（＊1），  
矢木修身，  
田中秀夫（★1）  

（＊1筑波大）  

IwasakiKりOkino S  
（＊1），Tanaka H．（＊1）  
YagiO．（＊1Tsukuba  
Uれiv．）  

Enぬncing Etfect of  
Adrenalecto町On  
TrimethyltinInduc巳d  
Iiippoca皿palDa皿agein且ats   
有機錨イヒ合切投与によるラ  

ットの血中ホルモン濃度の変  
動について  

Mycobacteriし皿  
Sp．TA27扶によるTCEの分解   

b－109  

日本農芸化学会1998年 度大会  

b－110  

組換え微生物による水中か  
らの塩化第二水銀の除去   日本農芸化学会1998年 慶大会  

b－111  

18th  
lnt．SyⅢp．Hicrob．Eco1  

年成10年皮日本生物工  
学会大会  

日本農芸化学会  
1999年慶大全   

日本農芸化学会  
1999年度大会  

Halifaズ（Ca   
mada）  

東広島  

ト112  
MERCURIC CHLORlI）E TIIEATME封TIN∧QUEOUS  

SOLUTlON BY RECO旺BINA封T  
PSEUDOHONAS PUTIDÅ   
ナホトカ号流出重油の分解  

に関する研究  

トリクロロエチレン汚染の  
土壌微生物生態系に及ぼす影  
響   
微生物による水雀艮汚染土壌  

の浄化に関する研究   

同講演要  
旨粟  

同講演要  
旨集   

同語演要  
旨果  

大場貸志（＊1），  
今野聡（り），岩崎一弘  
矢木修身  
（＊1浅野工事（槻）  

斉藤習（事1），岩崎一弘  
矢木修身  
（ヰ1CRESTりST）  
岩昭一弘，  

沖野祥平（＊1），  
矢木修身，  
田中秀夫（＊1〉  

（＊1筑波大）  

岩崎一弘，  
托木淳子（＊‖，  
矢木修身，東照去藍（＊1）  
（■1筑波大）  

岩崎一弘，菊池饉（＊1）  
矢木修身，  
高村義親（り）  

（＊1茨城大）  

岩崎一弘，矢木修身，  
久保田克之（ヰ1），  
菊池健（＊2），  
高村義視（事2）  

t＊1東和科字㈱，  

b－113  

同講演要  
旨菜  

同講演要  
旨菜  

同講演果  

バイオレメディエーション  
現場におけるアンモニア酸化  
細菌を指標とした影響評価手  
法の開発   

S巳quenCe Deじection  
SystemによるTCE分解菌の迅  
速定且法  

トリクロロエチレン分解菌  
H扶の迅速定且法の開発  

日本農芸化学会  
1999年度大会  

日本農芸化学会  
1999年度大会  

第33回日本水環境学会  
年会  

福岡  b－116  

福岡  b－117  

仙台  b【118  

－319   





酸化豊美に応答する蛋白  
一 質（NORP26）の構造と機能   ジーシンポジウム・発2  

回衛生薬学フォーラム  
第24回環嶋トキシコロ   合同大会  

光本稿史（＊1），  
金貿蓮（り），  
大島源一郎（＊1），  
国本字，大川克也（蛇），  
岩松明彦（＊2）  

（竃1北里大，  
＊2キリンビール基礎研  

）  

金貨蓮（事1），  
光本篤史（＊1），  
大鳥源一郎（‡1），  
中川靖一l＊1），田本字，  
大川克也（事2），  
岩松明彦（＊2）  

（＊1北里大，  
＊2キリンビール基礎研  

）  

光本籍史（＊1），  
金貨蓮（事1），  
大島源一郎（＊1），  
中川踊一（＊1），国本字，  
大川克也（＊2），  
岩松明彦（＊2）  

（暮1北里大，  
蛇キリンビール基礎研  
）  

Kurokawa Y．，Ⅰ皿aiH．，  
Nitta H‥甑buto M．  

b－135  glyox且1aseI  
のNO応答における細胞内グル  
タチオン要求性   

日本案学会第119年会  徳島  

S－nitro50glutathioneに対 するglyロXalaselの感受性   

日本薬学会第119年会  b－136  徳島  

b－137  Acute effects of 50 Hz 
Ⅲagnetic field on heart  
rate variability in 
humans且t aWaking state   
睡眠脳波デルタ波パワーと  

強く相関する心拍変動指標  

喝気敷布に由来する超低周  
波電磁場の生体影響   
東京湾三番漸における底泥  

の色素分布  

兵庫県南部地震以後の大阪  
湾の水質   

BEMS20th Anll．Meet．  Florida  Abstract  
Bo【〕k  

同プログ  
ラム・抄  
妾ま集  
同学会誌   

同講演菜  

b－138  

b139   

b－140  

黒河佳香，  
影山隆之（＊1），兜其徳  
（幕1大分県立着言重大）  

黒河佳香，今井秀樹，  
新田招史，究其徳  
金誠臥木幡邦男，  
樋波武彦，  
田中秀之（＊1）  

（＊1環境研究セ）  

日本睡眠学会第23【司定  
期学術集会   

策69回日本衛生学会総   

策33回日本水環境学会  

年会  

舞33回日本水環境学会  
年会  

b－141  木幡邦男  
渡辺正孝  
古城方細  
山崎富美  
宮崎－（＊2），  
吉村腸（＊2），  
中越考博（＊2），  
中野黄彦（＊2）  

（＊1水土壌潮環境部  
＊Z兵庫県立公害研）  
近藤美別  b－142  電気自動車ルシオールの研  

究状況について  

電気自動車ルシオールの開  
発と今後の課題  

電気自動車シンポジウ  
ム一夫来の自動車社会  
における電気自動車の  
可能性を考える一  
低公害車の開発と今後  
の動向セミナー  

同講演要 旨集  

低公害率  
の開発と  
今後の動  
向セミナ  

近藤美則  b－143  

b－144  肋岨ka皿iK．（事1），  
Kondo Y．，Shimizu H．  
（＊2）（＊1NEDO，♯2Keio  
Univ：）  

5hi皿1Zu H．（＊1），  
他山SUgaura S．（＊‖，  
仏Vaka皿iK．（＊2），  
KDndo Y．（＊1Keio  
Unim，＊2）  
Kawaka血K．（＊1），  
Kondo YりShini乙u H．  
（＊2）（＊1New Energy  
＆1nd．Technol．Dev．  
Org‥＊2Keio Univ．）  

In一昭1eelHotor Drive  
Syste皿for Electric  
Vehicles  

A new concept electric  
vehicle“Luciole”   

15tInt．Corlf．PDWer  
CDnVerS．＆  
IntelligenL Motion   

1998FISITA World  
血tomot．  

b－145  

b－146  Deslgnis Essentialto  
publicÅcc巳pしance of  
Electric V巳hicles  

A Small Sized Electric 
Vehicle‘‘Luciole”  

1さ＝】  

lnt．Electr．Veh．Sy叩  
＆Exhib．  

第39回電池討論会  

Bruxelles  

b－147  Shi皿izu H  
Kawaka皿i  
Kondo Y．  
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ance（〕F Dloxins  18い1  

Symp．Halogenated  
Env汗on．Org．Pollutan  
ts   

SETAC 上9th  
山1nu．ⅢeeL．  

Sじocl血0  Organoba  
log巳n  

Compound  
S   

Abstract  
Book  

Sakur・aiTリOgural．  
（事1），他k抑ishiJ．  
（＊1）（＊1Yokollama  
Natl．Urlilr．）  
Sugaya Y．  

in Tokyo Bay and  
Kasu皿igaura Lake Basins  
inJapan  

The use of a resistant  
strain of Chirono皿uS  
yoshimatsui，aS a pOSitive  
controlfor sedi皿ent  
toxicity t巳SしS   
ヌカエビの行動解析を用い  

た河川水中有害化芋物質のモ  
ニタリング   
心屯屈のデジタル処理によ  

る、ヒス東電位を訊察する試  
み   

b－164  

Cha「10tte   ＼、、  

菅谷芳去任  

鈴木明，清水明（＊1）  
戸田典子（＊Z），  
机直美（■2），  
莫田町潤一（＊2），  
局博一（＊2）  

（＊1社会環境システム部，  
＊2東京大）  

榛葉栗柁（＊1），  
林充昭（＊1）  

手塚雅勝（＊1），  
曽根秀子，米元純三  
（り日本大）  

Koya皿a T．（＊1），Hiura  
K．（＊1），Inooka S．  
（本2），TakallaShiS．  
（＊1Naい．Inst．Anim．  
H巳alth，＊2Tol10ku  
Univ．）  
及川卓郎（ホ1），  
佐藤勝妃（＊1），  
高摘慎司（★1岡山大）  
高村典子   

Sun L．（ヰ1），Taka皿ura  
N．，Fukushima HりKim  
B．（＊1），OtsukiA．  
（本1）（＊1TDkyo Univ．  
Fish．）  

日本機械等会第11回バ  
イオエンジニアリング  講演会  
発69回日本獣医循環器  
芋会  

つくば  

福岡  

同講演論  
文集   

同学会抄  
録  

11．3  

10．10  

b－167  

TCDD投与ラット肝に誘導さ れるRNA結合蛋白質   

発24回環境トキシコロ  
ジーシンポジウム・第2  
回衛生薬学フォーラム  
合同大会   

10th Eur．Poult．Conf．  

大阪  

b－168  Establish皿ent Of two  
冊C－ho皿OZygOuSlinesin  
Japane5e quail   

Jerusale皿  
（1SRAEL）  

家系図から求めた近交係数  
の分散について  

筋ケ涌の植物プランクトン  
の変化とモニタリング手法   

THE PRODUCTlON OF  
mF（1iETERDTROFHIC  
NANOFLAGLLATE）A〟DITS  
FATEIN mO AQUATIC  
ECOSYSTEMS：AⅣENCLOSURE  
EXPERI腫NT 川 uXE  
餌SUMIGAURA，JAPAN  

lnfluences of changes  
inしhe EDOplallkton  
COm皿unity on≠rater  
quality，pllytDplankLon and  
皿icrobialcD叩OnentSin  
an oligoLrophiclakein  
Japan  

十和田湖湖心における動物  
プランクトンの鉛直分布と漁  
彊高の関係－1995－97年度調  
査結果から－   

策95同日本番産学会大  

在ケ浦研究会  
1998年度窮1回例会  
Int．As50C．The【）r．＆  

Appl．Li皿爪8C．XXⅦ  
Congr．  

b－172  Tal【a皿ura NりMika皿i  
H．（＊1），HokiA．（＊2），  
Nakagawa H．（＊3）  
（＊1AomoriPref．Inst．  
Public Health＆  
EllViron‥キ2Nara  
Wo皿en’s univり  
＊3Environ．Re5．C巳nt．）  
三上－（書1）  

工藤幾代（＊1），  
野澤直史（＊1），  
前田寿哉（＊1），  
石塚伸一（事1），  
エ藤礎車1），  
大久保英樹（事1），  
高村典子，中川恵（＊2），  
長崎勝康（‡3），  
水谷寿（＊4）  

（事1青森県環境保礎セ，  
＊2環境研究セ，  
＊3青森県内水面水産試  
験場，  
叫秋田県水産振喫セ）  
金白虎，高村典子，  
福島路生，採炭悼（＊1），  
中川意（♯2）  

（★1東京水産大，  
＊2環境研究セ）  
11atsukawa K．（＊1），  
Pillg X．い1）  
Takamura N．（＊1Univ．  
Toよyo，＊2Chin．Acad．  

Int．A5SOC．Theor．＆  
Appl．Limnoc．XXⅦ  
Congr．  

b173  

日本陸水学会第63回大 会  

松本  

b－174  ハクレンが小型鞭毛藻Chro  
O皿OnaS  

Sp．（Cryptophycea）の形態変  
化に及ぼす影響  

Fisii Slack Assessment 
Based on Acoustic Surveys  
in East Lake，China  

日本陸水学会第63回大  
会  

松本  

b－175  9thlnL．Symp．River  
＆Lake Environ．  

Huangshan  

3Z3－   



ets of nitrogem  靴hInt．Symp．且iver  
＆kke Envirローl．  and phosphorus in Lake 

Donghu，Wuban   
‡．（＊2），BangxiX．  
（り），Takamu門L軋  
（＊1Huazhong Agric．  
Univ．，＊2Chin．Åcad．  
Sci．）  
高村典子，福島笛生，  
中川恵，金白虎，  
孫脛偉，加藤秀男  
金白虎，高村典子，  
福島路生，孫盟偉（＊1），  
中川恵（＊2）  

（＊1東京水産大，  
峯2㈱環境研究セ）  
孫捏偉（＊1），高村典子，  
福島路生，金白虎，  
中川息（＊2），  
大槻晃（＊1）  

（＊1東京水産大，  
＊2㈱環境研究セ）  
中川想（＊1），高村典子，  
全域調査チーム  
（＊1㈱環境研究セ）  

第46回目本生態学会  

策46回日本生態学会  

ハクレンのいる水界といな  
い水界での炭完循環の違い  

霞ケ浦隔取水界でハクレン  
の餌の選択性について   

策46回目本生謂学会  ハクレンの導入に伴う総毛  
虫の現存丑・生産量変化およ  
び微生物食物連竜削こおける繊  
毛虫の役割  

霞ケ滴におけるプランクト  
ン群集の季節変動（’96～’98）  

十和田湖の透明度に及ぼす  
魚類の影響－1995～97年度調  
査結果から－   

b－179  

第46同日本生態学金  

男33回日本水環境学会  
年会  

三上一（♯1），高村典子  
中川忠（霊2），  
伯香晶子（＊3）  

（＊1青森県環境保健七  
畢2㈱環境研究セ，  
＊3奈良女子大）  
Tanabe K．  mo Ex8皿ples ofJapan’s  

Enviror皿entalMonitoring  
Programes on C上1e血icals   

有害大気汚染物質（揮発性）  
長期モニタリングシステムの  
開発  

シロイヌナズナにおけるア  
スコルピン酸合成に関与する  
GLDti逓伝子の単粁と発現解析  

改良型パッシブサンアラー  
による気中水銀のモニタリン  
グ   

OECD Worksbop  
I皿prOV．Use  
Monit．pata Exposure  
Åssess．ユnd．Clle皿．  

甘木分析化学会第47年  
＝て  

日本植物生理学会1999  
年度会および薫39回シ  
ンポジウム  

葦7匡Ⅰ環境化学討論会  

b－1呂2  

前田恒昭（＊‖，  
坂井亜紀（事1），  
市岡耕二（竃1），田連潔  
（＊1電気化学計器）  
玉置雅家己，  
向井文子（り〉，  
中嶋信実，久保明弘，  
青野光子，佐治光  
（＊1筑波大）  

谷田幸次（り），  
柳瀬龍二（＊2），  
西川雅高，  
白石寛明（＊3）  

（＊1日本インスッルメ  

ント，招福同大，  
＊3化学環境部）  
校眉正巳（事1），  
西川雅高  
（♯1島津製作所）  

西川雅高，平野聡子，  
月巴後桂子，  
溝口次夫（ヰ1）  

（＊1係数大）  

西川雅高，  
兼保直樹（‡1），  
古賀型治（♯1），  
大江勝信（＊2），  
辻智幸（＊3）  

（♯1資源環境技術総合  

研，  
＊2㈱ファインテック，  

b－183  

b－184  

b－185  

同講演要  
旨異   

同講演要  
旨集  

同講演要  
旨集   

ポストカラムHpLCを用いた  
ほう顧分析における送液法の  
検討   
つくばにおける大気汚染成  

分の長期変動  

Wインターフェロメータ装  
置による有害大気汚染物質の  
リモートセンシング   

第7回環境化学討論会  

箋7回環項北学討論会  

第7回環境化学討論会  b－188  
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＊3㈱  

技術研究討論会  第15回エアロゾル科学 ・  

大気エアロゾル用簡易サン  
7ラーの研究一中国工業都市  
での利用－  

b－189  溝口  
坂本  
新井  
皆川  
王宮  
佐藤  
（＊1沸教大，♯2埼玉大，  
＊3クリーン・ブルー㈱，  

＊4国原著瞬協会，  
＊5大阪府立産業捜循研  
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蛍光Ⅹ線分析法による  弟15回エアロ  
愚意民（＊2），全浩（＊2），  
西川雅高，  
薄口次夫（半3）  

（＊1奈良典衛生研，  
＊2中日友好環境保譜中  
心，＊3沸教大）  
Ni5hik洲a軋川oriI．  
，Hatoba S．（＊1），  
FujiiY．（＊1），ErDglu  
A．（＊2），Krause P．  
（＊2），McLeDd C几  
（＊2）（ヰ1Natl．Inst．  
PDla「Res‥＊2Univ．  
Sheffield）  
Nishikal化MりHoril．  
，Iwasaka Y．（＊1），  
Quan H．（＊2），H】ang Y．  
（＊2），RenJ．（‡2  
（＊1Nagoya Univ．，  
＊2China－Jpn．  
Friendship Cent．  
Environ．Prot．）  

吉田佳弘（＊1），  
竹中規訓（＊1），  
坂東博（＊1），  
前田泰昭（＊1），  
西川雅高  
（＊1大阪府立大）  

Nishikawa MリQuan H．  
（＊1）川orilりHuang  
Y．（＊1），RenJ．（＊1），  
DiY．（＊1）  
（＊1China－Jpn．  
Friendship Cent．  
Env汗on．Prot．）  
Quan H．（＊1），Huang Y．  
（＊1），且enJ．（暮1），Di  
Y．（＊1），Nishikawa H．  
（＊1Clli爪a－Jpn．  
Friendship Ce‘nL．  
Environ．Prot．）  
Nitヒa HりKurokawa Y．  
．Ⅰ皿aiH．．Kabuto H．  

北京市のエアロゾル，黄砂，黄  
土および石炭の元素分析   

技術研究討論会  

b－191  6thInt．Conr．Plasma  
Source Hass  
Spectro皿．  

Deter皿ination of  
ElementalContentsin  
ArcticIce Cor・e Layers by  
ICP－MS with a DesoIvated  
Micro－COnCentric Nebulizer   

Durlla皿  

（U．K．）  

6th  
lnt．Conf  
．plas皿a  

Source  
Mass  
Spectrom  

J．AerDSO  
ISci．  

b－192  CllaraCterization of  
carbonaceous serosols in 
Chima   

5thlnt．AerosoI  
Conf．1998  

Edinburgh  

29 （Suppl．1  ）  
S233－S234  

b－193  

表面での窒素酸化物の反応の  黄砂粒子，エアロゾル粒子  研究   
寄39回大気環境学会年  札幌  

b－194  SEÅSONAL CONT艮IBUT10N  
OF CARBONACEOUS AEROSOL  
川BEIJING   

Åt皿OS．Sci．＆  

Appl．Air Qual．6th  
lnt．Conf．  

Beijing  

b－195  THE CERTIFlCATlON OF 
THE CONTENTS OF 
CONSTlTUENT ELEMENTS IN 
SIHULATED AEROSOL OF  
YELLOW SAND州D LOES5  

TEMPORAL VARlÅBILITY OF  
RESIDENTIALl仏GNETIC  
FIELDS川TOKl’O  

VALIDITY OF FIXED  
MONITOR川G STATlON DATA  
FOR PERSONAL EXPOSURE  
LEVELSINJAP甜   

Atmos．Sci．＆  
Appl．AirQual．6th  
Int，Conf．  

Beijing  

b－196  10th  
Coれf．1nt．So（：．Environ  
．Epidemiol．批h  
Conf．Int．SDC．Exposur  
e血81．  
1〔th  

Conf．Int．Soc．Environ  
．Epide皿iol．8th  
Conf．Int．Soc．Exposur  
e Anal．  

Book of  
Abstract  
S  

Book of  
Åbstract  
S  

b－197  NakaiS．（♯1），Nitta  
HりYa皿ada R．（＊2），  
Haehara M．（＊2），  
Tanaka T．（＊2），  
TsunetoshiY．（諷2）  
（＊1Yokoha皿a Natl．  
Univリ＊2Hiyazaki  
M巳d．Co11．）  
NitLa HリNakaiS．  
（＊1），Ya皿ada R．（＊2）  
Haehara M．（＊2），  
Tanaka T．（＊2），  
Tsunet8ShiY．（＊2）  
（＊1Yok8ha皿a粕tl．  
Univり＊2Hiyazaki  
Med．Coll．）  

中井里史（＊1），  
新田裕史，  
小野雅司（＊2），  
吉川麻衣子（＊2），  
山田隆司（＊3），  
前原正法（＊3），  
田中隆信（＊3），  
常俊養三（＊3）  

（事1横浜国大，  
＊2環境健康臥  

ト198  A STUDY ON AIR  
POLLUTlON AND RESPIRATORY  
HEALTH皿ONG SCflOOL  
CRtLt氾EN   

10th  
Corlf．Int．SDC．Environ  
．Epide皿iol．8th  
Conf、Int．Soc，ExpGSur  
e山1al．  

b－199  学童を対称とした健康影響  

1．肺機能値の変化に関する検  継続調査  討  
票39回大気環境学会年 式  

札幌  
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第39回大気環境学会年  
等量を対称とした健康影響  

継続調査  
2．呼吸器症状有症率の年次推  
移に関する検討   

新田裕史，  
吉川麻衣子（り）小野雅  
司（＊1），中井里史（蛇），  
山田隆司（り）前原正法  
（竃3），田中隆信（＊3），  
常俊義三（＊3）  

（＊1環境健康部，  
＊2横浜国大，  
＊3宮崎医大）  
新田裕史，黒河佳番，  
今井秀軌兜美徳  

第57回日本公衆衛生学  
会総会  

策48回日本アレルギー  
学会総会  

居住環境中の超低周波電磁  
界レベルの長期測定結果につ  
いて   
ヒョウヒダニ主要アレルゲ  

ン定見法の高感度化   
斉藤明美（＊1），  
安枝浩（＊1），  
秋山一男（＊‖，  
新田裕史  
（＊1国立相模原病院）  
家崎克巳（事1），  
松井宏樹（＊1），  
名古屋陸生（♯1），  
高摘福一（＊2），  
新田裕史（＊1興和㈱，  
＊2山形県衛生研）  
松井宏樹（り），  

47（9，1  0）  1027  アレルギ  神戸  策48回日本アレルギー  
学会総会  径解析による新しい花粉識別  

花粉の自家蛍光特性と粒子  方法   
b－203  

47軋1  0）  1027  
アレルギ  

策48回日本アレルギー 学会総会  

花粉の自家蛍光と粒子往か  
ら計測する環境花粉モニタリ  
ングシステムの開発   

b－204  
薮崎克巳（♯1），  
名古屋陸生（＊1），  
高橋裕一（事Z），  
新調裕史（＊1興和㈱，  
＊2山形県衛生研）  
今井遠（＊1），  
字井直也（＊1），  
茂呂八千代（雫1），  
実吉健策（■1），  
永倉仁史（り），  
小津仁（＊1），  
遠藤朝彦（＊1），  
渡辺直禦（り），  
岸川祓子（♯2），  
新田裕史，他  
（幻惑患医大，  
＊2南福岡病院）  
新田裕史，  
中井里史（り）  

（象1横浜国立大）  

新田裕史  

47（9，1  0）  1054  
アレルギ  神戸  第48回日本アレルギー 学会総会  

スギ花粉症の全国的疫学調 査（第1報）   

b－205  

47（9，1  0）  
アレルギ  

同講演異   

同要旨果  

第48回日本アレルギー  

学会総会   

ー  
＝三  

日木内分泌撹乱化学物  
質学会第1回研究発表  
会   

走  

P  

ユズ   

物  
ァ  

l  

い  
ミ  

学童におけるスギ特異IgE  
抗体陽性串調査結果について  

室内環境情報源データベ  
スの構築について   
蛍光偏光度を用いた環境ホ  

ルモン活性測定の化学物質ス  
クリーニングヘの応用  

骨芽細胞の亜鉛に対する  
化応答性   

薬物動態予測プログラム（  
Pp）の開発とその応用   

綴維状酸化チタン粒子状  
質を貪食した肺胞マクロフ  
ージにおけるimmediate－ear  
y gene krox－2Dの発現   
サブトラクション法を用  

た肺上皮細胞におけるカド  
ウムの毒性評価  

根岸治美，  
白石克明（＊1），  
森田昌敏  
（り化学環境部）  
菅野さな枝，  
平野靖史臥安藤浦  
深野竣一（事1），  

同講演要  

旨集 同学会誌  

同記録  

北島宏樹（≠1），  
平野端史臥  
鈴木和夫（＊2）  

（＊1神戸市食品衛生検  
査所，■2千葉大）  
平野靖史臥安藤浦  

畑石隆治し＊1），  
小林弘祐（＊1），  
本多研也（＊‖，  
今時草生（り），  
平野靖史臥  
福山直人（＊2），  
中澤福江（＊2），  
冨田友幸（雷1）  

b－212  

第69回目本衛生学会総  

菜39回日本呼吸器学会  

総会  

フッ素イオンに暴露したマ  
クロファージにおけるIL－1β  
とkrox－20の遁伝子発現   

LPS気管内投与ラットにお  
ける和吸入下での好中球動態  
の検討  
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浅海域の窒素  循環における  1998年度日本海洋学会  
春季大会  

Int．Assoc．Theor．＆  
Appl．Limnoc．XXⅦ  
Congr．  

中村泰男，  
田中秀之（＊1）  

（＊1（㈲環境研究セ）  

Fuku5himaM．，  
Taka皿ura NりSun L，  
（＊1），Nakagawa M．  
（＊2），Ping X．（＊3）  
（♯1TDkyo Univ．Fish．  
＊2Envir・On．Re5．Cent．  
＊3Inst．Hydrobiol．）  

福島路生，高村典子，  
金白虎，中川恵（り），  
孫脛偉（＊2），郡允文  
（事1環境研究セ，  
＊2東京水産大）  
福島路生  

Horiguchi T., 
Shi「aishiH．（り），  
Shibata Y．（＊1），  
地rita Mリl皿aiT．  
（＊2），Cho H．S．（招），  
Shi皿izu M．（＊4）  
（事1Environ．Chem．Div  
，ヰ2Kanagawa Prefect  
Govリ＊3Yosu Naい．  
Fish．Univ．＃4日ihon  
Univ．）  
堀口敏宏  

堀口敏宏  

シオフキガイ（懸濁勒食内在  
性二枚月）の役飢  

Changes in Ylanktan 
CO皿mu山Ly strじCture  
followlng the  
introduction or silver  
Carp（Hypophthalmichthys  
Molitrix）  

バイオマニピュレーション  
に対するアランクトン群集の  
反応は可逆的か？  

蛇行河川はなぜ大切なのか  
－サケ科魚塀イトウ（Hucho  
perryi）の産卵環境－   
ReprDducLive  

disturbance and arganatin 
COmpOund5aSp？SSible  
Ca11Salagentsln the  
GianL Abalone，Halioいs  
m且daka   

b－216  

b－217  

日本陸水学会男63回大 会  

松本   

発46回日本生態学会  

8th  
Annu．Meet．SETAC－Eur．  

松本  

BordeauズーF  
llanrP 

11．3  

10．4  

同講演要  
旨集   

Abstract  
S  

海産腹足類のインポセック  
ス  

インポセックスー有機スズ  
が巻貝に及ぼす影響～   

平成10年度日本水産学  
会春季大会（日本農学  
大会水産部会）  
環境ホルモン緊急特別  
フォーラム  
環境ホルモン汚染の健  
康，生態系への影響と，  
計測・モニタリング，除  
去対策の展望  
第7回環境化学討論会  b－222  堀口敏宏，趨願畜（り）  

白石冤明（＊2），  
柴田康行（雷2），  
森田昌敏，清水誠（＊3）  
（り腰水水産大，  
＊2化学環境部，  
竃3日本大）  

堀口敏宏   

堀口敏宏  

イポニシのインポセックス  
と個体群影響一定細野外調査  
の結果とその解析～   

京都  

腹足類のインポセックスに  
及ぼす有機スズ化合物の影響   
生熊への影響卜巻月煩へ  

の影響－   

第126同日本獣医学会   

公開シンポジウム「内  
分泌撹乱化学物質（環  
塊ホルモン）の影響は  
どこまでわかっている  
か」  
平成10年度日本水産学  
会秋季大会（日本虚字  
大会水産部会）  

同講演要  
旨粟  
プログラ  
ム／講演  

要旨異  

同講演要  
旨果  

b－225  堀口敏宏，超願冨（＊1）  
白石発明（★2），  

イボニシにおけるインポセ  
ックスと個体群構造   

函館   
陸明（  

封
直
 
け
－
系
 
 山崎  

柴田康行  
森田昌敏，清水誠（叫）  
（＊1放水水産大，  
＊2化学環境臥  
＊3東京大，＊4日本大）  
堀口敏宏  生態系への影響に関する知  

見   
PDpulation declime and  

OrganOtiDn COnlpOund5in  
theimpo5eズーinducedivory  
Fhpi I 

発42回全国環境衛生大  SETAC19th Anrl．Heet．  
宜野湾  CharlotLe  NC USA  

10．10   

10．11  丸BSTRACT  
同抄録黒   BOOK  

Horiguchi T., 
ShiraishiH．（＊‖，  
Mo「ita H．，Ha皿ada F．  
（＊2），Kajiね岨A．  
（＊3），Shi皿izu M．（叫）  
（＊1Environ．Che皿．Div  
，＊2ToLtoriAssoc．  
Propag．＆  
Aquaculture，  
＊3TottoriPrefect．  
Fish．Exp．Stn  
＊」川ihDn Urliv  
堀口敏宏  環境ホルモン←有機スズの  神奈川県公衆衛生学会  

－ 327一   



しのびよ  
る化学汚  
染と生態  
系一外因  
性内分泌  
撹乱物質  
（環境ホ  

ルモン）  

から地球  
温暖化ま  
で一  
同瓢兵要  
旨果  

9th Foru皿  機 スズ化合物が誘導する  有   
海産巻月頬のインポセックス  

京都  
質  

センターワークショッ  
プ   

ス  

1999年度日本海洋学会  
現  

外因性内分泌撹乱化学物  
（環境ホルモン）の生態系への  
影響一有機スズ化合物による  
誘導される巻貝のインポセッ  
クスを例として～   
巻月の性とインポセック  

有機スズ汚染と腹足類のイ  
ンポセックスの経年変化と  
状   

堀口敏宏  b－230  

ログラム  
同講演要  
抄録・プ   旨集  

堀口敏宏  

堀口敏宏，超顕番（り），  
白石克明（＊2），  
柴田康行（＊2），  
森田呂敏，清水誠（＊3），  
陸明（＊4），  
山崎素直（叫）  

（＊1是水大，＊2地域グ，  
♯3日本大，事4東京大）  
柏崎守弘（＊1），  
三哺真書（＊り，  
松重一美（竃1島根大）  
福島武彦（＊1），  
柏崎守弘（♯2），  
松重一夫，  
細見正明（＊3），  
松永干会（■3），  
青山莞爾（叫）  

（♯1広島九♯Z島根大，  
＊3東京農工大，  
♯4東邦大）  

第32回日本水環境学会  
年会  

第32回目本水環境学会  
年会  

GISを利用した流域管理一滴  
明川を例として－  

屋外実験地を用いた卓越嶺  
頬種に関する研究   

第33回日本水環境学会  

年会   

理  
年会  

環境経済・政策学会199  
の  

3rd  
lnt．Conf．Ecoba18nCe   

GISを用いた土浦市の流域  
管理システム   

市町村をベースとした地  
情報システム（GIS）による流  
域管理システムの開発  

Conpar乱tive Risk  
Åssessmentにおける「環境  
行き着く先」の検討  

IdentificatiDn Of  
Enviranmental Problem 
Areas and Safeguard  

）   

processin LCIÅ   
Life－Cyclelnventory of  

肋issions to Air fT、On a  
Tra皿System   
標本分布と推定  

三浦真吾（＊1），  
柏崎守弘（り），  
松重一夫（＊1島根大）  
松重一夫，  
柏崎守弘（り），  
三浦真吾回）  
（書1島根大）  

松橋啓介，寺園淳（＊‖，  
森口祐一  
（＊1社会環境システム部）  

H且tSuhasbiXり  
Terazono A．（＊1），  
HoriguchiY．（★1Soc．  
＆餌Viron．Syst．Div．   

I血tsuhashiK．，  
MorigucbiY．   

松本幸友任  

303－306  

57－65  

287  

47  

8   

資料  
9   

旨集 同学会誌  

Tsukuba  

大阪市  

札幌  

静岡  

10．11  

10．   

10．   

10．11  

コ「（：  

1nt．Conf．Ecobalance   

嗅覚測定法講習会   

第39回大気環境学会年   

日本水処理生物学会第  
ぼ  

b－239  

b－240   

b－241   

b－242  

大気汚染物質の長期変動評  
価の試み   
生物学的硝化反応単位プロ  

セスにおけるN20発生に及  
す環境因子の影響  

畜舎排水処理におけるN20  
放出特性   

松本幸雄   

木持謙（＊1），  
冨永和樹（＊2），  
水落元之，稲森悠平  
（＊1茨城県科学技術振  
興財臥＊2東邦大）  
五ノ井浩二（り），  

西村修（り），  
須藤隆一（＊1），  
水落元之，稲森悠平  

別巻（18）  

別巻（18）  49   同学会誌  静岡  日本水処理生物学会第  
35回大会  

b－243  

（＊1東北大  

具畑（＊1  
柳在根（事1  

丁匡】際（＊Z  

別巻（18）  同学会誌  
日本水処理生物学会第 35回大会  

生物担体流動曝気法におけ  
る処理性能と負荷条件の解析  

b－244  

，水蒋元之，  

（竃1経国国立環境研究  稲森悠平  院， ♯2茨城県科学技術振興  
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第33回日本水環境字会 年会  冨永和樹（ホ2），  
水諸元之，稲森悠平  
（＊1茨城県科学技術振  
興財団㍉2東邦大）  
五ノ井浩二（＊1），  
西村修（＊1），  
須藤隆一（＊1），  
水落元之，覇森悠平  
（＊1東北大）  

森育子，西川雅高，  
豊田悪聖（＊1），  
河野裕美（よ1），  
吉岡龍馬（メ2）  

（♯1東海大，  
＊2富山県立大）  
豊田悪聖（＊1），  
吉岡由美子（≠1），  
森育子，西川雅高  
（＊1東海大）  

森育子，西川雅高，  
岩坂春信（事1），  
全浩（事2）  

（＊1名古屋大，  
＊2中日友好環境セ）  
MorilりMshikawa M．  
，Iwasaka Y．（＊1）  
（＊1Nagoya Univ．）   

1wasaka Y．（tl），  
Okuhara Y．（書1），Sbi  
G，（＊2），ZhouJ．（＊3），  
Hara K．（＊1），MoriI．  
Kwon S．－A．（＊1），  
Watanabe軋（♯1），  
Hatsunaga K．（＊1），  
Nagatani帆い1），eL  
al．（ネ1祁agoya甑ivり  
＊2China h巳teOrOl．  
Ad皿り＊3Chin．Acad．  
Sci．）  
MoriguchiY．，Tanabe  
K．  

20生成に及ぼす亜硝酸菌・硝  
酸菌の相互作用の解析  

畜舎排水処理過程からの亜  
酸化窒素の発生特性   

b－246  

第33回日本水環境学会 年会  

仙台  

b－247  

西日本における大気エアロ ゾルの化学的特徴   
発7回環境化芋討論会  京都  

b－248  清水における大気エアロゾ  
ル中の化学成分の季節変動と  
起源  

薫砂エアロゾルの粒子一粒  
子反応の証拠   

策7国環境化学討論会  京都  322－323  

b－249  

第15回エアロゾル科学 ・技術研究討論会  

浦和  176－178  

b－25D  Possible  
Particle－ParLicle  
Reacいon between50iland  
AnⅢOniu皿Sulfate AerosoIs   
SOIL PARTICLES 川mE  

ÅSiAN CONTl¶Eト】TÅL  
ATHOSPHERE：BALLOON一月ORNE  
虹ASUREMENTS AT  
BEIJ川G．CH川A   

5thInt．AerosoI  
CDnf．1998  

AtnDS．Sci．＆  
Åppl．Air Qual．6th  
Int．Conf．  

Edinburgh  J，AerDSO  
ISci．  

ABSTRACT  
S  

29 （Suppl．1  ）  
S417－S418  

b－251  Beijing  

b－252  PotenいalUse of PRTR  
DaLa ror GIS－based  
Simulation／PresenLation  
System On且islこ  
Åssessm巳nt，Management and  
Co皿皿Unication  

lnventory Aれalysis and  
Impact Assess血ent tOlヾards  
Co皿prehensive LCÅof  
Automobiles   

Life Cycle血alysis of  
AuLDⅢObiles with Regard  
to Air Pollutz【ntS  
E皿issiDnSinJapan   

Lげe－Cycle Assessment  
for Automotiv巳8皿per  
Recycllng  

ダイ・オキシン汚染の現状と  
分析技循   
ダイオキシンの環境暴露評  

価  

環垣ホルモン規とそのモニ  
タリング法概蘭   
ダイオキシンを中心とする  

環境ホルモンの環境影響と対  
策   
Endocrine Disrupting  

Che皿icals－Problems and  
CurrenL Res巳arChinJapan一  

外因性内分泌挽乱物質の測  
定方法と瑞度管理   
環境ホルモンとその検出法  

OECD  
Int．Conf．Pollutant  
Release＆Transfer  
Regisし．  

3rd  
lnt．Conf．Ecobalance  

3rd  
lnt．Conr．Ecobalance  

3r・d  

lnt．Corlf．Ecobalance  

日本法中章学会薫17年   

策21回日本がん疫学研  
究会   

第24回目本領塊化学会  
三拝演会  
日本分析化学会舞47年  

Kopean  
Soc．Toxicol．5pec．Sym  
p．Endocr．pisrupLing  
Chen．  

第26回日本環境化学会  講演会  
第9回クロマトグラフ  

b－253  HoriguchiYリKondD  
Y．  

NansaiK．（事1），Tohno  
S．（＊1），Kasal】ara M．  
（り），HoriguchiY．  
（＊Ⅹy8tO Univ．）  
Makuta H．（＊1），  
MoriguchiY．，Ya5uda  
Y．（＊ユ），SuenD S．（＊1）  
（＊1Tsukuba Univ．）  

森田昌敏   

森田昌敏  

森田昌敏   

森田昌敬  

川orit8月．  

Tsukuba  Proceedi  

ngS  

P「oceedi  

ngS  

Proceedi  

ngS  

同講演要  
旨異  
同プログ  
ラム・抄  
録集  
同資料集  

101－104  

b－254  Tsukuba  299－302  

ト255  Tsul（uba  

b－256   

b－257  

blZ58   

b－259  

b－260  

森圧昌敏   

森田昌敏  

ー3Z9 －   



プログラ  
ム・アブ  
ストラク  
ト異  
同講演要  
旨集1  
同講演要  
旨集  

内分泌撹乱化学物質問  
題に関する国際シンポ  
ジウム   

甘木薬学会第119年会   

日本農芸化学会1998年  
度大会  

会の活動と展望  

内分泌規乱化学物質研究の  
現状と展望   

HicrDCyStis属とOscil18tO  
na属シアノバクテリアの各種  
有機物に対する増殖応答の相  
違   

森田昌敏   

千野まり子（＊1）  

長田綾子（＊‖，  
岡本果司（♯1），  
西原宏史（■1），  
矢木修身，  
高村養親（＊1）  

（り茨城大）  

矢木修乳今野聡（項）  
大橋貴志（＊1），  
岩崎一弘，  
富岡典子（■Z）  

（＊1浅野工事（軌  

事2水土塊匪環境部）  
矢木修身，  
久保田克之（＊1），  
荒田島司（＊2），  
岩崎一弘，  
郷田浩志（＊1），  
中嶋極安車2）  
（事1東和科学帆  
＊2日本大）  

日本農芸化学会1998年 匿大会  エチレン分解菌の諸性質と分  
プロパン資化性トリクロロ  解特性   

b－266  

甘木農芸化学会1998年 度大会  

メタン資化性薗を用いるTC  
E汚染土壌のバイオトリータ  
ヒリティ試験   

b－267  

日本農芸化学会1g98年 度大会   

土壌カラムを用いたバイオ  
レメディエーションのリスク  
評価  

矢木修身，  
荒田島司（頃）  

b－268  

久保田克之（＊2），  
岩崎一弘，  
服部浩之（招），  
向井哲（＊3），  
佐伯聡（♯3），  
中嶋睦安（り）  

（＊1日本大，  
＊Z東和科学㈱，  
事3水土壌圏環境部）  
矢木修身，  
久保田克之（項），  
郷関浩志（＊1），  
岩崎一弘，  
荒田良司（＊2），  
中嶋瞳安（雷2）  

（＊1東和科学㈱，  
＊2日本大）  

菌  
土壌カラムを用いたTCE分  

解におよぽすメタン資化性  
接種且の影響  

b－269  

日本農芸化学会1998年 皮大会  

直接pCR法による地下水中  
のTCE分解菌の特異的計数   

岩崎一弘，菊池健（＊1），  
矢木修身，  
内山裕美（＊2），  
高村義視（＊1）  

（■1茨城大，  
＊Z水土壌圏環境部）  
YagiO．川ashimoto A・  
（＊1），lwasakiX．，  
M8kaji皿aH．（＊2）  
（事1CRESTJST，  
＊ZNihon Univ．）  
On血K．（＊‖，Shinjo  
H．（＊1），Hiya A．（机），  
TaniguchiS．（♯‖，  
YagiO‥IwasakiK・  
（＊1EbaraRes．Corp・  
Ltd．）  
矢木修身，岩崎一弘  

b－270  

Monterey（U ．S．Jl．）  1st  
lnt．Conf．Ren．Chlorin  
ated＆Recalcitr8nt  
CD皿pOunds   

Ist  
lnt．CoれLRem．Chlorin  
ated＆Recalcitramt  
CDmpQunds  

ン  
す  

ジウム  
18th  

Int，Sy叩．Micr止．Ecol  

Degradation Df  
VDlatile－Cblorimated  
Co叩Ound5by  
町CDbacteriunspp．  

Develop皿entOf a  
I皿unOaSSayHetbod for  
Honitoring Metbylocystis  
Sp．Str8in H   

b－271  

肋nterey（U ．S．Å．）   b－272  

同要旨集   川．6  

10．8  

東京  

1alifaェ（Ca   
nada）  

バイオレメディエーショ  
技術の環境安全性評価に関  
る研究   

RISK ASSESSME封T OF  
BlOREhEDI人TIOⅣFOR TCE  
CONTAMINATED SOIL州D  
GROUM川ATER US川GÅ  
METMEl汀ILIZING  
BACTE紆㈹  

YagiOり1vasakiKり  
MukaiSリ  
（＊1）HattoriH．（＊1），  
Årata R．（＊2），  
ぬkaji皿aH．（＊2）  
（♯1Water＆Soil  
Environ．Div‥  
★2Nihon Univ  

一330一  



によるTCE分解  
恩田健介（机），  
宮晶子（＊1），矢木修身  
岩崎一弘  
（り荏原総研）  

今野聡（＊1），  
大橋景志（刈），  
失禾修身，岩崎一弘  
（＊1浅野工事（剛  

久保田克之（り），  
細田浩志（ヰ1），  
斉藤紀子（＊2），  
平田弓削＊2），矢木修身  
岩崎一弘  
（＊1東和科学（軋  

＊2麻布大）  

南條吉之（＊1），  
細井由彦（♯2），  
城戸由能（★2），  
矢木修身，  
稲葉一穂（事3）  

（＊1鳥取県衛生研，  
＊2鳥取大，  
＊3水土壌圏環境部）  
安原昭夫  

菌Methylocystis  
Sp．Hの特異的検出  

71コバン資化性Mycobacter  
iu皿  

Sp．TCE28操の休止菌体を用い  
たTCE分解特性   
土壌中におけるメタン資化  

性菌TCg分解におよぽす令権  
栄養物質の影響   

シンポジウム  

b－276  発14回目本微生物生悠  
学会  

日本農芸化学会  
ユ999年慶大会  

b－277  

b－278  
藻類の増殖とDOC，錯化客足 との関係について   

策33回日本水環境学会  
年会  

b－279  

環嶺試料中の環境ホルモン 様物質の挙動と分析   
環境ホルモン緊急特別  
フォーラム「環境ホル  
モン汚染の健康・生態  
系への影響と，計測・モ  
ニタリング，除去対策  
の展望」  
売7回環境化学討論会  

4．1．1－4．1．    4  

b－280  三好久美子（り），  
安原昭夫，森田昌敏，  
西尾建彦（＊1）  

（ヰ1筑波大）  

安原昭夫，  
柴本崇行（＊1）  

（＊1カリフォルニア大）  
安原昭夫   

安原昭夫  

K－Na合金によるヘキサクロ  
ロベンゼンの脱塩素化  

日本酒中のフルフラールの  
分析  

臭気物質の機器分析法の動  
向と今後の課題   

焼却炉，焼却設備における  
ダイオキシン発生のメカニズ  
ム  

フェノール琉の分析法  

環境と化字   

同講演要  
旨桑  

同講演要  
旨集   

同講演要 旨築  

同調横雲  
旨集  

第7回環境化学討論会  

第11回臭気学会   

1998年度東京理科大学  
分析科学セミナー「ダ  
イオキシンによる環境  
汚染問題とその分析法  
」  
策24回日本環境化学会  
講演会  
第10回愛知サマーセミ  
ナー川豊橋（豊庸ゴー  
ルデンロト一夕リークラ  
ブ創立10周年）環境シ  
ンポジウム  
廃棄物最終処分動こお  
ける埋立浸出水処理の  
高度化とダイオキシン  
類対策  
新しい齢市環境管理技  
絹研究会  
平成10年度第3回研究  
会「都市と地球環塊」  
弟26回日本環境化学会  講演会  
発9回廃棄物学会研究  
発表会  

安原昭夫   

安原昭夫  

同資料菜   

同レジメ  

b－286  安原昭夫  埋立浸出水中の微塁有害化  
字勧賞の検出状況とその挙動  

現代社会と廃棄物   b－287  安原昭夫  

安原昭夫   

安原昭夫，  
山本黄土（＊＝，  
西川雅高，福井博（＊2），  
安田瑠二（＊2），  
立藤綾子（＊判，  
松藤康司（★3）  

（♯1化学環境部，  
事Z神奈川県環境科学セ  
，事3福岡大）  
三好久葉子（肇1），  
西尾建彦（＊‖，  
安原昭夫，森田昌敏  

フェノール顆の抽出及び測  
定法   
廃棄物埋立処分地における  

化学物質の挙動解明（第1報）  
模擬埋立予備笑顔におけるホ  
ウ素，有機lノン願エステル朔  
とフェノール敷の溶出   

b－290  

ェニルの脱塩素化実験  K一帖合金による六塩化ビフ  

菜将匡廃棄物学会研究 発表会  
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物対策の現状と展  策119回学際研究シ  
ポジウム「地球環境を  
守る先端科学技術Ⅳ，  
環境有害物質を見据え  
て」  
1998機器分析東京討論  

ユ▲  
鋸わ8ユobal甑「皿上皿g  
lnt．Conf．＆Expo．  

第59回分析化学討論会  

策9回日本微且元素学   

弟25回目本トキコロジ  
ー学会学術年会  

安原昭夫  †a皿a町tO5り血血軋  

環境ホルモンの分析   

EffecとOf〃jgム  
Temper8ture OE Preventive  
Activities to infection 
in MIce   

NIES標準試料「海底質」の  
共同分析結果  

生体関連標準試料の作成と  
分析精度管理   

Long Evans 
ラットにおける2，3，7，8－Tetr  
acblorodibenzo－p－dioximの  
応答遺伝子発環の臓器分布と  
性差   
ダイオキシンの生体影響  

ダイオキシンの発生毒性  

妊娠ラットヘの低用量TC工〉D  
最盛が仔におよぽす影響  

COHPUTER－ÅSSISTED  
AⅣALr5fS OFヱPJかⅠか湖上  
SPE蝕IHOTILITY OF RÅTS  
EXpOSED MÅTERNAILY TO  
Z，3，7，8一丁ETRÅCHLORODIBENヱ0  
－DIOX川（TCDD）   
都市域の光化学オゾン  

ーデータ解析・モデル評価■フ  
ィールド敵組1卜   

東京湾重油流出事故による  
大気環境影響の数値解析  

Pわotoc】le皿ic且】Ajr  
PollutionTrendinJapan   

有機化学物質の都市環境大  
気への影響と現状   
大都市の大気保全の実態   

東京   

〃0咤Kong  

10．11   

10．6  

同講演要   
旨集  

GⅣ9 A8ST餌CT S  

吉永淳，森田昌敏，  
岡本研作（＊1）  

（♯ユ物工研）  

吉永淳   

米元純三，Jana N丑．，  
SarkarSり  
遠山千春（♯1），  
曽種秀子  
（＊1環境健康部）  
米元純三，曽根秀子   

米元純三  

小指  

札幌   

名古屋  

10．5  

10．6   

1P．β  同要旨集  

菜39同大気環境学会年  
＝貫  

首本学補会議50周年記  
念シンポジウム  
分子生物学と環境  
策6g回日本衛生学会総  

Soc．Toxicol．38tll  
Ann．〃eet．  

同講演要  
旨集  
同講演要  
旨菜   

同学会吉志  米元純三，  
藤巻秀和（  

曽根秀子，  
＊1）．  

遠山千春（竃1）  

（＊1環境健康部）  
YonemotDJ．，Ohsako  
5．（＃り，Ⅳi5わi皿Ur丘Ⅳ．  
（頃）Johyama C．（机），  
Sone H．（＊1Envirom．  
Health Sci，piv．）  

若松佃司   

大原利達（＊1），  
神成陽容（■1），  
若松伸司  
（（財）計主計画研）  

押aぬ皿aと5U S．  

若松伸司   

若松伸司  

b－300  Toxicol，  

48（トS  ）  

216  

第39回大気環境学会年  
コ末   

筆39回大気環境学会年  
石  

At皿〇S．Sci．＆  

Appl．AirQu且1．6tb  
Int．Conf．  
塗料講座一環塊対応塗  
料の展望－  
（第31回）’g9建築設備  
技術会諾  

同訴演要  
旨条   

同講演要  
旨集  

A8STRACT  
S   

同資料集   

（第31回）  

’99建築   

設備技術  
会議  
外部環境  
の変化室  
内空気質  

社会環境システム訂 青木暢二  C  

C－ 1   

C－ 2  

C－ 3  

日本の風景と私の研究  

京都・西陣地区居住者の音  
頭境に関する意識  

大阪府域における愚書苦情  
と人口密度等に関する検討   

98韓国庭苑学会特別講  
演  
京都大学環境衛生工学  
研究会  
策20回シンポジウム  

（社）日本覇者制御工学  
会平成10年度研究発表  

大罪（韓国）  

京都  

武蔵野  

10．11   

10．7  

10．9  

）．  

），大井紘  
箕浦一哉（り  
平松幸三（り  

環境衛生  
工学研究   

同講演論 文集  

（雷1武庫川女子大）  

下元健二（＃1），  
範頼夫（■1），  
厚井弘志（＊2），大井砿  
（↓1大阪府公害監視セ，  
＊Z大阪府環境農林水産  
部）  

大＃拡，須貿伸介，  
平松幸三（＊1），  
安藤元夫（＊Z）  

（日放鳳仙女子大，  
＊2近絶大）  

川島康子  

情の考え方について   住工混在地区における公書 苦   
（社）日本馬昔軌御工学  
会平成10年虔研究発表  
＝r  

日本リスク研究学会大  
京  
創立10周年記念講演会  

C－ 4  

c－ 5  環境リスクのグローバル化  
と21世紀の課題  
地球環境リスク問題一安全保  

一332－   



同報告要  
旨異   

同講演要  
旨集   

同講演要  
旨巣  

経済・政策学会  
東京  

つくば  

つくば  

Washington  
D．C．  

Kita－Kyush  
u  

つくば  

大阪  

SnoⅥ阻SS（C  
olorado）  

川島康子  

川島康子  

川島康子  

Kawashima Y．  

本の意志決定－1990年と1997  
年の比較分析   
地球環境問題と安全保障一  

研究の動向と政葦研究へのイ  
ンプリケーション   
「地球」と「国」と「地域  

」におけるCO2削減目標のあ  
り方   
ChallengesしO Regional  

CooperatiDn On the  
Cli皿ate Changelssuein  
Northeast Asia  

lmpleロentingExtended  
Producer Res匹nSibility  
for industrial 
Transformation   

LCA情報は誰のために必要  
か？   

気候変動による食植生産へ  
の影響一経済的影響の評価卜  

Cli皿ate Changeimpact  
On Water reSOurCeS  
－prelininary assess皿ent  
inÅsia一   

1998年大会   

（社）環境科学会1998年  

（社）環境科学会1998年  
京   

エnt．Stud．Assoc．40th  
Ann．Heet．  

1HDP－Ind．Transf（〕r皿．E  
ast－Asia（Kita一触ushu  
）Reg．Workshop   

策3回エコバランス国  

際会議  
第6回地球環境シンポ  

ジウム（土木学会）   

4th YJorkshop  
Cli皿ate Change  
l皿paCtS＆  
1ntegrated Assess，  

C－10  GoしOh S．  

155－158   

167－174  

後藤典弘   

高橋滞，原沢英夫，  
松岡詣直1）  
（＊1京都大）  

TakahashiX‥Lu X．  
（＊1），Harasawa H‥  
舶tsuoka Y．（＊2），  
HizuLaniⅣ．（＊3），  
HoriLa T．（＊1UniLed  
Nations Univり  
書2Kyoto Univり  
＊3Haz弧a Corp．）  
中川健太缶（＊1），  
高橋潔，森田恒幸  
（＊1東京工業大）   

棟居洋介（♯1），高橋潔  
（＊1東南工業大）   

田村正行，超文経，  
左足光洋，安岡善文   

超文経，田村正行，  
王権，友定充洋  

土地－エネルギー経済モデ  
ルを用いた食料問題と地球温  
暖化問題との相互関係に関す  
る分析   
地球温暖化が自然植生に及  

ぼす影響およびそのフィード  
バックの評価に関する研究   

NOAA／AⅦRRによる西シベリ  
ア湿原の環境計測  

NOAA／AⅧRRデータによる東  
アジアの地表面アルベドの算  
定   

ASTERデータによる湿地分  
布図作成手法の開発   

環境経済・政策学会  
1998年大会  

（社）環境科学会1998年  
丁く   

日本リモートセンシン ク学会策24同学補講演   

舞25回目本リモートセ  
ンシング学会   

葦25回日本リモートセ ンシング学会  

同報告要 旨集  

同講演要  
旨条   

同論文集  

同論文集  

同論文果  

c－14  

つくば  

千葉  

京都  

京都  

10．10  

10．5  

10．11  

10．11  

c－15  

C－16  

c－17  

C－18  林美智（＊1），  
沼田洋一（＊1），  
斉藤和也（＊1），  
安岡善文（＊Z），  
田村正行，  
加藤雅胤（＊3）  

（＊1アジア航測  
＊2東京大，  

＊3資源・環境田渕解析  
セ）  

牧田史子（＊1），  
田村正行  
（＊1国際航業㈱）  

田村正行，  
小鮒宏之（＊1），  
安岡善文（＊2）  

（＊1環境健康部，  
＊2東京大）  

毒園淳バ西井美里（＊1），  
森保文，乙問末広  
（★1Lancaster Univ．）  

寺圃淳，森口祐一（＊1），  
松摘啓介（＊1）  

t＊1地域グ）  

寺囲淳，乙間末広，  
森保文  
Terazono A．，Otoma S．  
，MDriY．   

TeraヱOnO AりHibiki  
A．  

釧路湿原周辺域の土地改変  
による湿原植生への影響推定  

二次元イメージング・スベ  
クトロメータによる植生反射  
率の計測  

ISO14001認証取得が企業の  
環境パフォーマンスに与える  
影響   
インパクトアセスメントに  

おける「環境問題領域」と  
「影響の行き着く先」の検討   
容器包装廃棄物のマテリア  

ルフロけに関する調査   
且ecycling随tes of  

Beverage Cont已ine「s using  
Mat巳rialFlol†Analysis   

EnviroIⅧenLalLoading  
and Co5t Charge  
concerning Recycling of  
pET Bottl巳S  

弟25回日本リモートセ  
ンシング学会   

発25回日本リモートセ  
ンシンク学会  

環境経済・政策学会  
1998年大会   

（社）環境科学会199呂年  
＝て   

第9回廃棄物学会研究  
発表会  
こ；rd  

Int．Conf．EcoBalance   

3rd  
lnt．Conf．Ecolialance  

東京  

つくば  

名古屋   

Tsukuba  

Tsukuba  

同報告要 旨果   

同講演要  
旨異   
同講演論  
文集  
Proceedi  
ngS   

Proceedi  
ngS  

163－164  

138－139  

51－54   

479－48Z  

483－486  

、・lこ1  

C－22  

C－23   

C－24  

c－ 25  

1D．9  

10．10  

10．10   

10．11  

10．11  

－ 333 一   



地球温暖化の影響と対応  球温暖化シンポジウ  
ム・イン・おおさか－京  
都議定書とわたしたち  
の挑戦～  
199Blnt，Sy皿p．Human  
3iowetcocrlogy  

Potential impact 
Assessment of Global  
Warmlng OnHu皿an打ealth  
InJapan  

地球温暖化日本への影響  

地球温暖化がもたらす様々  
な影響   

IPCC第3次評価報告等の進  
捗状況   
環境経済と炭素積層入の効  

果   

Fuji－Yosbi   d乱  C－27  Harasawa H．，Hon血Y．  
（＊1）．Vchiya爪aI．  
（＊2），SasakiA．（＊2）  
（＊1Tsukuba Umivリ  
＊2Natl．Inst．Put）1ic  
Health）  
原沢英夫   

原沢英夫  

原沢英夫   

日引聡  

東京   

東京  

東京   

東京  

10．10   

10．11  

11．3   

10．4  

地球環喚研究総合推進  
費公開シンポジウム  
あだち区民大学生涯学  
習飼ネットワークセミ  
ナー  
第30回気候影響・利用  
研究会  
石油学会  
エネルギー・環境部会  
講演会  

c－28   

C－ Z9  

C－30   

C－31  

同予稿集   

エネルギ  
ー・環境  
部会講演  
会一石油  
一環境と  
の調和を  
めぎして   

同講演要  
旨集  

同講演論  
文集   

Proceedi  

ngS  

（社）環境科学会1998年  

策9回廃棄物学会研究  
発表会   

3nd  
lnt．Conf．EcoBalarlCe  

売3回三重県エネルギ  
ー・問題調査会  
IPCC Lead Autb（汀S  
Heet．Spec．Rep．E皿iss．  
Scenavios（SRES）  

エネルギー関連税制改革と  
炭素税導入による経済影響に  
関するシミュレーション分析  

容器包装リサイクル法にお  
けるペットボトルリサイクル  
費用に関するケーススタディ   

C仙：a Si皿plified LCI  
Hetbod for the  
Hanufacturing Stage and  
its Application   
環境問題とエネルギー  

QUANTIFICÅTION OF  
IPCC－SRES STORYいNEIJSING  
mE A川／EHISSION－LINXAGE  
HODEL   

日弓l吼Sands R沌．  

1t】）  

（■1Battell巳－Pacific  
Northwest Natl．Lab．）  
日・計吼後藤典弘，  
専園連   

敗汀iYりOtoma S．  

C－32  

名古屋  

Tsukuba  

10，10  

10．11  

Proceedi  

同法事録   ngS  

渾  Wasbington  

10．1   

10．4  

森田恒車   

Horita TりHatsuDka  
Y．（机），KeJunJ．（＊2），  
p8ndey R．（♯3），  
払inl皿a H．（＊4），  
艮asuiT．（叫），  
TakahashiK．  
（＊1Ⅹyoto Univ．，  
＊2Energy Res．In5t．  
China，＊31ndian．Inst．  
Technol．India，  
事4GlobalEnviron．  
Div．）  
Morita T．  lWashington Washingt8n  

Heet．Stanford  
Energy Hodeling  
Foru皿   

7tbⅣSトJSPS  
Jt．Sci．Policy Se皿in．  

Preli皿inary血alysis of  
EI札ission Reduction Cost  
According to the Ky8tD  
PrDtOCOl－Si皿ul且tiom  
Re5ult of AIM Hodel－  

International  
Cooperatian in Global 
EnviI、0ⅠⅧent且1Science   

C－37  

Hilo（Hawai  i）  Sic．P（】1i  

cy 21st 
C巳ntUry  
8ilatera  

l  

Coop．Hul  
tilatera  
l  

Context  

Horita T．  C－38  

日本学術会議エネルギ  
ー戦略検討委貞会   

エコアジア長期プロジ  
ェクト田内検討委月会   

恥rkshop Energy  
Pricing Policy＆  
Pl・aCt．APEC Econ．  

新規事業研究会  
第6回セミナー  
日本経済学会  

地球環境問題と21世紀のエ  
ネルギー需給－ÅIHモデルに  

よる最近の解析結果～   
超長期の発展シナリオと環  

境問題の認識－1PCCの検討状  
況報告～   

Post－KyotD Scena「ios  
andEner訂pricing  

持続可能な発展の鍵を握る  
環境産業   
地球温暖化防止と発展途上  

森田倍率  

森田僅幸  

Horita T．  

森田僧孝   

義田僧幸  
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環境保全に向けた企業行動  
の実態とそのモデル化に関す  
る基経的研究   
Recent TI－end on  

lntegrated Assess血ent  
Hodeling  

lntegraしedAssess皿ent  
Ⅵodelin各andJapa】l’s  
Policy Making   

AIMモデルを用いた京都音義  

定苔の対策評価   
持続可能な発展と地球温暖  

化問長房～最近の研究動向と教  
育への示唆→   
気候変動とシナリオ  

地球温暖化に関する研究の  
最前線～新しい長期予測シナ  
リオと気候変化予測の見通し  

環境産業の現状と展望  

Hodels fDr Strategy of  
Sustainable Development  
一肌th SpecialReference  
しG Clinate Chとnge－   

So皿el皿plicaLions on  
Alternative肋Ii5Sion  
Scenarios   

Asian－Pa巳ific  
Enviro几mentalOutlook  

Research Results on  
Eco－Policy Lirlkage  

Technology Strategy ror  
Stabilizing GlobalClimate  

京都議定書に関わる吸収源  
問題一国腰的な議論と今後の  
課題について  

ダイオキシン頬の環境標準  
試料の作製について   

環境経済・政策学会 8年大会  森田I亘幸  

（＊1東京工業大）  

Morita T．  

Horita T．  

森圧恒幸   

恵田恒幸  

森田恒章   

蒜旺恒幸  

East Asia Worksbop  
lntegrated  
Asse5S．Model  
East AsiaWo「kshop  
lnte各rated  
Assess．Model  

環境経済芋に関するコ  
ンファレンス  
日本学術会言義教育・環  
境問題特別委貝会   

近藤次郎地球環境ゼミ  
ナール  
日本原子力産業会議経  
済・環境研究グループ  
研究会   

鹿島地域公害防止協定  
推進協議会邑削兵会  
ⅠIASInt．Workshop  
Self－do皿eSt．＆  
Hun．Future   

lnt．Conf．Sustainable  
Future GlobalSyst．   

6thI山．Workshop  
Eco Asia Long－t巳r皿  
Perspect．Proj．  
6thInt．Workshop  
Eco Asia Long－term  
PerspecL．Proj．  
RITE  
Int．Workshop“がew  
Earth21Progra皿”  
RITE酢夷「温暖化が環  
境に与えるインパクト  
」   

策7匝Ⅰ環境化学討論会  

森田恒幸   

Morita T．  

鹿島   

Tokyo  

11．1   

11．2  Abstract  

c－ 53  

c－ 54  

C－ 55  

C－ 56  

c－ 57  

∴  
上11  

Morita T．  

Morita T．  

Horita T．  

MoIlita T．  

山形与志樹  

化学環境部  
伊藤裕康，  

安原昭夫（事1），  

森田昌敏（＊1）  

（＊1地域グ）  

伊藤裕康，  

永野公代（事1〉，  

林順子（＊1），  

芹沢滋子（事1）  

（＊1（榊環境研究セ）  

河合崇欣  

Tokyo  

Tokyo  

Tokyo  

Tokyo  

つくば  

2  

3  

3  

饗  

11．  

11．  

11．  

日‖∵  

10．8   

京都  156－157  

d－ 2  

排水中のVOCi頓の月変動に ついて  

売7回環境化学討論会  京都  230－Z31  

d－ 3  世界通産－パイカル湖の魁   BICER，BDP＆  
DIWPÅ合同国際サテラ  
イトシンポジウム「バ  
イカル湖に秘められた  
地球環境」  
BICER，8DP＆DIWPA  
Jt．1nt．SyⅦp．hke  
Baikal  

豊橋  

d－ 4  KawaiT．  BDP as  
inしerdiscipliI】ary and  
international research 
proJect  

Toxicity of  
CyanObacterialbloomsin  
Thailand  

Yokoha皿a  BICER，BD  
P ＆  
DIWPA  
Jt．Int．S  
y叩．kke  
Baikal  

藻類  祖ahal（hantÅ．（＊1），  
Klungs叩ya P・（軋  
ArunpalrOJana V．  
（＊1），Sano T‥  
Watanabe M．N．（＊3），  
Kaya Kリ  
A比hasa皿punna P．  
（り）（りThailand  
lnst．Sci．＆Techn01．  
Res‥＊2Phar皿．＆Natl  
Prod．Dev．Lab‥  
＊3Environ．Biol．Div．  

d－ 5  

日本藻類学会売23回大  
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白石不二孟ま，白石貴明  
山本負±，  
笹井春夫（＊1），  
川又秀一（＊1），  
佐藤文子（事1），  
後藤純避（＊2），  
安原昭夫（事3）  

（＊1長野県衛生公害研  
＊2国立公衆衛生院，  
＊3地域グ）  

Seya皿a H．，Tanaka A．  
SatoJ．（＊1），Tsurし皿1  
M．（＊1），SoⅢa M．（事3）  
（りHirDSakiUniv‥  
＊2Univ．Shizuoka）  

湖山春彦，田中敦，  
相馬光之（＊1）  

（＊1静岡県立大）  
相馬悠子，  
高松武次郎（♯1），  
田中敦，永酬疹（＊2），  
佐竹研一（＊3）  

（＊1水土壌圏環境乱  
＊2福岡県保健環垣研，  
事3地球グ）  

SoⅢa H．（＊1），Yoshii  
K．（♯1），Ito N．（＊1），  
TaniY．（＊1），So皿a Y．  
TanakaÅ‥Ka仙aiT．  
（＊1Univ．Shizuoka）   

Soma YりSo皿且班．（＊1）  
YoshiiK．（＊1），Tani  
Y．（＊1），TanakaÅり  
Kawai T.,Potyomkina 
T．（＊2），（＊1Univ．  
Shizu［血，＊2Limnol．  
SDjRAS．）  
SDⅢa YりSonell．（＊1）  
TakahagiA．（＊2），  
Onizawa K．（＊Z），Ueda  
T．（＊2）（＊1Reg．  
Envi「on．Divり  
＊2MeiseiUniv．）  
相馬悠子  

発光細菌遺伝毒性試験法を  
用いた廃棄物埋立地浸出水の  
退伝毒性モニタリング手法の  
検討   

日本環境変異原学会第 27回大会  

d－19  Surface  
CharacteriヱatioIlOf  
Biotite Reacted with Acid  
S01ution  

黒雲母の表面分析  

山上湖（赤城小沼）柱状試料  
中の光合成色素，微塵元素の  
垂直分布と周辺環境変動   

9th  
lnt．Symp．Water－Rock  
lnteraction  

発2回分析化学東京シ  
ンポジウム   

1998年度目本地球化学  
会年会  

d－22  Photosynthetic pig皿entS  
and other biological  
indicators in sediment 
COreS Of Lake Baikal  

DisLribution of  
photosyntheいc pigments  
in the surface sediments  
Of Lake Baikal   

BICER，BDP＆D川PA  
Jt．1nt．Sy皿p．Lake  
Baik且1  

Yol【Oha皿a  BICER，BD  
P＆  
DIWPA  
Jt．Int．S  
ymp．Lake  
Baikal  

BICER，BD  
P＆  
D川PA  
Jt．lnt．S  
y皿p．Lake  

Baikal   

Abstract  
S  

d－23  BICER，BDP＆DIWPA  
Jt．Int．Sy皿p．Lake  
Baikal  

Yokoham且  

d－24  Personale】叩OSure5tO  
VOlatile orgallic  
CO皿pOunds－The co「relation  
between indoor air 
COnCentrations and  
personalexpロSureS   
生産塁から推定した有機塩  

素化合物の環現中残留丘  

堆積物中の生物由来べリレ  
ン生成に関する分子経路   

asses5．＆皿anage．  1st China－Jpn．Conf．risk   
Beijing  

d－25  汚染地下水浄化対策フ  
ォーラム  

日本化学会第76春季年  
会19g9年  

東京  汚染地下  
水浄化対  
策フォー  
ラム  
同講演予  
稿集Ⅰ  

相馬光之（＊1），  
谷幸別（事1），  
吉井一広（＊1），  
伊藤信靖（＊1），  
相馬悠子  
（＊1静岡県立大）  
田中敦   

吉永淳（＊1），田中敦，  
高松武次郎（＊2），  
仲間純子，組願書（＊3）  
岡本研作（＊4）  

（＊1地域グ，  
＊2水土壌国環境部，  
＊3韓国歴水大，  
＊4物質研）  

田中敦，瀬山春彦，  
吉永淳（＊1），  
向井人史（＊2）  

（書1地域グ，＊2地球グ）  
田中敦  

d－26  横浜  

底質・土壌試料と大気粉塵  
試料の調整法   
国立環境研究所環境棟準物  

質一編底質バ可川底質－   

プラズマ分光分析研究  
会’98筑波セミナー  

1998年皮日本地球化学  
余年会  

セミナー  
同講演要  
’98筑波   旨集  

d－29  LC－MIP一札Sによるクロムの  
スベシエーションと化字形を  
区別した同位体希釈質皿分析  
法への展望   
価数別に同位体ラベルした  

クロムとLC－HIP－MS検出系を  
用いた土壌中の六価クロム分  

日本分析化学会第47年  

プラズマ分光分析研究  
会第44回講演会  

岐阜  

d－30  
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廃プラスチックと環境の関  
わりおよびそのLCA的評価  

7回プラスチックリ  第7回プ  
ラスチッ  
クリサイ  
クル研究  
会講演会   

主題＝容  

器包装リ  
サイクル  
法のその  
後  
同講演菜   

同講演要  
旨集  

サイクル研究会講演会  

中杉修身   

山田昌幸（＊1），  
青木淳（＊2），  
片谷教孝（＊1），  
古格規尊（事3），  
中杉修身（簾1山梨大，  
★2長男日本ソフトウェ  

ア㈱，  
ヰ3富士通エフ・アイ・ピ  
ー㈱）  

中杉修身  

中杉修身   

内分泌撹乱物質と地下水・  
土壌汚染   
化学物質のリスクアセスメ  

ントのためのモデル計算一準  
平衡論モデルの試み（4）－  

日本水環境学会  
（社）環境科学会1998年  
日本地下水学会・（社）   会  

（社）環境科学会1g98年  
＝r   

（社）環境科学会1998年  

シンポジウム6  

PRT且の本格実施に向けて  
化学物質管理とPRT且   

シンポジウム7  

残留性有害物質・環境ホルモ  
ンとバイオアヅセイ  
水環境中の有害物質管理の方  
向   
わが国における土壌・地下  

水汚染対策の現状と課題   
有害化芋物質のリスクとそ  

の現状について   
GasノSurねce  

lnteraction：Tl】eInternal  
Energy Deposition Througb  
Collision proces5   
Diagnostics of  

nicr□WaVe p18SmaS Of  
C2H2：Hass Spectro皿etric  
in vestigstions of ionic 
and neutral species 

IsエnOH a qua5i－1inear  
molecule？  

廃ブラスチヅクからのビス  
フェノールAの泊出  

アラスチック製品から溶出  
するビスフェノールA（BpA）と  
ビスフェノールAジグリシジ  

エーテル（BA♪GE）の分析   
北半球における大気中ハロ  

ゲン化メチルの分布と変動  

Monitoring of  
at皿OSpheric皿ethyl  
halides over the  
nortl】－WeSt Pacific Oce且n  
and re皿Oteislan由   

中杉修身   

中杉修身   

KishiH．（り），Fujii  
T．（＊1Py弧a Natl．  
Coll．Tecbnol．）   

FujiiT．，KishiH．  
（♯1）（＊10yaコaⅣatl．  
Coll．Tecbnol．）  

Arul皿OZhiraja S‥  
FujiiTリTokivaH．  
（♯1）（＊1Rikkyo Univ  
）  

山本黄土，  
安原昭夫（＊1）  

（＊1地域グ）  

山本貨士  

横浜  

東京   

Orlando，Fl  
orida（US）  

Or18ndo，Fl  
orida（US）  

同講演集   

同講演要  
旨粟  
Proceedi  
ngS  

proceedi  
ngS  

第2回国陸士機上地下水  
環境ワークショツア  
第9回環境科学会セミ  
ナー  
46thÅSHS Conf．Hass  
Spectro皿．  

46tb ASMS Conf，Hass  
Spectro皿．  

11．1   
11．1   

10．5  

d－39  

d－40  13th  
Can．Symp．Theor．Chem．  

第7回環境化学討論会  

第1回日本水環境学会  
シンポジウム  

男4回大気化学討論会  

Program  
＆  

Abstract  
S  

6  

旨異   

g  

Vancouver  
（Canada）  

京都  

草津  

d－41  

d－42  

10．  

10．  

d－43  構内障子，  
野尻幸宏（＊1），  
藤沼庚実（♯2）  

（り地球グ，＊2地球セ）  
YokouchiYりBarrle  
L．A．（＊1），  
Too皿－Sauntry p．（事1），  
N8jiriY．（＊2），  
Fujinum Y．（＊3）  
（＊1AES Canada，  
♯2GlobalEnbiron．  
Div．，＊3Cent．Global  
Environ．Res．）  

横内陽子，  
町田敏陪（＊1），  
青木周二（＊2）  

（ヰ1地球グ，♯Z東北大）  
横内陽子，  
薩摩林光（■1）  

同講演要  
旨集  

1998  
Jt．Int．S  
叩p．Glob  
al  
Atmos．Ch  
e皿．  

d－44  9th Sy皿p．Ⅰ山伏S  
Conn．Atmos．Chen．＆  
Global  
Pollut．（CÅCGP）  

Seattle  

南大洋上の大気中生物起源  
有機化合物の測定  

大気中テルペン反応生成物  
の測定  

弟21回極域気水圏シン  
ポジウム  

第9回大気化学シンポ  
ジウム  

d－45  

d－46  
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NIES－TER貼の現状  同講演プ  
ログラム  
＋アブス  
トラクト  
菜   

At】StraCt  

田中敦，植弘崇嗣（＊1）J  
久米博，益田昌敏（＊1）  
（＊1地域グ）   

環境健康部  
AokiY．，肋t5U皿ロtO M．  
，Hataya皿aI．（り）  
（＊1Ao皿OriPrefect．  
Insし．Public Healい】  
＆Environ．）  

及びその周辺技術の研  
究会  

e  

e－ 1  Expression of皿urine  
pトclass glutathion巳  
S－tranSferase（GST－ⅠⅠ）  
gene by a coplanar  
匹1ychl8rinated biphenyl  
in primary culLured  
hepatocytes：a CO叩a「ison  
Df C578L amd DBA sLrains   

コプラナーPCBの初代培養  
ラット肝細胞のDNA合成に対  
する影響  
Identification of a  

Cis－ele皿ent required for  
the expressior】Of  
pi－Class glutathions  
S－tran5reraSe gene by a  
COplanar polychlorinated  
biph巳叩1im pl－i皿ary  
c111t甘red ratliver  
parenchymalcells   

Big81ue Raほ用いた  
ディーゼル排気ガス（DE）吸入  
暴露による変異原性の検討   

37th Annu川eet．Soc．Toxico ‖∴  
Seattle   

弟68回日本衛生学会総  
コ三   

1998 Cordon 
Comf．Mech．Toxicity  

丹野忠一（＊1），  

膏木皮展  
（米1神戸市看護大）  
AokiY‥Mats皿OtO M．  
，1magawa H．（＊1）  

（＊10saka Univ．）  

同学会誌  岡山  

HeIlniker  

10．3  

10．7  

佐藤優美，  
曽根秀子（＊1），  
嵯峨井勝（＊1），  
鈴木和夫（＊2），  
青木康展（＊1地域グ，  
＊2千葉大）  

青木康展  

丹野恵一（♯1），  
青木康属  
（＊1神戸市看誠大）  
天沼喜実子，  
武田洋幸（＊1），  
天沼宏（事2），青木康展  
（＊1名古屋大，  
＊2理研筑波セ）  
天沼喜美子，青木康展  

e－ 4  日本環境変異原芋会第  
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松本】軋青木康展，  
今川正良（＊1）  

（＊1大阪大）  

YDShioka H．（＊‖，  
OnayaH．（＊1），ItaiY・  
（り），Doy H．（＊2），  
Mist皿OriF．  
（＊1TsukubaUnivり  
竃2Tsukuba Hed．Cent．）  
れitsⅦ皿Ori下りYa皿ane  
K．  

6しb  

Int．Soc．Hagn．Resロnan  
ceIIed．  

血．Co11．Sports Hed．  
45thÅmn．Heet．  

DiffusionÅnisoし一口pyin  
tbe Cortex of a Rat Brain  
andits Co11apsein the  
Hethyl皿巳rCury－intoxicated  
Rat   

コ1PⅣH且Study of the  
Effects of Exercise on  
Huscle Energy Hetablisi皿  
in Hindlimb－Suspended R且tS  

e－62  

Orlarldo  TakahashiH．（＊1），  
Oku皿OtO T．（＊1），  
Yamne K‥Mitsu皿Ori  
F．．Xatsuta S．（＊1）  

e－63  

■1Tsulくuba Univ  
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三森文行   

中島老人（＊1），  
三森文行，中島悟（＊2）  
高橋芋（＊1）  

（＊1地質調査所，  
＊2北海道大）  
Hitsu皿0riF‥Ya皿ane  
闇∵  

舞3回NH且マイク  
ージング研究会  
第3回N甑マイクロイメ  
ージング研究会  

Stimulated echoIHⅣMR  
イメージングによる粘土中の  
水の自己拡散係数の測定実験  

Collapse Df diffusion  
anisotropy in cerebral 
COrteX Or the raL  
inしOXicated with  
皿ethylmercury   

Optical Force 
Transducer for・  
Measurement Df Raし  
Skeletal Muscle 
C（〕ntraCtionin the NMR  
SpectrD皿eter  

Inconsistent changes  
between the muscl巳  
○Ⅹidaいve capacity  
d巳ter皿ined by〇】P NMR and  
O二てidaいⅤ巳enZ）Ⅶe aCtivity  
in hindlimb－SuSpended rats   
クレアチンリン酸含有丑の  

増加が崩エネルギー代謝に及  
ぼす影響－〕1P  
NMRを用いた検討－   

〇1NMRスベクトロスコピー  
によるメチル水銀中毒ラット  
骨格茄エネルギー代謝の検討  

LECラットにおける肝病変  
の経時的変化   

e－66  18th  
Int．Conf．Magn．Resona  
nce Biol．Syst．  

18th  
InL．Conf．Magn．Resona  
nce Biol．Syst．  

YaⅢane K．，Mitsu皿Ori  
F．  

TakahashiH．（＊1），  
Oku皿OtO T．（＊1），  
Yamane K‥Katsuta S．  
（＊1），Hitsu血OriF．  
（＊1Tsukuba Univ．）   

高橋英幸（＊1），  
安田俊広（＊1），  
勝田茂（＊1），三森文行  
（＊1筑波大）  

山根一祐（★1），  
三森文行  
（＊1国立水俣病総合研  
究セ）  

三森文行，吉岡大（机），  
東屋博昭（＊1），  
板井悠二（＊1），  
土井幹雄（＊2）  

（り筑波大，  
＊2筑波メディカルセン  

ター） 高橋英幸（＊1），  
安田俊広（＊1），  
三森文行，勝田茂（＊1）  
（り筑波大）  

三森文行，富岡大（￥1），  
女屋博昭（＊1），  
坂井悠二（＊1），  
土井幹雄（＊2）  

（＊1筑波大，  
＊2筑波メディカルセン  
ター）  

中島聡美（＊1），  
辰野文理（＊1），  
松崎一束（＊2），  
富川麻衣子  
（＊1常磐大，＊2筑波大）  
大気圏環境部  
猪俣敏，古林仁，  
今村隆史（＊1），  
常田伸朋（＊1地球グ）  
弟俣敏，古林仁，  
今村隆史（★1），  
鸞田仲明（＊1地球グ）  
今村隆史諸udich Y．  
（＊1），Talukdar R．K．  
（＊‖，Fox R．W．（＊1），  
肋Vishankara A．R．  

1凱h  

lnt．Conf．Magn．Reson且  
nce机01．Syst．  

発26回日本磁気共鳴医  
学会大会  

第26回日本磁気共鳴医  
学会大会  

第26回日本磁気共鳴医  
学会大会  

京都  18（Sup   
Pl．）  

18（Sup   
Pl．）  

18（Sup   
Pl．）  

同学会誌  200  

京郁  同学会誌  

e－71  京都  同学会誌  213  

クレアチンの経口摂取によ  
るラット骨格筋特性の変化  

mイメージングによるLEC  
ラット肝病変の1年間にわた  
る綻時観察   

策53回日本体力医学会  横浜  

策37回N祖R討論会  

e－74  →般企業社員の精神礎康に  
与える要困の検討－ある企業  
の精神健康調査の結果から   

第19回日本社会精神医 学会  

福島  

l、  

f－1  

ト 2  

ト 3  

ヨウ化メチルの193nm光分  
解によるHIの生成  

アセトンの193n皿光分解に  
おけるH原子放出過程  

対流圏におけるNOoラジカ  
ルの不均一反応  

日本化学会第76春季年  

目本化学会第76春季年  

第4回大気化学討論会  

同講演予  
稿集Ⅰ   

同講演予  
稿集Ⅰ   

同講演要  
旨集  

（＊1）（車用0んI  

AeroTIDmV Lab  

ー 3／13 －   



菜39回大気環境学会年  立抗を用いた雲の酸 構の実規模実験その3   黒田武志（＊1），  
山形定（＊1），  
村尾直人（＊1），  
太田幸雄（キ1），  
播磨崖敏生（♯1），  
藤吉康志（＊1），  
泉克幸（♯Z），内山政弘  
福山力，他  
（♯1北海道大，  
＊2東洋大）  

兵克幸（＊り，内山政弘  
福山力，山形定（♯2），  
太田幸雄（＊2）  

（＊1東洋大，  
＊2北海道大）  
内山政弘，福山力，  
泉克幸（＊1），  
坂本和彦（＊2），  

第39回大気環境学会年 貢  高分子吸水剤を用いた微小 水滴の沈着の測定  
f－ 5  

第39回大気環境学会年  

畑地での微小粒子の乾性沈  f－ 6  

関口和彦（蛇），  
金元植（＊3），  
小山彰子（＊3），  
青木正敏（＊3），  
原宏（瑚（♯1東洋大  
■2埼玉大，  
＊3東京農工大，  
＊4匡卜立公衆衛生院）  

日本気象学会1998年度 春季大会  

IPCCシナリオに基づく全球  
大気海洋結合モデルによる気  
候変化実験  

領域モデルを用いた熱帯対  
流活動の日変化に関する数億  
実験   
気候研究用の陸面過程モデ  

ル“ト仏TSIRO”の開発   

！l T  江守正多，  
阿部彩子（＊1），  
沼口敦（■1），野沢徹，  
木本昌秀い1）  
（＊1東大）  

久保田尚之（♯1），  
沼口数（■1），江守正多  
（＊1東大）  

江守正夢，高田久美子，  
渡辺力（■1），  
三枝信子（＊2），  
沼口敦（■3）  

（＊1森林総研，  
＊Z資源環境研，  
＊3東京大）  

EmoriS．  

日本気象学会1g98年度  
春季大会   

日本気象学会1998年秋  
季大会  

Ts11l【uba   Int．Workshop  
knd－Surface Water  
Budget  

Workshop  
つev．Next－generation  
Clim．hode15  

日本気畳字会1g98年慶  
喜李大会   

21stInt．Synp．Space  
Technol．＆  
Sci．8rgan．Co皿．  

Si皿plified N皿eric且1  
Experi皿entS On the  
Dynamical lnteraction 
b巳tWeen Soil肋isture and  
Pr巳Cipit8tion   
Development of a  

regional climate model 
basedロn CStトMS且nd  

．  

par8皿eteriヱ且tions   
衛星搭載センサーILASがと  

らえた1g96／1997冬季北極域  
のオゾン層破壊   

8alloc〉n Observations  
Synchronized with Earth  

．  

ト10  

肋oriSりNozawaTリ  
NumgutiA．（♯1），Uno  
l．（♯Z）（事1Univ．  
TDkyo，＊2恥usbu加加  

）  

神沢博  

YajimⅣ．（凄1），  
Yamag皿iT．（山），  
HondaH．（＊1），AokiS  
（＊2），Nakaz8WaT．  
（■2），KanzawaH．  

f－11  

（■11n5t．Sp  
．
 
 

e
．
1
 
 

Astronaut  
＊2Tobok11  

北極成層圏中での窒素酸化  
物の気球観測および人工衛星  
IL九Sヒの比較  

地球惑星科学関連学会 1998年合同大会  

入江仁士  

笹野泰弘  
（り名古屋大，  
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レーザーーヘテロ  
福間煎昭（＊1），  
大瀧雄一郎（＊1），  
宮内浩志（り），  
福西浩（■1），神沢博，  
中根英昭，  
柴崎和夫（＊2）  

（＊1東北大，  
＊2囲学院大）  
宮内浩志（＊1），  
村田功（＊1），  
福間憲昭（＊1），  
大瀧雄一郎（＊1〉，  
福西清（事1），神沢博，  
中根英昭，  
柴崎和夫（＊2）  

（il東北大，  
♯2匡目撃院大）  

Xanzawa H‥ShioLani  
M．（♯1），SuzukiH．  
（＊2），YokoLa T．（招），  
Sa5anO Y．（♯2）  
（＊1Hokkaido Univ．，  
キ2GlobalEnvlron．  
Divリ♯3Cent．Global  
EnvirDn．Res．）  
HurataI．（＊1），  
Fukuma N．（＊1），  
OhtakiY．（＊1），  
FukunishiH．（＊1），  
KanヱaWa H．，  
ShibasakiK．（＊2）  
（＊1Tohoku Univり  
＊2Kokugakuin Univ．）  
Kondo Y、（＊1），Koike  
H．（＊1），SuzukiT．  
（＊1），Schmidt U．（＊2），  
EngelA．（＊2），  
Xanzawa H．，Bodeker  
G．（＊3），Sasano Y．  
（＊4）（★1Nag町a Univ．  
，＊2Johann WDlfgang  
馳ethe Univり♯3NaLl．  
Inst．Water＆At皿OS．  
Res‥叫Global  
Environ．Div．）  
Koike M．（事1），Kondo  
Y．（＊1），Ca皿y－Peyret  
C．（＊2），Oelhaf H．  
（＊3），Murcray F．」．  
（＊射，Po皿皿ereauJ．P．  
（＊5），To8n G．C．（＊6），  
Xanzalヾa H．，Sasano Y．  
（♯7）（＊1Nagoya Univ．  
，＊2LP凡卜CNRS，＊31トⅨ，  
＊4Univ．Denver，  
＊5Service  
d’Aero¶Onie du CNRS，  
＊6Jet Propulsion  
Laboratory，＊7Global  
Environ．Div．）  

川平浩二（＊1），神沢博  
（福井県立大）  

川平浩二（事1），神沢博  
（事1福井県立大）  

神沢博，笹野泰弘（＊‖，  
横田達也（＊2），  
中島英彰（＊1），  
鈴木睦甘甘  
塩谷雅人（＊4）  

（＊1地球グ，＊2地球セ，  
＊3NASDA，＊4北海道大）  
Kanzawa H．  

計を用いたアラスカにおける 1LAS検証観測   

1998年合同大会  

【■一 川  レーザーヘテロダイン分光  
計による1997年春期のアラス  
カにおけるCH4観測   

地球惑眉科学関連学会  
1998年合同大会  

f－17  STRUCTURE OF TflE POLÅR  
VORTEX OF THE ARCTIC  
椚川TER OF1996／1997AS  
ANALYZED FROM LONG－LIVED  
TRACER DATA OF圧朋   

32nd Sci．Asse皿．COSPAR  

ト18  ♪旺ASUREHENTS OF  
O3，N20，蛸D CH4IN  
ALASKA WITH A Tl川ABLE  
DIO工）E LASERIIETERODYNE  
SPECTROMETER   

32nd Sci．A5Se：】．CO5PA且  

f－19  仙0払LOUS軋Oy一帖O  
CORRELATION OBSERVED  
INSIDE THE ARCTIC VORTE〉：  
川1997   

32rld Sci．Assem．COSPAR  

r－20  川TERCOHPARISON OFILAS  
HNOコAND NO2  
ト旺ASUREME封TS†JITH  
且ALLOON－BORNE EXPER川ENTS  
旺ADE OVER THE ARCTIC  
RE（；10N   

32nd  
Sci．Asse皿．COSPAR  

北半球冬季のオゾン変動－  
1998【97年の比較一   

冬季オゾンの年変動－’98－’  
97年の比較－  

IuS長寿命トレーサーデー  
タ質の評価とその解析   

日本気象学会1998年秋  
季大会  
第9回大気化学シンポ  
ジウム  
第9回大気化学シンポ  
ジウム  

f－24  Validation experiment  
activitiesinILAS and  
ILAS－Il  

Int．Workshop  
Sub：1illi11eter－WaV巳  
Obs，Earth’s  
At爪OS．S  
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仙EOS搭載RISを：用いた分光  

計洲における伝送誤差の解析  クシンポジウム  鵠19回レーザセンシン   

板郡敏和（＊Z），  
青木哲廊（♯2），  
野村彰夫（り），  
伊藤隆志（＊1），  
言開信彦，杉本伸夫  
（＊1信州大，  
＊2通信総合研）  
酒巻史郎，  
藤沼康実（＊1）  

（★1地球セ）  

酒巻史臥畠山史臥  
村野健太郎（＊1）  
（＊1地球グ）   

酒巻史郎，  
藤沼康実（事1）  

（＊1地球セ）  

菅田誠治，神沢博  

同講演予  
稿果   

同講演要  
旨集  

同講演要  
旨異   

同講演予  
稿集  

同予稿集  

波  

男39回大気環境学会年  
び  

ン  
化  

日本気象学会1998年度  
春季大会  

境  
グシンポジウム  

北海道落石岬及び沖縄県  
黒鳥での窒素酸化物とオゾン  
の測定  

IGÅC調査（3）  

1997年12月長崎県福江島及  
その周辺海上での軽炭化水菜  
の測定   
落石及び波照間モニタリ  

グステーションでの豊巽酸  
物とオゾンの測定   
Time threshold  

Lagr姐gian diagnostics  
を用いた捷洞の孤立性および  
その年々変動の解析   
ジャカルタにおける大気  

界層のライダー観測   
杉本伸夫，松井一郎，  
村田茂（＊1），  
小林喬釦（■Z），  
Pinandito）1．（＊3），  
RDSanantOI．（＊3），  
〕i血yatI．（♯3），  
Sugondo S．（事3）  
（＊1日本電気，  
＊2福井大，  
＊3インドネシア科学院  
1  

村山利率（＊1），  
杉本伸夫，松井一郎，  
荒生公雄（＊2），  
古努隆治（＊3），  
酒井哲（＊4），  
久保田康裕（璃），  
斉藤保典（＊5），  
阿保其（＊6），  
萩原ナセル（＊1），他  
（■1東京商舶大，  

f－30  

第1g回レーザセンシン クシンポジウム  

日本における黄砂のライダ  
ー ネットワーク観測1998   

f－ 31  

＊Z長崎大，＊3岡山大，  
＊4名古屋大，＊5信州大，  
相乗京都立大）  
湊淳（♯1），杉本伸夫，  
角谷実（輩2）  

（＊1茨城大，ヰ2ⅣEC）  

第19回レーザセンシン  
グシンポジウム  

19thlnt．Laser  
Radar Conf．  

3．4ミクロン帯マルチモー  
ド光バラメトリック発振器を  
用いたメタンの相関分光計測  
手法   

Validation（〕f  
pOLDER／ADEOS data using  
ground－basedlidar  
network：preliminary  
results for  
5？mi－tranSpa「entand  
clrruS Clouds   

f－32  

血napつ1is，  
Maryla血  

Chepfer H．（＊1），  
Sauvage L．（＊1），  
Fla皿肌t p川．（＊1），  
PelonJ．（事1），Goloud  
P．（＊2），Brogniez G．  
（♯2），SpimhirneJ．  
（雷3），L8V9r山H・  
（♯4），SuglmOtD N．  
（＊1Inst．Pierre  
Simon Laplace L．H．D  
Ecole．Polytechり  
■2Lab．d’optique  
Atmospberique Univ．  
de Lille L  
＊3NÅSA／GSFC，  
＊4CEIuP）  
Pinandito軋（＊1），  
RosanantoI．（♯1），  
Hi血yatl．（＊1），  
Sya皿5udin H．（霊‖，  
Sugomdo S，（＊1），  
Sugl皿OtD NリHatsui  
IりKobayashiT．（＊2）  
（＊1EIH－LIPl，＊2Fukui  

f－33  

加悦polis，  
H且ryland  

19tl】Imt．Laser  
Radar Conf．  

Li血r observatiDn Of  
the8tmOSpheric boun血ry  
18yer OVer  
Jakarta，lndone5ia  

f－ 34  
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（＊1），Sugi皿OtO N．，  
Nakane HりHatsuiL  
Muraya皿a Y．（＊2）  
（＊1E．F．Fellow，事2C．R．  

L．）  
Sugl皿OtD N．，Koga刈り  
HinatoA．（＊1），Ozawa  
K．（＊2），SaitD Y．（＊2），  
NoⅢuraA．（＊Z），ÅDki  
T．（＊3），Itab巳T．（＊3），  
KunimoriA．（★3）  
（＊1IbarakiUnivり  
♯2Shinsbu Univ‥＊3C．  

Observatioms of  
te叩eratUre and cravity  
waves in the niddle 
atmosphere  

Earth－Satelliしe－earth  
laserlong－path  
absorption e叩eriⅢentS  
using the Reい・Oreflector  
in Space（RIS）on th巳皿EOS  
satelliteee 

lRadar Conf InL．Lase  
r Radar  
C【】nf．  

1pしさI  

lnt．Lase  
r Radar  
Conf．  

ト 36  19thlnt．Laser  
Radar Conf．  

血napolis，  
Haryland  

R．L．）  

小津健一  
板部敏和  
青木哲郎  

錆吸収測定における伝送誤差  
RISを用いたレーザー長光  の解析   

策59回応用物理学会学 術講演会  広島  r－ ここ‾  

杉本伸夫，古閑信彦，  
斉藤保典（＊1），  
野村彰夫巨‖  
（＊1信州大，＊2通総研）  
Liu Z．（＊1），SugimotD  
N．（＊1Global  
Environ．Div．）  

f－38  Theoreいcaland  
expe「imentalstudy of  
inve「5ion alg【】rith皿S for  
SpaCeli血r observation  
Of clouds and aeros01s   
ライダーによる雲・エアロ  

ゾルの連続観測   

I Barcelona Eur．Symp．R巳mOte  
Sensing  

Eur．Symp  
．Remote  
Sensing  

同講演要  
旨菜  

杉本伸夫，松井一肌  
高薮緑，浅井和弘（＊1），  
清水邦夫（＊2）  

（＊1東北工美大，  
＊2慶応義塾大）  
杉本伸夫，松井一郎，  
村田茂（＊1）川．  
Pinandito（＊2），l．  
Rosananto（＊2），I  
Hidaya上（＊2），S．  
Sugondo（＊2）  

（＊1日本電気（軌  

＊Zインドネシア科学院  

）  

村山利幸（ホ1），  
杉本伸夫，松井一郎，  
荒生公雄（＊2），  
古賀隆治（事3），  
酒井哲（＊4），  
久保田戌裕（■5），  
斉藤保典（＊5），  
阿保真（事6），  
萩原ナセル（＊1）他  
（＊1東京商船大，  
＊2長崎大，＊3岡山大，  
＊4名古屋大，＊5信州大，  
＊6東京都立大）  
Sugim8tO N．，S8SanO  
Y．（＊1），AsaiK．（＊2〉，  
Kawamura Y．（＊3）  
（事1GlobalEnviron．  
Div‥＊2TohokuInst．  
Technolリ＊3甑tl．  
Space Dev．Agency  
Jpn．）  
長澤親生（＊1），  
阿保真（＊1），  
柴田黍邦（＊1），  
杉本伸夫  
（＊1東京都立大）  

杉本伸夫，  
藤田雅之（＊1）  

（★1レーザー技術総合  

研）  

高田久美子  

：■13リ  薯のリモートセンシン  
グと気候影響に関する  
シンポジウム  

日本気象学会1998年秋  
季大会  

：■11t、  

ジャカルタにおける大気境 界層のライダー観測   
仙台  

ト41  日本における黄砂のライダ  

ーネットワーク観測1997，199 8   
日本気象学会19g8年秋 季大会  

仙台  

f－42  Cloud obserlJations  
planned wi抽the Hission  
DemonstraLion Sate11ite  
LIDAR（M月S－LID皿）   

GCSS－WGNE Workshop  
Cloud proce5SeS＆  
Cloud feedbacks  
large－SCale皿Odels  

Reading  

ト り  
ライダーにおける多重散乱 効果の実験的研究（1）   

第46回応用物理学関係 連合講演会  野田  

ト44  フェムト秒白色レーザー光  
を用いたグローリーライダー  

凍土域のモデリング：凍土  
の通水性と地表面貯留の効果   

陸面過程モデル“MATSIRO  

策46回応用物理学関係  
連合論演余  

日本気象学会1998年虔  
春季大会  
日本気象学会1998年秋  

野田  同講演予  
稿集  

同講演予  
稿集  
同清濁予  高田久美子，江守正多  
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館野における  地表面放射へ  日本気象学会1998年虔  
春季大会  

の賓とエアロゾルの影響の見 積   
杉本伸夫，  
鵜野伊津志（＊1），  
上野丈夫（＊2），  
青木一美（＊3），  
封馬洋子（♯4），  
中島映至（叫）  

（♯1九大，  
蛇高層気象台，筆3北大  
＊4東大）  

高蔽緑  熱帯域の大規模擾乱に関す  
る研究（気象学会貰受賞記念  
講演）   

館野における雲とエアロゾ  
ルの地表面叔射強制の見積り   

日本気象学会1998年ま  
春季大会   

書のリモートセンシン  
クと気候影響に関する  
シンポジウム  

高鼓綾，松井一郎，  
杉
上
背
 
 

夫
夫
美
子
至
 
 

伸
丈
一
洋
映
 
 

本
野
木
馬
息
 
 

封 中  
（♯1高層気象台，  
＊Z北海道大，  
＊3地球フロンティア  

■4東京大）  

轟薮綾，岡田格（頃），  
高村民鷹（可），  
河本和明（輩2），  
中島映至（＊2），  
井上豊志郎（＊3）  
（簾1千葉大，＊2東京大  
♯3気象研）  

高鼓縁  

GHS書データを用いた地表 面廼波フラツクスの推定   

雲のリモートセンシン  
クと気候影響に関する  
シンポジウム  

f－50  

、f－51  熱帯域におけるマルチスケ  
ール擾乱の解析  

97／98エルニーニョ終息期  

の地球をめそる降水活動   
Global prapagation of 

the esuatorial 
Ⅳay即u皿ber－8月e  
precipitation system in 
May1998：Itsimpacts on  
97ノ98即SOand tbe Asian  
Monsoon  

g7／98ENSOの終息と熱帯の  
大規模大気擾乱   

ドップラーライダーに  
よる宇宙からの風観測  
とデータ利用に関する  
国内ワークショツア  
日本気象学会1g98年秋  
季大会  
Sy皿p．Precipit且tion  
Obs．Non－Sun  
5y月Cムronous8rbjと  

同講演要 旨栗  

岡講演予  
稿集  
Symp．Pre  
Cipitati  
O刀  

Obs．NoIl－  

S〕l】  

SyncllrOn  
OuS  

Ort】it  

シンポジ  
ウム「E封  

SO研究の  
現状と今  
後」  

高鼓綾   

Takayabu Y．N．  
IgbcbiT，（再）  
（★ユC肌）  

高敵組井口俊夫（■1），  
可知美佐子（♯2），  
柴田彰（＊2）  

（tl過信総合研．  
＊2NASDA）  

Takayabu Y．N．  

遠嶋康徳   

適嶋康徳  

Tohji皿a Y．，HukaiH．  
（■1），TakahashiY‥  
Machi血T．（＊1）  
（＊1GlobalEnviron．  
Div、）  
牧野行孟削＊1），  
忠鉢緊（♯1），  
佐々木徹（り），  
埋之智（り），  
渾庸介（り），  
宮川幸治（事2），Fast F．  
（＊3），HittermeierR．  

L．（霊3），中根英昭，  
Cbipperfield H．P．  
（如）（＊1気象研，  
■2高層気象台，  
＊3AES／Can且血，＊4Univ．  
Cambridge）  
中根英昭  

f－54  

シンポジウム「ENSO研 究の現状と今後」  

f－55  

ト56   

ト57  

f－58  

Global Propagation of 
equatorialwaventuber on巳  
SySte皿   

メタンのモニタリング手法  

ガスクロマトグラフ法によ  
る大気中酸素／睾弄比の変動  
の測定   

VaI・iationirl  
atmospberic mitrous oxide  
observed at Hateruma  
monitoring station  

ユーレカ汀相田測に基づく  
北極域オゾン層破壊の化学  

Equat．Theor．Panel  

第39回大気環境学会年  

式 199呂年度日本地域化学  

会年会   

Int．恥rkshop  
At皿OS．N20Budget  

Ⅱonolulu  

札幌  

福岡  

T8ukuba  

11．3  

10．9   

10．10  

11．3  

同講演要  
旨異  
同講演要  
旨果   

Abstract  
S  

日本気象学会19g8年虔  
春季大会  

f－59  東京  

北棲域オゾン層破壊の東ア  日本気象学会1998年虔  
ジアヘの  

－：さ48   



日本気象学会1998年度  
春季大会  

生，中根英昭，  

問圏オゾン濃度の半年間期変  
動の観測   

二宮真理子（＊1），  
′＝ll英夫（＊2），  
福井康去佳（＊2）  

（＊1地球・人間環境フォ  
ーラム，＊2名古屋大）  
二宮真理子（＊1），  
中根英昭，  
笹野泰弘（＊2），  
Kurnosenko S．（事3），  
Bodeker G．（叫）  
（＊1地球・人間環境フォ  
ーラム，＊2地球グ，  
＊3ロシア；CAO，  
＊4ニュージーランド；  

NIWA）  
福間憲昭（＊1），  
村田功（＊1），  
大瀧孟庄一郎（＊1），  
福西浩（＊1），中根英昭】  
神沢乳柴崎和夫（＊2）  
（♯1東北大，・  
＊2隣学院大）  
小竹和紀（り），  
福西浩（書1），中根英昭＝  
二宮真理子（＊2），  
小川利紘（＊3），  
Yushkov V．（＊4），  
Dorokhov V．（＊4），  
mほじtatovlr．（＊4）  
（＊1東北大，  
＊2地球・人間環境フォ  
ーラム，＊3東大，  
＊4Cent．Aerol．Obs．  
Russia）  
Nakane H．，Sasano Y．  
（＊1），Kanzawa H．，  
Yokota T．（事2），  
Suzukiト1，（＊2），  
机noⅢiya H．（事3），  
Kreher X．（＊1），  
Bodeker G．（り）  

洞位から極渦の境界値を求 める手法の改良   
日本気象学会1998年皮  
春季大会  

ト 62  

計による19g7年春期アラスカ  
観測で得られた0〇 とN20の  レーザーヘテロダイン分光    相関   

日本気象学会1998年度  
春季大会  

東京  ト 63  

ヤクーツクのオゾンゾンデ  
データを用いた1995－97年冬  
期・春季の極洞内部における  
オゾン減少の解析   

ト64  日本気象学会1998年度  
春季大会  

東京   

f－ 65  
DUR川G WINTER′／SPRING川  
19970BSERVED BYIuS A〃D  ARCTIC OZONL DEPLETION      TOMS   32nd Sci．Åss巳m．COSPAR  

（キ1G10bal  

Divリ＊2Cent．Global  
Environ・Res・！  
＊3GlobalEnvlrOn．  
Foru皿）  

中根英昭  

Ninoniya M．（＊1），  
Nakane H．（事1Global  
EnvirDn．Foru皿）  

中根英昭   

野沢徹，竹見哲也（＊1）  
（＊1京大）   

畠山史郎  

f－ 66  

：、lトI  

f－68   

r－1り  

t■－「し、  

f－ 71  

オゾン層の破壊は地球の両  
極へ  

On Lhe Boundary Df the  
Arctic Polar Vortex  

成層圏オゾン層の分光観測   

1997年8月7日未明に大阪府  
北部で発生した集中蒙雨の解  
析   
東アジアにおける大気酸性  

化現象の解明と影響評価から  
対策まで  

IGAC／PEACAMPOT観測時の五  
島および太宰府における大気  
エアロゾルの性状   

地球観測フェア98  

1998 Fall  
Heet．A皿．Geophys．Unio  
n  

日本化学会第76春季年   

日本気象学会1998年ま  
春季大会   

21世紀に向けた大気圏  
環境化学の研究小集会   

桑15回エアロゾル科学  
・技術研究討論会  

東京  

San  
Francisco  

横浜  

東京  

名古屋  

哺和  

10．9  

10．12  

11．3   

川㌧ 5  

10．7  

10．8  

地球観測  
フェア’9  

8  

Publ．Sup  
pl．Eo5，T  
raI】S．  

化学と工  
業  
同講演予  
稿集   

同講演要  
El   

同予稿菜  下原孝幸（＊1），  
大石興弘（り），  
宇都宮彬（＊‖，  
向井人史，畠山史鉦，  
村野握太郎  
（り福岡県保健環境研）  
高世東（り），  
坂本和彦（＊1），  
王翠（机），董旭輝（＊1），  
畠山史臥全活（＊2），  
校本光弘（招）  

（＊1埼玉大，  
＊Z中日友好環境保全セ  

f－ ∵  

石炭燃焼エアロゾルの化学 特性及びその酸性雨への関与  技術研究討論会  第15回エアロゾル科学 ・  

浦和  
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玉音躍 上出光  
国重度市低品位石炭にお  第15回エアロ  

ける乾式選炭の基礎調査   技術研究討論会  

畠山史臥呂国慶い1）  
（♯1（社）国府善隣協会，  
♯2北海道立工業試験場   

■3（財）北海道科学・産  

業技術振興財取  
材ユニレックス帆  
＊5埼玉大）  

王青躍（★1），  
呂国慶【＊1），  
羅仁字（■Z），  
坂本和彦（＊3）金照港（＊  
4），溝口次夫（＊5），  
畠山史机  
上出光志（＊6）  

（り（社）国際善隣協会，  
＊Z中国室虞市環境科学  
研，■3埼玉大，  
♯4豊橋技術科芋大，  
♯5倹教大，  
＊6北海道立工業試験場  
）  

畠山史尭   

畠山史臥  
村野健太恵（■1），  
酒巻史郎，  
向井人史（＊1），  
坂東博（★2），  
駒崎雄一（象3），  
橋本茂l＊3）  
（＊1地球グ，  
＊Z大阪府立大，  
＊3慶応義塾大）  
畠山史取  
材野礎太郎（♯ユ），  
向井人史（事1），  
下原孝幸（■Z），  
大石輿弘（■2），  
宇都宮彬（＊2），Kim Y．  
－P．（＊3）（＊1地球グ，  
＊2相同県保健環境研，  
＊3韓国科学技術研究院  
）  

高世東（＊1），  
坂本和彦（＊1），  

f－74  中国重慶試作バイオブリケ  
ツトに関する燃焼特性実験JJ   第15回エアロゾル科学 ・技術研究討論会  

浦和  

大気化学一実験と観測－  
IGAC調査（1ト1997年展観測  亜高山地域での森林被藷と   の織要  第39回大気環境学会年  

舞39回大気環境学会年  

f－77  lGAC調査（6卜1997年1月の  
五島および済州鳥でのエアロ  
ゾルデータの比較   

第39［包大気環境学会年  

ト78  重慶市の酸性雨原因物質制  
御のための低灰分のバイオプ  
リケツト製造に適したバイオ  
マスの選定   

低濃度HFの発生及び石炭バ  
イオプリケ少卜燃焼気中フツ  
化物の測定  

中国低品位石炭における静  
電気選炭装置の研究開発  

第39匝l大気環境学会年  
会  

弟39回大気環境学会年  
コて  

蕪旭輝（事1  ，三軍（＊1），  
輩1埼玉大）  畠山史如  

蒸鬼畑（竃  ト79  

坂本和彦（■1），  
石原日出一（り），  
横島勝男（＊1），  
畠山史郎（＃1埼玉大）  
王音韻（＊1），  
谷口克典（＊2），  
上出光志（＊3），  
丸山敏彦（＊4），  
坂本和彦（＊5），  
畠山史臥呂国産（机）  
（り（財）国際善隣協会，  
＊Zユニレックス靭，  

＊3北海道立工業試験場  

f－80  弟39回大気環境学会年   

■4（財）北海道科学・産  
業技術振興財臥  

一350   



弟39同大気環境学会年  

壷屋実証プラントによる脱  
硫・脱硝可能な石炭バイオプ  
リケット   

呂国塵（＊1），  
羅仁学（＊2），  
坂本和彦（＊3），  
丸山敏彦（靡4），  
畠山史臥  
溝口次夫（沌），  
上出光志（捕），  
（♯1（財）国際善隣協会，  
★2重度市環境科学研，  
＊3埼玉大，  
＊4（財）北海道科学∵産  
業技術振興財臥  
＊5供散大，  
＊6北海道立工業試旗揚  

）  

大原利眞（集1  

神威陽容（‡1  

飯豊修司（＊2  
植田国匡（メ3  

講39回大気環境学余年  関東北部山岳地城における  
高濃度オゾンの数値解析   

ト82  

秋元肇（＊4），  
粗野伊澤志（＊引，  
北田敏広（★6），  
畠山史乱掘山力  
（＊1（財）計丘計画研，  
＊2環境庁，♯3京都大，  
＊4東京大，簾5九州大，  
＊6豊格技術科学大）  
Hatakeyam且S（Shiro）  Beijing  SO2 AND SULFATE  

AEROSOLS TRANSPORTED FROM  
ASIAN CONTINENT AND THEIR  
POTENTIALlト1PACT ON  
FOR已S7SlⅥJ研九N   

ⅢPACT OF ACID  
DEPOSITION ON MATEIiIALS  
FOR CULTURAL PROPERTIES  
川 EAST ASIA   

At皿OS．Sci．＆  

Appl．Åir Qual．6th  
lnt．Conf．  

ALmos．Sci．＆  
Appl．Åir Qual．6th  
lnt．Conf．  

ト83  

Tsujino Y．（＊1），  
Matsu皿OtO H．（＊2），  
Quan11．（＊3），  
HaLakeya皿a S（ShirD）  
Miz8guChiT．（＊4），  
甑eda Y．（＊5）  
（＊1Environ．Po＝ut．  
ControICent．Osaka  

Beijing  f－84  

Prefect‥＊2Nara  
Prefect．Inst．Public  
Health，＊3ChinaJpn．  
F再endship Environ．  
ProL．Cent．，叫Bukkyo  
Univり＊50saka  
Prefect．Univ．）  
Wang Q．－Y．（＊1），Lu G  
－Q．（り），Saka皿OLD K．  
（＊2），Maruya皿a T．  
（＊3），HizoguchiT．  
（叫），Haしakeya皿8S．  
（Shiro），Kim H．－J．  
（キ5），Dong X．n．（＊Z）  
（＊1工nt．Good  
Neighborhood Assoc．  
＊2Saita皿8Univ‥  

Åt皿OS．Sci．＆  

Appl．Air Qual．6Lh  
Int，Conf．  

Beijing  PIIACTICAL STUt）Y ON  
COAレBIOMASS BRIQUETTE  
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性とメタンサイクルに関与す  

日本農芸化学会1999年  
度大会  

日本農芸化学会1999年  
慶大会  

日本地理学会1998年度  
秋季学術大会  

福岡  同学会誌  73（臨  
時増刊）  

73（臨  
時増刊）  

（54）  

萩野暁史（＊‖，  
中原忠篤（＊1），  
内山裕美，越川海，  
渡辺正孝（＊1筑波大）  
宇都宮曝二臥  
吉江宗生（＊1），  
青木亮太（＊2）  

（♯1港湾技研，  
＊2㈱パスコ）  
Utsuno皿1ya Y．  

g－24  福岡  同学会誌  388  

g－25  札幌  
同党表要 旨菜  

108－109  

g－26  Ⅸ  
Symp．Inte．Coronelli－  
G巳Sellschafヒfur  
Globen－und  
lnstru皿enterlkunde  
8th  
Imt．Sy皿p．Microbial  
Ecol．  

発14回日本微生物生態  
学会  

Kurヱfass ungen  

Utsu皿iMりUchiya皿a  
HりSi乙OVa M．V．（■1），  
Panikov N．S（事1）  
（♯1Russ．Acad．Sci．）   

内海実生，内山裕美  

g－27  

Haliど弧（Ca  nada）  

Program  
＆  

Abstract  
S   

同講演要  
旨菜  

g－28  京都  
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フローサイト  メータによる  回日本水環境学会  
山崎富夫（＊1），  
中野卓彦（簾1），  
上村育代（♯1），  
古城方和（＊1），  
渡辺正孝，  

木幡邦男（♯2） （＊1兵庫県立公害研，  
＊2地域グ）  

山崎富夫（♯1），  
中野貴彦（簾1），  
中越章博（♯1），  
上村育代l＊1），  
古城方和（★1），  
渡辺正孝，  
木幡邦男（＊2） （＊1兵庫県立公害 

研，  
＊Z地域グ）  

生物圏環境部  
菊地孝去任（♯1），  
久松伸（事1），青野光子  
久保明弘，佐治光，  
菊池洋（＊2），  
其木茂別（＊1）  

（★1麻布大，  
＊2豊橋技科大）  
山内靖雄（＊1），  
田中博道（事1），  
青野光子，久保明弘，  
田中浄（＊1）  

（‡L鳥取大）  

上野隆平，  
高村典子（蓼1）  

（＊1地域グ）  

上野隆平   

大政謙次，  
国府田正樹（＊1），  
大谷克彦（事1）  

（り日大）  

0Ⅰ〕aSa K．  

大阪湾及び播磨温の海水の評 価   

g－46  

大阪湾・播磨淫における底 泥から窒素・燐（D溶出   

凍33回日本水環境学会 年会  

h  

h－1  Arabidopsis thalianaa 
アスコルビン畝ペルオキシタ  
ーゼ皿RNAに対するヘアピン型  
リボザイムの設計   

日本植物生理学会199呂  
年度年会および第38回  
シンポジウム  

札幌  

h－ 2  葉緑体発現型，細胞質発現  
型グルタチオン還元酵素の抗  
酸化能力とストレス耐性の比  
較  

拍水植物帯の底生無脊椎動  
物の食性について  

酸性化の底生動物の行動等  
への影響について   

可搬型3次元自動計測シス  
テムの開発  

Ⅰ皿ageinstru皿entatiDn  
af chlarophyll s 
fluDreSCenCe  

植生調査のための可搬型イ  
メージングライダーの開発   

単眼カラーCCDカメラによ  
る植物の3次元計測   
日本における砂漠化研究の  

展望   
環境モニタリングのための  

植物の画像診断   
ハブト藻Chrysochro皿ulina  

属の分甥に関する再考   
藍藻類・緑藻領の凍結によ  

る長期保存法の開発  

日本植物生理学会1998  
年度年会および第38回  
シンポジウム  

日本陸水学会第63回大  

男46回日本生業学会大   

日本農業気象学会1997  
年度全国大会・日本作  
物環境調節学会第35国  
策会合同大会  
SPIE’s12しh  
山1nu．Int．Symp．Aerosp  
．／Def．Sensing，Si皿ula  
tiDn，＆CDmtr8ls ’98 

農気・生計施設合  
同大会  
’98農気・生環・施設合  
同大会  
砂漠化研究国際シンポ  
ジウム  
第11回バイオエンジニ  
アリング講演会  
微生物分頒研究会発18  
回集会  
日本藻類学会第23回大  

同講演要  
旨集   

同講演要  
旨集  
同講演要  
日  

Proce巳di  
ngs SPIE  

講演要旨   

講演要旨   

同講演要  
Eヨ  

同講演論  
文集  

3                          藻類  

h－ 6  Orland（Flロ  
ri血USA）  

札幌  

札幌  

東京  

つくば   

富士吉田  

山形  

3382  10  

h－・7   

ト 8   

h－ 9   

h－10   

h－11   

」l：ご  

大政謙次   

大政謙次，国府田正樹，  
石山樹里  
大政謙次   

大政謙次   

河地正伸，井上勲（＊1）  
（＊1筑波大）  

森史（＊1），  
湯本康盛（事1），  
意艮田眞由美（★1），  
河地正伸，渡辺侶  
（＊1（財）地球・人間環境  
フォーラム）  
寺島一郎（＃1），  
野口航（＊1），  
伊藤（相木）朋子（★2），  
朴龍p垂（＊3），久保明弘，  
田中浄（＊4）  

（＊1大阪大，  

＊2日本女子大，  
＊3韓国清州大，  
＊4鳥取大）  

久保明弘，青野光子，  
中嶋信実（事1），佐治光，  
近藤矢巨朗（事2）  

10．7   

10．7   

11．3   

11．3   

10．10   

11．  

ト13  低温感受性植物の光化学系  
Ⅰの光・低温障害   

日本植物生理学会1998  
年度年会および第38回  
シンポジウム  

：てl二1  シロイヌナズナの抗酸化酵  
素の様々な環境ストレスによ  
る活性変化  

第39回大気環境学会年 ユ、  
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同プログ  
ラム・講  
演要旨粟  

ロイヌナズナのグルタチ  発21匝Ⅰ日本分子生物学 会年会  久保明弘，青野光子，  
中島信美（＊1），佐治光  
近藤矩朗（★2），  
田中浄（＊3）  

（＊1地域グ，＊2東京大，  
ヰ3鳥取大）  

臥止o AりAono H．，  
Nakajima N．（＊1），  
SajiHりKondo N．  
（＊2），Tanaka X．（幕3）  
（＊1Ileg Envir8n．Div．  
＊2Univ．Tokyo，  
竃3TottriUniv．）  

古賀庸藩  

佐治光，久保明弘，  
青野光子，  
中島信巽（り），  
玉置雅紀（♯1）  

（★1地域グ）  

TadaトⅠ，  

オンレダクターゼ退伝子の構 造   

Abstract Sl】00k  GI、aれada  Winter Heet．1998  
Soc．Free Radical  
Res．（Eur．RegiDn）  

Cenomic D〃A structure  
of a gene encoding 
glutathione r巳ductase  
fromArabidopsis tbaliana   

b－16  

第46回日本生態学会大  

日本機械学会策11回バ  
ー   

講演会  

9thlnt．Symp．River  
＆Lake Envirロn．  

外  
質学会第一回研究発表   

7th  
lnt．Behav．Ecol．Cong「  

吸虫の感染がコメッキガニ  
の体重と活動場所に与える影  
響   
大気汚染モニタリングのた  

めの植物バイオテクノロジ   

Abstract  
Book  

同要旨菜  

Abstract  
S  

Huangsban   Effects of insecticide 
fenobucarb on the benthic  
nacr（】imvertebratesim  
ⅧOdelstrea皿S   
淡水締着稚動物に及ぼす  

因性内分泌撹乱物質の影響   

t卜19  

10．12  

10．8  

京都  

California  

多田涌  

TsubakiY‥HoDper R．  
（＊1），PlaistDW S，  
（＊1）（Global  
Environ．Div．）  

Differencesin且dult  
and repraductivo lifespan 
in the加0Ⅲ81e forInS Of  
Mnais  
costalis（Odonata：Caloptery  
gldae）   

カワトンボ雄の色彩多型：  
オレンジ盟の色の濾さは闘争  
能力の指標か？   
中国の砂漠地域に生育する  

2植物種の種子発芽及び生育  
に及ぼすNaClの影響   
南アルアス北島の自然植生  

の現状と将来について   
尾瀬沼にコカナダモの衰退  

現象は始まったか？  

島喚生態系研究の新たな展  
開一序にかえて－   
湿地林及び湿原の機能評価  

手法の検討  

同講演要  
旨栗   

岡講演要  
旨集   

同講演要  
旨集  
同講演要  
旨菜   

同講演要 旨異  

同講演要  
旨集  

松本  

松本  

松本   

松本  

松本   

松本  

11．3  
11．3  

11．3   

10．9  

11．3  11．3  

第46回日本生態学会大  
1て   

策46回日本生態学会大  
こて   

発46回目本生態学会大   

8本陸水学会弟63回大  

策46回日本生態学会大   

第46回日本生態学会大   

b－22  

b－23  

h－24   

h－25  

h－26   

h－27  

椿宜高，Hooper Rり  
P18istow S．   

戸部和夫，李小明（＊1）  
大政謙次  
（＊1中国科学院）  
名取俊樹   

野原精一，矢部徹，  
安類智仁（＊1）  

（■1尾瀬保護財団）  
野原精一   

野原精一，矢部徹，  
広木幹也（り），  
仙igham D．F．（＊2）】  
VerboevenJ．（＊3）  

（＊1生物圏環境部，  
＊2スミソニアン協会，  

日本藻類学会第22回大 ＝l  

国立環境研究所カルチャー  
コレクションにおける微細藻  
類系統保存の現状と問題点   

由美（＊1）  

広木幹也，渡辺倍  
（輩1（財）地球・人間環境  
フォーラム）  
矢部軌源耕一（■1），  
高安克己（暮1），  
国井秀伸（霊1），  
田崎和江（＊2）  

（事1島根大，事2金沢大）  
矢部徹，野原精一，  
安演習仁（＊1）  

（事1尾淑保護財団）  
須田彰一郎（♯1），  
渡辺倍  
（り（財）地球・人間環境  
フォーラム）  
野崎久義（り），渡辺信  
（＊1東京大）  

軍45回日本生態学会  海産大型植物に対する重油  
付着の影響一重油流出，緊急時  
に何ができるのか－  

デフアレンシヤルGPSを活  
用した湖沼調査法一局瀬沼に  
おける事例－   
ガス胞を有する淡水産浮遊  

性シアノバクテリアOscillat  
oriaグループの脂肪酸組成に  
よる分類について   

形態的データとDNA塩基配  
列データに基づく微細緑藻類  

b－Z9  

同講演要 旨菜   
同講演要  
旨集  

同講演要  
旨菜   

日本陸水字金策63回大  
＝て   

日本微生物男源学会弟  
4回大会  

甘木微生物資源学会第  
4回大会  

ムー32  

然分兢体系と  
キムの稽古  

の種レベルの自  
システムの  
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水の率を形成す  
微生物分類研究会策 回研究集会  

微生物分  
頬研究会  須田彰一釦（＊2），  

李仁輝（★3），  
渡辺眞之（叫），  
小柳津広志（り），  
松本聡（＊1），渡辺信  
（＊1東京大，  
＊2（財）地球・人間環境  
フォーラム，＊3筑波大  

事4国立科学博物館）  
張暁明，野崎久義（才1）  
三沢計治（＊1），渡辺信  
（＊1東京大）  

野崎久義（り），渡辺信  
（＊1東京大）   

WataJlabe軋皿．  

クテリア，Microcystis属の分  
類に関する再考  

無色鞭毛藻の形態，捕食特  
性と系統分朋  

単細胞緑藻C一山or8gOniu皿届  
の客観的な種の識別基準と種  
レベルの百方誉分煩体系の確立   
The network approach  

rDr understanding  
microbialdiversityin  
Asia   
Studies on the  

morphology and pllylogeny  
Df the colorless  
flagellate Aulaco皿OnaS  
Skuja   

微生物分類研究会第17  
回研究果会   

微生物分類研究会策17  
回研究集会   

Inし．Conf．Asian  
Networkト1icrob．Res．  

1nt．Conf．Asian  
Network Microb．Re5．  

土浦  

土浦  

Yogyakarta  
，Indone5ia  

Yogyakarta  
，In血nesia  

微生物分  
突戻研究会   

微生物分  
類研究会  

9．11  

菟∴‖川  

10．2  

Zhang X．，NozakiH．  
（＊‖，Liu Y－D．（＊2），  
Aparat H．（＊3），  
甑tanabe H．Mリ  
（りUniv．Tokyo，  
＊21nst．Hydrobiol．P．  
R．China，＊3Thai．Inst．  
Sci．Tech．Res．）  
MDriF．（＊1），Sakurai  
Y．（書1），Erata H．（＊‖，  
Watanabe H．M．  
（＊1GlobalEnviron  
FDrum）  
大塚重人（＊1），  
須田彰一郎（＊2），  
李仁輝（＊3），  
渡辺眞之（＊4），  
小柳津広志（＊1），  
松本聡（＊1），渡辺侶  
（＊1東京大，  
＊2（財）地球・人間環境  
フォーラム，＊3筑波大，  

叫国立科学博物館）  
李仁輝（り），渡辺信  
（ヰ1筑波大）  

樋口達男（＊1），  
近藤洋一（＊2），  
野崎久義（＊3），渡辺信，  
川村貿（キ1），  
久保田昌利（＊1），  
加崎英男  
（事1長野県衛生公告研，  
＊2野尻湖ナウマンゾウ  
博，＊3東京大）  
須田彰一郎（＊1），  
渡辺信  
（＊1（財）地球・人間環境  
フォーラム）  
渡辺信  

h－ 38  Cryop「ese「vation8f  
CyanObacteriaand町een  
algae in the 
NIES－Collection  

Mic「DCyStis属（ラン藻煩）  
のほ分類に関する再考   

Int．Conf．Asian  
Networkト1icrob．Res．  

YogyakarLa  
，1ndonesia  

h－3g  日本藻類学会第2Z同大  

h－40  浮遊性シアノバクテリアAn  
8baemaの一種，A．euco叩aCta  
について：その形態的，生理  
的，生化的及び退伝的特性   
野尻掛こおける車軸藻類の  

復元活動   

日本藻類芋全売Z2回大  

日本藻類学会舞22同大  
こ【  

h－41  

h－42  水の華を形成するCyanobac  
しeria，Oscillatoriaの16S  
rDNAsequenceによる分類  

アジアの湖沼に発生するア  
オコとその捕食者の分鰯と系  
統  

野尻湖における中軸藻類ホ  
シツリモの再生に向けての検  
討1ⅠⅠ，付着微生物  

微生物分類研究会舞18  
回研究集会  

理研シンポジウム「ア  
ジア地域における微生  
物多様性研究と利用の  
新展開」  
日本藻類学会第23回大  
二；  

富士吉田  微生物分  
甥研究会  

h－43  

h－44  樋口迫男（＊1），  
酒井昌幸（＊2），  
近藤洋一（＊3），  
野崎久義（＊封，渡辺信，  
久保田昌利（＊1），  
加崎英男  
（＊1長野県衛生公望研，  
＊2野尻湖水琴復元研究  

会， ＊3野尻湖ナウマンゾウ  
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同発表要  
旨異   

同講演予  
稿集   

Abstract  
5  

Preprint  
Voll皿e  

preprint   
VDlume  

日本地理学会秋季学術 大会  日本気象学会秋季大会  
日本の近世以降の土地利用  

変化がもたらした局地的な気  
候変動   
日本の近世以降の土地利用  

変化がもたらした局地的な気  
候変如   

Region81War皿ing  
Related witb Land Use  
Change duringRecent150  
Ye8rSlmJapan   

Regional Warming 
Related witllLand Use  

．  

Years in Japan 
Urban He8t Environme止  

Simulation for Three  
．  

．  

Air Po11ution且ndits  
effects an crops in 
Cbongqlng，China   

三上岳彦（＊1）  

（＊1東京都立大）  

一ノ瀬俊明，  
浦野明（＊‖  

（＊1大成建設）  

Ichlnose T．  
（Toshiaki）  

Sy叩．AれReg．ClimatD  
l．  

2nd Urban  
Emviron，Synp．血．Mete  
qr（】1．Sく）C．   

2nd Urban  
Environ．Sy叩．血．H巳te  
orol．Soc．  

第39回大気環境学会年  
＝言  

i－ 4  Icllinose T．  
（Toshiaki），Urano A．  
（事1）（＊1TaiseiCorp  

）  

Uran8Å．（＊1），  
Ichinose T．  
（Tosbiaki），HanakiX  
（■2）（＊1Tai5eiCorp  
，＊2Univ．Tokyo）  
Zheng Y‥Last F．T．  
（♯1）βarn巳SJ．D．  
（＊2），Shimizu H．  
（＊1Edi皿burgh Uni仇  
UK．♯ZUniv．NewcDStel  

i－ 5  

i－ 6  

UK）  
稲継理恵（事1），  
清水英幸，  
近藤矩朗（＊1）  

（＊1東京大）  

川島美香（＊1），  
武田幸作（＊2），  
清水英幸，  
近藤短朗（ヂ1）  

（＊1東京大，  
＊2東京学芸大）  
川島美香（＊1），  
武田幸作（＊2），  
清水英幸，  
近藤矩朗（＊1）  

（暮1東京大，  
＊2東京学芸大）  
顆継理恵（＊1），  
清水英幸，  

同研究発  
表記録  

同研究発  
表記録  

日本植物学会策62回大  

日本植物学会講62回大  
ノゝ  

W－Bによる植物の成長阻害  
に対するW－A／可視光の影響  

W照射により誘導されるフ  
ラボノイドの解析   

i－ 7  

ト 8  

日本植物生理学会199日  
年度年会および策39回  
シンポジウム  

Wストレスと植物の活性酸 素解毒能との関係   

i－ 9  

同講演要 旨異  

同講演要  
旨異   

同講演要  
旨集   

同講演要  
旨集   

日本植物生理学会1999  
年度年会および第39回  
シンポジウム   

日本蔚苔煩学会策Z7回  
高知大会   

第39回大気環境学会年  
＝ざ   

発39回大気環境学会年   

W一別こよる植物の成長阻書  
に対するW－Å／青色光の影響  

奥日光地域における爵苔煩  
フロラのデータベース化  

波照間島・落石岬における  
温室効果ガスのベースライン  
モニタリング   
波照間・諸石岬観測局にお  

ける温室効果ガス計測システ  
ムの構築と運用  

ト10  

近藤矩朗（＊1）  

（事1東京大）  

杉村康司，清水美事，  
樋口正信（＊1）  

（♯1国立科学博物館）  
藤沼康実，井上元，  
鴬田仲明（＊1）  

（＊1大気圏環境部）  
織田伸和（＊1），  
萩原富司（＊1），  
斎藤重雄（幕1），  
田野中武志（＊Z），  
藤沼康実，  
鷲田仲明（＊3）  

（♯1地球・人間環境フォ  
ーラム，  

＊2㈱グリーンブルー，  

＊3大気圏環境部）  
小倉堪（＊1），  
古橋親等（り），  
勝本正之，遠藤浩，  

藤沼康実  
（事1富士通エフ・アイ・  

ピー㈱）  

古癖規噂（＊1），  
勝本正之，橋本正札  

藤沼康実， 鵜野伊津志（＊Z）  
（＊1富士通エフ・アイ・  

男39回大気環境学会年 会  

波照間・詣石岬観測局で得  
られるモニタリングデータの  
データベースシステムの構築   

ト14  

第39回大気環境学会年  

対流圏モニタリングデータ  
評価のためのエアーマス解析  
システムの開発  

ト15  
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橋本正雄，遠叫  
古橋規専（輩1）  

波照間島・落石岬  
第39回 会  

大気環境学会年  
るエアーマスの流跡紐解析  

藤沼康実  
（＊1高士通エフ・アイ・  

ピー（槻）  

勝本正之，楠本正雄，  
藤沼康実   

随t5し皿D仁8日．，  
Fujin皿a Y．  

YokDta TりS11ヱuki祖．  
（＊‖，Ⅳakaj血H．  
（＊1），Sasano Y．（象1）  
（＊1GIDbalEnvirロn．  
Div．）  
Yokota TリSuzuki軋  
（＊1），Kanzawa H．（＊2）  
Sasano Y．（象1）  
（ヰ1GlobalEnviron．  
Div．＊2At皿OS．Environ  
Div．）  
Yokota T．，甑kajima  
H．（＊1），Suzuki軋  
（＊2），5asano Y．（＊1）  
（キ1GlobalEれViFUn．  
Div．，事2NASDA）  

鈴木睦（り），横田達也  
水戸省一（＊2），  

某省克則（＊2），  
伊藤戌裕（＊3），  
梶正則（＊3）  

（★1手偏開発事業乱  
幕2松下技研（軌  
ギ3富±通FIp㈱）  
YokDta TリSuzukiH．  
（＊1），仏jiM．（＊2），  
Sasano Y．（＊3），  
（＊1仙SDA，＊2Fujit5u  
FIP Corpり＊3GIQbal  
EnvirDn．Div．）  

横田達也，椿広計（＊1）  
笹野泰弘（★2）  

（＊1筑波大，＊2地球グ）  
横田達也  

Yokota T．，Sasano Y．  
（ヰ1）（■1Global  
Environ．Div．）   

温室効果ガス等に関するモ  
ニタリングデータの集計方法  
の検討   

GlobalEnviron皿ental  
Monitoringandけs Data  
lnLor皿atiDn Syste皿in  
CGER一パ1ES  

11ASI）ÅTÅRETRIEV帆  
STATUS  

策39匝玉大気環境学会年  

BICER，BDP＆D‖仲A  
Jt．1nt．5y叩．Lake  
BAIKL   

21st  
山1nU．Rev．Conf．At皿DS．  
Trams皿．抽】dels  

32nd  
Sci．A5Se皿．COSPAR  

同講演要  
旨菜   

Abstruct  
S  

Åbstract  
5  

ト19  

ト20  IuS data co皿Parisons  
With CIRA and oth巳r data  
SeモーS   

ト21  SO凡E PROBL蝕S 川  
SPECTROSCOpIC DATA  
即COU〃TERED BY THEl【AS  
DÅTÅPROCESSl吊G   

【m5，lLAS－11の赤外分光器  

の信号処理   

Hitran DaLabase Conf．  Hitran  
Database  
Colげ．  

同講満論  
文集  

ト22  

ングシンポジウム  第24回リモートセンシ   

ト23  NOlSE AEOUCTlON IN THE 
DATA OF THE SATELLITE  
SENSOR A8EOS／IuS FOR  
OZONE uYER MONITOR川G  

皿EOS衛星搭載センサー1LA  
Sのデータ処理におけるき呉差  
評価（その3）   

温度のリモートセンシング  
現状と最新技術～衛星による  
大気温度測定を中心に～   
Signal ProCrssing of a 

Satelliし巳SensorlLAS for  
Polar OヱOne Layer  

1998Int．Symp．Noise  
R巳duct．Ⅰ皿aglng．＆  
Commun．Sy5t．  

（社）日本リモートセン  
シンク芋会策25回芋術  
講演会  
讃104回温度計測部会  

Prog．Electroma卯etic  
S  

Re5．Symp．（PIER51999）  
河onitorin  

r－ 3月j －   



7．5 特許等  

発  明  昔   発明の名称   結締繕牧馴  粧汁貯ぢ・  出噂軒H  細邸番サ   

L1  卜1抽  流れ組側職≠の供給ソナは及び装嗣   HlO．710  2799q27  H7．9．7  7、135721   

（地域環境研優ゲル【プ）  

■所摘はいずれも損駆出  
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［資  料］   



1．予  算  
（単位：千円）  

区  分   平成6年度  平成7年度  平成8年度  平成9年度  平成10年度   

運 営 費   6．509．801  8，192．708  7．456，167  7，987．210  8，490，771   

1．人に伴う経費   2．124．116  2，208，190  2．276．065  乙347，722  2．357，923   

（＝ 人件費   2，115、287  乙199、356  2、267、271  2、338．729  乙348．925   

（2）人当庁費  8，829  8．834  8．794  8，993  8．998  

2．一般事務処理費  329，223  344，883  347，563  357，937  363月96  

3．環矧青報関係経費  411，660  508，589  509，323  549．534  549，259   

（1）情報収集等経費   31，586   31．586   31，586   32．177   32．177   

（2）情報処理軽費   349．036   349．057   308，798   355，606   354．751   

（3）インターナショナル・リブ7ラルシステム経費   1，060   1，060   1．060   1，075   1．075   

（4）自然環境保全総合データベース経費   3．232   3，237   3．241   3，299   3，305   

（5）環境情報提供システム経費  26，746  123，649  164．638  157．377  157，951  

4．研究費  587．082   1．637．003  693，660  7巨；6．466  912．788   

（1）人当研究費   223．957   226．437   228，261   237．567   241．175   

（2）経常研究費   28．674  1，04乙756   28．674   28，758   28．676   

（3）特別研究費   287，722   288．076   289．糾1   290，996   397，982   

（4）開発途上国環境技術共同研究費   46，729  79，734  99，331  101，098   81．125   

（5）重点共同研究費  47、583  89．888   99，Z14   

（6）革新的環境監視計測技術先導研究費  38，159  29，531   

（7）環境修復技術開発研究費  35．085  

5．大型特殊施設関係経費  ユ，289，585  1，457．425  

6．地球環境研究センター経費  1．667，871  

（＝地球環境研究交流推進等経費   22，628   22．642   22．653   22．694   22，707   

（2）ヂ」夕べース経費   116，688   159．936   166．249   186，026   154，282   

（3）スーパーコンピュータ経費   775．275   780．090   798，136   815，847   952．242   

（4）地球環境モニタリング経費  753．280  965，735  

7．環境研修センター事務処理費  85，870  89．068  92、557  94．130  94，459  

8．研修費  14．394  19．822  28．502  9乙992  103，118  

施設掛橋資（環境庁研究所施設費）  205．215  463．132  254，989  

施設整備費（官庁営繕葉）  0  40，由6  29．813  43，336  

移管経費  1．357，125  

注）補正予算額  
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3．国際交流及び協力等   

（1）国際会議（国立環境研究所主催・共催の主な国際会議）  

国際会議名   開催地   場 所   開催期間   

加速器質量分析法の新展開に関する国際ワークショップ   茨城・つくば  国立環境研究所ほか  11．1．6－ 8   

第2回「海洋と二酸化炭素」国際シンポジウム   茨城・つくば  つくば研究交流  
センター   

東アジアにおける土地利用変化研究のための基礎情報とモデルに関する  茨城・つくば  国立環境研究所   11．1．25   

国際ワークショップ   

第13回地球環境研究者交流会講   茨城・つくば  国立環境研究所   11．3，18   

「二酸化炭素と植生一植生の吸収源評価と植生影響に係わる最新の国   
際アプローチー」   

第l回海洋環境に関する共同研究についての日中合同ワークショップ   東京   芝パークホテル  1l．3．18－19   

有害藍藻壌に関する国際ワークショップ   茨城・つくば  国立環境研究所  11．3．24一之5   

ダイオキシン類の健康1）スク評価に関するNIES／CRESTワークショップ  茨城・つくば  国立環境研究所   11．3．30   

（2）国際共同研究（二国間環境保護協定・科学技術協定等で実施されている国際共同研究）  

国  名   課 題 名   相手先機関名等   担当部等   

アメリカ合衆国  海洋モニタリングのための標準試料の作製と評価   米国海洋大気局   地域環境研究グループ  

微生物を活用する汚染土墳の浄化技術の開発   テネシー大学   水土壌圏環境部  

地球規模ベースライン大気中温室効果ガスの高精度測定  米国海洋大気局   地球環境研究センター  

地域社会の雁患率に及ぼす温暖化の直接影響の研究   米国環境保健研究所  地域環境研究グループ  

森林伐接が湖沼生態系に及ぼす影響   アラスカ大学   地域環境研究グループ  

渥地生態系における生物多様性と栄養塩循環への人為影響  
評価   

ファイトトロン研究ネットワークの構築   デューク大学   生物圏環境部   

イ ギリ ス  酸性雨による建造物からの有害金属溶出形態に関する研究  シェフイールド大学  地域環境研究グループ  

J，＝ゴ～ノ。NMR分光法の開発とその環境健康問題への適用  ケンブリッジ大学   環境健康部  

ヒトにおける微量元素及び金属結合タンパクの代謝に及ば  環境健康部  
す環境汚染の影響   

藻墳と原生動物   淡水生態学研究所   生物圏環境部   

イスラエル  超音速自由噴流法の環境計測への新しい応用に関する研究  テルアビ7■大学   化学環境部   

オーストラリア  海洋環境中の微量元素の生物地球化学的研究   西オーストラリア海洋研究所  化学環境部  
地域環境研究グループ  

地球環境モニタリングに関する研究協力   CSIRO   大気圏環境部  
地球環境研究センター  

微生物多様性（特にシアノバクテリア）の総合データベー  
スの構築   

オ ラ ン ダ  渥他生態系における生物多様性と栄養塩循環への人為的評価  ユトレヒト大学   生物圏項境部   

カ  ナ  ダ  北太平洋における大気・潅水間の二酸化炭素交換の研究  海洋科学研究所   地球環境研究グループ  

極の日の出時（ポーラーサンライズ）における北極大気  大気頃境局   化学環境部  

北太平洋海域における化学物質の動態解明   ブリティッシュコロンビア大学  化学環境部  

遺伝子工学を用いた環境汚染物質の生体影響評価手法の開  
先に関する研究   
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国  名   課 題 名   相手先樅関名寄   担当部等   

韓  国  日韓フェリー船舶による海洋環境のモニタリングに関する  地球環堰研究グループ  
研究   

東アジアにおける大気中の酸性・酸化性物質の航空機・地  韓国科学技術研究院  地球環境研究グループ  
上観測   環境研究センター  

先端産業関連物賀の健康影響に関する研究   国立慶尚大学校   地域環境研究グループ  

景観評価の国際比較（日本列島と朝鮮半島を例として）  国立鹿北大学校   社会環境システム部  

韓国における有機スズ汚染と巻き貝類のインポセックスの  地域環境研究グループ   
解明   

スウェーデン  人間活動の増大に伴う重金属暴露の健康リスク評価   カロリンスカ研究所  環境健東部  

九～，か〃系を用いたリスクアセスメント手法の開発   ウプサラ細胞毒性研究所  地域環境研究グループ   

ス ペ イ ン  環境汚染の生理学的影響の評価手法の開発   バルセロナ自治大学  環境健靡都   

中  国  中国の国1背に合う排水処理プロセスの開発に関する研究  環境杵学研究院   地域環境研究グループ  

中国の国情に合う高効率低コスト新排水高度処理技術の開  環境工程研究所   地域環境研究グループ  
発に関する研究   精華大学  

中国の国情に合う土壌浄化法を組み込んだ生活排水高度処  中国科学院沈陽応用生  地域環境研究グループ  
理システム開発に関する研究   態研究所  

環境標準試料の作製と評価   中日友好環境保全センター  地域環境研究グループ  

乾性降下物の現状調査及び測定方法の確定   中日友好環境保全センター  大気圏環境部  

東海環境モニタリング共同研究及び海洋生態多様性の保護  国家海洋乱 青島海洋大学  水土壌圏環境部  

中国における肺癌発生増加のリスク国子の解明に関する分  地域環境研究グループ  
子疫学的研究   

中国における環境汚染による健康影響とその予防に関する  
調査研究   

重金属による人の健康影響に関する日中共同研究   北京医科大学・  環境健麻部  
環境医学研究所  

中国太湖流域のバイオ・エコエンジニアリング導入による  水土壌圏環境部   
水環境修綬技術開発に関する研究   

ド  イ  ツ  レーザーレーダーによる成層圏オゾン監視に関する研究  ドイツ気象庁ホーユンパイ  
センベルク気象観測所   

衛星，航空横センサー等による極地オゾン層観測研究   連邦教育科学朝究技術省  地球環境研究グループ  

給物質収支に関する日独比較研究   ヴソバータール気候環境エ  
ネルギ一研究所   

環境負荷の評価手法   連邦環境庁   社会環境システム部  

地球温暖化に係わる大気組成の変化に関する研究   バイロイト大学   大気圏環境部  

閉鎖性水域における富栄養化に関する研究   カールスルーエ核研究セン  
クー   

大気微量気体の衛星掛則（ADEOSプロジェクト）   アルフレットウェゲト研究所  地球環境研究グループ   

ノ ル ウ ェ ー  成層圏オゾン層観測データの解析に関する研究   ノルウェー火気研究所  地球環境研究グループ  

地球環境データベース   GRID7－レンダール  地球環境研究センター   

フィンランド  酸性囁胤二おけるコケ植物の重金属蓄積に関する研究   ヘルシンキ大学   地球環境研究グループ   

フ ラ ン ス  衛星からのオゾン層観測   CNRS・マリー／ビエー  
ルキュリー大学   

大気汚染物質による肺障害評価   アーマントウルーソ一病院  地域環境研究グループ  

シアノバクテリアの化学分類及び分子系統に関する研究  パスツール研究所   生物圏環境部  

植物の環境適応機構の分子生物学的研究   ピカルデイ一大学   生物圏環境部   
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国  名   裸 足巨 名   相手先機関名等   担当部等   

フ ラ ン ス  環境大気およぴフレーム中の中間生成体に関する研究   ピエール＆マリー・キューリー  

大学   

ポーラ ンド  植物の大気環境ストレス耐性の分子機構に関する研究   育種馴化研究所   地域環境研究グループ  

大気汚染物ち酎二よる健康リスク評価手法の確立   労働・環境僚船研究所  環境健康部   

ロ  シ  ア  バイカル国際生態学研究センターにおける国際共同研究  陸水学研究所   化学環境部  

凍土地帯からのメタン発生量の共同観潮   凍土研究所   地球環境研究センター  

湿地からのメタン放出のモデル化に関する共同研究   微生物研究所   地球環境研究センター  

シベリアにおける温室効果気体の航空機軒別   中央大気観測所   地球環境研究センター  

極東地域の河川・湖沃・渥地生態系保全に関する基礎研究  生物学・土壌学研究所  生物圏環境部  

極東シベリアの森林が地球環境に及ぼす影響の評価に閲す  
る研究   

（3）国際協力協定等  

国 名 等   研究所間 の共同研究   
イ  ン  ド  MenlOrandunlOfUndt！rStandingbetwetlntheIndianCouneilorAgriculturalRcscarchandtheNationaH】1StittLte  

forEnvironmentaLSttLdiesrorCo】】aborativeResearchonDeserti（ieation（1993）．   

カ  ナ  ダ  Agl・eementL）etWeenNatiorlalInstituterorEnvironmerltalStudiesandInstituteofOeeanScieneies（1995）．   

韓  国  ImI）1cnlentirlgA】JrangemCnし】）etWeen theNationalInstitute for EnvironmentalStudiesofJapan and theNa  
tionalInstitl】teOIEnv行onmentalResearchoftheRepublieofKoreatoEstablishaCooperative Framework  
RegardingEnvironmentalProteetionTechnoLogies（1988．andrevisedin1994）．  

AgreementforCollaborativeResearehtoDeveLopaKoreanGrccnhouseGasEmissionMode）．KoreanEnerg）′  
Economicslnstitute（1994）．   

国 際 連 合  MemorandumofUn血l、Standingz．eferringtotheEstabliゝhmentandOperationofaGRIDpcompaLibleCenlT－ein  
J叩an（1991）．   

タ  イ  Mtln10randumo（UnderstandingbetweenKaseLsartUniversLty，Bangkok．ThaiLandand Nationallnstitutc for  
E【lVironmenta】Studies．」apan（NIES）rorCoILal）OrativeResearehonMicroalga】andProtozoanBiochcmisしⅠ・y  
andToxicology．S〉r㍉tematicsandDiversitl′．andAl）p】ieation（1995）．   

中  国  AgreemerltforCoLLaborati＼・eRescarchしOdevelol）aChineseGreenhouseGasEmissionMode）．EnergyResearch  
lnstituLeorChina（1994）．  

Agreementon Coo】）CZ■ativeReseareh Projects between theNationalInstitute（or EnvironmentalSしudies．En一  
、・irol－mentAgencyorJaI）anandthelnstituteo［Hydrol）iology，ChineseAeademyofSeiences（1995）．  

MemorandumofUnderstaTldillgl）etWeenlnstituteofHydrobioIog〉r．ChincseAcademyofSeiences，PeopLes’s  
Repub）ico（China（1HBCAS）andNationa】InstituterorEn＼・ironmenta】Studies．Japan（NIES）forCoLlabora・  
tiveResearchonMicroalgalToxicology．SystematicsandCultureCo11ect（1995）．  

MemorandumorUl－de］’standhgl）et、VeヒnInstituteo（RemoteSensingApp王ications．ChineseAcadem）rOrSciencc．  
Peot）1elsRepubLicorChina（IRSACAS）andNationallnstituteforEnvirollnlentalStudies，Japan（NIES）for  
CoLlaborati、reRescarchonDeveIopmentofRemoteSensirLgandGISSystemsforModelingErosioninthe  
ChangJianRiverCatchment（1996）．  

MemorandullOfUndersta】1dingt）etWeenChang）iangWatcrResourcesCommission，MinistryorWaterResour－  
CeS，People’s ReF）l】1〕1ic orChina an（1NationalIllStitute for Environmenta）Studies，Japan for Co11aborative  
ResearchonDel▼elopmentsofMonitoringS〉′StCmSandMathematica】ManagenlentModelforEnvironmentsin  
Rive■・Catchment（1997）．  

MemorandumorUnderstandingl）etWeenNationallnstituterol・EnvironmentalStudies．Japan（NIES）a】一dChinese  
ResearchAcadcmyofEIIVironmentaLSciences，PeopIc’sRepablicofChina（CRAES）forCol】aboI◆ati、′eReseareh  
onAd＼▼anCedTreatmentofDomt・SticWastewater（ユ997）．   

マ レー シア  Men10randLLmOrUnderstandingbetweentheForestRescarchinstituteMalaysia（FRIM）．theUniversityPer  
tanianMa】aysia（UPM）an（ltheNationalInstitutefo一■EnvironmentalS［udies，］apan（NIES）forColtabora－  
tiveResearchonTrot）icaLForestsandBiodiversiLy（1991）．   
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国 名 等   研究所間の共同研究   
ロ  シ  ア  AgreementonaJointGeoehemicalResearchProgram；lmpactofClimaticCharLgeOnSiberianPermarrost  

EcosystemsbetweenthePermaLrostInstitute・SiberianBranch，RussianAcademyofSeiences，Russiaandthe  
NationallnstituteforEnvironmentalStudiesJapan（1992）′  

AgreementonaCooperativeResearchProjectbetweentheCentralAerologicalObservatory，Comittecfor  
H）rdrometeorotogyandMonitoringorEnvironment、MinistryofEcologyarldNaturalRヒSDureeS．RLISSiarlFedera・  
tionandtheNationatlnstituterorEnvironrnentalStudies．Japan（1992）．  

AgreementonCooperativeResearchProjectsbetweenNationaHnstituteforEnvironmetalStudies，EnvironL  
mentAgencyofJapanandInstituteofAtmosphericOptics，RussianAcademyofScienees（1997）．   
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（4）外国人研究者  

1）研究所   

①招へい外国人研究者  

国  名   氏  名   受入担当者   研  究  課  題   期  間   

韓  国  韓 眞伊（HanJinⅠ）   国本  学  脳アンキリンの発現と神経突起伸展を指標と  
した化学物質の毒性評価  

地球温暖化のシナリオの開発及び炭素税等の  
政策手段の導入方策   

中  国  曽 毅強（ZengYigiang）   向井 人史  中国における環境サンプルの炭素及びイオウ  
同位体比に関する研究  

極城中緯度域相互作用とオゾン層変動に閲す  
る研究   

謝   平（XiePing）   高村 典子  揚子江流域の浅い湖の生態系管理一濾食性魚  
による富栄養化のための実験的研究  

長江流域の水文地形学的ネットワークの解析   

胡 征宇（HuZengyu）   渡遵  信  糸状緑藻の分子系統   11．3．1－11．3．30   

ド  イ  ツ  GerhardMorgenroth   柴田 康行  加速器賓量分析法による微量環境試料の＝c  
測定   

フ ラ ン ス  Ler（】VreFranck  笹野泰弘  
層観測センサーILAS観測データを用いた北  
桓域オゾン層変動の解析  

Sablier．Miche）Claude  藤♯敏博   
の検出と定量   

ベ ト ナ ム  Ⅵ′ichienYongmani   渡通  信  有害シアノバクテリアの大量培養と毒生産  11．2．25－11．3．26   

ポーラ ンド  ヒ〉・bkaKryst）7na   中嶋 信実  穀類幼苗の紫外線に対する耐性機構の生理・  
分子生物学的研究   

ロ  シ  ア  A】exandro＼′Geor糾i   井上  元  世界の森林の正味のCO2フラックス見積りの  
ためのモデル開発  

Maks〉rUtOVShanli11  

季節的，短期間変動に関する地球レベルのト  
レーサー輸送の研究  

Sorakin Mil;hail フィールドリサーチのためのC軋測定システ  
ムの開発   CO2，CH小COの垂直プロファイルにおける  

（多寄員研究員  

国  名   氏  名   受入担当者   研  究  課   題   期  間   
アメリカ合衆国  PauletteMurphy   野尻 幸宏  北西太平洋の海洋生物化学過程の時系列観測  10．4．1－11．3．31   

韓  国  金 淑陽   木幡 邦男  東京湾底泥の色素分布   10．4．Z－11．3．31   

中  国  丁匡】際  徐開欽  
の高度化技術構築の基盤となる付着微少動物  
の探索と定着化活用システムの開発  

王育三曜  清水英幸   
究   

ベ ル ギ －  D汗k Mathildk Hendl・ik   近藤 美別  陸上輸送システムの環境負荷低減に資するデ  10．5．18－11．3．31  
VanGogh  ザインの具現化に関する研究   
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③共同研究員  

国  名   氏  名   受入担当者   研  究  課  堪   期  間   
アメリカ合衆同  Piver Warren   安藤  満  地球温噴化による人の疾病に対する影響   10．9．ユー10．10．17  

Welch Eric W．   接藤 典弘  公共の環境施策等に対応し環境・経済高効率  
化のための企業等組織が取る行動   

イ ギリ ス  Came】一OnOlVビnK）7le  森田恒幸  
ジア地域の役割と日本の産業界の環境戦略の  
効果に関する研究  

PLaistowStewこIrtJohn  梓宜高   
究   

イ  ン  ド  PandeyRahul   森田 恒幸  地球温暖化に関するアジア太平洋統合モデル  
（AI九1）におけるインド・モジュールの開発   

Anuradha Dhanasビkaran   平野婚史郎  
Cunnigaipur  現  

Prabhakaran Krishnan  兜眞徳   
る研究  

SarkarShtねhashish  米元純三  
亜鉛による防御  

RanaAshish  森田恒幸   
ギー・経済・排出シナリオの分析  

ChatLerjeeAmit   環境中ヒ素の化学形態の解明と効率的除去方  
法の開発   

SundramAru）mozhiraja   藤井 敏博  ダイオキシンの構造，エネルギー及び反応  10．4．1”11－3．31  

lana Nihar R 遠山 千春  ホルモン様環境化学物質の雄性生殖機能への  
作用機序   

NarnboothiriParar】1eSWaran  
する観測的研究  

SubramanianSi＼raTleSan   常田伸明   
を用いて大気微量性敏の光酸化過程の解明   

イングランド  HooperRowanEarle   椿  宜嵩  寄生虫抵抗性の棟内変異に関する研究   10．4．1－11．1．31   

ウズベキスタン  KareevMikhailSergeyevich  藤井 敏博  Li十イオンの付加反応を利用したプラズマ及  
び大気中非発光フリ【ラジカルの検出と完量   

オーストラリ7  RobertsonBronwyn   渡連  信  生物多様性評価モデルとしてのシアノバクテ  
リアの分子分類と系統   

カ  ナ  ダ  CherianM．George   遠山 千春  重金属の解毒における重金属結合タンパク質  
の役割   

韓  国  丁 大府OuNGTaeYong）  森田 恒幸  韓国温室効果ガス排出モデルの開発と温暖化  
対策の日韓の協力のあり方に関する研究  

金 白虎（KimBaik－Ho）   浅い富栄養湖霞ケ浦での生物相互作用及び生  
物と水質の関係の解析   

金 漢純（KimHanSoon）  高村 典子  魚の生息しない系での植物プランクトン群集  
の動態一黄色鞭毛の季節・日周変化  

日本における八景の地理的分布と景観構造の  
比較   

ス ー ダ ン  Suliman Fakhr E）dinOsman  相馬 悠子  大気中有害有機汚染物質自動モニタリングの  
ための測定法の開発と改良   

中 国  稲森悠平  
増殖速度の遅いタイプに着目した新しい徴生  
物分離培養法による脱リン菌等の新規有用微  
生物の探索  

中 国   畠山史郎   
ための共同研究   
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国  名   氏  名   受入担当者   ■l     ．■   ＝≡   期  間   

中  国  薫 旭輝（DongXし1htli）   畠山 史郎  モデル地域における室内外の環境影響評価に  
関する共同研究  

何 曜武（Hel′aoW宣   CHl，Nご0発生制御のための有機系廃棄物の  
循環処理技術の開発  

孔海南（KongHaiNan）  盲屈地鼠土壌トレンチ，酸化池等のエコエン  
ジニアリングシステムを用いたC叛，Nご0発  
生抑制才支術開発  

呂錫武（1．uXi・Ⅵ√u）   CHいNコ0抑制のための汚水，汚泥の適正処  
理技術開発  

持続可能な発展のための環境アセスメント及  
ぴその指標  

張宝旭（Z】－allgl主aoxu）  紫外線と有害化学物質との複合暴露による発  
ガン過程に及ぼす酸化的ストレスの寄与に関  
する研究  

焦合志UiaoNianzhi）   ピコプランクトン生態系の変動機構   10．4．1～11．3．31  

李  諒（LiLin）   大坪 囲順  華東地域の敏拡大に伴う土地利用変化の解析  10．7．1～11．3．3l  

浦 建明（PallJiannling）   渡辺 正孝  東シナ海における生物地球科学的反応過程  10．7．1～1！．3，30  

王勧学佃√a叩Qinxしlヒ）  大坪囲順  
ディジタル地図セットの構築  

王権（WangQuan）  渡辺正孝   

鄭 有斌（ZhengYoul〕血）   清水 英幸  地球温暖化による環境変動が森林構成樹木の  
生長に与える複合影響   

ド  イ  ツ  RaiHakⅢm封  笠井文絵  
電子伝達系活性と生体高分子生産に及ぼす紫  
外線の相乗影響  

Peter＼／oelger  杉本伸夫   
価   

フ ラ ン ス  ZilsR喋雨  常田伸明  
究  

NoelFChlaりイーHヒ】ene  渡辺正孝   
金属汚染物寅の挙動に与える微生物の影響に  
関する研究   

ベラ ルー シ  OshcheI）kovSergey   笹野 泰弘  大気光学センサーの最適波長選択に関する研  10．7．3－11．3．3l  
Leonidol7itcll  

ロ  シ  ア  Kataev h′1ikhail   井上  元  光学的手法による対流圏メタンの分布測定  10．9．4～11．3．3  

九lolotkov And】・eW O．   佐藤 雅彦  核内メタロチオネインの毒性学的役割に閲す  
る研究  

Ko11t■nOSSenkoAlexei   オゾントレンドヘの極域【中緯度相互作用の  
効果に関する研究  

LukyanovAlexandcr   化学輸送モデルを用いた北極域オゾン破壊の  
研究  

Be】0VaSlrethanaE．  シベリア大低地でのメタン発生に関与する微  
生物の多様性の解明  

GontcharovAndl・eiA．   微細藻類の生殖的隔離機構に基づく極多様性  
の解明   
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④研究生  

国  名   氏  名   受入担当者   研  究  課  題   期  間   

イ  ラ  ン  タイプアーマテイ   ≡森 文行  NMRによる生体の無侵襲診断手法研究   10．5．15－1l．3，31  

MohammadInlran   兜眞徳  
Zulkarnai】1Duki  Valvationの手法を用いて行う  

DikdikSetiaPermana  田村正行   
の開発   

中  国  姜 克集UiangKejun）   森田 恒幸  中国の二酸化炭素排出モデルの開発   10．5．15－11．3．31  

訪松財（YOUSongCai）  
党  

孫屁偉（SunLilVei）   高村典子   
る実験的研究   

バングラデイシュ  Alam Md Golam Mahbub  野尻 幸宏  霞ケ浦の食物連鎖が係わる重金属の生物濃縮  10．5．15－11．3，31   

2）環境研修センター  

国  名   氏  名   受入先   ■l     ．≡・   三   研修期間   

アルゼンティン  10．9．21－10．11．5  

インドネシア  

エジ プト  
WAHBArIanna  

エル・サルパドル  
ん1EZACar上anZa  

タ イ  

リ  チ  
lgueしaMACDONALD  

中 国  

フィリピン  

7’ラジル  

ベトナム  

MohdSUHAIh刑  

マレーシア  

メキシコ   
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4．委員会への出席等  

委  嘱  先   委  嘱  名   氏  名   

環境庁企画調整局  中央環境審議会専門委貞   西岡秀三  
21世紀に向けての環境ラベルのあり方に関する検討会委員   後藤典弘  
総合研究推進会議幹事   小野川和延．笹岡達男  

環境政策における経済的手法活用検討会委員   森田恒幸，日引 聴  

京都議定書国際制度検討会委員   川島康子  
バイオレメディエーション環境影響評価手法検討会委員   稲森悠平，矢木修身，中杉修身，  

佐治光  
環境測定分析検討会委員  森田昌敏  
地球温暖化のためのライフスタイル検討会委員   近藤美別  
環境測定分析検討会統一精度管理調査部会検討委貞   西川雅高，伊藤裕康，田中敦，  

牧野和夫  
伊藤裕康  

討分科会委員  

地球温暖化経済システム検討会委員  川島康子  
環境活動評価プログラム改訂検討委貞会委員   森口祐一  
エコビジネスの推進方策に関する検討会委員   後藤典弘  
環境の自然的構成要素及び環境への負荷分野の環境影響評価に関  若松伸司，森口祐一，渡辺正孝  
する技術検討委貞  

温室効果ガス排出量算完方法検討会検討委貞  西岡秀三  
環境測定分析検討会アジア地域途上国への精度管理手法導入支援  森田昌敏，中島興基，西川雅高，  
部会検討委貞   牧野和夫  

総合的環境指標検討会委員   西岡秀三  
自動車NOl総量削減方策検討会委員   若松伸司，森口祐一  

生物の多様性分野の環境影響評価に関する技術検討委貞全委員  渡追 信  
温室効果ガス排出量算定方法検討会委員   西岡秀三  

環境庁環境保健部  ダイオキシン類総合調査検討会委員   森田昌敏，連山千春  

化学物資安全性評価検討会委員   国本 学，白石克明，五箇公一  

化学物質環境調査総合検討会委貞   森田昌敏，中杉修身  

化学物質環境調査総合検討会（調査第一分科会）委員   矢木修乳 中杉修身  

化学物質環境調査総合検討会（調査第二分科会）委員   松本幸雄，田遠潔，白石寛明，  
堀口敏宏  

化学物質環境調査総合検討会分析法（火気系）分科会委員  田遠潔  
化学物質環境調査船合検討会分析法（水系）分科会委員   白石竜明  
内分泌挽乱化学物質問題検討会委員   森田昌敏，渡辺正孝  

ダイオキシンリスク評価検討会委員   森田昌敏  
ダイオキシンリスク評価検討会毒性評価等分朴会委員   森田昌敏，遠山千春  

PRTR技術検討会委員   中杉修身  
生態影響総合検討会生態影響Gt－P評価分科会検討委貞   畠山成久．菅谷芳雄  

生態影響評価分科会委員   畠山成久，車杉修身  

ダイオキシン類総合モニタリング調査検討会委員   森田昌敏，田連 恕．′ト野稚司  

成層圏オゾン層に関する検討会科学分科会及び環境影響分科会委  中根英昭，後藤典弘，青木康展，  
貞   常田伸明  

環境庁大気保全局  環境保健サーベイランス・局地的大気汚染健康影響検討会委月  森口祐一，新田裕史，小野雅司  

環境大気常時監視適正化検討会委員   間遠 潔  
浮遊粒子状物質総合対策検討会委員   若松伸司，福山 力   
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環境庁大気保全局   自動車排出ガス低減効果評価検討会委員   若松伸司，常田仰明，酒巻史郎  

ダイオキシン類長期大気曝露影響調査検討会委員   森田昌敏，遠山千春，田逢 潔  

大気汚染に係る東金尾等による長期曝露影響調査検討会委員   森田昌敏，田邁i架   

環境庁水質保全局   中央環境審議会水質専門委貞   稲森悠平  
水質分析方法検討会委員   森田昌敏，牧野和夫  

閉鍬陸海域水質保全検討会委員   稲森悠平，渡辺正孝  

農薬生態影響評価検討会委員   稲森悠平  
水環境に係る有害物質懇談会委員   森田昌敏，中杉修身．渡辺正孝  

今後の海洋環境保全の在り方に関する懇談会委員   森田昌敏，渡辺正孝  

土壌「f－のダイオキシン頼に関する検討会委貞   森田昌敏  
農用地土壌環境保全に関する検討会委員   服部浩之  
ナホトカ号泊流出事故環境影響評価総合検討会委眉   森田昌敏，渡辺正孝  

農薬登録保留基準設完技術検討会委員   白石克明  
農薬残留対策調査技術検討会委員   矢木修身  
水環境に係る微生物指標検討会委員   稲森悠平  
土壌汚染調査優等検討会委員   森田昌敏，中杉修身，矢木修身  

土壌・地下水汚染対策技術検討会委員   中杉修身  
海洋環境調査検討会委員   野尻幸宏．原島 省  

末査定液体物質査定検討会委員   森田昌敏   
環境庁自然保護局   東低雨対策検討会委員   佐竹研¶  

絶滅のおそれのある野生生物の還元・評価検討会委員   渡通 信  
野生生物保護対策検討会委員   高橋憤司  
自然環境保全基礎調査検討会委員   奥田敏碗   

内閣官房内閣外政審議  春田昌敏，白石寛明   
国   

日本学術会議  日本学術会議会員   合志陽叫  
IGBPシンポジウム実行委貞全委員   西岡秀≡  
IGBPコングレス実行委員会委員   西岡秀三  

国際エメックスセンター                 評議員   大井 玄   

経済企画庁   リサイクルワ∬キング・グループ委貞   増井利彦   

科学技術庁   地球シミュレータ部会委員   井上 元  
科学技術フォーラム企画委員   青木妹尾  
バイカル湖の湖底泥を用いる長期環境変動の解析に関する国際共  河合崇欣．高松武次部  
同研究推進委員  

成層圏プラソトフオ【ム開発協議会地球観測部会委員  井上元  
成層圏の変動とその気候に及ぼす影響に関する国際共同研究（第  中根英昭，神沢博  

二期移行課題）研究推進委貞  

清水英宰      地球観測データのデータベース化に関する研究推進委員会委員  
内分泌撹乱物質による生殖への影響とその作用機構に関する研究  森Ⅲ昌敏，白石貴明  
結合推進委月  

兜眞乳新田裕史  
査推進委貞  

渡通信  
基盤研究推進委月  

稲森悠平  
に関する研究総合推進委月   
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防災科学技術研究所  大井 玄  
地球温暖化の原因物質の全球的挙動とその影響等に関する観測研  杉本伸夫  
先における検討委貝  

放射線医学総合研究所   

文部省  大学設置・学校法人審議会専門委員（大学設置分科会）   合志陽一  
学術審議会専門委貞  遠山千春，鷲田仲明，大政謙次  

（国立大学）  

北海道大学  非常勤講師（地国環境科学特別講義1）  井上元   
旭川医朴入学   非常勤講師（衛生学）   兜 眞徳   
一関工業高等専門学校  非常勤講師（分析化学における発明発見）   合志陽一   
新潟大学  非常勤講師（自然環境科苧時論Ⅰ）   向井人史  

外部評価委員   西岡秀三  
上範教育大苧  非常勤講師（生命・地球持論C）   椿 宜高   

茨城大学  非常勤講師（動物生産学）   堀口敏宏  
非常勤講師（地球環境工学）   稲森悠平  
非常勤講師（地球環境学特論）   中島英彰  

筑波大学  併任教授   田村正行，中杉修身，渡逓信，  
大政謙次，小林隆弘，嵯峨井勝  

併任助教授  野尻幸宏，持立克身  

非常勤講師（生物環境学）   彼谷邦光  
非常勤講師（生産化学特別講義）   森 保文  
非常勤講師（アジアにおけるダイナミズム）   近藤美則  
非常勤講舗（専門科目，臨床実習Ⅶ）   兜 眞徳  
非常勤講師（環境工学）   原沢英夫，今井章雄  

非常勤講師（生態系利用工学）   稲森悠平  

非常勤講師（大気環境学n）   井上 元  
非常勤講師（環境分析化学）   高松武次郎  
学位論文審査専門委貝   在野泰弘．稲春悠平，安原昭夫  

筑波大学医療技術短期  藤井敏博  
大学  

群馬大学  非常勤講師（特別講義）   鷲田仲明   
埼玉大学  非常勤講師（地域環境特別講義）   若松伸司  

非億劫講師（環境アセスメント）   稲森悠平，矢木帖身  

イ葉大学  併任教授   嵩松武次郎  
非常勤講師（量子化学Ⅰ）   福山 力  
非常勤講師（量子化学机   久米 悼  
非常勤講師（大気科学）   畠山史郎，菅田誠治  

東京人学  併任教授   後藤典弘  
非常勤講師（分析化学時論m）（衛生学）   森田昌敏  
非常勤講師（人規生態学）   米元純三，兜 眞徳，安藤 満  

非常勤講師（薬理・毒性学）   遠山千春  

非常勤講師（環境保健学）   新田裕史  
博士学位論文審査委貞   構内陽子  

棄京大学分子細胞生物  渡過 信  
学研究所  

東京医科歯科大学  非常勤講師（衛生学）   青木廉廉   
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東京工業大学  併任教授   西岡秀三森貯匝幸  
併任助教授   原田茂樹  
非常勤講師（生態環境工学）   確辺正孝  

東京農工大学  非常勤講師（環境資源科学特別講義Ⅰ）   佐竹研一  
非常勤講師（公衆衛生学Ⅰ）   鈴木 明  

東京工業高等専門学校                            非常勤講師（環境化学）   功刀正行   
一橋大学   非常勤講師（資源経済論Ⅰ）   後藤典弘   
山梨医科大学   非常勤講師（地域・老人看護学）   遠山千春   
豊橋技術科学大学   非常勤講師（大気環境計画論）   森田恒幸   

名古屋大学生物分子  非常勤講師（代謝制御特論丁）   中嶋信実  
応答研究センター  
社処理人工物研究センタ【       難処理人工物研究センター研究企画委員   中杉修身   
太陽地球環境研究所  共同利用委員会専門委貞   井上 元   

島根大学  非常勤講師（応用生物機能学特別講義C）   松孟一夫  
汽水域研究センター客眉研究貞   野原精一  

広島大学  非常勤講師（工業化学特別講義IX）   矢木修身   
香川大学   非常勤講師（湖沼生物学）   高相典子   
徳島大学   非常勤講師（環境科学概論）   安原昭夫   
熊本大学   非常勤講師（科学と環境）   中杉修身   
佐賀大学  博士論文審査委貞   陶野郁雄  

底平地・防災研究センター外部評価委員   陶野郁雄  
琉球大学  非常勤講師（総合講糞）   大井 玄   
国立極地研究所   南極圏環境モニタリング研究センター運営委員   原島 省   
国立民族学博物館   共同研究員   米田 穣   
国際日本文化研究センター  共同研究員   米田 積   

厚生省  生活環境審議会専門委貞   大井 玄，森田昌敏，兜 眞徳  

食品衛生調査会臨時委貞   大井 玄  
高濃度ダイオキシン頼汚染物分解処理技術検討委貞   森田昌敏  

国立公衆衛生院  藻類増殖制御の面から見た公共用水城の水質管理技術の向上に関  渡逓信  
する研究委貝  

西川雅高      有害金属の形態別分析技術の開発と地下水汚染機構解明に関する  
研究委月   

農林水産省  内分泌確乱物質の農林水産物への影響問題検討委貞   春田昌敏  
組換え体実用化のための（産業利用における）安全性確保に閲す  矢木修身  
る研究推進のための評価委貞  

水産庁  化学物質魚介類汚染調査検討委貞  森田昌敏  
環境ホルモン影響調査検討会委員   堀口敏宏  

九州農政局  諌早湾干拓調整池等水賀委員   稲森悠平   

建設省中部地方建設局  地球環境時代を先取りした道路整備のあり方についての検討委月  原沢英夫   

郵政省通信政策局   地球環境保全国際共同研究推進会議委員   笹野・泰弘   

運輸省船場技術研究所  船舶へのLCAの適用に関する調査研究に係わる研究委貞   近藤美則   

気象研究所   エルニーニョ南方栃動の機構解明とその影響に関する研究検討委貞  高薮 緑   

一378一   



委  嘱  先   委  嘱  名   氏  名   

北海道   化学物質環境保全対策検討委貞   中杉修身   
山形県   大楢川荒廃砂防事業計画検討委貞   宮下 衛   
福島県  環境審議会委員   甲斐沼美紀子  

地球温暖化防止対策地域推進計画策定検討委員   甲斐沼美紀子  
猪苗代湖水環境基礎調査専門委員   渡過 信  

栃木県  環境審議会水質専門委員   矢木幡身   
埼玉県   地下水汚染対策検討委貞   中杉修身   
千葉県  環境学習アドバイザー   中島興基  

大気環境保全対策専門委員   若松仲司  
環境調整検討委貞   木幡邦男  

茨城県  環境審議会委員   中杉修身，高村典子，陶野郁雄  

環境アドバイザー   遠山千春，後藤典弘森田恒宰，  
稲森悠平，高村典子  

総合計画容讃会委員  高相典子  
洞沼川浸食対策検討委貞   言下 衛  
いばらき霞ケ浦賞選考委員   渡辺正孝  
ダイオキシン頬関連健康調査検討委貝   森田昌敏  
茨城県都市計画地方審議会環境影響評価専門部会   兜 眞徳  
渦沼水質評価モデル検討委貞   村上正吾  

茨城県自然博物館  ミュージアムパーク茨城県自然博物館会議助言者   春日清一   

茨城県立農業大学校  非常勤講師（環境保全と農業）   藤沼康実   
東京都  市街地土壌汚染対策検討委員   相馬悠子  

環境配慮技術指針等検討委貞   森田恒辛  

大気汚染健康影響サーベイランス構想検討委貞   田邁阻 新田裕史  
化学物質生物汚染状況調査検討委員及び母乳中ダイオキシン類  森田昌敏  
濃度調査検討委貞  

地下水保全対策検討委月  中杉修身  
棄亮都総合環境アセスメント試行審査会委員   森田恒幸  
東京都有害大気汚染物質モニタリング検討委員   松本幸雄，横内陽子  

東京都環境影響評価審議会専門委貞   森口祐一  
東京都内分泌撹乱化学物質専門家会議委員   森田昌敏  

神奈川県  神祭Jl＝県環境影瞥評価審査会委貞   若松仲司  
神奈川県大気汚染健康影響サーベイランス委員   兜 眞徳  

富山県  富山県地下水浄化実証試験検討委貞   中杉修身  
富山清水質保全研究会委員   木幡邦男  

滋賀県  ヨシ群落生態調査委貞全委員   野原精一  
生態学琵琶湖賞選考委員   高村典子  

大阪府  有害大気汚染物璽検査分析体制学識者検討委員   村野健太郎  
ダイオキシン類健康影響評価等専門委貞   森田昌敏  

香川県  豊島廃棄物寺処理技術検討委貞   中杉修身   
港区   港区環境影響調査審査会委員   若松伸司   
所沢市  環境審議会委員   後藤弼彦  

ダイオキシン類に係る人体への蓄積調査専門委貝   兜 眞徳  
所沢基地跡地協議会総合部会長   藤田八曙  

我孫子市  鳥等の自然環境調査手法研究委貞   春日清→   
横浜市   横浜市廃棄物減量化・登源化等推進者議会委員   中杉修身   
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委 嘱  名   氏  名   

川崎市   浮遊微粒子（2．5ミクロン）の調査検討のあり方に関する検討委貞  森口祐一，新訂裕史   

鎌倉市   鎌倉市まちづくり審議会委員   川島麻子   
名古屋市   名古屋市土壌及び地下水汚染対蘭検討委月   中杉修身   
北九州市   北九州市における外因性内分泌機乱化学物質の野生生物に与える  堀口敏宏  

影響に関する検討委員   

新エネルギーーー・・・産業技  
術総冶開発機構   

日本原子力研究所   博士研究員研究業績評価委員   佐治 光   

核燃料サイクル開発機  中杉修身  
構  

日本磁気共鳴医学会   日本磁気共鳴医学会平成10・11年度理事   三森文行   

理化学研究所  微生物系統保存事業連営委員   渡逓 信  

共同研究員   持立克身  

科学技術振興事業団  計算科学技術委員会委貞   合志陽一  

領域アドバイザー   合志陽一  
生態景‡響データベース委員会委員   白石寛明  

戟略的基礎研究代表者   野尻幸宏  

国際協力事業団  日中友好環境保全センターフェーズⅢプロジェクト国内委員会委員  大島高志  
インドネシア環境管理センタープロジュクトにかかる国内委員会  渡辺婚二  
委員  

宇宙開発事業団  客員開発部員（ADEOS一打搭載用グローバル・イメージャ  鈴木 睦  
（GLI）の開発）  

客員開発部員（宇宙用レーザリフレクタの検討に関する支援）  杉本伸夫  

客員開発部貝（ライダの研究に関する支援）  

宇宙開発事業団・海洋  笹野泰軋 杉本伸夫，合志陽一   

科学技術センター  

大阪市立大学   日本熱帯生態学会幹事   奥田敏続   

東洋大学   東洋大学バイオ・ナノエレクトロニクス研究センター協議会要点  合志陽一   
東洋大学研究プロジェクト研究分担者   福山 力  

日本大学  非常勤講師（環境衛生工学）   矢木修身   
上智大学  非常勤講師（バイオテクノロジー打）   内山裕夫  

非常勤講師（環境経摘草）   日引 聴  

法政大学  非常勤講師（環境工学）   中島興基   

放送大学   教材作成協力者   鷲［田中明   

龍谷大学   非常勤講師（環境政策論研究）   大井 紘   
東京家政学院筑波女子  大井 紘   
■人草   

一380－   



〔環境研修センター講師一覧〕  

研  修  名   講 義 名 等   氏   名   年  月  日   

環境庁新採用職員研修（工種）  大 井   玄  10．4．6  

環境情報提供   大 島 高 志  10．4．16  

環境行政管理・監督者研究会   合 志 陽 一  10．5．13   

環境分析測定研修   これからの環境研究   ：     ・≡・・  10．5．28   

地球環項保全研修  酸性雨の現状と対簾   福 山  力  10．6．24  

地球環境保全の経済的側面   日 引  聡  10．6．25  

水質分析研修  排水基準項目の分析法（重金属類）   柴 田 康 行  10．6．17  

微量有害化学物質による環境汚染と計測   白 石 寛 明  10．7．2  

地域環境研修  有害化学物資対策   中 杉 修 身  10．7．15   

環境基本計画研修   循環（廃棄物・リサイクル）   中 杉 修 身  10．10．6   

環境モニタリング（水質）研修  原 沢 英 夫  10．10．20  

コンサルティング（分析技術）  安原昭夫  

西川碓高  

コンサルティング（モニタリング関係）  彼谷邦光  

村上正吾  

地下水・地盤環境保全研修   地下開発と地盤環境  陶野郁雄   

特定橋詰分析研修Ⅰ（第1回）  伊 藤 裕 廉  10．11．9  

二重収束型（実習）   山 本 貴 士  10．11．10、11．12  

大気分析研修  有害化学物質について   円 通  潔  10．12．3  

ICP分析法（実習）   田 中  致  10．12．8、12．9  

大気汚染と環境科学   鷲 田 仲 明  10．12．18  

機器分析研修  原子吸光法及び発光分析法の基礎と応用   稲 葉 一 棟  11．1．20  

環境分析とパソコンの利用   功 刀 正 行  11．2．4  

これからの環境化学   彼 谷 邦 光  11．2．4  

環境情事脚刑賢  環境情報の提供   ′ト 沢 昭 司  11．1．19  

環境分野のデータ処理（環境指標）   松 本 幸 雄  11．1．20  

インターネット実習1  板橋正文  

澤田鉄也  

松井文子  
インターネット実習2  谷田部好徳  

中島靖史  

社会調査情報の作り方と活用法  
（世論調査ヤアンケートの心得）  

人気保全研修   酉劉生雨と大気汚染  

特定機器分析研修t（第2回）  GC／MSの測定法   言下七重 須賀仲介 村野健太郎   
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5．研究所行事  

（1）研究所  

年月 日   事  項   年月 日   事  項   

10．4．16  （科学技術週間）施設一般公開   11．2．17  第14回全国環境・公害研交流シンポジウムト2・18）   

6．3  2，18  第18同地方公害研究所と国立環境研究所との協力  
－21世紀の私たちの環境を考える－（於：東京）  に関する検討会   

6．13   

（2）研修センター  
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6．研究所来訪者  

（1）研究所  

年月 日   事  項   年 月 日   事  項   

10．4．24  平成10年度環境庁転入者一行   8．25  

研修眉  
5．8  

8．26   
5．13  

一行  8．26  野田市教育研究会理科担当教諭一行  

5．20  8．27  峰経営者懇話会一行  
一行  

8．28  神奈川県高等学校社会科担当教諭一行  
5．22  

9．9  神戸大学発達科学部人間環境科学科3年生一行  
6．2  

9．10  北海道美唄聖華高等学校看護専攻科2年生一行  
6．11  

9．11  美浦村公民館一行  
6．12  

9．16  都環境学習リーダーー行  
6．ユ5  

9．25  水戸市笠原地区総合自治連合会一行  
6．25  

9．29  アジア生産性機構「環境保全セミナー」一行  

6．26   
9．29  

6－26  JICA「環境管理セミナー」一行  当次官   

7．3  環境カウンセラー一行  10．7   

7．6  千葉県立相中央高等学校理科担当教諭一行   10．7  フランス水質研究所職員一行   

7．9  JICA「廃棄物処理コース」一行   10．13  日立建機ときわ会（安全・環境香属会）一行   

7．1D  芙浦村「いきいきミセス講座」生一行   10．14  工学院大学工学部応用化学科3年生一行   

7．14  東京大学農学部大学院生一行   10．16  電気学会一般産業技術委貞会一行   

7．16  環境庁長官官房会計課長一行   10．19  

コース」一行  
7．2ユ  

7、21  
10．19   

10．20  
7．23   一行   
7．29  10．21   

一行  
10．21  JICA「水質汚濁対策技術コース」一行  

7．29  

10．23  茨城県立真壁高等学校環境緑地課1年生一行  
7．31  

10．23  人事院事務総局給与第三，第四課一行  
7．31  

10．23  
8．3   査」一行   
8．3  日立市教育研究会理科部小中学校教諭一行  10．26  

8．4  福岡県立修猷館高等学校2学年一行  コーディネーター   

8－6  10．26  

セミナー」一行  
8．7  

－・行  10．27   

8．7  10．27  
元日本留学生の集い」－・行  

8．10  
10．28   

8．11  

一行  10．Z8  米国海洋大気局一行  

8．25   10．29  鹿沼市消費生活センターー行   

所長  
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年 月 日   事  項   年月 日   事  項   
10．29  池田市政策推進部自治推進課一行   11．27  新潟県メッキ工業組合一行   

10．29  環境庁環境保健部長   12．4  最高裁判所司法研修所研修生一行   

10．29  タイ環境研究研修センターー行   12．4  茨城県立牛久栄進高等学校PTA一行   

10．30  メキシコ環境研究研修センター・副センター長   12．上4  総務庁関東管区行政監察局一行   

10．30  ハンガリー・モショール・ラジオ科学部次長   12．16  サウジアラビア気象環境保護庁・研修管理部長   

11．4  12．24  茨城大学理学部3，4年生一行  

ス」一行  
12．28  

11．5  

修生  11．1．20   

11－6   1．21  JICA「地球温暖化対策コース」一行   

11．6  麻生地区農業改良普及センターー行   1．22  茨城県消費生活サポーターー行   

11．6  海外経済協力基金】行   乙12  環境庁地球環境部環境専門員一行   

11．9  協和コンサルタンツー行   2．17  山武郡市保健衛生推進協議会一行   

‖．9  「インド回ポパール湖水保全・管理事業」研修生   2．17  JICA「環境技術（大気保全）コース」一行   

11．12  土浦第一高等学校2年生一行   2．25  和歌山テクノ財団一行   

11．13  埼玉県高等学校社会科教育研究会教諭一行   2．26  （財）化学㌧バイオつくば財団一行   

11．13  中国・上海市人民政府副市長他一行   2．26  JICA「オゾン層保護と対策技術セミナー」一行   

1ユ．17  印旛郡市保健環境衛生事務研究会一行   2．26  香港日本友好議員連屈卜行   

11．19  植物工場普及振興会一行   3．2  中国環境保護局副所長   

11．19  JICA「生物多練l生情報システム」一行   3．5  （財）長野県テクノハイランド開発機構一行   

11．20  最高裁判所司法研修所研修生一行   3．9  
一行  

11．20  スロヴアキア環境庁情報技術計画課長   
3．10  

11′24  

一行  3．11   

1ユ．24   3．12  自動車技術会一行   

11．24  3．17  （社）リサーチ・マネジメント技術交流協会一行  

査」研修員   3．17  メキシコ環境庁環境情報政策局・解析部課長  

11．25   3．25  タイ科学技術研究所一行   

1l．25  JICA「第9回大気汚染モニタリング実習コース」  3．26  タイ環境研究研修センター職員一行   
一行  

（2）研修センター  

年 月 日   事  項   年月 日   事  項   

10．6．10  1l．6  

UamieL．La咽1ie氏）  ス」研修員一行  

7．10  11．20   

研修員（Zhu．YuDong氏 An．Tong氏）  （V．Sa、Vaittayotin氏 W，AuesongthaIT）氏  
A．Jaksakul氏，B．Narapiot氏）   

10．Z2   

10．Z9  Ⅵ′HO研究員（SeoIIeung－Won氏）   
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7．研究所構成員  

（平成‖年3月3＝］）  

職  名   lt  名   職  名   氏  名   

所  長   人 井  玄  施設課長   古 川 満 倍   
副 所 長   合 志 閲 －   課長補佐  能 崎 惣 一   

藤田和仲  
三jニ任研究企画官  小野川和延  動物施設専門官  ′ト石  

研究企画官  鞋間違男  生斗勿施設専門官   糸魚川  弘   
只見腑信  理工施設専門官   駒 場 勝 雄  

（併）  須藤欣一一  特殊施設専門官   土 屋 重 和  
（併）  宇都宮陽二朗  営繕専門官   有 光 正 和  
（俳）  蘭山春彦  管理係長   赤 三】三】圭 一  
（併）  杉山健一郎  

共通施設係長   信 安 浦 別  
国際共同研究官  柏弘崇崩司  

特殊施設係長（併）   藤 田 和 伸  
国際研究協力官  独藤牧一  

技術係長（併）   駒 場 勝 雄  
総務部長  

斉藤照夫  西 岡 秀 三  
総務課長  高畠立行  
課長補佐  （併）   椿  宜 高  

久保恒男  
（併）   中 根 英 昭  

（欠）  温暖化規範解明研究チーム総合研究官  野 尻 幸 宏  
総務係長  工藤常男  

主任研究員  
総務係主任  

竹中明夫  
山口和子  

総務係員  須貝一春  向井人史  
町田敏暢  

安西人成  
中産長  阿久津勇  

（欠）  

副車庫長  染‡主竹男  温暖化影響・対策研究チーム総合研究官  
厚生係長  名取美保子  

主任研究員  
厚生係主任  

（欠）   

（欠）  

厚生係貝  
（ウこ）  研究員  

人事係長  
増 井 利 彦  

人橋孝生  オゾン層研究チーム結合研究官   今 村 隆 史  
人事権主任（併）  名取美保子  

主任研究員  秋吉英治  
人事係属  宮田哲治  
業務係長  （欠）   

川村和江  
会計課長  浅野 登  

酸性雨研究チーム総合研究官  課長補佐  佐 竹 研 一  
野口正一  主任研究員  （欠）  

（欠）  

経理係長  富木 勉  
経理係員  中村達也  
支出係長  池老焼孝幸  

海洋研究チーム結合研究官  原島 
支出係員  省  

竹田智宏  主任研究員   功刀正行  
契約係長  吉成信行  
契約係員  

（欠）  

烏毛暢茂  奥田敏続  
菅沼大輔  

主任研究員   唐 艶鴻  
並木芳和  

（欠）  

調度係長  高梨 昇  
野生生物保全研究チーム総合研究官（命）    椿 宜高  調度係員  吾孝 洋  
主任研究員   高村健二  

下田貴之   
永田尚志   
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職  名   氏  名   職  名   氏  名   

衛星観測研究チーム総合研究官   笹 野 泰 弘   研究員   玉 置 雅 紀   
主任研究月  中 島 英 彰   都市環境影響評価研究チーム結合研究官  新 田 裕 史  

（欠）  主任研究員  高橋一慎司  
研究員  杉田考史  黒河任香   

主任研究官   村 野 健太郎  今 井 秀 樹   
（併）   原 沢 英 夫  バイオアツセイ環                         国本 学  
（併）   

畠 山 史 郎   チーム総合研究官   

（併）   加 藤 久 和   主任研究員  石生正美  
足立達美  

地域環境研究グループ統括研究官   森 田 昌 敏   開発途上国偉麻影月  安藤満  
上席研究官   兜  眞 徳   総合研究官   
交通公害防止研究チ【ム総合研究官  田 蓬  潔   主任研究貞  平野稗史郎  
主任研究員   近藤実刑  山元昭二  

（欠）  開発途上国環境改善（水質）研究チーム  

都市大気保全研究チーム総合研究官    若松伸司  総合研究官  

主任研究貞   上 原  清   主任研究員  水清元之  

（欠）  開発途上国生態系管理研究チーム   高村典子  
総合研究官  

海域保全研究チーム総合研究官  木幡邦男  
主任研究員   中村泰男  

主任研究月  （欠j  

（欠）  

研究員  福島路生  

湖沼保全研究チーム総合研究官  今井車雄   森田昌敏        開発途上国環境改善（火気）研究チーム  
総合研究官（併）  

主任研究員  松重¶夫  主任研究員  西川雅萬  
（欠）  主任研究官  中島興基  

有害廃棄物対策研究チーム総合研究官    安原昭夫  
春日清一  

主任研究貞  堀口敏宏  松本幸雄  
吉永 悍  

水改善手法研究チーム総合研究官  森口祐一    社会環境システム部長   後 藤 典 弘   
主任研究貞  （欠）  上席研究官  大井紘  

環境経済研究室長  森田恒幸  
研究員  櫻井健郎  主任研究員  薄井みどl）  

松橋啓介  日引 聡  
大気影響評価研究チーム総合研究官  謄  研究貞  川島麻子   
主任研究員  鈴 木   明   貿源管理研究室長（併）   森 口 祐 一  

（欠）   主任研究員   森   保 文  
化学物質健康リスク評価研究チーム                           米元純三  研 究 貞   寺 閲  淳   
総合御究官  環境計画研究室長   原 沢 英 夫   
主任研究員  高木博夫  主任研究員  （欠）  

曽根秀子  
（欠）  研究員  高橋潔  

化学物質生態影響評価研究チーム  畠 山 成 久   情報解析研究室長   
総合蘭究6  

田 村 正 行  
主任研究員  須賀伸介  

主任研究員  笠井文絵  清水明  
菅谷芳雄  

LL】形与志樹  
五箇公一  主任研究官  

新生生物評価研究チーム総合研究官     矢木修身  
青木陽二  

主任研究員  化学環境部長   中 杉 修 身  
岩 崎 仙 弘  上席研究官   藤 井 敏 博  

（欠）   計測技術研究室長   相 馬 悠 子   
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職  名   氏  名   職  名   氏  名   

主任研究員   横内陽子  研究員   古林 仁  
久米樽  福田祐仁  

計測管理研究室長  白石寛明  高層大気研究室長  杉本伸夫   
主任研究員   伊 藤 裕 鹿   主任研究員   松 井 一 郎   
研 究 員   山 本 黄 土   研 究 員   古 間 信 彦   

動態化学研究室長   柴 田 靡 行   火気動態研究室長   福 山  力   

主任研究員  漸山春彦  主任研究員  内山政弘  

田中 放  速嶋康徳  

研究員  米田 様  研究員  高橋善幸  

化学毒性研究室長  彼谷邦光  
水土壌国環境部長   渡 辺 正 孝  

主任研究員  白石不二雄  
上席研究官   大 坪 拭 順   

佐野友香  
主任研究官  河合崇欣  水環境寅研究室長   内 山 裕 夫  

主任研究員   冨岡典子  
環境健腑部長   遠 山 丁・春   

徐  開放  
上席研究官   ′ト 林 隆 弘   研 究 員   越 川  海   
生体機能研究室長   藤 巻 秀 和   水環境工学研究室長   村 上 正 吾   
主任研究員  持立克身  主任研究員  井上隆信  

野原恵子  原田茂樹  
古山昭子  研究貞  牧 秀明  

研究員  
（欠）   土壌環境研究室長   高 松 武次郎   

嫡態機構研究室長   青 木 廉 廉   主任研究貞  向 井   菅   
主任研究員  松本理  服部浩之  

佐藤雅彦  研究員  林 誠二  
研究員  大迫誠一郎  

越川昌美   
任期付研究員   石 村 隆 太   地下環境研究室長   陶 野 郁 雄   

保健指標研究室長   ≡ 森 文 行   
主任研究員  土 井 妙 子   

主任研究員   梅 津 豊 司  稲 葉 一 棟   
任期付研究員   石 塚 真由美  研究員  

（欠）   

環境疫学研究室長  小野雅司  主任研究官   宇都宮 陽二朗  
主任研究員  

（欠）  

（欠）  生物圏環境部長   渡 過  信  

（欠）   上席研究官   椿  宜 高  

研究員  吉 川 麻衣子   環境植物研究室長   大 政 謙 次   

任期付研究員   宮 原 裕 一   主任研究員   名 取 俊 樹  
研 究 員   戸 部 和 夫   

人気国環境部長   鷲 田 仲 明  環境微生物研究室長（併）   渡 遽  信   
上帯研究官   中 根 英 昭   主任研究員   広 木 幹 也   
大気物理研究室長   神 沢   博  河 地 正 伸   
主任研究員  高 薮   緑  生態機構研究室長  野 原 精 一  

菅田誠治  
主任研究員  宮下 衛  

研究員  江育て正多  佐竹 潔  
野沢徹  上野隆平  
日暮明子  多田 満  

大気反応研究室長  畠山史郎  研究員  矢部 徹   
主任研究員   酒 巻 史 郎   分子生物学研究室長   佐 治  光   
主任研究月   

（欠）   主任研究員   久 保 明 弘   
研 究 員   猪 俣  敏  青 野 光 子   
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職  名   氏  名   職  名   氏  名   

研 究 員   
（欠）   （併）   中 島 興 基   

私見i」持Rセンター長   大 島 高  志   主任研究員   一ノ瀬 俊 明   
情報菅男室長   阿 部 束 信   業務係長   成 島 克 子   
室長補佐   板 橋 正 文   交流係長   遠 藤  浩   

情報システム・専門官   佐々木 寛 畜   組測第1係長   （欠）   

連結調悉凋長   佐々木＋淳：一   観測第1係員（併）   安 西 大 成   

電算機管理係長   伊 藤 華 麗   組側第2係長   布 井 敬 二   

電算機管理係員   山 崎  （併）   竹 内   正   
電算機運用係長   澤 田 鉄 也   
国際情報係長   中 島 端 史  環境研修センター所長   後 藤 弓雨 彦  

情報整備室長   研修企画官   
′ト 沢 哨 司  

藤 田 八 曝  

数値情引将甘自   庶務課長   川 崎 俊 郎  
谷田部 好 徳  

庶務係長   桑 原 仲 光   
調査係長（併）   中 島 捕 吏  

庶務係貝   平 田 清 明   
整備係長   宮 下 七 重  

電気手   五十嵐 輝 雄   
管理係長   松 井 文 子  

関 村 武 光  遠転手   佐久間  啓   
研究情報室長  

用務手   五十嵐 光 子   
学術惰郭頂門官   杉 山 健一郎  会計係長   稲 村   徹   

研究情報係長（併）   佐々木 寛 寄  会計係員   佐々木   修   照会検索係長   古 田 早 苗  
教務課長   平 塚   勉   

図告菓料係長   猪 爪 京 子  
赤 塚 輝 子  国際研修協リノ専門官   酒 向 貴 子   

普及係長  
放務係長   関Ⅰコ 草 子   

地球環境冊究センター長（副所長充て職）  合 志 陽 一   教務係員   （欠）   

総括研究管理官   井 上  国際研修企画係員   藤 本 美 穂   

研究管理官  藤 沼 康 実   主任教官   牧 野 和 夫  
清水英幸  教官  中村勇見  
横田達也  渡辺靖二  

（欠）  
四ノ富美保   
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8．評議委員会構成員  

国立環境研究所評議委員会  

委 員 長  

委  員  

近 藤 次 郎   

伊 藤 正 男   

上 山 寺 平  

梅 本 純 正   

′ト 田  稔  

大 島 康 行  

佐 和 隆 光  

内 藤 正 明  

藤 島 弘 道  

不 破 敬一郎  

（財）国際科学技術財団理事長  

理化学研究所脳科学総合研究センター所長  

京都大学名誉教授  

武田薬品工業（株）相談役  

東京情報大学長  

（財）自然環境研究センター理事長  

京都大学教授  

京都大学教授  

全国公害研協議会会長（長野県衛生公害研究所長）  

東京大学名誉教授  
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9．表 彰 等  

氏  名   所  属   真の名称   受賞内容   受賞年月日   

高薮  緑  大気圏環境部   日本気象学会学会賞   熱帯域の大規模擾乱に関する研究  10．5．28   

山形与志樹  社会環境システム部   第1回尾瀬貰   リモートセンシング画像を用いた  
環境特性を把捉する手法を開発   

「日長 二葉昭  大気圏環境部   1998年度日本エアロゾル学  ライダ観測に基づく春の大気エア  10．8．Zl  
会論文賓   ロゾルの特性に関する研究＝エア  

ロゾルの類別のための統計的解析  
法の応用  

細山  力  大気圏環境部   第15回エアロゾル科学技術  高分子吸水材を用いた微小水滴の  10．臥21   
内山 政弘  会日本エアロゾル学会  

谷質   

川島 康子  社会環境システム部   法人環境科学会論文貨  気候変動問題の解決に向けた国際  
交渉の今後の行方一シナリオを用  
いた調査手法の開発とその結果   

日引  聡  社会環境システム部   第9回廃棄物学会優秀プレ  容器包装リサイクル法における  10．】0．29  
ゼンテーシ ョン賓   ペットボトルリサイクル費用に関  

するケーススタディー   

稲諜 悠平  地球環境研究グループ  第1回日本水処理生物学会  環形動物貧毛額の増殖に及ぼす環  10．11．19  
論文賞   境周子の影響   
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10．平成10年度研究発表会，セミナー等活動記鐙   

（1）国立環境研究所セミナー  

No．   年月日   題  名   発 表 者   所   属   
1回  10．4．14  私の「地球学」   石井 膏徳   
ノースウエスタン大学  2回  10．5．12  環境有害因子の標的部位としての神経受蕃体とイオン  

チャンネル   
3回  10．9．29  ダイオキシン別御策はこれでいいか  川名 英之  江戸川大学   

－わが国の政策を検証する－  

Controlo［periph〉Ptica】gael）ynutrientsandgrazingin  （米国）   

g】◆avulbedriヽ・eI◆s  

（2）第14匝全国環境・公害研究所交流シンポジウム  

開催日：平成】1年2月17日，18日  場 所：国立環境研究所大山記念ホール  

題  目   発 表 者   所  属   
開 会   大井  玄  国立環境研   
挨 拶   加藤正タi  

［湖沼生態系のモニタリングと管理対策について］   

十和田湖における生態系管理の取り組みについて   三上－   

阿寒瀾の長期環境変化と現状   五十嵐聖貴  北海道環境科学研究センター   
渡島大胤こおける生態系構造の解明について   石川  靖  北海道環境科学研究センター   
生物モニタリングによる児島潮の水質t底質評価   村上 和仁  岡山県環境保健センター   
実験隔離水界を用いたプランクトン食性ハクレンの導入に伴う   福島 路生  国立環境研究所   
湖沼生態系の変化   

印幡償ぃ手賀沼の水草，植物プランクトンの変遷からみた湖沼  ′ト林 節子  千葉県水酎呆全研究所   
の水環境保全の課題について   

野尻湖における車軸藻・水草帯の調査・復元活動と環境款育   樋口？登男  長野県衛生公害研究所   

霞ケ捕の水質保全に向けた流域管理   根岸 正美  茨城県公害技術センター   
一地域エコシステムの概念の導入一   

森林はシンクかソースか   浜端 悦治   滋賀県琵琶湖研究所   
「琵琶湖流域における野外実験から富栄養化物質の挙動を見る¶   

湖沼をどのように保全し，管理するのか？   高村 典子  国立環境研究所   
入鹿他の水の華・その発生原因と対策に関する考察   大沼 淳一  愛知県環境調査センター   
岡山県内湖胤二おけるミクロシスナンの挙動と水質特性   吉岡 敏行  岡山県環境保健センター   
湖水中ミクロシスナンの微量分析   陰地 表樹  奈良県衛生研究所   
水環境中のミクロシスナンとその分解物の挙動ならびにその毒性  竹中重宰  

［特別講演］   

藍藻毒ミクロシスナンの化学と分析   彼谷邦光   
わが国の湖沼に発生するアオコ巨仙m叩血は何種類なのか？   渡邁  信  国立環境研究所   

閉会挨拶   合志 陽一  国立環境研究所   
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11．施設の整備状況一覧  

（平成11年3月31E！現在）  

研究本館Ⅰ（研究l棟，研究u棟）  RC－3  5．540   11．633T期昭和49年3月竣工  

□期昭和52年5f】竣工  

研究本館11（共同利用棟，共同研究棟）  RC－3  2．405   5β64Ⅰ期昭和封年11月竣工  

Ⅲ期昭和57年2月竣工  

研究本絹皿  RC－4  1，068   4．077平成7年8月竣工  

管理棟  RC2   697  1，144Ⅰ期昭和49年5月竣工   

n期昭和封年1月竣工  

人気化草案験棟（スモッグチャンパー） RC－1  723  723昭和51年10月竣工   

大気拡散実験棟（風洞）  RC－2．地下一1  741   2，329  昭和53年3月竣工   

大気汚染質実験棟（エアロド【ム）  SRC－8  176   1．321 昭和54年4日竣工   

大気モニター棟  RC1  81   81 昭和53年3月竣工   

大気共同実験棟（フリースペース）  RC3  443   986  昭和58年12月竣工   

ラジオアイソトープ実験棟  RC－3  974   1，580  昭和53年3月竣工   

水生生物実験棟（アクアトロン） RC－3，RC－2 1，384  2．535Ⅰ期昭和51年10月竣工  

Ⅲ期昭和55年11月竣工  

水理実殿様  S－1 1．167  】．ユ6ア工期昭和5ユ年10月竣工  

皿期昭和55年11月竣工  

動物実験棟Ⅰ（ズートロンⅠ） sRC－7 1，379  5，185Ⅰ期昭和51年3月竣工  

ロ期昭和5ユ年10月竣工  

（中動物棟含む）  

動物実験棟D（ズートロンn） RC－3  934  1．862昭和55年5月竣工   

土壌環境実験棟（ペドトロン）  尺C－3  637   1β3ユ  昭和53年2月竣工   

植物実験棟1（ファイトトロンⅠ）  RC－3  1，392   3．348  昭和50年12月竣工   

植物実験棟［・騒音保健研究棟  RC－4．地下－1  1，242   3．721 昭和56年7月竣工   

実験ほ場（本構内）  Ⅰ期昭和52年11月竣工   

m期昭和57年3月竣工  

管理棟  373  414   

温室3樵  576   576   

ほ場   5，600   

実験ほ場（別田地）  Ⅰ期昭和52年11月竣工   

Ⅱ期昭和57年3月竣工  

管理棟  RC－2  179  214   

ほ場11面   7，000   

生物生態園   15．000 昭和54年10月竣工   

工作棟  RC、2  158   189  昭和49年10月竣工   

危険物倉庫  B－1  82   82  昭和55年11月竣工   

エネルギーセンター  RCれ2   2，590  3，101昭和49年10月竣工  

（昭和51年一部増築）  

廃棄物処理施設Ⅰ   特殊実験廃水処理能力  昭和49年10月竣エ  

100汀f／日   

廃棄物処理施設Ⅱ  一般実験廃水処理能力   昭和54年2月竣工  

300rげ／日   平成7年3月更新   
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施  名   構   造  
建面積  延面積   

竣 工 年 月  

微生物系統保存棟   RC－2  355  801  

霞ケ浦臨湖実験施設  昭和58年3月竣エ  

実験管理棟  RC－2  1，045 1．748  

用廃水処理施設   RC－1   913  913   

附属施設  RC－1  286  286  

奥日光環境観測所  
管理棟  RC－2  121 昭和61年10月竣工                      189   

実験柚   RC－1   198  198   昭和63年3月竣エ   

観測様   RC－1   8  8   昭和63年3月竣工   

地球環境モニタリングステーション一枝照閉  建／延面積160．7nf  

観測塔：自立型鉄骨遺  平成4年3月竣工  
H39．Om  

地球環境モニタリングステーションー落石岬  建／延面積83．4m2  
構造1階建  

観測堵：支線型鉄骨道  平成6年3月竣工  
H55．5m  

黒鳥NOAA受信施設   受信アンテナ塔：  平成7年1月竣工   
自立型鉄骨造H13．Om  

環境遺伝子工学実験棟  RC－3  737 1．627  

特高受電需要設備棟   RC－1   524   524  平成9年3月竣工   

環境研修センター1号棟（本館）   RC－3   825   乙216  昭和49年9月竣工（所沢市）   

2号棟（実習棟）   RC－3   720   2，197  昭和49年9月竣工   

3号棟（厚生棟）   RC－1   399   450  昭和49年9日竣工   

4号棟（宿泊棟）  RC－5  982  4．299  

（平成6年6月増築）  

（平成9年9月増築）  

5号棟（渡廊下）  R－1  202  202  

（平成9年9月増築）  

6号棟（薬品庫）  RC－1  9  9   

7号棟（車庫）   R－1   60   60  昭和51年3月竣工   

8号棟（ゴミ処理屋）   RC－1   40   40  昭和51年3月竣工   

9号棟（乾燥室）   R【1   Z3   23  昭和51年3月竣工   

10号棟（物品倉庫）   R－1   14   14  昭和57年9月竣工   

11号棟（特殊実習棟）   RC－3   375   1．054  昭和63年5月竣工   

12号棟（ボンベ置場）   R－1   4   4  昭和63年5月竣工   

13一別東（自転車小屋）   R－1   15   田  平成6年6月竣工   

14号棟（国際研修棟）   RC－4   761   1，955  平成9年9月竣工   

15号棟（渡廊下）   R－1   45   45  平成9年9月竣工   

ー393－   



12．国立環境研究所施設配置図  

〒305－0053 茨城県つくば市小野川162  

電 話 0298502314  
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地球環境モニタリングステーション一波照問  

〒907－1751沖縄県八重山郡竹富町字波照間4794  

東経123度48分39秒  

北緯 24度3分14抄  

電話 09808－5－8553（無人）  

敷地面積：566n了（国有林地借地）  

観測局舎：160，7∩ヾ（鉄筋コンクリート1階建）  

観測塔：39．Om高（自立型鉄骨造）  



地球環境モニタリングステーション一語石岬  

〒088－1781北海道根室市落石西243－2  

東経145度30分5秒  

北緯 43度9分34秒  

電話 01532－7－2596（無人）  

敷地面積：3，閑0ポ（民有地借地）  

観測局舎：83．4n†（アルミパネル構造1階建）  

観測塔：55．5m吉（支線型鉄骨造）  
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環境研修センター  

〒359－0042 埼玉県所沢市並木3－3   

電 話 042－994－9303，9766  

√
卜
【
 
 

一399－   



国立環境研究所年報  

平成10年度  

平成11年8月31E】   

編 集 国立環境研究所 編集委員全  

発 行 環境庁 国立環境研究所  

〒305－0053 茨城県つくば市′ト野川16番2  

電 話 0298－50す2343（ダイヤルイン）  

印 刷 株式会社 イセプ  
〒3050005 茨城県つくば7ll天久保2－1ト20  
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